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土木構造物設計にあたっての基本的な考え方について 

 

 

 

■はじめに 

□ 厳しい財政事情が続く中、地域の実情に応じた適切な土木構造物とするなど公共工事のコスト縮減を進め、限ら

れた予算で、効率的な執行により、着実に必要な社会資本整備を進めることが求められている。 

 

□ また、老朽化する社会資本が急増する中、国民の安全安心へのニーズや将来の維持管理・更新費が増大すること

への対応が求められており、計画段階から維持管理の確実性及び容易さを考慮することが重要である。 

 

□ さらに、民間企業による品質の向上やコスト縮減に向けた技術革新（新技術）が進展しており、積極的な活用が

必要である。 

 

□ 一方で、行き過ぎたコスト縮減は品質の低下（安全性）、サービス水準の低下、維持管理の確実性及び容易さでの

問題を招くおそれがある。 

 

□ 上記については、すでに個々に実施して一定の成果を上げているものの、今後、さらなる財源の制約から、計画

段階から建設費のみならず管理・災害まで考えた、生涯にわたるコスト縮減等の抜本的な取り組みが求められて

いる。 

 

以上の背景から、品質を確保しつつ、維持管理を踏まえたライフサイクルコストの縮減を積極的な姿勢で取り組む

ものとする。 

 

 

１．基本的な考え方 

 コストと品質の観点から、良質な社会資本を効率的に整備・維持することを目指しており、施策の実施にあたって

は、社会資本が本来備えるべき供用性、利便性、安全性、耐久性、環境保全、省資源、美観等の所要の基本性能・品

質の確保を図ることとする。 

 

  以下、基本的な考え方を示す。 

①コスト縮減を考慮しつつ品質を確保した設計とする。 

②サービス水準、維持管理の確実性及び容易さを考慮した設計とする。 

③地域特性、現場状況を考慮した設計とする。 

④新技術・新工法・新材料を活用するための検討を行うものとする。 

 



 

設計便覧（案）利用上の留意事項について 

 

■設計便覧（案）の取り扱い上の留意事項 

 設計便覧（案）の利用にあたっては、各章節において「標準」、「参考」、「資料」と区分して記載し

ているが、これは便覧（案）を活用するにあたって、その取り扱いを明確にするために下記主旨によ

り各編・各節に付記している。 

 

「標準」：地方整備局として優先して統一運用すべき事項である。従って、複数記述のあるものは、地

域特性等を勘案して選定するものとし、特別の理由のない限り、この新設計便覧（案）によ

って運用していただきたい事項である。 

「参考」：過去の実施事例、他の文献より記述しているものであるが、当該地域の施工条件、地域特性

等を加味し、弾力的に運用していただきたい事項である。 

「資料」：内容については、今後さらに検討を要するものであり、運用にあたっては、十分検討の上実

施されたい事項である。 

 

■道路橋示方書の改訂に関して 

道路橋示方書・同解説（H24.4 以降に改訂版発刊予定）の改訂内容は反映されていないため、内容

が便覧と異なった場合は便覧の内容を読み替えること。 

道路橋示方書の主な改訂内容については、巻末資料を参照のこと。 
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第１章 水門設備 

第１節 一般事項 

１．適用範囲(標準) 

[解 説] 

(１) 本便覧においては河川施設に用いられる水門扉を対象とする。 

(２) 水門扉の適用は原則として次のものとする。 

  (ａ) 堰・水門・樋門・伏せ越しの施設に設置されるものである。 

(ｂ) 鋼材等(ステンレス鋼を含む)を主要構成部材とするものである。 

(３) 本便覧の適用を受ける堰・水門・樋門及び伏せ越しに設けられるゲート設備の設計に際

しては、以下の関連する諸法規及び基準の適用を十分考慮して行う必要がある。 

適用すべき諸法規、基準及び要領(案) 

 示方書等の名称 

示方書・指針等 発刊年月 発刊者 

河川法および同施行規則 平成 23 年 5 月 国 土 交 通 省 

河川管理施設等構造令および同施行規則 平成 12 年 6 月 国 土 交 通 省 

河川砂防技術基準(案) 平成 9 年 10 月 日 本 河 川 協 会 

ダム・堰施設技術基準(案) 平成 23 年 7 月 ダム・堰施設技術協会 

水門・樋門ゲート設計要領(案) 平成 13 年 12 月 ダム・堰施設技術協会 

ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案) 平成 12 年 6 月 ダム・堰施設技術協会 

ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案) 平成 12 年 8 月 ダム・堰施設技術協会 

鋼製起伏式ゲート設計要領(案) 平成 11 年 10 月 ダム・堰施設技術協会 

適用範囲は河川管理施設等構造令の適用を受ける水門扉とする。 

本便覧によることが適当でない場合には、本便覧に示される技術的水準を損なわ

ない範囲において、本便覧によらないことができる。 

出典：[1] 

ダム・堰施設技術基準

(案) 

（平成 23 年度版） 

（H23.7）P8 

出典：[(2)] 

ダム・堰施設技術基準

(案) 

（平成 23 年度版） 

（H23.7）P9 
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２．用語の定義(標準) 

[解 説] 

(１) 大形・中形・小形ゲートとは、扉体面積が次の場合をいう。 

  (ａ) 大形ゲート－50m2 以上 

  (ｂ) 中形ゲート－10m2 以上 50m2 未満 

  (ｃ) 小形ゲート－10m2 未満 

(２) 扉体面積は、純径間と有効高の積で計算する。 

３．構造の原則(標準)  

[解 説] 

(１) 開閉装置は十分な容量を有する他、施設の設置状況、規模等により適切な常用及び予

備の動力源の選択を行わなければならない。 

(２) 水門扉は使用目的に応じた水密性を確保し、環境条件（とくに水質）・使用頻度等に

応じた腐食代、材質、防食方法を考慮し長期の使用に耐える構造でなければならない。 

(３) 水門扉は、予想される荷重に対して安全な構造とすること。 

(４) 水門扉は保守管理が可能な形状構造とし、必要に応じて点検設備を配置すること。 

４．計画手順(標準) 

〔解 説〕 

計画及び設計にあたっては、下記の事項を考慮し、各段階を進めていくものとする。 

(１) 全体計画 

(ａ) 水門、樋門の計画・設計を行うに必要な条件の確認を行う。 

(ｂ) 下部工との接点となる門柱等の図面提示や工程把握が必要である。 

(ｃ) 周辺地域との調和・自然環境への配慮を検討した構造や塗装(防食)仕様とする。 

(ｄ) 箱抜寸法、操作・点検スペース等について考慮する。 

(ｅ) 堆砂が予想される場合は、戸当り構造・扉体構造に留意が必要である。 

(ｆ) 樋門の場合は｢柔構造樋門｣か否かのチェックを行う。該当する場合は、変位量と

変位方向を確認し、必要があれば対応策を講じるものとする。 

(２) 景観設計 

水門扉とは流水の止水または調節を行う機能を有し、堰、水門、樋門、伏せ越しに

設置する設備で、鋼材等を主要構成部材とする扉体、戸当り、開閉装置等で構成さ

れた可動設備をいう。 

水門扉は次の事項に適合するように設計しなければならない。 

(１) 確実に開閉できること。 

(２) 必要な水密性及び耐久性を有する構造とすること。 

(３) 予想される荷重に対して安全な構造とすること。 

(４) 操作及び保守管理が容易かつ安全に行えること。 

水門扉の計画、設計にあたっては水門扉設備全体として機能を満足するために適切

な計画を行うこと。 

出典：[2] 

ダム・堰施設技術基準

(案) 

（平成 23 年度版） 

（H23.7）P10～12 
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地域特性を調査・検討し、景観に十分配慮した設計を行っていくものとする。 

(３) コスト・メンテナンス性 

(a) 新技術などの導入を検討し、総合的なコスト縮減を考慮する。 

(b)「河川用ゲート設備 点検・整備・更新検討マニュアル(案)」には設備のライフサ

イクルおよびメンテナンスに関するコストの算出の参考となる点検の考え方や機

器・装置の標準的な取替・更新年数が記されているので参照のこと。 

(c)「ゲート点検・整備要領(案)」に点検・整備方法が記されているので参照のこと。 

(４) 操作の信頼性 

   ダム・堰・水門等の機能を確実に発揮させるため、そこに設置する取水・制水・放

流設備は、操作について必要な信頼性を有するものとする。操作の信頼性については、

「ダム・堰施設技術基準(案)」1-2-3 操作の信頼性(P15～16)に示すので参照のこと。 

(５) 機能保全 

   ダム・堰・水門は長期にわたりその機能を発揮する必要があるため、そこに設置す

る取水・制水・放流設備は、その機能・性質および各構成部材・部品等の特性を考慮

して構造設計、設備設計および防食設計を行うとともに、必要な保守管理・修理・更

新等を行い機能保全に努める。操作の信頼性については、「ダム・堰施設技術基準(案)」

1-2-4 機能保全(P16～17)、「河川用ゲート設備 点検・整備・更新検討マニュアル(案)」

に示すので参照のこと。 

(６) 危機管理 

   危機管理とは、操作の信頼性確保において通常想定していない事態の発生により生

じる、洪水時等にゲート設備が正常に操作できなくなるような危機の発生に対応し、

壊滅的な被害の発生を防止することをいう。ダム・堰・水門等に設置される取水・制

水・放流設備は、危機管理についての必要な機能を考慮するものとする。危機管理に

ついては、「ダム・堰施設技術基準(案)」1-2-5 危機管理(P18)、設備計画マニュアル

5.危機管理(P276～280)に示すので参照のこと。 

(７) 津波対策 

東日本大震災を踏まえた堰・水門等の設計今後の設計・構造の考え方について 

(a) 施設の諸元等を定める場合の津波の設計外力には、施設計画上の津波を用いる。 

今回の経験を踏まえて、施設計画上の津波に対して堰・水門等が保持すべき性能を 

規定し、施設設計の手法等を見直していく必要がある。 

(b) 自然災害は常に施設計画を上回る現象が生じる可能性があることを十分認識する 

必要がある。そのため、最大クラスの津波来襲時にあっても、堰についてはゲート 

を開閉し定められた状態にできるように、水門等については扉体を閉鎖できるように 

、危機管理上の対応が可能な構造とすることが求められる。 

(c) 施設計画上の津波に対しての設計・構造は、堤内地の被害を最小限に抑えることを 

目指して、操作と併せ、一体的に検討する必要がある。 

(d) 河川津波に対する操作を行う必要がある施設では操作員の安全確保や迅速・確実な 

操作のため、遠隔化、自動化、無動力化のための設備を可能な限り採用する必要が 

ある。 

(e) 個々の施設の設計にあたっては、維持管理の容易さ、操作性、耐久性、修復性等 

も考慮することが重要である。 

(f) 河川津波が、ゲート操作前や操作中といった予期していない状況で来襲することも 

想定し、様々な状況で河川津波の外力を受けることを想定しておく必要がある。 

   (g) 今回の地震・津波による堰・水門等の被害状況と機能喪失の分析を踏まえると、危

機管理を考慮した設備の設計にあたっては、多重化(設備の二重化による機能確保)、

出典：[(b)] 

｢河川用ゲート設備点

検・整備・更新検討マニ

ュアル(案)｣ 

 (平成 20 年度版)  

（H20.3）P2-21 
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多様化(別の設備を使用することで機能確保)、或いは独立化(まったく別の方法で機

能確保)の観点が重要である。 

(h) 津波対策における今後の設計、構造、操作のあり方については、「東日本大震災を踏 

まえた堰・水門等の設計、操作のあり方について」  平成 23 年 9 月  東北地方太平

洋沖地震を踏まえた河口堰・水門等技術検討委員会に示すので参照のこと。 

（8） 計画フロー 

水門扉の計画、設計では基本事項を順次整理していくことが必要であり、通常は基本

計画、基本設計、実施設計の各段階を踏んで行う。 

｢水門･樋門ゲート設計要領(案)｣2-1 諸条件の設定(P17～22)の項において、ゲート設備

全般の設計手順が記されているので参照のこと。 

５．土木構造への対応(標準) 

河川等に設置される堰、水門、樋門および伏せ越しゲート等は、扉体からの水圧荷重

を安全確実に戸当りを介して土木(コンクリート)構造物に伝達するものと、門柱上部

操作台のゲート開閉装置用架台から土木構造物に伝達するものがあり、それぞれの機

能が十分に発揮されるよう設計・施工が行われなければならない。 

基本的には、 

(ａ) 戸当りおよび開閉装置用架台(埋設アンカー)は、将来にわたり補修のできない

ところなので、それぞれに対応した十分な耐久性が必要である。 

(ｂ) 接合部において、力の伝達が初期の通り確実に、円滑に、そして安全に行える

ことなどが重要である。この他に、使用性、経済性などについても考慮されなけれ

ばならない。 

（１）ローラゲートなどの戸当り部 

ダム用高圧ゲートなどの高圧放流設備類の埋設構造物は、コンクリートに対して

強度、付着性、水密性および防錆などを期待しているので、ダム本体と同時施工（一

次コンクリート）を原則とするが、河川部に設けられる堰・水門・樋門等低圧ゲー

トの戸当り部は、設計水圧が比較的小さいこと、施工時期の関係などから箱抜き工

法（二次コンクリート）での施工が一般的である。 

（２）開閉装置用架台 

開閉装置用架台および埋設アンカーに作用する開閉荷重は、開閉装置形式・方式

により下向き力以外に上向き力が作用する場合もあり、機側操作室床版の設計荷重

は下部の門柱および基礎工に影響することから、作用荷重の選定にあたってはあら

ゆる方向からの組合せ荷重を想定したうえで決定する。 

また、操作室床版には、開閉装置のほか、予備動力設備・機側操作盤・各種計器盤・

支援盤等が設置され、これらの操作・点検・整備時を考慮したスペースの確保が重

要である。 
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第２節 設計一般 

 １．水門扉の形式・名称（標準） 

堰・水門・閘門・樋門・伏せ越しに適した形式は、次のとおりである。 

表１－２－１ 水門扉の種類と設置場所および使用目的 

取水堰・河口堰 設置場所

使用目的

水門扉の種類 

洪 水

吐 き

ゲート

土 砂

吐 き

ゲート

流 量

調 節

ゲート

取水口

沈砂池

導水路

ゲート

魚 道

水 門

樋 門

伏せ越

し 

閘 門 防 潮 修理用

ロ ー ラ ゲ ー ト ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

シェル構造ローラゲート ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○  

ス ラ イ ド ゲ ー ト  ○  ○  ○    

起 伏 ゲ ー ト ○  ○ ○ ○   ○  

フ ラ ッ プ ゲ ー ト    ○  △  ○  

マ イ タ ゲ ー ト      ○ ○ ○  

角 落 し         ○ 

〔解 説〕 

(１) 水門及び樋門および伏せ越しに用いられるゲートには、引上げ式のローラゲート、

スライドゲートのほかフラップゲート、マイタゲート等がある。 

(２) 一般に水門、樋門および伏せ越しに設置するゲートは、ローラゲートを標準とし、

開閉装置の締切り力を期待せずに自重により降下できることを原則とする。但し、特に

小規模な場合は、スライドゲートを用いることができる。 

(３) スライドゲートは、小形ゲートでも開閉荷重が大きくなるため、締切り力を期待す

る必要があることや設備全体のコンパクト化に影響するので留意する必要がある。 

(４) 樋門ゲートの形式 

・門柱のないゲート形式を採用する際には、以下の事柄に留意して、樋門ゲート機能

を確保できるように計画するものとする。 

(ａ) 確実な開閉 

(ｂ) 必要な水密性 

(ｃ) 耐久性 

(ｄ) 維持管理性 

河川に用いられる水門扉の一般名称は次による。 

(１)ローラ形式 ローラゲート 

シェル構造ローラゲート 

(２)スライド形式 スライドゲート 

角落し 

(３)ヒンジ形式 起伏ゲート 

フラップゲート 

マイタゲート 

参考:[(4)]

河川構造物設計要領 

（中部地整） 

6-7-3 2) (3) ① 

P2-6-72 
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門柱を必要としないゲート形式（フラップゲート及びマイタゲート等）の採用は、設

置場所等について十分吟味して、不完全閉塞を起こすおそれがないと認められるとき

に主ゲートとして採用できるものとする。 

治水上重要な河川においては、最も確実な引き上げ式のローラーゲートの採用を原則

とすべきであって、門柱を必要としないゲート形式の採用は、次に示す条件を満足す

る場合に限定すべきである。   

(ａ) 不完全閉塞を起こす可能性が非常に少なく、仮に、不完全閉塞が起こったと

しても、治水上著しい支障を及ぼすおそれがないと認められ、かつ、引上げ式

のローラーゲートとした場合に出水時の開閉操作にタイミングを失するおそ

れがあること、その他人為的操作が著しく困難又は不適当と認められること。 

(ｂ) 樋門の構造が、川裏の予備ゲート又は角落とし等によって容易、かつ、確実

に外水をしゃ断できる構造であること。 

(５) 無動力で開閉するフラップゲート及びマイタゲートの特徴 

わずかなゴミ等の障害物がはさまること等によって不完全閉塞ないし開閉不能を 

起こしやすい。しかし、必ずしも人工的な操作を必要としない特長を有しているこ

とから以下の条件が満足する場合においてのみ採用をできるものとする。 

(ａ) 出水時の開閉操作にタイミングを逸する恐れがある場合。 

(ｂ) 人為操作が著しく困難または不適当と認められる場合。 

(ｃ) 危機管理の観点から上記の特徴を生かせる条件と認められる場合。 

フラップゲート及びマイタゲートの形式選定上の留意点は、以下の基準による。 

｢解説・河川管理施設等構造令｣第 50 条ゲート等の構造(p247～251) 

｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣1-6 水門・樋門等の機能と形式(p10～11) 

「ダム・堰施設技術基準(案)」1-2-5 危機管理(p18) 

(６) 代表的な水門扉のゲート構造図を｢ダム・堰施設技術基準(案)｣1-0-2 対象(p283～305)

に示す。 

また、ゲート設備全般の設計手順を｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣2-1 諸条件の

設定(P20～22)、ゲート形式の選定手順を｢同要領(案)｣2-2-1 ゲート形式の選定(P22～

27)の項に示すので参照のこと。 

出典:[(4)]

改訂解説・河川管理

施設等構造令 第 6章

第 50 条 解説 

P247～250 一部加筆 

図 2-6-58 
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２．開閉装置の形式と選定（標準） 

〔解 説〕  

(１) 開閉装置形式の選定並びに選定手順は、｢ダム・堰施設技術基準(案)｣第 5 章開閉装置

の設計(P151～163)および｢水門･樋門ゲート設計要領(案)｣2-2-2 開閉装置形式の選定

(P27～33)の項に示すので参照のこと。 

(２) 開閉装置の選定にあたっては、水門扉の種類、大きさ、使用頻度、流量調節の有無、

締切力必要の有無、開閉装置室のスペース、保守管理、コスト等を詳細に比較検討し、

最適の形式を選定しなければならない。 

(３) 開閉装置は土木構造によって支持される。このため開閉装置の設計にあたっては、扉

体との関係は勿論、土木構造を事前に検討し、開閉装置を設置する空間・面積・寸法・

形状等の制約条件を整理することが重要である。 

(４) 動力伝達形式として機械式と油圧式に大別されるが、設置条件、ゲート規模、ゲート

形式、保守管理、景観等を考慮して選定する。 

(５) 機械式開閉装置は一般に、小形ゲートや中形ゲートにはラック式の採用例が多く、中

形以上のローラゲートではワイヤロープウインチ式の事例が多い。尚、押下げ力を必要

とするローラゲートやスライドゲートにはワイヤロープウインチ式は採用されない。 

(６) 開閉装置の予備動力には、内燃機関は使用せず予備動力ユニットとする。 

(７) ラック式開閉装置を高揚程に採用する場合は、景観設計及び維持管理上の検討を行わ

なければならない。この場合、開閉荷重が小さくてもワイヤロープ式を採用することも

ある。 

(８) モータ容量が 7.5kＷ以上のワイヤロープ式開閉装置は、オープンギヤ形を標準とする。

ただし、メンテナンスの軽減等の必要上から、7.5kＷ以上の場合でもドラム一体形を用

いる場合もある。 

(９) 油圧式開閉装置には油圧シリンダ式と油圧モータ式があり、油圧シリンダ式は一般に

大きな開閉力や押下げ力を必要とする場合に採用される。油圧モータ式は、高トルク・

低回転出力の特性を活かして、ドラムに油圧モータを直結させて駆動する等の機構のも

のでワイヤロープウインチ式に比べコンパクトである。 

(１０) 油圧式は機械式に比べ、①設備がコンパクトである。②システム設計がフレキシブ

ルである。③信頼性が高い等の利点があり、採用される例が増えている。 

(１１) 堰は一般に揚程が高く、扉体の重量が大きいのでワイヤロープウインチ式が採用さ

れる場合が多い。 

しかし、近年設備のコンパクト化や景観を優先する観点から、油圧シリンダ式や油圧モー

タワイヤロープ式が採用された例もある。 

(１２) 油圧シリンダ式は動力変換部に電気系統を有しないため、起伏ゲートのように洪水

時水没する可能性がある場所や、動力変換部がコンパクトであるため、ピット内等の狭

い場所等に使用される。また、油圧発生部と動力変換部および油圧配管で構成され、動

力は油圧力で伝達されるため、システム設計がフレキシブルである。機械設備をできる

水門扉の開閉装置は当該水門の形式、大きさ、用途に応じ適当なものを選定しなけ

ればならない。 
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だけ目立たなくしたい場合のように景観設計を必要とする場合に採用される。 

ただし、油圧シリンダ式の場合の揚程は、製作加工上の制約から 10ｍ以下を標準とする。 

(１３) 油圧シリンダワイヤロープ式は油圧シリンダ式と同様に開閉装置を狭い場所に据え

付ける場合には有利であるが、ワイヤロープの給油や点検が油圧シリンダ式に比べてよ

り煩雑であるため、河川用には設置例が少ない。 

(１４) 油圧モータワイヤロープ式は、開閉装置の設置面積が小さいことから、開閉装置室

のスペースに制約のある場合や開閉装置を扉体または堰柱内に設置する場合に採用され

る。 

(１５) 油圧モータラック式は、高トルク、低回転数の油圧モータにピニオンギヤを取り付

け、ラック棒または扉体直付けのラックを駆動する方式で、開閉装置をよりコンパクト

にする必要のある場合に有利であるがセクタゲート等に一部採用されているのが現状で

ある。 

３．設計荷重（標準） 

〔解 説〕 

(１) ゲートに作用する荷重の組合せとして、｢ダム・堰施設技術基準(案)｣表 3.1.9-1 水門

扉の設計荷重の組合せ(P87)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣表 2.4-2 ゲートの設

計荷重の組合せ(P37)に示すので参照のこと。 

  ［注］  

   ｢ダム・堰施設技術基準(案)｣表 3.1.9-1 より、常時全開の水門・樋門ゲートにあっては、 

(ａ) 雪荷重、上部残留水重、上・下向き力の△は特に必要でない場合は考慮しないもの

とする。 

(ｂ) 中間開度においては、流量制御を行う事例は少ないので必要でない場合は検討から

除けるものとする。検討する必要が生じた場合は技術基準により検討するものとする。 

(ｃ) 風荷重の○は軽構造戸当りの検討に必要であるが扉体の設計荷重としては考慮しな

いものとする。  

(２) 各設計荷重について考え方と計算式は、｢ダム・堰施設技術基準(案)｣3-1-4 設計荷重

(P50～58)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣2-4 設計荷重(P36～44)、｢鋼製起伏ゲ

ート設計要領(案)｣2-4 設計荷重(P28～37)に詳述しているので参照のこと。 

水門扉の設計荷重は、原則として考慮する荷重として、静水圧、自重、浮力、地震

時動水圧、地震時慣性力し、必要に応じて考慮する荷重として、泥圧、波圧、風荷

重、雪荷重、温度荷重、氷圧その他の荷重とする。 
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４．開閉荷重（標準） 

〔解 説〕 

(１) 水門扉の開閉荷重の組合せは、｢ダム・堰施設技術基準(案)｣表 5.0.8-1 開閉荷重の組

合せ(P172～176)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣表 2.5-3 開閉荷重の組合せ

(P46)に示すので参照のこと。 

  ［注］              

   ｢ダム・堰施設技術基準(案)｣表 5.0.8-1 より、常時全開の水門・樋門ゲートにあっては、 

(ａ) 越流水による上・下向き力、波による荷重の△および堆泥による摩擦力○は、特に

必要でない場合は考慮しない。 

(ｂ) 浮力の考え方は、開時は扉体自重の空中重量、閉時は、水中重量とする。 

(ｃ) 下端放流時の上・下向力の考え方は、開時は下向力を見込むが閉時は見込まないも

のとする。 

(ｄ) 扉体上の雪荷重は、必要に応じて考慮する。 

(２) 水門扉の扉体の開閉荷重として考慮する各荷重について考え方と計算式は、「ダム・

堰施設技術基準(案)」5-0-4 開閉荷重(P164～167)および「水門・樋門ゲート設計要領

(案)」2-4 開閉荷重(P44～53)、「ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案)」2-1-2-1 開

閉荷重[ワイヤロープウィンチ式](P16～22)、3-1-2-1 開閉荷重(P291～294)[スピンドル

式]、4-1-2-1 開閉荷重[ラック式](P340)、「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」

2-5-2 開閉荷重(P52～57)、「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」2-5 開閉荷重(P37～42)に詳

述しているので参照のこと。 

５．開閉速度（標準） 

〔解 説〕 

(１) ゲートの開閉速度は、全揚程を開閉するときの平均速度とし、ゲート設備の使用目的、

所要時間等を考慮して適切な値とする必要がある。 

(２) ゲートの開閉速度について、一般的な目安は｢ダム・堰施設技術基準(案)｣2-0-2 開閉

速度(P25～26)、｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣2-3-2 開閉速度(P35)および「ゲート用

開閉装置(機械式)設計要領(案)」2-1-2-2 開閉速度(P22)、「ゲート用開閉装置(油圧式)

設計要領(案)」2-5-3 開閉速度(P58～60)、｢鋼製起伏ゲート設計要領(案)｣2-3-2 開閉時

間(P28)、に記されているので参照のこと。 

水門扉の扉体の開閉荷重として考慮する荷重は、扉体の自重、支承・水密ゴムおよ

び堆泥による摩擦力、浮力、越流水による上・下向力、下端放流時の上・下向力、

その他の荷重とする。 

扉体の開閉速度は、水門扉の使用目的に適合したものとする。 
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６．揚  程（標準） 

〔解 説〕 

(１) ゲートの揚程は、設備の使用目的、設置場所を考慮し、扉体、戸当り等の点検・整備

が容易なものとする。 

(２) 樋門の場合は、ゲートが樋門の有効断面に食い込まない揚程位置とすること、また点

検整備で必要な作業性を考慮してさらに必要な揚程を確保できるものとする。 

尚、門柱の高さと堤防高(標高)との関係に不揃いが生じる場合は、管理橋施設に工夫

が必要となる。 

(３) 揚程は原則として、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣2-0-3 揚程(P26～28)および｢水門・樋

門ゲート設計要領(案)｣2-3-3 揚程(P35～36) 「ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案)」

2-1-2-3 揚程(P22～24)、「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」2-5-4 揚程(P60～63)

に示す高さ以上とする。 

７．使用材料（標準） 

〔解 説〕 

(１) 河川用ゲートの使用材料は表１－２－７(ａ)を標準とする。 

揚程は、水門扉の設置目的に応じて必要な能力が発揮できるよう決定し、全開時に

おいて流水の流下に対して安全なものとする。 

使用材料は当該水門扉の形式、大きさ、用途、使用個所等に応じ適当なものを選定

しなければならない。 
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表１－２－７(ａ) 使用材料[注] ●印はよく使用される材料 

［注］ 

(ａ) 水門・樋門ゲートの扉体や戸当りに使用する溶接用鋼材は、原則として SM400 とす

る。型鋼を使用する部材等は SS400 とするが、溶接用鋼材として用いる場合は、溶接

施工方法試験もしくは成分検査によって溶接性に問題ないことを確認する必要がある。

なお、この場合の板厚は 22 ㎜を限度とする。 

区分名称 用    途 材    料    名 

ス キ ン プ レ ー ト 
SS400●SM400、SM490、SMA400、SMA490、SUS304、SUS304L、SUS316、

SUS316L 

主 桁 、 端 縦 桁 

縦 桁 、 縦 補 助 桁 

横 補 助 桁 

●SS400●SM400、SM490、SMA400、SMA490、SUS304、SUS304L、SUS316、

SUS316L 

主および補助ローラ 

SC450、●SC480、SF440、●SF590、S25C、S35C●S45C、●SCMn2B

●SCMn3B、●SCMnCr2B、●SCMnCr3B、SCS13、●SUS304、SCS3、

SUS329J1 

●SSW-Q1S 

主、補助ローラ軸 

ロッカービーム軸 

SF440、S25C、S35C、S45C、SCM、●SUS304、●SUS304N2、SUS403、

SUS316 

扉   体 

軸 受 HBsC、BC、ALBC、LBC、●無給油軸受 

戸 当 り 材 

（ 埋 設 、 取 外 し ） 
●SS400、●SM400、●SUS304、SUS304L、 SUS316、SUS316L 

ロ ー ラ 踏 面 材 
●SUS304、●SUS304N2、SUS316、SUS329J1、SUS329J4L、SUS410

系 

戸 当 り 

および 

固 定 部 

水  密  板 ●SUS304、●SUS304L、SUS316、SUS316L 

ドラム､中間歯車

（大） 

SC450、SC480、SF440、SCW42、S25C、S35C、S45C、●SCM、SCMn2B、

SCMn3B、SCMnCr2B、SCMnCr3B 

ドラム､中間歯車

（ピニオン） 
SC450、SC480、SF440、●SNC、●SCM 

か さ 歯 車 
SC450、SC480、SF440、S25C、S35C、S45C、●SCM、SCMn2B、SCMn3B、

SCMnCr2B、SCMnCr3B 

ラ ッ ク 歯 車 S25C、●S35C、S45C 

歯

類

ウ オ ー ム 歯 車 ●SF440、S25C、S35C、S45C、●SCM 

シ ー ブ SC450、SC480、SCS13、●FC250、FCD 

ド ラ ム 
SS400、●SM400、●SM490、●SC450、SC480、S25C、S35C、S45C、

SCW410 

ﾄ ﾞ ﾗ ﾑ ･ ﾋ ﾟ ﾆ ｵ ﾝ SF440、S25C、●S35C、●S45C、SNC、SCM 

中 間 ●STK、SF440、SGD-D、S25C、●S35C、S45C、SNC、SCM 

軸

類
シ ー ブ SF440、S25C、●S35C、●S45C、SNC、SUS304、SUS403 

ドラム･中間軸 

等 
BC、PBC、●LBC、無給油軸受 軸

受
類水 没 部 無給油軸受 

ワ イ ヤ ー ロ ー プ 
JISG3525、 ●JIS6 号、JIS12 号(ﾌｨﾗｰ 形) ●JIS21 号(ｳｵﾘﾝﾄﾝｼｰ

ﾙ形） 

ク ラ ッ チ ●SF440、S25C、S35C、S45C 

ラ ッ ク SF440、S25C、S35C、S45C、●SUS304、SUS403 

シリンダチューブ 
●SM400、SM490、SC450、SC480、●STPG370、SF45 

ﾎﾞｲﾗｰ及び圧力容器用炭素鋼及びﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ鋼鋼板、STS、●STKM 

ピ ス ト ン ロ ッ ド S25C、S35C、S45C、SUS304、●SUS304N2、SUS403 

ピ ス ト ン SS400、SC450、SC480、●SF440、S25C、S35C、S45C、FC、FCD 

油 圧 配 管 STPG370、STS370、●SUS304TP 

架 台 ●SM400、SM490 

開 閉 装 置

休 止 フ ッ ク ●SS400、●SM400、SM490、●SF440 
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(ｂ) 主ローラと戸当りローラ踏面板の材料の組合せについて、主ローラの硬度は一般的

に保守管理を考慮して戸当りレールのローラ踏面板の硬度よりも軟らかなものを採用

することが一般的である。 

(２) 鋼板において、普通鋼（SM400）と高張力鋼（SM490）の使い分けについては、応力検

討の段階で、たわみが支配条件となる場合は普通鋼、応力が支配条件となる場合は高張

力鋼が有利である。 

(３) 耐候性鋼材（SMA400、SMA490）については、水門扉の設置条件から腐食に対する効果

の有無、経済性及び維持管理等の面を考慮して採用する。 

(４) 設置後、常時水中にあって保守管理が容易に行えない水門扉や感潮区間に設置される

水門扉では、腐食に対する効果が得やすいステンレス鋼を使用する場合が多い。ただし、

大形ゲートにあっては電気防食等の対策が取られる。 

(５) 一般にステンレス鋼の使い分けは、淡水域では SUS304、SUS304L を構造材として使用

し、強度及び耐食性を重視する場合は SUS304N2、SUS329J1、SUS329J4L が使用される。

また、酸性河川にあっては SUS316、海水域では SUS316L が使用される。 

L 材は、溶接などの熱影響により生ずる粒界腐食感受性を軽減する目的で C を低く

0.030％以下にした鋼種であり溶接構造部材に使用される。 

（「ダム・堰施設技術基準(案)」防食マニュアル 3.耐食性鋼材(P751～766)を参照） 

(６) ステンレス鋼には、普通鋼などとの異種金属と組合せた場合に、相手金属を腐食させ

る｢異種金属接触腐食｣がある。この防止策として、溶接構造による金属間の絶縁が不可

能な場合、電気防食材を設置する以外に、塗装した普通鋼が溶接接合される場合は、溶

接線から 100mm 以上ステンレス鋼側に入った部分まで塗装する方法がとられている。 

（「ダム・堰施設技術基準(案)」防食マニュアル 3.耐食性鋼材(P751～766)を参照） 

(７) 河口堰等常時海水中で使用するゲートの扉体材料として、耐海水性鋼板が数種市販さ

れている。耐海水性鋼板は高耐食性鋼に属するものでなく、低コストで普通鋼の耐食性

を向上させたものであり、実際の使用に当たっては、使用環境・施工性・コスト等を塗

装や電気防食などの防食方法と比較しながら、その併用も充分考慮して採用する。 

(８) その他、使用材料の選定にあたっては、「ダム･堰施設技術基準(案)」3-1-7 使用材料

(P67～70)および｢水門･樋門ゲート設計要領(案)｣2-6 使用材料(P54～59)を参照のこと。

開閉装置における使用材料の選定にあたっては、「ゲート用開閉装置(機械式)設計要領

(案)」2-1-3-1 使用材料(P25～26)、「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」2-6-1 使

用材料(P63～65) を参照のこと。 

(９) 中、小形水門に使用される材料の選定フローの例を図１－２－７(ａ)～(ｃ)に示す。 



1－13 

図１－２－７(ａ) 扉体使用材料選定フロー(参考) 

注)本図は標準的な選定フローを示すものであり、選定に際してはイニシャル・ランニン

グを含めたライフサイクルコストを検討し、最適な材質を選定する。 

ＳＣ、ＳＣＭｎ、ＳＣＭｎＣｒ系材

ＳＦ、Ｓ_Ｃ、ＳＵＳ_Ｎ２系材

　　扉体設計ｽﾀｰﾄ

　　　　扉体の設置環境

　常時の状態：水中or空中

　　　　水質：淡水or海中

常時：海水接水 常時：空中状態常時：淡水接水

メンテナンスは容易か

ＳＵＳ３１６Ｌ材 ＳＵＳ３０４材 ＳＳ，ＳＭ，ＳＭＡ材

主ローラ及び軸材質

ＳＵＳ３１６Ｌ、ＳＣＳ系材

ＳＵＳ_Ｎ２､ＳＵＳ３２９Ｊ系材

ＳＵＳ３０４、ＳＣＳ系材

ＳＵＳ_Ｎ２、ＳＵＳ３２９Ｊ系材

軸受ブッシュ

無給油軸受 無給油軸受 ＢＣ、ＬＢＣ、ＰＢＣ、又

は無給油軸受

補助ローラ及び軸材質

ＳＵＳ系材

ＳＵＳ_Ｎ２材
ＳＳ、ＳＣ、S_C、ＳＵＳ系材ＳＵＳ系材

ＳＵＳ_Ｎ２材

　　　ＥＮＤ

ＹＥＳ

ＮＯ
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図１－２－７(ｂ) 戸当り使用材料選定フロー(参考) 

注)本図は標準的な選定フローを示すものであり、選定に際してはイニシャル・ランニン

グを含めたライフサイクルコストを検討し、最適な材質を選定する。 

露出部材質

（接水部）
埋設部材質 取り外し部材質

水密ｺﾞﾑ当り、補助ロー

ラ当り及び膜板等
メンテフリー

ＳＳ、ＳＭ材 ＳＵＳ材
常時海水接水ＳＵＳ３１６Ｌ材

常時淡水接水ＳＵＳ３０４Ｌ材ＳＳ、ＳＭ材

主ローラ踏面板材質

高硬度必要

ＳＵＳ_Ｎ２、ＳＵＳ_Ｊ系材 ＳＵＳ系材

踏面板硬度＞ローラ硬度

ＥＮＤ

戸当り設計

スタート

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ
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開閉装置

設計スタート

油圧式

（油圧ｼﾘﾝﾀ゙ 式）
　　　 ﾜｲﾔﾛｰﾌﾟ式

　　油圧ｼﾘﾝﾀﾞﾜｲﾔﾛｰﾌﾟ式及び

　　油圧　ﾓｰﾀﾜｲﾔﾛｰﾌﾟ式含

ﾗｯｸ式

＜油圧ﾓｰﾀﾗｯｸ含＞

ロッド材質ﾗｯｸ棒 ﾜｲﾔﾛｰﾌﾟの選定

ＳＵＳ材 ＳＵＳ_Ｎ２材 ﾜｲﾔﾛｰﾌﾟは常

時水没する

配管材質
操作頻度高い

ＳＵＳ_ＴＰ材 平行より型 普通より型 ｽﾃﾝﾚｽ系

Ｂ

ｼｰﾌ゙ 材質

ｼｰﾌ゙ 軸材質

面圧Ｐ≦6N/mm
2

給油可能 水没する

ブッシュ材質

ｼｰﾌ゙は水没する

ＳＣＳ材 ＳＣ、ＦＣ、ＦＣＤ材 ＳＦ、Ｓ_Ｃ材 ＳＵＳ材無給油軸受ＢＣ、ＰＢＣ材

ドラム材質

水没する

ドラム軸材質ブッシュ材質

給油可能 溶接構造

　胴・ボス一体
面圧Ｐ≦6Ｎ／mm

2

ＢＣ、ＰＢＣ材 無給油軸受 ＳＭ、Ｓ_Ｃ材 ＳＣ材 ＳＮＣ、ＳＣＭ、ＳＦ、Ｓ_Ｃ材

Ａ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ
ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＹＥＳＮＯ

ＹＥＳ ＮＯ

ＮＯ

ＹＥＳＮＯ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＹＥＳ
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図１－２－７(ｃ) 開閉装置使用材料選定フロー(参考) 

ギア材質

溶接構造

ＳＣＭ、ＳＣＷ、Ｓ＿Ｃ材

ピニオン材質 ＳＣ、ＳＦ

ＳＮＣ，ＳＣＭ材

面圧に対するギア

材質との組合せ

軸類の材質

連動型

ﾄﾞﾗﾑ

Ｓ＿Ｃ、ＳＮＣ

ＳＣＭ材
ＳＴＫ、ＳＧＤ

Ｓ＿Ｃ材

機械台材質

一体型

ＳＣＭｎ、ＳＣＭｎＣｒ材

Ｂ

ﾄﾞﾗﾑ軸受部

は高荷重
ＳＭ４９０

ＥＮＤ

ＳＭ４００

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

Ａ
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８．材料の許容応力（標準） 

〔解 説〕 

扉体・戸当りに用いる材料の許容応力度並びにコンクリートの許容応力度は、「ダム･堰

施設技術基準案)」3-1-8 材料の許容応力度(P70～85)および｢水門・樋門ゲート設計要領

(案)2-7-1 材料の許容応力度(P59～71)、「ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案)」

2-1-3-4 開閉装置架台の許容応力度(P29～37)、「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」

2-6-4 材料の許容応力度(P67～74)、「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」2-7-1 材料の許容応力

度(P47～58)に示すので参照のこと。 

９．許容応力の補正（標準） 

〔解 説〕 

水門扉の用途によって許容応力は、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣3-1-10 許容応力度の補正

(P90～93)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣2-7-2 許容応力度の補正(P72)、「鋼製起

伏ゲート設計要領(案)」2-7-2 許容応力度の補正(P59)に示す各係数を乗じた値とする。 

１０．開閉装置の安全率（標準） 

〔解 説〕 

開閉装置に使用する材料の安全率は、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣5-0-7 開閉装置用材料

の安全率(P170～1172) および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣2-8 開閉装置用材料の安全

率(P73～75)、「ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案)」2-1-3-3 安全率(P27～29)、「ゲー

ト用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」2-6-3 安全率(P66～67)、「鋼製起伏ゲート設計要領

(案)」2-8 開閉装置用材料の安全率(P59～60)に示す値以上とする。 

１１．摺動部・回転部許容面圧（標準） 

〔解 説〕 

許容面圧は、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣3-1-11 許容面圧(P93)および｢水門・樋門ゲート

設計要領(案)｣2-9 許面圧(P76)、「ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案)」2-1-3-5 許容

面圧(P38)、「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」2-6-5 許容面圧(P66～67)、「鋼製起

伏ゲート設計要領(案)」2-9 許容面圧(P60)に示す値を標準とする。 

材料の許容応力度は当該材料の材質、大きさ、使用条件等に応じ適当な値とする。

開閉装置の安全率は作用する応力の状態、材料の種類、加工精度、使用個所等を考

慮して決定しなければならない。 

材料の許容応力度は地震時、又は修理用ゲートについては補正することができる。 

摺動部、回転部の許容面圧は材質、使用条件等に応じて決定しなければならない。
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１２．たわみの許容値（標準） 

〔解 説〕 

水圧およびこれと同方向の荷重に対する扉体のたわみの許容値は、径間に対して、また、

開閉装置および点検台のはり材のたわみについても同様に支点間距離に対して、｢ダム･堰

施設技術基準(案)｣3-2-1 たわみ度の許容値(P95～96)および｢水門・樋門ゲート設計要領

(案)｣2-10 たわみ度の許容値(P77～78)、「ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案)」2-1-3-6

たわみ度(P39)、「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」2-6-7 たわみ度(P77～78)、「鋼

製起伏ゲート設計要領(案)」2-10 たわみ度(P61～62)に示す値以下としなければならない。 

１３．余裕厚（標準） 

〔解 説〕 

(１) 水門、樋門、伏越し等で常時接水していない水門扉は、１接水面につき淡水の場合

0.5 ㎜また海水の場合 1.0 ㎜とする。 

(２) 堰等で常時接水している水門扉は、１接水面につき淡水の場合 1.0 ㎜、また海水の

場合 1.5 ㎜とする。 

(３) 余裕厚については、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣3-2-2 余裕厚(P96～98)および｢水

門・樋門ゲート設計要領(案)｣2-11 余裕厚(P78～79)に詳述されているので参照のこと。 

(４) 都市河川等で腐食を促進する物質が含まれることがあるので十分調査し適切な余裕

厚を検討する。 

(５) 起伏ゲート等において砂礫等による摩耗のおそれがある場合の余裕厚については別

に検討を行い考慮するものとする。「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」2-11 余裕厚(P62)

に詳述されているので参照のこと。 

(６) 防食塗膜の健全性の保持や補修の難易などから長期の防食機能の維持に支障をきた

す場合は、電気防食を補助的に併用する。 

・異種金属の組合せを起因とする局部腐食が発生する恐れがある場合。 

・海水及び汽水環境のように、水質(土質)を起因とする全面腐食が大きい場合。 

・電気防食については、「ダム・堰施設技術基準(案)」防食マニュアル 4-1 電気防食

(P767～781)、「機械工事塗装要領(案)」2-4 電気防食(P12)に詳述されているので

参照のこと。 

１４．最小板厚及び細長比（標準） 

〔解 説〕 

(１) 扉体、戸当り､固定部に使用する主要部材の板厚は、余裕厚を含み原則として、扉

体に対し鋼板及び型鋼で 8mm 以上、戸当り・固定部に対し鋼板では 8mm 以上、型鋼で

は 6mm 以上とする。 

水門扉の各部のたわみはその果すべき機能に支障を来さないように定めなければな

らない。 

水門扉各部分の腐食等に対する余裕厚は当該水門扉の使用条件、材質等に応じて決定する。 

水門扉に使用する主要部材の板厚は最小板厚以上とし、又細長比は最大値以下とする。 
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但し、これは河川管理施設として重要なゲートを対象にしたものであることから、そ

の他のゲートについては、鋼板では 6mm 以上、型鋼では 5mm 以上とすることができる。 

また、河川の樋門等に設置される小型ゲートに使用する主要部材の板厚はスキンプ

レートを除き、鋼板では 6mm 以上、型鋼では 5mm 以上とすることができる。 

「ダム･堰施設技術基準(案)」3-2-3 最小板厚(P98～99)および｢水門・樋門ゲート設

計要領(案)｣2-12 最小板厚(P79)、「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」2-12 最小板厚およ

び細長比(P62～63)に示す。 

(２) 扉体に使用する部材は、細長比があまり大きいと、たとえ応力計算上余裕があって

も扉体としての剛性に欠けるため、細長比を制限する必要から、「ダム･堰施設技術基

準(案)」3-2-4 細長比(P95～100)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣2-13 細長比

(P80) 、「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」2-12 最小板厚および細長比(P62～63)で示す

値以下とする。 

１５．摩擦係数（標準） 

〔解 説〕 

水門扉の抵抗等の計算に用いる標準的な摩擦係数は、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣表

5.0.4-1 摩擦係数(P166)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣表 2.5-4 摩擦係数(P47)、

「ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案)」2-1-3-7 機械効率・摩擦係数(P40～45)、「ゲー

ト用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」2-6-6 機械効率および摩擦係数(P76～77)、「鋼製起伏

ゲート設計要領(案)」2-13 摩擦係数(P63～64)で示す。 

摩擦係数は滑動の条件、滑動部の材質に応じて定める。 
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第３節 扉体・戸当りの設計 

１．構造、機構の設計（標準） 

１－１ 扉  体 

〔解 説〕 

（１）扉体は、水圧を直接受ける部分と水圧荷重を戸当りに伝える部分からなり、扉体

構造は中・小形ゲートでは原則としてプレートガーダ構造とする。 

（２）扉体の設計要領は、「ダム･堰施設技術基準(案)」3-3-1 扉体(P117～129)および「水

門･樋門ゲート設計要領(案)」3-1-1 扉体(P87～111)、「鋼製起伏ゲート設計要領

(案)」3-1-1 扉体(P71～86)に詳述されているので参照のこと。 

（３）扉体の設計手順を、｢水門･樋門ゲート設計要領(案)｣図 3.1.1-6(P91)に示すので参

照のこと。 

（４）主桁等の配置・構造の考え方並びに設計手順は、｢水門･樋門ゲート設計要領(案)｣

3-1-2 主桁等の配置・構造(P92～100)に詳述されているので参照のこと。 

（５）スキンプレートの設計要領は、「ダム･堰施設技術基準(案)」3-3-2 スキンプレート

(P119～124)および｢水門･樋門ゲート設計要領(案)｣3-1-3 スキンプレート(P100～

106)、「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」3-1-3 スキンプレート(P78～82)に詳述されて

いるので参照のこと。 

（６）プレートガーダの設計は、「ダム･堰施設技術基準(案)」3-2-8 プレートガーダ(P112

～116)および｢水門･樋門ゲート設計要領(案)｣3-1-4 プレートガーダ(P106～110)に

詳述されているので参照のこと。 

（７）圧縮部材等の設計は、「ダム･堰施設技術基準(案)」3-2-5 圧縮部材,3-2-6 引張部

材,3-2-7 軸方向力と曲げモーメントを受ける部材(P100～111)および｢水門･樋門ゲ

ート設計要領(案)｣3-1-5 圧縮部材(P110～111)に詳述されているので参照のこと。 

１－２ 支 承 部 

〔解 説〕 

（１）ローラゲートの主ローラは、扉体のたわみによる片当りを防止するため、すべり

軸受の場合、原則としてローラに曲率を設ける。ただし、純径間 3.0ｍ以下の小形ゲ

ートで、設計水深 10ｍ以下のものについては曲率を設けなくてよいものとする。 

（２）ゲート開閉時の噛み込みを配慮し、支承部にはクサビを使用しないものとする。 

(１) 使用目的に応じた水理的に良好な形状としなければならない。 

(２) 十分な強度と剛性を有し、安全な構造とする。 

(３) 十分な水密性と耐久性を有するものとする。 

(４) 維持管理を考慮した構造とし、必要に応じ保守点検用の装置を付設する。 

(１) 支承部は、扉体を円滑に操作でき、保守管理の容易なものとする。 

(２) 主支承部は、水門扉の形式、移動速度を考慮し、適切な構造としなければな

らない。 

(３) 補助支承部は、扉体を安定させ、損傷を防止する構造とする。 
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（３）支承部に関する事項並びに一般的な設計手順・考え方は、｢ダム･堰施設技術基準

(案)｣3-3-3 支承部(P124～126)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣3-1-6 支承部

(P112～113) 、「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」3-1-1 扉体(P82)に示すので参照のこ

と。 

１－３ 水 密 部 

〔解 説〕 

(１) 河川用ゲートにおいては、ゴム水密とするのが望ましいが金属水密を採用する場合

は、扉体のたわみ等の許容量を検討する必要がある。 

(２) 水密部に関する事項並びに一般的な設計手順・形式および構造特性は、「ダム･堰施

設技術基準(案)」3-3-4 水密部(P126～129)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣

3-1-7 水密部(P114～119)、「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」3-1-5 水密部(P83～86)に

示すので参照のこと。 

１－４ 戸当り及び固定部 

〔解 説〕 

(１) 河川用ゲートの戸当りについては、扉体またはローラの保守管理を行う事が可能な

ように、戸溝内にタラップを設置したり、側部上段部には、取外し部を設ける。 

｢ダム･堰施設技術基準(案)｣P322 に示す図例及び｢水門･樋門ゲート設計要領(案)｣

P147 の回転式戸当り構造例を参照のこと。 

(２) 取外し戸当り部には、扉体を昇降させずにローラの回転を確認できる装置を設ける。 

｢水門･樋門ゲート設計要領(案)｣P139 の主ローラ回転確認構造例を参照のこと。 

(３) 戸当りに関する事項並びに一般的な設計手順・考え方および計算式は、「ダム･堰施

設技術基準(案)」3-3-5 戸当り及び固定部(P129～132)および｢水門・樋門ゲート設計要

領(案)｣3-1-8 戸当り(P119～125)、 「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」3-1-6 戸当り(P87

～88)に示すので参照のこと。 

(１) 水密部の構造及び水密材料は、水門扉の使用目的に応じた適切な形状と耐久

性を有したものでなければならない。 

(２) 水密部は、水圧や温度変化等による扉体のたわみ、伸縮等に対して水密が保

持できるとともに流水及び流下物による損傷を受けにくい構造で、かつ、有害な

振動やキャビテーションを起こさない構造とする。 

(３) 水密部は、交換及び調整を考慮して、容易に保守管理できる構造とする。 

(１) 戸当り及び固定部の形状は、各水門扉の形式に適合したものを選定するもの

とする。 

(２) 戸当り及び固定部の構造は、水密上必要な寸法及び精度を有し、かつ扉体支

承部からの荷重を安全にコンクリート構造物に伝達することのできる寸法、強度

及び剛性を有する構造とする。 

(３) 戸当り及び固定部は、据付時の施工性、扉体部分の保守管理を考慮した構造

寸法とする。 
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１－５ 接合部の設計 

〔解 説〕 

(１) 河川用ゲートにおいては基本的にはリベット構造は使用しないものとする。 

(２) ブロック分割については最大応力発生部、応力集中発生部を避けなければならない。 

(３) 原則として水門扉には、高力ボルトを使用しない。ただし、水密に関係のない場所、

錆の発生を防止できる所などでは使用できる。 

(４) 応力を伝達する重要な箇所の溶接形状は、突合せ溶接及びすみ肉溶接とする。 

(５) 接合部の設計にあたっては、｢ダム・堰施設技術基準(案)｣マニュアル編の接合マニ

ュアル(P699～737)に詳述されているので参照のこと。 

２．ローラゲート（標準） 

２－１ 一  般 

中・小形の水門、樋門および伏せ越しゲートに採用例の多いプレートガーダ構造のロー

ラゲートについて定める。 

２－２ 扉   体 

〔解 説〕 

（１）ローラゲートの扉体は、「ダム・堰施設技術基準(案)」2-1-1 適用範囲,2-1-2 扉体

の形状,2-1-3 扉体の構造(P307～316)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣3-2-1

適用範囲、3-2-2 扉体(P127～130)の項で詳述されているので参照のこと。 

（２）プレートガーダ構造とシェル構造の適用径間や扉高の区分は、一義的には定まら

ず、個々の条件に基づき検討の上決定される。実績的にみた区分図を、「ダム・堰施

設技術基準(案)」図 2.1.2-7(P313)に示すので参照のこと。 

（３）主桁の桁高は材質、水理上の制限、許容たわみ度等により決定されるが、河川ゲ

ートの場合、純径間の 1/8～1/12 程度が一般的である。 

２－３ ロ ー ラ 

〔解 説〕 

(１) 主ローラは設計荷重をできるだけ均等に負担するように配置する。 

(２) 主ローラ個数は、片側２個が好ましく、止むを得ず片側３個以上設ける場合はロッ

カビーム方式とするか、あるいはローラ軸を偏心させる等の方法によりローラに偏荷

重が作用しないような調整方法を講じることが望ましい。 

(３) ローラの軸受形式は、原則として保守管理が容易なすべり軸受とし、軸受のブッシ

ュには無給油軸受を使用する。従って、主ローラ軸に耐食性に優れたステンレス鋼の

使用や軸受両端部にダストシールを設ける場合は、グリースによる潤滑は必要としな

部材及ブロックの接合方法の選定はその荷重伝達や接合目的を考慮して決定する。

扉体は、その水門扉の使用目的・使用条件によって、適切な形状としなければなら

ない。 

ローラは考慮すべき荷重を安全に戸当りに伝達し扉体の作動を円滑にするものでな

ければならない。 
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い。但し、防塵の二重化を目的とした場合は給油を行ってもよい。 

｢水門･樋門ゲート設計要領(案)｣P140～142 の解説文を参照 

(４) 主ローラの回転摩擦係数 ［（μ1 ＋μ2・ｒ）］／Ｒ］は支承部がすべり軸受の場合、

0.05 程度を目安とする。 

(５) 主ローラ軸受部は、必要に応じ、扉体の温度変化による伸縮に対応できる構造とす

る。 

(６) 主ローラの硬さは、戸当りの保守管理が困難なことを考慮してローラ踏面板の硬さ

より低く設計することが望ましいが、防食などの理由で材質を決定した結果、主ロー

ラの硬さの方を高く設計する場合もある。 

ローラ及びローラ踏面に使用される鋼材の許容接触応力度はＪＩＳZ 2243 規定する

ブリネル硬さ（ＨＢ）により求めるものとする。 

なお、主な使用鋼種とその組合せ一例を｢ダム･堰施設技術基準(案)｣3-1-8 材料の許

容応力度 表 3.1.8-18｢ローラ及びローラ踏面の使用鋼種と硬さの組合せ｣(P83)および

｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣2-7-1 材料の許容応力度 表 2.7.1-16｢ローラ及びロ

ーラ踏面の使用鋼種と硬さの組合せ｣(P69)に示す。 

(７) 扉体の両端部には扉体の横振れを防ぐためにサイドローラを片側２個以上設けるも

のとする。 

(８) サイドローラは、調整、将来の維持管理を考慮し、戸溝の外に配置するのを原則と

する。 

(９) 主ローラおよびローラ軸の一般的な設計手順および留意事項は、[水門・樋門ゲー

ト設計要領(案)]3-2-3 ローラおよびローラ軸(P130～139)に示すので参照のこと。 

２－４ 戸 当 り 

〔解 説〕 

(１) ローラレールの強度は、弾性床上の無限に長い梁に集中荷重が作用するものとして

計算する。計算に用いるアンドレの式は、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣P326～327 に示

す図例及び｢水門･樋門ゲート設計要領(案)｣P143～144 に示すので参照のこと。 

(２) 戸当りの設計においては、土砂の流入、堆積を防止する形状、対策を検討する必要

がある。堰・水門等にみられる。その対策例を、｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣3-1-8

戸当り 8.(1)および(2)における｢戸溝底部の形状｣、戸溝保護板等(P124)に示すので参

照のこと。 

(３) 中・小形ゲートおよび大形ゲートの戸当りの箱抜き寸法は、施工性を考慮して、｢水

門・樋門ゲート設計要領(案)｣3-1-8 戸当り 8.(3)戸当りの箱抜寸法(P125)に示す値を

目安とするが、伸縮継手や凍結防止装置を設ける場合は、その施工性を考慮したスペ

ースを確保する。 

戸当りは水密に必要な寸法と精度を有し、ローラからの荷重を安全にコンクリート

構造物に伝達できる寸法、強度及び剛性等を有する構造とする。 
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３．シェル構造ローラゲート（標準） 

３－１ 一  般 

シェル構造の適用径間や扉高の区分は一義的に定まらないが、一般に 10～20m 程度以上

で、径間(L)に対する扉高(H)の比(H/L)が 1/5～1/6 程度以下の場合には扉体をシェル構

造ローラゲートとすることが多い。 

「ダム･堰施設技術基準(案)」2-10 シェル構造ローラゲート(P431～441)の項を参照のこ

と。 

３－２ 扉体の形状 

〔解 説〕 

(１) シェル構造ローラゲートの扉体の形状は、放流時に支障のない形状とする。 

(２) 扉体上部は、越流する場合には、有害な負圧が生じない形状とするとともに扉体底

部は、下端放流水と干渉しない形状とする。又、扉体には開閉時に作用する浮力や扉

体内部の水重などの影響を小さくするため、底面板に水抜き穴を、越流部付近には給

排気口を設ける。 

(３) 上流面スキンプレート方式の扉体下端形状は、下端放流水脈が底面板と干渉しない

よう、底面板をゲートリップ部から 20゜以上切り上げる必要がある。 

(４) 扉体の平面形状は径間方向には同一断面とするのを原則とする。 

３－３ 扉体の構造 

〔解 説〕 

(１) 曲げ応力 

扉体の強度は、スキンプレート、頂板、背面板、底面板及び水平桁で構成されたシェ

ル断面と、それを補剛するダイヤフラムで荷重に抵抗するが、径間に対して扉高が大

きい場合は、シェル断面の全てが有効に働かないことがあるので、有効幅によって断

面を計算し、発生応力度やたわみ量を検討しなければならない。 

(２) せん断応力 

シェル構造の扉体に作用するせん断力は、曲げによるせん断力と、扉体断面のせん断

中心と荷重中心の偏心によるねじりせん断力があり、両者を合成するのが望ましい。 

一般にねじりせん断力によるせん断応力度は、偏心量が小さいことと、ねじりせん断

力に対抗するせん断面積が大きいことから、曲げによるせん断応力度と比べ、微少の

値となる。 

   （３）ローラの摩耗による扉体の傾きが発生する事例がある。よって構造・材質について

は維持管理の容易性考慮するとともに注意を要する。 

(４) 扉体の構造は、「ダム･堰施設技術基準(案)」2-10-3 扉体の構造(P437～441)に詳述

されているので参照のこと。 

４．起伏ゲート（標準） 

扉体形状は、そのゲートの使用目的・使用条件によって適切な形状としなければな

らない。 

扉体は使用時に加わる各種の力、及び変位に対し安全な構造でなければならない。
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４－１ 一  般 

(１) 一般に堰高及び堰長が設置個所の河積、河幅等に比して十分小さい場合及び河積に

十分余裕がある場合については起伏ゲートの設置が引き上げ式ゲートに比して有利と

なる。また、洪水の到達時間等からみて、引き上げ式ゲートでは出水時の的確な開閉

が期し得ない場合については、一般に起伏ゲートが用いられる。 

(２) 起伏ゲートの設計にあたっては、｢鋼製起伏ゲート設計要領(案)｣を参照のこと。 

５．スライドゲート（標準） 

５－１ 一  般 

(１) スライドゲート 

(ａ) スライドゲートの扉体は、一般にプレートガーダ構造でローラを有しないため構

造が簡単であるが、扉体と戸当りとが直接接触して荷重を伝達するので、開閉荷重は

大きくなる。このためスライドゲートは、径間および水位差が比較的小さい樋門、樋

管、伏せ越し等のゲートに採用されている。 

(ｂ) スライドゲートの考え方は、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣2-13 スライドゲート(P466

～475)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣3-3 スライドゲート(P148～152)に示す。 

(ｃ) ローラゲートを採用するか、スライドゲートを採用するかの選定は、土木構造や

経済性、操作性等を検討し決定する。 

(ｄ) ゲートの大きさによる選定の目安として、実施例を純径間で見ると、2.0m 以下で

スライドゲートを採用。2.0m～2.5m 付近でローラゲートとスライドゲートが混用。

2.5m 以上でローラゲートの採用例が多い。また、実施例を扉体面積でみると、5 ㎡程

度以上ではローラゲートが採用されることが多い。 

尚、純径間が 2.0m 以下であっても開閉操作荷重が過大となる場合はローラゲート形

式の採用も視野に入れた検討が必要である。  

スライドゲートは、開閉動力が人力の場合で扉体面積が 2 ㎡程度以下。電動機の場合

でも扉体面積が 5 ㎡程度以下が用いられている。 

｢水門･樋門ゲート設計要領(案)｣2.2.1-1 ゲート形式の選定(P23～25)を参照のこと。 

(２) 修理用ゲート 

(ａ)修理用ゲートは、常時使用の水門扉の上流側に設置するのが望ましい。ただし、下

流側に水がない場合は、下流側に設置する。 

(ｂ)河口部付近に設置され、常時、水門扉の上、下流に水位の存在する場合は、水門扉

の上、下流側両方に設置する必要がある。 

(ｃ)常時使用の水門扉が、中、大形ゲートの場合には、修理用ゲートの吊り込み条件か

ら径間方向に複数分割する必要のあるものもある。 

この場合の中間戸当り支持方式は管理橋支持形式あるいは主柱支持方式等がある。 

(ｄ) 修理用ゲートの考え方は、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣2-14 特殊修理用ゲート(P476

～481)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣3-4 角落し(P152～156)に示す。 
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第４節 開閉装置の設計 

１．一  般（標準） 

１－１ 開閉装置 

〔解 説〕 

開閉装置の設計に関する事項並びに形式の選定手順・配置例等を、「ダム･堰施設技術基

準(案)」第 5 章開閉装置の設計(P151～163)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣2-2-2

開閉装置形式の選定(P27～33)、開閉装置の基本構成並びに設計手順を、｢同要領(案)｣第 4

章開閉装置の設計 4-1-1～4-1-2(P157～167)に示す。 

１－２ 開閉用動力設備 

〔解 説〕 

(１) 開閉用動力の容量は、電動機については計算開閉力の 100％以上とする。 

(２) 油圧ポンプ駆動用動力の容量は、設定油圧ポンプの性能に対して十分なものとする。 

(３) 電動機は、定格トルクに対し、始動トルクについては 200％以上、最大トルクにつ

いては 250％以下のものを選定する。 

(４) 電動機の定格は、原則として連続定格とする。なお、自動操作等で電動機の始動・

停止を頻繁に繰り返し運転する場合も支障のないものとする。 

(５) 開閉用動力設備は、「ダム･堰施設技術基準(案)」2-0-4 開閉用動力(P28～30),5-0-10

機械式開閉装置構成要素(P178～181)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣4-1-3 開

閉用動力(P167～169)、4-2-2 電動機(P183～185)、「ゲート用開閉装置(機械式)設計要

領(案)」2-3-1 開閉用動力(P95～99)、3-3-1 動力設備(P316～317)、4-3-1 動力設備(P356

～357)「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」2-7-1 開閉用動力(P78～80)、「鋼製

起伏ゲート設計要領(案)」4-1-3 油圧発生用動力(P149～150)に詳述されているので参

照のこと。 

(１) 開閉装置の形式選定にあたっては、水門扉の種類、用途及び周辺環境等を考

慮して決定しなければならない。 

(２) 開閉装置は、扉体を長期間にわたり所定の速度で確実に開閉操作ができるも

のでなければならない。 

(３) 開閉装置は、維持管理を考慮した構造とする。 

(１) 扉体をいつでも確実に開閉できる動力設備を設けなければならない。 

(２) 扉体の開閉動力は、電動機を標準とする。 

(３) 扉体の開閉動力は、所要の容量を有し、水門設備の目的に適した定格とする。
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１－３ 開閉用予備動力設備 

〔解 説〕 

(１) 開閉用予備動力には、電動機と人力があり、設備の規模、管理体制などによって選

定される。 

(２) 開閉装置の予備動力には、内燃機関は採用しない。 予備動力ユニットとする。 

(３) 予備動力ユニットは、常用の電源・動力と独立したもので、駆動ユニット(主電動

機容量の 1/2～1/3 程度の予備電動機)と発電ユニットで構成する。 

図１－４－１ 機器構成例 

(４) 開閉用予備動力設備は、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣2-0-5 開閉用予備動力(P30～33)

および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣4-1-4 開閉用予備動力(P169～170)、「ゲート用

開閉装置(機械式)設計要領(案)」2-3-1-2 開閉用動力(P100～101)、3-3-1 動力設備(P316

～317)、4-3-1 動力設備(P356～357)「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」2-7-1

開閉用動力(P78～80)、「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」4-1-3 油圧発生用動力(P149～

150)に詳述されているので参照のこと。 

(１) 水門扉には、原則として開閉用予備動力設備を設けなければならない。 

(２) 開閉用予備動力設備は、常用の開閉用予備動力設備の故障、停電等の場合に迅

速かつ確実に扉体を操作できるものでなければならない。 

(３) 開閉用予備動力設備の容量は、所要の容量を有し、水門設備の目的に適した構

造とする。 
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１－４ 安全装置 

〔解 説〕 

(１) 開閉装置には、設備の目的・用途に応じた安全(保護)装置を設ける物とする。扉体

の安全(保護)に必要な装置を、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣2-0-8 水門扉の保護(P35～

339),5-0-9 開閉装置の安全対策(P176～181)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣

4-1-5 開閉装置の保護装置、安全装置および付属装置(P171～174)、「ゲート用開閉装置

(機械式)設計要領(案)」2-3-13 保護および安全(P231～245)、3-6-7 保護および安全

(P333～336)、3-3-5 保護および安全(P367～368)、「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要

領(案)」3-13 保護および安全(P357～375)、「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」4-1-5 保

護装置・安全装置・付属装置(P151～155)に詳述されているので参照のこと。 

(２) 非常用上限制限開閉装置は、上限位置を検出する方法とは別の方法を用い、作動の

確実性を確保する。ラック式開閉装置の場合、通常非常上限はラック棒にドグをつけ

て外部リミットスイッチを直接たたいて作動させる方式が一般的である。最近では、

内蔵リミットで 3 点(全開・全閉・非常上限)とれる形式が採用されている。 

１－５ 非常用閉鎖装置 

〔解  説〕 

非常用閉鎖装置については、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣2-0-9 急降下閉鎖装置(P39～41)

および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣4-1-6 急降下閉鎖装置(P174～176)、「ゲート用開閉

装置(機械式)設計要領(案)」2-3-1-3 急降下閉鎖装置(P101～103)、4-3-2 急降下閉鎖装置

(P357～358)に詳述されているので参照のこと。 

１－６ 開閉装置フレーム 

〔解  説〕 

(１) 開閉装置フレームについては、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣5-0-13 開閉装置フレー

ム及び開閉装置架台(P187～190)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣4-2-11 開閉装

置フレーム(P216～217)、4-3-13 開閉装置フレーム(P252～254)、「ゲート用開閉装置

(機械式)設計要領(案)」2-3-14 開閉装置フレーム(P246～254)、「ゲート用開閉装置(油

圧式)設計要領(案)」3-8 油圧シリンダフレームおよび油圧モータフレーム(P263～283)

に詳述されているので参照のこと。 

水門扉には操作の安全性を保ち、管理を容易にするために必要とされる安全装置を

備えなければならない。 

扉体の急閉鎖を必要とする場合には、安全確実に作動する非常用閉鎖装置を設けね

ばならない。 

開閉装置のフレームは、予想される荷重に対して剛性に富み、開閉作動中に振動等

をおこさない構造としなければならない。 
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(２) ラック式開閉装置の固定用アンカボルトには、押下げ力の反力が作用するので、コ

ンクリート構造物と強固に固定する。固定方法の例は、｢水門･樋門ゲート設計要領

(案)｣(P216)に図例があるので参照のこと。 

１－７ 開 度 計 

〔解 説〕 

開度計は、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣6-4 開度計(P689～695)および｢水門・樋門ゲート

設計要領(案)｣5-5-1 開度計(P292)に詳述されているので参照のこと。 

１－８ 休止装置 

〔解 説〕 

休止装置の考え方は、点検・整備時(例えば、開閉装置の部品、ワイヤロープ及びシーブ

等の取替え時)のみの使用に限定する。 

(１) 手動式または無動力式を原則とする。 

(２) 操作性を考慮して電動式とする場合は、手動でも操作できるようにする。 

休止装置については、「ダム・堰施設技術基準(案)」2-17-4 休止装置(P500～501)およ

び｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣4-1-7 扉体休止装置(P176～177)を参照のこと。 

２．機械式開閉装置（標準） 

２－１ 機械効率及び摩擦係数 

〔解 説〕 

開閉装置の各部の機械効率および摩擦係数は、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣5-0-11 機械効

率及び摩擦係数(P181～182)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣4-2-1 機械効率及び摩

擦係数(P177～183)、「ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案)」2-1-3-7 機械効率・摩擦係

数(P40～45)、「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」2-13 摩擦係数(P63～64)に示す。 

(１) 水門扉には、機側に機械式開度計を設けなければならない。 

(２) 水門扉の監視および制御の使用条件により、機側および遠方で電気的に開度を

表示させるための電気式開度計を設けなければならない。開度計は必要に応じて

二重化する。 

ゲートの点検・整備時に扉体を休止させるため、必要に応じ休止装置を設けるもの

とし、安全確実に着脱できる構造とする。 

開閉装置の各部の機械効率及び摩擦係数は使用環境をも考慮して決定するものとする。
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２－２ 電 動 機 

〔解 説〕 

(１) 電動機の考え方は、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣5-0-10 機械式開閉装置構成要素

(P178～181)および｢水門・樋門設計要領(案)｣4-2-2 電動機(P183～185)、「ゲート用開

閉装置(機械式)設計要領(案)」2-2-5-8 電動機容量(P92～93)に詳述されているので参

照のこと。 

(２) 電動機の出力算定式は、｢水門・樋門設計要領(案)｣4-2-1 機械効率および摩擦係数

(P177～183)に記されているので参照のこと。 

(３) ワイヤロープウインチ式開閉装置に使用する電動機の容量は、IEC の第一系列およ

び第二系列のいずれの電動機を採用してもよいものとする。 

ただし、大形水門用電動機は注文生産であることから第二系列の採用例が最近見受け

られるが、中・小形の水門・樋門の場合の電動機は容量も小さくまた短期間での取替

え時の汎用性を配慮して、第二系列の採用に際しては市場性を考慮する必要があるた

め、一般に IEC の第一系列を採用している。 IEC 第一系列および第二系列は、｢水門・

樋門ゲート設計要領(案)｣表 4.2.2-1 電動機標準容量(P184)で示す。 

２－３ 制動機構 

〔解 説〕 

(１) 開閉装置の形式による制動装置の選定は、次によるものとする。 

(ａ)ワイヤロープウインチ式の場合 

一般にセルフロックが可能となっているウオーム減速機を使用する場合は、制動機

付電動機を使用すればよい。セルフロックが不可能な減速機を使用する場合は、電動

機内蔵制動機を使用し、かつセルフロックにかわる制動装置を備えなければならない。

電動機に装着されている制動機以外の制動機は、原則として電動油圧押上ブレーキ式

とする。 

(ｂ) ラック式開閉装置の場合 

開閉動力が電動機の場合は、セルフロック機能またはメカニカル制動機構と電動機

内蔵制動機を備える。なお、無動力で水門扉を閉じる場合には、メカニカル制動機構

および電動機内蔵制動機を解放することにより扉体の自重で降下させる。この自重降

下時の速度調節は遠心ブレーキを使用する。 

(２) 制動機の容量は停止時の衝撃力が大きくならないよう、電動機の場合は定格トルク

に対し 150％程度の制動トルクにすることが望ましい。 

(３) 制動機については、｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣4-2-3 制動機(P186～189) ｢ゲ

ート用開閉装置(機械式)設計要領(案)」2-3-2 制動機構(P103～108)に詳述されている

ので参照のこと。 

開閉装置には、制動機構を二系列以上設けねばならない。 

(１) 電動機は、定格トルクに対し、始動トルクについては 200％以上、最大トルク

については 250％以下のものを選定しなければならない。 

(２) 電動機の定格は、原則として連続定格とする。電動機は、全揚程を運転するの

に必要な時間以上での定格とし、かつ、１回当りの運転継続時間以上の定格とす

る。また、自動操作等で電動機の始動・停止を頻繁に繰り返し運転する場合も支

障のないものでなければならない。 
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２－４ 減速装置 

〔解 説〕 

減速装置については、｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣4-2-4 減速機(P189～193) 「ゲー

ト用開閉装置(機械式)設計要領(案)」2-3-3 減速機および切換装置(P108～118)の項を参照

のこと。 

２－５ 歯  車 

〔解 説〕 

(１) 手動のみで操作する開閉装置の歯車の強さは曲げ応力により決定する。 

(２) 歯車の強度計算は次の条件で行う。 

(ａ)電動機の場合 

① 曲げについては電動機の定格トルクから算出した応力が当該使用材料の引張強

さに対し第２節８の｢開閉装置の安全率｣に掲げる値以上の安全率を有し、かつ電

動機の最大トルクから算出した応力が当該使用材料の降伏点の 90％以下でなけれ

ばならない。 

② 電動機の最大トルクは定格トルクの 250％とする。 

③ 面圧については電動機の定格トルクに対し検討する。 

(ｂ)手  動 

曲げ強度は人力 100N の操作力から算出した応力が当該使用材料の極限強さに対

し第２節８項の｢開閉装置の安全率｣に掲げる値以上の安全率を有し、かつ手動の最

大トルク（過負荷防止装置の設定トルク)から算出した応力が当該使用材料の降伏点

の 90％以下でなければならない。 

(３) 歯車については、｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣4-2-5 歯車(P193～196) 、「ゲー

ト用開閉装置(機械式)設計要領(案)」2-3-4 歯車(P118～131)の項を参照のこと。 

２－６ 軸  受 

〔解 説〕 

軸受については、｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣4-2-6 軸受(P196～198) 、「ゲート用

開閉装置(機械式)設計要領(案)」2-3-6 軸受(P149～153)の項を参照のこと。 

減速装置の形式は、所定の減速比に適合し、十分な強度を有し保守管理の容易なも

のを選定し、採用する。原動機の定格トルク及び最大トルクの双方に対してそれぞ

れ強度を有するものとする。 

歯車の強度は、曲げ強度及び面圧強度の両面から検討し決定しなければならない。

軸受は、支持荷重・軸回転速度等を考慮して、配置及び形式選定し、原動機定格ト

ルク及び最大トルクによる軸受荷重方向に対し十分な強度と剛性を有していなけれ

ばならない。 
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２－７ 動力伝達軸及び軸継手 

〔解 説〕 

動力伝達軸および軸継手については、｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣4-2-7 動力伝達軸

および軸継手 (P199～202) 、「ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案)」2-3-5 軸類および

軸継手(P149～153)の項を参照のこと。 

２－８ ラ ッ ク 

〔解 説〕 

(１) ラック式開閉装置の考え方は、｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣2-2-1 ゲート形式

の選定の項(P24～25) 、「ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案)」4-2-5-1 ラック棒

の設計(P350～354)で詳述されているので参照のこと。 

(２) ラック棒の強度計算式等は、｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣4-2-8 ラック(P202

～208) 、「ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案)」4-2-5-1 ラック棒の設計(P350～

354)に示すので参照のこと。 

(３) ラックの本数は、径間 2.5m 未満は 1 本、2.5m 以上は 2 本吊りとする。但し、径間

2.5m 未満であっても、径間と扉高の比が 1:2 以上の場合は開閉時の振れ防止を考慮し

2 本吊りとする。 

尚、スライドゲートでラックを 1 本吊りとした場合、開閉能力の限界から、現状の

開閉装置の汎用性を考慮し 70kN 程度以下を目安とする。 

２－９ ワイヤロープ 

〔解 説〕 

(１) ワイヤロープの考え方、強度計算等は、｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣4-2-9 ワ

イヤロープ(P209～213)、「ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案)」2-2-5-3 ワイヤロ

ープ(P72～82)で示すので参照のこと。 

(２) ワイヤロープ吊り本数の設計手順を、｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣4-2-9 ワイ

ヤロープの項の表 4.2.9-2(P212～213)、「ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案)」

2-2-5-2 ロープ吊り本数(P69～72)で示すので参照のこと。 

動力伝達軸及びこれらの軸継手は、所定の伝達動力のほか、積雪荷重等の外力及び

自重等に対応できる強度と剛性を有し、採用する原動機の定格トルク及び最大トル

ク双方に対してそれぞれ強度を有するものとする。 

ラックは、所定の揚程を満足する長さを有するとともに、開閉荷重に対して十分な

強度を有するものでなければならない。 

ワイヤロープの規格は、ゲートの設置場所、目的に適合したものを選定しなければ

ならない。 



1－33 

２－１０ ドラム及びシーブ 

〔解 説〕 

ドラムおよびシーブの考え方、強度計算等は、｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣4-2-10

ドラムおよびシーブ(P213～215) 、「ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案)」2-2-5-4 ド

ラム・シーブ径(P82～88)、2-3-7 ドラム(P153～164)、2-3-8 シーブ(P164～168)で示す。 

３．油圧式開閉装置（標準） 

３－１ 構成要素 

〔解 説〕 

油圧式開閉装置の設計における構成などは、「ダム・堰施設技術基準(案)」5-0-12 油圧式

開閉装置構成要素(P183～187)および｢水門・樋門ゲート設計指針(案)｣4-3 油圧式開閉装置

の設計(P218～254) 、「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」、「鋼製起伏ゲート設計要

領(案)」第 4 章油圧設備の設計(P145)で詳述されているので参照のこと。  

尚、開閉装置形式によっては、ドラム・シーブ・ワイヤロープ等を使用するが、これら

の構成要素に求められる機能は基本的には機械式開閉装置と同じであるため、本条では対

象としない。 

３－２ 制  動 

〔解 説〕 

制動機構については、｢水門・樋門ゲート設計指針(案)｣4-3-2 制動(P220～221)の項で詳

述されているので参照のこと。 

３－３ 油圧回路 

〔解 説〕 

(１) 油圧回路の設計要領は、｢水門・樋門ゲート設計指針(案)｣4-3-3 油圧回路(P221～224)、

「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」2-7-4 油圧回路(P83～84)、3-5 油圧回路

(P190～238)、「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」4-2-1(P155～165)の項で詳述されてい

るので参照のこと。 

(２) 緊急時の操作不能が設備周辺に甚大な影響を与えると判断されるゲート設備につい

ては、油圧回路を二重化する。 

油圧回路の二重化とは、電動機、油圧ポンプなどの油圧発生部、動力回路圧力制御弁、

方向制御弁をいう。 

(３) 油圧力の設計要領は、｢水門・樋門ゲート設計指針(案)｣4-3-4 油圧力(P224～226) 、

ドラム及びシーブの寸法は、ゲートの規模、配置等を考慮して決定せねばならない。

油圧式開閉装置は、油圧ユニット、油圧配管、油圧シリンダまたは油圧モータ、作

動油等で構成する。 

開閉装置には、扉体を所定の開度で確実に停止させるための制動機構を設ける。 

油圧回路は、安全性および信頼性が高く、ゲートに要求される機能に適合したもの

とする。 
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「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」2-7-5 油圧力(P84～87)、「鋼製起伏ゲート

設計要領(案)」4-2-2(P166～167)の項を参照のこと。 

(４) 損失圧力の設計要領は、｢水門・樋門ゲート設計指針(案)｣4-3-5 損失圧力(P227～

232) 、「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」2-7-6 損失圧力(P87～94)、「鋼製起

伏ゲート設計要領(案)」4-2-3 損失圧力(P168～171)の項を参照のこと。 

(５) 油圧ポンプの設計要領は、｢水門・樋門ゲート設計指針(案)｣4-3-6 油圧ポンプ(P232

～234) 、「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」2-7-7 油圧ポンプの基本選定(P94

～95)、3-4-5 油圧ポンプ(P167～170)、「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」4-1-4 油圧ポ

ンプ(P150～151)の項を参照のこと。 

(６) 電動機の考え方は、｢水門・樋門ゲート設計指針(案)｣4-3-7 電動機(P235～236) 、

「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」2-7-8 電動機(P95～96)の項を参照のこと。 

３－４ 油圧ユニット 

〔解 説〕 

(１) 油圧ユニットの設計要領は、｢水門・樋門ゲート設計指針(案)｣4-3-8 油圧ユニット

(P236～238) 、「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」3-4 油圧ユニット(P150～

189)、「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」4-2-4 油圧ユニット(P172～174)の項で詳述され

ているので参照のこと。  

(２) 油圧配管の設計要領は、｢水門・樋門ゲート設計指針(案)｣4-3-9 油圧配管(P239～242)、

「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」3-6 油圧配管(P239～252)、「鋼製起伏ゲー

ト設計要領(案)」4-2-7 油圧配管(P178～182)の項を参照のこと。 

(３) 作動油の設計要領は、｢水門・樋門ゲート設計指針(案)｣4-3-10 作動油(P242～245) 、

「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」3-7 作動油(P253～262)、「鋼製起伏ゲート

設計要領(案)」4-2-8 作動油(P182～184)の項を参照のこと。 

３－５ 油圧シリンダ 

〔解 説〕 

(１) 油圧シリンダの設計要領は、｢水門・樋門ゲート設計指針(案)｣4-3-11 油圧シリンダ

(P246～249) 、「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」3-1 油圧シリンダ(P97～135)、

「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」4-2-10 油圧シリンダ(P185～200)の項に詳述されてい

るので参照のこと。     

(２) シリンダチューブの使用材質は、材質が均一で継目のない機械構造用炭素鋼鋼管(引

抜き鋼管 STKM 材)を標準とする。また、ピストンロッドの材質はステンレス鋼とし、

表面に硬質クロムメッキを施す例が多い。粉塵や土砂が付着するおそれのある場合は、

母材として SUS304N2 を使用することが望ましい。 

開閉用動力の発生装置として、必要な発生圧力および容量を有し、点検・整備が容

易なものとする。 

油圧シリンダは必要な開閉力とストロークを有し、油漏れが少なく作動が確実で耐

久性に優れたものとするとともに、点検・整備が容易な構造とする。 
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３－６ 油圧モータ 

〔解 説〕 

(１) 油圧モータの設計要領は、｢水門・樋門ゲート設計指針(案)｣4-3-12 油圧モータ(P249

～251) 、「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」3-2 油圧モータ(P136～144)の項

に詳述されているので参照のこと。     

(２) ゲート用開閉装置として採用する場合以下のメリットがある。 

(ａ) 単体で高トルク、低速回転が可能であるため、減速機構が不要となる。 

(ｂ) 動力の発生源を別置きできるため、レイアウトに自由度がある。 

(ｃ) 油圧モータは油量を調整することにより容易に速度変換が可能となる。 

油圧モータは必要なトルクを有し、油漏れが少なく作動が確実で耐久性に優れたも

のとするとともに、汎用性があり、点検・整備が容易な構造とする。 
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第５節 操作制御設備 

１．基本計画（標準） 

１－１ 計  画 

〔解 説〕 

計画にあたって特に重要なこととして以下のことがあげられる。 

(１) 施設の規模や管理体制、操作規則等を事前に検討し、計画に反映させる。 

(２) 他の設備（受配電設備、情報処理装置等）との取り合いを十分考慮する。 

(３) 遠隔化システムの導入にあたっては、システムの規模や運用管理体制に応じて構築

する。 

(４) 遠方監視制御盤等への信号の伝送を光ファイバーケーブルで行う場合は、接続機器

等について｢電気通信編｣を参考に整合をはかること。 

(５) 操作及び保守管理しやすい設備になるよう留意する。 

(６) 操作制御設備の計画・設計にあたっては、｢ダム・堰施設技術基準(案)｣基準解説編 

第 6 章電気･制御設備(P191～197)、マニュアル編 電気制御設備設計マニュアル(P627

～695)並びに｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣第 5 章電気・制御設備の設計(P259～295)

に詳述されているので参照のこと。 

１－２ 設置場所 

〔解 説〕 

(１) 設置場所に関して特に考慮すべき点として以下のことがあげられる。 

(ａ)堤内側に電気設備を設置する場合、内水の氾濫により冠水しない高さに設置する。 

(ｂ)保守管理しやすい位置に機器を設置する。 

(ｃ)保守管理のための十分なスペースをとる。 

(２) 環境条件に対する対応として注意すべきものとして以下のことがあげられる。 

(ａ)寒冷地対策 

(ｂ)湿度対策 

   (ｃ)高温・直射日光対策 

      特に PLC などの通信制御機器への影響が懸念される場合には遮へい板やクーラ

ーなどの設置を検討する。 

１－３ 雷 対 策 

〔解 説〕 

最近、制御設備に電子機器が使用されることが多くなってきており、設備の信頼性を維

持するため雷対策が重要である。 

操作制御設備の計画に当っては当該水門の設置目的と管理体制を十分に把握し、適

切なる計画を行わなければならない。 

設備機器の設置場所の選定に当っては環境条件、管理の利便を十分考慮しなければ

ならない。 

操作制御設備は直雷、誘導雷何れの雷害に対しても十分に保護されていなければな

らない。 
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雷対策として次のような方法がある。詳細については「雷害対策設計施工要領(案)・同

解説」を参照のこと。 

(１) 避雷器の適正配置 

(２) 耐雷トランスの設置 

     耐雷トランスを設置する場合は、目視により故障が判断できるものが望ましい。 

(３)光ファイバーケーブルの利用 

(４) シールド線の使用 

(５) 適切な接地の施工 

(６) 配線の分離施工 

１－４ 耐震対策 

〔解 説〕 

耐震対策として種々の方法が考えられるが一般にとられているのは以下のものである。 

(１) 機器設備の構造体への固定 

(２) 支持ボルトの構造体への確実な埋込み 

(３) 固有振動数の異なるものの接続方法 

(４) 設備機器の鉛直方向の支持のみでなく、横振れ防止のための措置 

(５) 盤内部品（特に重量が大きいもの）の構造フレームへの固定及び扉部の施錠等によ

る固定 

(６) 蓄電池設備の電槽の横への移動の規制および飛出し防止 

(７) ケーブルラックの落下防止 

(８) 照明設備の落下防止 

なお、耐震設計の考え方、施工方法については、｢新耐震設計法｣（1980 年７月建築基

準法施工令の改正）｢建築設備耐震設計・施工指針｣（1982 年日本建築センター）｢自家

用発電設備耐震設計のガイドライン｣（1981 年社日本内燃発電設備協会）等が参考とな

る。 

参 考 

操作制御設備は設備の地震後にもその設備の機能を維持できるような対策が施さ

れたものでなければならない。 

２. 阪神・淡路大震災以降、電気設備等に関連する耐震設計の基準類では地震時の

水平入力加速度（地盤から建築物 1 階へ加わる水平方向の加速度）を 0.3Ｇから 0.4

Ｇ（Ｇは重力加速度）に改正している。 

なお、耐震設計の考え方、施工方法については、次の文献等が参考になる。 

(１)｢新耐震設計法(1980 年 7 月建築基準法施工令の改正)｣ 

(２)｢建築設備耐震設計・施工指針(1997 年 日本建築センター)｣ 

(３)｢官庁施設の総合耐震診断・改修基準及び同解説(平成 8 年 建築保全センター)｣

(４)｢電気通信設備工事共通仕様書(国土交通省大臣官房技術調査課電気通信室)｣ 

出典：[参考] 

ダム・堰施設技術基準

(案) (基準解説編) 

（平成 23 年度版） 

（H23.7）P196 
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２．設計一般（標準） 

２－１ 操作制御方式 

２－２ 機器の配置 

〔解 説〕 

機器の配置を計画するにあたっては次のことを考慮するものとする。 

(１) 設備機器の前後、左右のスペースおよび設備機器に至るまでの通路の確保 

(２) 点検整備作業に必要なスペースの確保 

(３) 配電路のための必要なスペースの確保 

(４) 操作場所と監視を必要とする設備との位置関係 

(５)法的に定められている隔離の確保 

２－３ 計測及び関連機器 

〔解 説〕 

(１) 計測及び関連機器としては、水位計、流量計、流向計、開度計等がある。 

(２) 設計に先立って計測装置の設置目的、重要度、設置条件、必要精度等を事前に調査

検討しておく必要がある。 

(３) 河川管理上、重要な水位計については欠測等が生じないように考慮しなければなら

ない。 

(４) 重要な計測装置の電源については、停電等による欠測をさけるため、無停電電源装

置により給電する必要がある。 

(５) 水位計は一般に構造が簡単で堅牢なフロート式、圧力式水位計が多く用いられてい

る。 

(６) 水位計の設置位置は流水の影響を受けない場所とする。 

(７) 寒冷地においては、凍結防止策をとる必要がある。 

(８) 計測設備に関しては、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣6.計測設備(P678～695)に各形式

比較を添えて記載されている。また、｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣5-5.計測設備

(P292)に詳述されているので参照のこと。 

操作制御方式は水門扉の規模、設置目的、管理体制等を検討の上決定しなければな

らない。 

操作制御機器は操作の利便性は勿論将来の維持管理をも考慮して決定しなければな

らない。 

計測及び関連機器の設計は水門扉を安全確実に操作できるものでなければならな

い。
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３．操作制御盤（標準） 

３－１ 操作制御盤の形式 

〔解 説〕 

(１) 操作盤の形式は下記を標準とする。 

機側操作盤 スタンド形又は閉鎖自立形 

遠方監視操作盤 閉鎖自立形、コントロールデスク形又はベンチ形 

補助継電器盤 閉鎖自立形 

補機盤 閉鎖自立形 

(２) 操作盤の盤面には、監視機器及び操作スイッチを設ける。 

(３) 機側操作盤には配線用遮断器、電磁接触器及び必要な保護継電器類を設ける。 

(４) 機側操作盤には原則としてスペースヒータを設けるとともに、電動機負荷に対して

進相コンデンサを設ける。 

(５) 機側操作盤の制御部は有接点リレーやプログラマブル・コントローラ（PLC）により

構成する。 

(６) 機側操作盤の仕様は屋外形仕様とし、設置場所、気象条件等に十分対応できるもの

で、その構造はスタンド形又は閉鎖自立形とする。なお、操作台に上屋を設ける場合

でも操作室は構造上開口部があり、風雨、塵埃等が侵入するため屋外形仕様とするこ

とが望ましい。 

(７) 遠方監視操作盤には対象となるゲート毎に操作開閉器及び非常停止開閉器を設ける

ものとする。また、誤操作防止のために、表示と操作スイッチの配置を適切に行うと

ともに、操作は二挙動以上となるようにする。 

(８) 遠方監視操作盤は必要に応じて監視盤とに分割して設置する場合がある。 

(９) 補助継電器盤等は設備の規模により決定する。 

(１０) 盤には非照光式名称名板を設けるとともに、必要に応じて電源表示灯を設ける。 

(１１) 屋外に設置する機側操作盤は施錠付とし、前面扉を閉めた状態で各種表示が確認

できるものとする。 

(１２) 機側操作盤にはゲート等毎に状態表示器、故障表示器、操作開閉器、切替開閉器

（遠方操作を行う場合のみ）、非常停止開閉器を設け、電流計は電動機毎（予備動力

用電動機を除く）に設ける。なお操作は一挙動操作方式とする。 

(１３) 機側操作盤に設ける計器、表示器、開閉器等は、操作順序等を考慮して誤操作の

生じにくいように整然と配慮する。 

遠方監視操作盤には対象となるゲート等毎に、開度計、状態表示器、故障表示器

を設け、それぞれ系統、操作順序等を配慮して誤操作の生じにくいよう整然と配置

する。グラフィック表示を行う場合は特別な場合を除き、アクリル板製シンボル貼

付方式を原則とする。 

(１４) 操作盤の状態表示は、｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣5-4-6 表示および警報(P272

～273)、「ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案)」2-3-10-6 表示および警報(P188

～191)、「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」3-10-6 表示および警報(P306～

309)、「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」5-4-6 表示および警報(P213)に詳述されてい

るので参照のこと。 (１１) (１０)  

なお、照光表示部の明るさは操作盤の設置環境に対応した明瞭度の高いものでな

ければならない。 

操作制御盤の形式は、設置目的、用途に応じたものでなければならない。 
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(１５) 故障表示は次によるものとする。  

(ａ)故障表示は必要に応じて重故障、軽故障に分類し、重故障は警報（ベル）と同時

にランプ表示を行い非常停止させ、軽故障は警報ブザーと同時にランプ表示を行う。 

なお、ベル、ブザーは、警報時間の設定を調節できるものとする。 

(ｂ)故障表示は特記仕様書に明示された場合を除き、遠方操作盤では、故障表示回路

のリセットが不可能なものとする。ただし警報（ブザー等）のみは遠方でも停止可

能とする。 

(ｃ)故障表示は、｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣5-4-6 表示および警報(P272～273) 、

「ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案)」2-3-10-6 表示および警報(P188～191)、

「ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)」3-10-6 表示および警報(P306～309)、

「鋼製起伏ゲート設計要領(案)」5-4-6 表示および警報(P213)を参照のこと。 

(１６) 発電設備の故障表示項目は、｢ダム･堰施設技術基準(案)｣3-6 発電機盤(P653～654)

を参照のこと。 

３－２ 予備発電設備 

〔解 説〕 

(１)発電設備は商用電源の確保が困難な場合の主電源又は予備電源として設けるもので、

ゲートの運転不能を避ける（制御または、保安用電源の確保を含める）ことを目的と

するので、その目的から耐久性と信頼性（①故障が少ないこと、②安定した運転が可

能なこと等）が要求される。 

(２)発電設備の容量は設備の運転や維持管理等の各機器の運転の組合せ状態を想定して、

負荷の種類、台数、特性等を検討のうえ決定する。 

(３) 燃料貯油量は、常用電源の信頼度、設置場所、燃料補給の難易度を考慮し決定する

必要があるが、管理施設の付属施設は原則として 72 時間連続運転可能な容量とする。

ただし、小規模な樋門または小規模な施設においては、この限りではない。 

(４) 予備発電設備の計画・容量の算出は、「ダム・堰施設技術基準(案)」3.予備発電設

備(P635～655)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣5-3 予備発電設備(P265～267)

に詳述されているので参照のこと。 

４．遠隔化システムの導入（標準） 

４－１ 遠隔化導入の目的  

〔解 説〕 

(１) 遠隔化することにより、洪水時初期対応の充実、異常時の後方支援、施設の計画運

用、情報管理の効率化および運転操作の省力化を図ることを目的とする。 

(２) 遠隔化にあたっては、信頼性・安全性が高く、運用・維持管理の容易なシステムと

する。 

(３) 建設ＣＡＬＳを考慮したシステムとする。 

水門設備に設置する予備発電設備は、耐久性に優れ、商用電源停電時に必要な電力

が確実に供給できるものとする。 

水門・樋門・樋管の遠隔化により、施設情報の集中化を図り、合理的な運用および

維持管理を行うことを目的とする。 
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４－２ 遠隔化システムの基本計画 

〔解 説〕 

(１) 遠隔化システムの計画・設計にあたっては、運用体制を考慮し、信頼性、安全性が

高いこと、操作性、耐久性、経済性に優れていること。緊急時の対応や維持管理が容

易であることを基本的な要件とする。 

(２) 遠隔化システムの全体構成、設備仕様を設計する際には、以下に示す基本的な項目

を検討するものとする。 

遠隔化システムの計画・設計にあたっては、樋門等の遠隔操作・監視システムのガイドラ

イン(案)（平成 15 年 11 月 17 日付事務連絡河川局都市河川室長より河川部長あて）を参

考に行うものとする。 

遠隔化システムの基本計画は、システムの規模や運用管理体制に応じて構築する。

管理運用面、設備機能面での現状調査と課題の抽出

監視・操作体制、設備管理体制の検討

運用管理体制をふまえた必要機能の検討

導入の目的、設備の使用状況及び特性、関連システムとの

関係、安全性を考慮した検討

導入計画の策定

現状調査と問題点の抽出

運用管理体制の検討

システムの必要機能の検討

システムの基本設計

実施計画の作成
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第６節 附属設備（標準） 

１. 管 理 橋・階段・手摺・防護柵 

〔解 説〕 

(１) 管理橋･階段･手摺･防護柵等は、いずれも治水上悪影響を及ぼす構造のものであって

はならない。 

また、維持管理時の使用にあたって、安全に配慮した構造とする。 

(２) ｢ダム･堰施設技術基準(案)｣および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣では操作橋と

称しているが、本便覧では、人道橋を対象としているため、管理橋と称す。 

(３) 管理橋･階段･手摺･防護柵等は、再塗装が困難とされる場所に設置される場合が多

いことから、溶融亜鉛メッキを施すことを原則とする。但し、大気中の使用に限定す

る。  

溶融亜鉛メッキは現場施工ができないため、現場接合は溶接をさけボルト接合とす

るなど施工上の留意点を配慮した設計計画が必要である。 

「ダム・堰施設技術基準(案)」防食マニュアル 2-3 溶融亜鉛めっき(P749～750)、｢水

門･樋門ゲート設計要領(案)｣2-14-3 溶融亜鉛メッキ(P83)を参照のこと。 

(４) 管理橋･階段･手摺･防護柵等に関する設計手順､要領等は､｢ダム･堰施設技術基準

(案)｣第 4章付属施設の設計(P143～149).同 4-3 操作橋(P574～580)､同 4-5 手摺、階段、

防護柵(P591～595)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣第 6 章付属設備の設計(P297

～319)を参照のこと。 

２. 開閉装置室 

〔解 説〕 

開閉装置室に関する設計手順､要領等は、｢ダム・堰施設技術基準(案)｣第 4 章付属施設の

設計(P143～149).同 4-4 開閉装置室(P580～590)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣

6-3-3 開閉装置室(P320～323)を参照のこと。 

  暴風雨時にはガラリ、サッシなどから雨が吹き込むことがあるため、雨水の浸入につい

て考慮した配置、構造とする。 

３. スクリーン 

〔解 説〕 

スクリーンに関する設計手順､要領等は、｢ダム・堰施設技術基準(案)｣第 4 章付属施設の

水門扉には操作、保守管理のため必要に応じ 管理橋・階段・手摺・防護柵等を設置

する。 

(１) 開閉装置室の構造は、据付時および点検・整備時における各機器の搬入、搬出

を考慮する。 

(２) 開閉装置室の大きさは、開閉装置、開閉用動力設備、操作盤等の配置並びにこ

れらの操作・点検・整備・取替え作業等のスペースを考慮して決定する。 

スクリーンおよびその支持構造物は、塵芥の量などを考慮して定められた荷重に耐

え得る構造とする。 
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設計(P143～149).同 4-1 スクリーン(P561～568)および｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣

6-3-4 スクリーン(P324～325)を参照のこと。 

４. 銘 板 

〔解  説〕 

水門扉には、将来の補修、改造等に備えて扉体、開閉装置及び操作橋の適切な位置に、

所定の事項を記載した銘板を設けるものとする。 

銘板の材質は耐久性の高いものを使用する。 

銘板の大きさは、幅 250～400 ㎜×長さ 400～600 ㎜程度の実績が多い。  

５. そ の 他 

〔解  説〕 

(１) 凍結防止装置は、「ダム・堰施設技術基準(案)」2-17-2 凍結防止装置(P497～499)

を参照のこと。 

(２) 給油装置は、「ダム・堰施設技術基準(案)」3-3-6 潤滑(P132～135)および｢水門・樋

門ゲート設計要領(案)｣   3-1-9 潤滑(P126～127)、同 4-4 潤滑および給油(P254～258)

を参照のこと。 

(３) 補修・点検要領は、｢ダム・堰施設技術基準(案)｣2-17-3 点検・整備設備(P499～500)

を参照のこと。 

(４) 排砂・排泥装置は、｢ダム・堰施設技術基準(案)｣2-17-4 排砂・排泥装置(P501～502)

を参照のこと。 

水門・樋門等ゲート設備には、その名称、純径間、扉高、門数、主要部の材質、開

閉速度、扉体自重、製作年月、製作者名を記載した銘板を設けるものとする。 

河川用水門施設の操作及び維持管理上必要な附属設備の内、水門扉に附属する装置

として次のようなものがある。 

(1) 凍結防止装置 

(2) 給油装置 

(3) 補修、点検装置 

(4) 排砂、排泥装置 
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第７節 修繕工事への対応（参考） 

１. ゲート設備修繕(更新)計画 

設備の修繕には、部品の交換等で設備システムへの影響の無い小規模な修繕と、主要

構成機器の更新等で設備システムに影響を与える大規模な修繕がある。 

いずれの修繕方法を取るかは、緊急性、予算面を踏まえ、以下に示すような要求事項

を整理することで修繕の位置づけ、どの準拠基準を適用するべきかが明確になる。 

また、土木関連構造物へ影響が懸念される修繕の場合、どこまでを対象設計業務の範

囲とするかを明確にしておく必要がある。 

(１) 修繕の目的 

老朽化等による機能低下（過去の故障・修繕履歴）、要求機能アップ等 

(２) 修繕の目標 

今後の供用期間、他要因での改修計画を踏まえた修繕目標 

(３) 既設施設の経過年数、土木関連構造物も含めた施設全体の健全度評価 

(４) 施設目的に適合した信頼性の確保（施設の種別、規模、地域性） 

(５) 手戻りの無い修繕計画 

(６) 費用対効果（経済性） 

（次頁に、ゲート設備修繕(更新)計画検討フロー図を示す） 
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修繕（更新）の 
目的・目標 

２. ゲート設備修繕(更新)計画検討フロー図 

ゲート設備の修繕（更新）時の業務手順フロー例を示す。 

・修繕の目的：老朽化等による機能低下（過去の故障・修繕履

歴）、機能要求機能アップ等 

・修繕の目標：今後の供用期間、他要因での改修計画を踏ま

えた修繕目標 

設計条件（基準）の照査 
・新旧技術基準の照査 

・水位条件・流量条件（内外水位）・本川／支川堤防高 

既設ゲート設備の稼動、 
管理状況の把握 

・現状把握 

・設備、土木構造物の設計計算図書の確認 

・耐用年数 

・点検記録、修繕履歴及び図書の確認 

・現地管理者のヒアリングによる状況把握 

・既設設備の問題点、不具合点等情報収集 

現 況 調 査 
（目視確認調査及び必要に
応じて測定・測量調査等）

・ゲート設備及び土木構造物の健全度(構造物の剛性・劣化度)

調査 

・修繕（更新）に伴う土木構造物（門柱・操作台等）影響調査

現況調査結果と課題 

・修繕（更新）方針の整理（ゲート構造・開閉形式の変更）

・土木構造物に影響がある場合の対応方針 

（既設土木構造物の応力照査含む。） 

・管理運用上の課題整理 

検 討・協 議 

・現地調査結果と課題を踏まえての修繕（更新）方針の確認

・他設備、土木構造物への影響と対応方針の確認 

・問題点の検討と関連部門との打合せ 

施工範囲の確認・決定 

（対象修繕機器） 
（対象構造物等） 

・修繕（更新）対象機器の決定（経済性・信頼性等総合判断）

・修繕範囲の明確化 

・他設備、土木構造物への設計対応方針の決定 

※ 土木構造物の修繕詳細設計の取り扱いを明確にし

ておく。

詳細修繕設計 
・設計は、修繕計画の位置づけに基づき設計便覧、関連技術基

準に準拠して実施 

・修繕（更新）設計計算（応力計算、開閉荷重等） 

・既設取り合い部分の設計照査 

修繕仕様書作成 ・特記仕様書、施工計画書の作成（修繕工事特性を考慮して作成）

・概算工事費の算出 
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第８節 設計資料  

１. 運転支援装置 

（1）タッチパネル式操作支援システムの水門設備への導入目的 

（2）タッチパネル式操作盤の機能 

樋門・樋管は本川側の水位が上昇し支川側の水位を上回った時点で、速やかに閉塞

し堤内地を規則外水から守らなければならない。 

これらの樋門・樋管は、現場操作員（委託人）が現地に赴き、手動もしくは動力に

より操作を行っているが、近年における地方の過疎化や就労者の高齢化に伴い、樋

門・樋管の操作員も高齢化し、要員の確保についても困難な状況が発生している。

タッチパネル操作支援システムは、このような熟練操作員の減少化と高齢化および

ゲート設備の複雑化に対し画面を見ながら対話式の操作手順に従いゲートを操作す

れば、間違いなく操作できるシステムである。 

ゲート設備の操作に不慣れな操作員が習得しておくべき事項を盛り込んだガイダン

ス機能により確実、的確に行うことができる。 

(１) 操作・モニタリング機能 

・開閉装置の開閉操作 

・開閉装置の運転支援 

・水位のトレンドグラフ 

・水位記録 

(２) 故障診断機能 

・故障状態の表示 

・故障診断 

・故障履歴 

(３) ガイダンス・記録機能 

・タイトル表示 

・開閉装置の操作手順 

・故障復帰方法 

・運転、故障記録 

・点検記録 
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(3) 予想される効果 

運転支援装置は、｢水門・樋門ゲート設計要領(案)｣5-6 ゲート運転支援システム(P293～

295)、｢ゲート用開閉装置(機械式)設計要領(案)｣2-3-11 ゲート運転支援システム(P222～

224)、｢ゲート用開閉装置(油圧式)設計要領(案)｣3-11 ゲート運転支援システム(P346～349)

に記載されているので参照のこと。 

２. ソーラシステム 

（1） 一  般 

１) ソーラシステムは、ソーラバッテリ電源設備、開閉装置用モータおよび制御装置で

構成されるものである。 

図１－８－１ ソーラシステムの概念図 

２）樋門・樋管は洪水時等の危険な時あるいは強風雨等気象条件の悪い時に操作するこ

とが多いため、安全で容易に操作できることが重要である。 

この観点から、水門扉の開閉用動力は原則として電動機とし、動力用電源は商用電源

とする。 

ただし、商用電源が得にくい等の条件のある場合には、樋門用開閉装置にソーラシス

テムを用いることによって操作性および操作の信頼性の向上を図ることができる。 

(１) 操作面がタッチパネルだけであり標準化と省スペース化が図れる。 

(２) ゲート、水位の状態をリアルタイムに監視できるため操作性が向上する。 

(３) 運転と故障の履歴を自動的に記録できるため省力化が図れる。 

(４) 操作がＣＲＴによる対話式であり簡単操作が図れる。 

(５) 故障時、予想される原因と復帰方法を表示するため、素早いトラブル対応がで

きる。 

(６) 点検記録により、点検の合理化が図れる。 

操

作

盤

開閉機

DCモータ

制　 　御　 　回 　　路

 過充電防止装置  バッテリ

（開 閉 装 置）

ソーラバッテリ （ソーラバッテリ電源設備）

(ソーラシステム)
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第２章 揚排水ポンプ設備 

第１節 一般事項 

１．適用範囲（標準） 

〔解 説〕 

(１) 揚排水ポンプ設備とその付属設備は「揚排水ポンプ設備技術基準（案）」「揚排

水ポンプ設備設計指針（案）」によるものとする。 

(２) 「揚排水ポンプ設備技術基準（案）」及び「揚排水ポンプ設備設計指針（案）」

には、次の施設構成であり本編では、附帯設備を主として記述する。 

施設構成 

１) 主ポンプ設備 

２) 主ポンプ駆動設備 

３) 系統機器設備 

４) 監視操作制御設備 

５) 電源設備 

６) 除塵設備 

７) 付属設備 

８) 機場上屋・機場本体・吐出水槽 

９) 環境対策 

１０) 安全対策 

(３) 救急排水ポンプ設備として台風や大雨等の非常時に、中小河川の氾濫による洪

水を防ぐための可搬式水中ポンプ設備があるが、その設計施工については｢救急排水

ポンプ設備技術指針｣によるものとする。 

河川管理施設としての揚排水機場のうち、ポンプ口径が 350 ㎜から 2000 ㎜までと可搬

式水中ポンプについて適用するものとする。 

出典：[1] 

揚排水ポンプ設備設計

指針(案)同解説 

(平成 13 年度版) 

（H13.2）P15.P16
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(４) 関連諸法令及び基準等 

ポンプ設備は、種々の設備技術を結集した総合設備であり、関連する諸法令や基

準等に適合した設備としなければならない。 

示方書等の名称 

示方書・指針等 発刊年月 発刊者 

河川管理施設等構造令 平成 23 年 12 月  日本河川協会 

建設省河川砂防技術基準(案) 平成 9 年 10 月  日本河川協会 

揚排水ポンプ設備技術基準(案)･同解説 平成 13 年 2 月 河川ポンプ施設技術協会 

揚排水ポンプ設備設計指針(案)･同解説 平成 13 年 2 月 〃 

揚排水ポンプ設備 配管工事設計要領(案) 平成 2 年 10 月  河川ポンプ施設協会 

 配線工事設計要領(案) 平成 2 年 10 月 〃 

 盤内機器選定要領(案) 平成 2 年 10 月 〃 

救急排水ポンプ設備技術指針・解説 平成 6 年  河川ポンプ施設協会 

排水機場等遠隔操作監視設備技術 

マニュアル(案) 平成 13 年 8 月 河川ポンプ施設技術協会 

揚排水機場設備点検・整備実務要領 平成 14 年 河川ポンプ施設技術協会 

河川ポンプ設備更新検討事例集 平成 8 年 河川ポンプ施設技術協会 

河川ポンプ設備更新検討マニュアル 平成 8 年 3 月 

国土開発技術 

研究センター編集 

出典：[4] 

揚排水ポンプ設備設

計指針(案)同解説 

(平成 13 年度版) 

（H13.2）P15.P16 
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第２節 計画 

１．計画手順(標準) 

(ポンプ設備の設計) 

ポンプ設備は、揚排水機場の目的に適合した性能、信頼性、耐久性、安全性、経済性、

維持管理性等を備えるため、次の各号により設計を行うものとする。 

1.計画水位条件に対し、所要の揚排水量を確保する。 

2.主ポンプの台数分割は、揚排水量の変動への追従、危険分散等を検討し決定する。 

3.機場の規模、管理運用体制に対応する監視操作方式を選定する。 

4.安全で確実な運転ができ、かつ取扱い容易な構成とする。 

5.揚排水機場は予想される内水位に対して、安全なものとする。 

6.維持管理のための点検整備及び管理運転が容易なものとする。 

7.ポンプ設備の設計に際しては、現在及び将来の技術動向を見極め、新技術、新素材

等を必要に応じて採用できるものとする。新技術、新素材等の採用に当たっては、

信頼性、耐久性等について検討する。 

〔解 説〕 

(１) 揚排水機場の設計手順 

本条では揚排水ポンプ設備の設計に当たって考慮すべき基本的な条件を示している。 

揚排水機場の機能は、機場本体、ポンプ設備、機場上屋等が一体となって発揮され

るものである。したがって、揚排水ポンプの設計に当たってはその関連施設を含め

た総合的な検討が必要であり、その設計手順は概ね次図に示すフローによる。 

(２) 揚排水量、水位の確認 

揚排水ポンプ設備は、運転途中に水位条件が変化するものがほとんどであるため、

計画水位条件の設定に注意し、所定の揚排水量が確実に確保されるようにポンプ計

画全揚程の決定を行うこと。また、本川・支川の河道改修計画、将来の地盤沈下や

地域開発等により必要とされる吸込水位が低下する可能性のある場合、ポンプの運

転可能最低水位については、長期的な水位変動条件をあらかじめ見込むか、あるい

は将来の対応が可能な計画を行うよう配慮することが望ましい。 

(３) 設置台数 

揚排水ポンプの設置台数は、計画洪水時の出水変動や平常時の出水にも円滑な排

水運転ができること、あるいは揚水量の変動への追従性を基本に、土木工事費、用

地費等の経済性も配慮して決定するものとし、機場全体の計画揚排水量と危険分散

を考慮し 2 台以上とする。ポンプの仕様、形式は、維持管理面等より見ると同一の

ものが好ましく、揚排水量の変動に追従した運転を行うためには、基本的には台数

制御により対応するが、より効率的な運転を行うためには容量の異なるポンプの採

用も検討する。 

 排水ポンプは、計画洪水時の出水変動に追従できるとともに、運転を必要とする

平常時の出水にも円滑な排水運転ができるよう、1 台当たりの排水量を決める。 

また大きな湛水池を機場の前面に持たない場合は、導水路からの流入量に見合っ

たポンプ容量を考慮しなければならないため、流入量変動に配慮したポンプ台数分

割を行うほか異口径ポンプ、羽根角度制御方式の採用あるいは回転速度制御方式の

採用も検討する。なお排水ポンプ設備においては計画洪水時を前提にポンプの台数

割りを設定しており、維持管理の充実による信頼性の確保を前提に、経済性の面も

含めて予備機を設置しないことを標準とする。 

(４) 維持管理 

「河川ポンプ設備 点検・整備・更新検討マニュアル(案)」にライフサイクルコ

ストの算出の参考となる点検の考え方や機器・装置の標準的な取替・更新年数が

記されているので参照のこと。 

出典：[1] 

揚排水ポンプ設備設

計指針(案)同解説 

(平成 13 年度版) 

（H13.2）P24. 

出典：[4] 

｢河川ポンプ設備検・

整備・更新検討マニュ

アル(案)｣ 

 (平成 20 年度版)  

（H20.3）P2-19 
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(注)機場の構成や目的によっては、詳細設計手順や検討項目がこれと異なる場合もある。 

ポンプ設備の設計手順 

揚排水機場設計開始

基本設計 

台数分割・流量制御(手段) 

操作制御方式の基本(遠方制御等) 

揚排水量、水位の確認 

揚程・ポンプ諸元の決定 

ポンプ形式の決定 

配管・弁の口径、

形式決定 

原動機の形式・ 

伝達装置の決定 

系統機器設備の決定 

[配管.弁.系統] 

監視操作制御 

方 式 の 決 定 

監視操作制御設備 中央監視盤、中央操作盤 

機側操作盤、運転支援装置

監視用ＣＣＴＶ設備

機場本体 吸水槽、ポンプ室 

配管 

付属施設 流入水路、沈砂池、吐出水槽

配管、吐出樋門、樋管 

除塵設備 

付属設備 クレーン、角落し、照明 

換気、屋内排水 

電源設備 

機場の上屋 ポンプ室、操作室 

制御機器設備、管理室 

用地、管理体制、管理方式、運用方式最

小・最大水量、信頼性確保、危機分散、

ｸﾚｰﾝの有無、環境条件、新技術への展開

（揚排水ポンプ設備設計指針（案） 

第 5 条、24～25 条)

揚程及びキャビテーション検討（揚排

水ポンプ設備設計指針（案） 第 6 条)

機種、形式の決定 （揚排水ポンプ

設備設計指針（案）(第 7～9 条) 

形式、材料、流速 （揚排水ポンプ

設備設計指針（案）(第 10～12 条) 

原動機出力の決定・ガスタービン・ディー

ゼル機関・電動機の使用区分、減速機・軸

継手の目的、冷却方式、環境条件（揚排水

ポンプ設備設計指針（案）(第 13～16 条)

操作場所、運転条件、保護条件（揚排水ポ

ンプ設備設計指針（案） (第 24～30 条) 

予備機の基本思想、設備構成と信頼性の確

保、ポンプの潤滑方式、機関類の冷却方式 

（揚排水ポンプ設備設計指針（案）(第 17～

23、64 条) 給排気方式(第 23 条) 

盤構成、仕様、遠方制御対応、

等 

流速、寸法、荷重、容量 （揚排水ポン

プ設備設計指針（案）(第 55～61 条) 

流速、寸法、荷重  （揚排水ポンプ

設備設計指針（案）(第 65 条) 

目幅、流速、ごみの処理  （揚排水ポ

ンプ設備設計指針（案）(第 47 条) 

施工性、運転条件、安全、環境、維持管

理（揚排水ポンプ設備設計指針（案） 

(第 48～53 条) 

容量、常用・予備、自家発電機、

等 

寸法、荷重  （揚排水ポンプ設備設計指針

（案）(第 54、56～61、62、63 条) 

振動、騒音(第 66 条) 

出典：[1] 

揚排水ポンプ設備設

計指針(案)同解説 

(平成 13 年度版) 

（H13.2）P25 
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第３節 ポンプ設備 

１．主ポンプ 

(主ポンプの形式)  

主ポンプの形式は、軸形式、機種形式、据付形式の組合せで表され、主ポンプの全揚程、

吸込性能、始動性、信頼性及び保守性等を総合的に評価して決定する。 

〔解 説〕 

１－１ 主ポンプ形式 

主ポンプの形式は、軸形式、機種形式、据付形式の組合せから成り、この組

合せの中から、用途(低揚程ポンプ、高揚程ポンプ)、規模、環境面、敷地スペ

ース等の立地条件、全揚程、吸込性能、始動性、信頼性、維持管理性及び経済

性等より総合的に評価して最適なものを選定する。 

１－２ 軸形式 

軸形式は主ポンプの軸方向を表したもので「立軸形」、「横軸形」、「斜軸形」

等に分けられるが、一般に「立軸形」、「横軸形」が多い。 

軸形式の一般的な比較を下表に示すが、据付面積、吸込性能、維持管理性、

操作性、経済性等を考慮して決定する。 

軸形式の比較 

軸形式 

項目 
立 軸 形 横 軸 形 

機場面積 横軸形より小さい 立軸形より大きい 

満 水 
羽根車が吸水位より下にあ

るので不要 

一般に羽根車が吸水位より上に

あるので必要 

吸込性能 
羽根車が吸水位より下にあ

るので、横軸形に比べて有利

羽根車が吸水位より上にあるの

で、立軸形に比べて不利 

始 動 性 速い 遅い 

内部点検 
ポンプ全体を引き上げて分

解点検する 

上部ケーシングを取り外せば点

検が可能である 

１－３ 機種形式 

(１) 一般的な主ポンプの軸形式と機種形式は、下表の組合せとなる。 

軸形式と機種形式 

軸 形 式 低揚程ポンプ 高揚程ポンプ 

立 軸 ポ ン プ 軸流形、斜流形 斜流形、渦巻形 

横 軸 ポ ン プ 軸流形、斜流形 渦巻形 

出典：[1] 

揚排水ポンプ設備設計

指針(案)同解説 

(平成 13 年度版) 

（H13.2）P45～P47 
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(２) その他のポンプ形式としては、コラム形水中モータポンプ(軸流形、斜流形)、

渦巻形水中モータポンプ(渦巻形)、チューブラポンプ(軸流形、斜流形)がある。

設備の規模、周辺環境に起因する特殊な設置条件の場合には、水中モータポン

プ、又はチューブラポンプの適用も検討する。 

１－４ 据付形式 

軸形式と規模により主ポンプ据付状態を表わす据付形式が決まるが、主ポン

プを支持する機場本体の構造により、「一床式」と「二床式」がある。立軸ポン

プと横軸ポンプの据付形式は次の下表 据付形式を標準とする。 

なお、渦巻ポンプで立軸の場合には、電動機容量が大きいことが多く主ポン

プの上に直接据付られず二床式としなければならないこともあるのでその都度

検討する。 

据付形式は、施工性、耐久性、経済性等を考慮して決定するものとし、一床

式と二床式の据付形式比較(立軸ポンプの場合)を下表 据付形式の比較に示す。 

据付形式 

据付形式 一床式 二床式 

立軸ポンプ ○ ○ 

横軸ポンプ ○ － 

据付形式の比較(立軸ポンプの場合) 

据付形式 

項目 
一床式 二床式 

施 設 条 件 

・地盤(原動機設置床)と吸込

水位の差が少ない場合に適

する。 

・地盤(原動機設置床)と吸込

水位の差が大きい場合に適

する。 

土 木 構 造 

・二床式に比べ構造は単純で

ある。 

・大規模の場合、荷重がーケ

所に集中するので、土木構造

物が大がかりになることが

ある。 

・一床式に比べ構造は複雑で

ある。 

・大規模の場合、荷重が二ケ

所に分散できる。 

維 持 管 理 

・原動機が立軸駆動の場合、

設置位置が床面より高くな

るので、点検作業が煩雑にな

ることがある。 

・駆動方式により、二床式と

同等の合もある。 

・床面からの駆動機の高さは

一床式に比べて低くでき、点

検作業が容易である。 

そ の 他 

・大規模の場合、原動機設置

位置が高くなるので、振動に

留意した設計が必要である。 

・振動に対しては、一床式に

比べて有利である。 

出典：[1-4] 

揚排水ポンプ設備設

計指針(案)同解説 

(平成 13 年度版) 

（H13.2）P46 
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１－５ 主ポンプ形式の選定 

主ポンプ形式を選定する一般的な手順を下図に示す。 

① 主ポンプの計画吐出し量の決定は、揚排水

ポンプ設備設計指針(案)同解説第 6 条による。 

② ポンプ設備の規模や周辺環境に起因する特

殊な設置条件がある場合には、水中モータポン

プやチューブラポンプの適用も検討するが、採

用にあたり、信頼性、維持管理性、設備全体の

経済性等について十分な検討を行う必要がある。 

③ 排水ポンプの場合は、運転の始動性及び操

作性や保守管理の容易性を重視する必要がある

ので、始動時間の遅れが許容されない場合には、

立軸形を優先して選定する。 

また、敷地面積が狭く横軸形の据付配置に無

理がある場合も同様である。 

一方、寒冷地で吸水槽が凍結する恐れがある

場合や水質が著しく悪い場合には、羽根車が水

没しない横軸形の選定も必要となる。 

揚水ポンプの場合は、吸込性能、経済性、維

持管理性等により、軸形式を選定する。 

④ 吸水槽形式には、オープン形とクローズ形

があり、主ポンプに適した吸水槽形式を選定す

る。渦流防止板付オープン形吸水槽やセミクロ

ーズ形吸水槽等、高流速化技術の適用を図り、

吸水槽形式の検討を行う。揚排水ポンプ設備設

計指針(案)同解説 (第 55 条参照) 

⑤ 主ポンプの計画全揚程の仮決定は、ポンプ

計画実揚程に、第 8 条に示す配管等の損失水頭

を加えて行う。(以下決定したポンプ全揚程を主

ポンプ仮全揚程と呼ぶ) 

⑥ ⑤で求めた主ポンプ仮全揚程は前頁 1-2 1-3 

に示す軸形式及び機種形式を満足しなければな 

らない。また、立軸ポンプで仮全揚程が小さい 

場合、始動時のサイフォン形成可否を検討する。 

吸込側運転開始水位と水平配管上部との高さが 

仮全揚程の 1.3 倍以内であることが必要である。 

主ポンプ計画  ①

吐出し量の決定 

設備の規模   ②

立地条件等の検討 

軸形式の検討  ③

吸水槽形式の検討 

④

ポンプ計画   ⑤

全揚程の仮決定 

主ポンプ形式  ⑥

の仮決定 

主ポンプ形式の決定

据付形式の決定 ⑧

主ポンプ性能 

検討  ⑦ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

主ポンプ形式の一般的な決定方法

出典：[1-5] 

揚排水ポンプ設備設

計指針(案)同解説 

(平成 13 年度版)

（H13.2）P47 
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２．主原動機設備 

(排水ポンプ用主原動機)  

排水ポンプ用主原動機は、外部動力に頼ることなく運転を継続できるものとし、低

頻度運転にも適したものとする。 

1.排水ポンプ用主原動機の選定は、始動時及び運転時の機能、信頼性、維持管理性等

を総合的に評価して行う。 

〔解 説〕 

２－１ 基本事項 

排水ポンプは、台風や集中豪雨等による洪水時に運転するもので緊急性が高

く、停電等の外的要因でポンプが始動できなかったり、運転中のポンプが停止

することは回避しなければならない。 

内燃機関は、外部からの電源供給に頼ることなく運転を継続できる機能を有

すること、また、低頻度運転に対しても適合していること等より、排水ポンプ

用主原動機は内燃機関とする。 

なお、水中モータポンプとするような場合には、電源として自家発電設備を

設置するのを原則とする。電動機に関しては第 15 条解説による。 

２－２ 内燃機関の選定 

内燃機関には下図のようにガスタービンとディーゼル機関がある。 

２－３ 原動機の種類と比較 

内燃機関の選定は、機能、信頼性、維持管理性等の面より総合的に検討する。 

ガスタービンとディーゼル機関の一般的特性の比較を次表に示す。 

ガスタービンは、系統機器を含めた設備の簡素化をもたらし、システム全体

の信頼性を向上させることができる。また、ガスタービンは、多くの出力範囲

のものが開発されており、その普及と共に保守体制も整ってきた。このため、

排水ポンプ用の内燃機関は、通常はガスタービンを標準とするが、設備規模、

設置条件、機関出力、設置スペース、経済性や維持管理特性等の点でディーゼ

ル機関の方が合理的となることもあるので、原動機の種類の選定にあたっては、

十分な検討を行う。 

なお、ディーゼル機関とするときは、空冷方式、ラジエータ水冷方式、管内

クーラ方式等システムの簡素化を考慮する。 

出典：[2] 

揚排水ポンプ設備設

計指針(案)同解説 

(平成 13 年度版) 

（H13.2）P96～P98

内燃機関

ガスタービン

ディーゼル機関

横軸

立軸

水冷方式

立型

横型

Ｌ型

空冷方式

内燃機関の種類 
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原動機の種類と比較(参考) 

原動機の種類 

項 目
ガスタービン ディーゼル機関 

付 帯 設 備 

冷却水が不要となることより、系統

機器が簡素化されるので信頼性が高

い。 

燃料貯油槽の容量がディーゼル機関

に比べ大となる。 (燃料消費率が悪

い) 

冷却、燃料、始動に関連した各種系

統機器やセンサ類が必要である。 

ガスタービンに比べ関連する系統機

器、センサが多い。 

始 動 性 ・ 操 作 性 

デ ィ ー ゼ ル 機 関 に 比 べ 始 動 性 が 良

い。始動時の制御がやや複雑である

ことを除けばディーゼル機関に比べ

て操作は簡単である。また、軽負荷

運転が可能である。 

関連機器、センサが多く操作はやや

複雑である。 

ねじり振動の制約より回転数制御時

には注意を要する。 

建 屋 ・ 基 礎 

機器荷重及び動荷重が小さい。 

ディーゼル機関に比べ排気量、発生

熱量が大となるので大きな排気消音

器、ダクトのスペースと大型の換気

設備を考慮する必要がある。 

本体荷重及び動荷重が大きいのでそ

れに見合う強固な土木基礎が必要で

ある。 

振 動 ・ 騒 音 

回転機械なので振動は小さい。また、

本体発生音は大きいが高周波特性の

ためパッケージ化により比較的容易

に対応できる。 

往復動内燃機関のため振動や騒音が

大きい。周囲の環境によっては建屋

側での十分な考慮が必要となる。 

排 気 ガ ス 

ディーゼル機関に比べ、NOx やばい塵

量の低減が図れる。また燃料に灯油

を使用することにより、A 重油を使用

した時よりも更に SOx を低減させる

ことができる。 

排気温度はガスタービンより低い。 

ガスタービンに比べ NOx 値が高い。 

維 持 管 理 性 

構造が簡単なため、部品点数も少な

く点検箇所も少ないが主要部の分解

整備時は工場へ持込む必要がある。 

なお、通常の日点検、月点検では点

検する箇所は少ない。 

点検箇所はガスタービンより多いが

点検整備はほとんど現地で可能であ

る。 

また、寒冷地では凍結防止等の対策

が必要となる。 

ガスタービンの形式は、出力軸方向により立軸ガスタービンと横軸ガスター

ビンとに分類される。 

下表に立軸ガスタービンと横軸ガスタービンの比較を示す。 

立軸ガスタービンと横軸ガスタービンの比較 

形 式 立軸ガスタービン 横軸ガスタービン 

機器構成 

設置面積 極 小  小   

高さ 高 い 低 い 

減 速 機 内 蔵 別 置 

保 守 性 
一床式の場合、パッケージ廻りに

点検歩廊が必要。 
床面からの保守が可能。 

出典：[2-3] 

揚排水ポンプ設備設

計指針(案)同解説 

(平成 13 年度版) 

（H13.2）P97 
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立軸ガスタービンは、横軸ガスタービンに比べ設備の設置面積を小さくする

ことができるが、ガスタービンパッケージ本体の比較だけでなく、給排気ダク

トの配置や維持管理性等総合的に検討し形式を決定する。 

また、立軸ガスタービンには、立型、Ｌ型、横型の 3 種類があり、パッケー

ジ寸法やダクト位置等が異なるので、機場の状況や配置を勘案し選定する。 

ガスタービンの分類 

軸の構成と方向 ガスタービンの 

形式 

原動機としての 

出力軸方向 
ガスタービンの種類 

ガス発生機 出力タービン 

立型ガスタービン 立方向 立方向 

Ｌ型ガスタービン 横方向 立方向 立軸ガスタービン 立方向 

横型ガスタービン 横方向 横方向 

横軸ガスタービン 横方向 横型ガスタービン 横方向 横方向 

ガスタービンの概念図 

立軸ガスタービン 横軸ガスタービン 

立型ガスタービン Ｌ型ガスタービン 横型ガスタービン 横型ガスタービン

※GT：ガスタービン(GG：ガス発生機､PT：出力タービン) Ｇ：歯車減速機 Ｐ：ポンプ 

(注)大出力ガスタービンに関しては減速機を内蔵しない場合もある。 

立軸ガスタービン比較表 

 立型ガスタービン Ｌ型ガスタービン 横型ガスタービン 

一般的適用出力 202kW～2059kW 220kW～735kW 200kW～1165kW 

ガスタービン形式 二軸式ガスタービン 二軸式ガスタービン 一軸式ガスタービン 

始動の対応 有負荷で直接始動 有負荷で直接始動 
無負荷で始動し､クラッチ機

構で接続 

流量制御への対応 回転速度制御 回転速度制御 流体継手による回転速度制御 

ポンプスラスト ポンプ持ち ポンプ持ち ポンプ､駆動機､両方可能 

出典：[2-3] 

揚排水ポンプ設備設

計指針(案)同解説 

(平成 13 年度版) 

（H13.2）P350 
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第４節 ポンプ室 

１．ポンプ室の大きさ 

(機場上屋・機場本体) 

機場上屋及び機場本体は、設備の運転、維持管理に必要な空間を確保する。 

1.ポンプ室、操作室、制御機器室等は設備の機能確保のために必要な施設であり、設

備の操作性及び維持管理性等を考慮して、合理的な配置を定めるものとする。 

2.機場上屋及び機場本体には、機器の搬出入に必要な搬入口等を設けるものとする。 

〔解 説〕 

１) 機場上屋 

機場上屋は、ポンプ設備の規模及び監視操作制御方式とポンプの形式、原動機の

種類等により、合理的に計画する。ポンプ室、操作室、制御機器室等は、機場とし

ての利便性や経済性を考慮して適正に配置し、設備の運転操作が確実にでき、維持

管理が容易にできる構造、規模とする。 

(１) ポンプ室は風雨から機器を守るためやメンテナンスのために設けるもので、

機器に冠水の恐れのない構造、配置とし、排水ポンプの場合、主原動機、燃料

移送ポンプ、機側操作盤等、運転に必要な機器を設置する床面は既往最高内水

位、内水側支川の計画堤防高さ、もしくは計画降雨時のポンプ無稼働湛水位の

いずれか高い水位以上のレベルとする。それが不可能な場合には、機場及び機

器への浸水がないよう、機場上屋、搬入口扉等を水密性の構造とする。 

なお、天井クレーンを設けないで、上屋の天井より機器を搬出入する場合は、

天井の搬入口の防塵、防水構造化等を考慮する。 

(２) 操作室は設備・機器を管理しやすい所に設け、監視盤、操作盤等の配置は、

人間工学に配慮し、監視、操作・点検がしやすい空間を確保すると同時に換気、

防音、空調等を考慮したものとする。 

監視盤、操作盤がポンプ場の操作室にある場合は、安全確認のため機械や設備

の回りの状況が見やすいように、窓の位置や大きさ等を考慮する。 

(３) 制御機器室は、浸水の恐れがなく、乾燥した場所で腐食性又は可燃性ガスの

発生、侵入の恐れのない位置に設ける。また、制御機器室及び発電機室は室温

が上昇するので換気を十分に行うものとする。配電盤の周囲は、操作・点検及

び補修のため十分な空間を確保する。 

機場上屋及び機場本体構造は、ポンプ設備の規模及び監視操作制御方式とポンプ

の形式原動機の種類等により、合理的に計画することとし、詳細は「揚排水ポンプ

設備設計指針(案)同解説(平成 13 年 2 月) P243～P269 に記述されているので参照

のこと。 

出典：[1] 

揚排水ポンプ設備設計

指針(案)同解説 

(平成 13 年度版) 

（H13.2）P243 
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２．ポンプ運転時における床版荷重 

(機器荷重) 

ポンプ室に設置される重量物の荷重は、自重による静荷重及び運転による動荷重の大

きさとその作用方向を考慮する。 

〔解 説〕 

１) 荷重の算出式及び対象機器   

(１) ポンプ運転時床等にかかる荷重は、次により算出するものとする。 

ポンプ荷重(kＮ)＝(ポンプ質量(kg)＋水質量(kg))×(9.8/1000)×l.2 

ガスタービン荷重(kＮ)＝ガスタービン質量(kg)(パッケージ、消音器含む) 

×(9.8/1000)×1.2 

ディーゼル機関荷重(kＮ)＝ディーゼル機関質量(kg)(ベース含む) 

×(9.8/1000)×1.3 

電動機荷重(kＮ)＝電動機質量(kg)×(9.8/1000)×l.2 

流体継手荷重(kＮ)＝流体継手質量(kg)×(9.8/1000)×1.2 

歯車減速機荷重(kＮ)＝歯車減速機質量(kg)×(9.8/1000)×1.2 

弁荷重(kＮ)＝(弁質量(kg)＋水質量(kg))×(9.8/1000)×1.2 

配管荷重(kＮ)＝(配管質量(kg)＋水質量(kg))×(9.8/1000)×1.2 

自家発電機荷重(kＮ)＝(発電機質量(kg)＋内燃機関質量(kg))×(9.8/1000) 

×1.2 (ガスタービンの場合) 

自家発電機荷重(kＮ)＝(発電機質量(kg)＋内燃機関質量(kg))×(9.8/1000) 

×1.3 (ディーゼル機関の場合) 

(２) ポンプ場に設置する重量物については、自重による静荷重及び運転による動

荷重の大きさとその作用方向を検討し、明確にする。 

対象機器としては、ポンプ室に設置される機器の他にフラップ弁、天井クレー

ン、ゲート、除塵設備等がある。 

(３) 一床式立軸ポンプの場合、ポンプ運転中に生ずる軸スラスト(水力的スラス

ト)はポンプ据付基礎床面に作用することはない。 

二床式立軸ポンプの場合、排水機場ではポンプの軸スラスト(回転体質量を含

む)をポンプで支持するため、一床式ポンプと同様な条件となる。しかしながら、

揚水機場では、立軸片吸込渦巻ポンプの場合、揚程が高くなると、ホンプスラ

ストを電動機あるいは減速機持ちとすることがあるので注意を要する。 

(４) ポンプと吐出し弁間に管内クーラを設ける場合には、管内クーラ質量を考慮

して機器荷重を決定する。 

ポンプ場に設置する重量物については、自重による静荷重及び運転による動荷重の

大きさを求めるものとする。詳細は「揚排水ポンプ設備設計指針(案)同解説(平成

13 年 2 月) P269～P273 に記述されているので参照のこと。 

出典：[2] 

揚排水ポンプ設備設

計指針(案)同解説 

(平成 13 年度版) 

（H13.2）P269 
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２) 機場の浸水防止・耐水化 

主ポンプ駆動設備、監視操作制御設備、系統機器設備、電源設備等は、既往最高

内水位、内水側支川の計画堤防高、もしくは計画降雨時のポンプ無稼働湛水位のい

ずれか高い水位以上に設置する。それが不可能な場合には、耐水形機器の採用又は

機場及び機器への浸水がないよう、機場上屋、搬入口扉等を水密性の構造とする。 

設計に当たっては施工性、維持管理性等総合的に検討し、合理的な対策を講ずる。

具体的な対応策は以下のとおりで、具体的な対策例を以下に示す。 

 (１) 機器、配線の高設置化 

水に浸ることで機能に支障が生じる下記の機器や部品等を想定される水位以

上の高所に設置する。また電気の引き込み盤の設置位置も同様に、引き込盤が

冠水した場合に電力供給が断たれ、設備の操作が不可能となるため想定水位以

上の高所に設置する。 

 機器、部品、配線の高所設置化 

対応策 対象設備例 

機器本体の高所設置化 

主ポンプ駆動設備(原動機、減速機)、監視操作制御

設備(操作盤、制御盤、CCTV、計装機器)、系統機器

設備(燃料移送ポンプ、クーリングタワー、別置ラジ

エータ、オートストレーナ、空気圧縮機、潤滑油ポ

ンプ)、電源設備(引込盤、受変電盤、自家発電装置) 

機器駆動部の高所設置化 除塵設備(除塵機、コンベヤ、ホッパ) 

貯油槽給油口等の高所設置化 燃料貯油槽の給油口、通気孔 

配線の高所設置化 配線・ケーブル接続部、プルボックス 

(２) 水密構造化 

高所設置が不可能な場合は、駆動機、電気品等を想定される水位以上の高さ

を持つ止水壁や囲いを設ける。止水壁や囲いに設ける開口部は高所設置又は水

密化を行う。なお、特に壁や床の水位計、配管、排気管等の浸水の恐れのある

部位の貫通孔等については、適切な間詰対策を施す。また、配線用の管や空気

管等からの浸水の廻り込みについても十分チェックする。 

水密構造化 

対応策 対策例 

機場本体の水密構造化 
壁の水密化、搬入口・出入口の止水扉化、ドレン

孔等床面の開口の廃止、人孔の水密化 

機場開口部、 

壁貫通孔の高所設置化 

搬入口・出入口・窓・換気口・配管配線の壁貫通

孔の高所設置 

立軸ポンプベースの水密化、将来増設用主ポンプ

開口部の水密蓋の設置、水位計用開口部の水密蓋

の設置、機場を貫通する配管、排気管や電線管周

りの壁貫通孔にモルタルを、また、電線管内部の

配線周りに樹脂等を充填する止水措置 

機場開口部、 

壁貫通孔の水密化 

排水管がサイホン現象により逆流させないように

逆止め弁を挿入する等の措置を施す 

機器の囲壁(囲堤) 屋外設置機器を止水壁で囲う 

出典：[2] 

揚排水ポンプ設備設

計指針(案)同解説 

(平成 13 年度版) 

（H13.2）P32.P33 
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(３) 機器の水密化 

水没しても機能に支障のない機器、又は形式とする。 

機器の水密化 

対応策 対策例 

機器本体の耐水化 
投込圧力式水位計、水中モータポンプ、燃料貯

油槽の水密蓋 

機器駆動部の耐水化 ゲートや弁の電動駆動部の耐水化 

機器端子箱の耐水化 水密端子箱 

浸水対策例の参考図（1）～（5）については「揚排水ポンプ設備設計指針(案)同解説 

(平成 13 年 2 月) P33～P35 に記述されているので参照のこと。 

出典：[(3)] 

揚排水ポンプ設備設

計指針(案)同解説 

(平成 13 年度版) 

（H13.2）P15.P16 
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第５節 付属設備 

１．除塵設備（標準） 

１－１ 基本条件 

１) ごみの一般特性 

一般に排水機場は、内水河川と本川との合流点に設置されることが多く、内

水河川中のごみは、水の流れに乗って、次のようなルートで流下する。 

① 平常時 ………… 自然流下水路を通り、内水河川から本川に流れる。 

② 異常出水時 …… 自然流下水路をゲートで閉鎖し、排水ポンプを運転する。

したがって、ごみは全量が排水機場に流入する。 

ごみの諸特性は、機場設置場所により異なり、除塵設備の計画・設計には実

態調査する事が望ましい。 

ここでは、ごみの一般的な特性について述べる。 

(１) ごみの性状 

これまで排水機場に流入したごみには、次のような種類があり、どれを対

象とするかによって、除塵設備の仕様は異なる。 

中小型ごみ …… 樹脂、ゴム製品、草木、藻、ビニール類、空き缶、動

物の死骸など。 

大型ごみ  …… 自転車、たたみ、冷蔵庫、木製ボート、流木、電柱な

ど。 

ごみの比重はゴミの構成により異なるが、実測調査した１例を下記に示す。 

（参考）（昭和 47 年 10 月 農業土木学会誌 水利施設のゴミ公害、他） 

構成 …………… 草類 85％、生活ゴミ 5％、建材その他 10％ 

ごみ比重 ……… 湿潤重量 250kg/m3（内草類 236.3kg/m3）、乾燥重量

80kg/m3

(２) 流出特性 

内水河川では洪水初期（数時間）の水位上昇時に、晴天時に堰堤や堤防小

段などの堤内地に堆積したごみが多量に流出する。 

しかし、堤内地に堆積するごみの量は限られており、洪水中期および末期

にはごみの流下量は減少するといわれている。 

このようなごみの流出特性は時期により変動する。例えば、堤防で除草等

が行われた場合、草木類のごみの量は増えることが考えられる。 

これらごみの流出特性の定量的なデータは過去において見あたらない。 

しかし、洪水初期における最大塵芥量については、次の実測式で表される。

（「指針（案）より」） 

Ｖg＝Ｋ×Ｑ 

ここに、Ｖg：ごみの量（m3/h） 

Ｋ ：係数（0.2～0.25） 

Ｑ ：排水量（m3/s） 
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（備考） 

① 上式は、ごみの流出量の最大値であり、Ｖg に洪水継続時間を掛けて、１回

の洪水におけるごみの総量とは言えない。 

② 排水機場のごみの流入量、

質に関するデータは少ないの

が現状であり、洪水時データ収

集は非常に困難である。 

設備を合理的に設計するた

めには、ごみの量、質の収集が

大切である。 

③ 安全率を 5～10 倍見込んでいる資料もある。 

・(社)水門鉄管協会「除塵設備設計指針」 

・(社)農業土木事業協会 

「鋼構造物計画設計技術指針」（除塵設備編） 

④ 実際の設計は、過大設備にならない様にごみの量を算定すること。 

２) 設備全体構成 

除塵設備は、標準的に以下の機器で構成される。 

(１) スクリーン 

スクリーンは、人の保護、ポンプの保護のためにポンプ吸込側に設置する。 

(２) 除塵機 

除塵機は、スクリーンで阻止されたごみを水路より掻上げるために設置する。

通常、掻上げられたごみはそのまま搬送装置にのせられる。 

(３) 保守管理設備 

水路の保守管理のため、水路を遮断して水替え作業を行うことが大切である。

そこで、除塵機の上流側には角落しや可動流入堰等を設置する。 

(４) 搬送・貯留設備 

・搬送装置は掻上げられたごみを貯留装置まで搬送するものである。 

・貯留装置は、ごみを一時的に貯留するためのものである。 

(５) 電源・制御設備 

塵設備の各駆動部や付属設備には電動機が採用されている。このため電源設

備を設け、被駆動機を運転する制御装置を必要とする。 

(６) 後処理 

除塵設備によって水路より掻上げられたごみは、洪水終了後地方自治体のご

み処理施設等に搬送され、そこで焼却等処理されることになる。 

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律の施行の一部改正により環境省会で定め

る構造を有する焼却設備を用いて環境大臣が定める方法により焼却する事にな

ったため小型の焼却設備では、人的経済的な問題からほぼ焼却は出来ない。） 
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１－２ スクリーン 

〔解 説〕 

１）用途・目的 

スクリーンの設置目的は、以下の２つである。 

① 人の保護 

ポンプ運転中、誤って水路に転落した人がポンプ吸水槽内に吸込まれないよ

うにする。 

② ポンプの保護 

大型のごみがポンプに流入することにより、ポンプ羽根車等の損傷を防止す

る。 

２）形式分類（および特徴） 

スクリーンの形式にはスクリーンバーの設置方式により、固定設置形と可動形

（トラベリングスクリーン等）があるが、固定設置形を標準とする。 

固定設置形にはスクリーンバーの配列方向により、立型スクリーンと横型スク

リーンがある。 

立型スクリーンは草木等のように比較的水路幅方向に広がりをもって流れてく

るごみの阻止に対して有効である。 

一方、横型スクリーンは立型スクリーンとは異なり、比較的水路幅方向に広が

りを持って流入するごみに対して流入阻止効果は少ないが（スクリーン間に取付

けられる縦方向スペーサの間隔による）、人の保護に対しては有効である。 

３）選定 

① 形式 

ごみの回収効率の良い立型スクリーンが一般的である。 

４）設計 

① スクリーンの損失 

ポンプの全揚程を定める時には、スクリーンの損失は下表による。 

「揚排水ポンプ設備設計指針（案）」 

② 目幅 

スクリーンの目幅は以下の通りとする。 

ａ）人の保護（小学生程度を想定）より、250 ㎜以下とする。 

ｂ）ポンプ保護より、ポンプの異物通過粒径の 50％程度にする必要がある。

（一般に、ポンプ口径の 1/10～1/20 の範囲においては、ポンプの保護上

問題ない。） 

従って、処理コスト低減等を考慮して、スクリーン目標はポンプ運転に

支障のない限り粗めとするが、ポンプ口径の 1/10～1/20 程度とし、一般

にポンプ単機排水量 10m3/s 以下の場合、30～150 ㎜を採用する。 

排水ポンプの吸水槽入口には、除塵用スクリーンを設けるものとする。 

１ 定 置 式 機 械         0.10ｍ 

２ 移 動 式 機 械         0.15ｍ 

３ 手 掻 き 0.30ｍ
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③ 板厚 

スクリーンの板厚は強度計算で決まる。 

ＳＳの場合、腐食代（両面で 2 ㎜）を見込み 9 ㎜以上とする。 

④ 傾斜角度 

スクリーンバーの傾斜角度は 75 度前後が標準的であるが、必要なスペース

がとれない場合、最大 85 度を限度とする。 

⑤ 強度 

スクリーンは浮遊物の衝突、水位差による水圧等に耐えられる構造とする。 

計画最高水位において、スクリーン前後に水位差 1ｍ程度生じても支障のな

い（最大たわみを 1／800 以下）ものとする。 

５）使用材料 

     スクリーンの使用材料は、下表を標準とする。 

スクリーン使用材料 

（注）１）干潮区間に設置するスクリーン及び淡水の場合でも水質の悪い場所に設 

置するスクリーンは、腐食に対する効果の得やすいステンレス鋼を採用

する。 

２）維持管理費を考慮して材質の検討を行う。 

３）●印はよく使用される材料を示す。 

１－３ 除 塵 機 

〔解 説〕 

スクリーンに流着するゴミ等の除塵対策を構ずることにより、ポンプ施設の閉塞や

損傷、水位低下による空気の吸込を防止し所定の排水容量を確保するため、除塵機が

用いられている。除塵機の容量は流下ゴミ量を十分掻上げ処理できるものとする必要

があるが、掻取機構は、ゴミの種類や大きさに適したものとする。 

使  用  箇  所 材  料  名 材料記号 

スクリーン 

受   桁 

ボルトナット 

スクリーン 

バー通しボルト 

スペーサ 

受  桁 

ステンレス鋼 

一般構造用圧延鋼材 

ステンレス鋼 

一般構造用圧延鋼材 

ステンレス鋼 

圧力配管用炭素鋼鋼管 

ステンレス鋼 

一般構造用圧延鋼材 

●SUS 304 

  SS400 

●SUS 304 

SS400 

●SUS 304 

STPG370 

●SUS304 

SS400 

型式を選定するときには、機場の地域性、使用目的を充分把握するとともに、流

入水路幅、深さ、ゴミの性状、大きさ、量、それにゴミの搬出方法を検討すること。
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１) 用途・目的 

自動除塵機の設置目的は、スクリーン直前にゴミを滞留させないように、速やか

にごみを除去することである。 

ごみが滞留すると流水を妨げ、スクリーンを通過する流速および損失が増加する。 

その結果、スクリーン前後の水位差は大きくなり、やがて吸水槽内の水位は異常

低下し、ポンプの運転に支障を来すことになる。 

２) 除塵機の形式 

除塵機の形式は定置式と走行式に大別され、さらに、掻上げ機構や構造等により

細分化されているが、排水用には定置式(前面掻上背面降下型)を採用する場合が

多い。定置式はレーキが前面で連続掻上げ可能な形式になっており、ごみが連続、

多量に流入する場合に適し、吸水槽の各スパンに設置する。 

なお、口径の異なるポンプが併設される場合は、小さな口径のポンプの運転可能

最低水位と水路床面との水深は一般的に浅くなり、機械除塵が困難となる恐れが

あるため注意を要する。 

形 式 分 類 

    背面降下・前面掻上式（チェン式） 
    回転式 
    （連続式） 前面降下・前面掻上式（チェン式） 
      定置式 
      チエン掻上式 
     強制降下式 
      ピンラック掻上式 
    往復式 

   レーキー形 （間欠式） 
     強制降下・      チェンラック掻上式 

  除 塵 機 
     強制圧着式 油圧シリンダ掻上式 

     強制降下式 ピンラック掻上式 
      移動式 往復式 
    （間欠式） 
     強制降下・      チェンラック掻上式 

     強制圧着式 油圧シリンダ掻上式 

定置式除塵機の特徴（揚排水ポンプ設備設計指針(案)同解説 P208 より） 

形式 
定置式除塵機 

(前面掻上背面降下型) 

構 造 

スクリーン両側面のサイドフレームの上部にスプロケッ
ト、下部にレーキ反転用ガイドレールを有し、その間に
エンドレスチェーンを組み込み、これに一定間隔でレー
キを取付けてスクリーン面のごみを連続的に除去する。 
レーキは水路底部で反転し、スクリーン前面のゴミを掻
上げながら上昇する。 

特 徴 

・連続運転用。 
・処理能力が大きい。 
・粗大ごみの掻上げが可能。 
・自動運転が容易。 
・水上部機械高さが低い。 
・シンプルで故障が少ない。 
・保守点検が容易。 

ごみの大きさ ドラム缶、流木等大型のごみに適す。 

ごみの処理能力 連続掻上げなので処理能力は大きい。 

出典：[2)] 

揚排水ポンプ設備設

計指針(案)同解説 

(平成 13 年度版) 

（H13.2）P208 

出典：[2)] 

揚排水ポンプ設備設

計指針(案)同解説 

(平成 13 年度版) 

（H13.2）P208 
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掻上げ・降下方式による詳細比較 

（１） （２） （３） 

形式 背面降下・前面掻き上げ式 前面降下・前面掻き上げ式 レーキスクリーン循環型 

運転 連  続 連  続 連  続 

構造 

説明 

レーキがスクリーンに対

して前面（上流）で掻き上

げを行い、背面（下流）で

降下を行う。 

一般に、揚排水機場に多く

採用されている。 

レーキがスクリーンに対

して前面（上流）で掻き上

げ及び降下動作を行う。ス

クリーンに挟まるごみを

掻上げるため、背面降下・

前面掻上げ式とは、レーキ

の回転方向は異なる。 

チェーンガイドに組込ま

れたエンドレスチェーン

のピッチ毎に格子状のス

クリーンとレーキ爪を設

け、スクリーン全体を回転

させてごみを掻き上げる。 

長所 流入する塵芥（水面、水中、

水路底）に対しての掻上げ

対応能力が高く、設備稼働

時の除塵機過負荷停止が

ほとんどなく信頼性が高

い。 

スクリーンの下流側でレ

ーキが降下することから、

降下中にごみを連行して、

除塵機下部でごみを噛み

込むような恐れがない。 

除塵機の下流側にスクリ

ーンを設置することによ

り塵芥の流出が無い。 

エンドレスチェーンのピ

ッチ毎にレーキを取り付

けることにより多量の塵

芥を連続して掻き上げら

れる。 

短所 スクリーンに対してレー

キの通過スペースが必要

となり、多少の塵芥流出が

ある。 

流入する塵芥（特に水路底

で流れてくる塵芥）に対し

除塵機のレーキ通過空間

を妨げられ、除塵機の過負

荷による停止が多くなる

可能性がある。 

レーキの構造から運搬す

る塵芥が大きくなり、機器

の電力がアップする。又、

構造的に複雑になり、塵芥

の種類によりレーキ構造

の検討が必要。 

（４） （５） （６） 

形式 強制降下・強制圧着式 強制降下式 自重降下式 

運転 間  欠 間  欠 間  欠 

構造 

説明 

レーキがチェンラックあ

るいは油圧シリンダを内

蔵したビームの先端に取

り付けられ、スクリーン面

より前方に大きく離れた

位置を開口状態で降下し、

水路底部でスクリーン面

にレーキを閉口状態で圧

着してスクリーンに沿っ

て上昇することでごみを

掻上げる。 

チェーンあるいは、ピンラ

ックによってスクリーン

前面よりやや離れた位置

で、ガイドレールに案内さ

れて、アームの先端に取り

付けられた、レーキが開口

状態で降下し、水路底部で

返転した後、閉口して、ス

クリーンに沿って上昇す

ることでごみを掻上げる。 

レーキにガイドローラを

取り付けて、これをワイヤ

ロープにより吊下げて自

重で降下させる。レーキは

開口した状態でレーキロ

ーラがスクリーン面に沿

って降下し、水路底部でレ

ーキが閉口してスクリー

ン面に沿って上昇するこ

とでごみを掻上げる。 

長所 スクリーンの前面で除塵

する事により、塵芥の流出

が無い。 

除塵機が水上部にありメ

ンテナンスが容易。 

水面、水中、水路底で流入

する塵芥も油圧等により

掻上げる事ができる。 

スクリーンの前面で除塵

する事により、塵芥の流出

が無い。 

除塵機が水上部にありメ

ンテナンスが容易。 

水面、水中、水路底で流入

する塵芥も油圧等により

掻き上げる事ができる。 

（４）、（５）に比べコスト

が安価メンテナンスが容

易。 

短所 掻き上げ能力が連続式に

比べ少ない。 

流入する塵芥の種類によ

って機械停止の可能性が

ある。 

除塵機の設置空間が大き

くなる。 

掻き上げ能力が連続式に

比べ少ない。流入する塵芥

の種類によって機械停止

の可能性がある。 

保守点検コストが掛かる。 

除塵機の設置空間が大き

くなる。 

水中、水路底で流入する塵

芥掻き上げは難しい。 

＊揚排水ポンプ設備の機場では、背面降下・前面掻き上げ式の除塵機を標準的に採用する。 
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定置式除塵機の構造

（1）除塵方法による分類

①機械式 

機械式は、自動除塵機とよばれ主として電動機を動力として、水路からごみ

を掻上げるものである。その形式には除塵機の設置場所特有の条件に合うよう

にさまざまなものがある。 

除塵機の形式は、概ね次のように分類することができる。 

・設置方法  ・除塵機能  ・レーキの掻上げ ・降下方式・レーキの駆動方式 

②手掻き式 

手掻き式とは人が熊手によりごみを掻上げる方法である。排水機場では、洪

水が１日～３日程度継続することが珍しくなく、洪水中（暴風雨中）ずっと

人がごみの掻上げ作業を行うことは、現実的ではない。手掻き式を採用すれ

ば、数人の専従員が必要となる。したがって、排水機場では、手掻き式は行

わないものとし機械式を採用するのが一般的である。 

（2）設置方法による分類 

①定置式 

機場の吸込水路の各スパン毎に設置されるものである。通常、ポンプ１台に

つき除塵機１台設置するが、口径が 2000mm を越える大型ポンプの場合、土木

強度的な問題から吸込水路がピアにより分割されることがあり、この場合、ポ

ンプ１台につき除塵機２台を設置することになる。 

②移動式 

移動式は、ポンプ台数が多い場合に除塵機設置台数が少なくてすむため、イ

ニシャルコストが安価となる利点があるが、逆に故障時の波及効果が大きいこ

とから、高い信頼性が必要となる排水機場には向かない。 

排水機場への採用に当たっては、故障対応などの十分な検討が必要である。 

（3）除塵機能による分類 

①連続式 

連続式とは、水路上部に駆動用のスプロケットホイル、水路底部にガイド

または従動用スプロケットホイルを設け、この間に設置したガイドレールを

案内としてチェンをエンドレスに張掛けしたものを左右の水路側壁で一体と

した形式の除塵機である。 

②間欠式（往復式） 

間欠式は、スクリーンの前面あるいは前方をレーキが降下し、スクリーン

面に沿ってレーキが上昇することでごみの掻上げを行う除塵機である。 

３） 掻上げ能力 

除塵機の掻上げ能力はごみの量、質によっ て

決めるが、一般にごみの一回当りの掻上げ量は

200～300kg 程度として設計される場合が多い。 

４) 構造及び材質 (右図参照) 

ａ) 除塵機レーキ幅は、レーキの強度や 

撓みの関係等から 6m 以下とし、 

流入するごみの量に応じたレーキを 

等間隔に配置しその掻上げ速度は 3～ 

5m/min で設計する場合が多い。 
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ｂ) 除塵機はごみによる目詰まり等のため掻上げ動作に異常を生じることがある 

ので、レーキは正逆運転が可能な構造とする。 

ｃ) 除塵機(後述の搬送、貯留設備も含め)の基礎ボルトは、機場の土木・建築の

耐震レベルに応じた震度に対する荷重を考慮した強度を有するものとする。 

ｄ) 除塵機の主要部材料は、下表に示すものが一般的であるが、流入水質(海水混

入)や塩害等により鋼材の腐食が予想される場合には、鋼材の材質及び地上部へ

の亜鉛メッキ処理等を含めた防食対策の検討が必要である。 

    除塵機の主要部材料(例：定置式除塵機の場合)  

使用箇所 材料名 材料記号 

サイドフレーム、 

駆動台 

一般構造用圧延鋼材、 

ステンレス鋼 
SS400、SUS304 

レーキ、スクリーン、 

前衛スクリーン 

一般構造用圧延鋼材、 

ステンレス鋼 
SS400、SUS304 

レーキチェーン 

一般構造用圧延鋼材、 

ステンレス鋼、 

クロムモリブデン鋼 

SUS304、SUS403、 

SS490、SCM435 

スプロケットホイール 
球状黒鉛鋳鉄、 

ステンレス鋼 
FCD600、SCS13、SCS2 

軸 
ステンレス鋼、 

機械構造用炭素鋼鋼材 

SUS304、SUS403、S35C、 

S45C 

ガイドレール ステンレス鋼 SUS304 

エプロン 
一般構造用圧延鋼材、 

ステンレス鋼 
SS400、SUS304 



2―23

１－４ 搬送設備 

〔解 説〕 

搬送先端の高さによって、水平、又は傾斜型コンベヤ等が選択される。機場に用い

るコンベヤを計画するには次の各項について充分把握しておく必要がある。 

・ゴミの見掛比重、性状寸法、化学的成分、運搬量 

・コンベヤ路線の立面図における水平、傾斜の組合せ 

・積込個所位置、数 

・荷卸し個所位置、数 

・使用頻度 

・関連装置との運転制御方式 

・その他 

１） 構成 

搬送設備は、除塵機で掻上げたごみを一時貯留場所まで搬送するために設置し、

設備の構成は場内一時貯留方法との組み合わせにより概ね次のような方式がある。 

(１) ホッパ式 

水平コンベヤと傾斜コンベヤによりホッパまで搬送し、一時貯留する方式で

ある。野積みをなくして周囲環境に配慮し、場外搬出も作業員の確保は不要で

１人で操作ができ、排水機場における標準的な方式となっている。 

(２) 旋回コンベヤ＋ホッパ式 

ホッパ方式での傾斜コンベヤを旋回コンベヤ（旋回機構付傾斜コンベヤ）と

し、ごみが多量に発生した場合、野積み貯留も併用できる方式である。ごみ量

の多い大規模な機場に一般的に採用される。 

除塵機には、ゴミの搬送設備を設けることを標準とする。 
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(３) コンテナ式 

ごみを水平コンベヤでコンテナ（可搬式収納箱）まで搬送し、一時貯留する

方式である。ごみ量は少ないがほぼ日常的に発生する場合や、下水路の機場の

ようなごみが不衛生な場合の小規模な機場に採用される。一般に搬出トラック

への積み込みにコンテナ吊り上げ装置を設ける。 

(４) 旋回コンベヤ＋野積み式 

水平コンベヤと旋回コンベヤ（旋回機構付傾斜コンベヤ）により搬送し野積

みする方式である。次項(５)の方式で、ごみ量が多い大規模な機場に採用され

る。 

(５) 野積み式 

除塵機で掻上げたごみを水平コンベヤと傾斜コンベヤにより、所定の野積み

場所まで搬送する方式である。本方式はごみの量が比較的少なく、野積みによ

り飛散しても景観や周囲環境に問題がない設置条件で、搬出トラックへの積込

みに人手も確保できる機場に適用される。 

ごく小規模な機場では、水平コンベヤとごみピットの場合もある。 
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２） 設計 

（1）一般事項 

コンベヤは除塵機で掻上げたごみを確実に搬送しなければならない。そのため次

の検討を行う。 

① 除塵機で掻上げる対象ごみの種類と寸法、見掛密度、運搬量等を把握する。 

② 除塵機台数や乗り継ぎ箇所、一時貯留方法等の設置条件、運転条件（操作制

御方式等）、および保守管理性の考慮。 

③ 騒音、振動、景観等の周辺環境影響への考慮。 

特に下記の検討が基本となる。 

・必要搬送能力 

・単一最大ごみの種類と寸法 

・長尺ごみの設計最大長さ 

（2）必要搬送能力 

① 搬送能力は除塵機全台運転時の最大ごみ量（Ｖg）を搬送するものとして設

計する。（揚排指針案） 

Ｖg＝Ｋ・Ｑ      Ｖg：ごみの量（m3／h） 

Ｑ：排水量（m3／s） 

Ｋ：係数（0.2～0.25） 

②必要搬送能力は、掻上げる除塵機との関係から次の条件も考慮する。 

・除塵機全台の合計処理能力（Ｖz）以上 

Ｖz＝ｑo・Ｎ      Ｖz：除塵機全台の合計処理能力（m3／h） 

ｑo：除塵機１台当り処理能力（m3／h・台） 

Ｎ：除塵機台数 

・除塵機全台の１個のレーキから同時に積載される場合のピーク積載量（Ｖp） 

60・Ｒv・Ｎ 

Ｖp＝       ・Ｖ 

Ｌw 

Ｖp：除塵機全台レーキからの同時積載ピーク量（m3／h） 

Ｒv：レーキ１個当りの掻上量（m3／個） 

Ｎ ：除塵機台数 

Ｌw：除塵機全台の合計水路巾（中間仕切壁含む）（m） 

ｖ ：ベルト速度（m/min） 

（3）ごみの見掛密度 

河川ごみの見掛密度は一般に 0.8～1.0（t/ m3）の範囲で設計される。搬送設

備では除塵機の掻上げ途中での水切り効果を考慮し 0.8 とする。 

（4）ベルト巾の選定 

① 最小ベルト巾 

ベルト巾はごみがこぼれないよう 0.5m 以上とする。（揚排指針案） 

Ｂ ≧ 0.5  Ｂ：ベルト巾（m） 

② 掻上げ単一物体からの必要ベルト巾 

ベルト巾は必要搬送能力を満足するとともに、除塵機で掻上げる最大単

一物体を搬送しなければならない。 

レーキ奥行寸法から必要ベルト巾を選定する。下表に一般的な選定を示す。 

一般的なレーキ奥行寸法とベルト巾の関係 

レーキ奥行寸法

（m） 
0.2 0.25 0.3 

ベルト巾（m） ≧ 0.5 ≧ 0.6 ≧ 0.75 

（注）1.スクリーン傾斜角は 75°とする。 

2.スクリーン傾斜角がゆるい場合、本表より大きな物体が掻上げ

られるので、別途検討する。 

③ベルト速度 

ベルト速度は 20～35 m/min 程度とする。（揚排指針案） 

一般に駆動装置はモータプーリを使用し、ベルト速度はプーリメーカの標準

値を用いている。 
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３）使用材料 

 ベルトコンベヤに使用する材料は、次表を標準とする。 

使 用 箇 所 材  料  名 記 号 

コ ン ベ ヤ フ レ ー ム

ス カ ー ト
一般構造用圧延鋼材 SS400 

駆 動 プ ー リ
配管用炭素鋼鋼管 

＋外面ゴムラギング 

SGP 

＋合成ゴム 

モ ー タ プ ー リ 外面ゴムラギング 合成ゴム 

テ ー ル プ ー リ

配管用炭素鋼鋼管また

は圧力配管用炭素鋼鋼

管， 

一般構造用炭素鋼鋼管 

SGP 

STPG370 

STK400 

プ ー リ 軸

機械構造用炭素鋼また

は 

一般構造用炭素鋼 

S35C 

SS400 

ゴ ム ベ ル ト 耐油性ゴム － 

キ ャ リ ア ロ ー ラ

リ タ ー ン ロ ー ラ

一般構造用圧延鋼材， 

配管用炭素鋼鋼管 

SS400 

SGP 

テークアップスクリュー ステンレス鋼 SUS304 

ス ク レ ー パ
ステンレス鋼（主要部）

       ＋ゴム 

SUS304 

＋合成ゴム 

.
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１－５ 貯留設備 

〔解 説〕 

１) 用途・目的 

貯留設備は、除塵機で掻上げたごみを場外搬出するまで一時貯留する設備であ

る。 

２）形式分類 

貯留設備の形式、場内野積みによるほか、コンテナ（ごみ収納箱）式とホッパ

式がある。ホッパ式は排出装置の違いによって、電動カットゲート式、油圧カッ

トゲート式、空気圧カットゲート式、ベルトゲート式、チェンフィーダ式がある。 

貯留設備の形式分類図 

３）形式選定 

（1）ホッパ式 

本方式は、野積みによる景観および飛散が、周辺環境より適切でない設置条

件の場合、または機場の運転頻度が比較的高く、搬出トラックへの積込みを容

易にする必要がある場合、または手間のかかる搬出トラックへの積込みの人手

が確保できない場合などに採用される。本方式は搬出トラックへの積込みに１

人で操作ができ、場外搬出作業は最も容易で衛生的であり、排水機場の標準的

な方式となっている。 

・ホッパ形式の選定 

ホッパー形式の選定はごみの種類、大きさ、ごみの量等によって選定される。 

排水機場では、構造が簡単で信頼性が高く、比較的粗大なごみの貯留および

排出ができ、保守管理も容易な電動カットゲート式が一般的に採用されてい

る。 

（2）コンテナ式 

本方式はコンテナ容量が取扱い性から約１m3 程度が一般的であり、極く小規

模な機場でごみの搬出頻度が比較的多い場合に採用される。 

また、下水路の機場のようなごみが不衛生な場合でごみの量が少ない場合等

に採用される。場外搬出のために簡易なコンテナ吊上設備を備える例が多い。 

（3）野積み式 

本方式は場内に野積み場所が確保でき、野積みによる景観、および飛散が問

題にならない周辺環境にあり、かつ、ごみ量が比較的少なく、運転頻度も少な

く、手間のかかる場外搬出トラックへの積込みの人手も確保できる場合に適用

される。 

貯留設

コンテホッパ 野積み 

チ
ェ
ー
ン
フ
ィ
ー
ダ
式

ベ
ル
ト
ゲ
ー
ト
式

油
圧
カ
ッ
ト
ゲ
ー
ト
式

空
気
圧
カ
ッ
ト
ゲ
ー
ト

電
動
カ
ッ
ト
ゲ
ー
ト
式

除塵機には、ゴミの貯留設備を設けることを標準とする。 
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ゴミ条例には注意が必要である。飛散防止のため、貯留ピットを設ける例も

ある。 

また、搬出トラックへの人手を省くため、下図のようなトラック荷台兼用と

した可搬式コンテナを使用する例もある。本図の方式はトラックにフック付引

込アームを装備した特装車両であり、コンテナ吊上装置も省略できる。 

４）設計 

（1）一般事項 

① 本項では、最も一般的に採用されるホッパ式を対象とする。 

② ホッパはごみを場外搬出するまで一時貯留し、搬出トラックへの積み込みを容

易にするものであり基本機能として①貯留機能と②排出積込み機能がある。 

③ 貯留設備の設計に当たっては、ごみの量と質および搬出・処分方法、搬出頻度、

周囲の環境等を十分に把握し、適切な設計とする。 

一般に次の検討が基本となる。 

・ホッパ容量の選定   ・搬出トラックの選定 

・貯留物がブリッジ現象を生じない適切なホッパ形状 

・搬出トラックに積載しやすいホッパとの位置関係 

（2）ホッパ容量の選定 

ホッパ容量の選定は、次の手順でごみの量（Ｖ）を予測算定し、一般的なホッ

パ容量から選定する。 

① 計画時間最大ごみ量（Ｖg） 

計画時間最大ごみ量は、全台ポンプ容量から算出する。 

ごみの量は、洪水時の最大ごみ量を推定する次式による。 

Ｖg：Ｋ・Ｑ    Ｖg：時間最大ごみ量〔m3/h〕 

Ｑ：全台ポンプ排水容量〔m3/s〕 

Ｋ：係数 0.2 ～ 0.25 

② 洪水当たりの計画ごみ量（Ｖ） 

１洪水当たりの計画全ごみ量の算定方法には次の２方法がある。 

・時間最大ごみ量が継続する全台ポンプ換算運転時間による方法 

・時間最大ごみ量が次第に低減する実状に近似させた実状近似法 

ここでは従来から用いられている一般的な①の方法によるものとし、計

画時間最大ごみ量が継続するポンプ全台換算の運転時間を予測し次式で算

定する。 

Ｖ＝Ｖg・Ｔ Ｖ：１洪水当たりの計画全ごみ量〔m3〕 

Ｔ：時間最大ごみ量が継続するポンプ全台換算の運転時間〔h〕 

③ ポンプ全台換算の運転時間（Ｔ）について 

時間最大ごみ量が継続するポンプ全台換算の運転時間（Ｔ）の計画値は、大

きすぎると過大設備となって不経済となり、小さすぎると貯留容量が不足し問

題となる。 

全台換算運転時間（Ｔ）は、流域の土地利用状況や河川の整備状況等の設置

条件が類似した排水機場におけるごみの量、および質の実状調査等により、適

切に設計する。 
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④ ホッパ容量（ＶＨ）の選定 

（a）一般的なホッパ容量 

ホッパーの容量は３～１５m3 程度であり、一般的なホッパ容量は５～１０

m3 程度である。 

（b）ホッパ容量（ＶＨ）の選定 

ホッパ容量（ＶＨ）は、設定した１洪水当たりの計画ごみ量（Ｖ）から、

一般的なホッパ容量を考慮して選定する。 

１洪水当たりの計画ごみ量（Ｖ）は、次図のように全台排水ポンプ容量（Ｑ）

と全台ポンプ換算運転時間（Ｔ）から求められる。 

１洪水当たりの計画ごみ量（Ｖ）が、一般的ホッパ容量を超える場合は、

傾斜コンベヤを旋回式として、野積み貯留も併用できる「旋回コンベヤ＋ホ

ッパ式」が一般に採用される。 

排水ポンプ容量と１洪水当たりのごみ量 

Ｖ＝Ｋ・Ｑ・Ｔ    Ｖ：ごみの量（m3） 

Ｋ＝0.25 

Ｑ：ポンプ総吐出量（m3/s） 

Ｔ:運転時間（Ｈr） 

（3）搬出用トラックの選定 

ホッパ容量に対する搬出トラックの選定例（参考）を下表に示す。 

但し、搬出トラックは維持管理側から決まる例があり、実際の設計にあたって

は、事前に維持管理側と調整する。 

ホッパ容量と搬出トラックの容量（参考） 

ホッパ 

容量（m3） 
ごみの質量

（t） 

搬出トラック 

積載量（t） 

3 1.8 2 

6 3.6 4 

10 6.0 8 

15 9.0 10 

＜選定条件＞ 

① カットゲート式のため、ホッパ満杯時において貯留全量を１台の搬出トラッ

クに、１回で積載できるものとする。 

② 搬出トラックは、運転台高さまで荷台囲いを設けたダンプ形専用車とする. 

③ 搬出時のごみの見掛密度は、動力計算と異なり、0.6（t/m3）とする。 

（4）ホッパの形状・構造 

① ホッパの形状は、ホッパ内に貯留されたごみを円滑に排出するため、４側面

中、２面絞りの角錐形とし、絞り側２面の傾斜角度は 60°以上、反絞り側の

２面は垂直壁が一般的である。 

② ホッパ排出口の大きさは、設計最大単一ごみより大きく、また長尺ごみの排

出が可能な設計とする。排出し易いよう傾斜コンベヤからの投入方向と２面
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絞りの方向にも留意する。 

トラック進入方向は、一般に巾を絞った方向にトラック荷台巾を合わせ、垂

直壁の方向に荷台長さを合わせた方向として、積載を容易にする。 

③ ホッパの下部高さは、搬出トラックの進入のため、高さ約 2.6m 以上の空間

を確保する。 

また、搬出トラックの進入側の横梁高さと架台脚の間隔は、トラックの最大

高さと全巾を考慮して設計する。下表に参考例を示す。 

実際の設計では、搬出トラックの寸法を事前に確認する。 

ホッパ容量と搬出トラック、架台寸法の例(参考) 

④ 貯留ごみから浸出する排水の受樋をカットゲートの下に設ける。受樋は搬出ト

ラックの進入を考慮する。 

５）使用材料 

 ホッパに使用する材料は、次表を標準とする。 

ホッパ使用材料 

使  用  箇  所 材  料  名 材 料 記 号 

本体および

開閉扉など
一般構造用圧延鋼材 SS400 

ホ ッ パ 

開閉用ピン ステンレス鋼 SUS304 

支 柱 な ど 一般構造用圧延鋼材 SS400 
架   台 

手 摺 な ど 配管用炭素鋼鋼管 SGP 

１－６ 安全装置（標準） 

１) 除塵機及びベルトコンベヤは、誤操作による危険性を重視して機側での連動運

転と単独運転を標準とする。 

２) 除塵機は保守点検用として逆転運転できるようにし、操作は押釦を押している

間だけ逆転するものとする。 

３) 中央操作を行う場合は、非常停止のみ可能とするのが望ましいが、安全管理上

除塵機の周囲状況が確認できる場合のみ始動操作を可能として良い。 

４) ベルトコンベヤには、引き綱リミットスイッチを設け非常停止が可能なものと

する。 

５ )除塵機及びホッパの駆動機には、トルクリミッタを設け過トルク発生時は自動

停止するものとする。 

ホッパ容量 

（m3） 

搬出トラック 

（Ton 車） 

進入側の横梁高 

（m） 

架台脚の間隔 

（m） 
備考 

６以下 ２～４ 2.6 以上 2.7 以上  

７以上 ８～11 3.3 以上 3.0 以上  
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１－７ 設計計算（参考） 

設計計算は、「揚排水ポンプ設備設計指針（案）」（以降「揚排水設計指針」とい

う）を基準にする。 

ここに、設計計算法の参考を以下に記述するが、この他に次の①と②の設計計算

も最近使用されいるので、参照されたい。 

①除塵設備設計指針 -付設計参考例-    －(社)水門鉄管協会(Ｈ11 年) 

②鋼構造物計画設計技術指針（除塵設備編） － 農林水産省農村振興局/ 

(社)農業土木事業協会(Ｈ11 年) 

１) 自動除塵機 

（１) 基本条件 

取水口水位   最高水位 5.000m(ＨＷＬ＋4.000m) 

最低水位 1.500m(ＬＷＬ＋0.500m) 

水路床標高   ＥＬ －1.000m 

設備設置標高  ＥＬ  5.000m 

ポンプ排水量  5  /sec×4 台 

ポンプ口径     1.500m 

塵芥の大きさ  最大 φ300mm 

本排水機場の計画排水量を 20  /sec とし、設置数を 4 台とする。 

1 台あたり 20/4＝5  /sec のポンプを必要とし、立軸軸流低揚程ポンプの性能

曲線よりポンプ口径は 1.500m とする。 

（２) 設計仕様の検討 

① 水路幅 

水路幅(吸水槽幅と同幅)は通常ポンプ口径(Ｄ)に対し、3Ｄ以上に設定される。 

(土地改良事業計画設計基準・設計「ポンプ場」技術書 17.2.2) 

本設備では、ポンプ口径 1.500m であり 

3×1.500＝4.500m 

よって水路幅は 4.500m とする。 

② スクリーン目幅及びスクリーン傾斜角 

ポンプ口径 1.500m より、スクリーン目幅 60mm とする。(設計指針 2.6.1)  

また、スクリーン傾斜角は同項より 70～80 度が一般的である。 

ここでは中間をとって 75 度とする。

③ 塵芥量 

塵芥量は、一般に次の式にて算定される。(設計指針 2.1.2) 

塵芥量 Ｑv＝Ｋ・Ｑ 

＝0.3×20＝6.0  /hr 

ここに、Ｑv：最大塵芥量( /hr) 

Ｋ ：係数(0.2～0.3) 

Ｑ ：排水量( /sec) 

除塵機に必要な処理能力は、上記の算定塵芥量に安全率を見込んで決定する。 

ここでは安全率を 10 倍見込み 

6.0×1.0＝60  /hr 

を必要塵芥処理量とする。 

④ レーキ速度 

レーキ速度は回動式の場合 3～8m/min(設計指針 2.1.4)とすることが多いた

出典：[1-7] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137 

出典：[(2)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137
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＝4.572m 

＝3.6 

め、中間をとって 5m/min と仮定する。 

⑤ レーキ個数 

レーキ個数は、塵芥の排出は 1～3 分間に 1 回(設計指針 3.1.2)とするのが一

般的であることより、1 分間に 1 回の割合で排出するよう設定する。 

レーキチェーン長を除塵機の構造より 18.288m とすると、レーキ速度 5m/min

より 

18.288 

5×1.0 

よって、レーキ個数は 4 個と仮定する。 

また、レーキの取付間隔は 

18.288 

  4 

とする。 

⑥ レーキ有効奥行 

レーキ奥行は 200～350mm(設計指針 3.1.2) が一般的である。本例では、最

大塵芥寸法をφ300mm としているので、この塵芥を掻揚げられることを想定し

て、レーキ有効奥行 300mm と仮定する。 

⑦ 設計水位差 

スクリーンに作用する設計水位差は、レーキ形で 1.000m(設計指針 2.1.3)と

されている。 

また、同項では、レーキ上の塵芥に作用する静水圧を計算する場合に用いる

設計水位差は、運転条件からスクリーンの強度計算に用いる設計水位差より低

減できるが、ここではスクリーンの水位差と同等として 

設計水位差 1,000m 

とする。 

⑧ 塵芥の処理量 

以上の諸元を基に、塵芥処理能力を計算する。 

出典：[(2)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137

レーキ上の塵芥の載荷高(参考) 
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(イ) レーキ上の塵芥載荷高 

h＝Ｄr・tan(135°－θ) 

＝0.300×tan(135°－75°)＝0.520m 

ここに、h   : 塵芥載荷高 m 

θ  : スクリーンの傾斜角度 75 度 

Ｄr : レーキ有効奥行 0.300m 

Ｂr : レーキ幅 3.933m 

(ロ) レーキ上の塵芥載荷量 

Ｑc＝
1

2
 ・Ｄr・h・Ｂr

＝
1

2
 ×0.300×0.520×3.933＝0.307  

ここに、 Ｑc : 塵芥載荷量   

(ハ) 全除塵機による塵芥の時間当り処理量 

Ｑυ＝
Ｑc･νr･60

Ｐr

・Ｎj

＝
0.307×5.000×60

 4.572
 ×4 

＝80.57  /hr＞必要処理量=60  /hr 

ここに、 Ｑυ: 全除塵機による塵芥の時間当り処理量  /hr 

νr: レーキの掻揚速度 5.000m/min 

Ｎj: 除塵機の設置数 4 基 

Ｐr: レーキの取付間隔 4.572m 

よって、仮定した数値を採用すると除塵機の処理量は十分である。 

以上をまとめると次項の仕様となる。 

出典：[(2)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137
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（３) 設計仕様 

形式  背面降下前面掻上式除塵機

設置数  4 基  

水路幅  4.500m 

水路高   6.000m 

運転水位差  1.000m

レーキ速度  5.000m/min 

レーキ奥行  0.300m 

スクリーン目幅 0.060m 

傾斜角度  75 度 

運転方式  ポンプ連動及び機側操作 

電源  3 相 200Ｖ 50ＨＺ 

主要材質  ＳＳ400 

（４) 駆動作用力の計算  

掻揚荷重の計算は、以下のように行う。

① レーキの配置 

〔解 説〕 

エンドレスチェーンに等間隔に配置した 4 個のレーキ位置の関係は、チェーンの

回動に従いあらゆるケースが考えられるが、駆動軸に作用する荷重はレーキ位置の

関係で変わるので、最大となるケースの算定については慎重に検討する。 

また、レーキが最下部反転位置にあると、水流抵抗を受けるので、水流が速い場合、

このケースも検討が必要となる。 

出典：[(4)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137
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駆動作用力の計算に於いて本計算例では、作用荷重が最大となる上図の位

置について計算する。

② 水中部での水位差による塵芥の摩擦抵抗力 

Ｐs＝ρ・ g・ Ｈ

＝1000×9.807×1.000＝9807Ｎ/m2

＝9.807kＮ/m2{1.000tf/m2}

Ｆ1x＝Ｐs・h・ Ｂ r・ μ1

＝9.807×0.520×3.933×0.7＝14.04kＮ{1.432tf}

出典：[(4)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137

駆動作用力計算時のレーキ位置図(参考) 
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ここに、 Ｆ1x: 水中部塵芥の摩擦抵抗力 

ρ : 水の単位体積重量 1000kg/ 

9  : 重力加速度 9.807m/s2

Ｈ : 運転水位差 1.000m  

Ｂr: レーキ幅 3.933m  

ｈ : 塵芥の受圧高さ(塵芥載荷高) 0.520m  

μ1: スクリーンと塵芥の摩擦係数 0.7 

(設計指針 2.1.6) 

Ｐs: 作用静水圧 kＮ/㎡ 

〔解 説〕 

上式は、水中の掻上側レーキが 1 個の場合を計算したが、水中の掻上側側にレーキ

が 2 個以上ある場合、設計指針 2.1.3 に従い 2 個目以降のレーキ塵芥高さは低減を行

い、上記に加算する。 

また、水中での塵芥の重量は比重量が水と同じとして無視する。 

③ 空中部での塵芥の重量の作用力 

Ｆ2x＝Ｗ2・cosθ・μ2

＝3.011×cos75°×O.5＝0.390kＮ{0.040tf}

Ｆ2y＝Ｗ2・sinθ 

＝3.011×sin75°＝2.908 kＮ{0.297tf} 

出典：[(4)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137

水中部塵芥の載荷図(参考) 
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ここに、Ｆ2x：塵芥の摩擦抵抗カ 

Ｆ2y：塵芥の重量による作用力 

Ｗ2 ：レーキ上の塵芥の重量 

Ｑc：レーキ載荷量 0.307  

ρt：塵芥の単位体積重量 1000kg/ 

 (設計指針 2 .1 .3) 

μ2：鋼板と塵芥の摩擦係数 0.5 (設計指針 2.1.6)  

θ ：スクリーンの傾斜角度 75 度 

Ｗ2＝ 
Ｑc・ρt・g

1000
 ＝ 

0.307×1000×9.807

1000

＝3.011kＮ{0.307tf} 

〔解 説〕 

空中部での塵芥をのせたレーキ位置が屈曲部より上にある場合、θはスクリーンの

角度ではなく上部ガイドフレームの角度である。また、2 個以上の場合、各々θが違

う場合があるので注意を要する。レーキがスクリーン上にある場合μ2＝0.7 を採用す

る。 

④ レーキの重量による作用力(屈曲部より下の場合)

Ｆ3X＝Ｗ3・cosθ・μ3

＝2.451×cos75°×0.2＝0.127kＮ{0.013tf} 

Ｆ3y＝Ｗ3・sinθ 

＝2.451×sin75°＝2.367kＮ{0.241tf}

ここに、Ｆ3X: レーキの重量による 1 個当たり転動摩擦抵抗力 

Ｆ3y: レーキの重量による 1 個当たり作用力 

Ｗ3 : レーキ 1 個当たりの重量 2.451kＮ{0.25tf} 

μ3 : レーキ用チェーンの転動摩擦係数 0.2

(設計指針 2.1.6) 

出典：[(4)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137

空中部塵芥荷重作用図(参考) 
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⑤ レーキの重量による作用力(屈曲部より上の場合) 

Ｆ4X＝Ｗ3・cosβ・μ3

＝2.451×cos15°×0.2＝0.473kＮ{0.048tf} 

Ｆ4y＝Ｗ3・sinβ 

＝2.451×sin15°＝0.634kＮ{0.065tf} 

ここに、Ｆ4X : レーキの重量による 1 個当たり転動摩擦抵抗力 

Ｆ4y : レーキの重量による 1 個当たり作用力 

β : 屈曲部より上部のガイドフレーム傾斜角度 15° 

⑥ レーキ用チェーンの重量による作用力 

Ｆ5X＝
1

2
 ・Ｗ5・cosθ・μ3 

＝
1

2
 ×7.944×cos75°×0.2＝0.206kＮ{0.021tf} 

Ｆ5y＝
1

2
 ・Ｗ5・sinθ 

＝
1

2
 ×7.944×sin 75°＝3.837kＮ{0.391tf} 

ここに、 Ｆ5X : レーキ用チェーン片面の重量による転動摩擦抵抗力 

Ｆ5y : レーキ用チェーン片面の重量による作用力 

Ｗ5 : レーキ用チェーンの全重量 7.944kＮ{0.810tf}  

〔解 説〕 

レーキ用チェーンの長さは、前面側と後面側で多少違うが大差ないので 1/2 とする。 

また、レーキ用チェーンの角度は、屈曲部より上と下で多少違うがスクリーンの傾

斜角度とする。 

⑦ ガイドレール屈曲部を考盧した掻揚側作用力 

出典：[(4)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137

ガイドレール屈曲部作用力図(参考) 
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Ｆ7＝{Ｆ1x＋Ｆ2x＋Ｆ2y＋ｎ・(Ｆ3x＋Ｆ3y)＋Ｆ5x＋Ｆ5y}・Ｋ 

＝{14.04＋0.390＋2.908＋2×(0.127＋2.367)＋0.206＋3.837} 

×1.222＝32.223kＮ{3.286tf} 

ここに、  β: 屈曲部より上部のガイドフレーム傾斜角度 15°  

ｎ: 屈曲部以下の掻上側レーキの数 2  

Ｆ7: 作用力(ガイドレール屈曲部作用力図参照)  

Ｋ : 屈曲係数(ガイドレールが屈曲することにより生ずる摩擦

損失を屈曲部の前後の比で表したもの)  

Ｋ＝ 

＝                           ＝1.222

⑧ ガイドレールの屈曲部を考慮した降下側の作用力 

Ｆ8＝(Ｆ3y－Ｆ3x＋Ｆ5y－Ｆ35)・
1

Ｋ

＝(2.367－0.127＋3.837－0.206)×
1

1.222
 ×4.804kＮ{0.490tf} 

Ｆ9＝Ｆ8＋(Ｆ4y－Ｆ4x) ＝4.804＋(0.634－0.473)＝4.965kＮ{0.506tf} 

ここに、Ｆ8 ：作用力(ガイドレール屈曲部作用力図参照) 

Ｆ9 ：作用力(ガイドレール屈曲部作用力図参照) 

⑨ 駆動作用力(掻上荷重) 

Ｆ＝Ｆ7－Ｆ9 

＝32.223－4.965＝27.258kＮ 

≒27.26kＮ{2.780tf} 

ここに、Ｆ:駆動作用力 

〔解 説〕 

駆動作用力は、ここに示した荷重の他に、レーキに作用する水流による摩擦抵抗力

や浮力等も考えられるが、一般的には考慮しない。 

（５) 駆動装置の計算 

〔解 説〕 

駆動部は、電動機出力回転数を減速装置により減速し、レーキ及びレーキ用チェー

ンを所定の速度で回動するよう設計する。電動機は汎用性があり、経済的な三相誘導

電動機を採用するのが一般的である。ここでは、4 極の三相誘導電動機の動力をサイ

クロ減速機(二段型)及び 1 段の伝動用チェーンにて減速を行うものとして計算する。 

θ－β

  2 

θ－β

  2 

1＋μ3・sin

1－μ3・sin

1＋0.2・sin 

1－0.2・sin

75°－15°

   2 

75°－15°

   2 

出典：[(4)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－ 

(平成 22 年度版)

（H22.4）P103～P137
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① 機械効率 

η＝η1・η2
2・η3

＝0.80×0.952×0.90＝0.650 

ここに、η : 機械総合効率 

η1 : 減速機(二段型サイクロ)効率 0.80 

η2 : スプロケット(伝動用チェーン)効率 0.95 

η3 : スプロケット(レーキ用チェーン)効率 0.90 

(設計指針 2.4.3) 

② 電動機所要出力 

Ｑs＝
Ｆ･νr

60・η

＝
27.26×5.0

60×0.650
＝3.495kＷ 

ここに、Ｑs：電動機所要出力 kＷ 

Ｆ：掻上荷重 (1.1.5－9 参照) 27.26kＮ 

νr：掻上速度 5.000m/min 

よって、出力 3.7kＷの電動機を使用する。 

③ 所要減速比 

i＝
νr

Ｎm・ｐ1・z

＝
5.000

1425×0.1524×13
＝

1

564.6

ここに、i : 所要減速比 

Ｎm : 電動機回転 1425rpm 

ｐ1 : レーキ用チェーンピッチ 0.1524 

ｚ : レーキ用チェーンスプロケット歯 13 

出典：[(5)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137

駆動装置配置図(参考) 
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〔解 説〕 

電動機回転数は、定格負荷時のスリップを見込むものとする。 

ここでは回転のスリップは 5%として計算した。電動機の定格負荷時の回転数は、電

動機製造者の特性により異なるので、国有の値を採用するのが望ましい。 

④ 実減速比 

i0＝i1・i2

＝
1

315.9
×

17

30
＝

1

557.5

ここに、i0 : 総減速比 

i1 : 減速機減速比 
1

315.9

i2 : 伝動用チェーンスプロケット歯数 
17

30

⑤ レーキ実 上速度 

ν0＝Ｎm･ｐ1･ｚ･i0

＝1425×0.1524×13×
1

557.5
 ＝5.064m/min＞νr＝5.000m/min 

ここに、 ν0：レーキ実 上速度 m/min 

⑥ 実速度時電動機所要出カ 

Ｑm＝
Ｆ･ν0

60・η

＝
27.26×5.064

60×0.650
 ＝3.540kＷ＜3.7kＷ 

ここに、 Ｑm：実速度時電動機所要出力 kＷ 

⑦ 実速度時所要減速機出力軸トルク 

Ｔm＝
9.549

Nm

･Ｑm・
η1

i1

＝
9.549

1425
×3.540× 0.8

1/315.9
＝5.995ｋＮ･m{611.3kgf･m}  

ここに、 Ｔm：所要減速機出力軸トルク kＮ･m 

⑧ トルクリミッタ設定トルク 

⑦よりトルクリミッタ設定トルクをＴs＝6.2kＮ･m{632kgf･m}とする。 

出典：[(5)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137
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⑨ 伝動用チェーンに作用する荷重 

f1＝
2・Ｔs・η2

Ｄ1

＝
2×6.2×0.95

0.242
＝48.68kＮ{4964kgf} 

ここに、f1：伝動用チェーンに作用する荷重 kＮ 

Ｄ1：伝動用スプロケットピッチ円直径 0.242m 

(呼番号 140－2、歯数 17) 

⑩ 伝動用チェーン安全率 

s1＝
Ｓ1

ｆ1

＞s1a

s1＝
431

48.68
＝8.854＞s1a＝6.5  

ここに、s1a：伝動用チェーン許容安全率 6.5 

(設計指針 2.2.5) 

Ｓ1：伝動用チェーン平均破断強度 431kＮ 

{44000kgf} (呼番号 140－2) 

⑪ レーキ用チェーンに作用する荷重 

〔解 説〕 

レーキ用チェーンに作用する荷重は、設計指針 2.1.3 及び 2.2.5 により、また、噛

込み発生時設定トルクにより発生する荷重が作用した場合を想定して計算する。 

噛込みは、スクリーン部で発生するものとし、設定トルクにより発生する作用荷重

が最大となる次図の位置(レーキが掻上側屈曲部より下に 1 個、上に 1 個あり、降下

側は屈曲部より下に 2 個ある場合)について計算する。なお、安全を見込んでレーキ

上には塵芥等の荷重はないものとする。 

出典：[(5)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137



2―43

(イ) ガイドレール屈曲部を考慮した掻上側レーキ用チェーン張力 

Ｆ10＝(Ｆ3y＋Ｆ3x＋Ｆ5y＋Ｆ5x)･Ｋ＋Ｆ4x＋Ｆ4y

＝(2.367＋0.127＋3.837＋0.206)×1.222＋0.473＋0.634 

＝9.095kＮ{0.927tf} 

ここに、Ｆ10： 上側レーキ用チェーン張力 kＮ 

Ｆ3y：レーキの重量による 1 個当たり作用力(屈曲部より下) 

2.367kＮ (1.1.5－4 参照) 

Ｆ3x：レーキの重量による 1個当たり転動摩擦抵抗力(屈曲部より下) 

0.127 kＮ (1.1.5－4 参照) 

Ｆ4y：レーキの重量による 1 個当たり作用力(屈曲部より上) 

0.634 kＮ (1.1.5－5 参照) 

Ｆ4x：レーキの重量による 1 個当たり転動摩擦抵抗力(屈曲部より上) 

0.473 kＮ (1.1.5－5 参照) 

Ｆ5y：レーキ用チェーン片面の重量による作用力 

3.837 kＮ (1.1.5－6 参照) 

Ｆ5x：レーキ用チェーン片面の重量による転動摩擦抵抗力 

0.206 kＮ (1.1.5－6 参照) 

Ｋ：屈曲係数(1.1.5－7 参照) 1.222 

出典：[(5)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137

レーキ用チェーン作用荷重が最大となるレーキ位置図(参考) 
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ロ) ガイドレール屈曲部を考慮した降下側レーキ用チェーン張力 

Ｆ11＝{n･(Ｆ3y－Ｆ3x)＋Ｆ5y－Ｆ5x }･
1

Ｋ

＝{2×(2.367－0.127)＋3.837－0.206}×
1

1.222

＝6.637 kＮ{0.677tf} 

ここに、Ｆ11：降下側レーキ用チェーン張力 kＮ 

ｎ ：屈曲部以下の降下側レーキの数 2 

ハ) 過負荷作用側のレーキ用チェーンに作用する荷重(設計指針 2.2.5) 

f2＝Ｆt＋Ｆ11－
Ｆ10

2

＝27.90＋6.637－
9.095

2
 ＝29.99kＮ{3.058tf} 

ここに、 f2：レーキ用チェーンに作用する荷重 kＮ 

Ｆt：トルクリミッタ設定トルクによる発生力 kＮ 

i2：伝動用チェーン減速比 
17

30

η2：伝動用スプロケット効率 0.95 

η3：レーキ用スプロケット効率 0.9 

Ｄ2：レーキ用スプロケットピッチ円直径 0.637m 

Ｆt＝
2･Ｔs･η2

2･η3

Ｄ2･i2

＝
2×6.2×0.952×0.9

0.637×
17

30

 ＝27.90 kＮ{2.845tf} 

ニ) レーキ用チェーン安全率 

s2＝
Ｓ2

ｆ2

＞s2a

s2＝
255

29.99
＝8.50＞s2a＝6.5 

ここに、s2a：レーキ用チェーン許容安全率 6.5 

(設計指針 2.2.5) 

Ｓ2：レーキ用チェーン平均破断強度 

255 kＮ  {26000kgf} 

(注. チェーン強度は、チェーンメーカーの値を採用した) 

出典：[(5)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137
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（６) レーキ桁強度 

〔解 説〕 

レーキ桁に作用する荷重は設計指針 2.1.3 に従い、 

ケース１は、レーキ重量・塵芥とスクリーンの抵抗 

ケース２は、噛込時発生力 

について検討する。 

また、レーキ直角方向の強度は、レーキ反転時のレーキ重量による荷重にて検討す

る。レーキ桁は、乾湿交番部材であるので設計指針 2.3.1 により余裕厚を見込むもの

とする。 

なお、断面性能の算出においてはコーナー部の計算を省略した。 

① レーキ桁断面性能 

レーキ桁  200×100×9(余裕厚外側 1mm) 

Ｈ：20.0(19.8)cm 

Ｂ：10.0(9.8)cm 

ｒ：2.7(2.6)cm 

ｔ：0.9(0.8)cm 

断面性能 

ｘ軸まわりについて 

Ｉx＝2350－
1

12
×(10×203－9.8×19.83)＝2023cm4

Ｚx＝
2×2023

19.8
＝204cm3

ｙ軸まわりについて 

Ｉy＝782－
1

12
(20×103－19.8×9.83)＝668cm4

Ｚy＝
2×668

9.8
＝136cm3 

出典：[(6)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137

レーキ桁図(参考) 
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② ケース１のレーキ桁に作用する荷重の算出 

〔解 説〕 

ケース１(レーキ重量及び塵芥とスクリーンの摩擦抵抗作用時の荷重)は、レーキが

水中にある場合について算出する。 

Ｆg1x＝Ｗ3･cosθ 

＝2.451×cos75°＝0.634 kＮ{0.065tf}(分布荷重) 

Ｆg1y＝Ｆ1x＋Ｆ3y

＝14.04＋2.367＝16.41 kＮ{1.673tf}(分布荷重) 

ここに、 Ｆg1y：ケース１に於けるスクリーン平行方向荷重 kＮ 

Ｆg1x：ケース１に於けるスクリーン直角方向荷重 kＮ 

Ｆ1x ：水中部塵芥の摩擦抵抗力 14.04kＮ 

(1.1.5－2 参照) 

Ｆ3y：レーキ重量による 1 個当たり作用力 2.367kＮ 

(1.1.5－4 参照) 

Ｗ3 ：レーキ 1 個当たりの重量 2.451kＮ 

θ ：スクリーン傾斜角 75 度 

③ ケース２のレーキ桁に作用する荷重の算出 

〔解 説〕 

ケース２の荷重は、噛込時の設定トルクにより発生する作用荷重が最大となるレー

キ用チェーン作用荷重が最大となるレーキ位置図に示す位置にて計算する。 

安全を見込んでレーキ上には塵芥等の荷重はないものとする。 

イ) レーキに作用する噛込み時発生力 

Ｆg2＝
Ｆk

Ｋ

＝
25.44

1.222
＝20.82 kＮ{2.213tf} 

ここに、Ｆg2：レーキに作用する噛込時発生力 kＮ 

Ｆt ：トルクリミッタ設定トルクによるレーキ用チェーンの発生張

力 

27.90kＮ(1.1.6－11(3)参照) 

Ｆ10：ガイドレール屈曲部を考慮した掻上側レーキ用チェーン張力 

9.095kＮ(1.1.6－11(1)参照) 

Ｆ11：ガイドレール屈曲部を考慮した降下側レーキ用チェーン張力 

6.637kＮ(1.1.6－11(2)参照) 

Ｋ ：屈曲係数 1.222 

Ｆk ：ガイドレール屈曲部を考慮した噛込時発生力によるレーキ用

チェーン張力 kＮ 

Ｆk＝Ｆt＋Ｆ11－Ｆ10

＝27.90＋6.637－9.095＝25.44 kＮ{2.594tf} 

ロ) レーキの重量による作用力  

Ｆg2y＝Ｆ3y ＝2.367 kＮ{0.241tf}(分布荷重) 

Ｆg2x＝Ｆg1x＝0.634kＮ{0.065tf}(分布荷重) 

ここに、Ｆg2y：レーキの重量によるスクリーン平行方向作用力 kＮ 

Ｆg2x：レーキの重量によるスクリーン直角方向作用力 kＮ 

出典：[(6)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137
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④ レーキ直角方向最大荷重 

〔解 説〕 

レーキに直角に作用する最大荷重はレーキ反転時のレーキの重量による鉛直荷重で

ある。 

Ｆg3＝Ｗ3＝2.451kＮ{0.25tf}(分布荷重) 

ここに、Ｆg3：レーキ直角方向最大荷重 kＮ 

⑤ 曲げモーメント 

ここに、Ｂc: レーキ用チェーン間隔 4.217m  

Ｍy: レーキのスクリーン平行方向モーメント 

Ｍx: レーキ直角方向モーメント 

イ) ケース１ 

Ｍ1y＝
Ｆg1y･Ｂc

8

＝
16.41×4.217

8
＝8.650kＮ･m＝865000Ｎ･cm{88200kgf･cm} 

Ｍ1x＝
Ｆg1x･Ｂc

8

＝
0.634×4.217

8
＝0.334kＮ･m＝33400Ｎ･cm{3406kgf･cm} 

ロ) ケース２ 

Ｍ2y＝
Ｆg2･Ｂc

4
＋

Ｆg2y･Ｂc

8

＝
20.82×4.217

4
＋

23.67×4.217

8

＝23.20kＮ･m＝2320000Ｎ･cm{236600kgf･cm} 

Ｍ2x＝Ｍ1x 

＝0.334kＮ･m＝33400Ｎ･cm{3406kgf･cm} 

ハ) レーキ直角方向 

Ｍ3x＝
Ｆg3･Ｂc

8

＝
2.451×4.217

8
＝1.292 kＮ･m＝129200Ｎ･cm{13170kgf･cm} 

⑥ 曲げ応力度 

イ) ケース１ 

σ1＝
Ｍ1y

Ｚx

＋
Ｍ1x

Ｚy

＝
865000

204
＋

33400

136
＝4240＋246＝4486Ｎ/cm2

＝44.86Ｎ/mm2{457kgf/cm2}＜120Ｎ/mm2{1200kgf/cm2} 

ここに、σ1：ケース１に於けるレーキ桁応力度 

120Ｎ/mm2：材料の許容応力度(設計指針 2.2.1) 

出典：[(6)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137
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ロ) ケース２ 

σ2＝
Ｍ2y

Ｚx

＋
Ｍ2x

Ｚy

＝
2320000

204
＋

33400

136
＝11370＋246＝11620Ｎ/cm2

＝116.2Ｎ/mm2{1185kgf/cm2}＜120Ｎ/mm2{1200kgf/cm2} 

ここに、σ2：ケース２に於けるレーキ桁応力度 

ハ) レーキ直角方向 

σ3＝
Ｍ3x

Ｚy

＝
129200

136
＝950Ｎ/cm2

＝9.50Ｎ/mm2{97kgf/cm2}＜120Ｎ/mm2{1200kgf/cm2} 

ここに、σ3：レーキ直角方向最大応力度 

⑦ たわみ度 

たわみ度は、ケース１についてのみ検討する。(設計指針 2.2.6) 

たわみ 

δ1y＝
5･(1000･Ｆg1y)･Ｂc

3

384･Ｅ･Ｉx

＝
5×1000×16.41×421.73

384×20.6×106×2023
 ＝0.384cm 

ここに、Ｅ：縦弾性係数 20.6×106Ｎ/cm2

{2.1×106kgf//cm2} 

δ1y：レーキのスクリーン平行方向たわみ cm 

λ1y：レーキのスクリーン平行方向たわみ度 cm 

Ｂc：レーキ用のチェーン間隔 421.7cm 

たわみ度 

λ1y＝
δ1y

Ｂc

＝
0.384

421.7
＝

1

1098
＜

1

800

レーキ直角方向については、レーキがたわんだ場合のエプロンとの隙間に

ついて、慎重に検討しなければならない。(設計指針 2.6.3) 

（７) 駆動軸の強度 

〔解 説〕 

駆動軸は、一般的に除塵機フレームの最上後端部に設置される。 

この部分は常時空中にあるので余裕厚は考慮しなくても良い。 

駆動軸強度計算に当たっては、レーキ及びレーキ用チェーンの自重による作用力が

最大となった時、トルクリミッタの設定トルクが作用したケースを想定して計算を行

う。(設計指針 2.2.5) 

出典：[(6)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137
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① 軸に作用する荷重 

〔解 説〕 

レーキ用チェーンに作用する荷重は、噛込時発生力による荷重が両側レーキ用チェ

ーンに均等にかかった場合と、各々片側にかかった場合とで異なるモーメントを生じ

るので、各々のケース(3 ケース)について照査する必要がある。 

構成部材の重量は、主要なものを計算の対象とする。本例では、軸、レーキ用チェ

ーン、スプロケットについて検討する。伝動用チェーンの重量は、特別な場合を除き

省略するのが一般的である。 

また、レーキ用チェーン作用荷重(下図のｃ点、ｄ点)、軸受反力(ａ点、ｂ点)、伝

動用チェーン作用荷重(ｅ点)、軸及びチェーンスプロケットの重量(Ｗj、Ｗs、Ｗsk)

等は、作用方向が異なるので作用角についても注意しなければならない。 

ここでは、上記 3 ケース中、曲げモーメントが最大となる「レーキ用チェーンに作

用する荷重が片側ｄ点に集中した場合」について駆動軸の計算を行う。 

なお、軸の重量(Ｗj)は、等分布荷重であるが簡略化のため、中央に作用する集中荷

重として計算する。 

ｆc＝
Ｆ10＋Ｆ11

2

＝
9.095＋6.637

2
 ＝7.866kＮ{0.802tf} 

ｆd＝
Ｆ10＋Ｆ11

2
 ＋Ｆk

＝
9.095＋6.637

2
 ＋25.44＝33.31kＮ{3.397tf} 

出典：[(7)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P103～P137

駆動軸に作用する荷重図(参考) 
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ここに、ｆ1：トルクリミッタ設定トルクによる伝動用チェーン荷重 

48.68kＮ (1.1.6－9 参照) 

ｆc、ｆd：レーキ用チェーンスプロケット作用荷重 kＮ 

ＲA、ＲB：軸受反力 kＮ 

Ｗj：軸の自重 2.94kＮ{0.30tf} 

Ｗs：レーキ用チェーンスプロケットの自重 

0.78 kＮ/1 ヶ{0.08tf/1 ヶ} 

Ｗsk：伝動用チェーンスプロケットの自重 

0.71 kＮ/1 ヶ{0.07tf/1 ヶ} 

Ｌ1：軸受とレーキ用チェーンスプロケット間隔 0.135m 

Ｌ2：レーキ用チェーンスプロケット間隔 4.217m 

Ｌ3：軸受と伝動用チェーンスプロケット間隔 0.1052m 

Ｌ4：軸受間隔 4.487m 

Ｆ10：ガイドレール屈曲部を考慮した掻上側レーキ用チェーン張力 

9.095 kＮ (1.1.6－11 参照) 

Ｆ11：ガイドレール屈曲部を考慮した降下側レーキ用チェーン張力 

6.637 kＮ (1.1.6－11 参照) 

Ｆk：ガイドレール屈曲部を考慮した噛込時発生力による張力 

25.44 kＮ (1.1.7－3 参照) 

② 軸に作用する最大曲げモーメント 

x 軸を電動機軸方向(f1 荷重方向)とし、y 軸を鉛直方向とする。 

イ) x 軸方向荷重及び曲げモーメント 

支点反力 

ＲAX＝
ｆd･cosβ･Ｌ1＋ｆc･cosβ･(Ｌ1＋Ｌ2)＋ｆ1･Ｌ3

Ｌ4

＝
33.31×cos15°×0.135＋7.866×cos15°×(0.135＋4.217)＋48.68×0.1052

4.487

＝9.479 kＮ{0.967tf} 

ＲBX＝
ｆc･cosβ･Ｌ1＋ｆd･cosβ･(Ｌ1＋Ｌ2)－ｆ1･(Ｌ4＋Ｌ3)

Ｌ4

＝
7.866×cos15°×0.135＋33.31×cos15°×(0.135＋4.217)－48.68×(4.487＋0.1052)

4.487

＝－18.39 kＮ{－1.875tf} 

曲げモーメント 

ｂ点 

Ｍbx＝ｆ1･Ｌ3

＝48.68×0.1052＝5.121 kＮ･m{0.522tf･m} 

ｃ点 

Ｍcx＝ＲAX･Ｌ1

＝9.479×0.135＝1.280 kＮ･m{0.131tf･m} 

出典：[(7)] 
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ｄ点 

Ｍdx＝ＲAX･(Ｌ1＋Ｌ2)－fc･cosβ･Ｌ2

＝9.479×(0.135＋4.217)－7.866×cos15°×4.217 

＝9.212 kＮ･m{0.939tf･m} 

ロ) y 軸方向荷重及び曲げモーメント 

支点反力 

ＲAy＝
ｆd･sinβ･Ｌ1＋ｆc･sinβ･(Ｌ1＋Ｌ2)－Ｗsk･Ｌ3

Ｌ4

＋
Ｗj

2
 ＋Ｗs

＝
33.31×sin15°×0.135＋7.866×sin15°×(0.135＋4.217)－0.710×0.1052

4.487

＋
2.940

2
 ＋0.780＝4.467 kＮ{0.455tf} 

ＲBy＝
ｆc･sinβ･Ｌ1＋ｆd･sinβ･(Ｌ1＋Ｌ2)＋Ｗsk･(Ｌ4＋Ｌ3)

 Ｌ4

＋
Ｗj

2
 ＋Ｗs

＝
7.866×sin15°×0.135＋33.31×sin15°×(0.135＋4.217)＋0.710×(4.487＋0.1052)

4.487

＋
2.940

2
 ＋0.780＝11.40kＮ{1.162tf} 

曲げモーメント 

ｂ点 

Ｍby＝Ｗsk･Ｌ3

＝0.71×0.1052＝0.0747kＮ･m{0.0076tf･m} 

ｃ点 

Ｍcy＝ＲAy･Ｌ1

＝4.467×0.135＝0.6030 kＮ･m{0.0615tf･m} 

ｄ点 

Ｍdy＝ＲBy･Ｌ1－Ｗsk(Ｌ1＋Ｌ3) 

＝11.40×0.135－0.71×(0.135＋0.1052) 

＝1.368 kＮ･m{0.1395tf･m} 

ハ) 合成曲げモーメント 

ｂ点 

Ｍb＝ Ｍbx
2＋Ｍby

2

＝ 5.1212＋0.07472 ＝5.122 kＮ･m{0.5222tf･m} 

ｃ点 

Ｍc＝ Ｍcx
2＋Ｍcy

2

＝ 1.2802＋0.60302 ＝1.415 kＮ･m{0.1443tf･m} 

出典：[(7)] 
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ｄ点 

Ｍd＝ Ｍdx
2＋Ｍdy

2

＝ 9.2122＋1.3682 ＝9.313 kＮ･m{0.9496tf･m} 

ニ) 軸トルク 

Ｔo＝Ｔs×η2
2×

1

i2

＝6.2×0.952×
30

17
 ＝9.874 kＮ･m{1.007tf･m} 

ここに、Ｔo：駆動軸トルク 

Ｔs：トルクリミッタ設定トルク 6.2kＮ･m(1.1.6－8 参照) 

η2：伝動用チェーンスプロケット効率 0.95 

i2 ：伝動用チェーン減速比 
17

30

〔解 説〕 

軸トルクは、計算を簡略化して全軸同トルク(Ｔo)とみなして計算する。 

③ 相当曲げモーメント 

(ｂ点) 

Ｍeb＝
1

2
 ･( )Ｍb＋ Ｍb

2＋Ｔo
2

＝
1

2
×(512200＋ 5122002＋9874002 ) 

＝812300Ｎ･cm{82830kgf･cm} 

(ｃ点) 

Ｍec＝
1

2
 ･( )Ｍc＋ Ｍc

2＋Ｔo
2

＝
1

2
×(141500＋ 1415002＋9874002) 

＝569500Ｎ･cm{58070kgf･cm} 

(ｄ点) 

Ｍed＝
1

2
 ･( )Ｍd＋ Ｍd

2＋Ｔo
2

＝
1

2
×(931300＋ 9313002＋9874002) 

＝1145000Ｎ･cm{116700kgf･cm} 

④ 相当ねじりモーメント 

(ｂ点) 

Ｔeb＝ Ｍb
2＋Ｔo

2

＝ 5122002＋9874002 ＝1112000Ｎ･cm{113400kgf･cm} 

出典：[(7)] 
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(ｃ点) 

Ｔec＝ Ｍc
2＋Ｔo

2

＝ 1415002＋9874002＝997500Ｎ･cm{101700kgf･cm} 

(ｄ点) 

Ｔed＝ Ｍd
2＋Ｔo

2

＝ 9313002＋9874002＝1357000Ｎ･cm{138400kgf･cm} 

⑤ 駆動軸の断面性能 

〔解 説〕 

駆動軸強度の検討はｂ、ｃ、ｄ点について行う。ｃ、ｄ点はキー溝が切ってある。

ｃ点とｄ点は同径であり作用力はｄ点の方が大きい。よって、ｂ点及びｄ点の強度を

検討する。 

なお、ｅ点はキー溝を切ってありｂ点より強度が弱いので、強度検討が必要である

が、ここでは省略する。 

中間は中空のトルクチューブを使用する場合について検討を行う。 

ｄ点のキー溝による切欠係数 

γ＝1－
0.2･ｂ

ｄ2

－
1.1･t2

ｄ2

＝1－
0.2×3.20

12.50
－

1.1×1.10

12.50
 ＝0.852 

(出典：機械工学便覧Ｂ1－94) 

出典：[(7)] 
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ｂ点の断面係数 

Ｚ1＝
π･ｄ1

3

32

＝
π×11.503

32
 ＝149.3cm3

ｄ点の断面係数 

Ｚ2＝γ･
π･ｄ2

3

32

＝0.852×
π×12.503

32
 ＝163.4cm3

ｂ点の極断面係数 

Ｚp1＝
π･ｄ1

3

16

＝
π×11.503

16
 ＝298.6cm3

ｄ点の極断面係数 

Ｚp2＝γ･
π･ｄ2

3

16

＝0.852×
π×12.503

16
 ＝326.7cm3

ここに、ｄ1：ｂ点の軸径 11.50cm 

ｄ2：ｄ点の軸径 12.50cm 

ｂ：キー溝の幅 3.20cm 

t2：キー溝の深さ 1.10cm 

⑥ 駆動軸の許容応力度 

許容曲げ応力度 

σa＝
σst

Ｓσ

＝
440

5
 ＝88Ｎ/mm2{900kgf/cm2} 

許容せん断応力度 

τa＝
σst

Ｓτ

＝
440

8.7
 ＝51Ｎ/mm2{520kgf/cm2} 

ここに、駆動軸の材質    Ｓ25Ｃ－Ｎ 

σst：引張強度 440Ｎ/mm2{4500kgf/cm2} 

Ｓσ：引張・圧縮に対する安全率 5(設計指針 2.2.5) 

Ｓτ：せん断に対する安全率 8.7(設計指針 2.2.5) 

出典：[(7)] 
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⑦ 駆動軸の曲げ応力度 

ｂ点 

σ1＝
Ｍeb

Ｚ1

＝
812300

149.3
 ＝5441Ｎ/cm2

＝55Ｎ/mm2{561kgf/cm2}＜σa＝88Ｎ/mm2{900kgf/cm2} 

ｄ点 

σ2＝
Ｍed

Ｚ2

＝
1145000

163.4
 ＝7008Ｎ/cm2

＝71Ｎ/mm2{715kgf/cm2}＜σa＝88Ｎ/mm2{900kgf/cm2} 

⑧ 駆動軸のせん断応力度 

ｂ点 

τ1＝
Ｔeb

Ｚp1

＝
1112000

298.6
 ＝3724Ｎ/cm2

＝38Ｎ/mm2{387kgf/cm2}＜τa＝51Ｎ/mm2{520kgf/cm2} 

ｄ点 

τ2＝
Ｔed

Ｚp2

＝
1357000

326.7
 ＝4154Ｎ/cm2

＝42Ｎ/mm2{428kgf/cm2}＜τa＝51Ｎ/mm2{520kgf/cm2} 

⑨ トルクチューブの断面性能 

断面 2 次極モーメント 

Ｉp＝
π･(Ｄ4－ｄ'4)

32

＝
π･(16.524－14.124)

32
 ＝3410cm4

出典：[(7)] 
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端部の極断面係数 

Ｚp＝
2･π(Ｄ4－ｄ'4)

32･Ｄ

＝
2×π×(16.524－14.524)

32×16.52
 ＝356.9cm3

ここに、トルクチューブの材質 ＳＴＫＭ13Ａ 

Ｄ  ：外径 16.52cm 

ｄ  ：内径 14.12cm 

ｄ’：端部機械加工代を含む内径 14.52cm 

Ｔo  ：駆動軸トルク 987400Ｎ･cm 

Ｇ  ：横弾性係数 79.4×105Ｎ/cm2

{8.100×105kgf/cm2} 

Ｔed ：ｄ点の相当ねじりモーメント 1357000Ｎ･cm 

⑩ トルクチューブのねじれ角 

θT＝
Ｔo

Ｉp･Ｇ

＝
987400

3410×79.4×105＝3.647×10－5rad/cm 

＝0.209°/m＜θa＝0.250°/m 

ここに、 θa：許容ねじれ角 0.250°/m 

(出典：機械工学便覧Ｂ1－95) 

⑪ トルクチューブの許容せん断応力度 

τa＝
σst

Ｓτ

＝
370

8.7
 ＝43Ｎ/mm2{438kgf/cm2} 

ここに、Ｓt：引張り強さ 370Ｎ/mm2{3800kgf/cm2} 

Ｓτ：安全率 8.7(設計指針 2.2.5) 

出典：[(7)] 
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⑫ トルクチューブのせん断応力度 

τT＝
Ｔed

Ｚp

＝
1357000

356.9
 ＝3802Ｎ/cm2

＝38Ｎ/mm2{387kgf/cm2}＜τa＝42Ｎ/mm2{438kgf/cm2} 

〔解 説〕 

トルクチューブの強度は、この他に曲げ強度の照査も行なう必要があるが、ここで

は省略する。 

２) バースクリーン 

（１) 設計仕様 

水 路 の 種 類 排水路 

設 置 数 4 面 

水 路 幅 4.500m 

水 路 高 6.000m 

傾 斜 角 度 75 度 

ス ク リ ー ン 目 幅 0.060m 

最 高 水 深 5.000m 

設 計 水 位 差 1.000m 

（２) スクリーン概略図 

出典：[2)] 

除塵設備設計指針 
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（３) スクリーンバーの強度 

スクリーンバーに作用する荷重 

〔解 説〕 

バーに作用する荷重は、水位差による水圧荷重とバ一重量によるものを考慮する。

なお、流速が遅いため、カルマン渦は考慮しないものとする。また、バーの支持は連

続梁となっている場合が多いが、単純梁として計算を行う。 

ここに、ρ：水の単位体積質量 1000kg/m3

ho：スクリーン部の水位差 1.000m 

b ：受圧幅(スクリーンバーピッチ) 0.069m 

Ｌ1：受圧高(受桁ピッチ最大値) 1.780m 

θ：スクリーンバーの傾斜角度 75 度 

Ｇsb：スクリーンバーの自重(支持間内) 88Ｎ/本{9kgf/本} 

ｌb：スクリーンバーの横方向支持間隔 410mm 

g ：重力加速度 9.807m/sec2

① スクリーンバーに作用する水平荷重 Ｒbx

Ｒbx＝ρ･g･ho･Ｌ1･b＋Ｇsb･cosθ 

＝1000×9.807×1.000×1.780×0.069＋88×cos75° 

＝1227Ｎ{125kgf} 

② スクリーンバーに作用する垂直荷重 Ｒby

Ｒby＝Ｇsb･sinθ＝88×sin75°＝85.0Ｎ{9kgf} 

スクリーンバーの断面性能 

バーは、ＦＢ75×9(ＳＳ400)を使用し、余裕厚は片面 1mm とする。 

出典：[2)]  
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〔解 説〕 

デスタンスピース取付位置は、バーの中央でない場合が多いが断面性能算出は、中

央にあるものとして行う。 

バーの幅 ａb＝75＜12･t＝108mm(設計指針 2.6.1) 

断面二次モーメント Ｉbx＝
0.7

12
 ×(7.33－2.33)＝21.98cm4

断面係数 Ｚbx＝
2×21.98

7.3
 ＝6.022cm3

断面積 Ａb＝0.7(7.3－2.3)＝3.500cm2

スクリーンバー強度 

① 最大曲げモーメント Ｍxmax

Ｍxmax＝
Ｒbx･Ｌ1

8
＝

1227×178.0

8
＝27300Ｎ－cm{2784kgf･cm} 

② 最大応力度 σxma

σxmax＝
Ｍxmax

Ｚbx

＋
Ｒby

Ａb

＝
27300

0.22
＋

85.0

3.500

＝4558N/cm3＝45.6Ｎ/mm2{465kgf/cm2} 

＜47.0Ｎ/mm2{480kgf/cm2} 

出典：[2)]  

除塵設備設計指針 
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③ 許容曲げ応力度(横方向座屈) σba

σba＝0.6･σy{1.23－0.0153ｌb/(t－εo)} (設計指針 2.2.1) 

ここに、 σy：ＳＳ400(ｔ＝9)の降状点 235Ｎ/mm2{2400kgf/cm2} 

ｔ：バーの板厚    9mm 

εo：余裕厚(両面で) 2mm(設計指針 2.3.1) 

ｌb：バーの横方向支持間隔 410mm 

＜70･(t－εo)＝490mm(設計指針 2.6.1) 

＝0.6×235× 1.23－0.0153× 
410

9－2

＝47.0Ｎ/mm2{480kgf/cm2} 

スクリーンバーのたわみ度 

① たわみ量δsb

δsb＝
5･Ｒbx･Ｌ1

3

384･Ｅ･Ｉbx

＝
5×1227×178.03

384×20.6×106×21.98
＝0.199cm 

ここに、Ｅ：ＳＳ400 の縦弾性係数 20.6×106Ｎ/cm2{2.1×106kgf/cm2} 

② たわみ度 

δsb

Ｌ1

＝
0.199

178.0
＝

1

894
＜

1

800
 (設計指針 2.2.6) 

（４) スクリーン受桁の強度 

受桁に作用する荷重 

〔解 説〕 

受桁に作用する水位差による水圧荷重、スクリーンバー及び受桁重量の垂直方向荷

重は、上部受桁、エプロン等の部材で支持されているが、受桁に作用するものとして

強度計算を行う。 

なお、受桁に作用するねじりに対しては、強度計算を行わないものとする。また、

受桁の支持は、単純支持として計算を行う。 

① 受桁に作用する水平荷重Ｐsx

Ｐsx＝
ρ･g･ho･(Ｌ1＋Ｌ2)･Ｂ

2
＋Ｇs･cosθ 

ここに、Ｇs：スクリーンバー及び受桁の重量 8493Ｎ{866kgf} 

Ｈ250×250×9/14 4140mm 2942Ｎ{300kgf} 

ＦＢ75×9 1780×60 本 5551Ｎ{566kgf} 

Ｂ :受桁の受圧幅(支間)4.140m 

＝
1000×9.807×1.000×(1.780＋1.780)×4.140

2
＋8493×cos75° 

＝74470Ｎ{7594kgf} 

② 受桁に作用する垂直荷重Ｐsy

Ｐsy＝Ｇs･sinθ＝8493×sin75°＝8204Ｎ{837kgf} 

出典：[2)]  
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受桁の断面性能 

〔解 説〕 

断面性能算出において、スクリーンバーの取付用ボルト穴部は低減しないものとす

る。溝形鋼、Ｉ形鋼等における計算上のフランジの厚さは、張出しフランジ部の中央

部の厚さとする。またＨ形鋼、Ｉ形鋼の余裕厚部の断面二次モーメントは、次の式に

より行う。 

ここに、εo：余裕厚(片面) 

Ｘ方向(Ｙ軸に対して)の断面二次モーメントの削除 Ｉx

Ｉx＝
1

12
 [{b･a3－(b－2･εo)･(a－2･εo)

3

＋(b－c)･{(a－2･t＋2･εo)
3－(a－2･t)3}] 

Ｙ方向(Ｘ軸に対して)の断面二次モーメントの削除 Ｉy

Ｉy＝
εo･b

2･(b＋3･t－6･εo)

3

受桁は、Ｈ250×250×9/14(ＳＳ400)を使用し、余裕厚は、片面 1mm(設計指針 2.3.1)

とする。 

Ｘ方向 10700cm4

Ｈ250×250×9/14 の断面二次モーメント 

Ｙ方向  3650cm4

① Ｘ方向(Ｙ軸に対して)の断面二次モーメント Ｉsx

Ｉsx＝10700－
1

12
 {25×253－24.8×24.83

＋(25.0－0.9)×(22.43－22.23)} 

＝9071cm4

② Ｙ方向(Ｘ軸に対して)の断面二次モーメント Ｉsy

Ｉsy＝3650－
0.1×252×(25＋3×1.4－6×0.1)

3
 ＝3054cm4 

出典：[2)]  
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③ 断面性能 

受桁断面性能表(参考) 

断面二次モーメ

ント Ｉs(cm
4) 

断面係数 

Ｚs(cm
3) 

ウエブ総断面積 

Ａw(cm
2) 

圧縮フランジ総

断面積Ａc(cm
2) 

Ｘ方向 

(水平方向) 
9071 

2×9071

24.8
＝731.5 

0.7×22.4 

＝15.68 

1.2×24.8 

＝29.76 

Ｙ方向 

(垂直方向) 
3054 

2×3054

24.8
＝246.3 

受桁強度 

① Ｘ方向(水平方向)の最大曲げモーメント Ｍsxmax

Ｍsxmax＝
Ｐsx･Ｂ

8
＝

74470×414.0

8
＝3854000Ｎ－cm{393000kgf－cm} 

② Ｙ方向(垂直方向)の最大曲げモーメント Ｍsymax

Ｍsymax＝
Ｐsy･Ｂ

8
＝

8204×414.0

8
＝424600Ｎ－cm{43300kgf－cm} 

③ 受桁同軸方向の最大曲げ応力度 σsmax

σsmax＝
Ｍsxmax

Ｚsx

＋
Ｍsymax

Ｚsy

＝
3854000

731.5
＋

424600

246.3

＝5269＋1724＝6993Ｎ/cm2

＝70Ｎ/mm2{714kgf/cm2}＜σas＝93.1Ｎ/mm2

④ 受桁の最大せん断応力度 τsmax

〔解 説〕 

せん断応力度の計算は、Ｘ方向(水平方向)のみについて行い、最大の位置は、受桁

支点部に発生する。 

τsmax＝
Ｐsx

2･Ａw

＝
74470

2×15.68
＝2375Ｎ/cm2＝23.8Ｎ/mm2{242kgf/cm2} 

＜70Ｎ/mm2{700kgf/cm2}(設計指針 2.2.1) 

⑤ 受桁の許容曲げ応力度 σas

〔解 説〕 

受桁の許容曲げ応力度は、Ｘ方向(Ｙ軸に対して)にて算出し、受桁の同軸方向の曲

げ応力度と証査する。 

Ａw

Ａc

＝
15.68

29.76
＝0.53＜2 よりＫ＝2  (設計指針 2.2.1) 

ｌ

b
＝

4140

248
＝16.69 

9

Ｋ
＝4.5＜

ｌ

b
≦30 

ここに、 

ｌ：圧縮フランジ固定間距離 

ｌ＝Ｂ＝414.0cm 

b ：厚縮フランジ幅 24.8cm 

出典：[2)]  

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P137～P144
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故に、許容応力度は、次式により算出する 

σas＝120－1.1･(Ｋ･
ｌ

b
－9)＝120－1.1×(2×

4140

248
－9) 

＝93.1Ｎ/mm2{950kgf/cm2} 

受桁のたわみ度 

① Ｘ方向(水平方向)の最大たわみ量 δsx

δsx＝
5･Ｐsx･Ｂ

3

384･Ｅ･Ｉsx

＝
5×74470×414.03

384×20.6×106×9071
＝0.369cm 

② Ｘ方向(水平方向)の最大たわみ度 

δsx

Ｂ
＝

0.369

414.0
＝

1

1122
＜

1

800
 (設計指針 2.2.6) 

③ Ｙ方向(垂直方向)の最大たわみ量 δsy

δsy＝
5･Ｐsy･Ｂ

3

384･Ｅ･Ｉsy

＝
5×8204×414.03

384×20.6×106×3054
＝0.120cm 

④ Ｙ方向(垂直方向)の最大たわみ度 

δsy

Ｂ
＝

0.120

414.0
＝

1

3450
＜

1

800

出典：[2)]  

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P137～P144
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３) 水平ベルトコンベヤ 

（１) 設計仕様 

設 置 数 1 基 

水 平 機 長  23.000m 

コ ン ベ ヤ 速 度  20.000m/min(仮定)(設計指針 3.6.2) 

除 塵 機 仕 様 

除塵機基数 Ｎj＝4 基 

水 路 幅 Ｂs＝4.500m 

レーキ 1 個当たり設計最大塵芥掻上体積  Ｖr＝0.307  /個 

レ ー キ 幅 Ｂr＝3.933m 

全除塵機による時間当たりの塵芥処理量 Ｑj＝80.57  /hr 

レーキの取付間隔 Ｐr＝4.572m 

レーキの掻上速度 υr＝5.000m/min 

（２) コンベヤベルト幅の決定 

ベルト幅の必要断面積 Ａ(設計指針 3.6.5) 

Ａ＝ Ｎj－0.5･
Ｖr

Ｂr

＝ 4－0.5×
0.307

3.933
＝0.146m2＜Ａc＝0.196m2

Ａc：ベルト幅 750mm の有効載荷断面積(0.196m2) 

出典：[3)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P145～P150

水平ベルトコンベヤの略図(参考) 

ベルトコンベヤの断面図(参考) 
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（３) 搬送容量の決定 

〔解 説〕 

搬送容量を計算する場合は(設計指針 3.6.5) を参照し、コンベヤの速度は、モータ

プーリ製造者の公称速度で行い、モータのスリップは考慮しない。 

コンベヤの載荷断面積による場合の搬送容量 Ｑc1

Ｑc1＝ρt･g･Ａc･υc

＝800×9.807×0.1906×20.000＝29910Ｎ/min＝498.5Ｎ/sec 

＝1794kＮ/hr{183tf/hr} 

ここに、ρt：塵芥の単位体積質量 800kg/m3(設計指針 2.1.3) 

υc：コンベヤの速度(仮定) 20.000m/min 

g ：重力加速度 9.807m/sec2

除塵機設置基数、レーキ載荷断面積、レーキ速度を考慮した場合の搬送容量 Ｑc2

n･υc･tr＝1×20.000×0.9144＝18.29m＜Ｌb＝23.000m＜(n＋1)･υc･tr

＝(1＋1)×20.000×0.9144＝36.58m 

① コンベヤの速度、機長を考慮した場合の搬送容量 Ｑc2A

Ｑc2A＝
ρt･g･ＶrＮj･υc

Ｌb

ｎ＋
Ｌb－ｎ･υc･tr

 ＮjＢs

＝
800×9.807×0.307×4×20.000

23.000

× 1＋
23.000－1×20.000×0.9144

4×4.500

＝10570Ｎ/min＝176.2Ｎ/sec{64.67tf/hr} 

② 全除塵機の塵芥処理量より算出した場合の搬送容量 Ｑc2B

Ｑc2B＝
ρt･g･Ｑj

60
＝

800×9.807×80.57

60

＝10540Ｎ/min＝175.7Ｎ/sec{64.48tf/hr} 

ここに、Ｌb：コンベヤの機長 23.000m 

tr＝
Ｐr

υr

＝
4.572

5.000
＝0.9144min 

Ｐr：レーキの取付間隔 4.572m 

υr：レーキの 上速度 5.000m/min 

Ｂs：水路幅 4.500m 

ｎ ：ｎ･υc･tr Ｌb<(ｎ＋1)･υc･tr を満足する正の整数 1 

モータ容量算出に使用する搬送容量Ｑc 及び搬送速度υc の決定 

Ｑc1＝498.5Ｎ/sec＞Ｑc2A＝176.2Ｎ/sec＞Ｑc2B＝175.7Ｎ/sec 

故に、搬送容量Ｑc＝Ｑc2A＝176.2Ｎ/sec(10.57kＮ/min)及び速度 

υc＝20.00m/min にてモータ容量を算出する。 

出典：[(3)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P145～P150
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（４) 動力の計算 

〔解 説〕 

設計指針 3.6.5 を参照し動力の算出計算式は、JIS B 8805(1976)による。 

また、テークアップによる機長の変動は、無視して計算をする。 

所要動力の算出 Ｐ 

Ｐ＝
1

6000
･{f･(Ｌb＋Ｌq)･(g･Ｗb･υc＋Ｑc)＋Ｗr･Ｌb･υc} 

ここに、ｆ ：ローラの転動摩擦係数 0.03(設計指針 2.1.6) 

Ｌq：水平軸心距離修正値 49.000m 

Ｗb：搬送物以外の運行部の重量 53kg/m(設計指針 3.6.5) 

Ｗr：スカートゴムの摩擦抵抗 50Ｎ/m(設計指針 3.6.5) 

Ｐ＝
1

6000
×{0.03×(23.000＋49.000) 

×(9.807×53×20.000＋10570)＋50×23.000×20.000} 

＝1.14kＷ 

電動機の決定 

〔解 説〕 

モータプーリの機械効率は、プーリ製造者、形式及びモータ容量等により異なるの

で選定するに当たってはよく調査する必要が有る。 

モータの所要容量 Ｐn

Ｐn＝
Ｐ

η
＝

1.14

0.85
＝1.34kＷ＜Ｐm＝1.5kＷ 

ここに、 η：モータプーリの機械効率 0.85 

(サイクロ減速機内蔵 1/87) (設計指針 2.4.3) 

Ｐm：使用モータ容量 1.5kＷ 

（５) コンベヤベルトの計算 

〔解 説〕 

ベルトの有効張力を算出する場合、モータの滑り率は、安全側に配慮する。また、

滑り率は、モータプーリ製造者の資料の数値を用いるのが望ましい。 

ベルトの有効張力 Ｆp

Ｆp＝
60000･ｐm･η

υc･(1－k)
＝

60000×1.5×0.85

20.000×(1－0.05)
＝4026Ｎ{411kgf} 

ここに、 k：モータの滑り率 0.05 

駆動プーリの弛み側張力 Ｆ2

Ｆ2＝
Ｆp

ｅμθ－1
＝

4026

ｅ0.35×3.316－1
＝1837Ｎ{187kgf} 

ここに、 μ：ゴムベルトとプーリの摩擦係数 0.35(設計指針 2.1.6) 

θ：ベルトの巻付角 190°(3.316rad) 

駆動プーリの張り側張力 Ｆ1

Ｆ1＝Ｆp＋Ｆ2＝4026＋1837＝5863Ｎ{598kgf} 

出典：[(4)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P145～P150
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ローラ支間のベルトたわみ規制による必要最小張力 Ｆ4

〔解 説〕 

キャリアローラ、リタンローラの各支点間の中央でのベルトのたわみは、キャリア

側では 10mm、リタン側ではローラ取付間隔の 1/50 程度にするのが一般的である。な

お、塵芥重量によるベルトに作用する単位長さ当たりの荷重は、平均数値を用いる。 

① キャリア側 Ｆ4ｋ

Ｆ4ｋ＝
ｌc

8･δ
･

Ｑc

υc

＋g･Ｗc ＝
80

8
×0.800×

10570

20.000
＋9.807×9.3  

＝4958Ｎ{506kgf} 

ここに、 Ｗc：ゴムベルトの質量 9.3kg/m 

ｌc：キャリアローラの取付間隔 0.800m 

δ ：キャリア側たわみ度 
10mm

800mm
＝

1

80

② リターン側 Ｆ4Ｒ

Ｆ4Ｒ＝
ｌR･g･Ｗc

8･δR

＝
50

8
×2.000×9.807×9.3＝1140Ｎ{116kgf} 

ここに、 ｌR：リターンローラ取付間隔 2.000m 

δR：リターン側たわみ度  1/50 

故に、必要最小張力 Ｆ4＝Ｆ4k＝4958Ｎ 

ベルトに作用する最大張力 Ｆmax

Ｆmax＝Ｆp＋Ｆ4＝4026＋4958＝8984Ｎ{916kgf}＞Ｆ1＝5863Ｎ 

使用ベルトの安全率 s 

s＝
ＦB･Ｂb

Ｆmax

＝
245×750

8984
＝20.5＞10(設計指針 2.2.5) 

ここに、 ＦB：使用ベルトの単位幅当の強力 245Ｎ/mm{250kgf/cm} 

Ｂb：使用ベルト幅 750mm 

出典：[(5)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P145～P150
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４) 傾斜ベルトコンベヤ 

（１) 設計仕様 

設 置 数 1 基 

コ ン ベ ヤ 水 平 機 長 Ｌb＝10.480m 

コ ン ベ ヤ 斜 長 Ｌc＝12.100m 

コ ン ベ ヤ 軸 心 高 Ｈc＝6.050m 

傾 斜 角 度 α＝30 度 

コ ン ベ ヤ 速 度 υck＝26.000m/min(設計指針 3.6.2) 

1 次側コンベヤの仕様 

1 次側のベルト幅の必要断面積 Ａ＝0.146 ㎡ 

塵 芥 処 理 量 Ｑc＝10570Ｎ/min{64.67tf/hr} 

コ ン ベ ヤ 速 度 υc＝20.000m/min 

除塵機の仕様 

除 塵 機 基 数 Ｎj＝4 基 

レーキ 1 個当たり設計最大塵芥掻上体積 Ｖr＝0.307m3/個 

水 路 幅 Ｂs＝4.500m 

（２) コンベヤベルト幅の決定 

使用ベルトの必要載荷断面積(Ａck)の算出 

〔解 説〕 

ベルト幅は、前段コンベヤ幅(750)以上のものを使用し、載荷断面積は、コンベヤ

速度を考慮して決定する。 

Ａck＝
Ａ･υc

 υck

＝
0.146×20.000

26.000
＝0.1123m2＜Ａc＝0.123m2

出典：[4)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P150～P155

傾斜ベルトコンベヤの略図(参考) 
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（３) 搬送容量の決定 

〔解 説〕 

搬送容量を計算する時、コンベヤの速度は、モータプーリ製造者の公称速度で行い、

モータのスリップは考慮しない。 

コンベヤの載荷断面積による場合の搬送容量 Ｑck1

Ｑck1＝ρt･Ａc･υckcos3･(α－15°) 

＝800×9.807×0.123×26.000cos3×(30°－15°)＝17740Ｎ/min 

＝295.7Ｎ/sec{108.5tf/hr} 

ここに、 ρt:塵芥の単位体積質量 800kg/m3(設計指針 2.1.3) 

g:重力加速度 9.807m/sec2

υck:コンベヤの速度 26.000m/min 

全除塵機のレーキ 1 個当り設計最大塵芥量が連続的にコンベヤに作用した場合の搬送

容量 Ｑck2

〔解 説〕 

搬送容量の算出は、傾斜ベルトコンベヤの斜長(Ｌc)、除塵機の基数(Ｎj)、レーキ

の設計最大塵芥 上体積(Ｖr)、水路幅(Ｂs)等を考慮して決定する。 

Ｂs･Ｎj>Ｌc の場合Ｑck2＝
ρt･g･Ｖr･υck

Ｂs

Ｂs･Ｎj Ｌc の場合Ｑck2＝
ρt･g･Ｖr･Ｎj･υck

Ｌc

Ｂs･Ｎj＝4.500×4＝18.000m＞Ｌc＝12.100m 

Ｑck2＝
ρt･g･Ｖr･υck

Ｂs

＝
800×9.807×0.307×26.000

4.500
＝13920Ｎ/min 

＝232.0Ｎ/sec{85.14tf/hr} 

モータ容量算出に使用する搬送容量Ｑck 及び、搬送速度υck の決定 

Ｑck1＝17740Ｎ/min＞Ｑck2＝13920Ｎ/min＞Ｑc＝10570Ｎ/min 

故に、Ｑck＝Ｑck2＝13920Ｎ/min{85.14tf/hr}及び速度υck＝26m/min によってモー

タ容量を算出する。 

出典：[4)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P150～P155

傾斜ベルトコンベヤの断面図(参考)
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（４) 動力の計算 

〔解 説〕 

「設計指針 3.6.5」を参照し、動力の算出計算式は、JIS B 8805(1976)による。また、

テークアップによる機長の変動は、無視して計算する。 

所要動力の算出 Ｐ 

Ｐ＝
1

60000
 ･{f･(Ｌb＋Ｌq)･(g･Ｗb･υck＋Ｑck)＋Ｑck･Ｈc＋Ｗr･Ｌc･υck} 

ここに、 f：ローラの転動摩擦係数 0.03 (設計指針 2.1.6) 

Ｌb：コンベヤ水平軸心間距離 10.480m 

Ｌc：コンベヤの斜長  12.100m 

Ｌq：水平軸心距離修正値  49.000m 

Ｈc：コンベヤ軸心高距離  6.050m 

Ｗb：搬送物以外の運行部の重量  53kg/m (設計指針 3.6.5) 

Ｗr：スカートゴムの摩擦抵抗  50Ｎ/m (設計指針 3.6.5) 

υck：コンベヤの速度  26.000m/min 

Ｐ＝
1

60000
 ×{0.03×(10.480＋49.000)×(9.807×53×26.000＋13920) 

＋13920×6.050＋50×12.100×26.000} 

＝2.482kＷ 

電動機の決定 

〔解 説〕 

モータプーリの機械効率は、プーリ製造者、形式、モータ容量等により異なるので、

選定に当たっては、調査する必要がある。 

モータの所要容量 Ｐn

Ｐn＝
Ｐ

η
＝

2.482

0.85
＝2.92kＷ＜Ｐm＝3.7kＷ 

ここに、 η：モータプーリの機械効率 0.85 

(サイクロ減速機内蔵 1/87) (設計指針 2.4.3) 

Ｐm：使用モータ容量  3.7kＷ 

（５) コンベヤベルトの計算 

〔解 説〕 

ベルトの有効張力を算出する場合、モータの滑り率は、安全側に配慮する。また、

滑り率は、モータプーリ製造者の資料の数値を用いるのが望ましい。 

ベルトの有効張力 Ｆp

Ｆp＝
60000･Ｐm･η

υck･(1－k)
＝

60000×3.7×0.85

26.000×(1－0.05)
＝7640Ｎ{779kgf} 

ここに、 k：モータの滑り率 0.05 

駆動プーリの弛み側張力 Ｆ2

Ｆ2＝
Ｆp

ｅμθ－1
＝

7640

ｅ0.35×3.316－1
)＝3486Ｎ{356kgf} 

ここに、 μ：ゴムベルトとプーリの摩擦係数 0.35 (設計指針 2.1.6) 

θ：ベルトの巻付角 190° (3.316rad) 

出典：[(4)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P150～P155
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駆動プーリの張り側張力 Ｆ1

Ｆ1＝Ｆp＋Ｆ2＝7640＋3486＝11126Ｎ{1135kgf} 

ベルトゴムの重量による傾斜張力 Ｆ3

Ｆ3＝Ｗc･Ｌb･g(tanα－f)＝10.6×10.480×9.807×(tan30°－0.03) 

＝596Ｎ{60.8kgf} 

ここに、 Ｗc：ゴムベルトの重量 10.6kg/m 

α：コンベヤの傾斜角度 30 度 

ローラ支間のベルトたわみ規制による必要最小張力 Ｆ4

〔解 説〕 

キャリアローラ、リタンローラ支点間の中央部でのベルトのたわみは、キャリア側

では 10mm、リタン側ではローラ取付間隔の l/50 程度にするのが一般的である。なお、

塵芥荷重によるベルトに作用する単位長さ当たりの荷重は、平均数値を用いる。 

① キャリア側 Ｆ4ｋ

Ｆ4ｋ＝
lｃ

8･δ
･

Ｑck

υck

＋g･Ｗc ･cosα 

＝
80×0.800

8
×

13290

26.000
＋9.807×10.6 ×cos30° 

＝4262Ｎ{435kgf} 

ここに、 lc：キャリアローラの取付間隔 0.800m 

δ：キャリア側たわみ度 
10mm

800mm
＝

1

80

② リターン側 Ｆ4Ｒ

Ｆ4Ｒ＝
ＩR

8･δR

･g･Ｗc･cosα＝
50×2.000

8
×9.807×10.6×cos30° 

＝1125Ｎ{115kgf} 

ここに、 ＩR：リターンローラの取付間隔 2.000m 

δR：リターン側たわみ度 1/50 

故に、必要最小張力Ｆ4＝Ｆ4k＝4262Ｎとする。 

ベルトに作用する最大張力 Ｆmax

① モータ出力による場合 Ｆmax1

Ｆmax1＝Ｆp＋Ｆ2＝7640＋3486＝11126Ｎ{1136kgf}

② ベルトの撓み、傾斜張力を考慮した場合 Ｆmax2

Ｆmax2＝Ｆp＋Ｆ3＋Ｆ4＝7640＋596＋4262＝12498Ｎ{1275kgf}

故に最大張力Ｆmax＝Ｆmax2＝12498Ｎ 

ベルトの安全率 s 

ｓ＝
Ｆb･Ｂb

Ｆmax

＝
245×750

12498
＝14.7＞10 (設計指針 2.2.5) 

ここに、 Ｆb：使用ベルトの単位幅当の強力 245Ｎ/mm{250kgf/m} 

Ｂb：使用ベルト幅 750mm 

出典：[(5)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P150～P155
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５) ホッパ 

（１) 設計仕様 

塵 芥 最 大 受 荷 量 6.000  /hr 

ホ ッ パ 容 量 5.000  

開 閉 方 式 電動シリンダ方式 

開 口 部 寸 法 1.600m×1.800m 

〔解 説〕 

ホッパの形式、容量等の決定にあたっては(設計指針 3.7)の主旨を考慮して計画す

るのが望ましい。 

（２) ホッパ概略図 

（３) ホッパ容量（Ｖ1）の算出 

出典：[5)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P155～P159

ホッパ概略図(参考)

ホッパの寸法図(参考)
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Ｖ1＝
Ｂ1＋Ｂ3

2
･Ｈ2＋Ｈ1･Ｂ1 ･Ｂ2

＝
1.600＋0.400

2
×0.200＋1.650×1.600 ×1.800 

＝5.11m3＞5.00m3

ここに、  Ｖ1：ホッパ容量 m3

Ｂ1、Ｂ2：ホッパ上部寸法 m 

Ｈ1、Ｈ2：ホッパの高さ寸法 m 

（４) カットゲートの開閉力の計算 

〔解 説〕 

開閉力の計算は、可動部が氷結していないものとして行うが、運転時氷結する恐れ

のある場合は、氷結に対して有効な対策を講ずる必要がある。また、ホッパにフード

等を設ける場合、フード内にも塵芥があるものとして開閉力を証査する。なお、開閉

力の算出は、ホッパゲートの吊心位置及びゲート開度により開閉力が異なるので、最

大の数値を求める必要がある。 

軸受ピン等の摩擦抵抗力は、値が小さいので無視し、閉扉操作時にはホッパ内に塵

芥は、無いものとして計算する。 

ゲート底板に使用する平均単位荷重Ｐi

Ｐi＝ρt･g･ Ｈ1＋
Ｈ2

2
＝800×9.807× 1.650＋

0.200

2

＝13730Ｎ{1.400tf/m2} 

ここに、 ρt：塵芥の単位体積質量 800kg/m3(設計指針 2.1.3) 

g：重力加速度 9.807m/sec2

開閉力の計算 

１)閉扉力 Ｔ1(全閉時) 

Ｔ1＝
Gt･lg･sinαg+Pi･B2･(l1･sinα1+α)･(l1･sinα1-α)/2-μ･Pi･B2･(l1･sinα1+α)･l1･cosα1

ｒ1

出典：[(3)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P155～P159

ゲートと電動シリンダとの関連図(参考) 
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ここに、 

Ｔ1：閉扉時シリンダに作用する荷重 

ｒ1：開閉用ピンよりシリンダまで垂線距離 0.45m 

Ｇt：扉重量 1764Ｎ{180kgf} 

lg  ：開閉用ピンから扉重心までの距離 0.580m 

αg：開閉用ピンから扉重心の偏心角度 5 度 

l1  ：開閉用ピンから扉先端までの距離 0.750m 

α1：開閉用ピンから扉先端の偏心角度 42 度 

α ：開閉用ピンからホッパ側板までの距離 0.300m 

μ ：塵芥と扉底板の摩擦係数 0.5(設計指針 2.1.6) 

閉扉力は、安全を見込み、上式 3 項は、零として計算する。 

Ｔ1＝
1764×0.580×sin5°+13730×1.800×(0.750×sin42°+0.300)×(0.750×sin42°-0.300)/2

0.450

＝4643Ｎ{473kgf} 

２．天井クレーン（標準） 

〔解 説〕（参考） 

１) 天井クレーンの規格等 

(１) 天井クレーンの選定は、「揚排水ポンプ設備設計指針（案）」（214～232 頁）

に基づいて行うものとする。 

(２) クレーン（ガーダタイプ）の強度計算は、JIS B 8821 に準拠したものとする。 

(３) クレーンの構造については、クレーン等各構造規格に準拠したものとする。 

２) 天井クレーンの省略の検討 

(１) 排水機場全体の総合的的なコストの比較を行い、据付・メンテナンスにトラ

ッククレーンを使用して、天井クレーンを省略する検討も行うものとする。 

３．燃料貯油槽（標準） 

〔解 説〕（参考） 

屋外、室内、地下タンクについての基本的考え方は「揚排水ポンプ設備設計指針

（案）」に明記されているが、地下タンクの寸法、構造については下記、建設大臣官

房営繕部監修「機械設備工事標準図」を参考にするものとする。 

設置場所の条件によってタンク室を設ける場合と、そうでない場合があり、選定条

件は地盤変動の恐れがあるとき、浸水しやすい地質あるいはタンク附近、又は上部に

通行車輌その他による動荷重がかかるような場合には、タンク室を設けることが望ま

しい。 

尚、燃料貯油槽の設置に関して、「危険物の規制に関する政令」などの関係法令及

び該当する地方公共団体の条例等を遵守したものでなければならない。 

燃料系統設備の構成等細部事項については「揚排水ポンプ設備設計指針(案)同解説 

(平成 13 年 2 月) P123～P132 に記述されているので参照の事。 

形式の選定はポンプ口径、重量、吊上げ揚程、使用頻度等によって、その機場設

備に適合したものでなければならない。 

燃料貯油槽は、十分な強度を有するとともに腐食、漏油などに対しても安全な構

造とする。 

出典：[(4)] 

除塵設備設計指針 

－付設計参考例－  

(平成 22 年度版) 

（H22.4）P155～P159
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１) タンク室を設ける場合 

(１) 据 付 図                        （単位：㎜) 

 開口部補強要領 

図 (ａ) 

地番強度、地下水位、施工方法等を考慮し、配筋サイズ、配筋ピッチ、壁厚、

スラブ厚等を計算決定する。 

(２) 外郭及び構造施工要領 

図 (ｂ) 

クラッシャーラン 

均しコンクリート均しコンクリート

クラッシャーラン 

均しコンクリート 

クラッシャーラン 

均しコンクリート 

クラッシャーラン 



2―76

表 (ｂ) 

記   号 Ｌ Ｗ Ｌ ’ Ｗ ’ Ｈ 

Ｔo－0.95  3,800 2,000 3,200 1,400 1,250 

Ｔo－1.5  4,300 2,100 3,700 1,500 1,350 

Ｔo－1.9  4,350 2,200 3,750 1,600 1,450 

Ｔo－3  4,450 2,450 3,850 1,850 1,700 

Ｔo－4  4,800 2,550 4,200 1,950 1,800 

Ｔo－5  5,600 2,550 5,000 1,950 1,800 

Ｔo－6  5,850 2,650 5,250 2,050 1,900 

Ｔo－7  5,900 2,750 5,300 2,150 2,000 

Ｔo－8  6,500 2,750 5,900 2,150 2,000 

Ｔo－10  7,150 2,850 6,550 2,250 2,100 

Ｔo－12  6,800 3,050 6,200 2,450 2,300 

Ｔo－13  7,200 3,050 6,600 2,450 2,300 

Ｔo－15  8,000 3,050 7,400 2,450 2,300 

Ｔo－18  8,550 3,150 7,950 2,550 2,400 

Ｔo－20  9,250 3,150 8,650 2,550 2,400 

Ｔo－25 10,250 3,250 9,650 2,650 2,500 

Ｔo－30 10,300 3,450 9,700 2,850 2,700 
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２) タンク室を設けない場合 

(１) 据 付 図 

遠心力鉄筋コンクリート管  コンクリート支柱の場合 

支柱の場合                          （単位：㎜） 

     (ａ) アスファルト被覆の場合    (ｂ) モルタル被覆の場合 

     (ｃ) エポキシ樹脂被覆の場合 

図 (ｃ) 

注(イ) タンク全長が５ｍ以上の場合は、基礎台を３箇所とする。 

 (ロ) 配筋要領及び開口部の補強は１－１（地下オイルタンク据付け図）の配筋表、

開口部補強要領及び注(イ)による。 

均しコンクリート 
クラッシャーラン 均しコンクリート 

クラッシャーラン 
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(２) 外郭及び構造施工要領 

                                   （単位：㎜） 

図 (ｄ) 

表 (ｃ) 

支      柱 
記   号 Ｌ Ｌ' Ｗ Ｗ' Ｈ 

支 柱 断 面 本数 

Ｔo－0.95 

Ｔo－1.5 

Ｔo－1.9 

Ｔo－3 

Ｔo－4 

Ｔo－5 

Ｔo－6 

3,200

3,700

3,750

3,850

4,200

5,000

5,250

3,200 

3,700 

3,750 

3,850 

4,200 

5,000 

5,250 

1,600 

1,700 

1,800 

2,050 

2,150 

2,150 

2,250 

1,600

1,700

1,800

2,050

2,150

2,150

2,250

1,250 

1,350 

1,450 

1,700 

1,800 

1,800 

1,900 

遠心力鉄筋コンクリート 

管内径 200φ 

主筋Ｄ16 ４本 

フーブＤ10－150Ｇ 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

６ 

６ 

Ｔo－7 

Ｔo－8 

Ｔo－10 

Ｔo－12 

Ｔo－13 

Ｔo－15 

Ｔo－18 

Ｔo－20 

Ｔo－25 

Ｔo－30 

5,300

5,900

6,550

6,200

6,600

7,400

7,950

8,650

9,650

9,700

5,300 

5,900 

6,550 

6,200 

6,600 

7,400 

7,950 

8,650 

9,650 

9,700 

2,400 

2,400 

2,500 

2,700 

2,700 

2,700 

2,800 

2,800 

2,900 

3,100 

2,400

2,400

2,500

2,700

2,700

2,700

2,800

2,800

2,900

3,100

2,000 

2,000 

2,100 

2,300 

2,300 

2,300 

2,400 

2,400 

2,500 

2,700 

鉄筋コンクリート支柱 

       300×300 

主筋Ｄ16 ４本 

フーブＤ10－150Ｇ 

６ 

６ 

６ 

６ 

６ 

６ 

６ 

６ 

６ 

６ 

注(イ) 上記寸法は、タンク保護方法がアスファルト塗りの場合を示す。 

 (ロ) 遠心力鉄筋コンクリート管は「外圧管１種Ａ形」とする。 

均しコンクリート

クラッシャーラン

均しコンクリート 

クラッシャーラン
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４．手摺・階段・防護柵等（標準） 

〔解 説〕 

１）揚排水ポンプ設備には、その機能を維持するに必要な操作、点検を安全に行うた

めに、手摺・階段・防護柵・梯子を設置する。 

ここに、手摺とは操作橋、階段などのように歩行者が通る部分に設けるものをいう。

防護柵とは操作台の周囲、擁壁などに設け、操作点検時の転落防止の目的で設ける

ものをいう。なお、フェンスなどについては、適用外とする。 

２）手摺・階段・防護柵等の形状および基本寸法は、第１章水門設備編を参照。 

揚排水ポンプ設備の維持、管理を安全に行うために設置する手摺・階段・防護柵・梯

子に適用する。 
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第６節 監視操作制御設備（標準） 

揚排水機場の監視操作制御設備は、ポンプ設備の用途、規模、管理及び運用体制に対応

し、信頼性及び安全性が高く、操作制御性に優れたものとする。

監視操作制御設備の計画・設計の基本的な手順及びその概要を下図に示す。なお、計画・

設計の詳細については「揚排水ポンプ設備技術指針（案）同解説」（以降「揚排指針」と記

す。）及び「排水機場等遠隔操作監視設備技術マニュアル（案）」（以降「遠隔マニュアル」

と記す。）を参照のこと。

監視操作制御設備の基本的な計画・設計フロー

事前準備資料

・機場機器全体配置図

・機器配置

平面・縦断・横断図

・設備系統図

燃料油、潤滑油、水系統

・動力負荷リスト

・機器の信号リスト

監視操作制御設備

の設計スタート

機場単位の設計 広域施設群を対

象にした一元管

理の設計

７.遠隔化システ

ムの導入計画

８.遠隔化システ

ムの基本計画

９.遠隔化システ

ムの設計計画

導入目的の明確化

管理目標レベルの設定

施設のグレード分類

課題の明確化

階層別機能設定

データ伝送経路

施設側設備の改修計画

ネットワークの構築

セキュリティ対策

ハード、ソフトの設計

１.監視操作

方式を決定

運転操作方式

を決定

６.監視操作制

御設備の構

成を決定

　（10.）

操作場所

操作方式

２.主ポンプ

３.系統機器設備

４.自家発電設備

５.除塵設備

以下の機能を有する設備を検討する。

監視操作機能

制御機能

運転支援機能

動力供給機能

計測機能

安全確認機能

遠隔監視操作機能

運転支援機能付監視操作卓

機側操作制御盤

モータコントロールセンタ等

計装盤

ＣＣＴＶ制御盤

光伝送装置

広域監視操作卓

その他
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１．監視操作方式 

〔解 説〕（詳細は「揚排指針 24 条」による。） 

１) 監視操作の形態 

監視操作の形態を次のように区分する。 

２) 操作場所 

機器を運転、停止するための操作スイッチが取付けてある操作盤の設置位置（下図）

によって、操作場所の呼び方として次の三種類に分類する。

① 操作盤が、揚排水機場の運転する機器の近くからの機側操作。 

② 操作盤が、揚排水機場の機器から離れた場所からの機場集中操作。 

③ 操作盤が、揚排水機場から離れた管理所からの遠隔操作。 

操作盤の位置関係 

1. 揚排水機場におけるポンプ設備の監視操作は、各機器の運転状態を的確に把握

して、所定の運転操作が行えるものとする。 

2.ポンプ設備の操作場所、操作方式は機場規模、管理体制等を考慮して決する。 

3.監視操作は、遠隔→機場集中→機側の順とする。 

なお、複数の場所から同時に操作は行えないものとする。 

また、万一、不測の事故が機場集中あるいは遠隔側で発生した場合でも、機側

で監視操作が行えるものとする。 

操作場所

監視操作方式

操作方式

機場集中

機側

遠隔(管理所)

手動運転操作

自動運転

単独運転操作

連動運転操作

半連動運転操作

機側

機場集中 遠隔(管理所)

機側

機場集中
COS1

半連動

単独
COS2

機場集中

遠隔
COS3

連動

半連動
COS4

連動

半連動
COS5
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２．主ポンプの運転操作方式 

〔解 説〕（詳細は「揚排指針 25 条」による。） 

１) 連動運転操作 

「連動運転操作」は、一連の機器に対して共通となる一つの操作スイッチを手

動で一回操作することで、あらかじめ定められた順序に従って、各関連機器（原

動機、弁、その他関連系統機器設備）が逐次連動して始動・停止や開閉を行う方

式である。 

なお、「連動運転操作」の操作場所は、遠隔及び機場集中が一般的である。 

２) 半連動運転操作 

「半連動運転操作」は、吐出し弁の開閉操作や流体継手の充排油弁開閉のみを

単独操作するもので、内外水位の状況等により、管理運転時及び排水運転時の排

水量を制御する場合等に採用する。 

なお、「半連動運転操作」の操作場所は、遠隔、機場集中及び機側のいずれでも

よい。 

３) 単独運転操作 

「単独運転操作」は、主ポンプを含む機器類に関する各々独立した操作スイッ

チを手動で操作することによって始動・停止させるもので、一般に手動単独運転

ともいう。 

なお、「単独運転操作」の操作場所は、機場集中及び機側が一般的である。 

４) 管理運転操作 

排水ポンプ設備の機能を維持するために行う管理運転は、「連動運転操作」が一

般的であるが、管理運転時に水位や流量の運転条件が満たされない場合は、「半連

動運転操作」とする。 

５) 自動運転 

自動運転は、必要な機器を自動的に始動・停止するためオンオフ制御とも呼ば

れ、計測機器で測定した計測値が、あらかじめ設定された上限あるいは下限値を

超えた場合に、運転の対象となる機器の始動又は停止指令を自動的に出す運転方

式である。 

排水機場の場合は、主ポンプ始動時の安全確認体制が整っていなければ自動運

転とすることが困難であるので、原則として系統機器設備でのみ自動運転を採用

し、主ポンプの始動に限っては手動運転操作を原則とする。 

揚水機場の場合は、一般的に高頻度、長時間連続運転になることが多く、省力

化等を図るため自動運転の採用を検討する。 

1. 主ポンプ設備の運転操作方式は、「連動運転操作」「半連動運転操作」「単独運転

操作」の各方式とし、用途、機器構成、操作場所等を考慮して決定する。 

2. 揚水機場における主ポンプ設備の運転操作方式は、前項の運転操作方式に加え

て、「自動運転」の採用も考慮する。 
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３．系統機器設備の運転操作方式 

〔解 説〕（詳細は「揚排指針 26 条」による。） 

１) 系統機器設備の用途による区分 

系統機器類は、主ポンプ（ポンプ、減速機、原動機）１台ごとに設置された主

ポンプ直属系統機器と主ポンプ全台数及び自家発電設備に共通する系統機器に区

分される。共通する系統機器には、主ポンプ又は自家発電設備と連動運転される

もの（共通Ⅰ）と液面スイッチや圧力スイッチで状態検知をして自動運転される

もの（共通Ⅱ）がある。 

各区分の系統機器としては次のものがある。 

主ポンプ直属…初期潤滑油ポンプ､冷却水電動弁､潤滑水電動弁､吸気用電動弁等 

共 通 Ⅰ     ……冷却水ポンプ､潤滑水ポンプ､真空ポンプ等

共 通 Ⅱ     ……取水ポンプ､給水ポンプ､燃料移送ポンプ､空気圧縮機､屋内排水ポンプ等

① 系統機器の共通Ⅰ及びⅡの「単独運転操作」は各系統機器機側操作盤におけ

る操作とし、主ポンプ直属系統機器の「単独運転操作」は主ポンプ機側操作盤

における操作とする。 

② 系統機器の共通Ⅱで同形機が常用・予備として２台以上ある場合は、自動的

に交互運転が行えるような回路を構成する。また、故障等で当該号機の運転が

行えない場合は、飛び越し運転が行えるような回路を構成する。 

４．自家発電設備の運転操作方式 

〔解 説〕（詳細は「揚排指針 27 条」による。） 

１) 排水ポンプ設備における自家発電設備の運転操作方式 

排水ポンプ設備に使用される自家発電設備では、設備を単純化するために発電

機を始動する際は手動運転操作（連動運転操作）を原則とし、運転中の発電機が

故障のため停止した場合には、予備の発電機も手動運転操作にて始動させる。ま

た、遠隔操作での自家発電設備の運転操作方式は、「連動運転操作」が一般的であ

る。 

ただし、遠隔操作を行う場合、特に遠隔対象機場が複数ある場合等は、発電機

が停止すると遠隔設備の電源がなくなるため、予備の発電機は遠隔からの安全確

認ができる設備を設けた上で、自動始動の方法も検討する。 

２) 揚水ポンプ設備における自家発電設備の運転操作方式 

揚水ポンプ設備で使用される自家発電設備は、保安設備や管理設備に使用され

ることが多いために、停電等の電圧低下時は自動的に運転する自動始動方式を採

用する。もし、自動始動が出来ない場合は手動運転操作にて始動させる。 

３) 自家発電設備の系統機器の連動運転操作 

自家発電設備の系統機器類の連動運転操作は、主ポンプに準ずるものとする。 

系統機器の運転操作方式は、用途を考慮して「単独運転操作」「連動運転操作」又

は「手動運転操作」「自動運転」のいずれかより決定する。 

自家発電設備の運転操作方式は、「連動運転操作」又は「単独運転操作」とし、発

電設備の構成、操作場所等を考慮して決定する。 
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５．除塵設備の運転操作方式 

〔解 説〕（詳細は「揚排指針 28 条」による。） 

１) 除塵機及びベルトコンベヤの運転操作方式 

除塵機及びベルトコンベヤは、誤操作による危険性を重視して機側操作での単

独運転操作と連動運転操作が一般的である。 

２) 逆転運転 

除塵機及びベルトコンベヤは保守・点検用として逆転運転ができるようにし、

操作開閉器を操作している間だけ逆転を行うものとする。 

３) 非常停止スイッチ 

危険防止のため本体に非常停止用引綱スイッチ等を設けるものとする。 

４) 貯留設備の運転操作方式 

ホッパ等の貯留設備の開閉操作は、機側での単独操作のみとする。 

５) 機場集中・遠隔操作の場合の留意点 

機場集中・遠隔操作の場合は、屋外に設置される除塵設備周囲の安全を目視又

はＣＣＴＶ装置等で確認して操作が行えるようにしなければならない。 

６．監視操作制御設備の構成 

〔解 説〕（詳細は「揚排指針 31 条」による。） 

１) 方針 

監視操作制御設備の各機能の設定及び機能内容については、施設全体の役割と

運用方法を十分熟知した上で計画・設計に当たらなければならない。 

各機能をもつ設備は、必ずしも独立して設置する必要はなく、主ポンプの台数

や吐出し量、系統機器の台数や種類、運転操作方式等により組み合わせを検討し、

適宜、機能を分散させたり組み合わせることにより、設備の信頼性を確保しつつ、

システムの簡素化・合理化となるように配慮する。たとえば、監視操作機能と運

転支援機能を一体化した方が合理的な場合はそれを採用する。 

除塵設備の運転操作方式は、「連動運転操作」又は「単独運転操作」とし、除塵設

備の形式、構成及び操作場所等を考慮して決定する。 

監視操作制御設備は、下記の機能をもつ設備により構成し、ポンプ設備の用途、

規模、主原動機の種類、運転操作方式等を考慮して必要機能を決定する。 

１ 監視操作機能 

２ 制御機能 

３ 運転支援機能 

４ 動力供給機能 

５ 計測機能 

６ 安全確認機能 

７ 遠隔監視操作機能 
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２) 留意点 

(1) 雷対策 

制御設備、特に電子機器は、雷によるサージ性異常電圧に弱いため、雷対策

が必要である。雷害には、直接雷と誘導雷による場合があり、大半は誘導雷

でサージ性異常電圧が電源や制御用の電線より侵入し、設備機器に被害を与

えるため適切な雷対策が必要である。 

(2) 耐震設計 

各盤は耐震設計に留意し、重心が低くなるよう収納器具の取付け位置を考慮

するとともに、卓上に設置する機器に対しては、落下・転倒を防止するため

の配慮をする必要がある。 

(3) 耐水化対策 

各盤及び電線管やケーブル接続箇所は耐水化に留意し、設置レベルを既往最

高内水位、内水側支川の計画堤防高、もしくは計画降雨時のポンプ無稼働湛

水位のいずれか高い水位以上に設置する。それが不可能な場合には、耐水形

機器の採用又は機場及び機器への浸水がないように機場上屋、搬入口扉等を

水密性の構造とする。 

３) システム構成例 

中規模排水機場の構成例を次図に示す。 

・主ポンプ ５m３/s 立軸斜流ポンプ×３台 

・駆 動 機     立形ガスタービン 

・操作場所 機場のみ
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中規模排水ポンプ設備における監視操作制御設備システム構成例

４) 監視操作機能 

監視操作機能は、各操作場所、操作内容に合わせてポンプ設備の状態を確認・

把握し、各機器を安全、確実かつ容易に操作できるものとする。 

５) 制御機能 

制御機能は、主に制御、保護・インターロック、表示等の機能を有し、操作指

令を受けて各機器の単独・半連動・連動・自動等の運転制御を行うもので、機器

構成と制御内容を考慮して、適切な機能とその分担を定めるものとする。 

６) 運転支援機能 

運転支援機能は、運転操作支援、故障対応支援、記録・情報管理等を行うこと

によって、確実な揚排水運転、異常時の速やかな対応、合理的な維持管理を可能

とするためのものであり、必要機能は機場規模、管理体制等を考慮の上、決定す

る。 

110 
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７) 動力供給機能 

動力供給機能は、操作対象の電動機を安全、確実に運転するために動力電源の

供給を行うもので、各系統機器に区分し、電動機毎に十分な容量の遮断機能及び

必要な保護機能を有したものとする。 

８) 計測機能 

計測機能は、運転操作をする上で必要な情報（水位、流量、圧力等）を正確に

把握することを目的とし、揚排水機場の設置条件及び環境条件に留意し、使用目

的、測定条件、測定範囲、精度等を考慮して計測機器を選定する。 

９) 安全確認機能 

安全確認機能は、運転操作する際に画像監視や音声警報等により施設周辺及び

機器まわりの安全性を確保するためのものであり、必要機能は管理体制、操作方

式、立地条件等を考慮して決定する。 

１０) 遠隔監視操作機能 

(1) 遠隔監視操作機能は、安全確実に対象施設の監視制御が行える必要な情報を

的確に把握し、その情報に対応した遠隔（管理所等）からの操作が確実に行え

るものとする。 

(2) 遠隔監視操作機能は、対象施設の目的、用途、規模、施設数及び運用管理体

制を考慮して必要な機能を選定する。 
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７．遠隔化システムの導入計画 

〔解 説〕（詳細は「揚排指針 24 条」及び「遠隔マニュアルＰ１－４、６」による。） 

１) 遠隔化の導入に関する以下の計画を行う。 

(1) 導入目的の明確化：システム構築方針、構成、機能等の設定のベースとす

る。 

(2) 遠隔化目標レベルの設定：導入目的に対応した、運用管理体制と目標レベ

ルを設定する。 

(3) 施設グレードの分類：排水機場、水門・樋門等の施設・設備をその機能等

によりグレードに分類し、そのグレードに必要な運用管理と設備内用等を検

討する。 

２) 導入目的を分類すると、以下の通りである。 

(1) 洪水時初動対応の充実 

流域の都市化や流出の急峻化等による河川環境の変化に対応すべく、排水操

作遅れの解消と、排水機能の即応性の向上を目的とするもの。 

(2) 異常時の後方支援 

施設故障時の緊急対応、故障診断、復帰支援等、排水機能の信頼性確保を目

的とするもの。 

(3) 排水施設の計画運用 

複数排水機場の相互の運転計画や、機場間のバックアップ、及び洪水時の敏

速な運転操作を支援することを目的とするもの。 

（広域河川情報システムを利用した流出量予測やポンプ運転計画立案を含む） 

(4) 集中管理による組織対応／情報の一元管理／管理業務の効率化 

洪水時の運用のみならず、日常の維持管理業務を含めた情報を一元管理し、

かつ情報分析結果をフィードバックすることにより集積されたデータを有効

活用し、管理レベルの向上及び効率化を図ることを目的とするもの。 

(5) 運転操作の省力化・労務費の低減 

操作要員の高齢化及び熟練操作員確保の困難さに対応し、業務の効率化・省

力化、及び労務費の低減を行うことを目的とするもの。 

(6) 多頻度運転機場対応 

一度の出水に対し、運転・停止の要請頻度が多い、あるいは運転・停止時間

間隔が長い機場に対応するもの。 

３) 遠隔化システムは、導入を計画する目的によって、システムの基本的な考え方

（情報の流れ）や具体的な構成（ハード面）・機能（ソフト面）が異なる。そのた

め、導入システムをより効果的なものとするためには、一律の機能を持ったシステ

ムではなく、その施設固有の運用における課題解決を的確に行えるシステム構築を

目指すことが必要である。したがって、遠隔化システム導入にあたっては、各施設

毎の遠隔化システムの必要条件と設備内容、レベル等の環境を十分調査・検討し、

導入目的を決定しなければならない。 

４) 排水機場の命題と導入目的の関係を次図に示す。

運転操作の効率化・省力化、揚排水機場の増加、水系別の広域管理及び揚排水機

場の計画運用等の必要性から遠隔監視操作が求められる場合は、出水時の危機管理

体制及び非出水時の維持管理体制を確保・強化するという観点に基づいて遠隔化シ

ステムの導入を計画する。 
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８．遠隔化システムの基本計画（標準） 

〔解 説〕（詳細は「遠隔マニュアルＰ１－６、２－１」による。） 

１) 遠隔化システムの計画・設計にあたっては、運用体制を考慮し、信頼性、安全

性が高いこと、操作性、耐久性、経済性に優れていること、緊急時対応や維持管

理が容易であることを基本的な要件とする。 

２) 遠隔化システムの全体構成、設備仕様を設計する際には、以下に示す基本的な

項目を検討するものとする。 

３) 現状調査を行った後、そこで得られた情報、課題に基づき、以下の設備機能、

運用管理に関する内容について、基本計画を行う。 

(1) 現状調査：管理体制、施設（機械、操作制御設備等）内容、運転操作条件、

運転記録、故障・点検整備記録、管理帳票類等について調査し、課題を明確

にする。 

(2) 必要機能の設定：遠隔化の目標レベルに対する各階層毎、施設毎の必要機

能を計画する。基本的な必要機能を次表 遠隔化システム必要機能(排水機場)

及び(樋門、樋管)に示す。（詳細は「遠隔マニュアルＰ２－１１」による。） 

(3) 遠隔化システムの全体計画 

運転操作方式、監視管理項目、システム構成等。 

(4) 遠隔化に伴う施設側設備の改修計画：機器の新設、増設、改造、整備等。 

(5) 段階実施計画：必要に応じて、段階実施計画の作成を行う。 

(6) 遠隔化の運用管理体制：体制を機能、施設グレード、階層機能分担の観点

から検討する。 

遠隔化システムの基本計画を行う際には、現状調査を行い、必要機能の選定、シス

テムの全体計画、施設側設備の改修計画等について検討するものとする。 

    現状調査と問題点の抽出    管理運用面、設備機能面での現状調査と課題の抽出

↓

     運用管理体制の検討        監視・操作体制、設備管理体制の検討           

↓

    システムの必要機能の検討    運用管理体制をふまえた必要機能の検討         

↓

    システムの基本設計          導入の目的、設備の使用状況及び特性、関連システ

                  ムとの関係、安全性等を考慮し検討

↓

    実施計画の作成             導入計画の策定                               
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遠隔化システム必要機能（排水機場）（１／２）

区 分 内 容 機 能 概 要

運転準備（施設側） 運転前の電源、燃料、空気系統等の確認

ガイダンス

運転準備（管理所側） CCTV画像による施設周辺の安全等の確認

ガイダンス

始動条件確認
始動条件の確認及び、未成立時の対応を

ガイダンス

運転モードの選択
それぞれの操作モードの内容と切替手順を

説明

始動停止タイミング
操作規則に基づく始動・停止タイミングを

ガイダンス

運転操作のシミュレーション
画面に操作盤等を表示し、操作手順を

ガイダンス

巡回点検（施設側）
運転中の電源、燃料、空気系統等の確認

ガイダンス

巡回点検（管理所側）
運転中のCCTV画像による施設周辺の安全等

の確認ガイダンス

運転後処理（施設側）
運転完了後の電源、燃料、空気系統等の確

認ガイダンス

運転後処理（管理所側）
運転完了後のCCTV画像による施設の安全等

の確認ガイダンス

音声告知
始動停止タイミングを音声告知でサポート

する

運転操作

ガイダンス

排水流況の演算
上下流側の広域河川情報等を基に始動・停

止のタイミングを演算

運転中機器表示 機器状態を系統グラフィック画面に表示

状態表示 機器状態をリスト表示

計測量のバーグラフ表示 計測量をバーグラフで表示、上下限値の表示

計測量のトレンド表示 計測量を線グラフで表示

運

転

操

作

支

援

機

能

運転監視

ポンプ排水量表示 Ｑ－Ｈ曲線の表示及び排水量の演算

ポンプ設備 施設内からのポンプ設備の操作

自家発設備 施設内からの自家発設備の操作

除塵機設備 施設内からの除塵機設備の操作

機場操作

ゲート、水門設備 施設内からのゲート・水門設備の操作

ポンプ設備 遠隔管理所からのポンプ設備の操作

自家発設備 遠隔管理所からの自家発設備の操作

除塵機設備 遠隔管理所からの除塵機設備の操作

操

作

機

能

遠隔操作

ゲート、水門設備 遠隔管理所からのゲート・水門設備の操作
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遠隔化システム必要機能（排水機場）（２／２）

区 分 内 容 機 能 概 要

警報音＋メッセージ表示 故障発生時に警報音＋速報の表示

系統図フリッカ
監視画面上の故障機器シンボルを

フリッカ表示

故障発生表示

音声告知 発生故障名称の読み上げ

想定故障原因の羅列
故障項目のオンライン信号で原因を羅列表

示

想定故障原因の選別表示 現行基準監視項目のオンライン入力で判定

原因の絞り込みグレード１ 上記機能＋オフライン手動入力併用で判定

故障原因

分析追求

原因の絞り込みグレード２
上記機能＋オンライン監視機能アップ

：センサ追加で判定

故障復帰対策リスト表示 応急、恒久対策をリスト形式で表示

故障復帰対策手順のフロー表示 応急、恒久対策をフロー形式で表示

緊急運転の必要性判断の支援 危険水位までの余裕を演算

緊急運転対策リスト表示 緊急処置をリスト形式で表示

緊急運転対策手順のフロー表示 緊急処置をフロー形式で表示

対策画像表示（静止画）
故障復旧対策、緊急運転対策を

静止画＋文字表示

故

障

対

策

支

援

機

能

故障復帰及び

緊急運転支援

対策画像表示（動画）
故障復旧対策、緊急運転対策を動画表示

（レーザディスク等）

日報・月報の自動作成 日報・月報の自動作成

運転・停止、故障一覧 リスト印字

最大・最小・平均値等の演算 積算・累計等を含む

記
録
管
理
機
能

記録

データ保存 ＭＯ等への記録

広域監視 地図上に施設状態及び水位等を表示

トレンド表示
広域計測信号（水位、流量、雨量等）を

グラフ表示

広域監視

広域運用計画

 （予想シミュレーション含）
水位、流量、雨量等より施設の連携運用を

サポート

日報月報自動作成 広域帳票作成

広

域

管

理

機

能

広域管理帳票

運転記録データ管理 対象施設の運転情報をリスト印字
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遠隔化システム必要機能（樋門、樋管）

区 分 内 容 機 能 概 要

開閉タイミング
操作規則に基づく開閉タイミングをガイダン

ス

運転操作のシミュレーション
画面に操作盤等を表示し、操作手順を

ガイダンス

運転操作

ガイダンス

音声告知
始動停止タイミングを音声告知でサポート

する

運転中機器表示 機器状態を系統グラフィック画面に表示

状態表示 機器状態をリスト表示

計測量のバーグラフ表示 計測量をバーグラフで表示、上下限値の表示

運

転

操

作

支

援

機

能

運転監視

計測量のトレンド表示 計測量を線グラフで表示

機場操作 樋門、樋管設備 施設内からのゲート・水門設備の操作
操

作

機

能

遠隔操作 樋門、樋管設備 遠隔管理所からのゲート・水門設備の操作

警告音＋メッセージ表示 故障発生時に警報音＋速報の表示

系統図フリッカ
監視画面上の故障機器シンボルを

フリッカ表示

故障発生表示

音声告知 発生故障名称の読み上げ

想定故障原因の羅列
故障項目のオンライン信号で固定対策画面

表示

故障原因分析

追求

想定故障原因の選別表示 現行基準監視項目のオンライン入力で判定

故障復帰対策リスト表示 応急、恒久対策をリスト形式で表示

故障復帰対策手順のフロー表示 応急、恒久対策をフロー形式で表示

緊急運転対策リスト表示 緊急処置をリスト形式で表示

故

障

対

策

支

援

機

能

故障復帰及び

緊急運転支援

緊急運転対策手順のフロー表示 緊急処置をフロー形式で表示

日報・月報の自動作成 日報・月報の自動作成

運転・停止、故障一覧 リスト印字

最大・最小・平均値等の演算 積算・累計等を含む

記
録
管
理
機
能

記録

データ保存 ＭＯ等への記録
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９．遠隔化システムの設計計画 

〔解 説〕（詳細は「遠隔マニュアルＰ１－６、３－１」による。） 

１) 基本計画において設定した内容に基づき、特に遠隔化システムについて、ハー

ド、ソフトに関する以下の具体的な設計を行う。 

(1) 全体システム構成：施設条件に応じた階層別管理形態とシステム構成の整理

を行う。 

(2) ネットワーク構築：光伝送システムを前提としたネットワーク機器のハード

仕様、伝送方法等のソフト仕様を計画する。この場合、接続機器等については

「電気・通信編」を参考に整合を計ること。 

なお、光ケーブルの敷設計画の有無あるいは敷設の進捗状況等によっては、一

般専用回線、公衆デジタル回線（ＩＳＤＮ回線）、専用デジタル回線等の通信

公共回線も検討するものとする。

(3) 施設側設備(参考)：施設側へ導入する設備のハード仕様、ソフト機能を計画

する。 

(4) 管理所側設備：管理所側へ導入する設備のハード仕様、ソフト機能を計画す

る。 

１０．遠隔化システムの構成 

〔解 説〕（詳細は「遠隔マニュアルＰ３－１」による。） 

１) 階層別管理の手法 

遠隔化システムの検討にあたっては、各階層毎の管理内容やグレードと取り扱

うデータの特質を考慮して決定するが、データ種類や伝送方法等には以下のよう

な方式が考えられる。 

(1) 現在の施設や流域の状況を極力遅れなく監視するために、遠隔管理所にて

必要な広域管理のための監視系データは常時伝送する。また、施設の故障信

号等、遠隔からの制御信号等については、発生時に速やかに伝送する。（伝送

プロトコルの統一） 

(2) 帳票データやトレンドデータ等の蓄積データについては、遠隔管理所にて

ファイル化・蓄積し、遠隔管理所の要求に応じて伝送する方式がある。（伝送

プロトコルの統一） 

(3) 各管理階層毎で持っている特有機能については、他から閲覧させる方法を

検討する。（WEB 等） 

遠隔化システムを構築するにあたっては、管理対象施設の数や必要機能を考慮

し、最適なシステムの選定を行う必要がある。また、河川情報システム、気象情

報システム等、他の河川管理システムがある場合、それらシステムとも合理的な

連携が可能となるようにシステムの選定を行う必要がある。 

遠隔化システムの設計計画を行う際には、基本計画を基に全体システムの構成、

ネットワークの構築、施設側及び管理所側設備等の検討を行うものとする。 

検討を行うものとする。 

遠隔化システムの構築にあたっては、管理対象施設、遠隔管理所といった管理階層

毎の施設規模や必要機能に応じて、最適なシステムを検討するとともに、他の河川管

理システムとの合理的な連携が可能となるように検討する必要がある。 
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２) 階層構造について 

河川ポンプ施設及び水門施設を遠隔化する上で構成される標準的なネットワー

クは、（本局→）事務所→（出張所）→管理対象施設（排水機場、水門等）という

ような階層構造となる。ネットワークの階層構成例を下図に示す。 

３) 階層別必要機能 

管理所側と管理対象施設における必要機能は表 遠隔化システム必要機能より

必要なものを選択する。 
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第７節 修繕工事への対応（参考） 

１. 揚排水ポンプ設備修繕(更新)計画 

設備の修繕には、部品の交換等で設備システムへの影響の無い小規模な修繕と主要

構成機器の更新等で設備システムに影響を与える大規模な修繕がある。 

いずれの修繕方法を取るかは、緊急性、予算面を踏まえ、以下に示すような要求事

項を整理することで修繕の位置づけ、どの準拠基準を適用するべきかが明確になる。 

また、土木関連構造物へ影響が懸念される修繕の場合、どこまでを対象設計業務の範

囲とするかを明確にしておく必要がある。 

１) 修繕の目的 

老朽化等による機能低下（過去の故障・修繕履歴）、要求機能アップ等 

２) 修繕の目標 

今後の供用期間、他要因での改修計画を踏まえた修繕目標 

３) 既設施設の経過年数、土木関連構造物も含めた施設全体の健全度評価 

４) 施設目的に適合した信頼性の確保（施設の種別、規模、地域性） 

５) 手戻りの無い修繕計画 

６) 費用対効果（経済性） 

（次頁に、揚排水ポンプ設備修繕(更新)計画検討フロー図を示す） 
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揚排水ポンプ設備修繕（更新）計画検討フロー図（参考） 

揚排水ポンプ設備の修繕（更新）時の業務手順フロー例を示す。 

設備修繕（更新）の 

   目的・目標 

・目的：老朽化等による機能低下（過去の故障､修繕履歴）､要

求機能のアップ 

・目標：今後の供用期間、他要因での改修計画を踏まえた 

修繕目標 

設計条件（基準）の照査 
・新旧技術基準の照査 

・水位条件（内外水位）・流量条件（取水量、排水量等） 

・運転管理条件・土木建築条件 

揚排水ポンプ設備の稼動、 

管理状況の把握 

・現状把握（問題点・不具合点等の情報収集） 

・既設、土木構造物の設計計算図書の確認 

・点検記録、修理履歴及び図書の確認 

・現地管理者のヒヤリングによる情報収集 

現 況 調 査 

（目視確認調査及び必要に 

応じて測定・測量調査等） 

・揚排水設備(ポンプ、原動機、除塵機等)の現況調査 

・耐用年数及び土木構造物の健全度評価（構造物の劣化度） 

・周辺の現況、環境調査（騒音､振動等）

現況調査結果と課題 

・完成図書等と現況設備の照合 

・土木構造物の現況調査（強度照査） 

・修繕（更新）方針の整理 

・管理運用上の課題整理 

検 討・協 議 
・現地調査結果と課題を踏まて修繕（更新）基本方針の確認 

・他設備・土木構造物への影響と対応方針の検討・確認 

・問題点の検討と関連部門との打合せ協議 

施工範囲の確認・決定 

（対象修繕機器） 

（対象構造物等） 

・修繕(更新）対象機器の決定（経済性、信頼性等の総合判断） 

・修繕範囲の明確化 

・他設備・土木構造物へ設計対応方針の決定 

詳細修繕設計 

・設計は、修繕計画の位置づけに基づいて設計便覧、関連 

技術基準に準拠して実施 

・修繕(更新)設計計算（揚排水量等能力の算定） 

・既設取り合い部分の設計照査 

修繕仕様書作成 
・特記仕様,施工計画書の作成(修繕工事特性を考慮して作成) 

・概算工事費の算出 
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第３章 トンネル機械設備 

第１節 総  則 

１．適用範囲(標準) 

〔解 説〕 

関連諸法規等は以下のとおりである。 

示方書等の名称 

示方書・指針等 発刊年月 発刊者

道路トンネル技術基準(換気編)・同解説 平成 20 年 10 月 (社)日本道路協会 

道路の交通容量 昭和 59 年 9 月 〃 

道路構造令の解説と運用 昭和 58 年 2 月 〃 

道路トンネル非常用施設設置基準・同解説 平成 13 年 10 月 〃 

道路機械設備遠方操作監視技術 

マニュアル(案) 
平成 16 年 6 月 (社)日本建設機械化協会 

２．計画(標準) 

〔解 説〕 

計画及び設計にあたっては、下記の事項を考慮し、各段階を進めていくものとする。 

２－１ 景観設計 

地域特性を調査・検討し、景観に十分配慮した設計を行っていくものとする。 

２－２ コスト・メンテナンス性 

(１) 新技術などの導入を検討し、総合的なコスト縮減を考慮する。 

(２) 各機器の設計においては、それぞれのライフサイクルを考慮すること。 

(３) メンテナンス性の向上・維持管理費の縮減を考慮すること。 

２－３ 換気計画 

(１) 換気計画は、交通方式、防災計画(非常用施設)との関連、周辺環境等に与える

影響など、より広い立場からの検討が必要であり、トンネル全体として合理的な

ものでなければならない。 

(２) 交通の推移によって段階建設される場合は、対面交通から一方向交通への変更

を考慮した最終段階での計画と整合されたものとする。この際、一方向交通トン

ネルの利点を十分に考慮するものとする。 

(３) 換気設備の更新に当たっては、更新時期以降の交通状況の変化を調査・予測し、

換気計画を見直すものとする。 

換気設備および非常用施設に適用する。 

道路トンネルの換気計画は、トンネル建設の全体計画の一環として綿密に行わなけれ

ばならない。 



3－2

(４) 計画の手順 

換気設備の計画、設計および施工は次の項目、順序によって行う。 

３．調査(標準) 

〔解 説〕 

換気設備の計画では、次の項目を調査する。 

３－１ 交通量調査 

(１) 換気計画は原則として設計交通容量とするが、供用開始時点から設計交通容量

に至る交通量の推移を知る必要がある。このため計画時の基本となる交通量を調

べなければならない。 

(２) 車種構成等の質の変化により換気量も変化する場合があるので詳細に調べるこ

とが望ましい。 

３－２ 気象調査 

(１) 調査として、自然換気力、坑口あるいは換気塔からの排気の拡散および取り入

れ空気の条件に関するものがある。 

(２) このうち自然換気力は重要である。特に卓越風がみとめられない場合は、自然

風として２．５m/s を標準とする。 

３－３ 環境調査 

(１) 排気ガス調査は、地域の排気ガス濃度の問題がある場合は、バックグラウンド

濃度調査を行うものとする。 

(２) 騒音調査は、騒音規制の問題がある為、音源の量と暗騒音の調査を行うものと

する。 

トンネル換気設備基本計画スタート

ト ン ネ ル の ル ー ト の 選 定

資 料 の 収 集

所 要 換 気 量 の 算 定

換 気 の 基 本 計 画 の 作 成
（ 換 気 方 式 の 選 定 ）

トンネル換気設備基本計画スタート

トンネル換気設備実施設計スタート

断 面 計 画 及 び 風 圧 計 算

換 気 量 の 計 算

設 備 諸 元 の 設 定
設 備 諸 元 設 定

適切か

トンネル換気設備実施 設計 完了

Yes

No

ト

ン

ネ

ル

換

気

設

備

更

新

設

計

[道路トンネル技術基準]
[道路構造令の運用と解説]

→一般に路線の便益、地形・地物・地質、トンネル
が長大な場合には、立坑・斜坑の位置の選定

→交通関係資料、気象関係資料、環境関係資料、地

形、地物・地質関係資料、法規関係資料

→換気の経済性、防災上の配慮、環境上の配慮

トンネル内設備及び関連設備

→台数、口径、主要諸元、寸法、重量等の詳細検討

必要換気量は満足できるか、
トンネル及び他設備との整合性チェック

ト

ン

ネ

ル

換

気

設

備

基

本

計

画

実

施

設

計

→一般に路線の便益、地形・地物・地質、トンネ

ルが長大な場合には、立坑・斜坑の位置の選定

→交通関係資料、気象関係資料、環境関係資料、

地形、地物・地質関係資料、法規関係資料 

→換気の経済性、防災上の配慮、環境上の配慮 

→台数、口径、主要諸元、寸法、重量等の詳細検討 

「道路トンネル技術基準」 

「道路構造令の解説と運用」 

換気施設の計画に当たっては、交通、気象、環境及び地形・地物・地質等について調

査を行わなければならない。 
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３－４ 地形・地物・地質調査 

地形・地質調査は、換気用立坑、斜坑の配置計画の基礎資料とする。坑口付近

の環境調査では、地形の他構造物の影響も検討する場合がある。 
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第２節 トンネル内設備および関連設備 

１．トンネル内設備(参考) 

トンネル内には、次の諸設備が取付られている。 

図３－２－１ ジェットファンによる換気の例 

１－１ 換気設備 

(１) 換気設備には、ジェットファンや換気所に設置する軸流ファン、電気集じん設

備などがある。 

(２) トンネルに設置された一酸化炭素濃度測定装置、煙霧透過率測定装置、風速計

や交通量測定装置等により状況を検知し、運転・停止を行う。 

(３) 火災発生時には、設備能力の範囲内で排煙運転ができる機能を持つものとする。 

１－２ 非常用施設 

(１) トンネルの等級区分によって設備内容が異なるので注意する必要がある。 

(２) 防災受信盤は、火災探知器および押ボタン式通報装置から信号を受け、火災発

生をコントロール室に知らせるとともに換気設備・可変標示板・その他設備への

信号の供給を行う。 

１－３ トンネル照明設備 

一般的に基本照明、入口照明、接続道路照明にて構成されている。停電時は基

本照明の一部に対して、無停電電源装置にて供給されている。なお、等級の高い

トンネルにおいては、発電機より長時間電源供給が保障されている。 

１－４ ＣＣＴＶ設備 

(１) 火災・事故発生時に火災検知器等との連動により状況を把握する。 

(２) 交通流・気象状況を把握し迅速かつ的確に緊急措置がとれるようにする。 

(３) 常に状況を監視する。 
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１－５ 無線通信補助設備 

(１) 維持管理車輌とコントロール室との情報交換、災害・交通事故等緊急時の指示

連絡がどこからでも安定して確保できるようにする。 

(２) トンネル等級により考慮する。 

２．関連設備(標準) 

２－１ 可変標示板設備 

(１) 的確な道路情報を随時ドライバーに提供し、火災・事故発生時には後続車や対

向車に警報を発して、人や車を安全に避難誘導するものである。 

(２) この他、速度を規制する可変式速度規制標識がある。 

２－２ 道路通信設備 

(１) 道路の安全かつ円滑な交通量を確保するための電送交換手段として、増大する

通信需要に対応することを目的とした通信システムである。 

(２) 光ファイバーによる大容量電送、インターフェイス機能および柔軟なシステム

構成が利用されている。 

２－３ 通信線路設備 

信号・情報の伝達のために光信号による光ファイバーケーブルや電気信号によ

るメタリックケーブルを使用している。 

２－４ 受配電・自家用発電設備 

各設備に安定した電源を供給する設備で、容量は、設備全体の負荷容量に変動

率を考慮して決定するものとする。 

２－５ 遠方監視制御設備 

コントロール室の電力卓および交通卓等により監視・操作・測定を安全かつ円

滑に集中管理するものである。 

２－６ 気象観測設備 

全線の気象状況を一括把握すると共にＣＲＴ表示データ処理装置を設置して道

路気象管理に役立てる。 

２－７ 消火設備 

自動車火災を迅速有効に消火し、または火災の拡大を防ぐために設ける。 
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第３節 換気方式 

１．換気施設の必要性の検討(標準) 

〔解 説〕 

１－１ 自然換気の限界 

(１) 自然換気の限界は、トンネル幾何条件、交通条件(交通方向、交通量、車種構成、

走行速度)および気象条件によって異なる。 

(２) 特に気象条件は、トンネル個所毎に異なり、時間的、季節的にも変化が著しい。 

(３) 対面交通の場合 

1) 交通風は、上り下り別の交通量の変動により時々刻々変化するため、自然換気

の効果を定量的に決めることは難しい。 

2) 主なトンネルの延長と交通量との関係と機械換気施設の有無の別を図３－３－

１(ａ)に示す。 

3) 機械換気を行っているトンネルは次式で示される程度以上である。 

         Ｌ・Ｎ＝1000                  ……(３－１－１) 

ここに、Ｌ：トンネル延長(km)  

           Ｎ：時間交通量(台／ｈ) 

    図３－３－１(ａ) 自然換気の目安(対面交通トンネル) 

換気施設の必要性は、トンネルの延長、勾配、交通条件、気象条件等を考慮して検討

するものとする。 

出典：[図 3-3-1（a）]

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P35 
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(４) 一方向交通の場合 

1) 主なトンネルの延長と交通量との関係と機械換気施設の有無の別を図３－３－

１(ｂ)に示す。 

2) 機械換気を行っているトンネルは次式で示される程度以上である。 

       Ｌ・Ｎ＝3,000                   ……(３－１－２) 

図３－３－１(ｂ) 自然換気の目安(一方向交通トンネル) 

(５) 勾配が急なトンネル、延長が長いトンネル、渋滞が生じやすいトンネルなど特

殊な場合については、適用に当って注意が必要である。 

(６) 計算による検討 

計算による確認方法として、計算条件を下記に示す。 

1) 一方通行 

一方通行のトンネルでは、車輌のピストン作用(交通換気力)により換気が行

われる。車の走行によりトンネル内に持ち込まれる風量が所要換気量を上回る

場合には、機械換気が不要となる。このときの自然風は、交通換気力に対して

抵抗として働き、その大きさは 2.5m/s とする。 

2) 対面通行 

対面通行での計算による確認方法として交通量比率 5:5 の状況において自然

風 2.5m/s ある場合の持込風量と所要換気量を比較する。 

出典：[図 3-3-1（b）]

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P35 
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２．換気方式の選定(標準) 

〔解 説〕 

２－１ 機械換気方式の種類 

図３－３－２ 換気方式の種類 

(１) 換気方式は、交通方式により異なる。一方向交通トンネルでは自動車のピスト

ン作用を換気力として利用する。 

(２) 最近では、トンネル全断面をダクトとして利用し、圧力損失を小さくする縦流

換気方式が多く採用されている。 

(３) 特に、ジェットファンのみの換気や立坑集中排気の圧力を補う手段としてジェ

ットファンを併用する組合せ式が多い。 

２－２ 換気方式の適用範囲 

(１) トンネル内最大風速 

換気方式の適用に当たっては、各方式について換気の質や設備工費等、種々の

比較検討を行って、換気方式を決定するものとする。なお、縦流式および半横流

式の場合、一方向交通トンネルの車道内最大風速は 12ｍ／sec 以下、対面通行ト

ンネルの車道最大風速は、8m/s 以下とする。ただし歩行者がある場合は７ｍ／sec 

以下が望ましい。 

(２) 換気方式の特徴(参考) 

換気方式の特徴については、道路トンネル技術基準(換気編)・同解説 平成 20

年改訂版 ｐ.39 以降に示す。 

換気方式は、その特徴を十分生かし、トンネルの延長、地形・地物・地質、交通条件、

気象条件、環境条件等に応じ、有効かつ経済的な方式を選定するものとする。 

出典：[2-1] 

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P37 

出典：[2-2] 

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P48 
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３．換気計画上の注意事項(標準) 

〔解 説〕 

３－１ 火災時の運用(参考) 

(１) 火災発生時には人命の確保を主目的とする。 

1) 防災受信盤からの火災信号で換気機を停止または火災モードとし、避難行動が

容易になるよう煙を坑内上方にとどめ、横断面内での擾乱を防ぎ、縦断面への

拡散を抑制する。 

2) 避難完了後の消火活動のために、消防責任者の指示により排煙を目的とした運

転を行う。 

(２) 火災時の煙の動き及び拡散状態は、換気方式、送気方向、換気区分、交通形態、

トンネル内自然風、車両換気風によって大きく異なる。したがって換気機の運転

方法は、トンネルの諸条件をよく検討して 決定しなければならない。 

３－２ 渋滞時の運用 

(１) 渋滞には、自然渋滞と事故渋滞とがある。自然渋滞の場合は煤煙よりＣＯが検

討の対象となることが多い。 

(２) 換気施設の設計・運用には、渋滞時に必要な換気量を検討しなければならない。 

  (第４節 ６．その他の検討の項参照のこと) 

３－３ 段階建設 

トンネルの換気の設計に際し、常に段階建設について考慮しなくてはならない。

ここでいう段階建設とは、次の場合に大別できる。 

(１) トンネル本体の増設(対面交通から一方向交通へ)に伴なう換気上の段階建設。 

(２) 交通量の伸びによる換気量増加のための換気上の段階建設。 

(３) 両者併用の段階建設。 

３－４ 維持管理 

(１) トンネルの機械設備は、保守点検作業の簡易化、点検間隔の長期化などを目指

し、維持管理費の縮減をはかる。 

(２) 遠隔監視装置を拡充し、広域的なトンネル機械設備の監視体制を作ることで、

保守工数を縮減し広くは道路網の計画的・経済的な保守管理に資するものとする。 

(３) 大型送・排風機を用いる換気設備では、本体と駆動用主電動機をはじめとする

各部の温度管理(各種軸受け温度、潤滑油温度)、振動値管理などをきめ細かく行

うことで機器の状態を継続的に監視することで予防保全をはかる。 

(４) ジェットファン設備は、設置される坑内環境によって故障箇所や寿命が大きく

左右される。新設に当たっては、類似の坑内状況にある既設トンネルの保守来歴

を勘案して対策を考慮する必要がある。 

換気計画は、火災時の運用、渋滞時の運用、段階建設、維持管理および環境上のこと

を十分考慮しなければならない。 



3－10

(５) ジェットファンは、点検作業に交通規制を必要とするため､出来るだけ遠隔監

視の出来る工夫をして､点検時期を延長する考慮が必要である。 

遠隔管理の方法には下記の方法が試行された例がある。 

1) 軸受け振動センサーの取り付けによる振動監視・警報発信と記録装置の設置。 

振動センサーの経年データを分析することで回転体の予防保全を期待するこ

とができる。 

2) 吊り金具荷重センサーの取り付けによる荷重不平衡の監視・警報発信と記録装

置の設置。 本設備は、ターンバックルの緩みと回転体の偏心感知を期待する

ことができる。 

３－５ 取入空気の汚染状態 

換気方式や換気量の決定にも影響するので、換気塔を設ける場合、バックグラ

ウンド濃度調査を行う必要がある。また排気の吸込がないように注意すること。 

３－６ 都市トンネルにおける換気の設計濃度と換気量 

坑口周辺の立地および環境条件により吐出される排気量、あるいは濃度が制限

を受ける場合があるので注意する必要がある。 
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第４節 換気計画 

１．設計一般(標準) 

〔解 説〕 

１－１ 換気計画の概要 

設計は、下記項目について検討が行われなければならない。 

・換気量の設計 

・自然換気の計算 

・機械換気の設計 

・換気方式による換気区分、換気ダクトおよび連絡ダクト等の換気系に関す

る設計 

・換気機、関連電気設備および換気所等の設計 

・換気運用、その他の検討および設計 

・環境対策(坑口付近および換気口の騒音・煤煙等)の検討および設計 

１－２ 設計条件 

条件は下記項目について明示されていなければならない。 

(１) トンネルを含む路線決定と道路規格 

(２) 地形区分(山地、平地、市街地) 

(３) ンネル延長、断面積、代表寸法および縦断勾配 

(４) 標高 

(５) 計画交通量(台／日) 

(６) 設計車速(㎞／ｈ) 

(７) 大型車混入率 

(８) ディーゼル車混入率 

(９) 許容濃度(煤煙、ＣＯ) 

(１０) 一方向、対面の交通方向区分 

２．換気の対象物質および濃度(標準) 

〔解 説〕 

当該道路の設計速度に応じ、次の表に示す値を標準とする。 

設 計 速 度 
煤煙の設計濃度 

(100ｍ透過率) 
一酸化炭素の設計濃度 

80 km／h 以上 50 % 

60 km／h 以下 40 % 
100 ppm 

なお、交通が渋滞をする場合、完成時４車線を暫定供用で対面交通２車線の場合は煤

煙の設計濃度を 30％まで下げても止むを得ない。 

換気施設の設計は、その各段階に応じ、必要かつ十分な精度で行われなければならな

い。 

換気施設の設計の対象とする有害物質は、煤煙及び一酸化炭素とする。 

換気施設の設計に用いる煤煙及び一酸化炭素の設計濃度は、トンネル内の交通の安全

性及び快適性並びに維持管理作業の安全性を確保するために必要な値とするものと

する。 

出典：[2] 

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P19 
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また、渋滞時の CO 設計濃度は、下記フローに従い決定する。 

図３－４－２ 吸収したＣＯ濃度、時間および動作と血液中のＣＯ－Ｈｂ生成との関係 

通行者のトンネル内滞在時間が長い場合(１時間程度)は、ＣＯ設計濃度を低く押さえ

る必要がある。 また、維持修繕工事に長時間にわたり従事する作業員に対する労働衛

生面に配慮する必要がある。 

表３－４－２(ａ) 換気量計算に用いる有害成分の排出量(平成 25 年以降対象) 

また、トンネル坑口付近は信号機などによりトンネル内に滞留する車両(アイドリ

ング状態)の１台当たりのＣＯ排出量は試験値を参考に従来からの大型車、小型車と

もに 0.001ｍ３/(min・台)とする。 

トンネル出口直近に信
号がある

歩道を有するトンネルで
歩行者が著しく多い

トンネル内に車輌が滞
留する時間

一酸化炭素暴露時間

「吸収した一酸化炭素
濃度、時間および動作
と血液中のCOーHb生
成との関係」より許容一
酸化炭素濃度の決定

許容一酸化炭素濃度に
対応した能力の換気設
備を計画する

＜トンネル特殊条件＞

出典：[図 3-4-2（a）]

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P29 

平均値 標準偏差

小型車

大型車

小型車 0.3ｍ２/(km・台） 0.3ｍ２/(km・台）

大型車 1.5ｍ２/(km・台） 0.5ｍ２/(km・台）

有害成分 車種
排出量

備考

渋滞時の排出量

0.005ｍ３/(km・台）

一酸化炭素
（ＣＯ）

煤　　　　煙

0.005ｍ３/(km・台） 考えない

出典：[図 3-4-2（a）

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P26 
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３．交通量(標準) 

〔解 説〕 

３－１ 計算のフロー 

(１) 設計交通量              (２)設計時間交通量  

なお、設計時間交通量は、計画目標年(供用 20 年後)の推定交通量に、30 番目時

間交通量の割合と上下車線の重方向の割合を掛けたものである。 

３－２ 設計交通量 

(１) 基本交通容量 

多車線道路の基本交通容量……………１車線当り   2200 PCU／ｈ 

２方向２車線道路の基本交通容量……往復合計で   2500 PCU／ｈ 

(２) 可能交通容量 

      Ｃ＝ＣＢ×γＬ×γＣ×γＩ                ……(４－３－１) 

      Ｃ ：道路可能交通容量(PCU／h) 

      ＣＢ ：基本交通容量(PCU／h) 

      γＬ，γＣ，γＩ：各種の補正率 

1) 車線幅員(γＬ) 

 表３－４－３(ａ) 車線幅員による補正率γＬ

車線幅員 WL(ｍ) 補正率 γL

3.25 

3.00 

2.75 

2.50 

1.00 

0.94 

0.88 

0.82 

換気施設の設計に用いる交通量は、当該トンネルの設計交通容量を用いることを原則

とする。ただし、当該道路の設計時間交通量が設計交通容量を大幅に下まわる場合には、

交通量として設計時間交通量を用いることができる。 

γＬ：車線幅員による補正率 Ｋ値

γＣ：側方余裕幅による補正率

γＩ：沿道状況による補正率 Ｄ値

Ｎ　：車線数

計画水準による低減率

γｒ：大型車混入率による補正係数

　 基　本　交　通　容　量

　  交通可能容量（台／時）

  　設計交通容量（台／時）

　  計画交通量（台／日）

  設計時間交通量（台／時）可能交通容量（pcu／時）

出典：[(a)] 

道路の交通容量 

(昭和 59 年度版) 

（59.9）P24 
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2) 側方余裕(γＣ) 

表３－４－３(ｂ) 車線余裕幅による補正率γＣ

補 正 率 γc
側方余裕幅 Wc(ｍ) 

片側だけの不足 両 側 不 足 

   0.75 以上 

0.50 

0.25 

0.00 

1.00 

0.98 

0.95 

0.93 

1.00 

0.95 

0.91 

0.86 

3) 沿道状況(γI) 

表３－４－３(ｃ) 沿道状況による補正率γI

(駐停車の影響を考慮する必要がない場合) 

市街化の程度 補 正 率 

市街化していない地域 0.95～1.00 

幾分市街化している地域 0.90～0.95 

市街化している地域 0.85～0.90 

(駐停車の影響が考えられる場合) 

市街化の程度 補 正 率 

市街化していない地域 0.90～1.00 

幾分市街化している地域 0.80～0.90 

市街化している地域 0.70～0.80 

３－３ 設計交通容量 

       設計交通量＝Ｃ×(Ｑ／Ｃ)×γｒ           ……(４－３－２) 

      ここに、Ｃ  ：道路可能交通容量(ＰＣＵ／h) 

          Ｑ／Ｃ：低減率 (交通量と交通容量の比) 

          γｒ  ：大型車混入による補正率 

(１) 低 減 率 

表３－４－３(ｄ) 計画水準による低減率  

低減率(交通量・交通容量比) 
計画水準 

地 方 部 都 市 部 
適用する道路 

１ 

２ 

３ 

0.75 

0.85 

1.00 

0.80 

0.90 

1.00 

・高サービスの第１種の道路 

・その他の道路 

・原則として採用しない 

表中の「高サービス」とは、ＨＣＭ(1965 年版) によるサービス水準区分のＡ～

ＦのＣ段階までを言う。Ｃ段階とは、交通はまだ安定した流れの範囲にあるが、

車線変更あるいは追い越しをする自由が制約される。 

計画水準１：計画目標年次において、予想される年間最大ピーク時間交通量が可

能交通容量を突破することはない。30 番目時間交通量が流れる状

態においてはある速度(速度の自由な選択はできない)での定常的

走行が可能である。 

出典：[(b)] 

道路の交通容量 

(昭和 59 年度版) 

（59.9）P25 

出典：[(c)] 

道路の交通容量 

(昭和 59 年度版) 

（59.9）P27 

出典：[(1)] 

道路の交通容量 

(昭和 59 年度版) 

（59.9）P84 
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= (100- )+E
100

r L r L

計画水準２：計画目標年次において、年間 10 時間程度は予想されるピーク時間交

通量が可能交通容量を突破して大きな交通渋滞を発生することがあ

る。30 番目時間交通量が流れる状態においては、一定速度の走行は

むずかしくなり、速度の変動が現れる。 

計画水準３：計画目標年次において、年間 30 時間程度は予想されるピーク時間交

通量が可能交通容量を突破して大きな交通渋滞を発生する。30 番目

時間交通量が流れる状態においては走行速度は常に変動し停止に至

ることもある。 

(２) 大型車混入による補正係数 

                                ……(４－３－３) 

      ここに、γｒ ：大型車混入による補正率 

          Ｅｒ ：大型車の乗用車換算係数 

          γＬ ：大型車混入率(％) 

出典：[(2)] 

道路の交通容量 

(昭和 59 年度版) 

（59.9）P29 
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1) 大型車の乗用車換算係数 

表３－４－３(ｅ) 大型車の乗用車換算係数Ｅｒ

２車線道路(大型車混入率％) 多車線道路(大型車混入率％) 
勾配 

勾配長

(km) 10 30 50 70 90 10 30 50 70 90 

3%以下 － 2.1 2 1.9 1.8 1.7 1.8 1.7 1.7 1.7 1.7 

4% 

0.2 

0.4 

0.6 

0.8 

1.0 

1.2 

1.4 

1.6 

2.8 

2.8 

2.9 

2.9 

2.9 

3.0 

3.0 

3.0 

2.6 

2.7 

2.7 

2.7 

2.8 

2.8 

2.8 

2.9 

2.5 

2.6 

2.6 

2.6 

2.7 

2.7 

2.7 

2.8 

2.3 

2.4 

2.4 

2.5 

2.5 

2.5 

2.5 

2.6 

2.2 

2.3 

2.3 

2.4 

2.4 

2.4 

2.4 

2.5 

2.4 

2.4 

2.5 

2.5 

2.5 

2.6 

2.6 

2.6 

2.3 

2.4 

2.4 

2.4 

2.4 

2.5 

2.5 

2.5 

2.2 

2.3 

2.3 

2.4 

2.4 

2.4 

2.4 

2.5 

2.2 

2.3 

2.3 

2.3 

2.4 

2.4 

2.4 

2.4 

2.2 

2.2 

2.3 

2.3 

2.3 

2.4 

2.4 

2.4 

5% 

0.2 

0.4 

0.6 

0.8 

1.0 

1.2 

1.4 

1.6 

3.2 

3.3 

3.4 

3.5 

3.5 

3.6 

3.6 

3.7 

3.0 

3.1 

3.2 

3.2 

3.3 

3.4 

3.4 

3.4 

2.8 

2.9 

3.0 

3.0 

3.1 

3.1 

3.2 

3.2 

2.7 

2.8 

2.8 

2.9 

2.9 

3.0 

3.0 

3.1 

2.6 

2.7 

2.7 

2.8 

2.8 

2.9 

2.9 

2.9 

2.7 

2.9 

2.9 

3.0 

3.0 

3.1 

3.1 

3.2 

2.6 

2.7 

2.8 

2.9 

2.9 

3.0 

3.0 

3.0 

2.6 

2.7 

2.7 

2.8 

2.8 

2.9 

2.9 

3.0 

2.6 

2.7 

2.7 

2.8 

2.8 

2.9 

2.9 

2.9 

2.5 

2.6 

2.7 

2.7 

2.8 

2.8 

2.8 

2.9 

6% 

0.2 

0.4 

0.6 

0.8 

1.0 

1.2 

1.4 

1.6 

3.4 

3.5 

3.7 

3.8 

3.9 

4.0 

4.1 

4.1 

3.2 

3.3 

3.5 

3.6 

3.6 

3.7 

3.8 

3.9 

3.0 

3.1 

3.3 

3.4 

3.4 

3.5 

3.6 

3.7 

2.8 

3.0 

3.1 

3.2 

3.3 

3.3 

3.4 

3.5 

2.7 

2.9 

3.0 

3.1 

3.1 

3.2 

3.3 

3.3 

2.9 

3.1 

3.2 

3.3 

3.3 

3.4 

3.5 

3.6 

2.8 

2.9 

3.1 

3.2 

3.2 

3.3 

3.4 

3.4 

2.7 

2.9 

3.0 

3.1 

3.1 

3.2 

3.3 

3.3 

2.7 

2.8 

3.0 

3.0 

3.1 

3.2 

3.2 

3.3 

2.7 

2.8 

2.9 

3.0 

3.1 

3.1 

3.2 

3.3 

7% 

0.2 

0.4 

0.6 

0.8 

1.0 

1.2 

1.4 

1.6 

3.5 

3.7 

3.9 

4.0 

4.2 

4.3 

4.5 

4.6 

3.3 

3.5 

3.6 

3.8 

3.9 

4.0 

4.2 

4.3 

3.1 

3.3 

3.4 

3.5 

3.7 

3.8 

3.9 

4.0 

2.9 

3.1 

3.3 

3.4 

3.5 

3.6 

3.7 

3.8 

2.8 

3.0 

3.1 

3.2 

3.3 

3.5 

3.6 

3.7 

3.0 

3.2 

3.4 

3.5 

3.6 

3.7 

3.8 

3.9 

2.9 

3.1 

3.2 

3.3 

3.4 

3.5 

3.7 

3.8 

2.8 

3.0 

3.1 

3.3 

3.4 

3.5 

3.6 

3.7 

2.8 

3.0 

3.1 

3.2 

3.3 

3.4 

3.6 

3.7 

2.8 

2.9 

3.1 

3.2 

3.3 

3.4 

3.5 

3.6 

出典：[(a)] 

道路の交通容量 

(昭和 59 年度版) 

（59.9）P31
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３－４ 設計時間交通量 

(１) 設計時間交通量は、計画交通量から、その路線の交通量の変動特性を考慮して

求めるものとする。 

(２) 設計時間交通量は、計画目標年における 30 番目時間交通量とすることを標準と

する。 

設計時間交通量は次の式による。 

1) ２車線道路の場合 

  設計時間交通量＝計画交通量×
100
Ｋ

      (両方向合計 台／h) 

2) 多車線道路の場合 

  設計時間交通量＝計画交通量×
100
Ｋ

×
100
Ｄ

   (重方向合計 台／h) 

ここに、Ｋ：計画交通量(年平均日交通量)に対する設計時間交通量(通常は 30

番目時間交通量)の割合で、通常百分率で表す。 

Ｄ：往復合計の交通量(１時間単位)に対する重方向交通量の割合で、

通常百分率で表す。 

① Ｋ 値 

次の値を使用する。 

区 分 K 値 

山地部 14 

平地部 12 

都市部 9 

                             図３－４－３ 

                        年平均日交通量と時間交通量との関係 

② Ｄ 値 

当該路線に於けるＤ値が不明な場合は、 

換気の設計にあたって次を標準とする。 

③ 大型車混入率 

大型車混入率は、原則として計画交通量推計時に用いられた年平均大型車混

入率を用いる。 路線特有の事情が有る場合は、類似路線を設定し、その値を準

用・予測するものとする。 

区 分 D 値 

山地部 55 

地方部 60 

出典：[3-4] 

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P16 

出典：[①] 

道路の交通容量 

(昭和 59 年度版) 

（59.9）P80 
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３－５ 交通量選定留意点 

換気設備の設計交通量は、設計交通容量とすることを原則とする。設計時間交

通量が大幅に下回る場合には、設計交通量として設計時間交通量とすることがで

きる。 

設計時間交通量が設計交通容量を上回る場合は、設計交通容量を選定する。そ

の根拠は、道路トンネル技術基準(換気編)・同解説 p14「すなわち、換気量は設計

交通容量を最終段階とする各種交通状態に対する換気量のうち最も大きなものを

採用することになる。」である。 

出典：[3-5] 

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P14 
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４．換気量の算定(標準) 

４－１ 計算のフロー 

４－２ 基準換気量 

トンネルの換気は排気ガス中の煤煙および一酸化炭素を対象とし、各々の基準

換気量は次式による。設計換気量は大きい方の値をとるものとする。 

……(４－４－１) 

        ここに Ｑ０ ：基準換気量(m2／sec) 

            ｑ０ ：単位基準換気量 

            Ｎ  ：交通量(台／時) 

            Ｌ  ：トンネル延長(m) 

Q =q N L 1000
1

0 0

出典：[4-1] 

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P15 

出典：[4-2] 

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P64 

図３－４－４(ａ) 煤煙を例とした交通量から所要換気量を求める過程

基本交通容量(pcu/h)

可能交通容量(pcu/h)

 ・ 車線幅員

 ・ 沿道状況などによる補正
 ・ 側方余裕

計画水準による補正

設計交通容量(pcu/h)

設計交通容量
台数換算(台/h)

大型車混入率

換気計画上の設計速度(km/h)

(設計交通容量時の走行速度)

煤煙の設計濃度設定

設計交通容量による

単位換気量(ｍ
3
・ｈ/(ｓ・km・台))

設計交通容量による

所要換気量(ｍ
3
/ｓ)

所要換気量の比較

設計時間交通量による値が
大幅に下まわる

設計交通容量による

所要換気量を用いる

ＱＶ曲線等による速度設定

 ・ 大型車混入率

 ・ 1台当たりの排出ガス発生量

 ・ トンネル断面

 ・ 速度勾配補正

 ・ 標高補正

計画交通量(台/日)

(年平均日交通量)

 ・ Ｋ値

 ・ Ｄ値

設計時間交通量(台/ｈ)

大型車混入率

設計時間交通量
乗用車台数換算(pcu/h)

換気計画上の設計速度(km/h)

(設計時間交通量時の走行速度)

煤煙の設計濃度設定

設計時間交通量による

単位換気量(ｍ
3
・ｈ/(ｓ・km・台))

 ・ トンネル延長

設計時間交通量による

所要換気量(ｍ
3
/ｓ)

設計時間交通量による

所要換気量を用いる

注)　トンネル1本当たり

将来年次 ； 通常

20年後

Ｙes

No
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(１) 単位基準換気量 

1) 煤煙排出量 

煤煙の排出量の平均値、標準偏差および微粒子率は、実態調査および自動車

排出ガス規制の動向をもとに表３－４－４(ａ)の値を用いることとした。 

なお、平成 24 年以前にトンネルが供用するなどで換気施設の不足が生じるおそ

れがある場合には、表３－４－４(ｂ)に示す当該年の排出量が参考となる。 

自動車群の大型車混入率をγＬとすると、自動車群に対する排出量の平均値μ

および標準偏差σは次のとおり求められる。 

μ＝γＬ×μ1＋(1－γＬ)×μ2

σ2＝γＬ×{σ1
2＋(μ1－μ)2}＋(1－γＬ)×{σ2

2＋(μ2－μ)2} 

記 号 

補正後の大型車の平均排出ガス量 μ1(m
2/km) 

 〃 の小型車の   〃 μ2( 〃 ) 

 〃 の大型車のμ1 に対する標準偏差 σ1( 〃 ) 

 〃 の小型車のμ2   〃 σ2( 〃 ) 

煤煙の排出量の平均値 μ( 〃 ) 

 〃   μに対する標準偏差 σ( 〃 ) 

2) ＣＯに対する単位基準換気量 

    ……(４－４－２) 

 ここに、μ ＝ 5 ／㎞＝ 0.005 m
３
／㎞ 

      ＫＣＯ＝ 100 ppm 

∴

q = 3600 K 100
CO -6

q = 3600 100 10
0.007

=0.01944 0.020 -6

0.005 

出典：[(1)] 

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P58 

出典：[b] 

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P63 

表３－４－４(ａ) 煤煙の 1 台当たりの排出量【平成 25 年以降対象】

表３－４－４(ｂ) 煤煙の 1 台当たりの排出量【平成 20～24 年対象】
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４－３ 所要換気量と補正係数 

(１)煤煙排出量の補正 

煤煙の排出量の平均値μおよび標準偏差σを求めるための補正は、表３－４

－４(ａ)の排出量に走行速度による補正係数(ｋｖ)、縦断勾配による補正係数

(ｋＬ, ｋＳ)、標高による補正係数(ｋｈ)を用いて次式により行う。 

μ1＝{μＬ×ＲＬ×ｋｖ×ｋＬ×ｋｈ}＋μＬ×(1－ＲＬ) 

σ1＝{σＬ×ＲＬ×ｋｖ×ｋＬ×ｋｈ}＋σＬ×(1－ＲＬ) 

μ2＝{μＳ×ＲＳ×ｋｖ×ｋＳ×ｋｈ}＋×(1－ＲＳ) 

σ2＝{σＳ×ＲＳ×ｋｖ×ｋＳ×ｋｈ}＋×(1－ＲＳ) 

記 号 

大型車の平均排出ガス量 μＬ(m2/km) 

小型車の   〃 μＳ( 〃 ) 

大型車のμＬに対する標準偏差 σＬ( 〃 ) 

小型車のμＳ   〃 σＳ( 〃 ) 

大型車の煤煙排出量に占める微粒子の比率  ＲＬ( 〃 ) 

小型車の   〃  ＲＳ( 〃 ) 

速度補正係数  ｋｖ( 〃 ) 

大型車の速度勾配補正係数  ｋＬ( 〃 ) 

小型車の   〃  ｋＳ( 〃 ) 

標高補正係数  ｋｈ( 〃 ) 

1) 縦断勾配および走行速度による煤煙排出量の補正 

自動車排出ガスの煤煙濃度は従前から道路の縦断勾配や走行速度などによ

って変化することが実験によって確かめられている。縦断勾配および走行速

度による補正係数は最近の台上試験の結果 1)などから次に示す速度勾配補正

係数が与えられている。 

図３－４－４(ｂ)および表３－４－４(ｃ)は、表３－４－４(ａ)に示す平

成 25 年以降の排出量に対する縦断勾配による補正係数である。このとき走行

速度による補正係数はｋｖ＝1.0 を用いる。また、表３－４－４(ｄ)および図

３－４－４(ｃ)、表３－４－４(ｅ)は、表３－４－４(ｂ)に示す煤煙排出量

が低減されるまでの期間(平成 20～24 年)に対する走行速度および縦断勾配に

よる補正係数である。なお、4％を超える縦断勾配となる場合の速度勾配補正

係数については、現時点では把握できていないため、個別に十分な検討を行

ったうえで設定する必要がある。 

出典：[4-3] 

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P59 
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出典：[4-3] 

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P61 

出典：[4-3] 

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P62 

図３－４－４(ｂ) 速度勾配補正係数(煤煙対象)(ｋＬ、ｋＳ)【平成 25 年以降対象】

表３－４－４(ｃ) 速度勾配補正係数(煤煙対象)(ｋＬ、ｋＳ)【平成 25 年以降対象】

表３－４－４(ｄ) 速度補正係数(煤煙対象)(ｋｖ)【平成 20～24 年対象】

図３－４－４(ｃ) 速度勾配補正係数(煤煙対象)(ｋＬ、ｋＳ)【平成 20～24 年対象】
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2) 標高による煤煙排出量の補正 

トンネルの標高によっても自動車の排出ガス量は影響を受ける。煤煙に関

する標高補正係数については、昭和 43 年に建設省土木研究所が実地走行実験

を行った結果であり従来からこれを用いてきた。将来、高地におけるトンネ

ル換気の運用例が増加し、資料の蓄積ができた段階で修正されることとなろ

うが、当面は従来のものを踏襲して図３－４－４(ｄ)によることとした。 

図３－４－４(ｄ) 標高補正係数(ｋｈ) 

出典：[表 3-4-4（e)]

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P63 

表３－４－４(ｅ) 速度勾配補正係数(煤煙対象)(ｋＬ、ｋＳ)【平成 20～24 年対象】
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５．自然換気力および交通換気力(標準) 

５－１ 自然換気力 

(１) トンネル内に自然風Ｕｎ が吹いている状態では、次式で定義される圧力差が、

両坑口間に作用していることとなる。 

             ……(４－５－１) 

     ここに、△ＰＭＴＷ：坑口間自然換気力(Pa) 

               ζｅ  ：トンネル 入口損失係数(0.6) 

                λ   ：トンネル壁面摩擦損失係数(0.025) 

                Ｌ   ：トンネル延長(ｍ) 

              Ｄ ：トンネル代表寸法(ｍ) 

             Ｕｎ  ：自然風によるトンネル内平均風速(m/s) 

             特に資料がない場合は、2.5(m/s)を標準とする。 

             ｒ ：交通空間を表す 

               ρ  ：空気の密度(1.2 ㎏／m
３
) 

この圧力差が生じる要因に、トンネル坑口間の気象的気圧勾配差、トンネル内

外の温度差に基づく圧力差およびトンネルの外に吹く自然風がトンネル内に吹き

込もうとする堰止め圧力差等がある。 

図３－４－５(ａ) 抵抗となる自然換気力 

⊿PMTW= 1+ e+ D
L

r 2 Un2   (Pa)

（等価円直径）  D = 
トンネル周長

4×トンネル断面積

坑
口

間
自

然
換

気
力

⊿
Ｐ

M
T
W
(
P
a
)
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５－２ 交通換気力 

(１) 一般にトンネル内を走行する自動車のピストン作用による交通換気力は、定常

状態において次式により求めることができる。 

    ……(４－５－２) 

ここに、△Ｐt ：交通換気力 

     ρ  ：トンネル内空気密度(1.2 ㎏／m
３
) 

     Ａｍ ：自動車等価抵抗面積(㎡) 

Ａｍ＝(1－γＬ)･(Ａc･ξc)ｓ＋γＬ･(Ａc･ξc)Ｌ 

ここに (Ａc･ξc)ｓ：小型車の等価抵抗面積 

(Ａc･ξc)Ｌ：大型車の等価抵抗面積 

最近の自動車の前面投影面積を車種ごとに整理すると表３－４－５(ａ)に示す

とおりとなる。 

表３－４－５(ａ) 自動車前面投影面積(㎡)1)

大型車 小型車 

6.88 2.45 

自動車の抵抗係数は、自動車の形状や前面投影面積によって異なるもので、近

年の環境への配慮、燃費向上などの社会的要請により変化してきていることから

見直しを行うこととした。大型車の導風板の有無や荷台形状(ボックスの有無)に

着目した模型実験を実施し、軽自動車および乗用車、大型車の車両形状別に抵抗

係数を占積率(トンネル断面積に占める車の前面投影面積)で整理した。 

表３－４－５(ｂ)は、大型車の車両形状を導風板の有無、ボックスの有無とし

て実施した一般国道における実態調査(平成 17 年度)に基づく構成比である。 

表３－４－５(ｂ) 大型車の車両形状構成比(％) 

車両形状 構成比 

導風板有 20 

ボックス無、導風板無 40 

ボックス有、導風板無 40 

模型実験と車両形状の実態調査の結果などから、大型車と小型車別に占積率と

抵抗係数の関係を解析した結果は、図３－４－５(ｂ)に示すとおりであり、大型

車で占積率 25％まで、小型車では占積率 15％までは、次式のように一次式で表す

こととした。なお、大型車の車両形状構成比が実態調査などにより表３－４－５

(ｂ)に示す値と大幅に異なる場合は、その構成比により別途検討した値を用いて

も良いものとする。 

⊿Pt= Ar
Am

2 n+ Vt(+)-Ur 2- Ar
Am

2 n- Vt(-)+Ur 2

出典：[(1)] 

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P81 
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ξＣＬ＝0.0309ｘ＋0.724                          (３.３.４) 

ξＣｓ＝0.0140ｘ＋0.308                          (３.３.５) 

ここで、ξＣＬ：大型車の自動車抵抗係数

ξＣｓ：小型車の自動車抵抗係数 

 ｘ ：占積率(％) 

図３－４－５(ｂ) 占積率と自動車抵抗係数の関係 1)

この結果をもとにトンネル断面積毎の自動車等価抵抗面積を求めると、表－３

－４－５(ｃ)、図３－４－５(ｃ)に示すようになる。 

表３－４－５(ｃ) 自動車等価抵抗面積 

なお、式(３.３.３)に式(３.３.４)、式(３.３.５)、表３－４－５(ａ)の値を

代入すると次式が得られる。 

Ａｍ＝0.78＋
9.1

Ａｒ

＋ 4.21＋
137

Ａｒ

γＬ (３.３.６) 

図３－４－５(b) 自動車等価抵抗面積 

出典：[(1)] 

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P82 

出典：[4-5] 

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P81～83 

図３－４－５(ｃ) 大型車混入率と自動車等価抵抗面積 
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     Ａｒ ：車道断面積(m2) 

     ｎ＋ ：車道内の風向と同方向に向う自動車の台数 

     ｎ－ ：車道内の風向と逆方向に向う自動車の台数 

    Ｖｔ(+) ：車道内の風向と同方向に向う自動車の速度(ｍ／sec) 

    Ｖｔ(-) ：車道内の風向と逆方向に向う自動車の台数(ｍ／sec) 

     Ｕｒ  ：車道内風速(ｍ／sec) 

(２) 対面交通のトンネルでは互いに打消し合って逆に抵抗となって作用することが

ある。 
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５－３ 交通換気図 

自然換気力と交通換気力によって生じるトンネル内の圧力上昇は両者の組合せ

により次式のとおりとなる。 

    …… (４－５－３) 

(１) 一方向交通トンネルの場合  

前式における換気風(Ｕr )とピストン作用および自然風の作用する方向の組合

せは、一方向交通トンネルを対象にして考慮すると分りやすい。 

1) 自然風の方向および交通方向がトンネル内風向と同じ場合 

(Ｕｒ≧０, Ｕｎ≧０；図３－４－５(ｄ)の(Ⅰ)象限) 

    (４－５－４) 

2) 自然風の方向がトンネル内風向および交通の方向と逆の場合 

(Ｕr ≧０, Ｕn ≦０；図３－４－５(ｄ)の(Ⅱ)象限) 

     (４－５－５) 

3) 交通方向がトンネル内風向および自然風の方向と逆の場合 

(Ｕr ≦０, Ｕn ≦０；図３－４－５(ｄ)の(Ⅲ)象限) 

     (４－５－６) 

上式を用いて計算した例を図３－４－５(ｄ)に示す。 

縦軸のＵr は、交通と自然風によって生じる換気風速、横軸のＵn は自然風領風

速、陰線で示すＱ／Ａr 曲線は、トンネル必要換気風速の軌跡で、左側の域では機

械換気が必要であることを示す。 

図３－４－５(ｄ) 一方向交通トンネルの交通換気図の例(その１) 

1+ + D
L

2 U = P Pe r r2 ⊿ t ⊿ MTW

1+ + D
L

2 U = A
A

2 n V -U + 1+ + D
L

2 Ue r r2 r

m
t r 2 e r n2

（順　風）　　　　　（加圧力）　　　　　（順　圧）　

1+ + D
L

2 U = A
A

2 n V +U - 1+ + D
L

2 Ue r r2 r

m
t r 2 e r n2

（順　風）　　　　　（加圧力）　　　　　（逆　圧）　

1+ + D
L

2 U =- A
A

2 n V -U + 1+ + D
L

2 Ue r r2 r

m
t r 2 e r n2

（順　風）　　　　　（加圧力）　　　　　（逆　圧）　
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1+ + D
L

2 U = A
A

2 n V -U -n V +Ue r r2 r

m
+ t r 2 - t r 2

（順　風）　　　　　　　　　（加圧力）　　（抵　抗）　　　　

+ 1+ + D
L

2 Ue r n2

（順　圧）

1+ + D
L

2 U = A
A

2 n V -U -n V +Ue r r2 r

m
+ t r 2 - t r 2

（順　風）　　　　　　　　　（加圧力）　　（抵　抗）　　　　

- 1+ + D
L

2 Ue r n2

（逆　圧）

また、図３－４－５(ｅ)のように表示する方法もある。 

例えば、Un=2.5m/s の場合、交通量が 100 台/h 程度以下の領域で、換気風 Ur が

所要換気量に対して不足する状態が出現するが、それ以外の領域では自然換気が

十分成立することがわかる。 

図３－４－５(ｅ) 一方向交通トンネルの交通換気図の例(その２) 

(２) 対面交通の場合 

対面交通の場合も、一方向交通の場合の計算を応用して計算できる。 

上・下方向別交通量が大きく差のある交通状態では、自然風(Ｕn )がないとき、

対面交通でも交通換気風が存在するので、交通量の多い方向の交通をｎ+ とし、

その方向に吹く換気風Ｕr を正(順風)とすると、1)項と同様に次の３つの式で解

説できる。 

1) 交通量の多い方向と同じ方向に自然風が作用する場合で、換気風が正の時 

(Ｕr ≧０, Ｕｎ≧０) 

    (４－５－７) 

2) 交通量の多い方向と逆の方向に自然風が作用する場合で、換気風が正の時 

 (Ｕr ≧０, Ｕn ≦０) 

    (４－５－８) 
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1+ + D
L

2 U =- A
A

2 n V +U -n V -Ue r r2 r

m
+ t r 2 - t r 2

（逆　風）　　　　　　　　　（抵　抗）　　（加圧力）　　　　

+ 1+ + D
L

2 Ue r n2

（逆　圧）

3) 交通量の多い方向と逆の方向に自然風が作用する場合で、換気風が負のとき、 

   (Ｕr ≦０, Ｕn ≦０) 

    (４－５－９) 

また、各式において、ｎ＋ とｎ－ の値が近づくと、｛  ｝内の数値が負の値とな

る領域がある。この場合は交通換気力が抵抗となることを表し、換気風Ｕr はほと

んど自然風Ｕn の大きさと方向に支配されることになる。 

６．その他の検討 

６－１ 交通渋滞と自然換気 

(１) 延長が短いトンネルでも短い区間をおいて連続していたり、坑口の前後が深い

堀割構造であって清浄でない空気がトンネル内に流入するおそれのある場合は

検討をする必要がある。 

(２) また、渋滞が発生し、トンネル内に車両が滞留したことがある、あるいはその

おそれがある場合も検討をする必要がある。 

(３) 渋滞には、走行・停止を繰り返す渋滞走行状態と事故などによる停止渋滞が考

えられる。それぞれの計算条件を下記に示す。渋滞時の許容一酸化炭素濃度は、

一酸化炭素暴露時間より決定する。 

1) 渋滞走行 

一酸化炭素排出量 7 L/(台・km) 

   車  速  20 km/h 

     交 通 量  交通量は車速より次式により計算する。 

         Ｓ ：最小車頭間隔(m) 

         ＶT：車速(km/h) 

Ｎ0：交通量(pcu/h) 

          Ｎ1：交通量(台/h) 

          γT：大型車による補正係数 

 2)停止渋滞 

一酸化炭素排出量 1 L/(min・台) 

車  速  0 km/h 

交 量 量    交通量は次式により計算する。 

S=5.7+0.14V +0.0022VT T
 2

N = S
1000V

×20
T

N =N ×1 0 T

S=5.7+0.14V +0.0022VT T
 2

N = S
L

×20
r

N =N ×1 0 T

出典：[(a)] 

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P26 
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第５節 換気方式の採用と計算 

換気方式には、縦流式、横流式、半横流式、組合せ換気方式等がある。最近では、建設

費、維持費の関係から、縦流式換気方式が多く採用されている。また、長大トンネルに

おいても電気集じん機の採用により縦流式の採用が可能になってきた。 

従って、本項では縦流式換気方式の代表としてジェットファン(ブースターファン)によ

る換気と、立坑集中排気方式を中心に行う。 

その他の換気方式の計算については「道路トンネル技術基準(換気編)・同解説」を参照

して計算することとする。 

１．ジェットファン(ブースターファン)による換気(標準) 

ジェットファン………正方向と逆方向の風量(＝噴流速度)が同じであり、対面交通に

おいて重方向率が変わった場合や自然風の風向が変わった場

合、火災排煙時に逆方向に同一性能で使いたい時に有利である。 

ブースターファン……正方向のみがジェットファンと同一風量で逆方向は、正方向の

約 50％の風量しか得られない。 

電動機の動力はジェットファンより小さい。 

卓越風があるトンネルや、一方向のみが流れを主にしている 

トンネルでは有利である。 

 なお、一方向交通トンネルで換気／排煙のためブースターファンとジェットファン

を併用することが多い。 

以下ジェットファンをこの両者総称として以降述べる。 

１－１ ジェットファン換気方式の計算 

ジェットファン方式の目的は、トンネル縦方向に作用する交通換気力および自

然換気力を補足するようジェットファンの噴流効果による圧力上昇を発生させ、

これにより所要の換気量を満足しようとする方式である。 

すなわち、図３－５－１において、ジェットファンを矢印の方向に運転し､走行

方向(Ｖt) と自然換気力△ＰMTW が図のような関係にあるとき、車道内に換気風Ｕr 

が図示の方向に流れると、次式の関係が成立する。 

通気抵抗(△Ｐr) ＋抵抗自然風(△ＰMTW)＝交通換気力(△Ｐt)＋ジェットファン

昇圧力(△Ｐｊ) 
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図３－５－１ ジェットファン換気方式の圧力関係図 

(１) ジェットファンの所要台数の算定式 

ジェットファン１台当たりの昇圧力を△Ｐj とすると、所要換気量を満足する

Ｕr の値をもとに、次式によりジェットファン所要台数(ⅰ)を求めることができ

る。 

    ……(５－１－１) 

ここに、 

           ζe ＝0.6(特に断りのない場合) 

          λ ＝0.025(     〃 ) 

          Ｌ ＝トンネル延長 

          Ｄ ＝〃  代表寸法 

              Ｕn ＝自然によるトンネル内平均風速 

          Ｕj ＝ジェットファンの噴流速度(ｍ／sec) 

          Ａj ＝ジェットファンの噴流面積(m2) 

           Ａr ＝車道断面積 (m
２
)  

          Ｕr ＝車道内風速(ｍ／sec) 

          φ  ＝ＡJ ／Ａr

             Ψ  ＝Ｕr ／ＵJ

i= P
P + P - P

⊿ j

⊿ r ⊿ MTW ⊿ t

⊿Pr= 1+ e+ D
L

r 2 Ur2

U = A
Q

=r r トンネル内空断面

必要換気風量

⊿ 抵抗自然風 坑口間自然換気力PMTW= =

= 1+ + D
L

2 Ue r n2

⊿ 交通換気力Pt=

= A
A

2 n V -U - A
A

2 n V +U
r

m
+ t r 2

r

m
- t r 2

P = 2
1 U (1- )

1- (2-3 + )j j
2

2



3－33

交通換気力の算定式は 

1) 一方向交通トンネルの場合 

    …… (５－１－２) 

2) 対面交通トンネルで上・下方向の交通状態が等しい場合  

    ……(５－１－３) 

式(５－１－１)は図３－５－１(ａ)に示すように△ＰMTW が作用する場合の式

であり、順風、逆圧(図３－４－５(ｄ)に示す第２象限領域)のものである。 

① 順風で△ＰMTW の作用する方向が順圧(第１象限)の場合 

    ……(５－１－４) 

② 逆風で△ＰMTW の作用する方向が逆圧(第３象限)の場合 

    ……(５－１－５) 

特に、換気風の方向と△ＰMTW と△Ｐt の作用する方向には常に注意する必要

がある。 

(２) 計算に使用する条件(参考) 

自然風および重方向交通量率については特に資料のない場合は以下を参考とす

る。 

 自 然 風 重方向の交通量率 

一方向交通 2.5 ｍ／s で不利な方向  

対面交通 2.5 ｍ／s で不利な方向 50：50 

(３) ジェットファンの台数と口径は次の事項を検討し選定する。 

1)トンネル内の建築限界外の空間に取付けることを原則とする 

2) 縦方向の取付け間隔と設置台数 

3) 交通量の変化と運転台数 

⊿Pt= Ar

Am
2 n Vt-Ur 2

⊿Pt=-2 Ar

Am
2 2n+ VtUr

i= P
P - P - P

⊿ j

⊿ r ⊿ MTW ⊿ t

i= P
P - P + P

⊿ j

⊿ r ⊿ MTW ⊿ t
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表３－５－１(ａ) ジェットファン昇圧計算に用いる数値 

形  式 口  径 Ａj(ｍ
2) Ｕj(m/s) 

 JF 600   630mm 0.27 30 

 JF 1000 1,030mm 0.83 30 

 JF 1250 1,250mm 1.227 30 

 JF 1500 1,530mm 1.83 30 

注) ① ブースターファン(ＢＦ)は、ＢＦ1250、ＢＦ1500 の２種類があり 

ＡJ・ＵJ は正方向のみＪＦと同値とする。 

② ＪＦ400(口径 400～450 ㎜)の実績もあるが、これはＪＦ600 以上が建

築限界等の関係で取付けられないためで、採用にあたっては噴流速度

に注意をする必要がある。 

③ 低騒音型として消音筒を長くしたＪＦ600 とＪＦ1000 がある。 

④ JF600～1250 については、吹出速度(Uj)を 35(m/s)とした機種が作ら 

れている。 

１－２ ジェットファンの取付間隔 

(１) 延長方向の取付間隔は、噴流エネルギーが換気風エネルギーに十分置換される

ようなミキシング距離を確保する。 

1) 取付場所は電圧降下を考慮すると電気室に近い順に設置するのが望ましい。 

2) 火災の発生を考慮して、一部分散配置することも検討すること。 

3) ミキシング距離を考慮したジェットファンの取付間隔については、既往の実績

から、表３－５－１(ｂ)の値以上とすることを標準とする。 

表３－５－１(ｂ) ジェットファンの取付間隔 

形  式 坑口からの距離(ｍ) ジェットファンの相互間 

 JF 400   80  *    80  * 

 JF 600 80 80 

 JF 1000 140 140 

 JF 1250 160 160 

 JF 1500 180 180 

注) ※ＪＦ 400 は既設トンネルの設置実験であり、検討を行い上記値

より小さい値を採用してもよい。 

(２) 断面取付位置と昇圧効果の減少 

取付方式は天井からの吊下げ式が一般的であり、ジェットファン外径と天井壁

面までの離間距離はほぼ 0.5Ｄ(Ｄはジェットファン口径)を標準としている。この

程度離せば、噴流が壁面において摩擦抵抗を受けることによって昇圧効果が減少

するなどの目立った影響はみられていない。 

しかし、壁面との離間距離が極端に小さくなると、この影響を無視できないので、

確認したうえで設置する必要がある。また、最近は経済性など考慮し、下記の設

置例が多い。 
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(資 料) 

表３－５－１(ｃ) 取付寸法 

形  式 ａ(mm) ｂ(mm) 

 JF 400 200 550 

 JF 600 200 800 

 JF 1000 200 1,200 

 JF 1250 200 1,450 

 JF 1500 200 1,750 

ａ：200 ㎜は最少寸法である。(オーバレイ寸法は含まない) 

ｂ：表３－５－１(ｃ)による。 

ｃ：ジェットファンとトンネル壁面との離隔距離はできるだけ離し

た方が望ましい。 

  しかしながら、200mm 程度とした例もある。 

ｄ：保守管理時にリフト車等の車両が隣車線に入り、交通障害にな

らない様にする。 

  一般に車線幅の１／２以上必要である。 

２．立坑集中排気方式の計算(標準) 

２－１ 立坑集中排気方式における空気流れの基礎 

(１) 立坑排気式換気方式は、立坑底を負圧にすることによって換気風を実現しよう

とする方式である。 なお立坑の代わりに斜坑や横坑による場合も含まれる。 

本換気方式は一般に対面交通トンネルに適用され、トンネルの中央付近に立坑

等を設けることが普通である。この場合の換気系の流路形態は、両坑口から外気

を吸込み、立坑底で合流するＴ字合流管である。(図３－５－２(ａ)) 
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図３－５－２(ａ) 立坑排気換気方式の模式図(合流形) 

(２) 一方向交通トンネルにおいて出口側の坑口からの吐出空気量を軽減する意図か

ら使用される例などがある。この場合の換気系の流路形態は、Ｔ字合流流れの場

合と立坑を挟む片側 (通常は出口側) のトンネルの空気の流れ逆方向となる(通り

抜け)流れが生じる場合とがある。(図３－５－２(ｂ)) 

図３－５－２(ｂ) 立坑排気換気方式の模式図(通り抜け形) 
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A U =A U +U3 3 1 1 2

２－２ 立坑集中排気方式の計算 

(１) 合流流れの場合 

図３－５－２(ａ)において、△ＰＧ は、坑口と立坑口の間に存在する気象的圧

力差を示す。立坑口を基準とすること、およびおおむね加圧力として作用する期

間が長いと判断できるため、△ＰＭＴＷ と区別して定義した。 

△ＰＧ を加圧力とし、Ａ１＝Ａ２ のとき、各Ｕが図３－５－２(ａ)の示す方向に

流れると、立坑底の合流後の全圧ＰＴ３は次式で表される。 

    ……(５－２－１) 

    ……(５－２－２) 

    ……(５－２－３) 

    ここに△ＰＧ１：第①区間のトンネルと立坑口間の気象的圧力差 

        △ＰＧ２：第ＪＪ区間のトンネルと立坑口間の気象的圧力差 

         (いずれも、自然風がトンネルに向かう方向のとき正の符号) 

        Ｐｔ１、Ｐｔ２：交通換気力であり、次式で表される。 

         ｎ＋ は第①→第②へ、 

       ｎ－ は第②→第①区間へ向かう車両台数とする。 

     上式中のξ'１－３ およびξ'２－３ は下流(立坑)の風速を基準とした全圧損失係数 

である。 

(２)通り抜け流れの場合 

図３－５－２(ｂ)に示す通り抜け流れの場合の立坑底における支流の分岐損失

係数は、本流(第①区間)の風速を基準とした圧力損失係数で表し、本流の第②区

間の圧力変化も次のように表すことが一般的である。 

支流の分岐損失係数をζ'１－３ 、本流の分岐損失係数をζ'１－２ とそれぞれ全圧

損失係数で表現し、その他は(１)項と同様に取扱うと、次式のとおり各部の圧力

が得られる。 

第①区間の終わりの全圧力(分岐直前の全圧力)ＰＴ１は   

    ……(５－２－４) 

P = P + P - + D
L

2 U - 2 UT3 ⊿ G1 ⊿ t1 e
1

r 12 1-3' 32

P = P + P - + D
L

2 U - 2 UT3 ⊿ G2 ⊿ t2 e
2

r 22 2-3' 32

⊿Pt1= Ar

Am
2 n+1 Vt-U1 2-n-1 Vt+U1 2

⊿Pt2= Ar

Am
2 n-2 Vt-U2 2-n+2 Vt+U2 2

P = P + P - + D
L

2 UT1 ⊿ G1 ⊿ t1 e
1

r 122
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+ D
L

2 U = + D
L

2 Ue
1

r 12 e
2

r 22

- P + P - P + P⊿ G2 ⊿ G1 ⊿ t2 ⊿ t1

 第②区間の始まりの全圧力(分岐直後の全圧力)ＰＴ２は 

    ……(５－２－５) 

 第②区間の終わり(出口)の全圧力は 

    ……(５－２－６) 

 よって、立坑底の全圧力ＰＴ３は 

    ……(５－２－７) 

(３) 合流および分岐損失係数 

1) Ｔ字合流管の場合 

Ｔ字合流管の場合、図３－５－２(ｃ)のように、合流部分の乱れ等の局部的

な現象に影響されない位置に①、②、③の検査断面を設けると次式の関係が成

立する。 

    ……(５－２－８) 

    ……(５－２－９) 

ξ'１－３ およびξ'２－３ は、合流管の断面積比、流量比、合流角度および隅角

部の形状によって 影響を受ける値である。その一例を表３－５－２(ａ)および

図３－５－２(ｅ)に示す。 

なお、Ｕ１ ＝Ｕ２ の場合、表３－５－２(ａ)よりξ'１－３ －ξ'２－３ ＝０であ

るから、式(５－２－１)および(５－２－２)は、 

と表すことができる。 

2P =P - UT3 T2 2-3' 32

P + 2 U =P - D
L

2 U + PG2 22 T2
2

r 22 ⊿ t2⊿

2P =P - UT3 T1 1-3' 32

P P - 2 UT2 T1 1-2' 12=

P = P - 2 UT3 T1 1-3' 12
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図３－５－２(ｃ) Ｔ字合流管圧力線図(模式図) 

                           Ｕ3 ＞Ｕ1(支流が増速) 

                           Ａ1 ＝Ａ2

図３－５－２(ｄ) Ｔ字合流管圧力線図(模式図) 

表３－５－２ Ｔ字合流管の損失係数 

Ｑ1／Ｑ2 Ｑ2／Ｑ3 ξ′1-3 ξ′2-3 ξ′1-3－ξ′2-3

1.00 0.00 0.91 0.55 0.36 

0.95 0.05 0.84 0.50 0.34 

0.90 0.10 0.78 0.46 0.32 

0.85 0.15 0.71 0.42 0.29 

0.80 0.20 0.64 0.38 0.26 

0.75 0.25 0.58 0.35 0.23 

0.70 0.30 0.52 0.33 0.19 

0.65 0.35 0.46 0.31 0.15 

0.60 0.40 0.40 0.29 0.11 

0.55 0.45 0.34 0.29 0.05 

0.50 0.50 0.31 0.31 0.00 

(注)模型寸法 Ａ１ ＝Ａ２ ＝Ａ３ ＝50 ㎝×50 ㎝、合流部隅切り寸法５㎝×５㎝両側 
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図３－５－２(ｅ) 合流損失係数(模式図) 

2) 通り抜け流れの場合 

図３－５－２(ｄ)において同様にして①、②、③の検査断面を設定すると、

次式が成立する。 

    …(５－２－１０) 

    …(５－２－１１) 

ζ′１－２ 、ζ′１－３ は、分岐管の断面積比、流量比、分岐角度および隅角部の

形状によって影響を受ける値であり、その一例を図３－５－２(ｆ)、(ｇ)に示

す。 

P =P - 2 UT2 T1 1-2' 12

P =P - 2 UT3 T1 1-3' 12
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図３－５－２(ｆ) 本流の分岐損失係数 

図３－５－２(ｇ) 支流の分岐損失係数 

２－３ 立坑下の区間補正(参考) 

対面交通で、交通量が同一であっても「区間距離」「勾配」が違えば必要換気

量が異なる。また、一方向交通では交通換気力の影響を受けるなど立坑下の左右

の圧力状況は同一であることは少なく、バランスを補正する。 

(１) 換気風量の少ない側区間に必要以上の風量を流し、反対側区間と同じ圧力にな

るようにする。 
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                               Ｑ１ｒｅｑ＞Ｑ２ｒｅｑの場合 

                               Ｑ２ ＝Ｑ２ｒｅｑ＋α 

 合流流れで自然風の影響および合流損失を無視すると 

    ……(５－２－１２) 

 になる様にαを決める。 

 Ｑ１ｒｅｑ＋Ｑ２ｒｅｑで排風機を運転すると、実際に流れる換気量はＬ１ 側でＱ１ｒｅｑよ

り少なく、Ｌ２ 側はＱ２ｒｅｑ以上で流れることにより、Ｌ１ 側が量不足となる。 

(２) 左右の圧力差をジェットファンの昇圧力で補正する。 

          Ｑ１ｒｅｑ＞Ｑ２ｒｅｑ

 自然風のない場合、Ｌ１ 側圧力△ＰＲ１＞Ｌ２ 側圧力△ＰＲ２となる。 

この差圧△ＰＲ１－△ＰＲ２が△ＰＪ  (ジェットファン昇圧力) に等しくなる様にジェ

ットファン台数(ｉ)を決める。 

    ……(５－２－１３) 

⊿ ⊿PR1= PR2

⊿

⊿

Pt1- e+ Dr
L1

2 Ar
Q1req 2

= Pt2- e+ Dr
L2

2 Ar
Q2req+ 2

⊿ ⊿PR1+ Vj2 Ar
Aj

1- Vj Ar
Q1req

i= PR2
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(３) じゃま板によって片側に抵抗をつける。 

(２)と同様に△ＰＲ１＞△ＰＲ２の場合は 

  △ＰＲ１＝△ＰＲ２＋△Ｐａ

ここに 

    ……(５－２－１４) 

       ｎ  ＝じゃま板の設置個所数 

 じゃま板には図３－５－２(ｈ)に示す種類がある。一般にはＡ、Ｂ種が使用された

実績がある。 

じゃま板の種類 図３－５－２(ｈ) 

 また、じゃま板の設置間隔および寸法による影響を、図３－５－２(ｉ)および図３

－５－２(ｊ)に示す。 

   図３－５－２(ｉ)設置間隔の影響   図３－５－２(ｊ) じゃま板の寸法による影響  

⊿ じゃま板の圧力損失Pa=

= 2 A
Q

i r

2req 2

⊿Pt2- e+ Dr
L2

2 Ar
Q2req 2

⊿PR1=

- 2 A
Q

ni r

2req 2
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第６節 換 気 機 

本節では、ジェットファン、送・排風機および電気集じん機と付属装置の３項目に大

別する。 

１．ジェットファン(ブースターファン)(標準)    

ジェットファンは、正転・逆転とも同一噴流速度(吹出平均風速)であるが、ブースタ

ーファンは、正転の噴流速度を決めている。  

１－１ 仕様一覧(参考) 

１－２ ジェットファンの構造図 

新規製作機は下記を標準材質とする。 

既設機は、状況に応じて適宜必要箇所の材質を変更する。 

図３－６－１ ジェットファン構造図の例 

換気機は、使用上の条件に合致し、経済的かつ合理的となるよう計算しなければな

らない。 

①本体ケーシング･････SUS304 

②消音筒･････････････SUS304 

③パンチングメタル･･･SUS304 

④羽根車････････････ｱﾙﾐﾆｭｳﾑ合金鋳物 

⑤カバー････････････SUS304 

⑥吸音材････････････グラスウール 

⑦本体吊り金具･･････SUS304 

⑧電動機 

出典：[1-1] 

道路トンネル技術基準

(換気編)・同解説 

 (平成 20 年度版) 

（H20.10）P136 
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１－３ ジェットファンの取付方法 

(１) ファンの取付方法には、固定式および自由吊り下げ式がある。 

(２) 取付けにあたって、基礎ボルト (打込み方式を標準とする) を含め、ファン本

体の保持強度は実荷重の 15 倍以上をとる。なお、基礎ボルトは取付前に、実荷重

の 15 倍以上の載荷試験または引抜試験を行う(最大３ton まで)必要がある。 

(３) コンクリート巻厚が 250 ㎜以下になる場合は、取付金具(基礎ボルト)の支持方

法について検討するものとする。 

(４) ジェットファンの配置については、維持管理性、火災時の排煙運用等を考慮し、

配置場所及び配列を検討するものとする。 

２．送・排風機(標準) 

２－１ 送・排風機の型式    

〔解 説〕 

(１) 軸流式は遠心式に比べて、形状が小型であり、管路の一部に容易に組入れるこ

とができ、効率も他のものに比べて優れている。しかし、高価で騒音が大きい。 

(２) 遠心式は圧力上昇を容易に行える形式のもので、風圧が高くなるほど、小型に

なってくる。目安として、必要送風機全圧が 5000Ｐa 程度に達する場合は、軸流

式と遠心式を比較検討する必要がある。   

(３) 火災時の排煙等に関しては、軸流式は正逆運転により排気が比較的容易であり、

遠心式はダクトの切替えが必要な欠点がある。 

(４) 軸流送風機と遠心送風機の比較表については、道路トンネル技術基準(換気

編)・同解説 p112 を参照すること。 

トンネル換気用として使用される送・排風機(以下送風機という)は、普通、大風量、

低風圧のものであるので、これに適した軸流送風機を採用することを原則とする。 
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２－２ 送・排風機の台数 

〔解 説〕  

(１) 軸流送風機の並列運動では、サージング状態という不安定な運転状態が出現す

ることがあるので、送風機の特性と作動点を充分検討する必要がある。送風機の

台数と速度コントロールによる風量段階は、台数と速度の組合せにより数段階を

設けるが、その台数は普通２～３台、速度は２～３種類程度である。その組合せ

の例をあげると、図３－６－２(ａ)は２台２速度の場合、図３－６－２(ｂ)は３

台２速度の場合、図３－６－２(ｃ)は２台３速度の場合を示した。 

(２) 風量段階を決定するには日交通量の時間別の変化を調査し、各段階を決定する

必要がある。 

(３) トンネル換気はその対象物(トンネル内有害物質の希釈)の即応性が緩慢なため、

あまり細かい風量段階は無意味であり、制御性が悪くなる。  

(４) 制御段階(ノッチ)を選ぶ場合は、消費動力を十分に考慮すべきである。例えば、

図３－６－２(ａ)の２台２速度の場合の送風量と消費動力との関係を表したもの

が表３－６－２(ａ)である。このような結果になった場合、高速１台のノッチは

選択すべきでない。 

図３－６－２(ａ) 並列運転作動線図(２台２速度) 

図３－６－２(ｂ) 並列運転作動線図(３台２速度) 

１換気系に対し、送・排風機は２～３台の並列運転を原則とする。 
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図３－６－２(ｃ) 並列運転作動線図(２台３速度) 

表３－６－２(ａ) 送風量と消費動力(２台２速度の場合) 

高低速運転台数 回転数(%) 送風量(%) 軸動力(%) 

高速２台 100 100 100 

低速２台 75 73.3 42 

高速１台 100 60 43 

低速１台 75 45 18 

２－３ 軸流送風機の選定 

(１) 口  径  

軸流送風機の仕様は、使用条件によってそれぞれ異なるが、風量、風圧がわか

れば図３－６－２(ｄ)により口径、回転数、動力についての概略値を知ることが

できる。    

(例)Ｑ＝100ｍ
３
／ｓ 換気機の口径  3150 ㎜φ    

    回転数     425 rpm 

  Ｐ＝700 Pa の場合 電動機出力   100 kw    

ただし、以下のことに注意を要する。   

1) 本図の全風圧は羽根車１段当りの全風圧を示すもので、羽根車の段数の増加に

より圧力を段数倍とすることができる。    

2) 段数は３段を限界とする。   

3) 羽根先端速度 90～100 ｍ／ｓ以下ではアルミニウム合金鋳物製の羽根で十分で

ある。しかし、先端速度がこれ以上になると、材質や加工上の問題で送風機価

格が高価となり、騒音も大きくなる。 

4) 電動機出力はジェットファンは、正転・逆転とも同一噴流速度(吹出平均風速)

であるが、ブースターファンは、正転の設置される地域の気温・標高にも影響

されるので次項により算出する方がよい。 

1000

800

600

400

200

0

風
圧

（
P

a
）

中速1台

低速1台

低速2台



3－48

5) 電動機直結の場合は、回転数が決まってしまうので口径に制約がある。    

 羽根先端速度＝羽根外径×同期回転数   

ここに、 

       ｆ：電源周波数 50・60Hz 

       Ｐ：電動機の極数  

図３－６－２(ｄ) 軸流送風機の諸元線図 

２－４ 送風機の動力と電動機 

(１) 送風機の動力と電動機 

1) 送風機の動力 

    ……(６－２－１) 

    ……(６－２－２) 

 ここに、ＡＫＷ：理論空気動力(kW) 

     ＳＫＷ：送風機軸動力(kW) 

     Ｑ ：風    量(m
３
/s) 

     ＰＴＯＴ：全  風  圧(Pa) 

      η ：送風機効率  (一般に 80％) 

= P
120×f

同期回転数 

A = 1000
Q P

KW
TOT

S =
A

= 1000
Q P

KW
KW TOT
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P0
P1 =(1-0.022557H )5.2561

2) 送風機の軸動力は温度および大気圧に対して次式により補正する。 

    ……(６－２－３) 

 ここに、ＳＫＷ１：ｔ１ 、Ｐ１ に変化したときの軸動力   

     ＳＫＷ０：ｔ０ ＝20℃、Ｐ０ ＝101.3kPa(760 ㎜ Hg)のときの軸動力 

   ｔ０ 、ｔ１ ：温 度(℃) 

   Ｐ０ 、Ｐ１ ：大気圧(kPa) 

 なお、標高による大気圧の変化は対流圏(標高 11 ㎞以下)では次式である。 

    ……(６－２－４) 

 ここに、Ｈ：送風機設置位置の標高(km) 

3) 電動機出力および入力 

 電動機出力  ＭＫＷ＝ＳＫＷ１ ・(１＋α)        ……(６－２－５) 

 電動機入力  Ｍ１ ＝ＭＫＷ／ηｍ            ……(６－２－６) 

      ここに、α：電動機余裕係数(一般に 5～10％) 

         ηｍ ：電 動 機 効 率(一般に 90～95％) 

S = S 273+ t
273+ t

P
P

KW1 KW0 1
0

0
1
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２－５ 送風機の据付・配置 

送風機は構造上、立形と横形があり、横形および立形軸流送風機の代表的な構

造図を図３－６－２(ｅ)～(ｆ)に示す。 

軸流送風機の横型と縦型の比較については、道路トンネル技術基準(換気編)・同

解説 p118 を参照のこと。 

図３－６－２(ｅ) 横形軸流送風機 

図３－６－２(ｆ) 立形軸流送風機 
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２－６ 風量制御の方法と段階 

風量制御の方法には次の種類がある。 

・回転数制御法 

・動翼可変制御法 

・台数制御法 

表３－６－２(ｂ) 風量制御方式の比較(参考) 

一般には台数コントロールと、スピードコントロール、あるいは可変ピッチコ

ントロールとの組合せが採用されている。 

可変ピッチコントロールの一例を図３－６－２(ｇ)に、可変ピッチ特性の一例を

図３－６－２(ｈ)に示す。 

図３－６－２(ｇ) 可変ピッチコントロールの一例 
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図３－６－２(ｈ) 動翼可変制御法の特性例 

２－７ 送風機の発生騒音 

(１) 送風機の騒音 

     ＬＡ ＝ＬＳＡ＋10 log１０Ｑ・Ｐ２           ……(６－２－７) 

        ここに、ＬＡ ：騒音レベル dB(A) 

            ＬＳＡ：比騒音レベル dB(A)   ……軸流送風機では 10dB(A)程度 

            Ｑ  ：風  量  m3／min 

            Ｐ  ：全風圧  Pa 

図３－６－２(ｉ) 各種送風機の騒音 
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図３－６－２(ｊ) ２騒音の合成計算図 

(２) 基本周波数は次式で求められ、この基本周波数の１、２、３倍の周波数に顕著

なピークが発生するのが普通である。 

    ……(６－２－８) 

     ここに、Ｆ：基本周波数(Hz) 

           Ｎ：送風機の回転数(rpm) 

           Ｚ：羽根の枚数 

騒音の測定位置については JIS B 8330 の送風機試験方法に、測定方法について

は JIS 8731 騒音レベル測定方法による。 

３．電気集じん機および付属装置 

(１) 電気集じん機はトンネル内の煤煙の一部を除去して煤煙濃度を改善するもので

ある。しかし、ＣＯ濃度の改善はできない。 

(２) このためＣＯ濃度が限界に達する地点で空気の入れ替えを行わなければならな

い。 

(３) 電気集じん機を縦流換気方式に適用することにより適用トンネル延長の拡大が

可能になった。 

なお、計画、使用にあたっては十分検討を行う必要がある。 

F = 60
N Z
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図３－６－３(ａ) トンネル用電気集じん機の設置例 

図３－６－３(ｂ) トンネル用電気集じん機の構成例(空気洗浄方式) 
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第７節 換 気 所 

〔解 説〕 

(１) 換気機、電気設備、制御設備、補助機器、吸・排気口、連絡ダクトを備えた構

造とする。 

(２) 吸気口の位置と構造は、排気口あるいはトンネル坑口から排出される汚染空気

を吸い込まないようにする。 

(３) また、トンネル本体に近く、保守点検が容易にできる位置に設置することが望

ましい。 

１．坑口換気所(標準) 

(１) 坑口換気所は横流式や半横流式換気に多く設けられている。 

(２) 設置する位置はトンネル坑口部と立坑等の坑口に設ける場合に大別され、さら

にトンネル坑口部は路上と路側に設ける場合がある。 

(３) トンネル坑口の路上の場合はトンネルに進入する運転手に威圧感を与えないよ

うにする。 

２．地下換気所(標準) 

(１) 地下換気所は坑口に換気所を設けることが困難な場合に立坑底とトンネルの間

に設ける場合がある。  

(２) 地下換気所は坑口換気所に比べ一般に工事費が高くなる。  

(３) 特に換気所内の温度調節、防塵、防湿等に留意する必要がある。  

(４) 地下換気所は立坑集中排気方式や立坑送排気方式に多く設けられている。  

３．換気所の付帯設備(標準) 

次の設備がある。 

(１) ダ ク ト  …………トンネルと換気所を結ぶ送排気ダクトである、ダクト内流

速は、一般に 20m/s 以下としている。 

(２) ダ ン パ  …………送・排風機の停止時の仕切用に設置される。 

(３) コーナーベーン……ダクト内の曲り部に取付けられ損失軽減の為に設備される。 

(４) サイレンサ…………送・排風機の騒音を減音するものである。 

(５) 除じんフィルター…トンネル内の排気ガスをそのまま外部に排出する場合に問題

があるとき設備する｡ 

(６) 搬入・搬出装置……保守・維持管理の為に所内に設備する。 

(７) 空気調和機…………電気室等の除湿のために設ける。  

換気所は、機能的な構造とし、位置の選定及び外観は特に維持管理及び環境上の配慮

をして設計するものとする。 
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第８節 環境対策設備   

１．騒音対策設備(標準) 

〔解 説〕  

換気機を音源とする換気所騒音は、換気所吸・排気口から伝搬するものと、換気所外

壁を透過あるいは漏洩して外部へ漏れるものに大別できる。 

２．排気ガス対策  

(１) 都市トンネルなどでは、坑口又は排気口周辺の排気ガスによる影響を考慮しな

ければならない。 

(２) 排気ガスの拡散計算を行い、周辺地域への排気ガスの影響を予測する。 

(３) 当該周辺地域の有害ガス濃度(バックグラウンド濃度)を調査する。 

(４) 上記(２)および(３)項を勘案し、排気ガス対策の必要性の有無を検討する。 

騒音の対策にあたっては、諸基準に合致するよう、経済性、安全性、効果、維持管

理等を十分検討のうえ実施することが望ましい。 
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第９節 換気制御 

〔解 説〕   

換気制御は、トンネル内の視環境や空気の汚染状態を、目標水準の範囲内になるよう

に、交通量、自然換気力、ＣＯ計、ＶＩ計等の信号に基づいて、最小限の所要動力で運

転することが目的である。  

１．制御方式(標準)  

制御方式は自動制御を原則とするが、機器の故障や試験・調整の場合に備えて、最小

限の手動制御も可能な方式とする。 

また、火災発生時等の異常事態への対応を考慮した運転制御も必要である。 

１－１ 自動制御  

自動制御は、制御装置により換気風量の調節を行うために、必要な一連の機器

類を自動的に制御する方式である。一般に、煙霧透過率測定装置(ＶＩ計)、一酸

化炭素濃度測定装置(ＣＯ計)、車種別交通量計数装置(ＴＣ計)、風向・風速測定

装置(ＡＶ計)などからの信号により自動的に風量制御を行っている。 

(１) フィードバック制御 

トンネル内の汚染濃度(煙霧透過率、一酸化炭素濃度など)を一定範囲に保つよ

う計測結果をフィードバックし風量制御を行う方式で、多くのトンネルで採用さ

れている。 

この方法は換気プロセスの時定数が大きいために時間遅れが 10～30 分となる場合、

交通条件、自然風等の影響に対して後追い制御する形となる。 

既設トンネルでは、時期を見て制御設定値の見直しを行うことが必要である。交

通状況の変化に合わせて、制御設定値(例えば効果待ち時間など)を変更すること

が運転時間の縮減をもたらし、経済性の向上に効果を上げる場合が多い。 

図３－９－１(ａ) フィードバック制御フロー 

(２) フィードフォワード制御 

交通状況(交通量・車種など)あるいはトンネル内汚染濃度を予測的にとらえ風

量制御を行う方式で、後追い制御時に生じるハンチング現象を避けることができ

る。しかし予測制御単独では交通条件の予測誤差、排出ガス量計算誤差、自然風、

ピストン効果等による影響が濃度等のずれとなって現れる。 

図３－９－１(ｂ) フィードフォワード制御フロー 

交 通 量 計 測 値

汚 染 計 測 値

汚 染 計 測 値

交 通 量 予 測 所 要 換 気 量 算 定 制御出力

Ｆ / Ｆ 制 御
偏差

換気機の運転・制御は、効果的かつ経済的に行わなければならない。 

汚 染 基 準 値

Ｆ / Ｂ 制 御汚 染 計 測 値 制御出力
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(３) プログラム制御 

時間帯毎に予め定められたプログラムによって運転風量を制御する方式で、交

通流パターンの変動が小さくその影響の少ないトンネルに適用される。 

(４) エキスパートシステム 

ＡＩ(人工知能)の一分野であるエキスパートシステムは、換気制御でも今後の

適用拡大が期待されている。この方式は、制御の内容を数式ではなく「ＩＦ～Ｔ

ＨＥＮ～」形式のルールで記述し、これを基にプロセスデータを判断または推論

して制御を行うものである。操作員の運転ノウハウを反映した知識工学を応用し

た実時間プロセス制御システムであり、交通換気力、自然風、トンネル内の乱気

流等正確に把めない不確定要素をも取込み、電力量が最小となる最適制御の実現

が期待できる。 

(５) ファジー制御 

ファジー(Fazzy)理論を基にした制御で、換気機の操作量の決定には、予見ファ

ジーすなわち、種々な操作案の仮定のもとに制御対象の将来状態を予測し、この

中から最適な操作案を選択する方法である。 

トンネル換気制御では上記のエキスパートシステムと同様の用途の他フィードバ

ック制御のＰＩＤパラメータの自動チューニングなどに適用することが考えられ

る。 

(６) 交通量予測簡易ファジー制御 

上記制御の発展形として交通量計付きファジー制御(拡散予測制御方式)がある。 

坑口付近に置いた交通量計からの交通状況変動情報を入力し、近い将来の交通状

況を予測し、換気量の予測計算と必要ジェットファンの運転台数の出力を行い、

換気設備の効率的運転を行おうとする制御方法で、ファジー推論の手法が用いら

れる。前項のフィードフォワード制御にファジー推論を取り入れた制御と考える

ことも出来る。 

交通量計からの交通データに基づき、坑内環境の悪化予測を行い事前にジェット

ファンを起動させることにより、フィードバック方式に見られる制御遅れの問題

の解消および換気動力の低減が期待できる。 

１－２ 手動制御 

手動制御は、人手によって機器類を運転し風量を制御する方式である。 

(１) 単独制御 

各機器を個別に人手によって制御する。この場合でも換気の運転、停止に際し

ては、ダンパ、動翼、静翼等の付属機器は連動して所定の動作をするようインタ

ーロックをとる必要がある。この制御は、自動および連動制御系が故障その他に

より制御不可能になったときや、各機器を個別に試験するときに利用される。 

(２) 連動制御 

あらかじめ定められた風量段階(ノッチ)のボタンを押すことにより、ワンタッ

チで所定の風量が得られるように関連機器を連動させる制御をいう。連動制御は、

自動制御系が故障した場合や試験のとき利用される。 
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１－３ 換気自動制御方式 

実際の換気自動制御方式は、前述した制御方式のいずれかのみを採用するので

なく、組み合わせて構成することが多い。 

単独トンネルでは、フィードバック制御とプログラム制御を組み合わせる場合が

多く、その一例のジェットファンの縦流換気を下記に示す。 

(１) 風量制御－－－プログラム制御 

ジェットファンは回転数が一速で、風量制御は台数制御、即ち段階制御となる。

但し、風向は正逆転により行う。 

通常、ノッチ数は換気サービスの質と電力費との兼ね合いから、４～５段階を選

定する。 

(２) 換気制御(自動計測制御)－－－フィードバック制御 

フィードバックの情報として、ＶＩ値、ＣＯ値および風向風速値等がある。 

１－４ Ｖ Ｉ 値 

通常の換気自動制御方式は、ＶＩ値を用いる。 

ＶＩ制御には下記がある。 

(１) レベル値制御 

最もよく採用される方式で、ＶＩ値とノッチレベルに応じて運転する。 

ＶＩ値とノッチ、運転台数の関係の一例を示す。 

表３－９－１ 

設定ＶＩ値 見 え 方 の 状 況 ノッチ 運転台数 

60%以上 きれいな状態 0 停止 

60～40 煙が見えるようになる。 1 1 

40～30 非常に不快な状態 2 2 

30%以下 許容できない状態 3 3 

(２) シーケンス制御 

たまに採用される制御で、前もって設定されたＶＩ値(複数)と比較しながら、

ノッチ(１段～ｎ段)の選定が行われ、そのノッチに応じて運転される。 

(３) 比較制御 

制御する周期ごとに、現在と前回のＶＩ値を比較して、ノッチの上げ下げを行

う。 

フィードフォワード制御 

(エキスパートシステム) 

(ファジー制御) 

(交通量予測簡易ファジー制御) 

フィードバック制

プログラム制御 

換気動力 → 大 

図３－９－１(ｃ) 制御方式選定のイメージ図

多
い

←

交
通
状
況
変
動
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１－５ ＣＯ値 

通常、100ppm になると、前記ＶＩ制御に割り込み、最高ノッチ運転される。 

１－６ 風向風速値 

運転開始のノッチの吹き出し方向決定、換気サービスの質および電力費等を評

価するためのデータとして使用する。 

２．制御装置(標準) 

２－１ 制御装置の構成 

換気制御装置は設置場所および機能により図３－９－２(ａ)のような装置で構

成される。 

図３－９－２(ａ) 制御システム構成例(ジェットファン方式) 
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２－２ 計測装置 

トンネル内の換気状態を監視する計測装置には、次のものがある。 

(１) 煙霧透過率測定装置(ＶＩ計) 

1) 投光部と受光部は一般に 100ｍ離して設置する。 

2) 光学的な測定計器のため、汚れ等のため指示値に狂いが生じやすいので適宜較

正する必要がある。 

3) 光ファイバー経由の透過光を基準とした方法と、ある期間のＶＩ値の最高値を

基準とした方法がある。 

4) 設置位置と台数は、換気方式と濃度分布を十分考慮して検討する。 

5) トンネル出入口近傍では、100ｍ程度以上内部に入った位置に受光部を設置す

る。 

図３－９－２(ｂ) ＶＩ計設置例 

(２) 一酸化炭素濃度測定装置(ＣＯ計) 

大気中のＣＯ濃度を測定する方式は、「大気中の一酸化炭素自動計測器」(JIS 

B7951)に、赤外線吸収方式あるいは定電位電解方式と規定されている。両者のう

ち、トンネルのような定置式に適している「赤外線方式」を使用する。 

監査歩廊▽

100m測定基準点100m測定基準点
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図３－９－２(ｃ) ＣＯ計設置例 

(３) 交通量測定装置(ＴＣ計) 

車両検知器には、検出方式によりループコイル式、超音波式などがあり、その

設置例を示す。 

       ・ループコイル配置図                ・超音波式検知器 

                                    取付図 

図３－９－２(ｄ) 車両検知器設置例 

一酸化炭素検出装置中心（基準点）

▽監査歩廊



3－63

(４) 風向風速測定装置(ＡＶ計) 

超音波式が一般的に使用されている。２組の超音波速受波器により２成分の風

速を測定し、これを電子回路で演算してトンネル軸方向風速として指示器、記録

器に伝達して、トンネル軸方向風速を指示記録する。 

図３－９－２(ｅ) 超音波式風速計の設置例 

２－３ 換気動力盤・補機盤 

換気動力盤は、電動機の起動・停止回路、速度変速回路を組み込んだもの。 

補機盤は、補機の制御回路を組み込んだものであり、両者が一面構成のものも

ある。 

２－４ 現場操作盤(機側盤) 

換気機の近くに設置され、機械を単独運転・調整する場合の操作盤である。 

２－５ 換気計測制御盤 

ＶＩ計、ＣＯ計、ＡＶ計等の各計測装置の指示装置を収納する盤であり、自動

制御装置は、トンネル換気状態計測装置からの信号をもとに自動的に換気量を決

定し換気機に対して運転指令を出す自動制御リレー盤と、運転状態を監視し手動

運転指令を出す監視制御から構成されている。 

▽監査歩廊

風向風速計中心（基準点）
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また、その構成ならびに機能はトンネルの規模により種々のものが採用されており、

図３－９－２(ｇ)に代表的な制御回路構成ブロックの例を示す。 

例１…………計測装置からの信号によるフィードバック制御または１日の運転

パターンを設定するプログラム制御をするもの 

例２、３……フィードバック制御を行い、換気機の運転効果を上げるもの。ま

た必要に応じて、１次演算処理回路、換気量決定回路を設ける等

がある。 

これらの主要装置には、比較的簡単な制御の場合でシーケンス制御装置(最近は、

マイクロプロセッサーが多用される傾向にある)、やや複雑な制御の場合は制御用

計算機などが採用されている。 

図３－９－２(f) 制御回路構成ブロックの例 

A

A
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２－６ 監視操作制御設備 

トンネル換気設備・消火設備の監視操作制御設備は、換気方式、規模、管理お

よび運用体制に対応し、信頼性および安全性が高く、操作制御性に優れたものと

する。 

監視操作制御設備の計画・設計の基本的な手順およびその概要を図３－９－２(g)

に示す。なお、計画・設計の詳細については、「道路機械設備 遠隔監視技術マニ

ュアル(案)」参照のこと。 

図３－９－２(g) 監視操作制御設備の基本的な計画・設計フロー 

事前準備資料

・機器全体配置図
・設備系統図
・動力負荷リスト
・機器の信号リスト

監視操作制御設備
の設計スタート

トンネル毎の設計 広域施設群を対象
にした一元管理の
設計

遠隔化システ

　 ムの導入計画

遠隔化システ

　 ムの基本計画

システム化の基本方針
システムの導入目的と効果

設備のグレード分類と
目標レベルの設定

現状調査と問題点の抽出

システム必要機能

階層システムにおける
データ伝送経路

遠隔化システム
の設計

監視操作制御
方式を決定

監視操作制御
　設備の構成を
　決定

平常時運転

非常時運転

異常時運転

以下の機能を有する設備を検討する。

監視操作機能

制御機能

運転支援機能

動力供給機能

計測機能

安全確認機能

遠隔監視操作機能

換気制御盤

換気計測盤

ＣＣＴＶ制御盤

光伝送装置

道路機械施設管理システム

その他

段階実施計画と
施設側設備の改修計画

全体システムの構成

ネットワークの構築
セキュリティ対策

ハード・ソフトの設計

操 作 場 所

操作制御方式

管理項目の選定

消火ポンプ制御盤
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２－７ 遠隔化システムの計画(標準) 

１．遠隔化システムの計画・設計にあたっては、運用体制を考慮し、信頼性、安全性

が高いこと、操作性、耐久性、経済性に優れていること、緊急時対応や維持管理が

容易であることを基本的な要件とする。 

２．遠隔化システムの全体構成、設備仕様を設計する際には、以下に示す基本的な項

目を検討するものとする。 

    現状調査と問題点の抽出  管理運用面、設備機能面での現状調査と課題の抽出 

↓

     運用管理体制の検討       監視・操作体制、設備管理体制の検討            

↓

    システムの必要機能の検討   運用管理体制をふまえた必要機能の検討          

↓

    システムの基本設計       導入の目的、設備の使用状況及び特性、関連システ 

                ムとの関係、安全性等を考慮し検討                

↓

    実施計画の作成            導入計画の策定                                
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３．制御上の留意事項(標準) 

３－１ 火災時の運転 

一般に、火災時の換気運転モードとして、火災発生直後に火点付近の利用者が

避難できるような視界を確保するため煙の拡散を極力防止することを目的とした

換気運転モードと、避難後の本格的消火活動を行うのに便利なよう必要地点の作

業環境を確保することを目的とした運転モード、いわゆる排煙運転モードを二つ

に大別できる。 

これらの各運転モードの選定に当たっては、そのトンネルの固有条件を踏まえ

て、操作の確実な方法を十分検討するとともに、関係機関とも協議しておく必要

がある。実施例を以下に示す。 

(参 考) 

(１) 火災時パターン制御(ジェットファン補正立坑集中排気縦流換気方式での実施

例) 

火災発生時に煙の拡散を極力小さくし、避難しやすくすることを目的として、

火災発生区域をブロック別けし、火災発生区域と換気機の運転をパターン化し

排煙を行う。 

(２) 風速抑制(電気集じん機付立坑送排気縦流換気方式での実施例) 

火災発生時に煙の拡散抑制を行い、避難環境を確保することを目的としてトン

ネル内の風速を抑制するよう換気機を運転する。 

(３) 内圧制御(双設トンネルでの実施例) 

火災発生時の避難路として相互への連絡坑が設けられた双設トンネルで、どち

らかのトンネルでの火災発生時に煙が避難路を通って相手側トンネルに移動し

ないようにすることを目的として相手側トンネルに内圧をかけるよう換気機を

運転する。 

図３－９－３ トンネル内火災発生時の運転の例(縦流式換気の場合) 

換気機全台停止 風 速 零 化 制 御 一 定 風 速 運 転

ト ン ネ ル 内 停 止 車 両 か ら の 人 員 避 難 と 消 火 作 業

避 難 完 了
鎮 火

排 煙 運 転

中 規 模 以 上 の
ト ン ネ ル

長 大 ト ン ネ ル

対面交通トンネル 一方交通トンネル

火 災 発 生
（火災信号受信）

避難のため煙の
遡上防止と火災
拡大の防止
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３－２ 制御系の変更 

供用後の交通状況を把握したのちに、制御方法を確立するのが適当である場合

が多い。このような場合に対処できるように、制御系の制御幅が広く、設定値の

変更が容易な方式を採用することが望ましい。 
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第１０節 非常用施設 

１．トンネル等級区分 

     トンネルの非常用施設設置のための等級区分は、その延長および交通量に 

    応じて図３－１０－１に示すように区分する。 

     ただし、高速自動車国道等設計速度が高い道路のトンネルで延長が長いト 

ンネルまたは平面線形、もしくは縦断線形の特に屈曲している等見通しの悪い 

トンネルにあっては一階級上位の等級とすることが望ましい。 

             図３－１０－１ トンネル等級区分 

〔解 説〕 

(１) 交通量 

トンネル等級区分の交通量は、トンネル１本当たりの日交通量である。一般に

計画策定時から 20 年後の計画交通量とする。ただし、完成時にトンネル２本を

計画している路線で暫定時に１本を対面通行で利用する場合や、供用時の交通量

による設備と計画目標年次の設備規模の差が大きくなる場合は、計画目標年次を

供用後 10 年後とし、効率的に設備を設置することができる。 

(２) 一階級上位の等級とすることが望ましいトンネル 

以下に示す条件に該当する場合は、トンネル延長と交通量からきまるトンネル

等級より一階級上位にする。 

1) 設計速度の高い道路トンネル 

下記４つの条件を同時に満たす場合は一階級上位にすることがのぞましい。 

交
通
量
（１
本
あ
た
り
）
　
（
台
/
日
）
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・高速自動車道路・自動車専用道路などで設計速度が 80km/h 以上である。 

・トンネル延長が 3000m 以上である。 

・交通方式が対面通行トンネルである。 

・トンネルの交通量が 4000 台/日以上である。 
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２．等級区分別の施設設置計画 

トンネルには、火災その他の非常の際の連絡や危険防止、事故の拡大防止のため、ト

ンネル等級区分に応じて、表３－１０－２(ａ)に示す施設を設置するものとする。 

表３－１０－２ トンネル等級別の非常用施設 

〔解 説〕 

(１) 原則として設置する設備 

表中の○印は、当該設備を設置することを原則とする。ただし、ＡＡ等級トン

ネル「排煙設備」設置の考え方は以下の通りである。 

1) ＡＡ級のトンネルで延長 3000m 以上のトンネルには、排煙設備よりも避難通路

を設置することが望ましい。 

2) そのほかのトンネルについては、延長・交通量・換気設備の有無・換気方式・

交通方式を考慮し決定する。 

(２) 必要に応じて設置する設備 

表中の△印は、以下に留意し当該設備を必要に応じ設置することをしめしてい

る。 

1) 排煙設備 

・縦流換気方式を採用する延長 3000m 以上の交通量の多い対面通行トンネルは、

排煙設備よりも避難通路を設置することが望ましい。ただし、暫定的に対面

通行で供用するトンネルにおいて、その期間が短い場合は、避難通路を省略

することができる。 

・そのほかのトンネルについては、延長・交通量・換気設備の有無・換気方式・

交通方式を考慮し決定する。 

・換気設備が設置されている場合には、換気設備の能力の範囲内で排煙に利用

できるようにするとよい。 

2) 給水栓 

・消火栓のあるトンネルに設置することが望ましい。 

・この他、トンネル管理上必要と判断されるトンネルに設置することができる。 

(３) 自動車専用道路の設計にあたって当便覧に記載なき事項については、NEXCO「設

計要領」を参考とし、その都度担当課と協議を行うものとする。 
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 ３．消火設備(標準) 

 〔解 説〕 

(１) 道路トンネルにおける非常用施設の基準については第３編 道路編および第４

編 電気・通信編を参照のこと。また自動車専用道路の設計にあたって当便覧に

記載なき事項については、NEXCO「設計要領」を参考とし、その都度担当課と協議

を行うものとする。 

表３－１０－３ 機械設備としての非常用施設 

設備名称 装 置 名 称 備          考 

通報・警報装置 押しボタン式通報装置 
消火器または消火栓に併設される

場合に限る。 

消火器  
消火設備 

消火栓 配水設備、ポンプ設備、取水設備 

換気設備の能力範囲の排煙能力と

する。 避難誘導設備 排煙設備または避難通路 

避難通路の防煙扉 

給水栓 

(ポンプ起動スイッチ付設) 
その他の設備 

水噴霧設備 
ダクト冷却設備を設置する場合が

ある。 

(２) 消 火 器 

1) 扱い方が簡単で、有害なガス等を発生しないものを選定するものとする。 

2) 消火器箱は、厚さ 1.6mm 以上の鋼板製又はステンレス製とする。 

3) 設置間隔は 50ｍを標準とする。 

4) ２本を１組として格納する。 

(３) 消 火 栓 

消火栓設備は、火災の初期消火および火災の拡大を防ぐために使用するもので、

貯水槽、消火ポンプ、給水管、消火栓(開閉弁、ホース接続口)、ホースおよび筒

先から構成される。 

1) 扱い方が簡単な構造とする。 

2) 消火栓箱は、厚さ 1.6mm 以上の鋼板製又はステンレス製とする。 

3) 設置間隔は 50ｍを標準とする。 

4) 口径は 40 ㎜、放水量は 130L/min 、放水圧力は 0.294MPa(3.0 ㎏ f／cm２)を標

準とする。 

5) 水源は消火栓３個同時に、40 分間放水できる容量を確保すること。 

(４) 給 水 栓 

給水栓設備は、消防隊による本格消火に資するための設備である。貯水槽、消

火ポンプ給水管、消火栓(開閉弁、ホース接続口)から構成される。なお、給水栓

を設置する場合は、必要に応じて消防ポンプ等からトンネル内給水栓への送水用

として送水口を設けるものとする。 

1) トンネル両坑口付近に設置することを標準とし、必要に応じてトンネル内非常

駐車帯または避難連絡坑口付近その他に設置するものとする。 

消火設備は、トンネルにおける自動車火災を迅速有効に消火し、または火災の拡大

を防ぐために設けるものである。ここでは、消火器、消火栓設備、給水栓および水噴

霧設備などがある。 
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2) 口径は 65 ㎜、放水量は 400L/min、放水圧力は２個同時放水した場合で

0.294MPa(3.0 ㎏ f／cm２)を標準とする。 

3) 水源は２個同時放水した場合、40 分間放水できる容量を確保すること。 

4) ポンプ起動スイッチを近傍に設置する。 

トンネル内に設置するものには、単口形給水栓を消火栓箱内に併設する場合が

ある。 

(５) 送 水 口 

1) トンネル両坑口に設置するものとし、口径 65 ㎜、双口型を標準とする。 

(６) 配水設備 

消火ポンプ又は送水口からの消火用水を、消火栓及び給水栓に送水するための

管路及び付帯設備で構成される。ピット内配管布設設計計画においては、電気配

線管路などの他設備との協調に十分留意して進めなければならない。 

４．水噴霧設備 

水噴霧設備はトンネルの天井または側壁上方から配水管を設備し、これに水噴霧ﾍｯﾄﾞ

を取付けﾍｯﾄﾞから微細な粒子状の水を放水して火災の火勢制圧、消火および延焼防止に

用いるもので、水噴霧ﾍｯﾄﾞ、配水管、消火ﾎﾟﾝﾌﾟ、貯水槽および制御装置にて構成される。 

(１) 放水区間は 50ｍ以上とする。 

(２) 放水量は６ ／min・㎡を標準とする。また、水源は 40 分間放水できる容量を

確保すること。 

(３) 放水制御方式はトンネル延長、トンネル構造、換気方式等に留意して決定する

ものとする｡ 

(４) 水噴霧設備の運用については、放水時期、放水区画等についてあらかじめ定め

ておくものとする。また、消火栓機器の設置例を図３－１０－４(ａ)に、消火栓設

備系統の例を図３－１０－４(ｂ)に、水噴霧設備系統の一例を図３－１０－４(ｃ)

に示す。 

図３－１０－４(ａ) 消火栓設置例 

▽監査歩廊

消火栓・押しボタン式通報装置一体型設置例

監査歩廊▽

消火栓単体型設置例
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５．消火システムについて(参考) 

５－１ 非常用施設のフロー 

非常用施設の標準フローを図３－１０－５に示す。 

図３－１０－５ 非常用施設のフロー 

５－２ 消火設備設計上の注意事項 

消火ポンプ室および主水槽についての一般的な事項は下記のとおりである。 

(１) ポンプ室は将来の維持管理を勘案し、原則として電気室に隣接するものとする。 

(２) ポンプ室と主水槽は原則として別構造とする。 

(３) ポンプ室の形状はポンプの設置、配線、維持管理および経済性等を考慮する。

ポンプの配置に当たっては、メンテナンススペースおよび分解点検の際の吊り上

げフックの設置等を考慮する。なお、ポンプ室面積はポンプ室形状およびポンプ

の配置計画に基づき決定する。 

事 故 発 生

火 災 発 生

手 動 通 報 機
に よ る 通 報

非 常 電 話 機
に よ る 通 報

火 災 報 知 器
作 動

Ｃ Ｃ Ｔ Ｖ で 火 災 現 場 確 認

管 轄 警 察 お よ び 消 防 署 へ 通 報

救助班・消火班出動 消 化 器 に よ る
初 期 消 火 作 業

ポ ン プ 起 動 表 示 灯 点 滅

消 火 栓 に よ る 消 火 活 動

消 火

復 旧

消火ポンプ停止

消火水槽へ充水

消火ポンプ停止

消 防 隊 到 着

避難誘導
救助作業
消火作業
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(４) 主水槽の容量は、消火栓、給水栓および水噴霧設備等用水を同時に放水可能な

ものとし、余裕は 20％程度考える。なお、ダクト冷却設備を有する場合は、これ

を含めて考慮すること。 

1) 消火栓  同時 ３箇所分の水量 

2) 水噴霧  同時 ２区画分の水量 

3) 給水栓  同時 ２箇所分の水量 

4) 余裕  20％ 

5) 上記合計の 40 分使用可能な容量 

6) 水槽の L.W.L.は消火ポンプの最上位とし、埋め込み方式とする。 

(５) 主水槽は地震、風および腐食等により漏水の起こりにくい、鉄筋コンクリート

製が一般である。必要に応じて、点検口、梯子および水位表示器を設けるものと

する。また、給水方式は主水槽の水位が低下すると、自動的に給水する方式とす

る。 

(６) 呼水槽は火災時における消火活動を迅速に行うために配水主管を常時満水にし、

併せて自動弁動作圧の保持およびポンプの呼水用として設置するものである。 

1) 呼水槽の単独設置の場合、貯水容量は１m３程度が望ましい。 

2) 凍結防止を考慮する必要がある。 

3) 水位決定は､自動弁装置の動作水圧保持のため 20ｍ以上とれる位置が望ましい。 

4) 呼水槽の設置に必要な条件を満たすことが困難な場合には、これに代えて加圧

水装置を設ける。加圧水装置は、加圧ポンプと圧力タンクおよび圧力調整装置

から構成される。加圧ポンプは呼水装置を必要としない位置に設置するか、水

中ポンプを採用する。 

(７) 取水設備および水源 

取水設備および水源についての一般的な事項は下記のとおりである。 

1) 取水設備は、配水設備の主水槽へ供給するためのもので、配水管、取水槽およ

び制御装置にて構成される。なお、水源は公共用上水道によることを標準とす

るが、上水道による水源使用が困難な場合は、トンネル湧水、河川水等による

ものとする。 

2) 上水道以外を取水源とする場合は、用水の化学的性質および混入固形物の有

無・混入量などの水質検査を実施する必要がある。 

3) 水質検査の結果、固形物・砂等の混入の恐れがある場合は、流入口に除塵スク

リーンを設け、取水槽に隣接して沈砂槽を設置する等の対策を検討する。 

4) 用水の化学的性質が中性からはずれる場合は、ポンプおよび付属部品、配管・

弁類の耐食性を検討・勘案して、用水の採用・不採用を決定する。 

5) 上水道の場合、将来の維持管理等を十分考慮するとともに、ポンプ運転時の騒

音対策のため、水中タービンポンプを採用するなども必要である。 

6) 採水時のトラブル等を勘案し、主水槽へ揚水する２時間程度の量は取水槽に確

保すること。 

(８) 凍結防止設備 

凍結防止設備についての一般的な事項は下記のとおりである。 

1) 凍結防止設備は、消火栓、給水栓、水噴霧、ダクト冷却等の消火水の凍結対策

を行うもので、ヒータおよび制御装置等にて構成される。 

2) 設計に当たっては気象条件等を十分考慮すること。 

3) 凍結防止対策は、一般的にトンネル入口 1,000ｍ、出口 500ｍ程度としている。 
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4) 対象機器は、消火栓の２次配管、自動弁本体、配水管本管、ポンプおよび弁類

である。 

5) 制御はヒータのＯＮ－ＯＦＦを坑口気温センサ等によって行う。 

6) 凍結防止対策は一般的には次の通りである。 

・ 管路を保温材で保温する。 

・ スペースヒーターにより管路付近の気温を高める。 

・ 管路をヒータにより直接加熱する。 

・ 管路内を常時流水させる。 
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第１１節 修繕工事への対応(参考) 

１１－１ トンネル機械設備修繕(更新)計画 

設備の修繕には、部品の交換等で設備システムへの影響の無い小規模な修繕と主要構成

機器の更新等で設備システムに影響を与える大規模な修繕がある。 

いずれの修繕方法を取るかは、緊急性、予算面を踏まえ、以下に示すような要求事項を

整理することで修繕の位置づけ、どの準拠基準を適用するべきかが明確になる。 

また、土木関連構造物へ影響が懸念される修繕の場合、どこまでを対象設計業務の範囲

とするかを明確にしておく必要がある。 

(１) 修繕の目的 

    老朽化等による機能低下(過去の故障・修繕履歴)、要求機能アップ等 

(２) 修繕の目標 

    今後の供用期間、他要因での改修計画を踏まえた修繕目標 

(３) 既設施設の経過年数、土木関連構造物も含めた施設全体の健全度評価 

(４) 施設目的に適合した信頼性の確保(施設の種別、規模、地域性) 

(５) 手戻りの無い修繕計画 

(６) 費用対効果(経済性) 

(次頁に、トンネル機械設備修繕(更新)計画検討フロー図を示す) 
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トンネル機械設備修繕(更新)時計画検討フロー図(参考) 

トンネル機械設備の修繕(更新)時の業務手順フロー例を示す。 
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第４章 消融雪設備 

第１節 一 般 

１．適用の範囲 

本便覧は、積雪地域全般で適用できるが、各施設の特長を活かすため、概ね次の地域

での適用を目安とする。 

1. 消雪施設(散水) 

① 地下水、加温水利用の場合、一般には 1 月の平均気温が 0℃以下にならない地

域に適用できる。 

② 河川水、湖沼水利用の場合は水温が低く凍結しやすいため、1 月の日最低気温

の平均が－1℃以下の地域で利用する場合は注意が必要である。 

③ 海水利用の場合は施工実績(東北北部)から、1 月の平均気温が－2℃程度の地

域まで適用できる。 

④ 凍結防止剤利用(表流水と混合して散水することが多い)の場合はかなり低温

の地域まで適用できるが、実施例を参考にすることが必要である。 

2. 融雪施設(無散水) 

① 温水や電熱利用の場合には、気象条件に係わらずどの地域でも適用できる。 

② 自然エネルギーを直接利用する場合には、採熱量等に制約が多いので注意が必

要である。 

〔解 説〕

(１) 消雪施設 

路面に散水して直接に雪と水を接触させて消雪する方法であり、非常に合理的な

除雪対策である。しかし、散水した水が凍結を起こすとスリップ事故等が発生しや

すい危険な状態となることもある。 

したがって、冬期に平均気温が氷点下になるような地域や、放射冷却現象により

凍結が予想される地域では、他の同様な地域での施設事例を参考にするなど十分な

検討が必要である。 

(２) 融雪施設 

舗装路面を暖めて融雪するものであり、消雪施設と比較して融雪効果が現れるま

での時間がやや遅い。しかし、路面に散水しないため、路面に発生する水が少なく、

スリップ事故等の危険性は低い。また、化石エネルギーを熱源とする場合には、気

象に係わらずどの地域でも適用できる。一方で、気温が低く、降雪が多いほど多く

の熱量を必要とするために電力量あるいは石油等の化石燃料の使用量が大きくなる。 

近年、環境への負荷を低減させるために、自然エネルギーを熱源とした融雪施設

が開発されてきている。この施設費は割高であるが運転費の低減が図られている。

しかし、採熱量には限界があるので適用条件等を勘案の上、設置計画を検討しなけ

ればならない。 

(３) 道路付属施設等への適用 

本要領は、道路の消・融雪を主体に記述しているが、道路付属施設(駐車場・除雪

基地・チェーン着脱場等)へも適用できるよう配慮した。 

出典:[1] 

路面消・融雪施設等

設計要領 

(平成 20 年度版) 

（H20.5）P5～P6 
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示方書等の名称 

示方書・指針等 発刊年月 発刊者

河川法及び関連法規 平成 23 年 5 月 国 土 交 通 省  

道路構造令の解説と運用 平成 17 年 3 月 日 本 道 路 協 会 

道路管理施設等設計指針(案) 平成 15 年 7 月 日本建設機械化協会 

道路土工－排水工指針 昭和 62 年 6 月 日 本 道 路 協 会 

設計便覧(案)第 3 章 道路編 平成 24 年 4 月 近 畿 地 方 整 備 局 

新防雪工学ハンドブック 昭和 63 年 3 月 日本建設機械化協会 

路面消・融雪施設等設計要領 平成 20 年 5 月 日本建設機械化協会 

散水消雪施設設計施工マニュアル 平成 12 年 3 月 新潟県融雪技術協会 

消・融雪施設の維持管理マニュアル 平成 8 年 3 月 新潟県融雪技術協会 

散水融雪設備標準図集(案) 平成 3 年 3 月 近 畿 地 方 整 備 局 

道路機械設備遠隔操作監視技術マニュアル 平成 15 年 6 月 日本建設機械化協会 

２．用語の定義(標準) 

 本便覧における用語は次のとおり定義した。 

１ 消 雪  散水した水で、路面の積雪または圧雪を融解除去すること。 

２ 融 雪  熱源を利用して舗装を暖め、路面の積雪または圧雪を融解除去

すること。 

３ 消 雪 施 設  消雪効果により路面の積雪または圧雪を融解除去する施設。 

４ 融 雪 施 設  融雪効果により路面の積雪または圧雪を融解除去する施設。 

５ 必 要 散 水 量  路面の消雪に必要な単位面積当りの散水量(Ｌ/min/m2)。 

６ 確 保 幅 員  道路幅員のうち、車両が円滑に走行できる幅員。 

７ 熱効率、融解係数    路面に供給された熱量のうち、融解以外に使われる熱量の損失

の割合。 

８ 交 通 係 数  交通量から路面管理レベルを補正する係数。 

９ 必 要 熱 量  路面の融雪または凍結防止に必要な熱量(Ｗ/m2)。 

１０化 石 エ ネ ル ギ ー  化石燃料(石油ガス等)から得られるエネルギー。 

１１ローカルエネルギー  対象地域特有の利用可能なエネルギー。 

１２自 然 エ ネ ル ギ ー  自然界(地上・地下)に存在するエネルギー。 
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第２節 計画・調査 

１．計画の基本(標準) 

〔解 説〕 

散水消雪施設計画のための必要散水量・道路の構造・散水形態・路面管理レベルの

4 要素の組合せは、図４－２－１(ａ)のとおりである。 

図４－２－１(ａ) 消雪施設計画要素の組み合わせ 

散水消雪施設は、必要散水量・道路の構造・散水形態・路面管理レベルの 4 要素の組

合せにより計画する。必要散水量は、気象条件・道路条件等から単位面積当りの基本散

水量を求め、これに消雪面積を乗じて得るものとし、計画する道路の構造を考慮した上

で、散水方法を計画するものとする。 

出典:[1] 

路面消・融雪施設等

設計要領 

(平成 20 年度版) 

（H20.5）P13
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消雪設備の計画、設計フロー 

図４－２－１(b) 基本計画・予備設計 

消 雪 設 備 予 備 設 計 ス タ ー ト

障 害 発 生 の 調 査

現 地 状 況 調 査

施 設 規 模 の 決 定

施 設 の 基 本 計 画

細 部 の 基 本 計 画

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

予

備

設

計

散水、温水パイプ、電熱、薬剤融雪の内どれが

適切か

機械除雪、融雪流雪施設の内どれが適切か

消雪施設、流雪施設の内どれが適切か

気象、水源、水温、交通量、道路構造、沿道
環境などの調査

対象区間、延長、幅員

水源、必要散水量、供給必要水量、運転方式

地下水の場合（図４－２－１(ｃ)）
河川水の場合（図４－２－１(ｄ)）

取　水 ：水源、取水方式、除塵、沈砂、排砂

配　管 ：配管方式(S.W.)、埋設、露出、経路
散　水 ：散水方式、ノズル形状

排　水 ：排水路

制　御 ：制御方式

消 雪 設 備 予 備 設 計 完 了

［道路構造令の解説と運用］

［道路管理施設等設計指針(案)］

［道路土工－排水工指針］

対策案の検討

必要数量は
供給可能か

除雪方法の検討

消雪流雪の検討

消雪方法の検討

防雪、除雪、凍結対策の内どれが最も適切か

降積雪、なだれ、凍結等の発生範囲、規模、

頻度及び地形等検討の調査

この時点で土木の基本諸元が決定される。

除雪対策

消雪流雪施設

消雪施設

消雪

除雪対策以外

機械除雪

流雪施設

消雪以外

基

本

計

画

NO

維 持 管 理 計 画
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図４－２－１(c) 詳細設計 

消 雪 設 備 詳 細 設 計 ス タ ー ト

計 画 区 間 の 設 定

必 要 散 水 量 の 算 出

散 水 形 態 の 検 討

送 水 管 路 の 検 討

取水 施 設 付帯設 備の 設 計

散 水 施 設 の 設 計

取 水 ポ ン プ の 設 計

制 御 方 式 の 設 計

電 源 設 備 の 設 計

使 用 材 料 一 覧 表 作 成

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

詳

細

設

計

取水設備の位置、規模、ストレーナ、除塵

設備等　地下水の場合(図４－２－１(ｃ))

　　　　河川水の場合(図４－２－１(ｄ))

中央散水、輪間散水、路側散水、重複散水

（配管系路）

道路横断箇所の検討（埋設物等の調査）

散水延長及び散水構造、送水管の口径

散水施設のノズルピッチ及び孔数

孔径、散水角度及び取付け位置

ポンプ形式の設定、口径、全揚程、揚水量、

電動機容量

制御の方法（自動、手動、遠隔制御等）

受・変電設備、自家発設備、（単線結線図）

材質、数量表

散水温度、降雪強度、気象条件、交通量、

立地条件、沿線環境等の再チェック詳細

データ、操作要領（案）

消 雪 設 備 詳 細 設 計 完 了
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図４－２－１(d) 井戸水使用の場合 

記　事

１）＊１　再検討の結果、地域条件をクリアできない、または、必要水量の供給量が確保できない時は、

河川水取水か機械除雪等を検討する。

２）地域条件より必要に応じて、地下水の有効利用を図るため、散水量の調整、散水された水の回収・

再利用等の節水対策の検討を行う。
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資 料 収 集

資料は十分か

資料は十分か

調 査 ②

空 間 的 地 下 水 の

発 達 状 況 把 握

地域条件規格を

クリアできるか
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ボーリング工事記録

さく井地質記録
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試 掘 又 は ボ ー リ ン グ
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図４－２－１(e) 河川水使用の場合 

記　事

＊２　再検討の結果、必要水量の供給量が確保できない時は、井戸水取水か機械除雪等を検討する。

河 川 取 水 設 計 ス タ ー ト

河 川 等 の 存 在 調 査

河川はあるか

９－12

９－11

設備に送水

可能か

供給可能か

９－13

調 査
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河川管理上

取水可能か

９－15

取水に関す

る制約事項

の検討

９－16

冬期の水温､水量､水位の調査

９－17

必要水量は

供給可能か

９－18

河 川 取 水 設 計 完 了

２ へ 戻 る

＊２

NO

YES

NO

NO

NO

距離、実揚程

水利権、維持流量

取水量の制限

取水方法

取水時期
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２．調 査(標準) 

２－１ 気象特性の調査

〔解 説〕 

消・融雪設計の設置計画を検討するには、消・融雪の対象とする施設の設置箇所の

諸条件を調査したうえで除雪対策の実態などを把握し、消・融雪施設設置の可能性を

見出し、路面管理レベルを設定して検討する必要がある。 

調査項目は、大別して消・融雪しようとする施設(車道・歩道・チェーン着脱場等)

の範囲、気温・降雪深などの気象特性、消・融雪に使用するエネルギー源など設置場

所の目的に応じた調査をしなければならない。 

２－２ 消・融雪対象施設の特定

〔解 説〕 

消・融雪施設の設置箇所によっては、必要とする路面管理レベルが異なるので、対

象とする施設、目的等を明確にする必要がある。 

対象施設には、車道・歩道・交差点・ランプ・橋梁・トンネル出入口・急坂路・急

カーブ、チェーン着脱場・駐車場、横断歩道橋・横断地下道の階段部、サービスエリ

ア・料金所等があり、それぞれの施設および環境の特徴を十分に調査し、目的を特定

しなければならない。 

２－３ 路面管理レベルの設定

〔解 説〕 

(１) 一連道路の路面管理レベルの設定 

一連の道路の路面管理レベルは、その道路を利用する交通に応じ、安全性・走

行性等から一定のレベルとなっていることが望ましい。 

消・融雪施設設置区間は一連で消・融雪施設が設置される箇所ばかりとは限ら

ない。仮に一部区間だけ消・融雪施設が設置されている場合には、機械除雪の状

況も踏まえながら走行車両に支障が出ないように路面管理レベルを工夫して設定

することが望ましい。 

調査は、消・融雪施設の設置計画・設計・維持管理のために必要な資料を得るために

実施するもので、必要な調査項目は概ね次のとおりである。 

１．消・融雪対象施設の特定 

２．路面管理レベルの設定 

３．対象施設の構造 

４．沿道(周辺)状況 

５．地下埋設物等 

６．交通量の把握 

７．機械除雪の実態(計画) 

８．気象特性 

９．エネルギー源 

消・融雪施設を計画する場合、地域・道路構造、利用状況や周辺環境によって、必要

とする路面管理レベルとその融雪エネルギーがかなり異なる。 

路面管理レベルは、交通量(道路種級)、利用者数、既存周辺施設の路面管理状況、消・

融雪施設設置区間前後の道路状況、道路の使用形態、安全性、社会的環境等を勘案し

適切に設定するものとする。 

出典:[2-1] 

路面消・融雪施設等

設計要領 

(平成 20 年度版) 

（H20.5）P8～P9
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(２) 設置箇所の利用状況に応じた設定 

路面管理レベルの高低は、施設設置費・維持管理費に大きく影響する。したが

って、車道においては道路の使用形態や等級、その他歩道・チェーン着脱場等に

おいては、利用状況や目的に応じて適切な路面管理レベルを選定し、施設の合理

的な設計・運用を行うことが必要である。 

(３) 社会的環境を検討した路面管理レベルの設定 

消・融雪は冬期の交通を確保する観点から重要な施設である。従って、降雪に

よる通行止めが懸念される地域の重要路線については、交通量等にかかわらず高

レベルの設定を行うことが重要である。 

２－４ 対象施設の構造

〔解 説〕 

消・融雪施設の設置計画・設計に際し、対象とする施設の構造・形状、利用状況が

わからないと消・融雪施設の設置位置や型式・種類が選定できず、必要なエネルギー

計算等もできないため、構造や形状を明確にする必要がある。 

２－５ 沿道(周辺)状況

〔解 説〕 

消雪施設の水源として、河川水・海水等を利用する場合、凍結や水質汚染のおそれ

がある。また、多量の散水を行う場合などは、家屋の連坦状況、周辺井戸の有無、水

路系統・用水の利用状況、排水路の状態等を調査し、排水に問題の生じないような計

画とする必要がある。 

融雪施設の熱源を温水ボイラあるいはヒートポンプ等とする場合には、運転音が発

生するので設置場所に配慮する必要がある。 

また、近隣に鉄道が走っている場合には電食対策として電流が流れている場合があ

り、資材の材質にも配慮しなければならない。 

２－６ 地下埋設物等

〔解 説〕 

消・融雪施設の設置時に、路盤を掘削する場合、あらかじめ所有者や管理者から埋

設物を調査し、位置や規模を確認しておかなければならない。確認方法としては、図

面による確認や試掘による確認方法があるが、立会のもと試掘により確認することが

望ましい。また、必要に応じて地下探査機による確認も行う必要がある。 

消・融雪の対象とする車道・歩道・チェーン着脱場等の構造(利用状態・延長・幅員・

面積・勾配・舗装構造・排水の状況等)を調査しなければならない。 

沿道状況や道路等の利用状況によって、消・融雪の方法、消・融雪に利用するエネ

ルギー等が制限されることがあるので、沿道及び周辺の状況を調査するものとする。 

消・融雪施設を設置する車道・歩道・駐車場等には、水道、電気、ガスなどのライ

フラインや光通信ケーブル等が埋設されているため、必ず事前調査を行うものとする。 

出典:[2-4] 

路面消・融雪施設等

設計要領 

(平成 20 年度版) 

（H20.5）P9～P10
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２－７ 交通量の把握

〔解 説〕 

計画路線における路面管理レベルを選定するにあたり日交通量を把握することは

重要である。 

２－８ 機械除雪の実態(計画) 

〔解 説〕 

除雪対策は、一般的に機械除雪が最も経済的であるとされている。一方で沿道状

況・除雪体制・凍結防止・利用者の安全確保・地域の要望等の面から消・融雪施設を

設置する箇所も少なくない。 

特に市街地の道路が狭く家屋等が連担している区間で、機械除雪が困難な箇所に地

下水利用の消・融雪施設を設置することが通例であるが、交通渋滞やスリップ事故が

多発する交差点や橋梁部及び坂道等あるいは、市街地や通学路の歩道等でも施設の設

置が進められている。 

２－９ 気象特性

〔解 説〕 

各データは、消・融雪施設を計画するにあたって、非常に重要な指標となる。した

がって、計画箇所において気象観測点がない場合でも、周辺の気象データから計画地

点の気象条件を推定する必要がある。調査期間は、近年の気象変動を考慮すると少な

くとも 10 年分程度を収集することが望ましい。 

(１) 各月別の日最低気温の平均値(12 月～3 月) 

消・融雪施設が採用可能か判断をするほか、最低気温の平均月の値を用いて必

要熱量の算定に利用する。 

(２) 時間降雪深 

1 時間当りの消・融雪に必要なエネルギーを計算する根拠となる。 

(３) 降雪日数 

施設の稼働時間(概算の運転費用が算出できる)及び設置効果などが判断できる。 

(４) 平均風速 

気温の低い地域においては、風速が必要熱量に大きく影響するため、場合によ

っては現地観測も行うなど工夫し、推定することが望ましい。 

車道の消・融雪施設を計画する場合、日交通量を調査し種級を確認するものとする。 

消・融雪施設の設置計画にあたっては除雪の実態を把握し、地域の実状等に応じた

計画とする必要がある。 

消・融雪施設を計画する箇所の気象特性の調査項目は、概ね次のとおりである。 

１．各月別の日最低気温の平均値(12 月～3 月) 

２．時間降雪深 

３．降雪日数 

４．各月別の平均風速 

出典:[1] 

路面消・融雪施設等

設計要領 

(平成 20 年度版) 

（H20.5）P10～P11
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２－１０ エネルギー源

〔解 説〕 

消・融雪には、地下水・河川水・加温水・地中熱・電気等種々のエネルギーが使用

される。 

消・融雪施設の計画に当っては、使用するエネルギーを先に決めることが通例であ

る。したがって、使用できるエネルギーの種類・効果は計画にあたっての重要なポイ

ントとなるので十分な調査が必要である。 

なお、消雪施設では地下水を利用することが多いが、各地で地下水の取水規制等が

行われているので、規制の内容等を常に把握しておく必要がある。 

また、使用する水の温度が散水量、沿道環境および路面管理レベルに大きく影響す

る。真冬の水温は一般に次のとおりである。 

① 地 下 水 10～18℃ (各地の井戸の実測値から) 

(参考) 主な井戸資料より 

新潟県の地下水温 12～18℃ 

富山県の地下水温 13～16℃ 

石川県の地下水温 13～15℃ 

② 河 川 水 0.5～5℃ (北陸地方整備局調査データから) 

③ 用 水 0.5～3℃ (北陸地方整備局調査データから) 

④ 海 水 6～10℃ (理科年表から) 

図４－２－２(ａ) 気温と河川気温・用水水温の観測例(北陸地方整備局) 

河川水の利用 

河川水を利用する場合は、河川法の認許可が必要であり、河川管理者に予め確認す

る必要がある。 

２－１１ 車道の散水形態 

〔解 説〕 

散水消雪施設の散水位置および散水形態は、次により区分する。 

消・融雪施設の計画にあたっては、計画箇所でどのようなエネルギーが得られ、どの

程度の効果が期待できるか調査するものとする。 

車道の散水形態は、道路構造から決定するものとする。 

出典:[2-11] 

路面消・融雪施設等

設計要領 

(平成 20 年度版) 

（H20.5）P36

出典:[2-10] 

路面消・融雪施設等

設計要領 

(平成 20 年度版) 

（H20.5）P11～P12
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(１) 分離帯の有無に伴う散水形態 

散水施設を設置する車道は、中央分離帯により分離された多車線道路から市街

地の幅員の狭い道路まで多種多様な道路がある。そのため車道消雪が均一かつ効

果的に行われるために車道部については分離帯の有無により散水形態を区別する。 

(２) 橋梁形式の散水形態 

橋梁および高架橋の道路構造の場合では、路面凍結の可能性や施工性、構造面

から散水形態を決定する。 

(３) 路面勾配の変化に伴う散水形態 

直線部から曲線部に移行する道路では、路面の縦断勾配よりも横断勾配の変化

が散水施設の計画に重要な要素となってくるため、横断勾配の変化に伴う散水形

態を検討する。 

(４) 道路中央に設置する場合の路面区画線との位置関係 

設置位置を明確にする。 

(５) 交差点の散水形態 

交差点は、道路管理者が同一である場合は交通量の多い道路、道路管理者が異

なる場合には上位道路の必要箇所に優先的に設置する。 

２－１２ 分離帯のない道路の散水形態

〔解 説〕 

(１) 1 車線道路 

1 車線道路で散水消雪の対象となるのは、主に家屋が連担する市街地の街路であ

る。対象道路は、両側に排水側溝を有し路面も両勾配の場合がほとんどであるた

め、図４－２－２(b)のように車道部中央からの散水となるが、片勾配となってい

る区間では流水方向を考慮して図４－２－２(c)のように路側から散水を行うも

のとする。また、道路幅員が狭い道路で交通量が少ないと路面に均一に散水され

ず、融雪に利用されないまま排水側溝へ流れてしまうことがあるので、散水ノズ

ルのピッチを狭くして数を増やすなどの工夫が必要である。 

分離帯のない道路の散水形態は、概ね次によるものとする。 

１. 1 車線道路の散水位置は、路面勾配に応じ車道部の中央または路側とする。 

２. 2 車線道路の散水位置は、直線部にあっては車道の中央とし、片勾配部にあって

は路面勾配の高い側の路側等に設置することを標準とする。 

なお、幅員の狭い道路では、維持管理面や施工時の交通規制から輪間散水の検討

も必要である。 

３. 多車線道路の散水位置は、直線部にあっては車道の中央とし、片勾配部にあって

は路面勾配の高い側の路側に設置することを標準とする。 

なお、片勾配区間で低温水による散水の場合や排水側溝までの距離が長い場合は、

均一な散水を維持するために重複散水の検討が必要である。 

出典:[2-12] 

路面消・融雪施設等

設計要領 

(平成 20 年度版) 

（H20.5）P36～P38

図４－２－２(b) 両勾配の道 図４－２－２(c) 片勾配の道
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(２) 2 車線道路 

2 車線道路の直線部は、両勾配であるため図４－２－２(d)のように車道中央か

らの散水を標準とし、散水が路面に均一に行き渡るように行う。図４－２－２(e)

は片勾配区間の散水状態を示したものである。 

なお、車道幅員が狭い道路では、散水ノズルが車両に踏まれることによる破損

や施工時の交通規制等の問題もある。 

したがって、車道幅員が狭い 2 車線道路では図４－２－２(f)のように片側車線

の中央部に設置する輪間散水も検討する必要がある。輪間散水は、散水ノズルが

踏まれる頻度が減り、施工時に片側車線が確保できるなどの利点が上げられる反

面、散水施設が車両の輪間にあるために散水が均一になりくいことや路面勾配の

修正が必要である等の欠点もあるので計画にあたっては十分検討する必要がある。 

図４－２－２(d) 中央散水 

図４－２－２(e)路側散水 

図４－２－２(f) 輪間散水 
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(３) 多車線道路 

多車線道路の直線部は 2 車線道路の場合と同様、図４－２－２(g)のように車道

中央からの散水を標準とする。 

片勾配区間で路側に設置した場合には、流下距離が長く水温の低下が大きくな

り、また路面状態によって不均一な散水になり易いことから、図４－２－２(h)の

ように路側と道路中央から合せて散水を行う重複散水が有効である。 

２－１３ 分離帯のある道路の散水形態

〔解 説〕 

分離帯は主として 4 車線以上の道路に設置されているが、2 車線道路においても、

交通の安全対策上分離帯に類する施設が設置されている区間もある。 

分離帯のある道路では、分離帯により散水が妨げられることから、分離された各々

の車線それぞれで散水施設を設置するものとする。 

4 車線以上の両勾配は図４－２－２(i)を、片勾配は図４－２－２(j)のような散水

形態を標準とする。また、2 車線道路で分離帯を利用する場合の散水形態は、図４－

２－２(k)のようにする方法が一般的である。 

分離帯のある道路の散水は、分離された車道それぞれで散水施設を設けるものとす

る。ただし、分離帯の構造によっては中央にまとめることができる。 

出典:[2-13] 

路面消・融雪施設等

設計要領 

(平成 20 年度版) 

（H20.5）P39

図４－２－２(h)重複散水 

図４－２－２(g)中央散水 
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２－１４ 橋梁の散水形態

〔解 説〕 

図４－２－２(l)は 2 車線道路の両勾配区間での実施例を示したものである。この

場合は両路側から道路中央方向に向けての散水のため、横断勾配や散水距離などを考

慮しておかないと均一な散水が期待できない。図４－２－２(m)は、2 車線道路の片勾

配車線での実施例であり、横断勾配が十分でないと湛水や凍結の恐れがあるため、排

水方法を十分検討しなければならない。 

なお、送水管および散水管とも運転停止直後に直ちに管内排水が行われるような措

置を行うこととし、管内での凍結防止には十分注意する。 

橋梁や高架では、凍結を生じ易いことから路面勾配や散水の流下方向、さらに送水時

の水温維持および排水性にも十分な検討が必要である。 

なお、車道は舗装厚が薄く消雪施設が設置できないため、地覆および歩道端からの路

側散水を原則とする。ただし、スラブ橋形式で橋面上に設置可能な場合は、中央散水と

してもよい。 

出典:[2-14] 

路面消・融雪施設等

設計要領 

(平成 20 年度版) 

（H20.5）P40

図４－２－２(i) 両勾配の道路

図４－２－２(j) 片勾配の道路

図４－２－２(k) 分離帯を利用した散水例 

図４－２－２(l) 橋梁での路側散水例(両勾配) 

図４－２－２(m) 橋梁での路側散水例(片勾配) 
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２－１５ 路面勾配の変化と散水形態

〔解 説〕 

路面の横断勾配が変化する区間は、散水形態もこれに従って中央散水から路側散水

へ変化させなければならない。一般に直線区間から曲線区間へのすりつけは図４－２

－２(n) 図４－２－２(o) のような散水状態となるため、直線部の横断勾配が水平と

なるまで中央散水とし、その位置から路側散水とすることが望ましい。 

図４－２－２(p)の場合には、散水位置の切り替え付近で幅員や路面勾配等の変化

により散水が不均一になることがある。このような場合には切り替え付近のノズルピ

ッチを狭めたり、図４－２－２(q)のように一部を重複散水の形態をとったりするな

どの検討を行う必要がある。 

なお、重複して散水する区間の長さは片側幅員～全幅員程度で十分であるが、全幅

員が 6m 以上の箇所での重複散水は、区間長にこだわらず、必要な重複幅を決めても

良い。 

２－１６ 車道中央の区画線(センターライン)と散水施設の位置

〔解 説〕 

2 車線道路で中央散水方式とする場合には、車道中央の区画線(センターライン)と

散水消雪施設との位置関係に注意する必要がある。散水消雪施設上に区画線を引いた

場合、ペイントにより散水ノズル孔が詰まったり、区画線が断続的になったりして交

通管理上や美観上も好ましくない。そのため道路中心を境に区画線と散水消雪施設を

隣接して設置することが望ましい。 

路面勾配の変化による中央散水区間と路側散水区間との切り替えは、道路の横断勾配

が水平となる地点で切り替えるものとする。ただし路面勾配などから散水が不均一と

なる恐れのある場合には重複散水の形態も検討する。 

なお、重複して散水する区間の長さは片側幅員～全幅員程度とする。 

散水消雪施設を道路の中央に設置する場合は、車道中央の区画線(センターライン)に

沿って設置するものとする。 

出典:[2-15] 

路面消・融雪施設等

設計要領 

(平成 20 年度版) 

（H20.5）P40～P41

出典:[2-16] 

路面消・融雪施設等

設計要領 

(平成 20 年度版) 

（H20.5）P41

図４－２－２(n) 

路面勾配別 

の散水図 

図４－２－２(o) 

路面勾配別 

の流水図 

図４－２－２(p) 

重複散水 

の施工例 



4－17 

２－１７ 交差点の散水形態

〔解 説〕 

交差点は、各々の道路を比較し交通量が多く、幅員の広い道路、または上位道路を

主道路と考えれば良い(図４－２－２(r))。 

多くの平面交差点では主道路の縦断、横断勾配で交差点が施工されているのに対し、

従道路は交差点付近ですりつけ施工となっていることから、交差点内は主道路の散水

施設を連続することとし従道路の散水末端は、概ね横断歩道の交差点内側とする。 

なお、従道路の配管が主道路と同系統の場合でも交差点内は送水のみとし、散水は

行わないものとする。 

右折車線を設置する交差点では、ノズルの位置がタイヤのわだちと一致し、損傷が

多くなるため、ノズル位置を車線境界上あるいは輪間に移動することも検討しなけれ

ばならない。 

また、横断歩道部の散水ノズルの選定には歩行者への配慮を検討する必要がある。 

２－１８ 歩道の散水形態

〔解 説〕 

歩道も車道と同様、路面の勾配や排水位置などから基本的な散水位置は決まるが、

歩道の形態によって独立散水および車道との兼用散水に分けられる。なお、歩道の消

雪水によって車道部の機械除雪による路肩堆雪も消雪される二次的効果が期待され

るため、総合的な検討が必要である。 

交差する各々の道路で散水消雪施設を計画する場合は、交差点内を主道路の散水施設

で連続させ、従道路の散水施設は交差点内に設置しないものとする。 

歩道の散水形態は、歩道構造と車道構造および除雪形態等を考慮して決定する。 

１．歩道の独立散水 

２．歩道と車道の兼用散水 

出典:[2-17] 

路面消・融雪施設等

設計要領 

(平成 20 年度版) 

（H20.5）P42

出典:[2-18] 

路面消・融雪施設等

設計要領 

(平成 20 年度版) 

（H20.5）P42～P45

図４－２－２(q) 車道中央の区画線(センターライン)がある場合の散水管設置位置

図４－２－２(r) 交差点内の配管図 
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歩道の散水施設の形態は、道路構造などから決まる他に、施設の管理や運営を地元

協力とする場合(商店街等)や利用者が自ら設置する場合などがあり、その形態は多種

多様にわたっている。 歩道の消雪施設を分類すると下記のようになる。 

① 恒久的方式 

車道と同様の埋設方式による散水となる。散水高や散水量を自由に調整で

きる方式であるが、施設費がやや高価になる。 

② 簡易的方式 

直接路面に埋設したり路肩に置いたりした鋼管の穴から散水したり、ビニ

ルホースを直接路面上に置き、ホースの穴から散水したりする簡易的な散水

方式である。 

施設費は安価で、移動や撤去が極めて容易であるが、散水量の調整ができ

ず水量も不均一となり消雪が完全にできないため、どうしても散水量が多く

なる。また、路面に鋼管やホースを置いた場合には歩行にも支障となる。 

(１) 歩道の独立散水 

1) マウントアップ構造 

車道の勾配は歩道側へ、また歩道は車道側に低くなっているのが一般的で

ある。そのため、歩道には、独自の施設を民地側に設置するものとする(図４

－２－２(s))。 

2) フラット構造 

車道および歩道の勾配は民地側に低くなっているのが一般的である。車道

部の消雪水による消雪では縁石ブロックが障害となるため、独自の散水施設

を設置するものとし、位置は車道側縁石ブロック付近とする(図４－２－２

(t))。 

消雪施設

散水消雪施設

恒久的 埋設方式

鋼管方式・ホース方式簡易的

にじみ出し消雪施設

図４－２－２(s) マウントアップ構造 

図４－２－２(t) フラット構造 



4－19 

(２) 歩道と車道の兼用散水 

市街地の幅員が狭い道路で車道と歩道の境界を、防護柵で分離している区間に

多く採用される方式である。 

両勾配の区間は、図４－２－２(u)のように車道の流水により歩道を消雪するも

のである。この方式は消雪水の節約となるが、防護柵が流水の障害となることか

ら、特定の水みちができ消雪効果が大幅に低下する。そのため、選定にあたって

は十分検討する必要がある。 

片勾配の区間は、図４－２－２(v)のように車道と歩道の勾配変化点で散水すれ

ば、車道と歩道で同時に効率的な消雪効果が得られるが、必要散水量やノズル数

および歩道部の散水高などを十分検討する必要がある。また、図４－２－２(w)の

ように歩道が民地側に傾斜しているマウントアップの区間においても、同様なこ

とが言える。 

(３) その他 

機械除雪によって路肩に堆雪された雪は、交通車両や歩行者にとって支障とな

る。そのため、歩道に設置する散水消雪施設の位置を少し変えて路肩に堆雪した

雪を消雪しようとするものである。図４－２－２(x)は、路肩消雪の例として配管

方法別の例を示したものである。 

なお、この消雪方法は二次的効果に期待したもので積極的な消雪方法ではない。 

図４－２－２(u) フラット構造(中央散水) 

図４－２－２(v) フラット構造(路側散水) 

図４－２－２(w) フラット(路側散水) 
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２－１９ 道路の付属施設の散水形態

〔解 説〕 

(１) 待避所等 

待避所などの散水形態は図４－２－２(y) 図４－２－２(z) のようにできるだ

け本線の散水を導くようにするが、流下距離が長くなるとともに、路面勾配によ

っては散水が不均一となり易いことからノズルピッチを狭くしたり、本線と独立

した配管を行ったりすることが必要である。 

なお、チェーン着脱場やバス停留所などで独自の消雪施設が必要な場合には、

乗降や作業する場所であることを考慮してノズル型式、散水高および排水性等を

十分検討する必要がある。 

道路の付属施設の消雪施設は、設置位置および形状などを考慮して計画する。 

１．本線車道に隣接し、直接利用される幅の狭い待避所・非常停車帯・チェーン着脱

場および停留所(停車帯を含む)などの散水形態は、本線上の散水消雪施設と一連

で計画することを原則とする。なお、チェーン着脱場などの大規模な施設は、別

途施設を計画することが望ましい。 

２．本線車道に独立して設置される休憩施設(パーキングエリアまたはサービスエリ

ア)では、施設・建物の位置や種類に応じ、独立した散水形態とする。 

出典:[2-19] 

路面消・融雪施設等

設計要領 

(平成 20 年度版) 

（H20.5）P46～P47

図４－２－２(x) 路肩消雪の例 
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(２) 駐車場等 

駐車場の消雪施設計画の留意点としては次のようなものがある。 

1) 消雪施設では、均一な散水が不可欠であるが、駐車場は車両による水の撹拌

が少ないため散水した水がそのまま均一に流れるように設計する必要がある。 

2) 散水地点から流下距離が長すぎると、湛水や凍結の恐れがあるため、散水箇

所や排水箇所を増すことを検討する必要がある。 

3) 散水ノズル上に駐車車両のタイヤが来ることのないよう、散水位置と駐車ま

すの配置を考慮する必要がある。 

4) 大規模な駐車場における重複散水は、流末で水深が増し歩行に困難を来たす

ことが多いため、3 列以上の重複散水を行う場合には、排水施設の設置を検討

する必要がある。 

5) 大規模な駐車場では、散水消雪施設に適さない路面勾配となっている場合も

あるため、路面勾配の修正も含めて総合的に計画を行う必要がある。 

図４－２－２(z-1)は、駐車場の長辺に添って配管し散水する方法のものである。

図４－２－２(z-2)は中央位置に配管して両方向に流下させる方法であるがいず

れも路面勾配を考慮する必要がある。図４－２－２(z-3)は広い面積を有する駐車

場の例である。この場合、一列のみの散水は末端での水温低下が大きく、流水も

均一になりにくいことから数列に分けて散水する必要がある。一般に地下水によ

る散水の場合、流量が 0.3～0.4Ｌ/min/㎡で散水温 10℃～15℃であれば、概ね 6m

を限度として計画して問題はない。 

図４－２－２(y) 待避所の場合 

図４－２－２(z) バス停留所の場合 

図４－２－２(z-1) 小規模な駐

車場での片方向散水例 

図４－２－２(z-2) 小規模な駐車場

での両方向散水例

図４－２－２(z-3) 大規模な駐車場
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２－２０ 散水消雪施設における最大消雪幅員

表４－２－２ 散水消雪における最大消雪幅員 

散水箇所 散水形態 
最大消雪幅員Ｗ1

(散水管の受け持つ幅) 

中 央 散 水 ≦10ｍ 

路 側 散 水 ≦8ｍ 

重 複 散 水 8～10ｍ 
車道(土 工) 

輪 間 散 水 ≦6ｍ 

車道(橋 梁) 路 側 散 水 ≦6ｍ 

歩 道 路 側 散 水 ≦6ｍ 

中 央 散 水 ≦8ｍ 
駐 車 場 

路 側 散 水 ≦6ｍ 

車道部や歩道部、駐車場等の散水形態は中央・路肩・重複・輪間などあるが散水管の

受け持つ最大消雪幅員として表４－２－２を目安にする。 

出典:[2-20] 

路面消・融雪施設等

設計要領 

(平成 20 年度版) 

（H20.5）P48
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３．基本条件の検討(標準) 

３－１ 使用水源の選定

〔解 説〕 

消雪設備に利用可能な水源としては地下水、河川水、その他が考えられるが、選定

にあたっての留意事項は、それぞれ次のとおりである。 

(１) 地下水の利用 

地下水を利用する場合は、取水施設の設置及びその維持管理にかなりの経費を要

するが、水量の確保の面では一般的に水道についで安定度が高い。 

しかし、地下水のくみ上げは地盤沈下や既設井戸の水枯、濁りなどの原因となる

ことがあるので、地域の事情をよく認識のうえ計画する必要がある。 

設計手順、計算例等の詳細は、路面消・融雪施設等設計要領(平成 20 年 5 月) 

P51～P63 に記述されているので参照の事。 

(２) 河川水の利用 

河川水を利用する場合は、河川法の認許可が必要であり、河川管理者に予め確認

する必要がある。 

設計手順、計算例等の詳細は路面消・融雪施設等設計要領(平成 20 年 5 月) 

P64～P70 に記述されているので参照の事。 

次頁に、代表的な取水方式を示す。 

３－２ 使用熱源の選定

〔解 説〕 

利用可能な熱源としては、化石エネルギー、ローカルエネルギー、自然エネルギー

が上げられるが、選定に当たっての経済性や環境条件を充分留意する必要がある。 

使用水源の選定にあたっては、事前に現場条件について十分な調査を行い、必要散水

量に対して余裕のある水量が安定して確保できるよう計画しなければならない。 

使用熱源の選定にあたっては、事前に現場条件を十分調査し、必要熱量に対して得ら

れる熱容量や経済性、環境負荷等を総合的に判断して計画しなければならない。 
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図４－２－３(ａ) 河川水の取水方式 

越流ゲートスクリーン

ポンプ 

ｅ.越流取水式 

ｂ.導水路ピット式 

ａ.横ピット式 

ｄ．堰 堤 導 水 路 式

ｃ.導水管式 
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３－３ 必要散水量の算定

〔解 説〕 

取水施設から供給された水を路面に効率よく散水させる必要がある。 

そのための散水量は、気象条件、利用水の水温、交通条件道路状態等を考慮し施設

全体の必要総散水量及び単位面積当たりの必要散水量は次式により算定する。 

Ｑ＝ｑ・Ｌ・Ｗ・10－3

ｑ＝ 

    Ｑ ： 必要総散水量    (ｍ3/min) 

    Ｌ ： 消雪延長      (ｍ) 

    Ｗ ： 道路幅員      (ｍ) 

    ｑ ： 単位面積当たり必要散水量(L/min・ｍ2) 

    ｈｓ： 設計時間降雪深(㎝/ｈ) 

    ρ ： 設計対象降雪密度(ｇ/㎝
3
) 

    ｔｓ： 降雪の温度(℃) 

    ｔ1  ： 散水するときの温度(散水温℃) 

    ｔ2  ： 散水された水が側溝に落ちるときの水温(末端水温℃) 

    Ｋ ： 融解係数 

    α ： 車両通行による攪拌効果係数 

    ｔｒ： 車両通行による水温低下(℃) 

(１) 設計時間降雪深 

設計時間降雪深は、地域性があるので特別な場合を除き、既往降雪データ等によ

り、消雪水準を定め決定する。 

１) 設計時間降雪深  ｈｓ 

設計時間降雪深は、概ねの値として次式により算出することができるが、地域

性があるので計画地区での既往日降雪データ、消雪水準等により決定する。 

 ｈｓ＝ 0.425・Ｈｍ0.7

 ここに、ｈｓ： 設計時間降雪深(cm/h) 

     Ｈｍ： 平均日降雪深(cm/d) 

なお、設計時間降雪深の決定にあたっての手順を(2)に示す。 

２) 計画地区での既往日降雪データより、累計相対頻度 80%の日降雪深を抽出できる

場合は次式より算出する。 

ｈｓ＝ 0.32・Ｈs0.7 

 ここに、ｈｓ： 設計時間降雪深(cm/h) 

     Ｈｓ： 日降雪深(cm/d) 

３) 設計時間降雪深の算定手順 

設計時間降雪深は、地域性があるので計画地区での日降雪データ及び消雪水準

より決定する必要がある。図４－２－３(ｂ)に設計時間降雪深の算定手順を示す。 

消雪設備の散水量は、水源、気象、交通、環境等各条件を調査し、決定するものとする。

ｈｓ・ρ(334＋ 2.1・¦ｔｓ¦＋4.2ｔ2) 

   6・α・Ｋ・4.2・(ｔ1－ｔ2－tr)
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図４－２－３(ｂ) 設計時間降雪深ｈｓの算定手順 

(２) 降雪の密度 

雪の密度は、「設計要領」の P.23 参照。 

降雪の密度ｐｓ(ｇ/cm3) 

時間降雪深

(cm) 

気温(℃) 

0～2 2～4 

0℃以上 0.10 0.09 

0～－5℃ 0.08 0.07 

－5℃以下 0.07 0.06 

なお、降雪時の気温と時間降雪深を整理したもので、降雪の密度の目安である。 

(３) 降雪の温度 

雪の温度は、外気の影響を受けて－６℃ぐらいまで観測された例があるが、雪の

比熱が融解潜熱に比べ極端に小さいので、観測結果による場合を除き、ｔs＝０℃

程度としてよい。 

(４) 散水温度 

散水温度は普通、地下水の場合は取水温度より１℃程度の温度低下を加味し設計

する。しかし、井戸地点から末端までの距離が長い場合は別に考慮する。河川水の

場合は取水温度が低いため取水温度のままとする。 

(５) 散水された水が側溝に流れ落ちるときの水温 

散水された水が側溝に流れ落ちるときの水温(末端水温)は、地下水の場合一般的

には散水温度と 10℃程度の温度差で設計されれば、その目的を達成しているよう

であるが、外気温度、風速、散水量、散水温度などによって異なるので、設計にあ

たっては現地の諸条件を加味して行うべきである。 

井戸水の場合は、側溝に流れ込むときの末端水温は０℃が理想的であるが、余裕

を見込んで２℃程度の計画が望ましい。 

また、河川水の場合散水温が低いので０℃程度とする。 

本便覧の消雪水準とするとき 

時間降雪データあるいは 

日降雪データの解析 

 累計相対頻度 80％の 

 日降雪深抽出 

独自な消雪水準を検討するとき 

平均日降雪深 Ｈｍ 

決定式を用いるとき 既往データの解析より行う 

既往日降雪深データ 

頻度分布解析 

設 計 時 間 降 雪 深 の 決 定 

消雪水準の決定 
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(６) 融解係数 

融解係数は特別な場合を除き、気象及び水温条件を用いて適切な値を決定すべき

であるが、的確な算定方法はまだ研究段階にある。水源における取水量に余裕があ

るときは概ねの値として表４－２－３(ａ)の値を用いることができる。 

表４－２－３(ａ) 融解係数 Ｋ 

 地 域 

水  源 海岸・平野部 山間部 

地 下 水 0.7 0.8 

河 川 水 1.6 1.8 

(７) 車両通行による撹拌効果係数 

車両通行による撹拌効果係数は、交通量及び期待する路面露出率β(％)によって

図４－２－３(ｃ)により求められる。なお、路面露出率β(％)は一般的に車道の場

合 70％以上とする事が望ましい。 

「設計要領」の P.29 参照。 

注)１．交通量は時間当り、往復合計 

図４－２－３(ｃ) 交通量による撹拌効果係数 
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(８) 車両通行による水温低下 

車両通行による水温低下は、交通量及び散水量の条件に応じて決定しなければな

らないが、交通量が少ない場合には概ねの値として地下水の場合 0.5～1.0℃、河

川水の場合０℃とすることができる。なお参考として図４－２－３(ｄ)に同条件下

(気象、散水量、散水温)における実験道路での末端水温ｔ2 、これに接近した車両

通行道路での末端水温ｔ2 ’の差ｔr ＝ｔ2 －ｔ2 ’を示す。 

○…交通量 ０～ 50 台/ｈ(往復台数) 

△… 〃  51～ 100 〃 

×… 〃  101～ 200  〃 

●… 〃  200 台/ｈ以上 

図４－２－３(ｄ) 交通量による末端水温の低下 

３－４ 排水処理

(１) 排水計画 

〔解 説〕 

消融雪を実施する道路の構造は夏期の降雨を対象とした構造と大きく変わるもの

でないが、散水の場合は路面に均一に流下させて消雪の効果を高めるとともに、消雪

水が路面に滞水し不完全消雪や凍結の障害を防止するものである。 

(２) 排 水 量 

〔解 説〕 

計画排水流量は、雨水流出量と降雪期間における消融雪水量のいずれか大きい方で

決める。 

ただし、消雪水量は次式によって算定してよい。 

  Ｑs ＝２×10－5・ｑ・ａ 

    Ｑs ： 消雪水量(ｍ  /ｓ) 

    ｑ ： 単位面積当り必要散水量( L /㎡・min) 

    ａ ： 消雪対象面積(㎡) 

消雪水量の算定式は、消雪水量は散水量の 20％増として考えた式であり、十分余裕

をもっているが、一般には雨水流水量の方が大きいので、留意して検討する必要があ

る。また、雨水流水量の算出にあたっては「道路土工－排水工指針」によることを基

本とする。 

消雪を実施する道路の排水構造は、散水及び消雪水を滞ることなく流下させるもので

なければならない。 

計画排水流量の算定にあたっては、雨水と消雪水量等を考慮し算定するものとする。
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第３節 設  計

１．設計一般(標準) 

〔解 説〕 

ここで扱う消雪設備とは、井戸または河川より取水し路面に散水するまでの施設を

いう。 

消雪設備を設計するに当たって最も重要なことは、消雪に必要な水の安定確保であ

る。 

その水源としては地下水と河川水とがあり、一般的には水温の高い地下水が有利で

あるが、安定水量や種々制約等を調査して選択しなければならない。 

次に水源で得られた水温を大きく低下させず、かつ路面の消雪、排水を効果的に行

うことである。そのためにはできるだけ満遍なく散水することが必要であり、散水ノ

ズルを等ピッチで設け、各ノズルから等流量を噴射させる方式が有効である。これら

の散水方式は種々考えられており、施設の規模、沿道条件及び道路の構造等に応じ適

切に選択することが必要である。 

なお、消雪設備の主要部分の名称は次図によるものとする。 

図４－３－１ 散水融雪設備の主要部分の名称 

消雪設備は、取水施設と散水施設に大別される。 

取水施設は、設置地点の種々状況を勘案し関係法令を守って必要水量及び水圧の安定確保を行え

るように、また散水施設は道路等の構造、交通状況、沿道状況に応じて路面上の消雪を効

果的に行えるよう計画しなければならない。 
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２．取水施設(標準) 

〔解 説〕 

取水施設の構造は、使用水源により次のように分類できる。 

地下水の場合 

取水井戸    送水(揚水)ポンプ    送水管 

河川水使用の場合 

河川取水の計画・設計にあたっては、河川の水質、環境、経済性を考慮するものとす

る。 

(１) 横ピット取水 

河川    受水槽    送水ポンプ    送水管 

(２) 導水路ピット取水 

河川    導水路    受水槽    送水ポンプ    送水管 

２－１ 取水井戸の設計

〔解 説〕 

井戸の設計諸元は、地下水に関する諸データを収集し、帯水層の厚さや位置を推定

し、概略の取水可能量を求める。消雪に必要な水量が得られない場合には、さく井場

所を変えて再検討することになる。また、資料不足等で推定困難な時は、試掘あるい

は電気探査等を実施して、帯水層の厚さ、深度等を調べ水源としての可能性を判定し

なければならない。 

これらの一連の手順を示したものが図４－３－２(ａ)である。 

取水可能と判断された場合は、井戸の規模を決め、取水可能な帯水層を推定し、取

水規則等も勘案の上、位置を決定する。さらにストレーナの位置、長さ、種類は土質

柱状図、スライム、電気検層図、周辺井戸の状況等の資料をもとに決定する。 

取水施設の構造は、使用水源により異なるが、所要の水量及び水圧が確保できるよう設

計しなければならない。 

取水施設の構造は、使用水源により異なるが、所要の水量及び水圧が確保できるよう

設計しなければならない。 
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図４－３－２(ａ) 井戸構造の決定手順 

各種地質データ収集 

帯水層・取水量の判定

テストボーリング又

は電気探査による地

下地質の確認

井戸口径、深度の決定 

電 気 探 層 

掘     削 

ストレーナ位置、長さの決定 

ケーシング及び井戸の仕上げ 

揚 水 試 験 

ポンプ諸元の決定 

制御装置の設計 

周辺さく井データ 

ボーリング柱状図 

融 雪 必 要 水 量

 条例・地元申合せ

 等の確認 

 施工性、経済性 

 不足：施設規模の見直し

十分 

 周辺井戸の 

 水位低下チ 

 ェック 

不明確なとき 
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設
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後
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(１) 井戸の種類 

道路の散水用として一般に使用される井戸は図４－３－２(ｂ)で示した。 

(２) 井戸口径、深度 

取水施設の計画地点における地層構造及び使用ポンプ種別、あるいは掘削工法か

ら井戸口径及びストレーナでの吸込流速を仮定し、必要ストレーナ長さを算出する。

井戸口径とストレーナ長さの関係は次式で表される。 

  Ｂ＝       

 但し、Ｂ ： 井戸口径(㎝) 

    Ｑ ： 供給水量(㎝
３
/s) 

    Ｌ ： 井戸ストレーナ長さ(㎝) 

    ｖ ： 井戸ストレーナを通過する水の見掛け流速(㎝/ｓ) 

深 井 戸 

図４－３－２(ｂ) 代表的な取水井戸 

水の見掛け流速ｖはストレーナの目づまりを防止するため帯水層の砂粒径によっ

て決定されるが、資料等から推定し、掘削中のサンプリングにより、決定すること

が望ましく、次の範囲を採用する。 

１) 帯水層の砂の 60％が 1 ㎜以上のときには         ｖ＜0.2 ㎝/s 

２) 帯水層の砂の 40％またはそれ以上が 0.5 ㎜以下のとき   ｖ＜0.1 ㎝/s 

３) 帯水層の砂の 40％またはそれ以上が 0.25 ㎜以下のとき  ｖ＜0.05 ㎝/s 

尚、井戸口径Ｂの決定にあたっては次の 2 点についても十分に留意しておかなけ

ればならない。 

深井戸用水中モーターポンプ

水位電極

スルース弁

チェッキ弁

空気抜き弁

連成計

揚水管

伸縮継手　流量計
井戸蓋

ストレーナー

水中ケーブル

Ｑ 

π・Ｌ・ｖ 
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① 帯水層が岩盤または玉石混りで堅硬なときには、掘削工法上重力の大きい

ビットを使用しなければならない。そのために必然的に最少かつ経済的な井

戸口径が選択される。 

② 水中モータポンプ口径に対する井戸口径は表４－３－１を標準とする。最

小井戸を用いるときは、ポンプ周辺の流速が大きくなり機器の摩耗を早める

ことにもなるので、前項のような条件のとき以外は標準井戸によることが望

ましい。 

表４－３－１ ポンプ仕様と井戸形状 

ポ ン プ 仕 様 標準井戸形状 

吐出口径 

(㎜) 

モータ出力 

(kＷ) 

ポンプ胴径 

(㎜) 

ケーシング 

呼び径(㎜) 

ビット径 

(㎜) 

 65  2.2～11 140 ～ 143 200 350

 80  5.5～22 186 ～ 187 250 400

100  7.5～22 186 ～ 192 250 400

125 11.0～37 230 ～ 239 300 450

150 11.0～37 258 ～ 300 450

一般に、ビット径に対して実際の掘削径は 5 ㎝程大きくなる。また、地下水位

を観測するために側管を設けたり、帯水層中の砂分が微粒なため十分なろ過が望

めぬときは、さらにビット径を大きくすることがある。井戸の深度は最深のスト

レーナ位置までとなるが、ストレーナ下部に 5～10ｍ程度の砂溜り管を必要とす

ることから、これを加えたものを見込んでおく必要がある。 

なお、ポンプをストレーナのスリット加工部におくと、砂の吸出しを受けるの

で同一の深さにならないようにストレーナの上部または中間部におくようにする。 

なお、ストレーナが 1 箇所でポンプをその上部におけないときはストレーナ下部

にポンプをおき、砂溜り部はポンプ下 5～10ｍ程度を確保する。 

口径や深度は以上のように既往の資料あるいは地表探査等から概略決定して井

戸の掘削に移ることになる。掘削後の孔内検層により、当初の深度では必要な取

水量が得られない場合、さらに掘削して深度を増すことは可能であるが、口径を

拡大することは施工上種々な問題があり、当初の決定を慎重に行うことが重要と

なってくる。 

（３）ストレーナ位置と構造 

掘削後、地層の性質、帯水層位置の詳細を知るため、孔内の検層が行われる。こ

のうち電気検層は水平探査を応用した最も一般的な物理探査の一つである。 

電気検層の結果は図４－３－２(ｃ)のように表され、帯水層の位置が相対的に確認

される。淡水を含む良好な帯水層は高比抵抗を示し、自然電位は(＋)側に移行する。

塩水を含む帯水層の比抵抗は淡水の場合に比して低下するが、隣接する粘土層の比

抵抗値よりは高く、かつ自然電位は(－)側に移行する｡ 

以上のことから帯水層の評価、対比及び地下水水質の変化を把握することができ、

図４－３－２(ｄ)に示すようにストレーナ位置を決定することができる。 

ストレーナの構造は各種のものが考案されており、図４－３－２(ｅ)に示すもの

が一般に使用されている。ストレーナは地層構造、砂粒度等の条件によって開孔率

(孔明率)＊及びスリット、スロットサイズを適宜選定することが必要である。表４

－３－２は各ストレーナ型式の構造概要と標準的な開孔率、スリット、スロットサ

イズを示したものである。
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表４－３－２ ストレーナの構造比較 

型 式 構       造 開孔率＊ スリットスロット 

サイズ 

巻 線 型 
ケーシングに丸孔をあけ、その周囲に枕線を

置き梯型線を巻く。 
14～30％ 0.5～2 ㎜ 

クラベル型 
クラベルを合成樹脂で被覆し、丸孔をあけた

ケーシングに固着。 
15～20％  

水平連続Ｖ 

スリット型 

ケーシングと同径の枕線にＶ型のステンレ

ス鋼を巻きつけたもの。 
20～40％ 0.5～2 ㎜ 

FRP 

原管に丸孔加工を施し、外側に樹脂製のリン

グを積み重ねた物、リングとリングの間に、

一定の隙間が設けられている。(注)：ＦＲＰ

Ｍ(強化プラスチック複合管)は、中間部に樹

脂モルタル層を配したもので、最近は事例が

多い。 

19～20％ 1～2mm 

(地層によっては防砂網を巻く事がある。) 

＊開孔率(又は孔明率)とは、ストレーナ部分のパイプ全表面積に対するスリット・スロット

面積の比率をいう。 

図４－３－２(ｄ) さく井地質柱状図、電気検層

結果とストレーナⅠ図(例) 

図４－３－２(ｃ) 電気検層結果と 

         帯水層の判定(例)
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図４－３－２(ｅ) ストレーナの構造 

２－２ 取水槽の設計

〔解 説〕 

（１）水槽の容量は、使用水量と流入水量によって決まる。 

すなわち、流入水量が使用水量を上回る場合は 

１) 送水ポンプの寸法 

２) ポンプ運転開始時の水位低下 

３) 除塵及び落葉対策 

４) 沈砂を考慮した容量でよいが、使用水量に対して流入水量が少ない場合は上

記に加えて以下の事項を考慮して決定する必要がある。 

５) 取水堰による河川水位の嵩上げ 

６) 回収水の再利用 

７) １回当たりの運転時間及び運転間隔 

（２）ポンプ槽の最小容量 

流入側スクリーンの目詰まり等で流入量が減少した場合、ポンプ槽が小さいとポ

ンプは起動・停止の頻度が多くなり故障の原因となる。 

ポンプを保護するために、ポンプ槽の容量を最低連続運転時間より決定する。 

流入量がポンプ吐出量の半分のときの運転周期が最短となり、始動・停止の頻度

が最も高くなる。この場合でもポンプが支障なく運転できるようなＴ(min)を与

え、ポンプ槽の最小有効容量Ｖmin を求めると、 

Ｖmin ＝
Ｑｐ×Ｔ

4

  ここに、Ｖmin ： ポンプ槽の最小有効容量Ｖ(ｍ
３
) 

      Ｑｐ ： ポンプ吐出量(ｍ
３
/min) 

      Ｔ  ： ポンプの運転周期時間(min)

取水槽は、流入量を考慮のうえ使用水量に対して十分な容量を確保できるととも

に、塵芥、砂泥の処理や河川、道路等の構造物との関連について十分考慮した設計に

しなければならない。 
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となり、ポンプ槽の有効容量はＶmin 以上になるように計画する必要がある。こ

の場合ポンプの運転・停止の時間は共に同一となる。 

ｔ１ ＝ｔ２ ＝
Ｔ

2
 ＝

2×Ｖmin

Ｑｐ

ここで、Ｔ：運転周期は、ポンプ形式、ポンプ口径などによっても異なるが、標

準 5 分とする例が多い。 

（３）河川水には塵芥が浮遊している。これが取水槽内に入ると、送水ポンプストレ

ーナの目詰まりや散水孔の目詰まりを生じ、正常運転が困難となる場合がある。従

って、これらを防ぐための対策が必要である。表４－３－２(c)に消雪設備用の除塵

装置を概説した。これらのうちから、取水しようとする河川の規模、地形及び塵芥

量等を考慮して選定する必要がある。 

表４－３－２(c) 消雪設備用除塵装置 

形    式 設置位置 動  力 
スクリーン 

形  状 
用  途 図 

バースクリーン 取水口 固 定 平 鋼 大中塵芥防止 ｆ 

ネットスクリーン 〃 〃 金 網 中小  〃 ｇ 

ロータリーレーキ式 
取水口 

導水路 
電 動 平 鋼 大中塵芥防止 ｈ 

ロータリーネット式 
取水口 

導水路 
〃 金 網 中小  〃 ｉ 

ロータリードラムスクリーン式 導水路 〃 〃 中小  〃 ｊ 

ディスクバースクリーン式 〃 〃 ディスク板 中小  〃 ｋ 

傾斜ウェッジワイヤー 

スクリーン式 
〃 無動力 

ウェッジ 

ワイヤー 
中小  〃 ｌ 

越流ゲートスクリーン 河川内 無動力 
ウェッジ 

ワイヤー 

大中小 

塵芥防止 ｍ 

掃流形防塵スクリーン 

(ディスクスクリーン) 取水口 電 動 
ディスク板 

(円盤) 

大中小 

塵芥防止 ｎ 

サイクロン式 スクリーン 
ポンプ 

吐出口 
無動力 多孔板 

大中小 

塵芥防止 Ｏ 

逆流オートスクリーン 
ポンプ 

吐出口 
電 動 

スリット 

(円盤) 
中小塵芥防止 Ｐ 

各除塵設備の特徴を以下に記す。 

図４－３－２ (ｆ)：バースクリーン 

河川や溜池よりの取水口に設け、取水槽に大中の塵芥流入を防止する。枠と

格子で構成され、予想塵芥の大きさで格子幅を決める。スクリーン通過後の水

は送水には不向きなので再度別の細目スクリーンで除塵の必要がある。目詰ま

り時は人為的に塵芥除去する必要がある。 

図４－３－２ (ｇ)：ネットスクリーン 

中・少容量の取水で河川の取水口並びに貯水槽の入口などに設ける。中小の

除塵に適し、細目ネットによってはスクリーン通過後の水は直接送水される。

目詰まり時は人為的に塵芥を除去する必要がある。 
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図４－３－２ (ｈ)：ロータリーレーキ式除塵機 

主に河川の取水口、導水路に設け、大中の浮遊塵芥を除塵するもので、格子

に引掛かった塵芥をレーキ(くま手)で電動駆動のチェンにより連続的に掻揚げ

除塵する。格子の目幅は予想塵芥で決める。塵芥はベルトコンベヤで搬送する。

通過水は再度細目除塵の必要がある。 

図４－３－２ (i)：ロータリーネット式除塵機 

主に河川の取水口、導水路に設け、中小の浮遊塵芥を除塵するものでレーキ

とネットに掛かった塵芥を電動駆動のチェンにより連続的に掻揚げ、上部で噴

射水により排塵樋に落とす。従って噴射水用の施設が別に必要になる。通過水

はそのまま送水に使用可能である。 

図４－３－２ (j)：ロータリードラムスクリーン式除塵機 

主に導水路か、貯水槽の入口に設け中小塵芥除去用である。構造はドラム状

の枠に金網のネットを巻いた筒内に原水を取り入れ、原水が外周に流れる際に

ネットに塵芥が掛かるのでその塵芥を噴射水で除去するものである。尚ドラム

は電動により微速回転する。 

 付属設備そして噴射水施設が別に必要となる。通過水はそのまま送水に使

用可能である。 

図４－３－２ (k)：ディスクバースクリーン式除塵機 

主に導水路か、貯水槽の入口に設け中小塵芥除去用である。構造はドラム状

の枠に格子状のドラムスクリーンを細目に配し、外周より原水を取り入れ内筒

に流入する際に外周に引き掛かった塵芥を電動でドラムを回転する時にスクレ

ーパで自動的に掻き取る。通過水はそのまま送水に使用可能である。 

図４－３－２ (l)：傾斜ウェッジワイヤースクリーン式除塵機 

主に導水路か、貯水槽の入口に設け中小塵芥除去用である。構造は取水ポン

プ等で送水された原水を機器の高所から傾斜スクリーンの前面に流下させ、塵

芥と水分を分離させる。水分は流出管から自然流下し、塵は順次ずり落ちるの

で人為で処理が必要である。通過水はそのまま送水に使用可能である。 

図４－３－２ (m)：越流ゲートスクリーン 

スクリーンが稼動堰と一体となったもので、必要な時だけ河川を堰止めて取

水するものである。スクリーンは、傾斜ウェッジワイヤースクリーンで、落ち

葉や雪塊等の浮遊する塵芥は、余剰流水と共に、スクリーン上を通過する構造

である。 

図４－３－２ (n)：掃流型防塵スクリーン(ディスクスクリーン) 

河川の取水口に設け大中小の浮遊塵芥を河川側に掃流(押し出す)し、2 次側

はスクリーン通過塵程度の水を得るスクリーンである。構造は薄板の円盤を重

ねたものを取水量に合わせて重設し、河川の流下方向に向けて同方向回転させ

ることにより塵芥は下流に流れ去る。スクリーン目幅は、円盤の重ね間隙であ

る。 

図４－３－２ (o)：サイクロン式スクリーン 

用途としては送水ポンプの吐出口か貯水槽の取り入れ部に設け、中小の塵芥

は除去可能である。原理的には流入管と流出管の位置を変心させることにより、

水の旋回流を発生させ、旋回流自身で塵芥を分離すると共に、こし網に付着し

た塵を剥離させる。ごみは時々人が抜いてやる必要があるが、タイマーによる

自動引き抜きも可能である。通過水はそのまま送水に使用可能である。 
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図４－３－２ (p)：逆流オートスクリーン 

用途としては送水ポンプの吐出口に設け、中小の塵芥の除去に使用される。

構造は濾過筒を数個配置し、逆流管の回転(電動)により正常流時に濾過筒に掛

かった塵芥を逆洗流下させることにより連続運転される。塵芥は砂等の粒子ま

で除去可能である。 

図４－３－２ (ｆ) バースクリーン      図４－３－２(ｇ) ネットスクリーン 

図４－３－２(ｈ) ロータリーレーキ式除塵機 
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図４－３－２(ｉ) ロータリーネット式除塵機 

図４－３－２(ｊ) ロータリードラムスクリーン式除塵機 
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図４－３－２(ｋ) ディスクバースクリーン式除塵機 

図４－３－２(ｌ) 傾斜ウェッジワイヤースクリーン式除塵機 
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図４－３－２(ｍ) 越流ゲートスクリーン 

図４－３－２(ｎ) 掃流形防塵スクリーン 

水圧方向

水流方向

スクリーン回転軸

ウェッジワイヤースクリーン

ウェッジワイヤースクリーン

電動ラック式巻上機

取水箱

フロントスポイラー
アジャストロッド

簡易ゲート

貯水槽
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    図４－３－２(ｏ) サイクロン式スクリーン 図４－３－２(ｐ) 逆流オートスクリーン 

(４) 砂泥も送水ポンプ、送水管、散水孔にとって有害である。 

送水ポンプが多くの砂泥を吸込むと、インペラーの摩擦による能力低下、送水管

路内堆積による損失水頭の増加及び散水孔の目詰まりが生じ、運転に支障を来たす

ことになる。そのため、これを防ぐことが重要である。 

一般に砂泥は川底付近を流下し流速が低下すると沈下するので、この性質を利用し

て下記のうち河川規模、取水方式を考慮のうえ適切な方法を採用する必要がある。 

１) 取水口の水位を取水堰等により高くする。 

２) 取水口の底上げをする。 

３) 導水路途中で水深を深くした沈砂池を設ける。 

４) 水槽に沈澱した砂泥を排出するためのゲートを設ける。 

(５) 横ピット式取水による場合 

図４－３－２(q)に示すように河川に面して取水槽を設け、取水口は水槽幅全部

とし、ここに固定式スクリーンを取付けた構造で、水槽内に固定した水中ポンプの

吸水による河川と水槽内水位の差により水槽内に導入する方法である。 

水槽の設置にあたっては、水槽底部が堤防法勾配線(延長上の仮想線を含む)に接す

るものであってはならない。なお、河川水深が浅い場合や水位の変動が大きい場合

は取水堰を設ける必要がある。 

この方式の長所、短所は次のとおりである。 

長  所 

１) 河川の形状や流向に与える影響が少ない。 

２) 取水スクリーン面積が広いので、塵芥が付着しにくい。 

３) 水槽の敷地面積が狭くて済む。 

短  所 

１) 河川水深が浅い場合や水位変動が大きい場合は、取水堰を設ける必要がある。 

２) 沈砂槽を設けることができないので、水槽内に砂泥が侵入しやすい。 
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平 面 図                断 面 図 

図４－３－２(q) 横ピット式取水施設例 

(６) 導水路ピット式取水による場合 

取水施設敷地面積に十分余裕が有る場合は、護岸部に呑口をもつ導水路を設置し、

水槽へ一旦導水しポンプアップする方式がある。この方式は沈砂、除塵方法によ

り水槽構造は種々考えられるが、その代表例を図４－３－２(r)に示す。 

本図の場合は水槽は２室を持ち、上流室に導入してここで沈砂させ、給水ポンプ

により除塵機(傾斜ウェッジワイヤースクリーン)に送水し、除塵された水を下流

室に給水する。この水を下流室に設置された送水ポンプにより散水施設に送水さ

れる。 

なお、上流室に入った浮遊塵は自然流下により排水口から排水路に排水される。 

また除塵機により除去された塵芥も排水路に落下するようになっている。 

水深が浅いか水位が変動する場合及び河床勾配が小さい場合は、取水堰を設ける

必要が有る。 

この方式の長所、短所は次の通りである。 

長  所 

１) 河川の形状や流向に与える影響が少ない。 

２) 導水路や水槽の形態により、沈砂効果がある。 

３) 種々の除塵装置が設置でき、除塵効果がある。 

４) 取水施設の保守管理が容易である。 

短  所 

１) 広い敷地面積が必要である。 

２) 制水ゲート、排水路等の付属設備が必要で、高価となる。 
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図４－３－２(r) 導水路ピット式取水例 

(７) 河川水を取水する場合の取水槽 

河川水を取水する場合の取水槽は、河川構造物としての扱いを受けることが多い

ため、「河川法」｢河川法施行令」ならびに「河川管理施設等構造令」に準拠したも

のでなければならず、その技術的な事項については「建設省河川砂防技術基準(案)」

にも定められており、関連する諸法令や基準を十分考慮した設備とすると共に法令

に定めのあるものについてはそれを遵守しなければならない。 

２－３ 取水堰の設計

〔解 説〕 

(１) 取水堰の形式および形状は、計画場所の河道状況、河川の諸元を十分に把握し、

関連する諸法令や基準を十分考慮して決定する。 

(２) 鋼製ゲートの計画は「ダム・堰施設技術基準(案)」、ゴム堰は「ゴム引布製起伏

堰技術基準(案)」に準拠して行う。 

 取水堰は、河川平水位時において取水が困難な場合に設置するものとし、その形式は、鋼製起

伏ゲート、鋼製引上げゲート(角落し含)、ゴム引布製起伏堰などとする。 
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３．取水堰の例 

なお、図４－３－２(s)(Ⅰ)、(Ⅱ)に可動堰の代表例を示す。 

図４－３－２(s)(Ⅰ) 鋼製起伏ゲート 

(Ⅱ) 鋼製引上げゲート 

図４－３－２(s)(Ⅱ) 鋼製引上げゲート 
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図４－３－２(s)(Ⅲ) ゴム引布製起伏堰 

据付基準線

ゴム袋体

取水ゲート

Ｆ
Ｌ
Ｏ
Ｗ

貯水位

据付基準線

ゴム袋体

ＦＬＯＷ
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３．ポンプ設備(標準) 

３－１ ポンプ形式及び容量

〔解 説〕 

(１) ポンプ形式 

消融雪に使用されるポンプは、図４－３－３(ａ)ポンプ形式別分類に示すごとく

ターボ式遠心ポンプがほとんどである。 

図４－３－３(ａ) ポンプ形式別分類 

１) ポンプの形式は、送水量、水質、運転操作方法および維持管理等を勘案して選択

するが、据付面積の制約、取扱いの容易さから水中モータポンプを標準とする。 

２) 水中モータポンプには、深井戸用と一般清水用があり、それぞれ次のような特徴

があるので現場条件を考慮のうえ選定する必要がある。 

① 深井戸用ポンプ 

地下水を利用する深井戸用のポンプは、ポンプ本体を井戸ケーシング内に挿入

する深井戸用水中モータポンプがほとんどである。このポンプは、ポンプモータ

部が井戸内に入ってしまうので、地表部にはポンプ室を設ける必要がなく、据付

ベッドと仕切弁や流量計を設けるための少スペースの操作室があればよく、騒音

と振動もほとんど発生しない。また給水、給油の必要もないので保守が容易であ

る。なお、深井戸用の特徴として断続運転となり易いので、井戸のストレーナ周

辺ろ過帯が細粒分による目づまりを起こし、揚水性能を低下させることもあるの

で、若返り洗浄を必要に応じて行わなければならない。 

消融雪用ポンプは電動機駆動とし、形式・容量は吐出量、揚程、吸込性能、運転条件、

維持管理の容易性等を考慮して決定する。 

 また、仕切弁、圧力計等必要機器・計器のほか必要に応じ運転時間計または流量計

を設ける。 

主に深井戸用として用いる 

河川取水、加圧にも使用可 

水中モータポンプ 

（深井戸用） 

水中モータポンプ 

(一般清水用・多段) 

水中うず巻ポンプ 

(一般清水用・単段) 

河川取水、送水加圧 

河川取水、送水加圧 

汎用うず巻ポンプ 

（陸用、清水用） 
浅井戸、送水加圧 

斜流ポンプ(水中型) 

軸流ポンプ(水中型) 

取水（大水量） 

取水（大水量、低揚程） 

遠心式 

斜流式 

軸流式 

タ

ー

ボ

式

ポ

ン

プ
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②一般清水用ポンプ(うず巻及び水中多段) 

一般清水用ポンプは、ポンプの最大径が大きいため深井戸用のように細い井戸

内に挿入することができないので、水槽や流路中に据付けて河川水などの取水や

送水ポンプに適しているといえる。 

深井戸用と同様にポンプ・モータ部が水中に入るが、深井戸に比較して保守が容

易である。ポンプストレーナの目づまり防止の対策として、ゴミなどが流入しな

いように考慮する必要がある。 

③水中うず巻ポンプ 

構造的には一般清水用ポンプと同じであるが、羽根車が単段構成で流路も広い

ので河川等の取水、水槽からの送水に適する。 

④汎用うず巻ポンプ 

ポンプは横軸の単段又は多段のうず巻型で横軸電動機とともに共通ベット上に

取付られ、軸継を介して直結駆動されるものである。設置は地上設置となること

が多い。ポンプ起動に際しては水中ポンプと異なり、吸込側配管並びにポンプ内

部を充水し満水状態にする必要があり、吸込実揚程が 6ｍを越えると揚水不能と

なることがある。地上設置のため維持管理は水中ポンプより有利である。用途と

しては浅井戸揚水か加圧送水に用いられる。 

⑤斜流ポンプ・軸流ポンプ 

水中ポンプの大容量用で一般清水用ポンプとほぼ同様な使用方法であり、必要

水量、揚程等により適した形式を選択すればよい。 

図４－３－３(a) ポンプ型式図 

図４－３－３(ｂ) ポンプ型式図 

(２) ポンプ口径 

ポンプには吸込口と吐出口とがあり、吸込口に流入する水の速度は通常 1.5～

3.0m/s の範囲に定める。これは吸込流速を過大にすると吸込側の抵抗が増し、ポン

プの汲上げ能力が悪くなるからであり、口径の小さいポンプでは小さな方の値を、

また口径の大きなポンプは大きな値をとっている。深井戸用水中モーターポンプで

取水部(ストレーナー)での流速を過大にすると砂の流入現象が生じ、その限界流速

は地層によって異なってくる。詳しくは吸込時における層流と乱流の境界流速がこ

れに該当するが、一般には 1.5m/s～2.0m/s の値を用いる。 

深井戸用 

水中ポンプ 
水中うず巻ポンプ 汎用うず巻ポンプ

斜流ポンプ 

軸流ポンプ 



4－49 

ポンプ口径は次式で求められる。 

ｄ＝146          

ｄ ： ポンプ口径(㎜) 

Ｑ ： 吐出量(供給必要水量)(ｍ
３
/min) 

ｖ ： 吸込流速(m/s) 

なお、ポンプ口径は規格化されているから、算出されたポンプ口径ｄに対して直

近上位の規格口径を用いる。 

(３) ポンプ容量 

ポンプ容量を決定する重要な条件は取水量(散水必要水量)と揚程であり、原動機

出力は下記の式より求める。 

原動機出力 

Ｐ＝         (１＋α) 

 ここに、Ｐ ： ポンプ軸動力(kＷ) 

     ρ ： 水の単位体積当り質量(㎏/ｍ
３
)＝1000(㎏/ｍ

３
) 

     Ｑ ： 吐出量(ｍ
３
/min) 

     Ｈ ： 全揚程(ｍ) 

    ηＰ ： ポンプ効率 

     α ： 余裕率 

１) 吐出量Ｑは消雪に必要な取水量であるが、揚水試験によって取水量が当初のもの

より制限される場合は、取水可能な量でポンプ容量を決めることになる。 

２) 全揚程Ｈは次式で求められる。 

全揚程Ｈ＝(ｈ1＋ｈ2＋ｈ3)＋ｈL ＋ｈｖ(ｍ) 

     ｈ1 ： 地面から運転水位までの高さ 

         (地下揚程) 

     ｈ2 ： 地上からの押し上げ高さと散 

         水に必要な水頭高(地上揚程) 

     ｈ3 ： 渇水期における水位低下量 

         (推定) 

      ｈL： 管内の損失水頭 

           ｈｖ： 速度水頭 

(ｈ1 ＋ｈ2 ＋ｈ3 )は実際の高さであり、実揚程と呼ばれる。これに対してｈL は

配管内の各部における負荷を表すもので、損失水頭と呼ばれている。 

損失水頭の詳細な求め方を以下に示す。 

① 直管部分の摩擦損失水頭 ｈｕ(ｍ) 

・流量、管径が一定の場合 

   ｈｕ＝ｆ・  ・    

Ｑ 

Ｖ 

0.163×ρ・Ｑ・Ｈ

1000×ηＰ 

ｖ2

2ｇ

L

ｄ 

ｖ2

2ｇ
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      ｆ ： 摩擦損失係数(0.02＋0.0005/Ｄ)×1.5 

      ｖ ： 流速(m/s) 

      L ： 流速ｖが一定である区間長さ(ｍ) 

      ｄ ： 管内径(ｍ) 

・管内の流量・流速が噴水によって漸次減少する場合 

   ｈｕ＝ｆ・  ・        

      ｖs  ： 区間の始まりの流速(m/s) 

      ｖf  ： 区間の終わりの流速(m/s) 

・最終流速が０となる場合 

   ｈｕ＝ｆ・  ・        

② 屈曲、管径変化・弁類等による損失水頭は次式によりｆb は表４－３－３(ａ)～

(ｂ)管継手類損失係数表を使用することができる。 

   ｈｂ＝ｆb   ・ｎ 

    ｎ ： 屈曲等の箇所数 

    ｖ ： 管内の平均流速(m/s) 

(４) ポンプ効率 

１) 図４－３－３(ｃ)に深井戸用水中モータポンプ効率を示す。 

ここで、Ａ効率はポンプ最高効率を、Ｂ効率は規定吐出量におけるポンプ効率

を示すが、ポンプ軸動力の算出には、一般的にはＡ効率を用いる。 

吐出し量
m3/min 

0.02

5 
0.03 0.04 0.05 0.06 0.08 0.1 0.15 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.8 1.0 1.5 2.0 3.0 4.0 5.0

Ａ効率 ％ 35 38 40 42 45 48 50 52 54 57 59 61 62 64 65 66 67 70 71 72 

Ｂ効率 ％ 30 32 34 36 38 41 42 44 46 48 50 52 53 54 55 56 57 59 60 61 

Ａ効率：最高効率    Ｂ効率：ポンプ仕様水量における効率 

図４－３－３(ｃ) ポンプ効率 (JIS Ｂ8324 深井戸用水中モータポンプ効率より) 

L

ｄ 

(ｖs＋ｖf)
2

８ｇ 

L

ｄ
ｖ2

６ｇ

ｖ2

２ｇ
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２) 原動機の余裕率αは、渇水期における水位低下量ｈ3 が十分に推定できないとき

あるいは、地上揚程ｈ２ や損失水頭が正確に把握されていないか、または、将来

の増加が見込まれる時、および水位変動等によるポンプ運転範囲内で過負荷が生

じないよう考慮されるものである。 

電動機では、概ね 0.1～0.15 の範囲を考える。 

(５) ポンプ選定図表 

ポンプ吐出量と全揚程を決定すれば図４－３－３(ｄ)によりポンプは選定される。 

図中の「ポンプの本体番号は適用する井戸径」を示すもので下表の通りである。 

ポンプの本体番号 

ポンプ本体

番号 
Ｐ4Ｓ(＊) Ｐ4 Ｐ6 Ｐ8 Ｐ10 Ｐ12 Ｐ14 

適用する井

戸径 
100 以上 105.3 以上 155.2 以上 204.7 以上 254.2 以上 304.7 以上 339.8 以上

注(＊)呼び径 100 ㎜の硬質ビニル管を用いる井戸に適用する。 

        備 考 二点鎖線で示す動力は、駆動電動機の定格出力の参考値である。 

図４－３－３(ｄ) 水中ポンプ性能図表(60Hz) 

(JIS Ｂ8324 深井戸用水中モータポンプ 付図７ より) 

(６) ポンプ付属装置 

ポンプの付属装置としてはスルース弁、チェッキ弁、自動空気抜弁、連成計など

が取付けられるほか、地下水管理用として水位測定用側管や流量計が設けられる。 

１) 時間計はポンプの運転時間を記録するもので、累計運転時間の把握や揚水量の

概略的な推定に役立つ。 

２) 地下水の汲み揚げ量を把握しておくため近年は流量計を設ける例が多い。 

流量計を設置することにより地下水管理に役立つほか、散水量と消雪効果の比較

などに利用できる。 

(単位：㎜)
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図４－３－３(ｅ) ポンプの付属装置 

なお、流量計にはタービン形、ベーン形などの種類があり、またこれを発信器

として遠隔表示することもある。 

３) 吐出曲管は揚水管と地上の弁類、配管とを接続し、自動空気抜弁、連成計等が

取付けられる。 

４) チェッキ弁は地上配管内の水の逆流を防止するもので、破損すると、ポンプ、

モーターが逆転し故障の原因となる。 

５) スルース弁は吐出量の調整用弁の役目をもつものである。 

６) 自動空気抜弁は、ポンプ始動時の揚水管内の空気の排出及び停止時の空気の吸

込作用を行う装置である。 

７) 連成計はポンプの地上吐出圧測定に使用するもので、ポンプの全揚程はこの値

に運転水位とパイプ損失を加えた値となる。 

スルース弁

チェッキ弁空気抜き弁

連成計

伸縮継手流量計井戸蓋

ストレーナー

Ｌ ＞ ５ Ｄ Ｌ ＞ ３ Ｄ

水中ケーブル
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資  料 

管継手類損失係数(ｆb) 

１．ねじ込み継手 

表４－３－３(a) 

  注１)径違いの場合は、細い呼び径の速度水頭を採用のこと。 

   ２)径違いの場合は、水流の方向に注意のこと。 

 150－100 0.934 1.056 0.005 0.336 0.245 0.293

 150－125 0.959 0.957 0.006 0.063 0.116 0.086

ベンドエルボ 径違いエルボ径違いソケット ブッシング チーズ 呼び径

(Ａ) 90゜ 45゜ 縮 小 拡 大 縮 小 拡 大 拡 大 縮 小 90゜

  40 0.644 0.174 0.139 0.9 1.5

  50 0.701 0.207 0.140 0.9 1.38

  50－ 40 0.641 0.654 0.007 0.107 0.161 0.140

  65 0.769 0.244 0.141 0.9 1.26

  65－ 40 0.730 0.937 0.006 0.433 0.291 0.391

  65－ 50 0.782 0.803 0.006 0.133 0.167 0.149

  80 0.842 0.283 0.141 0.9 1.17

  80－ 40 0.343 0.538

  80－ 50 0.821 0.971 0.006 0.357 0.261 0.326

  80－ 65 0.826 0.822 0.006 0.060 0.117 0.087

 100 0.848 0.298 0.141 0.9 1.06

 100－ 50 0.762 1.191 0.005 0.715 0.349 0.557

 100－ 65 0.788 0.957 0.005 0.382 0.269 0.343

 100－ 80 0.822 0.852 0.006 0.164 0.177 0.168

 125 0.933 0.332 0.141 0.9 0.97

 125－ 65

 125－ 80 0.852 1.069 0.005 0.445 0.288 0.385

 125－100 1.091 1.104 0.006 0.107 0.146 0.116

 150 0.919 0.391 0.141 0.9 0.90

 150－ 80 0.340 0.530
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管継手類損失係数(ｆb)  

２．溶接継手、弁類 

表４－３－３(b) 

注１)レデューサーの場合は、細い呼び径の速度水頭を採用のこと。 

 ２)レデューサー、チーズの場合は、水流方向に注意のこと。 

90゜エルボ 45゜エルボ ﾚﾃﾞｭｰｻｰ チーズ 呼び径 

（Ａ） ロング ｼｮｰﾄ ロング ｼｮｰﾄ 漸縮 漸拡 

吐き出し

曲 管 

ﾁｪｯｷ 

弁 

ゲート 

弁 

Ｙ 形 

ｽﾄﾚｰﾅ 

 40 0.185 0.353 0.130 0.250   0.200 0.87 0.142 2.0 0.400 5.3 

 50 0.177 0.319 0.125 0.227   0.180 0.81 0.149 2.0 0.330 6.0 

 50- 40     0.015 0.040       

 65 0.18 0.337 0.128 0.239   0.162 0.76 0.155 2.0 0.250 6.3 

 65- 40     0.012 0.244       

 65- 50     0.014 0.046       

 80 0.179 0.331 0.127 0.233   0.148 0.71 0.156 2.0 0.205 6.1 

 80- 40     0.009 0.412       

 80- 50     0.010 0.218       

 80- 65     0.013 0.021       

100 0.176 0.316 0.124 0.223   0.131 0.67 0.172 2.0 0.158 7.2 

100- 50     0.008 0.520       

100- 65     0.009 0.258       

100- 80     0.011 0.073       

125 0.175 0.312 0.124 0.221   0.119 0.63 0.171 2.0 0.126 8.1 

125- 65     0.009 0.462       

125- 80     0.010 0.286       

125-100     0.013 0.037       

150 0.173 0.305 0.122 0.216   0.110 0.60 0.168 2.0 0.105 8.6 

150- 80     0.009 0.482       

150-100     0.010 0.191       

150-125     0.012 0.022       

200 0.172 0.299 0.121 0.211   0.098 0.55 0.169 2.0 0.078 8.2 

200-100     0.007 0.554       

200-125     0.008 0.308       

200-150     0.009 0.108       

250 0.171 0.295 0.121 0.208   0.090 0.52    8.1 

250-125     0.007 0.570       

250-150     0.007 0.383       

250-200     0.009 0.057       
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３－２ ポンプ台数

〔解 説〕 

送水ポンプの仕様は、対象面積、降雪量及び揚程によって算定されるので、設備ご

とに異なってくる。 

送水ポンプに故障が生じると冬期間の修繕には相当長日数を要し、この間送水ポン

プが１台の場合はその間稼動できなくなる。 

この様に、ポンプ故障の危険分散を考慮して複数台数設置することが望ましい。複

数台数とすれば設備費が高額となるので、事前の方法として別途予備ポンプを持ち故

障時に対応する方法である。この場合各設備ごとに送水ポンプの仕様が異なっている

と多くの予備ポンプが必要になる。 

したがって、既設備の送水ポンプ仕様を調査して数種の基準ポンプを選定し、これ

を組合わせて選定し仕様を満足するようにすれば、予備ポンプ台数は少なくて済むこ

とになる。 

以上のことを経済性と比較検討して、送水ポンプ設置台数を決定することが望まし

い。 

４．散水施設(標準) 

４－１ 送水管の設計

〔解 説〕 

送水管は、取水施設より散水ノズルまで送水するための設備で、使用する散水ノズ

ルの種類により水圧が異なるほか、配管場所により強度等も異なるので、使用条件

に適した種類を選定して設計する必要がある。 

(１) 管径は、管内の適正流速、散水量等から次式を参考に合理的に決めるものとする。 

なお、管内流速は管径により異なるが１～２m/s を標準とする。 

Ｄ＝146 

Ｄ：管 径(㎜) 

Ｑ：散水量(ｍ
３
/min) 

Ｖ：流 速(m/sec) 

(２) 送水管並びに散水管は配管用炭素鋼管を標準とする。 

(３) 送水管並びに散水管は、ポンプ停止時に管内が完全に水抜きできるように勾配を

決めるものとし、配管及び弁等が凍結により破損しないものとする。 

４－２ 散水管、散水ノズルの設計

〔解 説〕 

散水構造は大別すると表４－３－４(ａ)のようになる。 

Ｑ 

Ｖ 

ポンプの設置台数は信頼性及び維持管理等を考慮のうえ決定することが望ましい。 

 送水管は、配管場所、送水量、水圧、管内流速、耐久性等を考慮し、管径、管厚及

び材質の決定を行うものとする。 

 散水構造は各種あるが、散水延長、散水場所、交通の種類及び水源の種類などに応

じて適切に選択する必要がある。 
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表４－３－４(ａ) 散水構造と特徴 

配管方法 散水ノズル 特    徴 

ボックス形
シングルライン

六 角 筒 型

送水管から接続管により直接分岐される。 

各ノズルは各々に散水量調節ができる。 

管 直 穴 型

ボックス型

六 角 筒 型
ダブルライン 

ソリッド型

送水管から各散水管に分岐され、さらに接続管により分岐され

る。 

ただし管直穴型は散水管に直接散水孔をあけたもの。各ノズル

は散水管ごとに散水量を調節するので調節機能をもたない。 

(１)シングルライン用ノズル 

１) ボックス型 

ボックス型ノズルの構造は、送水管から接続管を通して設置するもので、ノズ

ルボックス内には水圧調整、噴出孔、砂止め等から成っている。パイプ型に比べ

高価であるがノズルボックスの交換がコンクリートを切らずに交換できる。 

噴出高、距離及び噴出量をノズル毎に調整できる。噴出高を調整して歩行者及び

車輌の障害にならない利点もある。 

２) 六角筒型 

六角筒型ノズルの構造は送水管から接続管を通して設置するもので、六角筒と

プラグ及び流量調整ボルトから成っており、散水孔が長さ方向に並ぶ横設置型と

周方向に並ぶ縦型がある。この種のノズルは露出させて使用する。 

 ボックス型           六角筒型(横設置型) 

図４－３－４(ａ) シングルライン用ノズル 

(２)ダブルライン用 

１) 管直穴型 

この型式は送水管から分岐した散水管に長手方向に直接丸い穴を数多くあけた

単純な構造で、散水管全体の水量調整は、散水管根元の元バルブによって行う。 
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管直穴型 

図４－３－４(ｂ) ダブルライン用 

２) ボックス型・六角筒型 

これらの形式のノズルは、シングルライン用と同じであるが、散水管から接続

管を通し水量調整は散水管根元のバルブにより行うため、散水調整機能を必要と

しない。 

３) ソリッド型 

ソリッド型ノズルは、路側縁石より埋設した状態で使用するもので、ソリッド

型ノズルとボールジョイントより構成され、散水管から接続管を通して設置され

る。噴射角はボールジョイントにより調整し、水量は散水管根元のバルブにより

調整する。 

４) 棒状散布型 

棒状散布型ノズルは送水管に直接設置が可能で、流量調節及び散布角度を変え

ることが出来る。用途としては道路側面、歩行ブロック等に適している。 

図４－３－４(ｃ) ダブルライン用ノズル 

ソリッド型 棒状散布型 
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４－３ ノズル諸元の決定

〔解 説〕 

消雪効果から考えると、なるべくピッチを狭くして緻密な散水を行うべきであるが、

口径を小さくすると目づまりが生じやすく維持管理が困難となるし、工費も嵩むこと

になる。 

逆にピッチを広くしすぎると 1 孔当りの流量が極端に増え、歩行者の障害になると

ともに、車両による撹拌作用を減少し、消雪が局部的になってしまうので、配置位置、

用途、消雪効果等を考慮しノズル諸元を決定しなければならない。 

(１) ノズル諸元の決定手順は図４－３－４(ｄ)のとおりである。 

 ノズルピッチ、孔数、孔径及び噴出角度は、消雪効果、用途別条件を考慮して決め

なければならない。 
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図４－３－４(ｄ) ノズル諸元の決定手順(参考) 

ダブルライン 

シングルライン 
配 管 方 式 の 決 定 

ス タ ー ト 
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ノ ズ ル ピ ッ チ の 仮 定 穴 ピ ッ チ の 仮 定 ノ ズ ル ピ ッ チ の 仮 定 

1 穴当たりの噴水量の算出 

孔 径 の 算 出 

1 穴当たりの噴水量の算出 

孔 径 の 算 出 孔 径 の 算 出 

1 穴当たりの噴水量の算出 

１ ノ ズ ル の 孔 数 の 仮 定 

孔数、孔径共 
該当するノズルは

あるか 

噴水飛距離、噴水孔高さ、 

噴水最高高さの設定 

噴水飛距離、噴水孔高さ、 

噴水最高高さの設定 

噴水飛距離、噴水孔高さ、 

噴水最高高さの設定 
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(２)ノズル諸元の決定 

散水ノズルの諸元は、道路の構造、交通、降雪条件等より配管形式及び散水方法

を決定し、これに適合するノズルを選択したのち、ノズルピッチ、孔数、噴射距離、

噴水孔高さ、噴水最高高さを仮定して算定する。その結果がノズルデーターと比較

して適正であれば、正式に確定することになる。 

１) 1 孔当たり噴水量：ｑs

1 孔当たり噴水量ｑs (L/min)は次式により求められる。 

  ｑｓ ＝  ・Ｐ・ｑ・Ｗ       

      ｑ：単位面積当たり必要散水量  (L/㎡ min) 

      Ｗ：融雪幅員          (ｍ) 

      Ｐ：ノズルピッチ        (ｍ) 

      ｎ：1 ノズルの孔数       (個) 

２) 孔  径：ｄ 

ノズルの噴水孔径ｄ(㎝)は次式により求められる。 

  ｄ＝ (4ａ/π) 

  ａ：孔断面積＝            (㎝
２
) 

      Ｈ：噴水最高高さ   (ｍ) 

      ｈ：噴水孔高さ    (ｍ) 

      ｇ：重力加速度    (9.8m/s2) 

３) 直穴型、ソリッド型 

① 噴水軌跡の方程式 

高さｈ(ｍ)の場所から初速ｖ0 、角度α(deg)で噴射された水のｔ秒後の位

置(ｘ、ｙ)は、 

     ｘ＝ｖx ・ｔ         ………① 

     ｙ＝ｖｙ ・ｔ－
 1 

 2 
ｇ・ｔ2＋ｈ ………② 

     ｖx ＝ｖ0 cos α        ………③ 

     ｖy ＝ｖ0 sin α        ………④ 

② 方程式の解 

方程式を解くに当たり先ず噴水距離Ｌ(ｍ)を設定する。 

②式においてｙ＝ｈ、ｔ＝ｔl と置く。 

１ 

ｎ 

６・  ｛2ｇ(Ｈ－ｈ)｝

ｑs
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      ｔｌ ＝   よって ｔＨ＝   ＝    

       ｔH を②に代入する。 

        Ｈ＝   ＋ｈ ∴ｖｙ＝ ｛2ｇ(Ｈ－ｈ)｝    

 ②においてｙ＝０、ｔ＝ｔL と置く。 

     ｔＬ＝            

 ｔL を①に代入する。 

     ∴ｖｘ＝ 

 ③、④より 

     ∴ α＝tan–1     、ｖ０＝

４) ボックス型 

① 噴水軌跡の方程式 

左図における放物線の方程式は 

ｘ＝Ｖｏcosθ・ｔ 

ｙ＝Ｖｏsinθ・ｔ－  ｇ2

ここに、 

Ｖｏ   ： 噴射初速度 

θ  ： 噴 射 角

L    ： 飛 距 離

ｙmax ： 噴 射 高

② 方程式の解 

Ｖｏ ＝  － 

ｙmax ＝   sin2θ 

５) 噴射水頭ｐ 

噴射水頭ｐ(ｍAq)は、ｖｏ＝  (2gp)  の関係より 

   ∴ｐ＝ 

６) ノズル根元圧 

ノズル根元圧は、コックの実験式より 

ｐ ＝  ・Ｐｏ  (ｐｏ/ｄ＞50) 

ここに、 

 ｐ ： 噴水高さ(噴射水頭)(ｍ) 

ｖy
２

２ｇ

Ｌ

ｔL

ｖy 

ｖx

ｖx 

cos α

１

２ 

ｇ・

sin2θ

Ｖｏ 

２ｇ 

Ｖｏ
２

2ｇ 

2 

3 

ｖy ＋ (ｖy
２
 ＋2ｇｈ) 

ｇ 

L 

ｔl 

２ 

ｖy 

g 

2ｖy 

ｇ 
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 Ｐｏ ： ノズル根元圧(ｍ) 

 ｄ  ： ノズル径(㎝) 

７) ノズル諸元の決定 

以上の結果がノズルデーターと比較して適正であれば、下記の諸元が確定する。 

  ノ ズ ル 形 式

  ノ ズ ル ピ ッ チ       ：Ｐ  (ｍ) 

  １ノズルの孔数：ｎ  (個) 

  噴 水 孔 径       ：ｄ  (㎝) 

  噴 水 距 離       ：Ｌ  (ｍ) 

  噴 水 孔 高 さ       ：ｈ  (ｍ) 

  噴 水 最 高 高 さ：Ｈ  (ｍ) 

  噴 射 角 度       ：α  (deg) 

  噴 射 水 頭       ：ｐ  (ｍAq) 

  ノ ズ ル 根 元 圧       ：Ｐｏ (ｍAq) 

ノズル(直穴式)散水実験データを表４－３－４(ｂ)に示す。 

なお、散水距離及び散水量の実験データは、下記の要領により測定した結果で

ある。 

(実験装置の概略図) 
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散水実験データ表(資料・直穴式) 

  ｐ：散水圧力       ㎏/㎝
２

  ｑ：１個穴当たりの散水量 /min 

  Ｌ：飛散距離       ｍ 

表４－３－４(ｂ) 

散    水    圧    力 穴 径 

（㎜） 
ｑ／Ｌ 

0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4 

ｑ 0.37 0.45 0.62 0.71 0.77 0.83 1.00 
1.2 

Ｌ 1.61 2.30 2.70 3.80 3.90 4.00 5.00 

ｑ 0.42 0.73 0.83 1.03 1.04 1.30 1.33 
1.4 

Ｌ 2.42 2.70 3.30 4.70 5.50 5.90 6.50 

ｑ 0.53 0.79 0.97 1.14 1.20 1.32 1.42 
1.5 

Ｌ 1.70 2.35 3.10 4.30 4.40 5.00 6.30 

ｑ 0.64 0.95 0.97 1.20 1.34 1.54 1.64 
1.6 

Ｌ 1.85 2.55 3.00 4.10 4.80 5.30 6.60 

ｑ 0.96 1.18 1.19 1.20 1.46 1.79 2.05 
1.8 

Ｌ 2.23 2.90 3.30 3.80 4.00 4.10 4.70 

ｑ 1.20 1.55 1.90 2.30 2.65 2.70  
2.0 

Ｌ 1.50 2.00 2.30 2.50 2.75 3.10  

ｑ 1.50 2.00 2.40 3.20 3.30 3.50  
2.5 

Ｌ 2.05 2.40 3.00 3.20 3.40 3.70  

ｑ 2.28 2.70 3.30 3.90 4.40 4.50  
3.0 

Ｌ 1.80 2.45 3.20 3.50 3.6 3.85  

ｑ 2.60 2.80 3.40 3.80 4.80 5.40  
3.2 

Ｌ 1.90 2.50 3.05 3.30 3.60 3.80  

ｑ 3.70 4.10 4.30 4.80 6.00 6.40  
3.5 

Ｌ 1.85 2.40 3.05 3.30 3.60 3.70  

ｑ 4.20 4.80 5.30 5.80 7.20 8.60  
4.0 

Ｌ 1.65 2.05 2.40 2.50 2.80 2.90  

ｑ 4.60 5.60 6.50 8.00    
4.2 

Ｌ 1.90 2.70 3.20 3.80    
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５．排水施設 

〔解 説〕 

消雪水の排水施設等は、下記事項に留意して設計する。 

消雪を実施する道路の横断勾配は表４－３－５の値を標準とする。 

表４－３－５ 対象道路の横断勾配 

車線部の横断勾配(単位：％)       対 象 

 区 分 片側 1車線の場合 片側 2 車線以上の場合

車 道 1.5 2.0 

＊歩道及び駐車場等 1.5 ～ 2.5 

 ＊注 ブロック舗装には適用しない。 

(１) 道路の横断勾配は、消雪水が路面の凹部に溜ることなく流下させるためには大

きな方がよいが、自動車走行上ならびに歩行上からは小さい方が好ましい。また、

散水温を有効に利用し、消雪効果をあげるためには、ある程度流下速度を低下さ

せる必要もある。 

(２) 道路の排水施設には、路面から流下してくる水を直接受ける排水溝、これを集

水する桝、そして排水管等があり、それぞれの機能に応じて設計流量を流し得る

十分な排水能力が必要である。 

図４－３－５(a)は、排水溝の設置例を示したものである。排水性を向上させる

ため、全面に鋼製格子蓋を使用した例もあるので設計に際してよく検討してほし

い。 

(３) 排水量(散水量、消雪量)を計算により求め、道路管理者へ連絡する。 

図４－３－５(a) 単路部の設置例(参考) 

ただし、排水溝が歩道内に位置する場合は、歩行性を考慮する必要がある。 

また、交差点部においては、排水面積が大きいことと通行車両が停止、発進の

箇所でもあるため、特に排水機能を高めておく必要がある。 

横断歩道箇所では円滑な歩行を確保する必要から鋼製格子蓋を設置してはなら

ない。 

 排水施設は、消雪水及びシャーベット状の雪が路面から排水溝に容易に流下処理でき

るものであり、それらは路面の横断勾配、排水溝、集水桝、路面状況等を考慮した施設

の設計を行うものとする。 
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図４－３－５(b) 横断歩道、交差点部の設置例(参考) 

(４) 水源が河川水等のように低温のものを利用するときは、路側にシャーベット状

の雪がかたまったりするので必要に応じて鋼製格子蓋を設置する。 

６．電源及び操作制御設備(標準) 

消雪設備の電源及び操作制御設備は、消雪方式、規模、管理および運用体制に対応し、

信頼性および安全性が高く、操作制御性に優れたものとする。 

電源及び操作制御設備の計画・設計の基本的な手順およびその概要を図４－３－６に示

す。なお、計画・設計の詳細については、「道路機械設備 遠隔操作監視技術マニュアル

(案)(Ｈ15 年 6 月)」(以降、「遠隔マニュアル」と略す。)及び「参考図集(案)」を参照

のこと。 
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図４－３－６ 電源及び操作制御設備の基本的な計画・設計フロー 
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運転支援機能

動力供給機能

計測機能

安全確認機能

遠隔監視操作機能

機側操作制御盤

計測盤

ＣＣＴＶ制御盤

光伝送装置

道路機械施設管理システム

その他

段階実施計画と
施設側設備の改修計画

全体システムの構成
ネットワークの構築

セキュリティ対策
ハード・ソフトの設計

操 作 場 所

操作制御方式

管理項目の選定

受電設備
の決定

動力負荷リスト
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６－１ 受電設備

〔解 説〕 

一般的な消雪用ポンプは、低圧電動機を使用している。電力会社の契約電力が 50k

Ｗ以上になると高圧受電設備が必要となり、設備費が高額となる上、自家用電気工作

物としての保守管理責任が生じる。 

従って、低圧受電設備となるように、融雪設備の規模の設定や、交互散水方式等、

散水の方法についても考慮する必要があろう。 

また、ランニングコストの低減を図るため、消雪用電力を検討する必要がある。消

雪用電力は 1 日合計 2 時間の遮断時間帯があるので注意を要す。詳細は電力会社の「融

雪用電力(選択約款)」を参照のこと。 

また、設備には避雷器及び接地工事を施工し、保安に万全を期すものとする。 

(１) 漏電遮断器は、機器の漏電をすみやかに感知し、回路を遮断する機能を有して

いるものとする。 

(２) ポンプに異物がかみ込んだり、土砂に侵されてモータの焼損やポンプの破損す

ることのないよう運転中の過電流、欠相及び逆相から確実にモータを停止させる

ための保護リレー(３Ｅリレー)を設けるものとする。 

(３) 地下水が異常低下したとき、又は受水槽の水位が異常低下したときは、空転を

防止するため低水位電極を設けてポンプの保護を図る必要がある。 

一般に用いられる低水位電極は棒状電極であるが、融雪設備の場合、誤動作等

を避けるため、水槽等の場合はフロートスイッチ、深井戸の場合は投込み式電極

が多く用いられている。 

(４) 雷が多い地区では制御盤の電気部品が破壊されることが多い為電源避雷器を設

け機器の保護を図る必要がある。 

６－２ ポンプ起動方式

〔解 説〕 

(１) ポンプ起動の選択にあたっては、主電磁開閉器の安定投入と補助リレーの誤動作

防止の為、起動電流を小さくして電源電圧降下を少なくする必要がある。したがっ

て、11kＷ以上のポンプ容量ではスターデルター起動方式を採用する。また、機器容

量の大きい深井戸ポンプ等の、回転体直径が小さく回転慣性の小さいポンプでは、

スターからデルターに切り替わる時に一瞬電気供給が停止するため回転が低下しデ

ルター接続時に直入起動に近い電流が流れて大きな電圧降下が発生し主電磁開閉器

等の安定投入が困難な場合がある。このような状況が予想される場合は低電流起動

方式の採用を検討する必要がある。 

受電設備は原則として、低圧受電方式とし、設備に対して次の保護装置を取り付ける

ものとする。 

１．漏電遮断器 

２．電動機の過負荷・欠相・逆相防止用保護リレー 

３．ポンプの空運転防止のため低水位電極 

散水融雪設備に使用する水中ポンプの電動機の起動方式は、電動機容量及び使用条

件等を考慮し性能及び維持管理に支障のない方式としなければならない。 
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(２) ポンプ直結防水ケーブル 

ポンプに直接接続してある防水ケーブルは、ポンプの運転電流を十分に考慮し深

井戸ポンプ等で長い防水ケーブルを使用する場合は、起動時や運転時に防水ケーブ

ルでの電圧降下が大きくならないように注意する。なお、将来の維持修繕を考慮し

て防水ケーブルの余裕長をとるのが望ましい。 

防水ケーブルを電線管に直接入れる場合は電線の過熱を防止するため、電線管に

通線する電線本数と電線に連続供給可能な電流の最大値を考慮して、防水ケーブル

の導体断面積を検討する必要がある。 

６－３ 制御方法の選定

〔解 説〕 

ポンプの運転は自動運転を原則とするが、手動運転操作も可能なものとする。 

近年消雪による井戸水の汲み上げが増大したことで地域によっては地盤沈下が深刻

な問題になってきた。 

河川水消雪では年ごとに設備延長が増長し河川水量が相対的に不足してきた。この

ような地域では水源の保全を計るため、降雪量に見合った散水量を散布する散水量

調整制御を検討する必要がある。なお、消雪設備が連続して集中している地域では、

集中監視システムなども採用して施設の効率的な運転と経済的運用も図られてきて

いるが、制御装置の採用に当たっては施設の規模、制約条件等を十分検討して選定

すべきである。 

(１) 降雪検知器 

降雪検知器には、気温と降水の 2 要素によって雪と雨を判別する方式や、光の遮

断・ビーム光線による方法などがある。これらの各種降雪検知器の作動方式は次

のようである。 

１) 2 要素式降雪検知器 

雪が降ってくると、加熱された受雪盤の上で雪が水となり、カーボン電極を短絡

させ電極電流を増幅の後、信号を出して降雪の形で検知する。従って降雪の時ば

かりでなく降雨の場合も検知してしまうから、この両者は気温によって判別する。

一般に約 3℃以下の降水は大部分が降雪であるが、地域によっても差があるのでこ

の判別温度は調節できるようになっている。また、雪、気温の検知の他に路面凍

結防止として利用できるよう専用の気温検知器が備えられているものもある。 

２) 光の遮断方式 

降雪をメッシュ状のヒーター面で受け、その雪が光の透過を妨げる事で降雪を検

知し、かつ降雪の判断を補助する水分電極で雨または雪の水分を検知して、それ

らの要素が同時に存在した時降雪の信号を発する降雪検知器である。 

 消雪設備を雪の降り始め降り終わりに応じて的確に作動させ、より効果的に運用す

るため、降雪検知器による自動制御装置を設けるものとする。 

 また、水源の保全を計る必要がある場合は、降雪量に見合った散水量を散布する散

水量調整制御を考慮しなければならない。 

 なお、1 群の施設を集中して管理する場合は、遠隔システムを考慮検討する必要が

ある。 
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３) ビーム光線方式 

降雪が地上に到達する前の雪粒子を空中で捕らえる方式で、一定時間にビーム

状の光線を雪粒子が一定の回数遮ることで降雪を検知する降雪検知器である。 

４) 熱量計測方式 

路面着雪凍結予知センサーで、降雪の雪粒子を一定時間単位で捕らえ、その個

数を降雪強度として表し、一定面積の擬似路面に積もる雪の状態で路面着雪とし

て判断する。擬似路面では電気熱量で理想融雪を行い、消費した熱量を㎡時間当

たりに換算して融雪熱量計測値とする。 

また、凍結に対しては擬似路面を凍結させない温度に保つために要した電気熱

量を m3 時間当たりに換算して凍結防止熱量計測値とする。 

制御は各々の計測熱量を基に、融雪と凍結防止に区別して熱量で制御を行う。 

センサーの計測項目は、気温・雪粒子数・融雪熱量・凍結防止熱量で、融雪熱

量から単位時間降雪量、凍結防止熱量から凍結氷厚の換算が可能で、これらの計

測信号を道路気象情報としても活用可能である。 

５) 路面積雪感知方式 

降雪になる状況(気温が低い状況で上空から雨または雪が降っている)において、

路面の光反射率が上昇した時、路面に積雪が発生したものとして判断する。 

センサーは回転台で反射率を測定する場所を円弧状に移動して積雪の有無を路面

積雪率で捕らえ、一定値に保つように融雪を制御する。 

路面積雪率の設定値は通常 20～30％に設定する。この設定値を 100％から引いた

値は路面露出率の設定となる。設備を制御するに当たり、地域的な制約条件のあ

る地点では手動で運転しなければならない例もある。従って、自動運転に採用す

る降雪検知器は、地域特性を把握して制約条件に適した方式の降雪検知器を選定

しなければならない。 

(２)散水量調整制御 

散水量調整制御は、降雪量の変化にて適切に追従して散水量を可変し調整を行う

制御であり、専用の降雪検知器でないと対応できない制御である。 

降雪量はその都度変化し、消雪設備の散水量を抑制できる時間が相当あり抑制した

散水量で水源の保全に貢献する。 

散水量調整技術は、降雪の融解熱量を計測した結果と融雪設備の融解能力を演算

して散水量を決定する制御方式であり、理想的な融雪設備の自動制御である。 

この散水量調整制御に用いる降雪融解熱量計測制御装置は、降雪状態の変化を降雪

融解熱量信号で記録可能であり、制御装置本体には、融解に要した熱量を積算する

機能を有し、年間に要した全降雪融解熱量も知ることができる。 

この制御方法を採用するにあたって、水源等の現場条件、コストについて検討す

る必要がある。また、散水量調整制御を採用する場合、路肩散水方式の融雪設備で

は必要に応じて散水飛距離一定ノズルの検討が必要である。 
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散水量調整システムフロー 

(３)遠隔化システム 

1) 遠隔化システムの計画・設計にあたっては、運用体制を考慮し、信頼性、

安全性が高いこと、操作性、耐久性、経済性に優れていること、緊急時対応

や維持管理が容易であることを基本的な要件とする。 

2) 遠隔化システムの全体構成、設備仕様を設計する際には、以下に示す基本

的な項目を検討するものとする。 

NO

量（ｼﾞｭｰﾙ)の比較による散水ポンプ・インバーター制御 

（散水量調整制御） 

開         始 

消雪設備最大能力値設定 

降 雪 検 知

演算値（ｼﾞｭｰﾙ）と設備能力（ｼﾞｭｰﾙ）の比較 

降雪融解熱量の合計≦消雪制御熱量の合計 

散 水 ポ ン プ 停 止

終         了 

降 雪 融 解 熱 量 演 算

NO

YES

YES

    現状調査と問題点の抽出    管理運用面、設備機能面での現状調査と課題の抽出 

        ↓ 

     運用管理体制の検討        監視・操作体制、設備管理体制の検討            

                ↓ 

    システムの必要機能の検討   運用管理体制をふまえた必要機能の検討          

                ↓ 

     システムの基本設計         導入の目的、設備の使用状況及び特性、関連システ 

                  ムとの関係、安全性等を考慮し検討               

                ↓ 

      実施計画の作成         導入計画の策定                                
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3) 導入目的の明確化 

遠隔化の導入に際しては、導入目的を明確にし、システム構築のベースにする。

導入目的としては次に示す項目が考えられるが、当該地域特性に合わせて明確に

すること。 

① 複数の施設管理の効率化を計る。 

② 降雪開始に対する初期対応の迅速化及び降雪中の的確な状況把握を計る。 

③ 合理的な散水運転により取水量を制限する。 

④ 自動運転が異常の場合に遠隔から手動運転を行う等の施設異常時の迅速な

緊急対応を計る。 

⑤ 故障発生時の迅速な緊急復旧を計る。 

詳細は「道路機械設備遠隔操作監視技術マニュアル」(P.6、33)参照。 

4) 基本計画 

① 現状調査による課題の明確化 

既設散水設備も対象になる場合には、これらの管理体制、設備内容、運転記

録、故障・点検整備記録、管理帳票類について現状調査を行い、課題を明確

にする。 

② 遠隔化の目標レベルと階層別機能の設定 

導入目的、現状調査を基に遠隔監視を行う、あるいは遠隔監視操作を行う等

の遠隔化の目標レベルを設定し、散水設備側及び管理所等の各階層毎の必要

機能を設定する。 

機能としては、気象情報収集機能、安全確認機能、監視機能、操作機能、記

録管理機能、故障対応支援機能等から選定する。 

監視、計測、制御等の管理項目の例を表４－３－６(１/２)(２/２)に示す。 

詳細は「道路機械設備遠隔操作監視技術マニュアル」(P.10、39、41)参照。 

③ 設備の改修計画 

遠隔化に伴う散水設備機器の新設、増設、改造、整備等を検討する。 

詳細は「道路機械設備遠隔操作監視技術マニュアル」(P.65)参照。 

④ 全体システム構成とネットワークの構築 

散水設備及び管理所側設備条件に応じた階層管理形態を基にシステムの構

成及びハード仕様、ソフト機能を選定する。 

ネットワークの構築は、光伝送システムを前提として計画する。この場合接

続機器等については、「電気・通信編」を参考に整合を計ること。 

なお、光ケーブルの敷設計画の有無あるいは敷設の進捗状況等によっては 

一般専用回線、公衆デジタル回線(ＩＳＤＮ回線)、専用デジタル回線等の通 

信公共回線を検討するものとする。 

詳細は「道路機械設備遠隔操作監視技術マニュアル」(P.68、79)参照。 
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表４－３－６ 管理項目の例(１/２) 

設
備
名
称

機
器
名

計測項目 
監
視

計
測

制
御

安
全
監
視

重
要
度

備 考 

計
装
機
器
関
係

風向 

風速 

気温 

路面温度 

降雨量 

降雪量 

散水温度 

風速値警報 

気温値警報 

路面温度値警報 

降雨量値警報 

降雪値警報 

散水温度値警報 

風向計故障 

風速計故障 

気温計故障 

路面温度計故障 

降雨量計故障 

降雪量計故障 

散水温度計故障 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

  ○ 

○ 

○ 

◎

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

◎

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

◎

○ 

○ 

○ 

水
槽
関
係

流入水量 

井戸水位 

流入水量値警報 

井戸水位値警報 

水槽内状況 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

◎ 

○ 

◎ 

○ 映像監視 

消
雪
設
備

消
雪
ポ
ン
プ
関
係

吐出流量 

吐出圧力 

モーター電流 

吐出流量値警報 

吐出圧力値警報 

モーター電流値警報 

運転 

始動中 

各種故障 

操作場所 機側/遠方 

制御モード 自動/手動 

操作指示 運転/停止 

操作指示 非常停止 

機械周辺状況 

中央操作室状況 

路面状況(凍結・散水状況) 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

◎ 

○ 

◎ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

原則として個別監視 

映像監視 

映像監視 

映像監視 

注記 重要度：◎は、重要度が高い項目を示す。 
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表４－３－６ 管理項目の例(２/２) 

設
備
名
称

機
器
名

計測項目 
監
視

計
測

制
御

安
全
監
視

重
要
度

備 考 

弁
関
係

開度 

全開 

全閉 

各種故障 

操作指示 開/閉/停止 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 ○ 

◎ 

◎ 

◎

○ 

原則として個別監視 

受
変
電
・
自
家
発
機
器

主幹電圧 

消雪時間 

非常受電 

直流電源電圧 

自家発電圧 

自家発電流 

自家発周波数 

停電 

各種故障 

電気室周辺状況 

タイマー 入 

タイマー 切 

○ 

○ 

○ 

○ 

○

○ 

○

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

◎ 

○ 

○ 

○ 

○ 

◎ 

◎ 

○ 

消雪電力契約の停止時間を表示する 

上記停電中の緊急時に強制受電する 

原則として個別監視 

映像監視 

盤内の運転時間設定タイマーを遠隔

で入・切する 

消
雪
設
備

そ
の

他

設備点検中 

保温ヒータ自動 入/切 

保温ヒータ 通電中 

○ 

○ 

○ 

 ○

○ 

○ 

注記 重要度：◎は、重要度が高い項目を示す。 
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７．節水型消雪施設(参考) 

７－１ 計画一般

〔解 説〕 

(１) 散水と消雪の実態 

第２節３－３で求めた必要散水量はあくまで設計対象降雪に対する適正な水量で

あり実際の散水消雪の対象とする降雪量は設計対象量より下回る場合が多く、かな

りの散水時間において過剰な量を散水していることになる。 

また、必要散水量は夜間の降雪の激しい時期での消雪条件を対象とした場合が多

く、日中においては、気温、日射の影響、さらに通行車両も多く、消雪にとってプ

ラスの要因が強く表れることが実験調査でも確認され節水の可能性が残されてい

る。 

(２) 地下水源の実態 

地下水利用の消雪パイプは昭和 30 年後半から普及し、現在では消雪施設の中心的

な存在となっている。しかし、地下水の大量汲み上げにより、地域によっては地下

水の枯渇や、地盤沈下等の問題が生じている。 

このため公害防止条令により地下水の取水を規制している地域があるので計画に

あたっては十分留意するとともに、規制のない地域であっても、その主旨を十分考

慮して地下水の有効利用に努めなければならない。 

(３) 節水対策 

効率的な散水と地下水の有効利用を図るため、節水対策は今日非常に重要な課題

であり、十分な検討が必要である。 

７－２ 節水の方法

〔解 説〕 

節水型消雪施設には各種あるが、次にその一例を記述する。 

(１)交互散水方式 

散水系統を二分割し、それぞれの分岐点に電動バルブを設け、自動タイマーによ

って片方向ずつ散水を行うものである。一斉散水に比べ同一取水量で二倍の延長を

散水することができる。 

しかし、山間部等降雪強度が大きく、夜間交通量の少ない地域では消雪に支障が

出るおそれがあるので採用にあたっては実績などを参考とした検討が必要である。 

 地下水の有効利用(節水)を図るため、降雪量に応じた取水および散水量の調整、散

水された消雪水の回収・再利用等節水対策の検討を行うものとする。 

 節水型消雪施設には、次のような施工例があるが計画に際しては、地域の地下水事

情に応じて各々を組み合わせて検討を行うものとする。 

(１) 散水量の調整 

(２) 取水量の調整 

(３) 回収水等との混合水を利用 

(４) 地下水熱を利用 
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図４－３－７ 交互散水方式の概要 

(２)散水量調整方式 

1) 気象検知器(降雪、気温等)と還元電動バルブを連動させ散水量を制御する方法 

 この方法は、検知器で感知した降雪強度および気温がある条件内で自動的に還

元電動バルブを作動させることにより取水量の一部を井戸に還元し、散水量を

制御するものである。 

2) 気象検知器周波数変換器などを連動させ降雪強度に応じ散水量を調節する方法 

 この方法は降雪強度に応じ周波数制御によりポンプの回転数を変えて取水量

を制御するものである。 

(３)リサイクル方式 

水源の水利用が十分できないところでは、散水した水を回収し井戸から取水した

井戸水と混合させて昇温して再散水を行うものである。 

(４)熱交換散水方式 

地下水の汲み上げの規制のあるところでは、直接井戸から取水した地下水を熱源

として、熱交換器により河川水等地下水以外の散水用の水を温め、地下水は熱交換

器通過後に還元弁を介して再び地下へ還元を行うものである。 

この方式には、取水井と還元井を共用させた１本井戸方式と取水井と還元弁を分け

た２本井戸方式がある｡ 

既



4－76 

７－３ 節水型消雪施設の実施例

下荒井高架橋消雪設備 

消雪水リサイクルシステム 

 散水した水を側溝を通して集水し、リサイクルポンプを介して合流水槽に回収し、

合流水槽にて荒ゴミを取った後、沈砂槽にて除砂・除塵し混合水槽に返却する。 

 返ってきた消雪水は、雪により熱を奪われ、再度散水するには低温過ぎるため、目

標水温(6℃)になるように地下水を補給し再び散水する。 

 「消雪水リサイクルシステム」は、このように散水を回収し再度利用することで、

地下水の使用量を削減するシステムである。 

散水量調整システム 

 熱量センサーにより降雪の融解熱量を計測し、熱量演算ユニットに伝え、熱量演算

ユニットは計測した融解熱量値と設備の融解能力値とを比較し、設備能力制御値を出

力する。(比較の結果、融解熱量値が融解能力値に満たない場合は設備抑制運転の出

力を、融解能力値を上回った場合は設備能力の 100％の運転を出力し、不足する熱量

は降雪終了後の延長運転として出力する。)設備能力制御値の指令を受けたインバー

ターは、降雪強度に見合った必要水量を無段階散水する。 

 「散水量調整システム」は、このように無駄をなくし降雪強度に即した完全融雪を

行うシステムである。 

 下荒井高架橋散水融雪設備は、上記の「消雪水リサイクルシステム」と「散水量調

整システム」の 2 つのシステムを併用することにより、従来設備と比較すると地下水

の使用量は約 1/3 の水量で完全消雪を可能にしている。 

操作盤 
混合水槽・合流水
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８．無散水型融雪施設(参考) 

８－１ 概  要

〔解 説〕 

(１)融雪設備の構成 

システムとしての構成は熱源設備、融雪装置、舗装版、制御装置であり利用する

熱源設備により舗装路面へ埋設する放熱材が決定される。 

(２)融雪設備の設置箇所 

現在の近畿地方整備局での設置箇所の一例を記載する。 

・トンネル坑口等の路面条件が急激に変化する場所 

・駐車場、チェーン着脱場等 

・消雪の流末処理部 

８－２ 融雪の方法

〔解 説〕 

融雪施設の一例を記述する。 

(１) 温水利用 

燃料を使用するボイラー、ヒートポンプで加熱した温水(不凍液等)を、舗装に埋

設されたパイプ(放熱管)に循環させ路面を融雪する方式である。 

集熱・放熱方式としては、ボイラー温水を直接放熱管へ通す直接式と循環温水にヒ

ートパイプの一端を浸して路面へ伝えるヒートパイプ式がある。 

(２) 地下水熱利用 

井戸から汲み上げた地下水等を熱源とし、地下水の持つ熱エネルギーを利用する

方法である。集熱・放熱方式としては地下水を直接舗装に埋設された放熱管に通す

方式と、地下水の熱を熱交換器、ヒートポンプ等を介して舗装に埋設されたパイプ

を循環する不凍液に伝える方式がある。 

(３) 地中熱利用 

地中熱を利用して融雪を行う方法で、火山帯など特に地熱の高い地域以外でも利

用可能であるが、熱出力は高くないため、気象条件や施設規模の点で制限がある。 

集熱方式としては、深層地中熱を利用するもの、浅層地中熱を利用するものがある。 

(４) 電熱利用 

舗装に電気抵抗体(電熱ケーブル、面状発熱体等)を埋設し、これに通電し電気を

熱に返還することで路面の温度を上昇させ、融雪する方式である。 

この方式の特徴は設置における制限が少なく自由度が大きいこと、いかなる気象条

件にも対応できること、付属設備がシンプルでコンパクトであるためスペース上の

制約がないこと、この様に適用範囲という面では他の方式に比べて優れてはいるが、

ランニングコストが高価なことから省エネを考慮した制御などが必要である。 

 無散水融雪は舗装路面等に放熱管、電熱線等を埋設し、放熱管は管内へ地下水や温

水を循環させ電熱線は電気を通電することにより、熱エネルギーを得これにより融雪

を行うものである。 

 融雪設備には次のような実施例があるが計画に際しては、現場の状況、維持管理方

法及びコスト面も含めて検討を行うものとする。 

(１) 温水利用(ヒートポンプ等) 

(２) 地下水熱利用 

(３) 地中熱利用 

(４) 電熱利用 
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(５) 無散水融雪施設の計画、施設設計(放熱方式・熱源設備)については、 

路面消・融雪施設等設計要領(平成 20 年 5 月) P157～P188 に記述されている 

ので参照の事。 
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第４節 修繕工事への対応(参考) 

４－１ 消雪設備修繕(更新)計画

設備の修繕には、部品の交換等で設備システムへの影響の無い小規模な修繕と主要構

成機器の更新等で設備システムに影響を与える大規模な修繕がある。 

いずれの修繕方法を取るかは、緊急性、予算面を踏まえ、以下に示すような要求事項

を整理することで修繕の位置づけ、どの準拠基準を適用するべきかが明確になる。 

また、土木関連構造物へ影響が懸念される修繕の場合、どこまでを対象設計業務の

範囲とするかを明確にしておく必要がある。 

(１) 修繕の目的 

老朽化等による機能低下(過去の故障・修繕履歴)、要求機能アップ等 

(２) 修繕の目標 

今後の供用期間、他要因での改修計画を踏まえた修繕目標 

(３) 既設施設の経過年数、土木関連構造物も含めた施設全体の健全度評価 

(４) 施設目的に適合した信頼性の確保(施設の種別、規模、地域性) 

(５) 手戻りの無い修繕計画 

(６) 費用対効果(経済性) 

(次頁に、消雪設備修繕(更新)計画検討フロー図を示す) 
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消雪設備修繕(更新)時における計画検討フロー図(参考) 

消雪設備の修繕(更新)時の業務手順フロー例を示す。 

修繕（更新）の目的・目標 
・ 修繕の目的：老朽化等による機能低下（過去の故障・  

       修繕履歴）、要求機能アップ等 

・ 修繕の目標：今後の供用期間、他要因での改修計画を踏 

まえた修繕目標 
設計条件（基準）の照査 

・新旧技術基準の照査 

・地方条例等（河川、地下水等）に適合しているかの確認 

既設消雪設備の運転、管理状

況の把握

・ 現状把握 

・ 設備・土木構造物の設計計算・図書の確認 

・点検記録、修理改造等の過去の履歴及び図書の確認 

・ 現地管理者からの直接ヒヤリングによる現状把握 

・ 既設設備の問題点・不具合点などの情報収集 

現 況 調 査 

（目視確認調査及び必要に

応じて測定・測量調査等） 

・水位条件、取水量の再調査 

・スクリーンのゴミ詰まり等の調査 

・土木構造物の現況調査 

現況調査結果と課題 
・完成図書と現状設備の照合 

・管理運用上の課題整理 

検 討・協 議 

・修繕（更新）基本の確認 

・問題点の検討と関連部門との打合せ協議

施工範囲の確認・決定 

（対象修繕機器） 

（対象構造物等） 

・修繕（更新）対象機器の決定 

・ 修繕範囲の明確化  

・ 経済性、信頼性等総合判断 

・他の設備・土木構造物への影響と対応方針 

詳細修繕設計 

・設計は、修繕計画の位置づけに基づいて、設計便覧及び関連技

術基準に準拠して実施 

・ 設備能力の算定 

・設備諸元の決定（台数、口径、出力、寸法等）

修繕仕様書作成 

・施工計画書、特記仕様書の作成（修繕工事特性を 

 踏まえて反映したもの） 

・概算工事費の算出 
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第５章 道路排水設備 

第１節 一般事項 

１．適用範囲（標準） 

〔解 説〕 

１．道路排水設備を設置する必要のある箇所は、次のとおりとする。 

(1) 地下横断施設（アンダーパス） 

(2) 地下道 

(3) その他、強制排水を必要とする箇所 

２．水中ポンプ以外のポンプ設備については、「揚排水ポンプ設備技術基準（案）」を

参照する。なお、第４節 参考資料 400mm，500mm の水中ポンプ設備については、

同解説より引用した。 

３．関連諸法規等は以下のとおりである。 

示方書等の名称 

示方書・指針等 発刊年月 発刊者 

道路構造令 平成 23 年 12 月 国土交通省 

労働安全衛生規則 平成 24 年 1 月 厚生労働省 

日本工業規格（JIS） 加除式 （社）日本工業規格 

電気規格調査会標準規格（JEC） 加除式 （社）電気学会 

日本電機工業会標準規格（JEM） 加除式 （社）日本電気工業界 

電気設備に関する技術基準を 

定める省令 
平成 23 年 3 月 経済産業省 

内線規定 平成 17 年 9 月 日本電気協会 

日本水道協会規格（JWWA） 加除式 （JWWA） 

鋼構造設計基準 平成 17 年 9 月 日本建築学会 

揚排水ポンプ設備技術基準（案） 平成 13 年 2 月 国土交通省 

揚排水ポンプ設備設計指針（案） 平成 13 年 2 月 国土交通省 

道路管理施設等設計指針（案） 平成 15 年 7 月 国土交通省 

道路管理施設等設計要領（案） 平成 15 年 7 月 国土交通省 

道路機械設備 遠隔操作監視技術

マニュアル（案） 
平成 15 年 6 月 日本建設機械化協会 

揚排水ポンプ設備技術基準（案）

同解説 
平成 13 年 2 月 河川ポンプ施設技術協会 

揚排水ポンプ設備設計指針（案）

同解説 
平成 13 年 2 月 河川ポンプ施設技術協会 

道路土工 排水工指針 昭和 62 年 6 月 日本道路協会 

公害防止に関する法律及び条例    ―  

その他、関係法令及び規則等    ―  

この設計便覧は、近畿地方整備局において施工する道路管理施設としての道路排水設

備のうち、ポンプ口径 500 ㎜以下の水中ポンプについて適用する。 



5－2 

第２節 計  画

１．計画、設計（標準） 

１．計画及び設計にあたっては、下記の事項を考慮し、各段階を進めていくものとする。 

１－１ 機能・信頼性 

 １）雨水及び湧水等を遅滞なく確実に排水し、道路の冠水を守ること。 

 ２）信頼性の高いシステム構築を図るよう予備機や自家発電設備等を考慮すること。 

 ３）排水ポンプやポンプ槽の選定は排水システムの検討をすること。 

１－２ 景観設計 

 地域特性を調査・検討し、景観に十分配慮した設計を行っていくものとする。 

１－３ コスト・メンテナンス性 

 １）新技術などの導入を検討し、総合的なコスト縮減を考慮する。 

 ２）各機器の設計においては、それぞれのライフサイクルを考慮すること。 

 ３）メンテナンス性の向上・維持管理費の縮減を考慮すること。 
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１－４ 計画フロー 

〔解 説〕 

計画・手順は概ね次のようなフローになる。 

＊排水システムの検討は、次ページに別フローで示す。 

計画に当たっては、関連施設を含めた総合的な検討を行うものとする。

（基本設計） （詳細設計）

全体配置図、系統図、配置配線図、箱抜、穴あけ図

形式、台数、口径、Ｈ～Ｑ特性、主要
諸元、寸法、質量等の詳細検討

NO

基本設計スタート

道路の基本設計、構造の決定

概略設備規模を決定

用地交渉、買収の検討

基本設計完了

基本条件、与条件の確定

排水量の決定

主ポンプ設備設計

ポンプ設備詳細設計終了

詳細設計スタート

土木詳細設計スタート

建築詳細設計スタート

ポンプ設備詳細設計スタート

＊排水システムの検討

全揚程の設定（損失水頭計算)

適 切 か
(最高実揚程で運転可能か径確実揚程で吐出

し量はＯＫか中小降雨時の対応チェック「間欠運転等」）

除塵､クレーン､その他設備条件

ポンプ槽有効面積、深さ、幅、長さ、沈砂槽ポンプ槽寸法決定

適 切 か ( 起動・遠隔 運転性能チェック、バックアップ )

ポンプ槽寸法決定 運転操作方式

始動条件、インターロック条件

負荷容量の算定及び単線結線図の作成

電源設備機器構成の算定及び外形図の作成

遠方監視設備機器構成の算定及び外形図の作成

排水設備付属施設の検討

配管、配線設計

発入、据付計画

適 切 か (全体バランス、土木、建築との整合性チェック)

全体配置、配列、系統図作成

土木建築、変電実施計画へフィードバック

主ポンプ、機器の仕様 ポンプ、配管、計器、その他、操作制御、弁類

使用機器、機械リスト作成 機器、機材の材質、数量表

NO

NO
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〔解 説〕 

道路排水設備のポンプ選定にあたっては、下表を参考とする。 

注 1)地下横断歩道設備、貯留池排水設備においても、ゴミ・土砂等の流入を考慮す

る必要がある場合は、コラム式スクリュー形を採用する。 

注 2)コラム式スクリュー形とは、｢コンパクト型無閉塞 道路排水システム｣の排水

システムを指す。 

〇コンパクト型無閉塞 道路排水システムは、下記の設備を有するシステムと

する。 

・側面流入口 

・ポンプ無閉塞羽根車（最小固形物通過径 100mm 以上） 

・コラム式水中ポンプ 

・インバータ起動装置 

・インバート底盤構造 

 〇コンパクト型無閉塞 道路排水システムの導入目的は下記の４点である。 

１．ゴミ通過性の向上 

２．排水能力の向上（主に更新工事を対象とする） 

３．設置スペースの縮小（主に新設工事を対象とする） 

４．維持管理の省力化 

〇従来型道路排水システムとコンパクト型無閉塞道路排水システムの概略図を

下図に示す。 

道路排水設備排水システム選定表 

対 象 設 備 アンダーパス排水設備 
地下横断歩道排水設備 

貯留池排水設備 

設置形式：着脱式 

羽根車形式：ボルテックス 

設置形式：着脱式 

羽根車形式：ﾎﾞﾙﾃｯｸｽ 

設置形式：着脱式 

羽根車形式：ﾉﾝｸﾛｯｸﾞ 

   0.6m3/min 

（φ100 以下）

    2.0m3/min 

（φ200 以上） 設置形式：コラム式 

羽根車形式：ｽｸﾘｭｰ形 

設置形式：着脱式 

羽根車形式：ﾉﾝｸﾛｯｸ 

排水システムの選定に当たっては、ごみの閉塞性の面から、ポンプ設備、配管設

備、流入路、排水路等の一貫した検討を行うものとする。 
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２．排水量の決定（標準） 

〔解 説〕 

１．雨水流出量の算定は、「設計便覧（案）第３編道路編」第４章排水による。 

２．浸透水量は、地下横断施設の掘削時に湧水の量を測定して決めるが、測定不能の 

場合は、「道路管理施設等設計要領（案）」P.100 による。 

第３節 設  計 

１．ポ ン プ（標準） 

１－１ ポンプ形式 

〔解 説〕 

１．ポンプの口径、、外形寸法、吐出量等は、後掲の水中ポンプ設備一覧表以下の資料

による。 

２．従来型道路排水システムの設置形式は、着脱式を標準とする。 

３．コンパクト型無閉塞道路排水システムの設置形式は、コラム式を標準とする。 

１－２ ポンプ台数 

〔解 説〕 

１．ポンプの設置台数は、予備機を含め、２台以上設置する。 

２．ポンプの設置台数は、計画雨水量の時間的変動とポンプの性能、運転頻度、運転時

間等により定め、できるだけ同一容量、同一性能のポンプで、台数を少なくする。 

しかし、流入量の変動により、分割台数を増やすか、または容量の異なる大小ポン

プの運転組合せにより、経済的な運転効率を高める検討を行う。 

３．施設の重要性を考え、安全率を高めるために、計画流入量に対して分割台数を決定

し、そのほかに同一容量の予備ポンプ１台を設けることを標準とする。 

１－３ ポンプ口径 

〔解 説〕 

１．ポンプ口径は、次の式により求める。 

Ｄ＝146           

 ここに、Ｄ：ポンプ吐出口径（㎜） 

          Ｑ：ポンプ吐出量（ｍ
3
/min） 

          Ｖ：吐出口の流速（ｍ/sec） 

２．流速は、一般的には、1.5～3.0ｍ/sec を標準とする。 

３．ポンプ口径は、標準的なポンプ口径のなかから採用する。 

４．表５－３－１(a)に、標準的なポンプ口径と吐出量の関係を示す。 

Ｑ

Ｖ

排水総量は、雨などによる降水量及び地下水などによる浸透水量と、流入形態を考

慮して決定するものとする。 

排水ポンプの形式は、水中ポンプを標準とする。

排水ポンプは、複数台設置とし、内予備機１台を置くことを原則とする。

ポンプ口径は、吐出量と管内流速を考慮して求める。
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表５－３－１(a) 水中ポンプの吐出量範囲 

口 径 
最小吐出し量

（m3/min） 

最大吐出し量

（m3/min） 

最小流速 

（m/sec） 

最大流速  

（m/sec） 

 40 0.110 0.220 1.46 2.92 

 50 0.180 0.360 1.53 3.06 

 65 0.280 0.560 1.41 2.81 

 80 0.450 0.900 1.49 2.99 

100 0.710 1.400 1.51 2.97 

150 1.800 3.550 1.70 3.35 

200 2.000 5.000 1.06 2.65 

250 4.000 8.500 1.36 2.89 

300 4.800 12.000 1.13 2.83 

350 8.000 17.500 1.39 3.03 

400 12.000 22.800 1.59 3.03 

500 22.800 36.000 1.94 3.06 

出展資料 

口径：40～150･･････････JIS B 8325 

口径：200,250,350･･････設計便覧 

口径：300～500･････････揚排水ポンプ設備設計指針（案）同解説 

５．表５－３－１(a)は、概略数値を示すもので基本設計時のポンプ口径仮決定等に使

用するものとする。 

実施設計に当たっては、ポンプ揚程を考慮してポンプ口径の再検討を行う。 

１－４ ポンプ揚程 

〔解 説〕 

１．全揚程は、次の式により求める。 

Ｈ＝Ｈa＋Ｈ

 ここに、Ｈ ：全揚程（ｍ） 

     Ｈa ：実揚程（ｍ） 

     Ｈ ：全損失水頭（ｍ） 

       （管路、弁、放流などにおける諸損失水頭） 

図５－３－１(a) ポンプの全揚程 

２．全損失水頭の計算は、「道路管理施設等設計要領（案）」P.58～P.61 による。 

ポンプの全揚程は、実揚程に損失水頭を加えて決定する。
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１－５ ポンプ動力 

〔解 説〕 

１．ポンプ軸動力は、次式により求める。 

Ｐ＝ 

 ここに、Ｐ ：ポンプ軸動力（KW） 

     ρ ：水の単位体積当り質量（㎏/ｍ
3
）＝１000（㎏/ｍ3） 

     Ｑ ：吐出量（ｍ
3
/min) 

     Ｈ ：全揚程（ｍ） 

     ηp ：ポンプ効率 

２．（参 考）ポンプ効率ηp の値は、ポンプの種類、形式、大きさなどによって異な

る。 

(1) 図５－３－１(b)に、汚水用水中ポンプの吐出量に対するポンプ効率を示す。 

ここで、Ａ効率はポンプの最高効率を、Ｂ効率は規定吐出量におけるポンプ効率

を示すが、ポンプ軸動力の算出には、一般的にはＡ効率を用いる。 

図５－３－１(b) 汚水ポンプ効率線図 

(2) コラム式ｽｸﾘｭｰ形ポンプ効率は下表による。 

  口 径（mm） 200 250 300 350 400 500 

   効 率（%） 58 59 60 62 63 66 

0.163×ρ・Ｑ・Ｈ

1000×ηｐ 

（
％
）

ポンプの軸動力は、吐出量、全揚程、ポンプ効率により求められ電動機出力はこれ

に余裕率を考慮して求める。 
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３．電動機所要動力は、次式により求められる。 

Ｐn ＝Ｐ（１＋α） 

 ここに、Ｐn ：電動機容量（KW） 

     Ｐ  ：ポンプ軸動力（KW） 

     α  ：余裕係数 

        電動機   1.5KWまで    0.3 

             1.5～ 5.0KW  0.2 

             5.0～10.0KW  0.15 

             10.0KW以上   0.1 

４．電動機所要動力を決定する場合、上記の式で算出した値と後掲の水中ポンプ性能表

から選定したモータ出力を比較し小さいほうを用いる。 

 （小口径ポンプにおいて、上記の式では過大になることがある。） 

２．沈 砂 池（標準） 

２－１ 沈 砂 池 

〔解 説〕 

１．沈砂池は排水路などへの土砂の堆積を防止するとともに、ポンプの摩耗や運転障害

の軽減を図るために設けるものである。 

２．沈砂池の流速は、0.5ｍ/sec 以下とする。 

 流速を必要以上にゆるやかにすると、細かい有機物まで沈澱し、また、流速が大で

底部流速が洗掘流速を超えるときは、いったん沈澱した砂粒子を再び浮揚することと

なる。 

 土砂類をそのまま保有して流下していく限界流速は、表５－３－２(a)のとおりで

ある。 

（資料） 表５－３－２(a) 土砂類を流下して行く限界流速 

比 重 平均流速（ｍ/sec） 比 重 平均流速（ｍ/sec） 

1.26 0.38 ～ 0.45 2.12 0.60 ～0.68 

1.33 0.45 ～ 0.52 2.18 0.68 ～0.75 

2.00 0.52 ～ 0.60 2.66 0.75 ～0.82 

                 （｢下水道施設設計指針と解説｣より） 

３．沈砂発生量は、流入雨水の状況で異なり都度算定する。 

２－２ 除砂設備 

〔解 説〕 

１．除砂設備としては、次のものがある。 

(1) サンドポンプ設備 

(2) 手動式かき上げ設備 

(3) その他、清掃車などによる除砂 

ポンプ槽への土砂などの流入を防ぐために、沈砂池を設けることを標準とする。 

ただし、コンパクト型無閉塞道路排水システムを採用の場合は、その限りではない。

沈砂池内には、設備の規模に応じて、流入土砂などを除去するための除砂設備を設

けることがある。 
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２．サンドポンプ設備を沈砂池内に設置して除砂する場合、サンドポンプの稼働時間は、

排水ポンプ停止後の一定時間とするが、沈砂量が多いところでは排水ポンプ運転中も

除砂するほうが望ましい。 

３．ポンプ槽（標準） 

３－１ ポンプ槽 

〔解 説〕 

１．ポンプ槽とその流入口は、構造、形状、大きさおよびそれぞれの関係位置が適当で

ないとポンプ槽内で水流の乱れが生じて空気を吸込み、ポンプ運転状態が不安定とな

る。この状態で運転を継続すると揚水不能となることがある。 

一方、ポンプ槽容量が十分でない場合、吸水位の変動が激しくポンプの始動停止の

頻度が高くなり、雨天時にポンプの運転操作が困難になり、また、機器の損耗を早め

るなどポンプの運転、保守上好ましくない。 

このため、ポンプ槽の計画にあたっては、形状、ポンプ槽容量、ポンプの容量、台

数、配置などを十分に考慮する必要がある。 

２．コンパクト型無閉塞道路排水システムを採用する場合には、ポンプ槽底部はイン

バート構造とし、流入した砂がポンプ排水と同時に排出できるようにする。 

３－２ ポンプ槽の形状 

 ポンプ槽の形状は、つぎの事項を十分検討の上決定する。 

(1) 流速の急激な変化が起こるような水路断面積の変化をさける。 

(2) 流れ方向を急に変えるような形状をさける。 

(3) 各ポンプ間には相互の渦が干渉しないように適当な阻流板、整流壁などを設けるこ

とがある。  

３－３ ポンプ槽の配置 

 ポンプの設置間隔は、吸込部分の水理条件により決定すべきであり、通常はポンプの

間隔およびポンプ槽壁面との間隔は、ポンプの吸込口径を基準として定められている。

しかし水中ポンプでは形式によりポンプ口径、吸込口、ポンプ外装径に大きな差がある

ため、それぞれの寸法について検討する必要がある。 

 小規模設備では、水中ポンプの配置寸法のほかに維持管理等で作業ができるスペース

を考慮する。 

(1) ポンプ槽と吸込口の配置の例（参考） 

図５－３－３(a) ポンプ槽と吸込口の配置の例 

ポンプ槽は、水流の乱れが起きないような形状とし、流入口の位置、ポンプ容量、

ポンプ配置などを考慮して決定する。 
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(2) うず巻水中ポンプの場合 

 水中ポンプの配置寸法の最小値は、下記を標準とする。 

ｄ1 ＝ポンプとポンプ槽の間隔 

ｄ2 ＝ポンプとポンプの間隔 

ｄ3 ＝配管とポンプ槽壁の間隔 

Ｊ ＝ ポンプ引上げ穴長さ 

  図５－３－３(b) 水中ポンプ配置図 

表５－３－３(a) 水中ポンプ配置寸法表 

ポンプ口径（㎜） ｄ１ （㎜） ｄ２ （㎜） ｄ３ （㎜） Ｊ（㎜） 備  考 

 40   400   400  50   550  

 50   400   400  50   550  

 65   400   400  50   550  

 80   600   600  80   700  

  600   600  80   700 7.5kw以下 
100 

  700   700  80   800 11kw以上 

150   850   850 100 1,200  

200   900   900 100 1,200  

250 1,000 1,000 100 1,400  

300 1,200 1,200 100 1,400  

400 1,400 1,400 100 1,700  

500 1,700 1,700 100 2,000  
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（3）コラム式スクリュー形ポンプの場合 

   ① コラム式スクリュー形ポンプの主要寸法（参考）

本図は水理上の最小

寸法を示すものであり、

設計にあたってはメ

ンテナンススペース

を考慮して平面配置

を決定するものとす

る。 

  ② ポンプ槽底部のインバート構造（参考） 

  ポンプ槽の底部に設けるインバート構造は下図の通りとする。 

30°

30°

30°

２Ｄ
流れ方向

ポンプ中心

Ｄ：ポンプ口径

口径Ｄ 200 250 300 350 400 500 

Ｅ 600 700 800 900 1000 1200 

Ｆ 400 500 600 700 800 1000 

Ｇ 300 375 450 525 600 750 

Ｈ 200 250 300 350 400 500 

Ｉ 600 700 800 900 1000 1200 

Ｊ 500 550 600 650 700 800 

Ｚ 300 350 400 450 500 600 

Ｌmin 1500 1500 1600 1700 1800 2000 

Ｍmin 1600 1650 1650 1700 1700 1750 

底面はポンプ位置直下の直径２Ｄの範囲は平坦 

とし、その周辺は 30°の上り勾配をつける。 

最小 1900

2D 以上

4D 以上

4D 以上

4D 以上

2D 以上

平　面

H 
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３－４ ポンプ槽容量－最低連続運転時間 

〔解 説〕 

１．最低連続運転時間に対する有効容量 

ポンプ槽の有効容量 

  Ｖa ＝Ａ1 ・ｈ（ｍ
3
） 

   Ｖa ：ポンプ槽の有効容量    （ｍ
3
） 

   Ａ1  ：ポンプ槽の有効断面積  （㎡） 

   ｈ  ：制御幅         （ｍ） 

   Ｑ1  ：ポンプ槽への流入量      （ｍ
3
/min） 

   Ｑ ：ポンプの吐出量         （ｍ
3
/min） 

   Ｑ1 ／Ｑ＝β：流入、流出の比 

とすると、ポンプの運転時間、休止時間はつぎの関係で求められる。 

 運転時間（Ｔ1) 

Ｔ１ ＝    ＝   ×      （min) 

 休止時間（Ｔ2) 

Ｔ２ ＝   ＝    （min) 

 したがって、ポンプの運転周期（ポンプが始動停止後に、つぎの始動に入るま

での時間間隔）Ｔは、つぎの式で求められる。 

Ｔ＝Ｔ１ ＋Ｔ２ ＝       ＋   （min) 

 Ｔが最小となるβを求めると、β＝1/2(Ｑ＝ 0.5Ｑ1)となる。 

 したがって、流入量が吐出量の半分のときポンプの運転周期が最短となり、始

動・停止の頻度が最も高くなる。 

 この場合でもポンプが支障なく運転できるようなＴ（Ｔmin)を与え､ポンプ槽

の最小有効容量Ｖmin を求めると、 

Ｖmin ＝      （ｍ
3
) 

 となり、ポンプ槽の有効容量はＶmin 以上になるように計画する必要がある。 

 この場合、ポンプの運転・停止の時間は共に同一となる。 

Ｔ１ ＝Ｔ２ ＝    ＝           

 ここで、Ｔ：運転周期は、ポンプ形式、ポンプ口径などによっても異なるが、

標準としてＴ＝10 分とする。なお、現地の状況でポンプ槽が大きくできない場合

でも最短時間はＴ＝５分とする。 

Ｑ×Ｔmin 

４ 

Ｖa 

Ｑ－Ｑ

Ｖa

Ｑ 

１ 

１－β 

Ｖa

Ｑ1

Ｖa 

β・Ｑ

Ｖa

Ｑ 

１ 

１－β

１

β

Ｔmin

２ 

２×Ｖmin 

Ｑ 

ポンプ槽の有効容量は、計画排水量、ポンプ容量、台数、沈砂池との関係位置と 

経済性などを考慮して定める。 
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２．ポンプ槽余裕高さは、次の式を標準とする。 

 0.2≦ｈ1≧0.1ｈ2 

ここに、ｈ ：ポンプ槽深さ     （ｍ） 

    ｈ1 ：余裕高さ       （ｍ） 

    ｈ2 ：ポンプ運転開始水位  （ｍ） 

図５－３－３(c) ポンプ槽余裕高さ 

 ポンプ運転停止水位はポンプ側の条件により定める。 

水中ポンプの場合、モータ冷却の関係でＷ.Ｌ.は水中モータ天端以上必要とな

る。 

ここでの運転停止水位は、この連続して可能な連続運転可能最低水位（Ｗ.Ｌ.）

を指す。また、これ以上水位が低下すると空気を吸込み運転不可能な運転可能

最低水位（Ｌ.Ｗ.Ｌ.）がある。 

ポンプ槽・土木構造の深さを決める目安値を下表に示す。 

３．コンパクト型無閉塞 道路排水システムの場合 

コンパクト型無閉塞道路排水システムにおいては、ポンプの始動電流をインバー

タ制御することにより、モータの加熱を抑え、その始動頻度に制約が生じないよう

にできるため、ポンプ槽内の容量及び水位は、下図のように決定する。 

・ポンプの始動時間は最長 10 秒とする。 

・ＨＨＷＬは流入管底より下方とする。 

・ ＬＷＬとＬＬＷＬの差を 200mm とする。 

ＨＨＷＬ 

ＨＷＬ

ＬＷＬ

ＬＬＷＬ

予備機始動時間 
相当容量 Ｖ３

始動時間相当容量 Ｖ１

停止時間相当容量 Ｖ２

200mm  

流入管 

ポンプ (常用１台／予備１台のとき) 

Ｈ２ＷＬ 

Ｈ１ＷＬ 

ＬＷＬ 

ＬＬＷＬ 

予備機始動時間相当容量

停止時間相当容量  Ｖ２

流入管 

ＨＨＷＬ 

後発機始動時間相当容量 Ｖ１－２

先発機始動時間相当容量 Ｖ１－１

200mm 

ポンプ (常用２台／予備１台のとき) 

▽ 運 転 開 始 水

▽ 運 転 停 止 水

▽運転可能最低水位 

Ｖ１＝有効貯水槽

Ｈ 
Ｉ 

ｈ２

ｈ１

ｈ 

Ｌ.Ｗ.Ｌ.

Ｗ.Ｌ.

連続運転可能最低水位(W.L.)及び運転可能最低水位(L.W.L.)の目安値 

口 径 40 50 65 80 100 150 200 250 

Ｉ寸法 300 370 560 690 720 1000 1000 1200 

Ｈ寸法 140 170 250 310 350 460 600 650 
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３－５ コンパクト型無閉塞 道路排水システム採用時のポンプ槽検討例 

コンパクト型無閉塞道路排水システム採用時のポンプ槽検討例 

「常用１台／予備１台の場合」 

1. 水設備基本事項 

必要排水量を 10m3/min と仮定する。 

ポンプ台数は常用１台、予備１台の計台とする。 

ポンプ吐出量 Ｑｐ＝10 m3/min／１台＝10 m3/min 

２．ポンプ槽容量 

（1）検討基本条件 

１）最大雨水流入時においてもポンプ１台の単独運転とし、必ず１

台のポンプが予備機となる。 

２）２台のポンプは自動交互運転とし、トリップしたポンプは自動

停止させ、もう一方のポンプに飛び起こし運転させる。 

３）ポンプ吐出量は、実揚程が変化しても一定として計算し、集水

ピットへの流入量も一定とする。 

（2）始動時間相当容量 Ｖ1

コラム式水中ポンプはインバータによるソフトスタートを行う

ため、起動水位を探知してから定格排水量の運転に入るまでに最長

10 秒を要する。ゆえに、正常にポンプが起動を開始した後も、一時

的に水位が上昇するため、異常高位水と起動水位の間に始動時間相

当容量Ｖ1 を確保する必要がある。 

Ｖ1＝Ｑ・Ｔ1／60 

 ここで、 

Ｖ1 ： 始動時間相当容量（ｍ3） 

Ｑ ： 最大流入量（＝ポンプ吐出量）（ｍ3/min） 

Ｔ1  ： 始動時間（秒） インバータ始動の場合 最長 

10 秒とする。 

Ｖ1＝10×10／60＝ 1.67ｍ3 

（3）停止時間相当容量 Ｖ2 

起動時と同様、停止時にも最長 10 秒を要する。停止動作中に起

動水位を探知する事がないように、停止時間相当容量Ｖ3 を確保す

る必要がある。 

Ｖ2＝Ｑ・Ｔ2／60 

ここで、 

Ｖ2 ： 停止時間相当容量（ｍ3） 

Ｑ ： 最大流入量（＝ポンプ吐出量）（ｍ3/min） 

Ｔ2  ： 停止時間（秒） インバータによる場合 最長 

10 秒とする。 

Ｖ2＝10×10／60＝ 1.67ｍ3 
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（4）予備機始動時間相当容量 Ｖ3 

先発機に何らかの異常があり、異常高水位警報水位に達した場合、

運転機の切り替えを行う。この場合においても、予備機が定格排水

運転に入るまでに約 10 秒を要するため、予備機始動時間相当容量

Ｖ3 を設けるものとする。 

Ｖ3＝Ｑ・Ｔ1／60  

ここで、 

Ｖ3 ： 予備機始動時間相当容量（ｍ3） 

Ｑ ： 最大流入量（＝ポンプ吐出量）（ｍ3/min） 

Ｔ3  ： 始動時間（秒） インバータによる場合  

最長 10 秒とする。 

Ｖ3＝10×10／60＝ 1.67ｍ3 

３．ポンプ廻り主要寸法 

ポンプ吐出量Ｑp＝10ｍ3/min より、ポンプ口径は 300mm とする。コラム

ポンプ廻りの主要寸法は「コラム式スクリュー形ポンプの主要寸法」図を

参考として決定し、本検討例における水槽の最小平面寸法は、ポンプ間の

メンテナンススペース 600mm を確保して下図とする。 

４．水位の決定 

（1）始動時間相当水深 ｈ1

ｈ1＝Ｖ1／Ａ 

ここで、 

ｈ1 ： 始動時間相当水深（ｍ） 

ｖ1 ： 始動時間相当容量（ｍ3） 

Ａ ： 水槽断面積 

ｈ1＝1.67÷（3.4×2.65）＝0.185 

水位計の探知誤差を考慮して、 

ｈ1＝200mm とする。 

（2）指定時間相当水深 ｈ2

ｈ2＝Ｖ2／Ａ 

ｈ2＝1.67÷（3.4×2.65）＝0.185 → ｈ2＝200mm とする。 

（3）予備機始動時間相当水深 ｈ3

ｈ3＝Ｖ3／Ａ 

ｈ3＝1.67÷（3.4×2.65）＝0.185 → ｈ3＝200mm とする。 
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（4）ポンプ槽内水位 

５．ポンプ井標準寸法（参考）

「常用１台／予備１台の場合」 

「常用２台／予備１台の場合」 
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４．配管設備（標準） 

４－１ 配  管 

〔解 説〕 

１．吐出管は、空気溜りなどによるサージングを生じるものであってはならない。 

２．吐出配管は、管内水の重量と水流の反動力を十分に支持できるように設置しなけれ

ばならない。 

３．管厚は、土被り厚さ、トラックの交通荷重、内水圧などを検討して安全性を確認す

る必要がある。 

４－２ 配管材料及び継手 

〔解 説〕 

１．吐出管は、一旦埋設されると取替が非常に困難になるため、耐食性を考慮し、さら

に、不等沈下や振動などの外力を考慮して、球状黒鉛鋳鉄管（一般にダクタイル鋳鉄異形管〔Ｊ

ＩＳＧ5527 フランジ形〕）を使用する。 

２．鋼管を使用する場合は、鋼製溶接式フランジ〔ＪＩＳＢ2210〕付きの水道用亜鉛メ

ッキ鋼管〔ＪＩＳＧ3442〕とし、フランジにも溶融亜鉛メッキを施すものとする。 

なお、設置環境が湿度が高く、常時結露を生じる箇所では配管用ステンレス鋼管〔Ｊ

ＩＳＧ3459〕の採用を考慮する。 

小径管の継手では、ねじ込式継手の採用を考慮する。 

   ３．可撓伸縮継手は、温度変化、地震振動、不等沈下、据付誤差などを吸収し、配管

に無理な負荷をかけないために設けるものであり、許容伸縮量や許容偏心量を決定

したうえで選定する。 

配管は、管路損失が少なく、耐摩耗性、耐食性に優れ漏水がなく、振動や不等沈下

に耐え得るものでなければならない。 

また、管路内の曲がり部や異形部などに土砂やゴミなどが閉塞・堆積しにくいよう

に考慮する。 

配管材料は、球状黒鉛鋳鉄品を標準とする。 

 配管の継手形式は、フランジ継手を標準とする。 
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４－３ 弁 

〔解 説〕 

１．弁規格は、表５－３－４(a)のとおりとする。 

表５－３－４(a) 弁規格 

規        格 
呼 称 寸法区分 

名      称 番 号 

青銅弁 JISB2011 
呼び径50以下 

可鍛鋳鉄10Ｋねじ込み仕切弁 JISB2051 

ねずみ鋳鉄５Ｋフランジ形外ねじ仕切弁 JISB2031 

ねずみ鋳鉄10Ｋフランジ形外ねじ仕切弁 JISB2031 

仕 切 弁

呼び径65以上 

ねずみ鋳鉄10Ｋフランジ形内ねじ仕切弁 JISB2031 

青銅10Ｋねじ込みスイング逆止め弁 JISB2011 
呼び径50以下 

可鍛鋳鉄10Ｋスイング逆止め弁 JISB2051 
逆 止 弁 

呼び径65以上 ねずみ鋳鉄10Ｋフランジ形スイング逆止弁 JISB2031 

制  水  弁 － 水道用仕切弁 JISB2062 

バタフライ弁 呼び径200以上 水道用バタフライ弁 JISB2064 

ボ ー ル 弁       － 鋳鉄ボール弁 － 

（注）仕切弁及び逆止弁は、ＪＩＳマーク表示品とする。ただし、ポンプに付属する逆

止弁は除く。 

２．弁形式と特徴（参考）については、「道路管理施設等設計要領（案）」P.73～P.75

によること。 

３．逆止弁で全揚程が 10ｍ以上である場合は、急閉式逆止め弁を使用すること。 

配管には、吐出弁および逆止弁を設けることを原則とする。
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５．電源操作設備（標準） 

５－１ 電源設備 

〔解 説〕 

１．商用電源での契約電力には、低圧電力と高圧電力がある。一般に、低圧電力による

受電が望ましいが、やむを得ず高圧電力とする場合は十分な保護を考慮しなければな

らない。 

(1) 低圧電力……低圧で電気の供給を受けて動力を使用するもので、契約電力が原則

として 50 キロワット（AC200V）未満であるもの。 

(2) 高圧電力……高圧で電気の供給を受けて動力を使用するもので、契約電力が原則

として 50 キロワット（AC6000V）以上であるもの。 

(3) 契約電力の計算は、電気会社の電気供給規定によること。 

２．コンパクト型無閉塞道路排水システムに用いるポンプの始動方式はインバータ方式

とするため、電源設備において高調波抑制対策を必要とする場合がある。 

５－２ 予備動力設備 

〔解 説〕 

１．ディーゼルエンジン駆動のほかに、ガスタービン駆動もある。 

２．予備動力設備の容量は、「揚排水ポンプ設備設計指針（案）」によること。 

なお、インバータ起動の場合には下記の算出方法を参考とする。 

自家発電設備の容量計算（インバータ起動の場合） 

自家発の定格容量は、通常（ＰＧ２）で決定され、台数が多くなると（ＰＧ１）で

決定されることが多い。しかし、高調波に対する充分な抑制策が執られない場合

には、（ＰＧ４）が支配的になる場合がある。 

① 定常時負荷容量による出力（ＰＧ１） 

ＰＧ１≧ ΣＰ１

Ｐ１ ＝ {1／(η×Ｐf)}×Ｐ０×Ｋ 

ただし ＰＧ１ ： 発電機出力（kVA） 

ΣＰ１ ： 負荷入力の総和（kVA） 

   同時運転される機器の組合せの最大を採る。 

Ｐ１ ： 負荷入力（kVA） 

η ： 負荷効率 

Ｐf ： 負荷力率（力率改善後の負荷力率は 90％を目

安とする） 

Ｐ０ ： 負荷出力（kW） 

Ｋ ： 電動機の負荷率で（実軸動力）／（電動機定格 

出力）≒0.9 とする。 

インバータ負荷は電動機とインバータの総合効率、総合力率で計算する。 

排水ポンプ設備の運転操作に必要な電力は、商用電源を標準とするが、必要に応じ

て停電時などの非常時に於いても運転操作が可能な設備とする。 

予備動力設備は、ディーゼルエンジン駆動陸用交流発電機（JEM1354）、防音型パッケージ式を

標準とする。 
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② 過渡時最大電圧降下による出力（ＰＧ２） 

ＰＧ２ ＝ ＰＳ×{1／(Ｖd)－1}×Ｘd’ 

ただし ＰＧ２ ： 発電機出力（kVA） 

ＰＳ ： 始動容量最大の電動機の始動容量（kVA） 

Ｖd ： 許容電圧降下率 

Ｘd’ ： 発電機の過渡リアクタンスと初期過渡リアクタ

ンスの平均値 

 なお、水中ポンプ用水中モータの始動容量は下式により算出する。 

ＰＳ ＝ ＰＯ／(η・Ｐf)  〔ＶＶＶＦ始動方式の場合〕 

ＰＳ ＝  3 ×Ｖ×ＩＳ×10-3×Ｃ 〔その他の始動方式の場合〕 

ただし ＰＯ ： 負荷出力（kW） 

η ： 電動機とインバータの総合効率 

Ｐf ： 電動機とインバータの総合力率 

Ｖ ： 定格電圧（Ｖ） 

ＩＳ ： 始動電流（Ａ） 

Ｃ ： 始動方式による係数（水中モータを使用する 

合はコンドルファ始動 65％タップが一般的である） 

表 4-19-1 各種始動方式による始動係数 

Ｙ－△始動 コンドルファ 限流リアクトル付コンドルファ 
始動方式 直入始動

オープン クローズ 65％ コンドルファ 70％，リアクトル 50％

Ｃの値 1 0.667 0.333 0.423 0.35 

③ 過渡時最大短時間耐量による出力（ＰＧ３） 

ＰＧ３ ＝ 
(ＰＢ＋Ｐms)2＋(ＱＢ＋Ｑms)2

ＫＧ

ただし ＰＧ３ ： 発電機出力（kVA） 

ＰＢ ： ベース負荷の有効電力（kW） 

ＰＢ＝ΣＰn－Ｐm 

ΣＰn ： 負荷入力（kVA） 

ΣＰn＝Σ(Ｐ１・Ｐfi) 

Ｐm ： 最大始動容量を持つ負荷の有効電力（kW） 

Ｐfi ： 負荷Ｐ１に対する負荷力率 

ＱＢ ： ベース負荷の無効電力（kVar） 

ＱＢ＝ΣＱn－Ｑm 

ΣＱm ： 負荷の無効電力（kVar）の総和 

ΣＱＢ＝Σ(Ｐ１×  1－Ｐfi2 ) 

Ｑm ： 最大の始動容量をもつ負荷の入力容量（kVA） 

ＰＢ＝(ΣＱ１－Ｐim)×ＰＦ  

ＱＢ＝(ΣＰi－Ｐim)×  1－Ｐfi2

ここに 

Ｐim ： 最大の始動容量を持つ負荷の入力容量（kVA） 

ＰＦ ： （ΣＰi－Ｐim）の総合力率（低圧電力契約の場合 

PF＝0.9 とする） 

Ｑms＝ＰＳ×  1－ＰfＳ  

ＫＧ ：発電機の過負荷耐力から短時間を考慮して 150％程度

にとる。 
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④ 高調波負荷・単相負荷を含む場合の出力（ＰＧ４） 

ＰＧ４ ＝ 
(Ｐ１φ)2＋(ＰaＨ)2

ＫＧ４

ただし Ｐ１φ ： 単相負荷の等価逆相容量（kVA） 

ＰaＨ ： 高調波負荷容量（kVA） 

ＫＧ４ ： 発電機の逆相電流耐量（通常は 0.15 とする） 

Ｐ１φ ＝ △Ｐ  1－3ｕ＋3ｕ2

三相各線間に単相負荷Ａ，Ｂ，Ｃがあり、 

Ａ≧Ｂ≧Ｃの場合 

△Ｐ＝Ａ＋Ｂ－2Ｃ 

ｕ＝(Ａ－Ｃ)／△Ｐ 

単相負荷は三相にそれぞれの合計負荷が等分になるように接続することが望まし

いが、部分運転や計画上等分に接続することが不可能な場合は、予想される各相の

合計負荷の差の最大値が発電機容量の 15％以下にしなければならない。これを超

える場合はスコットトランスを設ける。 

ＰaＨ＝Σ(Ｐahi×ｈi) 

ただし Ｐahi 高調波を発生するｉ番目の負荷の入力容量（kVA） 

ｈi ：高調波を発生するｉ番目の負荷の高調波発生率 

  （通常は 0.35 とする） 

３．運転時間については、一般的に停電時間は短いと考えられるが、災害時での長時間

停電も考慮し、最低 24 時間を基本にする。 

４．燃料タンクの容量算定にあたっては、現場条件あるいは消防法、各条例等を考慮す

ること。 

（参 考） 

表５－３－５(a) 消防法第９条の三（危険物と指定数量の関係） 

種 別 品  名 指定数量 引火点 例 

第１石油類  200 21℃未満 ガ ソ リ ン

第２石油類 1,000 21℃以上  70℃未満 軽   油 

第３石油類 2,000 70℃以上 200℃未満 重   油 
第４類 

第４石油類 6,000 200℃以上 シリンダ油 
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５－３ 監視操作制御設備 

〔解 説〕 

１．道路排水設備の監視操作制御設備は、排水システム、規模、管理および運用体制

に対応し、信頼性および安全性が高く、操作制御性に優れたものとする。 

監視操作制御設備の計画・設計の基本的な手順およびその概要を 下図 に示す。

なお、計画・設計の詳細については、「道路管理施設等設計要領(案)（Ｈ15 年 7

月）」及び「道路機械設備 遠隔操作監視技術マニュアル(案)（Ｈ15 年６月）」を

参照のこと。 

２．遠方監視制御盤等への信号の伝送を光ファイバーケーブルで行う場合は、接続機

器等について「電気通信編」を参考に整合をはかること。 

３．ポンプの自動運転を行うには、ポンプ槽内の水位を検出する装置を設けるが、一

般的な検出方法には、表５－３－５(b)に示すものがある。 

道路排水設備の監視操作制御設備は、排水システムや設備規模などを検討のうえ決

定するものとする。 

事前準備資料

・機器全体配置図
・設備系統図
・動力負荷リスト
・機器の信号リスト

監視操作制御設備
の設計スタート

道路排水設備
毎の設計

広域施設群を対象
にした一元管理の
設計

遠隔化システ

　 ムの導入計画

遠隔化システ

　 ムの基本計画

システム化の基本方針
システムの導入目的と効果

設備のグレード分類と
目標レベルの設定

現状調査と問題点の抽出

システム必要機能

階層システムにおける
データ伝送経路

遠隔化システム
の設計

監視操作制御
方式を決定

監視操作制御
　設備の構成を
　決定

平常時運転

非常時運転

異常時運転

以下の機能を有する設備を検討する。

監視操作機能

制御機能

運転支援機能

動力供給機能

計測機能

安全確認機能

遠隔監視操作機能

機側操作制御盤

計測盤

ＣＣＴＶ制御盤

光伝送装置

道路機械施設管理システム

その他

段階実施計画と
施設側設備の改修計画

全体システムの構成
ネットワークの構築

セキュリティ対策
ハード・ソフトの設計

操 作 場 所

操作制御方式

管理項目の選定
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受圧

差圧伝

（参 考） 

表５－３－５(b) 水 位 計 

    種  類       動       作       特          徴     略     図 

電  極  式 

導電性液に電極を入

れ、電極間の短絡によ

り液面を検出する。 

○計測不適。接点のみ取出

し可能。 

○絶縁性液体には使用不

可能。 

○可動部なし。 

○警報、ON－OFF運転に広

く使用。 

電極式 

フ ロ ー ト 式 

浮力を利用してフロート

の変位を機械的に取り出

し、そのまま、または電気

的量により計測する。 

○計測、接点の取出し可能。

○液面の波立ちの影響大。 

○電気信号として遠方指示お

よび水位制御に広く使用。

フロート式 

フロートスイッチ式

フロート内にスイッチを

組み込ませ、容器の姿勢に

より水位を検出する。 

○接点のみ取り出し可能。 

○排水ポンプのON-OFF運転、

水位警報に使用される。 

フロートスイッチ式 

投 込 圧 力 式 

水中に投入した受圧部が

水位変化を水頭圧として

受ける。 

水圧の変化に伴い、水頭圧

が変わることを利用し、差

圧伝送器で測定し電気信

号に変換する。 

○構造が簡単。 

○取扱いが容易。 

○半導体式、水晶式(高精度)

など種類が豊富。 

○受圧部が土砂に埋没されな

い所に設置する。 

４．検出させる水位は、次のとおりとする。 

異 常 低 水 位：ポンプの空転防止水位 

異 常 高 水 位：ポンプ槽満水位 

ポンプ運転水位：自動運転における起動水位 

ポンプ停止水位：自動運転における停止水位 

５．一箇所に複数台のポンプを設置して自動運転を行う場合の運転順序は、各ポンプの

寿命を均等化するため交互運転方式を用いる。 

 なお、故障したポンプがある場合は、飛び越し運転ができるものとする。 
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６．遠隔化システムの基本計画 

(1) 遠隔化システムの計画・設計にあたっては、運用体制を考慮し、信頼性、安全性

が高いこと、操作性、耐久性、経済性に優れていること。緊急時の対応や維持管理

が容易であることを基本的な要件とする。 

(2) 遠隔化システムの全体構成、設備仕様を設計する際には、以下に示す基本的な項

目を検討するものとする。 

７．操作盤及び遠隔操作設備の管理項目については、「道路管理施設等設計要領（案）」

P80 及び「道路機械設備遠隔操作監視技術マニュアル（案）」P50 によること。 

現状調査と問題点の抽出 

運用管理体制の検討 

システムの必要機能の検討 

システムの基本設計 

実施計画の作成 

管理運用面、設備機能面での現状調査と課

題の抽出 

監視・操作体制、設備管理体制の検討 

運用管理体制をふまえた必要機能の検討 

導入の目的、設備の使用状況及び特性、関連

システムとの関係安全性を考慮した検討 

導入計画の策定 
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６．その他の設備（標準） 

６－１ 流 入 路 

〔解 説〕 

１．道路排水設備は、路側近くに設置されることが多く、流入路は比較的短くなるため、

流入路内での損失水頭については特に考慮しないものとする。 

２．流入路は、その法線、勾配および断面が急激に変化しないように考慮する。 

３．流入路は、土砂などが堆積しにくいように形状や流速について考慮するものとする。 

６－２ スクリーン 

〔解 説〕 

１．除塵設備の一段目は、道路面の格子形側溝ますふた（グレーチング）によるもの

とし、路面においてゴミを捕捉できるようにする。 

二段目スクリーンはポンプ吸込側に設けるものとする。 

２．二段目スクリーンの形状は、平鋼または丸鋼を用いた固定式とする。 

３．二段目スクリーンの材質は、ステンレス鋼（SUS304）とする。 

４．二段目スクリーンの目幅は、ポンプ羽根の通過能力で決まり、ポンプ運転に支障の

ない限り大きいほうが望ましい。 

 二段目スクリーンの有効目幅は、次のとおりとする。 

表５－３－６(a) スクリーン有効目幅 

ポンプ口径 有効目幅 

    40 ㎜   25㎜ 

 50 25 

 80 35 

100 35 

150 40 

200 40 

250 40 

300 50 

400 50 

500 50 

 粗目スクリーンを置く場合は、有効目幅 60～150 ㎜とする。 

５．二段目スクリーンの傾斜角度は、次のとおりとする。 

  手掻き式除塵方式   45～60゜ 

  機 械 除 塵 方 式           75゜前後 

  小 規 模           90゜ 

６．二段目スクリーン直前の平均流速は、次のとおりが望ましい。 

  手掻き式除塵方式   0.3ｍ/sec 以下 

  機 械 除 塵 方 式           0.5ｍ/sec 以下 

７．二段目スクリーンの損失水頭は、手掻き式で 0.3ｍ、機械式で 0.1ｍ程度とする。 

流入路は、急激な方向変化や甚しい流速変化が生じない構造とする。

ポンプの吸込側には、除塵用スクリーンを設けるものとする。
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８．コンパクト型無閉塞道路排水システムを採用の場合は、二段目スクリーンを省略

することができる。 

９．コンパクト型無閉塞道路排水システムを採用の場合の流入部は、路面上のグレー

チングの他に、道路側面に粗目スクリーンを設けることが望ましい。 

６－３ 排水路・流末 

〔解 説〕 

１．開水路あるいは管水路の平均流速は、マニングの公式を使用する。 

Ｖ ＝  ・Ｒ2/3・Ｉ1/2 

Ｈｌ ＝Ｉ×Ｌ   （ｍ） 

Ｒ ＝      （ｍ） 

Ｖ ：管内流速    （ｍ/ｓ） 

ｎ ：粗度係数   

Ｉ ：動水勾配 

Ｒ ：流体平均深さ    （ｍ） 

Ｈl ：排水路の損失水頭  （ｍ） 

Ｌ ：排水路の長さ    （ｍ） 

  ：濡れ縁長さ     （ｍ） 

Ａ ：排水路の断面積   （㎡） 

〔注〕粗度係数ｎの値は一般に 0.02 以下とされ、通常 0.013 として多く計算される。 

２．土砂の流出が多い場合、あるいは施工後の清掃が困難な排水路において水路勾配が

ゆるくなる場合は、泥だめの数を増やすなどして土砂の流下を防ぐようにすること。 

 排水路満流時の流速は、0.1～3.0ｍ/sec の範囲とすること。 

３．排水路の通水流量は、排水ポンプの最大揚水量と、排水路周辺からの流入水量の和

とする。 

４．排水路の通水断面は、一般に土砂などの堆積による通水断面の縮小を考慮して、必

要断面に対して 20％の余裕をみることが望ましい。 

１

ｎ

Ａ

表５－３－６(b) 粗度係数 

水 路 材 ｎの範囲 ｎの標準値 

鋼 0.010～0.014 0.012 

鋳     鉄 0.011～0.016 0.014 

コンクリート 0.010～0.020 0.014 

木    材 0.012～0.018 0.015 

（水理公式集）

排水路を設ける場合の断面形状及び勾配は、水路内に沈澱物が堆積しないよう適正

な流速が確保されるように定めるものとする。 

また、水路の分合流点、屈曲部、マンホールなどにおけるエネルギー損失をできる

だけ少なくするよう配慮しなければならない。 

ポンプ槽 

グレーチング 

車 道 

粗目スクリーン 

有効目幅 100mm 以下 

泥だめ 
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６－４ 排水設備建屋・防音 

〔解 説〕 

１．小規模な道路排水設備は、操作盤などを屋外に設置することがある。 

２．建屋については、「揚排水ポンプ設備技術基準（案）」による。 

３．建屋の天井高さは、排水ポンプの据付、分解点検に必要な高さを確保しなければな

らない。 

 なお、クレーン設備を設ける場合は、吊上げ作業に支障のないよう十分余裕をとる

こと。 

４．建屋の計画にあたっては、次の事項を考慮する。 

(1) 機械の搬入口及び階段 

(2) 換気設備の設置位置 

(3) ポンプ槽の点検掃除口 

(4) 点検のための通路 

(5) 配管、配線、換気ダクト用貫通孔 

５．防音については、次の事項を考慮する。 

(1) 予備動力については、低騒音型のパッケージ式予備動力装置とする。 

(2) ラジエータからの排風音については、サイレンサを設置する場合もある。 

(3) 防音対策、騒音計算については、「揚排水ポンプ設備技術基準（案）」による。 

(4) 騒音の規制値は、表５－３－６(c)のとおりである。 

（資 料） 

 騒音規制法では生活環境を保全すべき地域を、都道府県知事が指定し、この指定地域

内の工場、事業場のうちで政令に定める特定施設を設置している工場、事業場（特定工

場）で発生する騒音を規制している。 

 規制基準は環境庁長官の定めた下表の範囲内で当該市町村長の意見などを参考とし

て定められるので、府県によって多少の差異がある。 

表５－３－６(c) 特定工場などにおいて発生する騒音の規制基準  （単位 db(Ａ)） 

     時間の区分 

 区域の区分 
昼   間 朝 ・ 夕 夜   間 

45 以上 40 以上 40 以上 
第１種区域 

50 以下 45 以下 45 以下 

50 以上 45 以上 40 以上 
第２種区域 

60 以下 50 以下 50 以下 

60 以上 55 以上 50 以上 
第３種区域 

65 以下 65 以下 55 以下 

65 以上 60 以上 55 以上 
第４種区域 

70 以下 70 以下 65 以下 

備 考：１）第１種区域とは、良好な住宅の環境を保全するため、

特に静穏の保持を必要とする区域である。 

    ２）第２種区域とは、住居の用に供されているため、静

穏の保持を必要とする区域である。 

排水設備建屋を設ける場合は、ポンプの据付、運転、保守点検に必要な大きさを確

保するものとする。 
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    ３）第３種区域とは、住居の用にあわせて商業、工業な

どの用に供されている区域であって、その区域内の住民

の生活環境を保全するため、騒音の発生を防止する必要

がある区域である。 

    ４）第４種区域とは、主として工業などの用に供されて

いる区域であって、その区域内の住民の生活環境を悪化

させないため、著しい騒音の発生を防止する必要がある

区域である。 

６－５ クレーン設備 

〔解 説〕 

１． 手動式ギャード・トロリ付チェンブロックの定格荷重、外形寸法等は、表５－３

－６(ｄ)のとおりである。 

（資 料） 

表５－３－６(d) 手動式ギャード・トロリ付チェンブロック諸元 

容  量 

(トン) 

標準揚程 

（ｍ） 

自 重 

（㎏） 

Ａ最小寸法 

（㎜） 

最小回転半径

（㎜） 

Ｂ 

（㎜） 

Ｃ 

（㎜） 

１
/２ 2.5 25 330 1300 262 222 

１ 2.5 27 360 1300 290 222 

１
１
/２ 2.5 39 420 1500 280 264 

２ 3.0 48 460 1500 333 264 

３ 3.0 66 520 1700 339 306 

５ 3.0 99 685 2300 410 347 

排水設備の建屋には、排水ポンプの設置および維持点検、整備を考慮して必要に応

じてクレーン設備を設けるものとする。 

クレーン設備は､手動式ギャード・トロリ付チェンブロックを標準とし､必要により

電動ホイストとする。 



5－29 

２．電動ホイストの定格荷重、外形寸法等は、次の表のとおりである。 

（資 料）表５－３－６(e) 電動ホイスト諸元 

容量 

（トン） 

標準 

揚程 

（m）

巻上 

モータ 

３相 200Ｖ

出力（kW）

巻上 

速度 

60Hz 

（m/min）

最小 

回転 

半径 

（mm） 

適用 

ビーム巾 

（mm） 

自重 

（kg）

ビーム下面

よりフック

迄の最小寸

法：Ｃ 

ａ 

（ビー 

ム巾最大

の場合）

ｂ 

0.25   0.45  9.6 1300 75,100,12  86  540 291 222 

0.5   0.8  8.3 1300 75,100,12  90  580 343 222 

1.0   1.5  8.3 1300 75,100,12  97  640 343 222 

1.5   3.0 10.4 1500 100,125,1 178  745 344 264 

2.0   3.0  7.9 1500 100,125,1 196  755 344 308 

2.5   3.0  6.4 1700 100,125,1 195  820 412 308 

2.8   3.0  5.4 1700 100,125,1 195  920 412 380 

3.0   3.0  5.2 1700 100,125,1 213  935 412 390 

5.0 

４ 

・ 

６ 

  3.0  3.2 2300 125,150,1 250 1040 561 390 

３．ポンプ重量は、後掲の水中ポンプ設備一覧及び資料による。 

４．クレーン揚程が大きい場合、ポンプを一度で吊り上げることは出来ないので、ポン

プの吊上チェーンに吊り環を必要個数設けること。 

５．小規模設備の場合には、吊上用フックのみを設けること。 
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６－６ 換気設備 

〔解 説〕 

１．換気装置は、次の目的で設置するものとする。 

① 電動機、自家発電設備などからの放熱による室内温度上昇の防止。 

 （室内温度は、40℃程度以下とすることが望ましい。） 

② 配電盤からの放熱による室内温度上昇の防止。 

③ 内燃機関の燃焼に必要な空気の取り入れ。 

④ 地下構造物など防湿用換気を必要とする場合。 

⑤ 建築基準法、労働基準法による換気量の確保。 

２．換気方式は、自然換気と強制換気に大別できる。 

① 小規模の機場で自家発電設備を設置しない場合は、自然換気を標準とする。ただ

し、防湿に留意すると共に、開口部を設ける場合は防塵に注意する必要がある。 

② 強制換気には、強制給排気方式（第１種換気方式）、強制給気方式（第２種換気

方式)､および、強制排気方式（第３種換気方式）とがあり、一般には第３種換気方

式を用いるが、換気量が不足する場合は、第１種換気方式を採用することもある。 

３．第３種換気方式の場合は、室内が負圧にならない大きさのガラリを設けて空気の取

り入れを考える。 

 外気取入口の風速は、2.5～６ｍ／sec(有効開口通過速度) とする。 

４．換気風量は、各機器より放散する熱の排出および燃料の燃焼に必要な空気量を供給

できるものとする。 

５．各機器より放散する熱量、換気装置の容量は、「揚排水ポンプ設備技術基準（案）」

によること。 

６．換気ファンの諸元については、同基準（案）の参考資料によること。 

６－７ 照明設備 

〔解 説〕 

１．建屋内の照明には、効率のよい蛍光灯を用いる。 

２．建屋内の標準的な所要照度は、次の表のとおりとする。 

表５－３－６(f) 建屋内所要照度 

場    所 所要照度 x 備   考 

操 作 室 床 面 300  

電 気 室 床 面 150  

ポ ン プ 据 付 床 面 100  

除 塵 機 据 付 床 面 50  

吸 水 路 水 面 30 スクリーン付近 

３．照明設備の概略計算は、「揚排水ポンプ設備技術基準（案）」による。 

４．器具の取付間隔も、同基準（案）による。 

排水設備の建屋には、換気設備を設けるものとする。

排水設備の建屋には、運転及び保守管理に必要な照明設備を設けるものとする。 

また、必要に応じて停電時の保安灯を設けるものとする。 
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地下２階平面図 

地上１階平面図 

 盤  名  称 

① ポ ン プ 操 作 盤 

② 電 源 切 換 盤 

③ 発 電 機 盤 

④ 始 動 用 直 流 電 源 盤 

⑤ 制 御 用 直 流 電 源 盤 
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１－２ 小規模道路排水設備 

平 面 図 

図５－４－１(b) 小規模道路排水設備 
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２．水中ポンプ設備一覧表 

表５－４－２(a) 水中ポンプ設備一覧表 

機 械 名 水中ポンプ 水中ポンプ 水中ポンプ 

対 象 物          汚 水 汚 物          汚 水 汚 物          汚 水 汚 物

羽 根 車 形 状          ボ ル テ ッ ク ス 形          ノ ン ク ロ ッ ク          クローズ：斜流形

据 付 方 法          着 脱 式          着 脱 式          着 脱 式

形       式 外       装 外       装 外       装 

ポンプ口径      （㎜） 40 ～ 65 80, 100 100   ～   350 400   ～   500 

ポンプ構造図記載頁 ５－38 頁 ５－39 頁 ５－41 頁 ５－43 頁 

主要寸法表記載頁          ５－40 頁 ５－42 頁 ５－44 頁 

ポンプ性能表記載頁 ５－45 頁 ５－46 頁 ５－47 頁 
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第５節 修繕工事への対応（参考） 

５－１ 道路排水設備修繕(更新)計画 

設備の修繕には、部品の交換等で設備システムへの影響の無い小規模な修繕と主要

構成機器の更新等で設備システムに影響を与える大規模な修繕がある。 

いずれの修繕方法を取るかは、緊急性、予算面を踏まえ、以下に示すような要求事

項を整理することで修繕の位置づけ、どの準拠基準を適用するべきかが明確になる。 

また、土木関連構造物へ影響が懸念される修繕の場合、どこまでを対象設計業務の

範囲とするかを明確にしておく必要がある。 

(1) 修繕の目的 

老朽化等による機能低下（過去の故障・修繕履歴）、要求機能アップ等 

(2) 修繕の目標 

今後の供用期間、他要因での改修計画を踏まえた修繕目標 

(3) 既設施設の経過年数、土木関連構造物も含めた施設全体の健全度評価 

(4) 施設目的に適合した信頼性の確保（施設の種別、規模、地域性） 

(5) 手戻りの無い修繕計画 

(6) 費用対効果（経済性） 

（次頁に、道路排水設備修繕(更新)計画検討フロー図を示す） 
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設備修繕（更新）の 

   目的・目標 

道路排水設備修繕（更新）計画検討フロー図（参考）

道路排水設備の修繕（更新）時の業務手順フロー例を示す。 

・目的：老朽化等による機能低下（過去の故障､修

繕履歴）､要求機能のアップ 

・目標：今後の供用期間、他要因での改修計画を踏

まえた修繕目標 

設計条件（基準）の照査
・新旧技術基準の照査 

・気象条件（雨量・降雨強度） 

・道路条件（対象面積・幅員、高さ等） 

揚排水ポンプ設備の稼動、

管理状況の把握 

・現状把握（問題点・不具合点等の情報収集） 

・既設、土木構造物の設計計算図書の確認 

・点検記録、修理履歴及び図書の確認 

・現地管理者のヒヤリングによる情報収集 

現 況 調 査 

（目視確認調査及び必要に

応じて測定・測量調査等） 

・排水設備(ポンプ、スクリーン等)の現況調査 

・耐用年数及び土木構造物の健全度評価（構造物の

劣化度） 

・道路周辺の環境調査（土砂、ゴミ等）

現況調査結果と課題 

・完成図書等と現況設備の照合 

・修繕（更新）方針の整理 

・管理運用上の課題整理 

検 討・協 議 

・現地調査結果と課題を踏まえて修繕（更新）基本

方針の確認 

・他設備・土木構造物への影響と対応方針の検討・

確認 

・問題点の検討と関連部門との打合せ協議 

施工範囲の確認・決定 

（対象修繕機器） 

（対象構造物等） 

・修繕(更新）対象機器の決定（経済性、信頼性等

の総合判断） 

・修繕範囲の明確化 

・他設備・土木構造物へ設計対応方針の決定 

・設計は、修繕計画の位置づけに基づいて設計便覧、

関連技術基準に準拠して実施 

・修繕(更新)設計計算（排水能力等の算定） 

・既設取り合い部分の設計照査 

修繕仕様書作成 

・特記仕様,施工計画書の作成(修繕工事特性を考慮

して作成) 

・概算工事費の算出 

詳細修繕設計 



第６章 ダム施工機械設備 
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第６章 ダム施工機械設備 

第１節 総  則 

１．適用範囲（標準） 

〔解 説〕 

１．対象設備 

 ここでいうダム施工機械設備（以下、「施工設備」という）は、骨材の生産から

コンクリート打ち込みまでに必要な機械設備およびそれに付帯して必要となる設備

を対象とする。 

２．関連諸法規等は、以下のとおりである。 

示方書等の名称 

示方書・指針等 発刊年月 発 刊 者 

大気汚染防止法 平成 23 年 8 月 環境省 

水質汚濁防止法 平成 23 年 6 月 環境省 

騒音規制法 平成 23 年 8 月 環境省 

振動規制法 平成 23 年 8 月 環境省 

廃棄物処理および清掃に関する法律 平成 23 年 6 月 環境省 

自然環境保全法 平成 23 年 8 月 環境省 

環境影響評価法 平成 23 年 4 月 環境省 

建築基準法 平成 23 年 12 月 国土交通省 

河川管理施設等構造令 平成 23 年 12 月 国土交通省 

電気設備に関する技術水準を定める省令 平成 23 年 3 月 経済産業省 

労働安全衛生規則 平成 24 年 1 月 厚生労働省 

クレーン等安全規則 平成 18 年 1 月 厚生労働省 

クレーン等各構造規格 昭和 57 年 厚生労働省 

建設省河川砂防技術基準（案） 平成 9 年 10 月 国土交通省 

日本工業規格 加除式 経済産業省 

電気規格調査会 加除式 ＪＥＣ 

日本電機工業会規格 加除式 ＪＥＭ 

日本溶接協会規格 加除式 ＷＥＳ 

コンクリート標準示方書 平成 23 年 3 月 土木学会 

道路橋示方書 平成 24 年 2 月 日本道路協会 

ダム施工機械設備設計指針(案) 平成 17 年 1 月 国土交通省 

２．計  画（標準） 

コンクリートダムおよびフィルダムの施工機械設備に適用する。 

施工設備の計画は、ダムの設計についての基本方針、現場条件、社会的環境、周辺

の自然環境の保全および工事規模、工法、工期、コスト縮減、施工性、安全性等を考

慮して決定する。 
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〔解 説〕 

２－１ ダム建設工事は、ダムサイトの地形及び地質条件によりダムの形式及び打設工

法が決定されこれに基づいて施工機械設備が計画されているので、計画及び設計

にあたっては、下記の事項を考慮し、各段階を進めていくものとする。 

(1) 自然環境の保全 

施工機械設備の中でもコンクリート運搬打設設備は、従来から使用されているケ

ーブルクレーン、ジブクレーン、タワークレーンの他にインクライン、ダンプ直送、

ベルトコンベヤ、ライジングタワー、テルファークレーン等が使用されております

ます多様化している。今後の計画及び設計に際しては、大規模な地山掘削を行って、

ダムサイト周辺の自然環境に大幅な改変を伴うような設備配置計画は極力避ける

ものとする。 

(2) 景観設計 

地域特性を調査・検討し、景観に十分配慮した設計を行っていくものとする。 

(3) コスト・メンテナンス性 

(a) 新技術などの導入を検討し、総合的なコスト縮減を考慮する。 

(b) 各機器の設計においては、それぞれのライフサイクルを考慮すること。 

(c) メンテナンス性の向上・維持管理費の縮減を考慮すること。 

(4) 環境・リサイクル 

解体時の産業廃棄物の軽減と再生利用を考慮した設計を行っていくものする。 

(5) 転用品 

官持ち設備の場合転用し易い設備を計画し、取り外しのし易い設備の設計を行っ

ていくものする。 

２－２ 設備計画 

(1) 施工設備計画は、ダムの設計条件、全体工程に合った設備規模を十分検討し、工

事が円滑に実施できるものでなければならない。 

(2) ダム建設工事における施工設備費の占める割合は大きいので、無駄のない設備計

画を立てる必要がある。 

(3) ダム施工機械設備は、ダム建設工事終了後に撤去されるので、周辺の自然環境の

保全及び森林の保護による温暖化防止に寄与するように配慮する必要がある。 
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２－３ 計画フロー 

施工設備の計画および設計は次の項目、順序によって行う。 

（１）設計条件等資料の収集 

(a) ダム設計図       (k) コンクリート配合 
(b) 本体等コンクリート量 (l) 骨材破砕試験結果 
(c) 打設方式             (m) 骨材使用量  
(d) 打設日数             (n) 骨材採取計画  
(e) 打設月数             (o) 全体工程 
(f) 月平均打設日数       (p) 水文資料（気温、流量等) 
(g) 月最大打設日数       (q) 電源に関する資料  
(h) 月平均打設量     ＊実施設計時には 
(i) 月最大打設量         (r) 地形図（ｓ＝1/200,1/500） 
(j) 日稼働時間           (s) リフトスケジュール     

（２）コンクリート打込設備 

(a) コンクリート打込み設備 
(b) コンクリート製造設備 
(c) コンクリート運搬設備 
(d) コンクリート冷却および加熱設備 

（３）セメント供給設備 

(a) セメント貯蔵設備 
(b) セメント輸送設備 

（４）骨 材 製 造 設 備 

(a) １次破砕設備          (f) 製砂設備           
(b) 洗浄設備              (g) 骨材貯蔵設備      
(c) サージパイル          (h) 骨材引出設備       
(d) ２次、３次破砕設備    (i) 骨材輸送設備       
(e) 篩分設備 

（５）給 気 設 備 

(a) 空気圧縮機                      
(b) レシーバおよび給気配管          

（６）給 水 設 備 

(a) ポンプ                      
(b) 水槽および給水配管  

（７）濁 水 処 理 設 備 

(a) 骨材プラント濁水処理設備        
(b) ダムサイト濁水処理設備          

（８）電 力 設 備 

(a) 受電設備 
(b) 配電線路 

（９）公害対策基本法を頂点と
する各種法規・準拠基準 

(a) 大気汚染防止法    
(b) 水質汚濁防止法    
(c) 騒音規制法        
(d) 振動規制法        
(e) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律     
(f) 自然環境保全法    
(g) 環境影響評価法    
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２－４ 全体フローシート（参考） 

大滝ダムにおける骨材採取から打設までの工程フローと各設備の機能を示す。 
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骨材製造設備 

１次破砕設備 

原石山で採取した原石をダンプで運搬する。１次破砕設備はグリズリバー、エプ

ロンフィーダ、ジョークラッシャ、振動フィーダ、積込ホッパで構成されている。

２次３次破砕篩分設備のサージパイルへは、積込ホッパよりダンプで運搬する。破

砕に伴う泥水は濁水処理設備に送る。 

２次３次破砕篩分設備 

１次破砕設備より送られた岩石を、コンクリート練混ぜに必要な所定の大きさの

骨材に生産するため、２次、３次コーンクラッシャ、振動スクリーン、クラッシフ

ァイヤで構成され、タワー状に組み合わせて、スクリーンタワーと呼ばれている。 

生産される骨材の種類は、１５０～８０、８０～４０、４０～２０、２０～５ｍ

ｍの４種類の粗骨材である。これらの粗骨材は所定の大きさ、量に分けて生産され、

また、５ｍｍより小さい骨材は、砂の生産用に原砂貯蔵ビンに送られる。クラッシ

ファイヤは洗浄された砂と泥水に分離する機械である。泥水は濁水処理設備に送ら

れる。 

製砂設備 

原砂貯蔵ビンに蓄えられた 20～5ｍｍの小砂利と 5ｍｍ以下の砂原料から細骨材

と呼ばれる砂を生産する。製砂設備は、ロッドミルとクラッシファイヤで構成され、

ロッドミルには砂原料を投入しロッドと呼ばれる鉄の棒を入れたドラムを回転さ

せて破砕して粒度を調整する構造となっている。 

骨材貯蔵設備 

２次３次破砕篩分設備、製砂設備により生産された製品はストックパイルと呼ば

れる骨材貯蔵設備に貯蔵される。製品骨材は、ここから定量的に引き出されて、コ

ンクリートの製造に使用される。粗骨材（２０～５ｍｍ除く）には落下の際の再破

砕を防止するため、ロックラダを設けている。 

コンクリート製造打設設備 

製造設備 

製造設備は、バッチャプラントと呼ばれるコンクリートを練混ぜる設備で棟内は

数段のフロアに分かれ、上から貯蔵ビン、計量器、ミキサー室、ホッパー等の順に

並び、最下部にはコンクリートを運搬するトランスファーカが乗り込めるようにな

っている。ミキサは容量１．５ｍ3 の傾胴型ミキサを４台使用している。セメント

は容量１，０００ｔのセメントサイロよりロータリフィーダ、スクリュコンベヤ、

バケットエレベータでバッチャプラントに供給している。 

打設設備 

バッチャプラントで製造されたコンクリートをトランスファーカで運搬し、バン

カー線上でコンクリートバケットに積替え、ケーブルクレーンで打設をする。２０

ｔ吊と９．５ｔ吊のケーブルクレーンが設置され、２０ｔ吊は６ｍ3、９．５ｔ吊

は３ｍ3 バケットで打設する。これらのケーブルクレーンは打設以外に資材等の雑

運搬、放流設備等の据付にも使用する。 

濁水処理設備 

骨材製造設備やダム本体打設現場で発生する泥水（濁水）を薬品等を使ってきれ

いな水に戻し、再利用するための設備である。PAC や高分子凝集材、炭酸ガス等を

添加して処理する。各フィルタプレスからの脱水ケーキに固化材を混合して盛土材

に流用する。濁水処理設備は原石山、骨材プラント、ダムサイトの３ヶ所に設置さ

れている。

給水設備

骨材製造及びコンクリート製造には大量の水を使用するので。河川よりポンプで

取水し４次水槽まで送水し、各設備へ供給する。骨材プラント濁水処理設備で処理

された水は、４次水槽まで送水し再利用している。
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気化冷却設備

セメントの水和反応による発熱による温度上昇を抑えるため、プレクーリングの

１つとして、細骨材の気化冷却を行う。砂を上部から分散落下させ、下部から冷風

を吹込み、砂の表面水を蒸発させて気化潜熱によって冷却する。バッチャプラント

の横に配置し冷却された砂を供給する。 



6－7 

３．調  査（標準） 

〔解 説〕 

 施工設備の計画では次の項目を調査する。 

３－１ 環境保全調査 

(1) 工事の実施により周辺環境にどのような影響を及ぼすかについての調査および各

種規制に関する調査をしなければならない。 

(2) 「公害対策基本法」等の関連法規に基づき一定の行為を行う場合は、許可申請も

しくは協議の手続きが必要である。 

(3) 環境影響評価法（平成 11 年６月 12 日施行）に基づいて環境影響評価を実施する。

特に工事中の騒音、振動、水質汚濁、生態系への影響等について事業者が実行可能

な範囲でできる限り環境影響を回避・低減することを評価の視点とすることと、環

境保全措置の一環としての事後調査が位置付けられている。 

３－２ 気象調査 

 気象および水文資料はできるだけ長期間のものを集める。一般的には過去 10 年間

を標準とする。 

３－３ 地形、地質および骨材調査 

(1) 工事途中で施工設備計画を変更したり、地滑り、崩落等により移設するような事

態が生じないよう考慮する。 

(2) 重要設備の基礎部分は、ボーリング等により表土の厚さ、基礎岩盤の状況等を把

握して、その地耐力を調査する。 

(3) 骨材調査は、一般に数カ所のボーリング調査を行い、骨材の有効埋蔵量および適

性を検討しておかなくてはならない。 

３－４ 輸送路調査 

(1) 輸送路調査は、施工設備計画に必要不可欠のものである。 

(2) 輸送すべき資材の数量、大きさ、重量等を予め把握して工事工程に対して円滑な

輸送が行えるよう現状の交通事情および輸送路の施設を調査する。 

３－５ 電力供給調査 

(1) 一般には最寄りの電力会社と協議した上で電力供給を受ける。 

(2) 電力会社からの供給が難しい場合には、自家発電設備を考慮する必要がある。 

施工設備の計画にあたっては、周辺の生活環境、気象、地形、地質、輸送路および電

力供給源等について調査を行わなければならない。 
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第２節 基本条件 

１．設備規模の検討（標準） 

〔解 説〕 

１－１ 施工設備の規模は、コンクリート打込み量を基準として、打込み設備、骨材製

造設備の順に決定する。 

１－２ 基本条件は、次の事項から決められる。 

(1) 不稼働日数 

(2) 打込み可能日数 

(3) コンクリート打込み量および骨材製造量 

(4) ブロック割り 

 柱状ブロック工法および柱状レヤ工法に対して、近年多く採用されているＲＣＤ

工法、拡張レヤ工法は、日当たりのコンクリート打込み量が増大するので注意を要

する。 

(5) リフトスケジュール 

１－３ 各設備の概略規模は、表６－２－１により求めることができる。 

表６－２－１ コンクリート打設量と施工設備 

コ ン ク リ ー ト 打 設 規 模 施 工 機 械 設 備 規 模 

ダム 

規模 

打

設 

月

数 

打設日 

月平均/月

最大 

時間当 

打設量 

打設時間

月平均/月 

最大

月平均 

打設量 

月最大 

打設量 

打設 

設備 

容量 

バケット

容量 

2 軸強

制練り

ﾐｷｻ 

容量 

ｾﾒﾝﾄ 

輸送設

備 

骨材 

製造 

設備 

骨材濁水

処理設備

10 万

m3 23 16/18 30m3/h 9h/13h 4,320m3 7,020m3 6.5t 2  m3 1  m3 20t/h 90t/h 160t/h

15 万

m3 23 16/18 45m3/h 9h/13h 6,480m3 10,530m3 9.5t 3  m3 1.5m3 30t/h 130t/h 230t/h

30 万

m3 30 16/18 70m3/h 9h/13h 10,080m3 16,380m3 13.5t 4.5m3 2.5m3 50t/h 200t/h 360t/h

50 万

m3 35 16/18 90m3/h 10h/14h 14,400m3 22,680m3 20  t 6  m3 3  m3 60t/h 260t/h 470t/h

100 万

m3 39 16/18 160m3/h 10h/14h 25,600m3 40,320m3 20t×2 6m3×2 3m3×2
60t/h

×2
500t/h 900t/h

200 万

m3 45 16/18 230m3/h 12h/17h 44,160m3 70,380m3 28t×2 9m3×2
4.5m3

×2

90t/h

×2
700t/h 1,300t/h

２．コンクリート運搬・打込み設備計画（標準） 

〔解 説〕 

２－１ コンクリート運搬および打込み設備計画は、施工設備計画の基本であり、他の

施工設備の計画もこれによるところが多い。 

２－２ コンクリート打込み設備計画は、コンクリート打込み量と打設月数あるいはリ

フトスケジュールによる。打設設備規模を決める基本は、日当たり最大打込み量と時

間当り打設量である。 

施工設備の規模は、ダム等の施工計画を考慮して決定する。 

コンクリート運搬・打込み設備計画は、コンクリート打込み計画を基に稼働条件を考

慮して決定する。 
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３．骨材製造および貯蔵設備計画（標準） 

〔解 説〕 

３－１ 原石採取運搬及び１次破砕設備の不稼働日数は、ダム土工の対象として考え、

本体掘削の不稼働日数と同一条件を考慮するのが一般的である。 

３－２ 骨材製造設備の能力は、月最大コンクリート打込み量に見合う骨材供給量を確

保する必要があるが、骨材貯蔵設備容量との関連から、ある程度の運転時間の平準化

が期待できるので、これらを勘案して必要以上に大きな設備能力とならないように決

定する。 

 なお、原石供給量には骨材製造過程で発生する損失量を考慮する。 

３－３ コンクリート骨材は、自然の材料を使用して生産されるので材料の品質変化等

による生産設備の改善に柔軟に対応できるよう設計上の配慮をしておく必要がある。 

４．設備配置の基本（標準） 

〔解 説〕 

４－１ 施工設備の配置計画は、地形、設備相互の連携および資材の輸送計画等を十分

考慮に入れて行うとともに、立地条件としての用地、生活および自然環境等の社会的

条件についても考慮する。 

４－２ 施工設備は、投資効果の観点から合理的で経済的な配置を検討する。 

４－３ 施工設備は、ダム完成後、転用、解体、撤去を必要とし、基礎構造物は殆ど無

価値のものとなることを念頭に入れて計画する。 

 跡地は、環境保全上整地して植生を行うことを考慮する。 

４－４ 施工設備の配置は、できるだけ現地形を利用し、資材の輸送には可能な限り重

力を利用した流れになるように計画する。 

 また、できるだけ大量な地山掘削を伴うような計画は避ける。 

４－５ 施工設備の配置は、単独の機械を複数組み合わせることによって、プラントと

しての効果を発揮する設備が多いので、機械と機械の接続部分、乗り継ぎ部等の方

式・形状を十分に配慮して計画する。 

４－６ 施工設備は、各設備固有の機能を発揮するようにするほか、最終的にコンクリ

ート打込みに至る各種施工設備を効果的かつ経済的に配置するよう計画する。 

４－７ 施工機械設備の計画のみでなく、各種放流設備の仮組ヤードおよび資材置場等

を確保するよう配慮する。  

５．そ の 他（参考） 

 凍結が予想される場合は、電気機器のポイントおよび配管等に対し、凍結防止の対策と

して保温あるいは水抜き等を考慮する。 

骨材製造および貯蔵設備計画は、コンクリート打込み計画を基に、前記の諸調査の結

果および運転時間の平準化などを考慮して決めるものとする。 

施工設備の配置は、立地条件および工事規模等を考慮し、設備の機能を能率的に発揮

できるように計画する。 
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第３節 コンクリート運搬・打込み設備 

１．機種の選定と組合せ（標準） 

〔解 説〕 

１－１ コンクリート運搬・打込み設備は、施工設備のうちで最もダムサイトの地形地

質条件の影響を受けるので、機種選定および組合せには十分な比較検討が必要である。 

１－２ ＲＣＤ工法および拡張レヤ工法などの合理化施工におけるコンクリート運

搬・打込み設備は、機種選定の自由度が高く、最も多様化している設備である。 

１－３ 機種によっては開発・研究段階にあるので、新しい情報等に留意する必要があ

る。 

２.コンクリート打設工法（参考） 

(1) コンクリートダムの打設工法は、ダムの形式・規模・堤体形状・堤内構造物及び

ダムサイト周辺の地形・地質条件を検討して最適な工法が選定されている。

(2) ダム形式では、アーチダムの場合には柱状工法が採用されているが、重力式コン

クリートダムでは堤体の規模・形状及びダムサイト周辺の地形・地質条件によりそ

の施工性を検討してＲＣＤ工法あるいは拡張レヤー工法が選定されている。

(3) 柱状工法の場合には、ケーブルクレーン（走行式あるいは軌索式）・ジブクレー

ン・タワークレーンが採用されてコンクリートバケットにより打設されている。

(4) ＲＣＤ工法の場合には、堤体コンクリート打設面が全面に亘って平坦であり、内

部コンクリートは超固練りのＲＣＤコンクリートで振動ローラでの転圧が完了した

後にはタイヤ走行式の車両であれば打設面上を走行できるという施工上のメリット

がある。 

バッチャープラントで練り混ぜられたコンクリートが、固定式ケーブルクレー

ン・インクライン・ベルトコンベヤ・タワークレーン・テルファークレーン等によ

り堤体内に設置したホッパに持ち込みさえすれば、後はダンプによる小運搬で施工

が可能である。また、堤体形状とサイト周辺の地形条件から容易に堤体への進入路

が取り付けられる場合にはダンプ直送によるコンクリート運搬が施工されている。

但し、堤体内に大規模な放流設備及び放流管を設置する場合には、これらの鋼構造

物の運搬据付けが可能なクレーン設備の設置が必要となるので、コンクリートの運

搬設備の選定に当たってはこれらの堤内鋼構造物の運搬据付けにも充分な配慮を

する必要がある。

コンクリート運搬・打込み設備の機種選定と組合せは、ダムサイトの地形とコンクリ

ート打込み量などを考慮し、最も効果的かつ経済的な方式を決定する。 

近年、ＲＣＤ工法及び拡張レヤー工法による面状施工が一般化しており、従来の柱状

工法のように堤体全面をクレーンのカバーエリアとする必要性がなくなって、コンクリ

ートの運搬・打ち込み設備が多様化しているので、現況について解説する。 
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(5) 走行式ケーブルクレーンを設置する場合には、ダムサイト両岸の地山を大量に

掘削する必要があり周辺の自然環境を大幅に改変してしまうので、森林の保護と温

暖化防止の観点からも極力避ける必要がある。 

ブロック工法（BLOCK CONSTRUCTION METHOD） 

柱状工法 

レヤー工法  (BLOCK LAYER CONSTRUCTION METHOD) 

打設工法 
ＲＣＤ工法（ROLLER  COMPACTED DAM CONCRETE METHOD） 

面状工法 

拡張レヤー工法（EXPANDED LAYER CONSTRUCTION METHOD） 

２－１ 柱状ブロック工法 

柱状ブロック工法は、従来から数多くのコンクリートダムで採用されてきた伝統的

な工法であり、その概要は下表のとおりである。 

キーワード 柱 状 ブ ロ ッ ク 工 法 の 概 要

粗骨材最大寸法 Ｇmax150mm, Ｇ1 (150－80)、Ｇ2 (80－40)、Ｇ3 (40－20)、Ｇ4 (20－5) 

外部コンクリート 有スランプ（3±1cm）の富配合(単位セメント量 210kg/m
３

) 
内部コンクリート 有スランプ（3±1cm）の富配合(単位セメント量 150kg/m

３

) 
横継目 ダム軸直角方向に15ｍ間隔でキー付の横継目型枠を設置

縦継目 縦継目型枠はジョイントグラウト配管を装備し打設ブロックを形成

バケット打設 ケーブルクレーンにより打設ブロックに上空からバケット打設

コンクリート締固め バイバックあるいは人力による内部振動機でのコンクリート締固め

柱状打設 左右岸先行打設で工事中の出水に対して中央部ブロックを越流

パイプクーリング

堤体打継面に25φ電縫鋼管を配管しコンクリート打設直後から冷水

を通水して初期のセメント凝固熱を解消する1次クーリングを施工

 2次クーリングにより堤体を最終安定温度に冷却

ジョイントグラウト

 2次クーリングにより堤体を最終安定温度（常温）まで冷却して堤体

ブロックを収縮させジョイント部の間隙にセメントミルクを注入し

堤体を一体化

コンクリート運搬 両端走行型・弧動型・軌索式等のケーブルクレーンを使用

２－２ 柱状レヤー工法 

柱状レヤー工法は、中小規模のコンクリートダムで採用されてきた打設工法であり、

柱状ブロック工法の縦継目の設置を省略することによりジョイントグラウトが不要

で柱状ブロック工法に比較して省力化される。 

２－３ ＲＣＤ工法 

(1) 面状工法 

ＲＣＤ工法は、従来の重力式コンクリートダムに必要とされる機能、安全性など

を確保して、施工の合理化を図るため打設ブロックを面状に拡大したダム施工方法

である。 
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(2) ノースランプコンクリート 

外部コンクリートは従来通り有スランプの富配合コンクリートを内部振動機で

締固めるが、内部コンクリートは、超硬練り（ノースランプ）のＲＣＤコンクリー

トをダンプトラック等の汎用機械で運搬して、ブルドーザにより敷均し、振動ロー

ラにより締固めるダム施工方法である。 

(3) 合理化施工法 

この工法は、工期の短縮、工事費の低減、作業の効率化、安全性の確保、環境保

全等の利点を有するコンクリートダムの合理化施工法である。 

コンクリート

製 造 

コンクリート

運 搬 

モルタル 

敷均し 

コンクリート

打設 

バイバック部 

コン締固め 

ブルドーザ 

薄層敷均し 

目地切機 

横目地造成 

振動ローラ 

転圧 

散水 

養生 

グリーン 

カット 

湛水 

養生 

打設面 

清掃 
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(4) 従来の柱状ブロック打設工法とＲＣＤ工法との施工上の相違点 

キーワード 施 工 上 の 相 違 点 

全面レヤー打設 全面レヤーで打設面上をダンプ運搬でコンクリートを打ち込む 

外部コンクリート 有スランプの富配合コンクリート（単位セメント量210kg／ｍ３）

内部コンクリート 超硬練りのノースランプコンクリート 

ＶＣ値 内部コンクリートのコンシステンシはＶＣ値で計測 

貧配合 内部コンクリートは単位セメント量が少ない（120kg／ｍ３） 

パイプクーリング 

不能 

打設面にブルドーザ等の汎用機械が走行するのでパイプクーリン

グによるコンクリート冷却は施工不能 

プレクーリング 堤体規模が大きくなると骨材のプレクーリングが必要 

ポストクーリング 冷水による打設面上の湛水冷却と養生 

内部コンクリート 

の運搬敷均し転圧 

ダンプトラックによる打設面上のコンクリート運搬・ブルドーザ

による薄層敷均しによる粗骨材の分離解消と予転圧・振動ローラ

による転圧 

リフト厚 締固め効果を考慮して75cm程度で施工 

埋殺し型枠 
上下流の外部コンクリートの収縮継目には鋼板製の埋殺し型枠を

設置 

打止め型枠 打設ヤードの末端には鋼製の打止め型枠を設置（転用して使用） 

振動目地切り 
内部コンクリートの横継目は、ブルドーザによる薄層敷均し後、

振動目地切機で亜鉛鍍鉄板を挿入して造成 

自走式グリーン 

カット機械 

広い打設面積を迅速に処理する自走式グリーンカット機械を使用 

発生ズリはバキュームカで回収 

コンクリート運搬 

バッチャープラントからコンクリート打設リフト面までの、上下

方向のコンクリート運搬は、ダムサイトの地形地質特性を考慮の

うえ、固定ケーブルクレーン、ダンプ直送、タワークレーン、イ

ンクライン、ベルトコンベヤ、テルファークレーン等を使用 
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(5) ＲＣＤ工法の利点 

キーワード Ｒ Ｃ Ｄ 工 法 の 利 点 

 工期の短縮 汎用土工機械類を使用して稼働効率を高め大量施工により工期短縮 

打設設備を軽減し汎用機械を使用してコンクリート打込費を低減 

 内部コンクリートの単位セメント量を低減してコストを縮減 建設費の低減 

 パイプクーリング及びジョイントグラウチングが不要 

 施工の安全性 
 広い作業面積での全面レヤー打設で隣接ブロックとの段差が少ない

から良好な施工性と安全性を確保 

 環境の保全 
 走行式ケーブルクレーンの設置に伴う走行路築造のための大規模な

地山掘削をなくしダムサイト周辺の環境を保全 

(6) ＲＣＤ工法の適応性 

キーワード Ｒ Ｃ Ｄ 工 法 の 適 応 性 

ダムの地形条件 Ｖ字型の急峻な地形より施工面積が広くとれるＵ字谷の方が最適 

小規模ダム 
コンクリート量の少ないダムでは広い施工面積が確保出来ないため 

ＲＣＤ工法の採用は困難 （拡張レヤー工法の採用を検討） 

堤内構造物 
放流設備・監査路等の堤体埋設物が多いダムではダンプ運搬その他 

重機の移動が制約されＲＣＤ工法の施工が困難  

コンクリート 

締固め 

外部コンクリートには内部振動機・内部コンクリートにはブルドー

ザによる敷均し・目地切機による亜鉛鍍鉄板の挿入・振動ローラに

よる転圧等異種の段取り替えが必要  
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(7) ＲＣＤ工法におけるコンクリート運搬設備 

ＲＣＤ工法におけるコンクリートの打込み作業はダンプトラック、ブルドーザ、

バックホ、ホィールローダ、振動ローラ、章動ローラ、グリーンカット機、バキュ

ームカなど汎用機械により行うので、主要な運搬設備としてはバッチャープラント

から打設面までのコンクリート運搬設備となる。主運搬設備としては、次に列挙す

る設備が使用されているが、ダンプ直送、ダンプ搭載型インクライン以外の機種で

はバンカー線から打設面上に設けられたホッパーまでコンクリートを運搬を行い、

ホッパーからはコンクリートをダンプトラックに積み替えて打設面上の運搬が行

われている。      

主運搬設備の選定にあたっては、ダム規模・堤体形状・堤内構造物（放流管・監

査廊）とダムサイトの地形地質条件に応じて最適な機種を配置する必要がある。 

コンクリート運搬打設設備のカバーエリヤから外れる場所に放流管及び監査廊

等の堤内構造物が存在する打設面上では、重機類がこれらの堤内構造物を横断する

ための仮設橋が必要となるので仮設橋の構造及び配置位置が施工の支障とならな

いよう十分な検討を要する。 

固定式ケーブルクレーン 

ダンプ直送（進入路・リフトアップ桟橋） 

運搬設備 インクライン（ホッパステーション型・ダンプ搭載型） 

ベルトコンベヤ 

タワークレーン 

テルファークレーン 

1）固定式ケーブルクレーン 

固定式ケーブルクレーンの設置には大規模な地山掘削を必要とせずダムサイ

ト周辺の環境に対する影響を極力限定することが可能であり、その施工性も左右

岸全線に亘ってコンクリート運搬が可能であり、また施工に必要な建設資材およ

び汎用機械の堤体への搬出入（雑運搬）にも利便性が良好であることから最近に

なって見直されはじめている機種である。 

ダム名 
堤高 

(m) 

堤頂長 

(m) 

堤体積 

(m3 ) 

ケーブルクレーン

規格×基数 

島地川 89 240 317,000 13.5ｔ固定式×1基 

千屋 97.5 259 697,000 13.5ｔ固定式×2基 

滝沢 140 424 1,800,000 13.5ｔ固定式×3基 
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2)ダンプ直送 

① 堤体に進入道路を取付けることにより、バッチャープラントから打設面までダ

ンプトラックを直接走行させる方式である。 

② 急峻なダムサイトにおいては堤体への進入道路を多数築造することが困難で

あるため堤体と進入道路の間に±15％程度上下に可動する仮設桟橋を設置し

ている。 

③ ダンプトラックその他の機械が打設面へ直接出入りするので、堤体への乗込み

部やバッチャープラントの近傍にはタイヤ洗浄設備を設置する必要がある。 

④ 堤体上部の施工では堤体幅が狭くなり、ダンプトラックの方向変換ができなく

なるので、三転ダンプ及びクローラダンプの使用並びに補助設備として、ケー

ブルクレーン・タワークレーン・ベルトコンベヤ等を使用する場合が多い。 

⑤ ダンプトラックタイヤ洗浄設備（ダンプトラック直送方式） 

ダンプトラックが場外からコンクリート打設面に直接進入するため、タイヤに

付着する泥分等の不純物を除去する装置である。 

⑥ 堤体内構造物の横断設備 

堤内仮排水路、通廊、放流管等の堤体内に埋設される構造物は、ダンプ走行の

障害となるので乗越桟橋や斜路を設置する必要がある。 

ダンプ直送により施工されたダムは、下記のとおりである。 

ダム名 
堤高 

(m) 

堤頂長 

(m) 

堤体積 

(m3 ) 
コンクリート種別 搬入方法

 大川   75   406.5  1,000,000 マット部コンクリート 搬入路を堤体に直付け

 美利河   40  1,480   870,000 搬入路を堤体に直付け

 宮床   48   256  329,000 マット部コンクリート 搬入路を堤体に直付け

 札内川  114   300  770,000 搬入路を堤体に直付け

 白水川   54.5   367   314,000 リフトアップ桟橋

 朝日小川   84   260   361,000 搬入路を堤体に直付け

 朝里   73.9   390   517,000 リフトアップ桟橋

 布目   72   322   330,000 
堤頂部13.5tタワー 

 クレーン 

 竜門   99.5   620  1,074,000 リフトアップ桟橋

 八田原   84.9   325   500,000 リフトアップ桟橋



6－17 

3）インクライン 

インクラインの構成及び構造並びに施工上の特長を下表に示す。 

インクラインによる施工事例 

キーワード イ ン ク ラ イ ン の 構 成 

道床コンクリート 

と軌条 

堤体アバットメントに道床コンクリートと軌条を設置し、バケット台 

車あるいはダンプ搭載台車を昇降させてコンクリートを運搬 

バケット台車方式 

バッチャープラントで練り混ぜられたコンクリートをバンカー線でト

ランスファーカからバケット台車に積込みインクライン上を降下して

ホッパーステーションでコンクリートを荷卸し打設面上はダンプ運搬

堤内への雑運搬のためには別途補助運搬装置が必要 

ダンプ搭載台車方式

バッチャープラントでダンプに積込まれたコンクリートをそのまま堤

体上の打設ヤードまで運搬できるのでコンクリートの積み替えがな

く、特に夏期のプレクーリングを実施する場合には最適な運搬方法 

また広い台車には堤体上で稼働する汎用機械も搭載できる雑運搬機能

も有する 

乗越し桟橋 
打設面上に放流管や監査廊等の堤内構造物があるリフト面ではこれら

の構造物を跨いでダンプその他の重機類が走行する乗越し桟橋が必要 

インクライン 

敷設期間 

堤体の基礎掘削が完了しないと道床コンクリートが施工出来ないので

コンクリートの打設開始が遅れる 

サイクルタイム 
インクラインは、台車をウインチで昇降させるのでケーブルクレーン 

運搬に比べ打設量の多い堤体下部ではサイクルタイムが長くなる 

インクラインの規格 ３ｍ３、4.5ｍ３、６ｍ３、９ｍ３の機種が使用 

ダム名 
 堤高 

 (m)  

堤頂長 

(m) 

堤体積 

(m3) 

インクライン 

型式・規格
雑運搬設備

 玉川   100   441.5  1,150,000  バケット台車 9ｍ3 ×2基 20t固定ケーブル

 真野    69   239    210,000  バケット台車 4.5ｍ3 ×1基 4.5t軌索ケーブル

 小玉   102   280    570,000  バケット台車 6 ｍ3 ×1基  6.5t軌索ケーブル

 道平川    70   300    350,000  バケット台車 6 ｍ3 ×1基 4.5t軌索ケーブル

 神室    60.6   257    307,000  バケット台車 4.5ｍ3 ×1基 4.5t軌索ケーブル

 境川   115   297.5    713,000  バケット台車 4.5ｍ3 ×2基 9.5t軌索ケーブル

 宮が瀬   156   400  2,060,000  ダンプ搭載台車9ｍ3 ×2基 9.5t軌索ケーブル
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4）ベルトコンベヤ 

ＲＣＤ工法におけるベルトコンベヤによるコンクリート運搬方法には、リフトアッ

プタワー方式・ジグザグコンベヤ方式・堤頂部コンベヤ方式等がある。 

キーワード ベ ル ト コ ン ベ ヤ の 特 長 

  輸送能力   簡便な輸送装置で製作据付費に比し時間当り輸送能力が大きい 

  基礎価格   基礎価格は低廉で償却費用が少ない 

  環境の保全   設備据付けための基礎掘削量が小さく周辺環境を保全 

  輸送限界   運搬勾配に限界があるため地形条件による制約が大きい 

  設備の移設   打設面の上昇に追随してコンベヤシステムの移設が必要 

  骨材分離と 

  モルタル飛散 

  ベルトコンベヤより打設面にコンクリートが落下するときの骨材

分離とモルタル飛散が生じやすい 

  運転技能   熟練運転士は不要 

① リフトアップタワー方式 

キーワード リフトアップタワー方式によるコンベヤ運搬の特長 

コンベヤライン 
堤体上流側に設置したバッチャープラントから地形に沿って

ベルトコンベヤラインを設置 

リフトアップタワー 

堤体内に建て込んだリフトアップタワーで先端コンベヤを支

持して、運搬されたコンクリートを堤体上のコンクリートホッ

パに貯留 

ダンプ運搬 打設面上のホッパに貯留されたコンクリートをダンプ運搬 

先端コンベヤの 

リフトアップ 

堤体の立ち上がりに応じてリフトアップタワー頂部に装置さ

れた巻上げウインチにより先端コンベヤをリフトアップ 

先端コンベヤの 

俯仰角度 

先端コンベヤの俯仰角度は±18゜であり、1 基のリフトアップ

タワーでのコンクリートの打込み可能高さは 30ｍ程度 

コンベヤラインの 

増設あるいは移設 

先端コンベヤの俯仰角度が 18゜に近付く前に堤体アバット寄

りに順次リフトアップタワーを堤体内に立ち上げて地形に沿

って配置されるコンベヤラインの増設あるいは移設が必要 

② ジグザグコンベヤ方式 

キーワード ジグザグコンベヤ方式によるコンベヤ運搬の特長 

ジグザグコンベヤ 

ライン 

ダム天端に設置したバッチャープラントからダム上流側の傾斜

面に沿ってジグザグコンベヤラインを設置 

インクラインと旋回

起伏式コンベヤ 

コンベヤラインとダムアバットメントの間の傾斜面にインクラ

イン（道床コンクリートと軌条）を設置し走行型旋回起伏式コ

ンベヤを配置 

ダンプ運搬 打設面上のホッパに貯留されたコンクリートをダンプ運搬 

旋回起伏式コンベヤ

のリフトアップ 

堤体の立ち上がりに応じてダム天端に設置した巻上げウインチ

により旋回起伏式コンベヤをリフトアップ 
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③ 堤頂部コンベヤ方式 

キーワード 堤頂部コンベヤ方式によるコンベヤ運搬の特長 

ケーブルクレーン 

の設置が不可能 

堤頂長の長いコンバインドダム（重力式コンクリートと 

フィルの複合ダム）でケーブルクレーンの設置が不可能 

コンベヤ設置 ピヤー部に脚柱を建てその上にトラスフレームを架設し 

コンベヤを設置 

スクレーパ コンベヤからのコンクリートの荷卸しはスクレーパにより 

掻き落とし 

旋回コンベヤ 堤頂部打設面上でのコンクリートの分配はトラスフレーム下部に

旋回コンベヤを配置して施工 

コンクリート供給 ダンプ運搬されたコンクリートをホッパに受け入れコンベヤ 

に供給 

雑運搬 雑運搬機能を持たせるためトラスフレーム上部には積載量 1ｔの

運搬台車と 1ｔ吊りの走行クレーンを配置 

ベルトコンベヤによる施工事例 

ダム名   堤高 

  (m) 

 堤頂長 

  (m) 

  堤体積 

   (m3) 

コンベヤ運搬方式 

型式・規格

 雑運搬設備  

浦山 156 372 1,750,000 

ベルトフィーダ－ 主

コンベヤ（900mm 平ベル

ト）－リフトアップタワ

ー－ 打設面上ホッパ

－ダンプ堤内運搬 

9.5t 

軌索ケーブル

月山 123 393 1,160,000 

ジグザグコンベヤ

（900mm 平ベルト）－イ

ンクライン上走行式旋

回スプレッダ－打設面

上ホッパ－ダンプ堤内

運搬 

20t 

部分移動ケーブル 

竜門 99.5 620 1,074,000 

ダンプ直送運搬－荷受

けホッパ－堤頂部主コ

ンベヤ（600mm 平ベル

ト）－スクレーパ－分配

コンベヤ－堤頂打設 

1t  

運搬台車 

1t  

走行クレーン 

滝里 50 455 455,000 

ベルトフィーダ－パイ

プコンベヤ－ リフト

アップタワー－打設面

上ホッパ－ダンプ堤内

運搬 

9.5t  

タワークレーン 
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5）タワークレーン 

タワークレーンは、堤体掘削面側近に 10m 立方程度のフーチングコンクリー

トを打設してその上に設置されるのでダムサイト周辺環境に与える影響は殆ど

なく、またコンクリートの運搬性能も雑運搬性も良好である。 

ダム上流側もしくは下流側にトレッスルガーダーのバンカー線を設置し天端

より低い位置で堤体左右岸の地山を掘削して基礎コンクリートを岸着のうえタ

ワークレーンを設置し、バッチャ－プラントで練り混ぜられたコンクリートをト

ランスファーカで運搬してクレーンバケットに積込み堤体上のコンクリートホ

ッパに投入する。 

打設面上ではコンクリートホッパからダンプトラックに積替えて打設ヤード

に運搬する。 

 ダム名   堤高 

  (m) 

 堤頂長 

  (m) 

  堤体積 

   (m3) 

        タワークレーン     

          規格・型式 

 蛇尾川   104   237   590,000    20t-75m固定式×2基 

 葛野川   105    263.5   622,000       20t-75m固定式×2基 

 上野   120    350   720,000       20t-75m固定式×2基 

6）テルファークレーン 

ダム直上流にＨ鋼製のリフチングタワーと堤体内にコンクリートバケットを

引き込む水平ビームを設置し、バンカー線上をトランスファーカで運搬されたコ

ンクリートをバケットに積替え、タワー頂部のウインチ装置により巻き上げて水

平ビーム下に装着した横行トロリーを横行ロープで駆動して打設面に配置する

コンクリートホッパまで運搬する設備である。打設面上のコンクリート運搬はダ

ンプトラックで行われる。 

 ダム名 
  堤高 

  (m) 

 堤頂長

  (m) 

  堤体積 

   (m3) 
機種 規格・型式 

 長井  125.5   381 1,200,000 テルファークレーン 9m3固定式×2基 
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図６－３－１ 滝沢ダム 13.5t 固定式ケーブルクレーン３基による 

ＲＣＤコンクリート輸送設備 

図６－３－２ ダンプ直接進入路（朝日小川ダム） 
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図６－３－３ ホッパステーション型インクライン運搬設備概要図（境川ダム） 

図６－３－４ ダンプ搭載型インクライン鳥瞰図（宮ヶ瀬ダム） 
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図６－３－５ リフトアップタワー方式による BCP 工法（浦山ダム） 

図６－３－６ 傾斜部にジグザグコンベヤを配置した BCP 工法による運搬システム図 

（月山ダム） 
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図６－３－７ BCP 工法による堤頂部コンクリート打設要領図（竜門ダム） 

図６－３－８ タワークレーン 
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図６－３－９ テルファークレーン設置図 
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２－４ 拡張レヤー工法 

拡張レヤー工法は、打設ブロックを複数のレヤーブロックに拡張して広い打設ヤー

ドで従来の富配合コンクリート（Gmax150 ㎜・スランプ 3±1cm）を一気に打設するの

で打設作業が能率的で安全性も向上し、内部振動機のみで締固めるコンクリート打設

工法である。  

ＲＣＤ工法を採用しているダムにおいても堤頂部は富配合の有スランプコンクリ

ートを使用しているので、その施工には拡張レヤー工法を採用している。 

(1) 拡張レヤー工法による堤体施工の基本フローは下図のとおりである。                  

コンクリート 

締固め 

目地切機 

横目地造成 

養生 

グリーンカット

打設面 

清掃 

コンクリート 

製  造 

コンクリート 

運  搬 

モルタル 

敷均し 

コンクリート 

打設 
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(2) 拡張レヤー工法の特長  

キーワード 拡 張 レ ヤ ー 工 法  の  特 長 

 打設リフト厚 
0.75m（低標高部で打設面積の大きいブロック）  

1.5m （高標高部で打設面積の小さいブロック） 

 打継面処理   打設リフト厚が低くなると打継面の処理面積が増大 

 施工性・安全性   打設面がほぼ全面的に水平で施工性と安全性が高い 

 コンクリート 

 締固め 

  広い打設ヤードで有スランプの内外部コンクリートをバイバックの

内部振動機のみで締固めるのでＲＣＤ工法に比較して簡潔な施工法

 横継目の形成 
  有スランプコンクリートを内部振動機で締め固めた後、振動目地切

機で亜鉛鍍鉄板を挿入して形成 

 コンクリート 

 配合切替 

  構造物周辺・打止め型枠際に有スランプコンクリートを打設するの

でＲＣＤ工法に比較してコンクリートの配合切替が少ない 

 堤体温度規制 
  パイプクーリングおよびジョイントグラウチングがなく堤体温度規

制条件の緩やかな中小規模のダムには有利な工法 

 上下流面型枠   数ブロックを連続打設するので上下流面の型枠スライド時期が集中

 洪水の越流 
  工事中に洪水が堤体を全面越流すると打設面上の打設機材や堤内構

造物等が冠水する危険性が大きい  

 拡張可能な 

 ブロック数 

  ダムサイトがＶ字谷で堤頂長の短い地形に築堤されるダムでは拡張

するブロック数が制限されるので施工上のメリットが少ない 

 打設面上の 

 重機類 

  ダンプ・ホィールローダ・バイバック・目地切機・グリーンカット

機バキュームカ・ホィールクレーン等でＲＣＤ工法に比べて少ない
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 (3) 拡張レヤー工法における運搬打設設備 

拡張レヤー工法におけるコンクリート運搬打設設備は、ブロック工法及びＲＣＤ

工法における運搬打設設備とほぼ同様の設備で施工が可能である。  

軌索式ケーブルクレーン     

ダンプ直送（進入路・リフトアップ桟橋）         

運搬設備 ベルトコンベヤ                        

タワークレーン

ライジングタワー                                 

1) 軌索式ケーブルクレーン 

軌索式ケーブルクレーンの設置には走行式のような大規模な地山掘削を必要

としないので周辺環境を大きく改変することもなく、その施工性もコンクリート

運搬打設作業のほかに雑運搬で総称される資機材の堤体への搬出入作業も所定

の位置に的確に対応できるので良好である。 

ダム名 
  堤高

  (m) 

 堤頂長

  (m) 

  堤体積 

   (m3) 
機種 規格・型式 

三春 65 174 174,000 ケーブルクレーン 13.5ｔ軌索式 

灰塚 50 196.6  180,000 ケーブルクレーン 13.5ｔ軌索式 

2) ダンプ直送（進入路・リフトアップ桟橋）         

堤高が低く堤頂長の長いダムでは堤体への進入路が容易に取り付けられる

のでダンプ直送が最適の運搬方法として選定される。 

堤頂部コンクリート打設にはクローラクレーンによるバケット打設が使用

されている。 

ダム名 
  堤高 

  (m) 

 堤頂長 

  (m) 

  堤体積 

   (m3) 
機種 規格・型式 

栗山 31.9 540  174,000 10ｔダンプ直送 
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3) ベルトコンベヤ 

① ベルトコンベヤ部分搬送方式 

ケーブルクレーンのカバーエリヤから外れた減勢工コンクリート等の部分

的なコンクリート打設に採用された搬送方式であり、堤体下流面のバケットカ

ーブ付近にコンクリート積み替え用のホッパを設置してバッチャープラント

で練り混ぜられたコンクリートをケーブルクレーンから受け取りベルトフィ

ーダ・連絡コンベヤ・主コンベヤへと運搬する。 

主コンベヤからのコンクリートの横取りは、主コンベヤ上を走行するスクレ

ーパで行いホィール走行式中継コンベヤとクローラ走行式スプレッダコンベ

ヤで減勢工水叩部コンクリートの打設を施工した。 

ダム名 
堤高 

(m) 

堤頂長 

(m) 

堤体積 

(m3) 
打設部位 

ベルトコンベヤ 

規格・型式 

浅瀬石川 91 330 700,000 減勢工 平ベルト600mm 

蓮 78 280 484,000 減勢工 平ベルト600mm 

② ベルトコンベヤ全面搬送方式 

堤高に比較して堤頂長の長いダムでは、バッチャープラントで練り混ぜられ

たコンクリートをウエットホッパ下に配置したベルトフィーダで連続的にコ

ンベヤ設備へ供給し打設ヤードまで一貫して輸送する搬送システムである。 

堤体内のコンベヤ配置は、ダム軸直下流のピヤー設置位置に主コンベヤの脚

柱 2 本を建て込んでコンベヤトラスを挟み込んで支持し堤体の立ち上がりに

応じてコンベヤトラスを上にシフトアップする構造である。主コンベヤからの

コンクリートの横取りは旋回式コンベヤ付自走型トリッパにより行い、打設面

上にはクローラ走行式中継コンベヤとクローラ走行式スプレッダコンベヤを

配置して打設ヤードまで一貫してコンクリートを輸送した。 

フィルダムの洪水吐きコンクリートをバッチャープラントから一連のコン

ベヤ搬送システムで施工が行われている。流入部コンクリートは、流入部水叩

き部に固定式のセルフクライミング型全旋回式スプレッダーコンベヤを設置

してコンクリートを打設した。シュート部及び減勢工コンクリートはシュート

水叩きの傾斜部（－23゜）の地山寄りに主コンベヤと中央部に軌条を敷設して

その上に走行式旋回スプレッダを設置しで施工した。 
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ダム名 
堤高 

(m) 

堤頂長 

(m) 

堤体積 

(m3) 
打設部位

ベルトコンベヤ 

規格・型式 

高滝 24.5 379 80,000 堤体 

平ベルト600mm、ベルトフィーダ

－連絡コンベヤ－主コンベヤ－

旋回コンベヤ付トリッパ－自走

型旋回式中継コンベヤ－自走型

旋回式スプレダーコンベヤ 

小平 42.4 475 274,000 堤体 

平ベルト600mm、ベルトフィーダ

－連絡コンベヤ－主コンベヤ－

旋回コンベヤ付トリッパ－自走

型旋回式中継コンベヤ－自走型

旋回式スプレダーコンベヤ 

七ケ宿 90 565 

フィル堤体

 5,201,000

洪水吐 

 160,000 

洪水吐 

平ベルト600mm、ベルトフィーダ

－主コンベヤ－固定全旋回式ス

プレッダー－主コンベヤ－走行

型旋回式スプレダー 

4) タワークレーン  

タワークレーンは堤体下流側の堤体敷内もしくはその側近あるいは堤体の上

流側に設置されるが、その設置位置の選定にはダムサイトの地形地質条件・施工

設備の全体配置計画・コンクリート打設の施工性等をよく検討して決定すること

が肝要である。 

ダム名 
 堤高 

  (m) 

堤頂長 

  (m) 

  堤体積 

   (m3) 
機種 規格・型式 

苫田 74 225  270,000 タワークレーン 13.5ｔ固定式×2基 

5）ライジングタワー 

堤体上流側に 2 基のライジングタワーを設置し、バッチャープラントで練り混

ぜられたコンクリートをＨ鋼製のステージング上に配置したバンカー線にシュ

ート排出型トランスファーカを走行させてライジングタワーのバケットに積み

替える。 

ライジングタワーは堤体に沿って鉛直に設置されたマスト・バケットを昇降さ

せる巻上装置・バケットを横行させる横行装置・水平ジブ・マストと水平ジブを

繋ぐガイドマスト・堤体の打設に応じて上昇する油圧昇降装置から構成されてい

る。昨今、ダム建設による環境保全対策に十分な配慮が求められており、ケーブ

ルクレーン等の設置に付随して発生するおおきな地山掘削を避けるためライジ

ングタワーによるコンクリート運搬設備が設置された。 

ダム名 
 堤高 

  (m) 

堤頂長 

  (m) 

  堤体積 

   (m3) 
機種 規格・型式 

鷹生 77 309  319,000 ライジングタワー 4.5m3固定式×2基 
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図６－３－10 軌索式ケーブルクレーン配置図（灰塚ダム） 

図６－３－11 BCP 工法における打設平面図（高滝ダム） 
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図６－３－12 BCP 工法におけるコンベヤ配置図（小平ダム） 

図６－３－13 フィルダム洪水吐コンクリート打設 BCP 工法（七ヶ宿ダム） 
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図６－３－14 タワークレーン配置図（苫田ダム） 

図６－３－15 ライジングタワー 全体組立図 
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３．所要能力（標準） 

３－１ 所要能力の算定 

                  ここに、Ａｃ： 所要能力                  (m３/h) 

     Ｖ  ： 月最大打込み量            (m３) 

     ｄ  ： 月最大打込み時の作業日数  (日) 

     ｈ  ： １シフト当たり打込み時間 (h/sift) 

     ｓ  ： １日当たりシフト数       (sift/日) 

     ｙ  ： 月最大打込み時の実打込み時間率 

３－２ 打込み能力の算定 

(1) バケット及びダンプを用いる打込み設備 

                 ここに Ａｖ：打込み能力                (m３/h) 

    Ｂ：バケットまたはダンプ容量   (m３)  

ｔ：平均サイクルタイム        （min） 

3～4min 程度 

    Ｅ：作業効率   

表６－３－１ 定格荷重とバケット容量 

定格荷重（ｔ） バケットまたはダンプ容量（m
３
）

4.5 t 級 1.5 

6.0 2.0 

9.0 3.0 

13.5 4.5 

20.0 6.0 

表６－３－２ 作業効率（Ｅ） 

区  分 
ケーブル 

クレーン 

ジブ・タワー 

クレーン 

一 般 部 0.82 0.78 

岩  着 部 0.72 0.68 

構造物周辺等 0.64 0.60 

(2) 連続打込みする機種 

              ここに、Ｑ：時間当たりの公称能力 (m３/h) 

    η：機械効率 

    Ｅ：作業効率（近似する実績より） 

Ａｃ＝
ｄ・ｈ・ｓ・ｙ

Ｖ

Ａｖ＝
Ｂ・６０・Ｅ

ｔ

Ａｖ＝Ｑ・η・Ｅ
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３－３ サイクルタイム（参考） 

クレーン等によるコンクリート打込みに要するサイクルタイムは、機種、ダム形状

および地形などの現場条件により変わるので、サイクルタイムの算定にあたっては実

体を良く把握して検討しなければならない。 

平均サイクルタイム（Ｃｍ）は、クレーンの機種、ダムの形状、その他の現場条件

等を考慮して算定する。なお、算定にあたっては、コンクリート運搬線からクレーン

の打設範囲の堤体重心点までの巻上げ、巻下げ、横行、起伏、旋回等の作業を考慮し

て理論式により求める。 

また、ホッパ等を堤体上に設置してコンクリート打設を行う場合は、ホッパ等の重

心点を算定し、理論式により求める。 

サイクルタイムの算定は、「ダム施工機械設備設計指針（案）」の 27 頁を参照の

こと。 

３－４ 作業効率の算定 

(1) コンクリート打設の平均作業効率は、次式により算定する。 

Ｅ１～Ｅ３：作業効率（｢表６－３－２作業効率」による） 

Ｖ１   ：一般部の堤体積        （ｍ３） 

Ｖ
２
   ：着岩部の堤体積        （ｍ３） 

Ｖ
３
   ：構造物周辺等の堤体積  （ｍ３） 

（注）対象となるコンクリートの体積は、クレーンの打設範囲内の部分とする。 

なお、一般部、着岩部、構造物周辺等の区分は以下の通りとする。 

一   般   部：内部コンクリート、上流面および下流面の外部コンクリート 

着   岩   部：着岩部付近でハーフリフトで打設するブロックおよびアバッ

ト部の着岩ブロック等のコンクリート 

構造物周辺等：放流管や監査廊その他構造物周辺のコンクリートおよびピア

等の構造用コンクリート 

（注）導流壁のコンクリートの打設作業における作業効率は、導流壁の大きさ、形

状に関わらず構造物周辺等を適用する。 

(2) 標準バケット以外を使用する場合の作業効率 

小ブロック等を標準バケット以外の小型バケットで打設する場合においても、

コンクリート打設の作業効率は、標準とする。 

４．コンクリート運搬設備（標準） 

４－１ 機種の選定 

コンクリート運搬設備には、大別すると自走式、エンドレスウインチ式、ベルトコ

ンベヤ式、循環型懸垂式がある。 

自走式には、レール上を走行する車輪式と路面上を走行するタイヤ式がある。また、

コンクリートをバケットに積載して台車により運搬のうえ、クレーンにバケットごと

受渡しするバケット台車方式とホッパにコンクリートを積載して運搬のうえ、クレー

ンのバケットに積み替えるトランスファーカ方式がある。循環型懸垂式は複数の固定

式ケーブルクレーンにコンクリートを効率的に供給する方式である。 

これらの選定の目安は、次の通りである。 

Ｅ=
Ｅ1×Ｖ１＋Ｅ２×Ｖ２＋Ｅ３×Ｖ３

Ｖ１＋Ｖ2＋Ｖ3
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(1) 施工の安全対策および省力化の面からレール上を自走するトランスファーカ方式

が一般的に選定されている。 

(2) 走行動力方式には電動式とエンジン式がある。また、電動式にはケーブル巻き取

り方式と集電方式があり、エンジン式には直接駆動方式と発動発電方式がある。一

般的には、電動式ではケーブル巻き取り方式、エンジン式では直接駆動方式が多く

用いられている。 

(3) コンクリート運搬線が直線で 50ｍ程度と短い場合には電動機駆動の自走式あるい

はエンドレスウインチ式が用いられており、コンクリート運搬線が曲線の場合や直

線でも 100ｍ以上となる場合にはエンジン駆動の自走式とするのが一般的である。 

(4) 自走式のうちタイヤ式は運搬距離の長い場合に使用されている。 

(5) 循環型懸垂式は複数のクレーンバケットが各々一定点のプラットフォームに着床

してコンクリートを受け渡す場合に能率的な稼働が見込まれる。 

表６－３－９ 

４－２ 配置上の留意事項 

(1) コンクリート運搬線の線形は、レール方式の場合には曲線部を極力少なくする必

要がある。車両が固定軸型の場合ではレールの曲率半径を 200ｍ以上、ボギー車両

の場合には 50ｍ以上の曲率半径を必要とする。 

なお、小さな曲率半径を採用する場合は車両の走行速度を下げる必要がある。 

(2) 電力ケーブルによりトランスファーカに給電する場合、バンカー線に沿って水中

ガイドトラフを設けて電力ケーブルを浮遊させることにより、ケーブル被覆絶縁材

の保護とスムースなリールへの巻き取りを図る必要がある。 

(3) 運搬距離が長い場合や複数の車両を用いる場合には適切な場所に待避線を設ける。 

(4) 同一のコンクリートプラントから補助打ち込み設備にコンクリートを供給する場

合には衝突防止および異種配合コンクリートの積込みミスを防止するための適切な

信号等の安全施設を設ける。 

(5) コンクリート運搬線のうちバケット吊り込み場所などの転落の危険性のある箇所

には保安施設等を設ける。 

運搬方式 駆動方式 運搬距離 線形 勾配 摘    要  

ウインチ式 制限あり 直線 0゜～10  傾斜走行可能 
トランスファーカ

自走式 制限なし 直線・曲線 2゜  電動式・エンジン式

ウインチ式 制限あり 直線 0゜～10  傾斜走行可能 
バケット台車 

自走式 制限なし 直線・曲線 2゜  電動式・エンジン式

懸垂型循環式 自走式 制限なし 直線・曲線 0゜  電動式 
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図６－３－16 4.5m3 トランスファーカ 

図６－３－17 バケット台車 



6－38 

図６－３－18 滝沢ダム 4.5m3 懸垂型循環式コンクリート運搬設備 

４－３ コンクリート運搬打設設備設計上の留意事項 

(1) 共通事項 

1）運搬設備は、所定の運転条件を満足する性能及び主要諸元並びに構造を有する

ものとする。 

2）運搬設備の定格荷重は、コンクリートバケット及びコンクリート並びに吊具の

合計質量で、フックブロックに吊ることの出来る実際の荷重である。 

3）運搬設備の揚程は、バケット及び台車の巻下げ最低位置から巻上げ最高位置ま

での距離とし、構造及び保安上に必要な余裕を見込む。 

4）クレーン類の場合、吊り荷の下端から堤頂部構造物の最上端まで 3ｍ以上の離

隔距離を確保する。 

5）運搬設備の巻上げ、巻下げ、俯仰、横行、走行等の各速度は、所要能力と作業

の安全性を確保することを考慮して決定する。 

6）運搬設備に使用するワイヤロープ張力は、運転作業中の吊り荷重の状態、サグ

及び各ロープ速度等を考慮して適切に計算する。 

7）運搬設備に使用するワイヤロープは、設備の構造形式及び荷重条件並びに運転

作業条件などを考慮して適切なロープ種別を選定し、安全率を考慮して必要なロ

ープ径を決定する。 

8）運搬設備の各駆動装置は、所定の速度の確保及び速度変化並びに微調整にもス

ムーズに対応し、必要な安全装置が確実に作動する構造とする。 

9）運搬設備の走行装置は、荷重が各車輪に均等に分担され、所定の速度で確実な

走行及び起動停止並びに微動走行が可能な構造とする。また、衝突防止装置、ス

トッパ、係留装置は、確実に作動する構造とする。 

10）運搬設備の各駆動装置の電動機出力は、軸動力に伝動機類の機械効率を加味し

て決定する。 

11）運搬設備の各駆動用電動機の種別の選定には、速度制御方式、速度トルク特性、

熱容量、設置条件等を考慮する。 

12）コンクリートバケットは、所定のコンクリート量に対して充分な容量を確保す

る。 

13）バケットのゲート開閉操作は、無線による遠隔操作が一般化しており、ゲート

開閉動力にはコンクリートバケット質量を利用した空気圧あるいは油圧畜圧方

式・エンジン付コンプレッサ方式・バッテリー充電方式・ソーラーシステム等が
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利用されているので、現場での使用条件から最適な方式を選定する。 

14）バンカー線にプラットフォームを設置してクレーンでバケットを吊ったままの

状態で着床させ、サイドシュート型トランスファーカから放出して積み込むこと

によりサイクルタイムの短縮が図られる。 

15）運搬設備の運転室は、十分な視界と良好な操縦性が確保できる形状及び構造と

する。また、運転室にはバケットの移動位置を常時確認できる表示装置と打設現

場その他必要箇所との間で通話ができる通信装置を設ける。 

16）運搬設備の保護のために確実に作動する制御装置・非常停止装置・逸走防止装

置・過負荷防止装置・近接スイッチ・各種インターロック等の安全装置を設ける。 

17）運搬設備の運転方式は、運転室からの遠方操作を標準とし、点検整備時には機

械室において機側操作ができるものとする。ただし、機側操作に際しては遠方操

作をインターロックする。 

18）運搬設備作業時の基礎荷重の算定は、各設備及び装置の質量・各ロープ張力・

風荷重・雪荷重・地震荷重その他の外力を適切に組み合わせて行う。 

運搬設備休止時の基礎荷重の算定は、各設備及び装置の質量・各ロープ張力・

暴風時風荷重・雪荷重・地震荷重その他の外力を適切に組み合わせて行う。 

19）堤体内に大規模なコンジットゲート・水位維持ゲート・選択取水ゲート・クレ

ストゲート等を装備するダムにおいては、コンクリート運搬打設の他にこれらの

放流設備の堤体内への搬入及び据付作業が必要となるので、運搬設備の機種選定

に際しては、施工性、能率性、安全性等を考慮して決定する必要がある。 

また、これらの構造物の仮置き及び地組み並びに荷取りヤードも確保する。 

(2) ケーブルクレーン 

1）ケーブルクレーンには、走行型・軌索型・固定型があり、従来の柱状工法で打

設面を全面に亘ってカバーできる走行型・軌索型が多用されてきた。ところがＲ

ＣＤ工法や拡張レヤー工法の普及に伴い、堤体打設面が全面に亘って平面施工と

なり,堤体上に設置したグランドホッパにまで固定式ケーブルクレーンでコンク

リートを搬入すれば後の打設面上の小運搬はダンプにより容易に搬送ができる

ようになったためコンクリート運搬設備が飛躍的に簡素化される結果となった。 

2）横行トロリーは、走行によって主索に局部的な曲げ応力発生しないよう荷重を

均等に車輪へ分布するものとし、保守点検の容易な構造とする。 

3）ロープハンガは、横行トロリの走行に応じて所定の間隔を保持し、衝撃の少な

い構造とする。 

4）機械塔、副塔、固定塔及び電覧塔は、ロープ張力、自重、その他の荷重に対し

て所定の強度と剛性を有し、保守点検が安全かつ、容易に行える構造とする。 

5）機械塔及び機械室には、巻上装置、横行装置、電力及び制御装置その他の機器

類を合理的に配置する。 

6）機械塔及び副塔には、トロリへの乗り移りプラットフォーム及び点検階段・踊

り場を設ける。 

7）弧動型及び軌索式ケーブルクレーンの配置計画において、機械室が固定塔の真

下に配置出来ない場合、固定塔から支持金物およびアイボルトで取り付けた巻上

索・横行索シーブに掛けられたワイヤロープが機械室に向かう転向シーブにより

横方向に大きく引っ張られて、アイボルトに予想を超える繰り返しの曲げ応力を

発生させる。 

そこで、固定塔に支持される巻上・横行シーブからワイヤロープを固定塔の真
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下に向かう垂直方向と次に機械室に向かう横方向の 2方向に 2段階で転向シーブ

を設けて、アイボルトに発生する曲げ応力を極力少なくするように配慮する必要

がある。 

(3) 走行式ジブクレーン 

1）走行式ジブクレーンは、ダムサイトの地形条件により走行式ケーブルクレーン

の設置が困難な場合に採用されている。 

2）ジブクレーンは、その作業半径が 35ｍと小さいため、本体掘削後の堤体内に

大規模なトレッスルガーダを設置してガーダ上にバンカー線を設けてジブクレ

ーン及びトランスファーカを走行させる必要があり施工性と経済性で問題が多

い。 

3）トレッスルの真下には直接バケットでコンクリートが打ち込めないので別途、

ホィールローダ等の重機を使ってコンクリートの横持ちをする必要があるので

施工性に問題がある。 

4）特に、大規模ダムでは河床部で上下流幅が大きいため 1 系列だけでは打設面を

カバーできないので 2 系列の配置が必要となり、これに付随してコンクリート製

造設備も 2 基必要となるなど経済性と施工性で問題が多い。 

(4) タワークレーン 

1）タワークレーンは、ダムサイトの基岩上に大凡 10ｍ立方の基礎コンクリート

を打込んでベース架台をアンカーボルトに定着させて長さ 3ｍの円筒形マストを

継ぎ足し、その上に昇降フレーム・旋回フレーム・機械室・ガイサポート・ジブ・

運転室を組み立てる。一旦、組立が完了すればクレーン自身でマストを吊込みセ

ルフクライミングが可能である。しかしマスト高 30ｍ以内であれば自立して運

転できるが、それ以上となるとクレーンが不安定となるため堤体内にアンカー金

物を埋設してマストとの間を支持部材で緊定する必要がある。 

2）タワークレーンは、本体および減勢工を含めてそのカバーエリヤを可能な限り

大きくしようとすると堤体内に設置する必要がある。この場合クレーンは堤体下

流面に立ち上がってくるのでマスト高 30ｍ以内の自立型で堤頂部コンクリート

打設を可能とするよう配置を計画する必要がある。 

3）堤体上流側にタワークレーンを設置する場合は、そのカバーエリヤが限定され

るので堤体規模によって本体は概略カバーできても減勢工はカバーエリヤから

外れるケースが多い。 

4）タワークレーンの設置場所の選定は、骨材製造及びコンクリート製造設備の配

置と密接な関連があり、骨材製造設備が上流側に存在する場合にはコンクリート

製造設備及びタワークレーンも上流側に配置するケースが多い。 

5）台風その他の暴風時には、タワークレーンの安定を図るためジブを寝かせて旋

回をフリーとする等の安全性確保の対応が必要である。 

(5) テルファークレーン及びライジングタワー 

1）テルファークレーン及びライジングタワーは、面状打設工法に適用させるため

に開発された機種であり、堤体上流側から主としてコンクリートを堤内に持ち込

む機能のみを有しており、堤内小運搬はダンプによることを前提としている。 

2）堤体が立ち上がってくると自立出来なくなるので堤体から支持部材により緊定

する必要がある。 
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3）テルファークレーン及びライジングタワーの機能から穴あき坊主のダムには適

しているが、大規模なコンジットゲート・水位維持ゲート・クレストゲート等を

装備するゲートダムの施工にはタワークレーンを選定するほうが賢明である。 

５．大滝ダムケーブルクレーン（20t 弧動型）固定塔に働く荷重（参考） 

各ロープにより固定塔に働く荷重は、最大索張力時に最大となる。 

図６－３－７ 

表６－３－14 には 20t 弧動型ケーブルクレーンの固定塔に働く荷重の例を示す。 

   表６－３－14 

最大索張力時 最小索張力時 
 h(ｍ)

Ｈ(kN) Ｖ (kN) Ｈ･h(kN･ Ｈ (kN) Ｖ (kN) Ｈ･h(kN･

主  索  8.0 2,019 393 16,152 818 174 6,544 

巻上げ索  5.0 117 19 585  －  －  － 

上方横行索 15.3 41 11 627 36 10 551 

上方ｷｬﾘｱ索 14.8 31 8 459 27 8 400 

下方横行索  5.7 41 11 234 33 7 188 

下方ｷｬﾘｱ索  6.9 31 8 214 25 5 173 

巻上げ索 ～ ﾄﾞﾗﾑ  3.5 102 59 357  －  －  － 

上方横行索 ～ ﾄﾞﾗﾑ  4.6 37 21 170 33 19 152 

下方横行索 ～ ﾄﾞﾗﾑ  4.3 37 21 159 30 17 129 

電纜索  8.0 96 29 768 96 29 768 

合 計 － 2,552 580 19,725 1,098 269 8,905 

６．設備の設計 

設備の設計は、「ダム施工機械設備設計指針（案）」の 165 頁を参照のこと。 
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第４節 コンクリート製造設備 

１．計画一般（標準） 

〔解 説〕 

１－１ コンクリート製造設備の容量はコンクリート打込設備との組合せにより決め 

る。 

１－２ コンクリート製造設備は次の機器類で構成される。 

   ・操作室 

   ・諸材料貯蔵ビン 

   ・計量装置 

   ・記録装置 

   ・ミキサ 

   ・コンクリートホッパ 

   ・試験用コンクリート採取装置等 

１．コンクリート製造設備は、ダムサイトの地形、地質等を勘案して、コンクリー

ト打ち込み設備の近くに配置する。 

２．コンクリート製造設備は、諸材料の計量及び練り混ぜを円滑に行い、所定の配

合の均質なコンクリートを安定して製造できる設備とする。 
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石川島建機製ＨＹＤＡＭ2500 型 側面図 
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２．機種の選定（標準） 

２－１ 混合形式 

ダムコンクリートは、セメントの使用量を極力少なくし（水和熱の抑制）所要の強

度を安定して確保することが求められる。 

特にＲＣＤコンクリートは超硬練りの貧配合コンクリートであるため、練り混ぜ性

能の良いプラント設備が求められる。 

以上のことからダムコンクリートに適した混合形式を選定する必要がある。 

一般的に混合方式は次のとおりである。 

(1) 一括練り（Single Mixing:SM）……従来工法である。 

水の投入時間を２回に分けて投入することで品質の安定したコンクリートを製

造するシステム（SEC 工法：Sand Enveloped with Cement）もある。 

(2) 分割練り（Double Mixing:DM） 

上段のボルテックスミキサーによりモルタルを先練りし、次の下段の２軸強制練

ミキサで粗骨材と先練りしたモルタルに２次水を加えて練混ぜ良好な品質を生産

しようとする工法である。 

２－２ 生産能力 

コンクリート生産能力は工事工程（又は主運搬設備能力）から定まる最大時間当り

打設量（ｍ３／ｈ）を安定的に生産できる能力を有すること。 

(1) ミキサー形式 

①重力式（傾胴形）②強制攪拌式（パン形式・ボルテックス型）③２軸強制式（パ

グミル型）の３機種がある。 

従来、所要動力が小さく、保守管理の容易な重力式ミキサが使用されていたが、

最近のＲＣＤ及び拡張レヤー工法を採用しているダムにおいては、練り混ぜ時間が

半分で均一な品質のコンクリートが得られる２軸強制練りミキサが多く使用され

るようになっている。 

①は従来より多く用いられた形式であり、③は硬練りコンクリートに適した形式

である。 

求められたコンクリートの品質、配合（最大骨材寸法）練混ぜ能力に合致した形

式を選択する。 

このうちダムコンクリート用としては傾胴式ミキサと２軸強制練りミキサが使

用されているので両者の比較を下表に示す。 

キーワード 重力式ミキサ（傾胴形） ２軸強制練りミキサ（パグミル型）

混練性能 
混練時間が長い。 

大砂利が分離し易い。 

混練時間が短く製品の品質が安定し

ている。 

大砂利の分離が少ない。 

粉塵発生 
スゥイベルシュート使

用の場合特に多くなる 

各投入シュートが密閉構造となるの

で粉塵の飛散は殆ど無い。 

対摩耗性 磨耗は少ない。 フレード・内張鋼板の磨耗が多い。

所要動力 
小さい。 

１０～１３kW／ｍ３

大きい。 

３０～３３kW／ｍ３
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3600･q･Ｎ･Ｅ

Ｃｍ

(2) 所要能力（標準） 

コンクリート製造能力は次式により計算する。 

 Ｑ＝─────── 

 ここに、Ｑ ：コンクリート製造能力  （ｍ３/ｈ） 

   ｑ ：ミキサ容量    （ｍ３） 

   Ｎ ：ミキサ数 

   Ｅ ：作業効率＝0.9 

   Ｃｍ：サイクルタイム   （sec） 
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表６－４－１ 傾胴型ミキサのサイクルタイム（参考） 

表６－４－２ ２軸強制練ミキサのサイクルタイム（参考） 

120 140 160 220 240 
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(3) ミキサ容量と時間当たりの標準能力ＲＣＤ工法を採用する場合には少ないセメン

ト量でも良好な練混ぜ性の得られる 2 軸強制練りミキサの使用が多くなっている。 

（竜門ダム、八田原ダム、宮ヶ瀬ダム、浦山ダム） 

ミキサ型式 容量（ｍ３） 台数 連続的混練能力（ｍ３/h）（参考） 

2 30 

3 45 0.75 

4 60 

2 40 

3 60 1.0 

4 80 

2 60 

3 90 1.5 

4 120 

2 120 

3 180 

傾 胴 式 

3.0 

4 240 

1 40 
1.0 

2 60 

1 60 
1.5 

2 90 

1 80 
2.0 

2 120 

1 100 
2.5 

2 150 

1 120 
3.0 

2 180 

1 180 

２軸強制式 

4.5 
2 270 

(4) ミキサの電動機出力は表６－４－３を参考に設定する。 

表６－４－３ ミキサ電動機出力（参考） 

ミキサ容量機種 1ｍ３ 1.5ｍ３ 2ｍ３ 2.5ｍ３ 3ｍ３ 4.5ｍ３

重力式 11 15 22 30 37 － 

強制式（２軸） 22 35 45 55 75 110 

強制式（油圧可変） 37 45 55 75 90 － 
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２－３ 貯蔵ビン（参考） 

貯蔵ビンは、下記により構成されている。 

キーワード 骨材ビンの構成と機能 

骨材ビン容量 

バッチャープラント運転中に骨材切れを起こさないよう

に骨材ビン容量を決める必要があるが、一般的には２時間

程度の滞留量を確保 

ロックラダー 
粗骨材ビンには分離や衝撃を緩和するためにロックラダ

ーを取り付け 

セメントビン 防水、防塵構造とし下部はセメントが円滑に流れる構造 

カットオフゲート 

骨材ビンの下部にはロードセルによる計量ビンが配置さ

れるので貯蔵ビン出口にはカットオフゲートを取り付けて

ジョギングモーションにより骨材を切り出す 

表６－４－４ 骨材ビン容量（参考） 

ミキサ型式 ミキサ容量（ｍ３） 台数 骨材ビン容量（ｍ３） 

2 62ｍ３

3 93ｍ３0.75 

（28s） 
4 124ｍ３

2 83ｍ３

3 124ｍ３1.0 

（36s） 
4 165ｍ３

2 124ｍ３

3 186ｍ３1.5 

（56s） 
4 250ｍ３

2 250ｍ３

3 370ｍ３

傾 胴 式 

3.0 

（112s） 
4 500ｍ３

1 110ｍ３

1.0ｍ３

2 165ｍ３

1 165ｍ３

1.5ｍ３

2 250ｍ３

1 220ｍ３

2.0ｍ３

2 330ｍ３

1 275ｍ３

2.5ｍ３

2 413ｍ３

1 330ｍ３

3.0ｍ３

2 500ｍ３

1 500ｍ３

２軸強制式 

4.5ｍ３

2 740ｍ３
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２－４ 計量器 

(1) 現在は殆どロードセル式計量器となっている。 

(2) セメント計量ホッパの入り口、出口部はキャンバスで覆って密閉構造とする。 

２－５ 水分計 

水分計には次の種類のものがあり、各形式の比較を表に示す。 

（1） ＲＩ式 

（2） 静電容量式 

（3） 重量式 

（4） 赤外線式 

（5） 電磁波式 

表６－４－５ 水分計の比較 

項目 

（1）

RI水分計 

（2）

静電容量 

水分計 

（3）

重量式水分計 

（4）

赤外線方式 

水分計 

（5）

電磁波水分計 

測定 

 原理 

RI線源より放

射する中性子

を湿潤砂に放

射し熱中性子

をカウントし

て水分量を計

測する 

電気抵抗に換

算して水分量

を算出する 

「JIS細骨材の

表面水率試験

方法」の重量法

に準じて水分

量を計測する 

光学的な一定

波長のスペク

トル吸収率で

水分量を算出

する 

電磁波を照射

し、水分に比例

した電流を測

定し、含水率に

換算する 

測定

方法

及び 

試料

採取

場所 

貯蔵ビンホッ

パシュート部 

砂貯蔵ビンに

センサを差し

込み電気的に

換算し測定 

砂貯蔵ビンよ

り計量槽に流

れ落ちる砂を

直接採取 

砂貯ビンへ搬

送するコンベ

ヤ上の砂に赤

外線を照射し

測定 

砂貯蔵ビン最

下部に設置さ

れたセンサに

より照射され

た電磁波を測

定 

２－６ 積み込み部 

キーワード 積込み部 （ウエットホッパ） 

廃棄コンクリート 
通常の出荷積み込み以外に廃棄コンクリートの積込みを考慮

してダンプトラックへの積込みもできるよう計画 

サンプリング装置 
コンクリート試験室での品質試験のサンプリング装置を組込

んだ構造 

積込みゲート 積込みゲートはモルタルや洗浄排水の漏れの少ない構造 
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２－７ 騒音対策 

キーワード バッチャープラントの騒音対策 

ゴムライナ 
ミキサからウエットホッパへのコンクリート落下部にゴムライ

ナを取付けて騒音対策 

防音材 バッチャープラント建家の壁面に防音材を取り付け騒音対策 

２－８ 監視装置 

バッチャープラント操作室にて各部の状況が監視できるようテレビモニタを設

置する。 

通常テレビカメラの設置位置は下記位置としている。 

（1）受材部監視用 

（2）ミキサ監視用 

（3）ウエットホッパ内部監視用 

（4）積込み部監視用 
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第５節 セメント輸送および貯蔵設備 

１．計画一般（標準） 

２．機種の選定と組合せ（標準） 

〔解 説〕 

２－１ セメントコンテナ車でダムサイトのセメントサイロまで運搬されるセメン

トは、コンテナ車に装備するブロワーでセメントサイロに圧送されている。セメ

ントサイロからバッチャープラントへのセメント輸送には、スクリューコンベ

ヤ・バケットエレベー方式と空気輸送方式が最も多く用いられている。 

スクリューコンベヤ・バケットエレベータ方式      空気輸送方式 

図６－５－２ セメント輸送系統図 

３．所要能力（標準） 

３－１ セメント輸送設備の所要能力 

 ここに、Ｑ  ：所要能力     （t/h） 

  Ａｃ ：時間最大打込み量    （m３/ｈ） 

    ＝（１日最大コンクリート打込量÷可動時間） 

   Ｃ  ：単位セメント量 (㎏/m３)(コンクリート１m３中のセメント量) 

   α  ：余裕率＝0.5 

１．セメント輸送および貯蔵設備は、セメントの品質を低下させることなく円滑に輸

送および貯蔵できるものとする。 

２．設備は、コンクリート製造設備に隣接して設ける。 

１．セメント貯蔵設備は、鋼製サイロを標準とする。 

２．セメント輸送設備は、設計箇所の地形、輸送条件等に適合した機種を選定する。

Ｑ＝
Ａｃ・Ｃ

1000
（１＋α）
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３－２ セメントサイロ 

セメントサイロの容量は、一般に次式による。 

 ここに、Ｃｓ：サイロの容量  （ｔ） 

   Ｖ ：月最大打込み量  （m３/月） 

   Ｃ ：単位セメント量（㎏/m３） ＝外部コンクリートの場合 210 

   Ｄ ：ストック日数（日）  ＝2～4 日を標準とする 

   ｄ ：月最大打込み月当たり作業日数 （日/月） 

   α ：余裕率   ＝一般に 1.1 

なお、容量は次の規格を標準とする。 

 200(ｔ)  300  400  500  600  700  800  900  1000 

1000t 以上必要な場合は、２基以上の組合せとする。  

３－３ セメントサイロのエアレーション 

セメントサイロ内においてセメント粒子間の摩擦に起因するアーチアクションが

発生し、セメントが出口に出てこない現象が起こるので、これを防止するため円錐部

に圧縮空気配管を行なって槽内へのエアレーションを行うと共にアーチアクション

防止のためにバイブレータを取り付ける。 

３－４ スクリューコンベヤ 

スクリューコンベヤは、トラフ中でスクリュを回転させセメントに軸方向の推力を

与え輸送する装置で、構造部分は、トラフ、スクリュ、軸継手、中間軸受からなり、

構造が簡単で、供給口および排出口を機長の任意の箇所に設定できる。ただし、スク

リュの形状、ピッチはセメント輸送に合わせ決める必要があり、これらの設計および

軸受材の選定・設計が適切でないと効率の低下、故障の原因となるので注意を要する。 

４．設備の設計（標準） 

セメント輸送および貯蔵設備の設計は、「ダム施工機械設備設計指針（案）」の 201 項と

参照のこと。 

Ｃｓ＝
Ｖ･Ｃ･Ｄ

ｄ
･
1000

1
･α
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第６節 骨材製造設備 

１．計画手順（標準） 

図 ６－６－１ 骨材製造設備の計画のフローチャート 
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 ２．機種の選定と組合せ（標準） 

２－１ 骨材製造フローシート 

骨材製造フローの例を図６－６－２に示す。 

図６－６－２ 
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２－２ 骨材粒径別製造フロー計算表 

骨材生産量粒径別フロー計算表 

骨 材 粒 径 単位 セット寸法 ＋150 150～

80
80～40 40～20 20～5 5～

0.74

ダスト

量
合 計

生 産 目 標 (％) (17.5) (17.5) (17.5) (17.5) (30) (100)

生 産 量 t / h 87.5 87.5 87.5 87.5 150 500

原 石 粒 度 (％) (76) (7) (6) (5) (3) (2) (1) (100)

原石供給量 t / h 425.6 39.2 33.6 28 16.8 11.2 5.6 560

１次破砕粒度 (％) oss 115 (12) (49) (26) (6) (5) (1.5) (0.5) (100)

１次破砕量 t / h 66.5 271.7 144.1 33.3 27.7 8.3 2.8 554.4

洗浄供給量 t / h 66.5 271.7 144.1 33.3 27.7 8.3 551.6

２次プラント供給量 t / h 66.5 271.7 144.1 33.3 27.7 8.3 551.6

玉石生産量 t / h 87.5 87.5

２次破砕供給量 t / h 66.5 184.2 250.7

２次破砕粒度 (％) css  30 (23) (56) (17) (2.5) (1.5) (100)

２次破砕量 t / h 57.7 140.4 42.6 6.3 3.7 250.7

小 計 t / h 201.8 173.6 70.3 14.6 3.8 464.1

大砂利生産量 t / h 87.5 87.5

中砂利生産量 t / h 87.5 87.5

３次破砕供給量 t / h 114.3 86.1 200.4

３次破砕粒度 (％) css  11 (15) (70) (13) (2) (100)

３次破砕量 t / h 30.1 140.4 26 4 200.5

３次循環破砕量 t / h 4.5 21.1 3.9 0.6 30.1

３次循環破砕量 t / h 3.3 1.2 4.5

小 計 t / h 235.5 45.1 11.2 291.9

小砂利生産量 t / h 87.5

砂原料供給量 t / h 147.6 45.7 193.3

砂生産量 t / h 150 43.3 193.3

砂生産率 (％) (77.6) (22.4) (100)

骨材水洗損失量 t / h 54.4 54.4

濁水濃度 mg/l
(54.4/1000)*1,000,000＝54,400     

注：骨材洗浄水使用量は製品骨材トン当たり２m3 とする。

骨材損失量 t / h 60 60

骨材損失率 (％) (10.7) (10.7)

１次スクリーン供給量 t / h 66.5 271.7 201.8 208.3 235.1 45.7 1029.1

２次スクリーン供給量 t / h 201.8 208.3 235.1 45.7 690.9

３次スクリーン供給量 t / h 235.1 45.7 280.8
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２－３ 骨材プラントの稼働率・ロス率・洗浄水量（参考） 

(1) 稼働率（参考） 

骨材製造設備の稼働率は、作業員がプラントにおいて骨材生産に従事する作業時

間に対して実際に機械設備が骨材生産をしている実運転時間の比率であり下表に

示す値が採用されている。 

例えば１次破砕設備の稼働状況をみると原石運搬に遅れがあってジョークラッ

シャが空運転状態またはグリズリバーに大塊の原石が引っかりブレーカで小割り

作業が生じたり、あるいは振動グリズリー・ジョークラッシャ・ベルトコンベヤに

故障が発生して運転が中断する。 

キーワード 骨材製造設備の稼働率 

１次破砕設備 65％ 

篩分・２次3次破砕設備 80％ 

製砂設備 73％ 

(2) ロス率（参考） 

原石中の泥分含有量によって大幅に異なるが、骨材製造設備での生産過程で発生

するロス率は下表に示す値が用いられる。 

実際には、破砕試験を実施してロス率を測定することが望ましい。 

キーワード 骨材製造設備のロス率 

1次破砕設備 1次破砕設備供給量の0.5％～1.0％ 

2次破砕設備 2次破砕設備供給量の0.7％～2.5％ 

3次破砕設備 3次破砕設備供給量の1.0％～2.8％ 

製砂設備 ロッドミル供給量の15～25％ 

(3) 洗浄水量（参考） 

キーワード 骨材洗浄水量 

スクラバ洗浄水量 0.5ｍ３/ｔ/ｈ 

スクリーン水洗量 0.5～1.0ｍ３/ｔ/ｈ 

製砂水量 1.5ｍ３/ｔ/ｈ（分級機内パルプ濃度40％） 
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２－４ 破砕粒度 

(1) 原石の粒度 

原石の採取粒度は、原石山の横坑試験の結果か、あるいは、図６－６－３爆破原

石粒度分布曲線を参考にして決める場合もある。なお、これとは別に一般にフロー

計算では、採取原石の全量が１次破砕対象となると仮定した検討も行う必要がある。 

河川堆積砂礫の場合は、採取ふるい分け試験値を直接用いる。この場合、試験ピ

ット全体の平均粒度分布のほかに粗粒率が最大、最小である試験ピットの採取粒度

を用いてフロー計算をする。 

なお、原石採取の方法によっては、図に示す粒度分布と異なることがあるので、

注意する必要がある。 

(2) 過不足量 

採取原石の粒度値より製造目標値に対する粒度別の過不足量を算出し、過分を次

の工程へ処理量として供給する。 

図６－６－３ 爆破原石粒度分布曲線（例） 

注１）図６－６－３の利用法 

 本図は発破後の原石寸法を求めたものであり、例えば花崗岩で最大原石寸

法が 1200mm である場合には、通過百分率 100％においてふるい分け寸法

1200mm の曲線αを求めれば、その対象原石がどのような傾向の粒度分布をも

つか示すものである。 

 この収支計算は各設備で破砕した結果についてもそれぞれ行う。 

(3) １次破砕粒度 

１次破砕は、原石粒度のうち、配合粒度以上のオーバサイズを破砕するのがねら

いではあるが、破砕を１次クラッシャとその補助クラッシャの２機種の組合せによ

る場合、また、供給時にグリズリフィーダによって一定のサイズ以下を通過させた

り、全量を供給する場合がある。 

この１次破砕粒度は、実際の破砕試験地を考慮（試験機と実用機の相違）し決定

するか、または概算的に図６－６－４のジョークラッシャの破砕粒度分布曲線例な

どを用いる。 
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以下の各破砕粒度についても同様である。 

１次破砕後の最大粒径は、200mm 程度以下とするのが一般的である。 

図６－６－４ クラッシャの破砕（製品）粒度分布（例） 

注２）図６－６－４の利用法 

本図はを用いて破砕粒度分布を推定するには、①クラッシャの形式および

破砕岩石の種類によるクラッシャの出口セットに等しい角孔ふるいの通過百

分率を表６－６－１から求め、②計画した粒度と通過百分率の交点を通る破

砕曲線を同図上に設定して粒度分布を求める方法である。例えば出口セット

65 ㎜のジョークラッシャで花崗岩を破砕する場合、表より通貨量 75％が得ら

れ、図より破砕曲率ａを設定し、図上より破砕粒度を求める。 

表６－６－１ クラッシャ出口間隙に等しい角孔のふるい目を通過する量（例） 

クラッシャの種類 
測定する 

出口間隙 

花崗岩 

砂 岩 

安山岩 

輝緑岩 

石灰石 

ドロマイト 

ダ ブ ル ト ッ グ ル ク ラ ッ シ ャ 開いたとき  75％以下  80％以下  85％以下 

シングルトッグルクラッ シ ャ 〃  75 〃  80 〃  85 〃  

ジ ャ イ レ ー ト リ ク ラ ッ シ ャ 開 き 側  75 〃  80 〃  85 〃  

コ ー ス 形 40 45 50 

セ ミ コ ー ス 形 44 49 54 

メ ジ ェ イ ト 形 48 53 58 

油 圧 式 

コ ー ン 

クラッシャ 

フ ァ イ ン 形 

閉 じ 側 

55 60 65 

スプリング式コーンクラッシ

ャ 

（エキストラコース形） 

〃  45 〃   50 〃  60 〃  

(4) ２次破砕粒度 

２次破砕においては、１次破砕後の原骨材中に配合粒度以上の大径骨材を含む場

合が多く、これと配合粒度の最大サイズ（例えば 150～80mm の玉石）のふるい分け

量と目標製造量の差の過剰分を２次クラッシャに供給し破砕する。 



6－59 

(5) ３次破砕粒度 

２次破砕の過不足量（例えば、80～40mm の大砂利）の過剰分を３次クラッシャ

に供給し破砕する。 

しかし、この目標値を 100％満足することは該当する機種の設定可能出口間隔（一

般にＣＣＳ）の関係から大型機になると困難であり、上のサイズ（例え 40～20mm）

が出る。この場合、循環方式を採用し３次クラッシャ処理量の修正（割増し）をす

る。 

(6) 製砂処理量 

３次破砕後、生産されてくる最小粗骨材（例えば 20～５mm の小砂利）の余剰分

と５mm 以下の砂原料を水と一緒にロッドミルに供給して粉砕し製砂する。 

(7) ふるい分け処理量 

ふるい分け設備には、１次破砕後の粒度分布のものと２次、３次クラッシャで破

砕された粒度分布のものがリターンされるので、これを合計したものが最上段ふる

いの処理量となる。 

(8) その他留意事項 

① １次破砕設備とふるい分けを含む２次破砕設備の稼働条件（例えば日当たり

運転時間）が異なる場合の２次破砕設備投入量は、製造目標に対応するよう

に換算する。 

② フロー計算中のロス分の処理については次のような方法をとる。 

(イ) ロス分は製砂ロスと洗浄ロスのみとした場合、サージパイルより引き出す

ときに、製砂ロス分を除く他のロス量を５mm 以下の中で減じる。 

(ロ) ロス分を次のように区分したそれぞれにロスの設定量を右の粒径の中で

処理する。 

・混入した粘土分   ：洗浄後 ５mm 以下 

・クラッシャ発生微分    ：各クラッシャ ５mm 以下 

・ロッドミル粉砕   ：製 砂 ５mm 以下 

・ストックロス（デッドストック分等）：引出し時 各粒度一律 

③ 骨材の流れ方式 

骨材プラントのフロー方式には、流れ方式（Open Circuit）と循環方式

（Closed Circuit）の２方式がある。 

流れ方式は、階段破砕方式とも呼ばれ、各階段に対してクラッシャの破砕比

を適当に保てば、ふるい処理量および破砕機負荷は循環量がない分だけ少なく

てすむ。この方式は、理論的にはよいが、一般には投入原石の粒度分布をコン

トロールすることが出来ないので、これが可能な河床砂礫の場合以外は、ダム

工事用に用いられる例はほとんどない。 

循環方式は、２次、３次破砕機等で、骨材を所定サイズ以下に一度で破砕す

るのでなく、ある程度の量のオーバサイズが出る機種を選定したそのオーバサ

イズを再び破砕機に戻す方式である。 

戻されたオーバサイズの骨材は、再度破砕してまたオーバサイズの骨材が出

る繰返しの収れん等比級数関係となるので、循環量は次式となる。 

Ｔ＝ 

ここに、Ｔ：全供給骨材量（t/h） 

Ａ 

１－Ｒ 
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Ｇ･Ｖ 

ｄ･ｈ 

ＲＰ･(1＋ａ) 

(1－Ｌ)･ｋ 

   Ａ：最初の供給骨材量（t/h） 

   Ｒ：破砕機製品中のオーバサイズの割合 

この方式は循環量が増加する分、設備の容量が増す短所があるが、原石を有

効に所定粒度の製品に製造でき、プラント配置としては比較的コンパクトにま

とめられるという長所もある。 

④ 級機から越流した濁水を濁水処理設備まで導流する排水溝には微粒砂が多

量に沈降するので、これを細骨材の一部としして有効活用することにも配慮

する。 

３．所要能力 

３－１ 所要能力 

   ＲＰ＝──── 

   ＡＰ＝─────── 

 ここに、ＲＰ：骨材製造所要能力    （t/h） 

    ＡＰ：１次破砕設備投入量    （t/h） 

    Ｇ ：コンクリート m３当たり    （t/m３） 

    Ｖ ：月最大コンクリート打込み量   （m３） 

    ａ ：原石供給の変動に対する余裕率………………………0.15 

    ｄ ：コンクリート最大打込み月の骨材製造可能日数 （日） 

    ｈ ：当該月の日当たり実運転時間   （h/日） 

    Ｌ ：骨材製造過程におけるロス率 

                  ロス率の一例 洗 浄   2.7% 

                         破 砕   7.3 

                         製 砂  15.0 

                         全 体  13.8% 

    ｋ ：１次破砕設備と２次破砕設備で、運転時間を変える計画とする 

場合の当該の比率 

４．各機械設備能力 

４－１ 骨材採取機械 

 ダム用骨材は河川堆積砂礫を利用する場合と、原石山骨材を使用する場合とがあり、

これらを採取し破砕、選別して生産する。 

 河川堆積砂礫と骨として用いる場合の採取は、ショベルやバックホウあるいはドラグ

ラインとブルドーザなどの組合せで行われる。河川堆積砂礫は、洪水時等には採取でき

なくなることがあるので、必要貯蔵量を決定するにはこの点を考慮に入れる必要があり、

さらに出水時における機械の待避場所も考えておかなければならない。 

 原石山の掘削は、ペンチカット工法、坑道発破工法、グローリホール工法等があるが、

最近では、クローラドリルを用いて５～15m 程度のベンチ高さを有するベンチカット工

法が一般化しており、採取機械はショベルやバックホウとブルドーザの組合せで構成さ

れる。 
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４－２ 一次破砕設備 

(1) １次破砕機の機種としては、通常、ジョークラッシャが使用されているが、大容

量のプラントではジャイレートリクラッシャが使用されることがある。 

ジョークラッシャには、ダブルトッグル形とシングルトッグル形の２形式があり、

その比較は「ダム施工機械設備設計指針案」を参照のこと。 

(2) １次クラッシャへの供給には、一般に特重形エプロンフィーダが使用されている

が、最近はトラフ前面に、グリズリを有する特重形振動フィーダ（グリズリフィー

ダ）を使用し、セット寸法以下の骨材をクラッシャに投入せず負荷を軽減させる方

法が採用されている。 

(3) １次破砕設備の所要能力 

 Ｑａ＝Ｒｐ・ 

   ここに、Ｑａ：所要設備能力  （t/h） 

       Ｒｐ：骨材製造所要能力 （t/h） 

       Ｅ ：作業効率 

〔例〕 

設備名 作業効率 

１次破砕設備 0.65 

２次破砕設備 0.80 

３次破砕設備 0.73 

（参 考）クラッシャの能力 

１）石灰石をベースとした堆算式の例を示す。 

Ｑａ＝Ｑｐ･Ｋ１･Ｋ２･Ｋ３･  

    ここに、Ｑａ：所要設備能力  (t/h) 

        Ｑｃ：骨材製造所要能力 (t/h) 

        Ｋ１：岩石の破砕性による係数 

        Ｋ２：岩石の含水分による係数 

        Ｋ３：岩石の粒度状態による係数 

        γ ：岩石のかさ比重  (t/m３) 

２）カタログ値（所要能力） 

                 表６－６－２         （t/h） 

出口セット量 供給口寸法 

（幅×開き）   125mm   135mm   150mm   175mm 

1200×1070 310 340 350 380 

1500×1200 384 412 456 510 

１ 

Ｅ 

γ 

16 
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３）上記値に対する修正係数 

表６－６－３ クラッシャの破砕能力算定に用いる修正係数 

修正係数 砕石の条件による係数の値 

破砕しやすい岩石 

石灰石・ドロマイト等 

中程度の岩石 

安山岩・花崗岩等 

破砕し難岩石 

輝緑石・硬質砂岩等 Ｋ１

1.0 0.59～0.85 0.85～ 0.75 

乾燥したもの 

1.0 

若干湿っているもの 

0.9～0.8 

相当湿っているもの 

0.7～ 0.6 
Ｋ２

ただし出口間隙が大きく、岩石に粘着性のない場合は、水分の影響なし

1.0 

出口間隙以下の細粒を 

含む場合 

出口間隙以下の細粒は 

含まない場合 

出口間隙に比べ大きな 

粒子のみ Ｋ３

1.2～1.1 1.0 0.8～ 0.6 

４－３ 骨材洗浄設備 

(1) 骨材洗浄設備は、岩石などに混入する粘土や有害物および骨材に付着している不

良鉱物等を除去するために使用し、一般にドラムスクラバおよび湿式ふるいを用い

る。 

(2) 洗浄機使用の目安は以下のとおりである。 

・粘土分の付着が軽度の場合……………………湿式ふるい        

・粘土、表土を多量に含む場合…………………ドラムスクラバ      

(3) ドラムスクラバの大きさと所要水量の関係は設計指針（案）参照のこと。 

表６－６－４ ドラムスクラバの所要水量（参考） 

処 理 能 力（t/h） 

滞 留 時 間 

機 械 寸 法

ドラム径×長さ 

（㎜） 
40ｓ 50ｓ １min ２min ３min 

所要水量 

（m３/min） 

1200×2400  85  68  57  28  0.45～0.65 

1200×3000 106  85  71  55  0.50～0.70 

1500×3000 165 132 110  55  37 0.85～1.20 

1500×3600 199 159 132  66  44 1.0～1.5 

1800×3600  230 192  96  64 1.5～2.5 

1800×4500  238 240 120  80 1.8～3.0 

2100×4500  383 319 160 106 2.5～3.8 

2100×5100  444 370 185 123 2.8～4.3 

2400×4500   427 214 142 3.2～5.0 

2400×5100   485 245 162 3.6～5.5 

（注）１）処理能力は見掛け比重 1.6 のものをドラム内容積の 18%連続定量供

給した場合を示し、ドラム内滞留時間に逆比例して増減する。 

４－４ ふるい分け設備 

(1) ふるい分けの方式は湿式と乾式があるが、ダム用骨材は洗浄を必要とするので、湿

式がほとんどである｡ 

(2) 機械としては振動ふるい（バイブレーティングスクリーン）が用いられ、円振動

傾斜形と直線振動水平形の２形式がある。 

１）傾斜形（リプルフロー形スクリーン） 
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① ふるい目と処理物の大きさ 

 用途に応じたふるい目との関係は表６－６－５を参照とする。 

表６－６－５ リプルフロー形スクリーンの用途とふるい目との関係（参考） 

用   途 区 分 

最大 

ふるい目 

（mm） 

最小 

ふるい目

（mm） 

処理物の最大

寸法（mm） 

粗 ふ る い 専 用 ( ｸ ﾞ ﾘ ｰ ｽ ﾘ ﾊ ﾞ ｰ ) 

650～200 ㎜までを含むふるい分け 

2 0 0 ㎜ 以 下 の ふ る い 分 け 

1 5 0 ㎜ 以 下 の ふ る い 分 け 

大 塊 用

大 中 塊 用

中 塊 用

中 小 塊 用

260 

200 

125 

 75 

25 

25 

 0.35 

 0.35 

1000 

 650 

 200 

 150 

② ふるい目と振幅および振動数 

 目安として表６－６－６に一例を示す。 

表６－６－６ リプルフロー形スクリーンのふるい目と振幅・振動数との関係（目安） 

ふるい目（mm） 振 幅（mm） 振動数（cpm） 

180 以上 

180～100 

100～ 50 

50～ 20 

20～  3 

3 以下 

   12.5 以上 

12.5～11 

11  ～  9.5 

9.5～  8 

8  ～  6 

6  ～  3 

 800～ 700 

 800～ 700 

 900～ 800 

1000～ 900 

1200～ 950 

1750～1400 

２）水平形（ローヘッド形スクリーン） 

① ふるい目と処理物の大きさ 

 用途に応じたふるい目との関係は表６－６－７を参照とする。 

表６－６－７ リプルフロー形スクリーン用途とふるい目との関係（参考） 

用   途 区 分 
最大ふるい目 

（㎜） 

最小ふるい目 

（㎜） 

処理物の最大 

寸法（㎜） 

150 ㎜以下のふるい分け 中 小 塊 用 260 25 1000 

粗粒・小塊のふるい分け 粗粒・小塊用 40 
0.17 

(80 メッシュ)
60 

② ふるい目と振幅および振動数 

 目安として表６－６－８に一例を示す。 

表６－６－８ リプルフロー形スクリーンのふるい目と振幅・振動数との関係（目安） 

ふるい目（mm） 振 幅（mm） 振動数（cpm） 

50～ 40 12～11 900～1100 

40～ 20 11～10 900～1150 

20 以下 10～ 6 950～1150 
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Ｑ 

ｑ･ρ･Ｋ

３）粗粒骨材ふるい用には傾斜形、細粒骨材ふるい用には水平形または傾斜かたが用

いられる。 

４）必要なふるい面積は次式による。 

        Ａ＝───── 

 ここに、Ａ ：必要なふるい面積 （m2） 

   Ｑ ：処理量   （t/h） 

   ρ ：骨材の単位体積重量 （t/m3） 

   ｑ ：基準処理能力 m3/ m2・h  表６－６－９による。 

   Ｋ ：ｋ・ｌ・ｍ・ｎ・ｏ・ｐ・ｒ  

表６－６－10 による各係数を乗じて値 

表６－６－９ スクリーンの基準処理能力（ｑ） 

ふるい目の 

開き(mm) 
2.5 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 75 100 150 

基礎処理 

能  力 

m３/m２･h 

7.0 1.15 20 26 29 33 35.5 38 41 42.5 45 56 67 90 

表６－６－10 各係数の値 

係

数

係 数 に 考

慮 さ れ た

条 件
ふるい分け条件と係数の値 

ふるい目開きより大

きい粒子のフィード

中の含有率(%) 
0 10 20 25 30 40 50 60 70 80 90 

k 
粗 粒 の

影 響

k の 値 
0.9

1 

0.9

4 

0.9

7 

1.0

0 

1.0

3 

1.0

9 

1.1

8 

1.3

2 

1.5

5 

2.0

0 

3.3

6 

ふるい目の開きの

1/2 より小さい粒子

のフィード中の分有

率(%) 

0 10 20 25 30 40 50 60 70 80 90 

l 
細 粒 の

影 響

l の 値 0.2 0.4 0.6 0.7 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0 

ふるい分け効率(%)  40 50 60 70 80 90 92 94 96 98 

m 
ふ る い

分 け 効 率
m の 値  2.3 2.1 1.9 1.6 1.3 1.0 0.9 0.8 0.6 0.4 

粒子の形状 さまざまな破砕物 円い形（玉石のような） 
n 

粒 子 の

形 状
n の 値 1.0 1.25 

25mm 以下のふるい 25mm 以上のふるい 
水   分 

乾

燥
湿り 廃棄物 水分の値により o 

水 分 の

影 響

o の 値 1.0
0.75～

0.85
0.2～0.6 0.9～1.0 

25mm 以下のふるい 25mm 以上のふるい 
湿式か乾式か 

乾式 湿式(流水) p 
ふ る い

分 け

方 法

p の 値 1.0 1.25～1.40 
1.0 

デッキは何段目か 1 段目 2 段目 3 段目 
r 

ふ る い

デ ッ キ
r の 値 1.0 0.9 0.8～0.75 
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１ 

Ｅ 

１ 

Ｅ 

５）分級設備能力 

 ふるい分け設備の分級機は、ふるい通過量が対象となる。 

 設備能力は次式による。 

Ｑｏ ＝ Ｑ・── 

 ここに、Ｑｏ：必要設備能力   （t/h） 

     Ｑ  ：時間当り作業量（製品ダスト） （t/h） 

     Ｅ  ：作業効率＝0.8 とする。 

以上の値より表６－６－11 よりスパイラル分級機を選定する。 

表６－６－11 スパイラル径・ピッチおよび回転数と掻上げ能力との関係 

タンク長さ(mm) 
最多越流水量

(m3/min) 
ｽﾊﾟｲﾗﾙ

径 

(mm) 
ｻﾌﾞﾏｰｼﾞﾄﾞ

形 
ﾊｲｳｴﾔ形 

毎分回転

数 

(rpm) 

最大掻上

げ 

能力* 

(t/h) 
越流粒径 

0.3(mm) 

越流粒径 

0.15(mm) 

電動機出力

(kW) 

 300 

 450 

 600 

 750 

 900 

1050 

1200 

1350 

1500 

3600 

4000 

5000 

5500 

6500 

7500 

8000 

8500 

9000 

2500 

3100 

3600 

4100 

4500 

5100 

5500 

6000 

6350 

14～35 

10～24 

10～17 

   8～13.5 

   8～11.5 

 6～10 

   6～ 8.5 

   4～ 7.5 

 4～ 7 

 0.17 

 0.59 

 1.41 

 2.76 

 4.77 

 7.58 

11.30 

16.10 

20.00 

0.25 

0.60 

0.95 

1.60 

2.40 

3.80 

5.00 

6.40 

8.30 

0.15 

0.40 

0.60 

1.00 

1.40 

2.40 

3.00 

4.00 

5.00 

0.75～ 1.5 

1.5 ～ 2.2 

2.2 ～ 3.7 

2.2 ～ 3.7 

3.7 ～ 5.5 

5.5 ～ 7.5 

5.5 ～ 7.5 

7.5 ～11 

7.5 ～11 

（注）１）電動機出力は供給物の真比重が 2.7 スパイラルピッチがダブル、タンクの傾斜

が 16°42’(3/10)の場合を示す。 

２）最大掻上げ能力は単式ダブルピッチで供給物の真比重が 2.7 のときのスパイラ

ル 1rpm 当たりの能力を示す。 

 シングルピッチの場合は本表の 50％、トリプルの場合は 150％、複式ダブルピ

ッチの場合は本表の 200％の能力となる。 

４－５ ２次・３次破砕設備 

(1) ２次・３次破砕設備は、負荷の変動に対して所要の骨材粒度の調整ができる容量

をもち、関連機器との取り合いも考慮し、機種等を決定する。 

(2) ２次・３次破砕設備は一般に破砕室の出口セットが簡単に替えられ、破砕効率の

よいコーンクラッシャが用いられる。 

(3) 所要能力は次式による。 

Ｑｏ ＝ Ｑ・ 

 ここに、Ｑｏ：必要設備能力    （t/h） 

     Ｑ  ：時間当り作業量    （t/h） 

     各々のふるい分け設備で選別された骨材の余剰分 

  Ｅ  ：作業効率＝0.8 とする。 
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 以上の能力より機種選定する。 

 表６－６－12 に使用例を示す。 

表６－６－12 ２次・３次破砕設備（例） 

 形  式 
供給口寸法㎜ 

(開き×ﾏﾝﾄﾙ径) 

出口セット

(css)mm 

標準破砕 

能力(t/h) 

電動機 

出力(kW) 
台数

２次破砕設備 コ ー ス 形 250×1300 25 108 95 2 

３次破砕設備 ｲﾝﾀﾐﾃﾞｨｴﾄ形 250×1300 11 72 110 2 

４－６ 製砂設備 

(1) 製砂設備は、安定した破砕・分裂ができるほか、粒度の調整および保守の容易な

機種を選定することにより、ロッドミルを標準とする。 

(2) 必要設備能力は次式による。 

Ｅｏ ＝Ｆｏ・ 

 ここに、Ｅｏ：必要設備能力   （t/h） 

     Ｆｏ：２次プラントよりの原料供給量 （t/h） 

     Ｅ ：作業効率＝0.75 とする。 

(3) 製砂設備の選定       

 ロッドミルの破砕仕事量は Bond 式より求める。 

 ここに、Ｗ ：原料１t 当たりの所要動力  （kwh/t） 

   Ｐ′８０ ：製品の 80％がふるい下となるふるい目の大きさ （μ） 

   Ｆ′８０ ：原料の 80％がふるい下となるふるい目の大きさ （μ） 

   Ｋ   ：粉砕条件で湿式・乾式・ミル径などにより決まる 

   係数  Ｋ＝Ｋ１・Ｋ２

        Ｋ１：湿式の場合  1.0 

           乾式の場合  1.3 

        Ｋ２：ミル内径Ｄ１（mm）による補正 

   Ｗ１ ：43.16・Ｃ／Ｓｐ

① 破砕試験結果がある場合 

 ここに、Ｐ ：破砕試験での所要動力  （kW） 

   Ｗ′ ：破砕試験結果における能力 （t/h） 

１ 

Ｅ 

Ｗ＝12.125･Ｗ１(
Ｐ´８０

1
－

Ｆ´８０

1
)･Ｋ

Ｋ２＝(
2.440

Ｄ１

)０．２

Ｗ１＝

12.125(
Ｐ´８０

1
－

Ｆ´８０

1
)･Ｋ１･Ｋ２

Ｐ／Ｗ´
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Ｇ 

Ｇ＋Ｗ

100 

ａ 

② 破砕試験が行われていない場合 

 Ｗ１＝2.59・Ｃ/ＳＰ

ここに、Ｃ ：衝撃破砕強度   （㎏-m/㎝） 

   ＳＰ ：原料の比重 

表６－６－13 原料の比重ＳＰ･衝撃破砕強度Ｃ･仕事指数Ｗ１の関係（参考） 

破 砕岩 種 比重(ＳＰ) Ｃ(㎏-m/㎝) Ｗ１ (kw-h/t) 

石 灰 岩 2.6 0.19～0.98 3.15～16.27 

砂 岩 2.6 0.28～0.76 4.65～12.62 

花 崗 岩 2.6～2.7 0.61～1.74 9.75～27.81 

頁 岩 2.66 0.82 13.30 

(4) 破砕所要動力および電動機出力 

ＫＷ＝ＥＯ･Ｗ 

ＭＫＷ＝ＫＷ･(1＋ａ) 

 ここに、ＫＷ ：所要動力   （kW） 

    ＥＯ ：必要設備能力  （t/h） 

    ＭＫＷ ：電動機出力   （kW） 

    ａ  ：余裕率＝25～30％ 

(5) 分級設備 

(1) ロッドミルから排水されたパルプ濃度を 25～40％程度とする。 

(2) コンクリート用細骨材を製造する場合のクラッシャファイヤによる分級点は

0.074 ㎜(200 メッシュ)程度が適当である。 

(3) 所要能力 

ＰＯ＝ＦＯ･(1－ａ) 

ＭＫＷ＝ＫＷ･(1＋ａ) 

 ここに、ＰＯ  ：必要設備能力(かき揚げ能力)   （t/h） 

      ＦＯ  ：ミル粉砕量(２次プラントよりの原料供給量) （t/h） 

      ａ  ：製砂ロス(15～25％) 

(4) オーバーフロー水量 

パルブ濃度 ａ％とすると 

ａ＝      ×100 

 ここに、Ｗ   ：オーバーフロー水量  （t/h） 

      Ｇ   ：固形物の重量   （t/h） 

Ｗ＝(    －1)･Ｇ 

(5) 機種選定 

 掻上げ能力とオーバーフロー水量より選定する。 
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第７節 骨材貯蔵設備 

１. 計画一般 

２．貯蔵設備の容量 

骨材貯蔵設備の容量は、骨材の製造、骨材の運搬、コンクリート練り混ぜ、コンクリー

トの運搬打設の各施工段階において良好な作業能率を安定して確保できるように各現場

条件を充分に把握して決定する。 

２－１ 原石ビン（参考） 

キーワード 原石ビンの構成及び機能 

設置目的 

原石山から採取した原石をダンプトラックで運搬して鉄筋コンクリ

ート製の原石ビンに投入し１次破砕設備に安定して原石を供給する

目的で設置 

ビン容量 

原石山と１次破砕設備間の距離、運搬するダンプトラックの規格、

１次破砕設備の能力等によって決定されるが、一般的には通常使用

するダンプトラック積載量３～５台分 

グリズリ 原石ビン上には固定グリズリーバを設置して大塊の投入を防止 

小割 グリズリーバに引っかかった原石はブレーカで小割 

２－２ サージパイル（参考） 

キーワ－ド サージパイルの構成及び機能 

設置目的 

１次破砕設備のジョーあるいはジャイレトリークラッシャで破砕さ

れた原骨材を貯蔵して洗浄－篩分－2～3次破砕－製砂の一連の骨材

生産設備に安定的に原料を供給する目的で設置 

パイル容量 

１次破砕設備は大塊の原石を処理するため摩耗および損傷が激しく

保守整備の休止時間を要することを考慮てパイルの有効量を決定 

通常、有効貯蔵量は２～５日間程度 

貯蔵形式 

通常、野積みのストックパイルを採用 

小規模ダムや野積みのストックパイル敷地の確保ができない場合に

コルゲート骨材ビンを使用 

骨材貯蔵設備の計画にあたっては、地形地質条件等を考慮しながら必要貯蔵容量及び

貯蔵設備形式の選定を行い、骨材生産作業の施工性の向上と品質管理及び保守整備の容

易性に配慮するものとする。 
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２－３ 砂原料ビン（参考） 

キーワード 砂原料ビンの構成及び機能 

設置目的 
洗浄－2～3次破砕－篩分設備からの砂原料供給量の変動を吸収しな

がら製砂設備に対して安定的に砂原料を供給する目的で設置 

ビン容量 

洗浄－2～3次破砕－篩分設備内の各機器の摩耗部品等の取替、補修、

整備にようする休止時間を考慮してビンの有効量を決定 

通常、砂原料ビンの有効貯蔵量は５～１０時間分程度 

貯蔵形式 一般的にコルゲート骨材ビンを使用 

２－４ 製品骨材ストックパイル（貯蔵ビン）（参考） 

キーワード 製品骨材ストックパイル（ビン）の構成及び機能 

設置目的 
骨材製造設備の作業中断が発生してもコンクリートの打設作業を継

続できるようバッチャープラントに製品骨材を供給する目的で設置 

ストック 

容量 

骨材製造設備の主要部品の破損等の重大な故障が発生しても部品手

配・輸送・故障修理に要する日数を考慮して有効ストック量を決定 

通常、有効貯蔵量は細骨材及び粗骨材共３～５日分程度 

貯蔵形式 一般的に野積みストックパイル及びコルゲート骨材ビンを採用 

２－５ 骨材調整ビン（参考） 

キーワード 骨材調整ビンの構成及び機能 

設置目的 

骨材プラントからバッチャープラント間の距離が約１㎞以上ある場

合にはバッチャープラントの近傍に骨材調整ビンを設置してバッチ

ャープラントに製品骨材を安定供給する目的で設置 

ストック 

容量 

一般的にバッチャープラント内に装備している骨材貯蔵槽容量の３

倍以上 

貯蔵形式 一般的に鋼板製及びコルゲート骨材ビンを採用 
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３．貯蔵設備の方式 

３－１ 方式の種類（参考） 

貯蔵形式は、野積方式、隔壁方式、ビンがあり各形式の得失と現場条件を踏まえて

選択する。一般的な使用状況は下表のとおりである。 

キーワード サージパイル 砂原料ビン 製品ストックパイル 骨材調整ビン 

野積方式 ○  ○  

隔壁方式 ○  ○ ○ 

コルゲートビン 

方式 
○ ○ ○ ○ 

鋼製ビン方式    ○ 

(1) 野積方式（参考） 

キーワード 野 積 方 式 の 特 長 

 粗骨材 
骨材表面水の少ない粗骨材の貯蔵の方法として数多く採用れている方

式 

 細骨材 
骨材表面水の多い細骨材でも数多く採用れているが水切りのため3山

以上の設置が必要 

広い設置面積
基礎工事に要する費用が少なく経済的であるがデッドストック量が多

くなり広い設置面積が必要 

大きな上屋 
夏期日射による骨材温度上昇及び雨水を防止するため大きな上屋が必

要 

(2) 骨材ビン方式（参考） 

キーワード 骨 材 ビ ン 方 式 の 特 長 

粗骨材 

細骨材 

狭隘な敷地に粗骨材・細骨材を貯蔵する方法として数多く採用れてい

る方式 

コンパクトな

設置面積 

狭い敷地面積に貯蔵設備をコンパクトに配置することができるが骨

材の引出しにボックスカルバートが必要 

設置費 
コルゲートビン及びボックスカルバートが必要となるので費用を要

する 

(3) 隔壁方式（参考） 

キーワード 隔 壁 方 式 の 特 長 

粗骨材 

細骨材 
野積方式に比較してデッドストック量を削減できる 

設置面積 設置面積は野積方式と骨材ビン方式の中間程度 

設置費 
鉄筋コンクリート製の隔壁及び上屋を必要とするので野積方式に比

較して高価 

骨材輸送 
製品骨材の輸送にダンプトラックを使用する場合等に多く採用れて

いる方式 
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３－２ 骨材引出し設備（参考） 

キーワード 骨材引出設備 

引出暗渠 
ベルトコンベヤによりを骨材を引出す場合にはビンの下部に鋼製（コル

ゲート暗渠）またはコンクリート製ボックスカルバートを設置 

所要 

スペース 

暗渠内空断面は骨材の引出装置（振動フィダー・カットオフゲート）、

排水施設、運転員の通路の設置に所要スペースを確保 

引出口 暗渠内の引出口の大きさは1,000mm×800mm程度 

補強材 
引出口にはＨ鋼製のリング状の補強材を設置して引出装置の沈下を防

ぐ 

４．品質管理面から見た設計上の留意事項（参考） 

４－１ 骨材貯蔵設備内の骨材温度対策（参考） 

キーワード 骨材貯蔵設備内の骨材温度対策 

温度規制 
コンクリートの練上がり温度は25゜Ｃ以内（ひび割れの発生の防止）と

する規制があるので主材料である骨材温度を制御することが必要 

上屋と散水 
貯蔵中の骨材温度の上昇を防止する目的でストックパイル上屋あるい

は散水装置の設置を計画 

温度対策 

① 貯蔵ビン外部に配管を設置し、河川水を散水する方法（玉川ダム）

② 貯蔵ビン外周に硬質ウレタンフォームを吹付ける方法（浦山ダム）

③ 貯蔵ビン外周に断熱シートを巻き付け養生する方法 （月山ダム）

４－２ 骨材貯蔵設備内への雨水流水防止（参考） 

キーワード 骨材貯蔵設備内への雨水流入水防止対策 

コンベヤ 

カバー 

貯蔵ビンあるいは調整ビンを低い位置に設置するとベルトコンベヤが

下り勾配となり降雨時に貯蔵ビン内へ雨水が流入するのでコンベヤカ

バー等の設置 

上屋の設置 
ストックパイルおよび貯蔵ビン及び調整ビンに上屋を設置して雨水の

流入防止 

砂の水切り 

細骨材の表面水量は非常に多くまた変動も大きいので貯蔵ビンの数は

最低でも３個以上とし貯蔵後少なくとも２４時間以上経過させて水切

りを図る 

良好な排水 ストックパイルおよび貯蔵ビンからの良好な排水構造の検討 

４－３ 粗骨材の再破砕と粒度分離の防止（参考） 

キーワード 粗骨材の再破砕と粒度分離の防止対策 

破砕と分離 
 製品骨材をベルトコンベヤで骨材貯蔵設備に供給する場合、骨材の落

下高さが高くなるので粗骨材の再破砕と粒度分離が生じる 

ロック 

ラダー 

製品骨材の再破砕及び粒度分離を防止するためストックパイルおよび

貯蔵ビン（Ｇ１、Ｇ２、Ｇ３）にはロックラダーを設置 
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５．運転保守管理面から見た設計上の留意事項（参考） 

キーワード 運転保守管理面から見た設計上の留意事項 

骨材 

貯蔵設備 

製品貯蔵設備及び骨材調整ビンの設置場所はバッチャープラントにできる

だけ近い場所で平坦な敷地に設備することが望ましい 

設置場所 
ストックパイル及びサージパイルの設置場所に谷間の傾斜面を有効に利用

すれば骨材のデッドストック及び設備面積も小さくできる 

運転室の 

位置 

ダンプ輸送により骨材を受け入れる骨材貯蔵設備を計画する場合には、運

転室からダンプトラックの荷卸状況を確認できる場所に設置することが望

ましい 

荷卸し 

ヤード 

ダンプトラックの荷卸、方向変換、待機のスペースを十分確保するよう計

画 

防塵対策 

(1)原石ビン上には建屋を設置してダンプトラック侵入側のみ開口とし、 

原石投入時には散水して粉塵飛散を防止 

(2)サージパイル供給コンベヤから骨材が落下する時に粉塵が発生する 

ので粉塵飛散防止のため散水装置を設置 

散水用配管 
骨材貯蔵設備おいては防塵及び骨材温度低減対策として散水装置を設ける

場合が多くなってきているので散水用の給水配管を設置 

コンベヤ 

支柱 

トリッパで荷卸しする大量の貯蔵量を有するサージパイルでは、ストック

パイルを跨いで支柱を設置して骨材が支柱に接触しない方法を採用 

支柱の補強 
サージパイルの有効貯蔵内に埋まる支柱には骨材の側圧に対して十分な補

強と摩耗対策が必要 

暗渠出入口 
野積みサージパイルのように引出暗渠が長い場合には、安全対策として両

側に出入口を設ける 

空洞 

砂ビン内にアーチアクションによる大きな空洞が発生するとバッチャープ

ラントへの砂供給が中断するのでバイブレータ及びダイレクトブラスター

を設置 

防音対策 
骨材輸送設備の中で粗骨材が直接ホッパー等の鋼板に当たり大きな衝撃音

の発生が予測される場合にはゴムライニングによる防音対策を施す 

落石防護 

対策 

施工の安全性を確保するため地山からの落石防護柵及びベルトコンベヤか

らの落石を防止する防護網を必要に応じて設置 
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６．貯蔵容量 

貯蔵容量は、供給側の輸送条件の確実性、骨材製造設備の運転時間の平準化およびコン

クリート製造設備能力の相対関係を考慮して決めるが、一般には次の数量を標準としてい

る。 

(1) 原 石 ビ ン         ：ダンプトラック運搬の場合：１基当たり５～15 台分 

(2) サ ー ジ パ イ ル         ：工事最盛期における日平均使用量の３～５日分 

(3) 製品ストックパイル：工事最盛期における日平均使用量の３～５日分 

(4) 骨材調整ビン 

① ベルトコンベヤで１km 程度の場合：工事最盛期における日平均使用量の４～

５時間分 

② ダンプトラックで 30km 程度の場合：工事最盛期における日平均使用量の２～

３日分 

なお、工事最盛期における日平均使用量は、 

ＶＯ＝ 

ここに、Ｖ ：コンクリート月最大時日平均打設量 （ｍ３/day） 

   Ｇ ：コンクリート 1m３当たりの骨材量  （t/ｍ３） 

   ａ ：骨材製造ロス      （例 13.8％） 

   γ ：余裕率＝25～30％   （t/m３）（＝例 1.6） 

７．配  置 

貯蔵設備の投入口、引出し口には次のことを考慮する。 

(1) 粗骨材用ストックパイルおよび貯蔵槽にはロックラダを設ける。 

(2) 貯蔵設備の底部には、引出し条件を考慮して、カルバートを設ける。 

８．サージパイルの有効容量 

(1) 円錐形サージパイルの場合 

ここに、Ｖ ：有効量    （ｍ
３
） 

   Ｄ ：底部の直径    （ｍ） 

   ｎ ：引出し口数    （個） 

   γ ：①部分のデッド量を表す係数で、ｎにより変化する。 

                                                 表６－７－２ ａの値 

ｎ ａ 

1 1 

2 0.830 

3 0.739 

4 0.679 

 図６－７－２ パイル寸法 

Ｖ＝
πＤ３

24
・

(ｎ＋
tan45°

tan40°
)ａ

ｎ３＋tan40°
・ａ

Ｖ･Ｇ 

(1－ａ)･γ 
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また必要パイル径Ｄは 

ここに、Ｃ：引出し口数の関係 

表６－７－３ Ｃの値 

ｎ 1 2 3 4 

Ｃ 3.52 3.20 3.06 2.98 

 以上よりパイル径、引出し口数および有効容量の関係を図６－７－３に示す。 

 地形条件によってサージパイルを山腹又は傾斜面に沿って設ける場合には、大塊骨 

材が分離し易いのでベルトコンベヤからの落とし方向を山側か傾斜面側に向けるよう

に配慮する。 

図６－７－３ パイル有効量算出図（円錐形） 

(2) 甲形サージパイル容量 

 円錐形サージパイルと同様、有効容量とパイル径の関係は図６－７－４に示す｡ 

    図６－７－４ 

Ｄ＝Ｃ･３ Ｖ
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９．ストックパイル 

(1) ストックパイルの設計はサージパイルに準ずる。 

(2) 細骨材のストックパイルは、屋根付きとする。 

第８節 骨材引出し設備 

１．計画一般 

〔解 説〕 

１－１ 骨材引出し設備の形式はゲートとフィーダに大別され、その分類は表６－８－

１のとおり。 

１－２ ゲートは構造は簡単であるが、調整がむずかしいので、出口寸法を調整できる

構造とする。 

１－３ フィーダは骨材粒径に関係なく安定した引出しが可能である。 

表６－８－１ ゲート、フィーダの分類 

２．機種の選定 

(1) 原石ビンからの引出しに用いるフィーダは、投入時の衝撃に耐える強度を必要と

し、かつ定量連続引出しをするので、特重形エプロンフィーダ、特重形振動フィー

ダが適している。 

(2) サージパイルからの引出しに用いるフィーダは２次、３次クラッシャ、ふるい分

け、コンベヤなどの負荷状況に応じて供給量の調整が簡単にできる振動フィーダが

適している。 

(3) 製品ストックパイルからの引出しでは、一般に、粗骨材は振動フィーダ、細骨材

はカットオフゲートが用いられている。 

(4) 骨材調整ビンからの粗骨材の引出しには振動フィーダが、細骨材ではカットオフ

ゲートが用いられている。 

エプロンフィーダ
エンドレス式フィーダ

ベルトフィーダ

機械振動フィーダ

フィーダ 振動式フィーダ 振動モータフィーダ

電磁フィーダ

回転式フィーダ テーブルフィーダ

レバースライドゲート

スライドゲート ラックピニオンゲート

空気圧・油圧スライドゲート

標準形カットオフゲート

フィーダ 凸形アークカットオフゲート
カットオフゲート

凹形アンダカットオフゲート

空気圧・油圧カットオフゲート

その他のゲート フィンガーゲート

骨材引出し設備は、貯蔵設備の形式、骨材の種類および使用目的に応じて選定する。
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エプロンフィーダ 

ベルトフィーダ 

機械振動フィーダ 

振動モータフィーダ 

カットオフゲート 
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３．設備の能力 

３－１ エプロンフィーダ 

(1) フィーダの幅は 450～1500mm が一般的である。速度は 3～10ｍ/min 程度で調整可

能とする。 

(2) エプロンフィーダの条件 

① 原石最大塊寸法 

 原石ビン上部グレート目開寸法はグリズリ間隔以下とする。 

 グリズリ間隔＝0.7×ジョークラッシャ供給口開き寸法 

② 機幅寸法 

 機幅寸法 ＞ 岩石の最大辺長寸法  とする。 

(3) エプロンフィーダの供給能力 

 Ｑ＝60･γ･Ａ･μ （t/h） 

ここに、Ａ ：積載断面積＝側板有Ｂ･Ｈ、側板なし 0.75Ｂ･Ｈ （m２） 

   γ ：骨材等の見掛比重量   （t/m３） 

   ν ：チェーン速度    （ｍ/min） 

   Ｂ ：スカートの間隔    （ｍ） 

   Ｈ ：積載高さ    （ｍ） 

４．設備の設計 

滑機引出し設備の設計は、「ダム施工機械設備設計指針（案）」の 242 項を参照のこと。 
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第９節 骨材輸送設備 

１．機種の選定と組合せ 

〔解 説〕 

１－１ 輸送方法の選定は、①設備費と運転経費とからなる総経費、②設置の難易、③

騒音、振動、塵埃等の社会的影響などを考慮する。一般には道路が確保される場合に

はダンプトラック、地形上道路を造ることが容易でない場合には、ベルトコンベヤま

たは架空索道となる。 

１－２ 総輸送量と期間は設備等に与える影響は大であるので十分な考慮検討する必

要がある。 

１－３ 輸送方法は経路の勾配により制限される。 

     勾配

運搬方法         10°      20°      30°     40°     50°

ダンプトラック 

ベルトコンベヤ 

図６－９－１ 各種輸送方法の適応最大勾配 

１－４ 延長については図６－９－２に示すように、その長短により輸送方法を採用す

る｡ 

10 20 30 50    70      100m 500     1 ㎞   10 ㎞  50 ㎞  100 ㎞ 

ダンプトラック 

ベルトコンベヤ 

図６－９－２ 各種輸送方法の適応最大勾配 

２．輸送能力 

 骨材輸送設備の能力は、骨材製造設備の能力を基本として、次式により計算する。 

 Ｑａ＝ＱＢ(1＋ａ１) 

ここに、Ｑａ ：引出し設備能力     （t/h） 

 ＱＢ ：設備の所要能力     （t/h） 

   ａ１ ：フローの変動に対する余裕率 

３．設備の配置 

骨材輸送設備の配置は、輸送量、骨材の大きさ、輸送距離、地形、地質および環境など 

を考慮して配置する。 

〔解 説〕 

 輸送設備の設置上の主要な留意点は次のとおりである。 

骨材輸送設備は、総輸送量、時間当たり輸送量、輸送期間、輸送距離および地形など

を考慮して輸送方式を決定する。 
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３－１ ダンプトラック輸送は、道路の幅員、勾配、曲率半径等の道路条件が一般公道

の規模を満たしていれば問題はないが、専用道路とする場合には勾配、曲率半径など

は一般公道の基準をこえている場合が多い。 

３－２ ベルトコンベヤの路線の設定は、次の事項を考慮する。 

(1) ベルトコンベヤの計画においては、路線の設定が最も大切である。路線は勾配の

制限を考慮して、直線で結んで構成しなければならない。総延長の長いベルトコン

ベヤはできるかぎり基数を減らし、１基当たりの機長を長くすることがコンベヤシ

ステムとしての制御が容易となり、積替え点での損傷を少なくし経済的である。 

(2) 地形図にレイアウトする場合は、次の点に考慮する。 

① 特殊設計を除き勾配は表６－９－１による。 

表６－９－１ ベルトコンベヤの最大勾配 

切 込 み 18° 切 込 み 18° 

サ イ ズ 別 15° サ イ ズ 別 10° 

コ
ン
ベ
ヤ

上
り

2 0 ～ 3 0 ％ 含 水 砂 10° 

コ
ン
ベ
ヤ

下
り

② コンベヤの交点は、1.5ｍ程度の落差とする。 

③ 交点位置は、支柱の高さが極力低くなる場所を選ぶ。 

④ 機長が 30ｍ程度以上の場合には、重錘式の緊張装置を設けるので、できればフ

レームと地表面の間にその余裕をとる。 

(3) フレームおよび支柱（基礎）の設計荷重のうち積雪荷重の影響が高いため、多雪

地域では雪崩や雪だまりなどの生じる場所を避けて路線設計を行う。 

(4) 地上 1ｍ程度以下を走るベルトコンベヤは、ストリンガ形フレームを使用する。 

３－３ 設計上の留意事項（参考） 

(1) 骨材輸送用ベルトコンベヤが工事用道路等を横断する際や高所からのコンベヤか

らの落石の危険が予側される箇所には落石防護板等を装備する必要がある。 

(2) 2 次 3 次破砕後の製品骨材輸送用コンベヤ乗継部のシュート内には製品の割れ防

止とシュート内面保護のために骨材によるデッドストックを形成して骨材同志を接

触させるようにして、直接シュート鋼板に骨材が衝突しないよう設計する必要があ

る。 

４．設備能力 

４－１ ベルトコンベヤ 

(1) 運搬能力 

 理論運搬能力は、通常ＪＩＳ Ｂ 8805 に記載されている次式を用いる。 

 Ｑ＝60･Ａ・υ 

  ＝60･Ｋ(0.9Ｂ－0.05)
２
･υ 

 ここに、Ｑ ：理論運搬能力    （m３/h） 

    Ａ ：運搬物の積載断面積   （m２） 

    υ ：ベルト速度    （ｍ/min） 

    Ｋ ：定数（表６－９－２より 0.1245 を採用） 

    Ｂ ：ベルト幅    （ｍ） 
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表６－９－２ Ｋの値 

 積載物の側角 10° 20° 30° 

 Ｋの値 0.0963 0.1245 0.1538 

         注）骨材輸送の場合、側角は一般に 20°を採用する。 

 また、実際の運搬能力は理論運搬量の 1.25～2.0 倍の大きさにする必要がある。 

① ベルト幅 

 ・輸送物粒径からは最大寸法の約３倍以上の幅が必要。 

 ・標準は 450、750、900 とする。 

 ・輸送物の粒径と最小ベルト幅の関係は表６－９－３に示す。 

            表６－９－３ 骨材粒径と最小ベルト幅        （mm） 

骨材最大粒径 Ｇmax  65  80 100 130 165 200  265  330 

最小ベルト幅 Ｖmin 400 450 500 600 750 900 1050 1200 

② ベルト速度 

 ・乗継ぎ部の衝撃、摩擦および下りコンベヤの制動等を考慮する。 

 ・骨材輸送では一般に 100～50m/min 程度が望ましい。 

 ・表６－９－４に最大ベルト速度を示す。 

            表６－９－４ 最大ベルト速度             （m/min） 

ベルト幅（㎜） 400 450 500 600 750 900 1050 1200 

砂 105 120 120 135 150 165  180  180 
最大ベルト速度 

砂 石 105 120 120 135 150 160  165  165 

③ ベルト傾斜角 

 ベルトコンベヤの許容最大傾斜角は表６－９－５による。 

表６－９－５ ベルトコンベヤの最大勾配 

種  類 角度 種  類 角度 種  類 角度 

乾いたもの 15° 玉  砕 12° 玉  砕 13° 

湿ったもの 20° 塊 均 一 15° 塊 均 一 16° 砂

水分の多いもの 13° 

砂

利

塊不均一 18° 

砕

石

塊不均一 20° 

５．設備の設計 

骨材輸送設備の設計は、「ダム施工機械設備設計指針（案）」の 254 項を参照のこと。 
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第１０節 濁水処理設備 

１．計画一般 

〔解 説〕 

１－１ ダム建設工事に伴って発生する濁水については、公害対策基本法を頂点とする

各種法規基準（水質汚濁防止法）等がある。また、近畿各府県の条例にも対応する必

要がある。 

１－２ 事前調査は、一般に次の項目について実施する。 

① 工事の規模と工期 

② 濁水の発生源 

③ 濁水の水量水質 

④ 放流水の排出基準および水量制限 

⑤ 処理設備の運転条件 

⑥ 敷地条件 

⑦ 使用を制限される薬品 

⑧ スラッジの処理処分方法 

⑨ 凝集剤の予備試験など 

２．機種の選定と組合せ（濁水処理方式） 

２－１ 濁水処理方式の種類と特性 

濁水処理方式には「自然沈殿方式」、「凝集沈殿方式」、「機械処理沈殿方式」、

「機械処理脱水方式」がある。その選定は、工事の規模、地形条件等から決定し、目

安として表６－10－１がある。 

表６－10－１ 濁水処理方式の選定目安 

処理方式 施設の大きさと敷地条件 

自 然 沈 殿 方 式 
濁水を沈殿池に導き自然沈降させる方式であるが、沈降速度が遅く

規制値の確保も難しいため、ダム工事での施工例は殆どない。 

凝 集 沈 殿 方 式 

凝集沈殿池として大きな容量の沈殿池を必要とするので、ダムサイ

ト周辺に広いスペースを確保できる地形条件でなければ採用は難し

い。 

機械処理沈殿方式 

凝集沈殿池を設置するほど大きな容量の沈殿池は確保できないが、

凝集沈殿したスラッジを収容する容量の貯泥池であれば設置が可能

な現場で採用されている。 

機械処理脱水方式 

凝集沈殿したスラッジを収容する貯泥池も確保できない現場では、

凝集沈殿したスラッジをフィルタープレスに打込み、脱水ケーキと

してダンプトラックにより搬出する。 

２－２ ダム建設工事現場における濁水処理設備 

次の２つに大別される。 

 骨材プラント濁水処理設備…………………………ＳＳ（浮遊懸濁粒子）処理   

 ダムサイト濁水処理設備……………………………ＳＳ処理および中和処理    

濁水処理設備は、事前調査、施工実績等を考慮して計画する。 
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２－３ 中和処理 

アルカリ性水の中和方式として炭酸ガス法と酸性液法があるが、近年は取り扱い上

の安全性が高い炭酸ガス中和方式を採用する例が多い。 

２－４ ＳＳ処理 

(1) ダム工事においては、自然沈降およびシックナによる強制沈殿があるが、次の理

由でシックナ形の採用が一般的である。 

① 原水量の変動、濃度変化に対して、濃縮層自身により対応ができる。 

② 目標の処理水を得ることができる。 

③ １台当たりの処理能力が大きいため、１系列で間にあう場合が多い。 

④ 実績が多く、信頼度が高い。 

(2) シックナの形式は図６－10－１に、その形式比較は表６－10－２に示す。 

図６－10－１ シックナの形式の例 

シックナ

スラッジブランケ

ジェット分離形 バケットかき上げ形 
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表６－10－２ シックナの比較 

項  目 シックナ形 ジェット分離形 バスケットかき上げ形

構 造 

円形槽、給泥槽 

集泥装置(レーキ)およ

び昇降装置 

円形槽下部コーン形 

円筒、噴流管等で可動

部なし 

角形槽 

集泥装置 

(バケットコンベヤ) 

処 理 能 力 大きい 中 位 300m３/h 小さい 100m３/h 

処理済水のＳＳ 低 い 中 位 同 左 

原水の変動に 

対する適応性 
良 い 悪い、調整槽が必要 同 左 

スラッジ濃度 30％ 30～35％ 30～40％ 

凝集剤の使用量 中 位 少ない 多い 

ダムでの実績 多 い 少ない 少ない 

摘 要 適応性、信頼性は高い
泥分の固結のおそれが

ある 
管理が比較的難しい 

２－５ 脱水機の選定 

(1) 脱水機の形式比較は表６－10－３による。 

表６－10－３ 各脱水機の比較 

項  目 加圧脱水機 連続加圧脱水機 真空脱水機 遠心脱水機 

脱 水 機 構 濾過室へ圧送し

て、濾布より分離

する。 

圧力ローラまたは

ドラムで絞りと

る｡ 

ドラム内部を減圧

してドラム表面に

吸着させるケーキ

はナイフ等で剥離

する。 

高速運転による遠

心力を利用して分

離する。 

運 転 方 法 間 欠 連 続 連 続 連 続 

ケーキ含水率 25～35％ 40～50％ 30～35％ 35～40％ 

濾過面積当た 

りの処理能力 
大 小 大 大 

長 所 

ケーキの含水率が

小さい。 

実績が多い。 

スラッジの濃度変

化に対処できる。

小量の処理では価

格が安い場合があ

る｡ 

比較的設置面積が

小さい。 

短 所 

間欠運転のため 

調整槽が必要であ

る｡ 

凝集剤の使用量が

多い。 

含水率が高い。 

造粒粗大化しない

と濾布の両端から

はみ出す。 

取扱いが困難。粗

粒子が多いと閉そ

くの危険がある｡ 

微粒子が多いと脱

水性が悪くなる。

処理能力が小さ

い｡ 

凝集剤を添加して

圧縮性を高める必

要がある。 

スクリューの損耗

が大きい。 

コロイドの分離が

困難、処理水濃度

が高い。 

処理能力が小さ

い｡ 

実績が少ない。 

真空、加圧より脱

水性が劣る。 

(2) 上記形式のうち、加圧脱水機（フィルタプレス）が多く採用されている。 
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(3) 濾布は 20～100 枚程度が一般的である。 

(4) 脱水ケーキの取出しはバッチ式である。 

３．骨材プラント濁水処理設備 

３－１ 計画条件 

① 骨材洗浄水量    （ｍ
３
/h） 

② 原石の種類および比重 

③ 発生ダスト量    （t/h） 

④ 原水水質  ＳＳ  （mg/ ）、pH 中性 

⑤ 処理水水質 ＳＳ  （mg/ ）、pH 中性 

⑥ プラント稼働時間  （h/日） 

⑦ 処理方式 

⑧ 処理水の利用 

なお、各条件は以下のように決める。 

(1) 発生ダスト量（ＱＳ） 

① 第６節骨材製造の粒度分布計算による方法 

② ＱＳ＝ＡＰ･Ｉ 

 ここに、ＡＰ  ：原石投入量 （t/h） 

    Ｉ ：骨材製造過程におけるロス率＝13.8％（例） 

(2) 骨材洗浄水量ＱＰを求める例を表６－10－４に示す。 

表６－10－４ 骨材洗浄水量の例 

使用水量(ｍ
３
/min) 

項    目  

清 水 循環水 

備 考 

①スクリーン － 10.4  

②２次クラッシャ冷却水 0.02 － 補給水

③３次 0.02 － 〃 

④スプリンクラー(６ヶ所) － 0.15  

⑤骨材取出し部加湿機 － 0.055  

⑥ロッドミル 5.0   

⑦ロッドミル冷却水 0.05   

合    計  5.09≒5.1 10.605≒10.6  

         (Ｑ=5.1+10.6=15.7m
３
/min =942m

３
/h→950m

３
/h) 

(3) 原水ＳＳ濃度 

 ＳＳ＝        ×10
６

 ここに、ＱＳ   ：ダスト量    （t/h） 

    ＱＰ   ：洗浄水量＝2･ＡＰ   （t/h） 

    ＡＰ   ：原石投入量   （t/h） 

    γ ：原石の比重  

ＱＳ

ＱＳ/γ＋ＱＰ
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３－２ 処理フロー 

必要な沈殿池が取れない場合を想定し、図６－10－２に機械処理脱水方式のフロ

ー図を示す。 

図６－10－２ 処理フロー例 

３－３ 濁水の物質収支 

処理される濁水が各機器で処理される過程でどのような量となるかは物質収支

を計算し求める。処理方式により計算項目が異なるが、大半の計算項目が含まれる

機械処理脱水方式の場合について示す。  

（図６－10－３参照） 

図６－10－３ 物質収支計算模式図 
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(1) 前処理（沈砂池） 

（除去量） 

土   砂：発生ダスト量（t/h）×ａ 

ここに、ａ ：除去率＝0.15（例） 

前処理設備において、粗粒分（粒径 0.074mm 以上）は、沈殿に

より土砂の 15％除去するものとする。（一般には濁水処理試

験で決める） 

（処理後） 

濁水 土砂：発生ダスト量－除去量＝処理後ダスト量 

  水：           原 水 量  

 計               処理後原水量（m３/h） 

(2) 凝集沈殿処理 

① 無機系凝集剤（ＰＡＣ） 

 注入量＝処理後原水量×Ｃ１×γ１（ /h） 

ここに、Ｃ１：ＰＡＣ最大注入量＝200mg/l×10
－ ３

      （ＰＡＣ＝Ａ ２ Ｏ３ 濃度 10％として） 

   γ１：比重＝1.2 

② 高分子凝集剤（ポリマー） 

 注入量＝処理後原水量×Ｃ２×10
－ ３

×γ１（ /h） 

ここに、Ｃ２：高分子注入量＝3～5mg/l（濃度 0.1％） 

       ＝（3～5）×100/0.1 

    γ２：比重＝1.0 

③ 濃縮汚泥 

（引抜量） 

土 砂：処理後ダスト量 

 水 ：処理後ダスト量× 

 計  濃縮汚泥量  （m３/h） 

 ここに、ａ１：引抜汚泥の含水率＝70％（60～80％） 

（上澄水量） 

イ）シックナ流入水＝処理後原水量＋無機系凝集剤量＋高分子凝集剤量（ｍ３/h） 

ロ）上 澄 水 量＝シックナ流入水量＋濃縮汚泥量       （ｍ３/h） 

④ 脱水処理 

（処理ケーキ量） 

土 砂：処理後ダスト量 

 水 ：処理後ダスト量× 

 計  脱水ケーキ量  （m３/h） 

 ここに、ａ２：脱水ケーキ含水率＝30％（30～35％） 

⑤ 脱水濾液 

処理濾液量＝濃縮汚泥量－脱水ケーキ量 

ａ１

1－ａ１

ａ２

1－ａ２
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Ｑｄ･t 

60 

⑥ 循環水量 

循環水量＝上澄水量＋処理濾液量（m３/h） 

３－４ 主要設備の能力 

(1) 前処理設備 

 自然沈殿槽と湿式サイクロンとが一般的である。ここでは沈砂槽案の設計を行う。 

(1) 沈砂槽の表面積（Ａ）および有効水深（h） 

① Ａ＝     m２ 

  ｈ＝      ＝    （≧0.5ｍ） 

ここに、Ｑ ：原水量＝骨材洗浄水量＋発生ダスト量（m
３
/h） 

    Ｖ ：粒子の沈降速度（m/h） 

 粗粒分（粒径 0.074mm）4mm/s＝14.4m/h 

    Ｌ ：沈砂槽の長さ（ｍ）（Ｌ/Ｂ＝２～４） 

    Ｂ ：沈砂槽の幅 （ｍ） 

    ｕ ：水平方向水深（ｍ/h）…一般に５㎝/s＝180ｍ/h 以下 

(2) 土砂貯留必要高ｈ１

 ｈ１ ＝  

ここに、Ｑｍ：沈砂槽の堆砂量 

         Ｑｍ１＝(     ＋     ) Ｗｓ（m
３
/h） 

   ω ：含水率＝40％（例） 

   γ ：沈砂固形物質比重＝2.7 程度 

   Ｗs ：沈砂固形物乾燥質量（t/h） 

       （前処理による土砂除去量） 

 沈殿物の除去をａ日間に１回とすると 

    Ｑｍ＝Ｑｍ１×１日のプラント稼働時間×ａ（m
３
） 

(3) 沈砂槽必要高さはＨ、 

 Ｈ≧ｈ＋ｈ１

(4) 沈砂槽の数 

 交互使用を考え、２槽必要である。 

(2) 原 水 槽 

(1) 一般に、コンクリート製とする。 

(2) 原水槽の有効容量Ｖは次式による。 

 ＶＡ ＝    （ｍ
３
） 

ここに、Ｑｄ：原水量（m
３
/h） 

   ｔ ：滞留時間（min）＝（通常５～10min とする） 

  沈砂槽がある場合は３分程度でもよい。 

Ｑｄ

Ｖ 

Ｌ･Ｖ 

ｕ 

Ｑｄ

ｕ･Ｂ 

Ｑｍ

Ａ 

ω 

1－ω 

1 

γ 
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(3) 凝集反応槽 

(1) 原水と薬剤の混合促進のため、撹拌機をつける。 

(2) 凝集反応槽の有効容量Ｖは次式による。 

 ＶＡ ＝        （m
３
） 

ここに、Ｑｄ  ：原水量（m
３
/h） 

ｔ２  ：凝集反応時間(min)＝(通常２～５min。最小１min とする） 

ａ ：余裕率（1.1～1.2） 

(4) ＰＡＣ貯留槽 

(1) ＰＡＣの貯留槽は、耐酸性の材料、ポリエチレン製またはＦＲＰ製を使用する｡ 

(2) ＰＡＣ貯留槽の有効容量Ｖは次式による。 

 Ｖ＝必要注入量( /h)×プラント稼働時間(h/日)×貯留日数(日)×10
－ ３

(m
３
) 

① 必要注入量は通常 150mg/ 程度である。 

② 貯留日数は一般に７日以上としている。 

(3) 有効容量によりタンク寸法を決める。 

(5) 高分子凝集剤溶解槽 

(1) 溶解槽の有効容量Ｖは次式による。 

 Ｖ＝必要注入量( /h)×貯留時間(h)×10
－ ３

(m
３
) 

① 必要注入量は通常３mg/ 程度である。 

② 貯留日数は通常１回に半日～１日であるが、自動定量供給連続溶解方式を採用

し、１時間とした例もある。 

(2) 交互使用を考え、２槽必要である。 

(6) シックナ 

(1) 必要水面積Ａ 

 Ａ ＝   （m２） 

ここに、Ｑ ：前処理後の原水量（m
３
/h） 

Ｖ ：水面積負荷（または沈降速度）＝１～３（ｍ/h） 

 処理後のＳＳの設計上限 75mg/

            〃      75～40mg/

            〃      40mg/ 以下はＶを小 

(2) シックナ径 Ｄ 

(3) 有効水深 Ｈ 

 Ｈ ＝ ───（ｍ） 

ここに、ｔ ：滞留時間＝2.0h 程度（１～３h） 

Ｑｄ･t２ ･ａ

60 

Ｑ 

Ｖ 

Ｄ＝ 4Ａ／π （m）

Ｑ･ｔ 

Ａ 



6－89 

(7) 処理水槽 

(1) 処理水槽の容量Ｖは次式による。 

 Ｖ ＝上澄水量×   （ｍ
３
） 

ここに、上澄水量：シックナの上澄量による。 

      ｔ ：滞留時間＝10～20min 

(8) 脱 水 機 

(1) 発生ケーキ量＝脱水ケーキ量（m
３
/h）×稼働時間（h/日） （m

３
/h） 

(2) 脱水機運転時間 

 １日のサイクル回数＝設備１日の脱水Ｉ作業時間÷脱水サイクル時間より、運転

時間を決定する。 

 脱水サイクルの一例 

  ケーキ厚 35 ㎜として、 

  スラリー打込時間＝60 分 

  濾 板 開 枠 時 間        ＝30 分 

    （濾板数×15 秒） 

  そ の 他 ロ ス        ＝５分 

     合  計   95 分 

(3) １サイクル処理量＝発生ケーキ量÷１日のサイクル数（m
３
/サイクル） 

(4) 必要濾室数＝１サイクル処理量÷濾板寸法 

濾板寸法例として 2000□(1870□×35t＝0.1224m
３
/室) 

(5) 脱水機台数＝必要濾室数÷脱水機の濾室数(100 程度) 

 なお、通常の場合、脱水機の予備は考えない。故障時等は正常機の運転時間延長

またはスラリ槽、シックナでの貯留で対応する。 

(9) スラリ槽 

(1) スラリ発生量（含水率 70％とする） 

 １日のスラリ発生量＝濃縮汚泥量×プラント稼働時間（m
３
/日） 

(2) 脱水機処理容量 

 脱水機の処理量＝１日のスラリ発生量÷脱水機運転時間 

となり、１日最大滞積量は 

  （濃縮汚泥量－脱水機処理量）×プラント可動時間 

(3) 必要貯留量 

 必要貯留量は日最大滞積量に１時間分程度の濃縮汚泥量を考慮する。 

(4) スラリ槽容量 

 スラリ槽は脱水機１台に対し１槽とすると、 

  スラリ槽容量≧必要貯留量÷台数 

(10) ケーキヤード 

発生ケーキ量は、脱水機の項を参照のこと。 

貯留時間を１日程度とすると、 

 ケーキヤード必要容量＝発生ケーキ量×貯留時間（１日） 

ｔ 

60 
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(11) 濾液受槽 

(1) 日発生濾液量＝処理濾液量×プラント稼働時間 

① 処理濾液量は、10－３－３ の２項⑤の処理濾液量である。 

(2) 滞留時間は脱水１サイクル当りの 20～30 分程度とする。 

(3) 槽の容量は次式による。 

日発生濾液量 ×          ×        （m
３
） 

３－５ 設備の設計 

濁水処理設備の設計は「ダム施工機械設備設計指針（案）」の 294 項を参考のこと。 

４．ダムサイト濁水処理設備 

４－１ 計画条件 

① 原 水 量 （ｍ
３
/h） 

② 原水水質 一般に ＳＳ 最大 5000mg/ (設備規模決定における条件) 

         平均 1000mg/ (沈殿池容量の算出に用いる) 

      ｐＨ 最大  12   (中和剤貯留設備の算定に用いる) 

         平均  11   (中和剤使用量の算出に用いる) 

③ 処理水水質    ＳＳ (mg/ )、pH6.5～8.5 

④ プラント稼働時間    (h/日) 

(1) 濁水発生量は次式による。 

Ｑｄ＝(ＱＢ＋ＱＣ＋ＱＣＰ)または＋Ｑｒ、Ｑｄ＝Ｑｒ

   ＱＢ＝0.06･ｎ･Ｈ･ｑｂ

   ＱＣ＝60･ｑＰ･ＨＰ

   Ｑｒ＝Ｃ･Ａ･ｑｒ/1000 

   ＱＣＰ＝ＣＣＰ･ＶＣＰ･ｎＣ

ここに、ＱＢ ：ボーリンググラウチング排水(m
３
/日) 

     ｎ ：グラウト機械の工程上の最大の台数(台/日) 

     Ｈ ：グラウト機械の１日当たり運転時間(h/日) 

     ｑｂ  ：グラウトポンプの吐出量( /min) 

    ＱＣ ：コンクリート養生水、および打設面処理等の排水(m
３
/日) 

     ｑＰ：養生等に使用される時間当たり水量(m
３
/min) 

                (通常は 0.5～1.0m
３
/min) 

     ＨＰ：１日当たり散水養生等の時間(h/日) 

    ＱＣＰ：コンクリートプラント洗浄水(m
３
/日) 

     ＣＣＰ：コンクリートプラントのミキサへの洗浄水の使用率 

     ＶＣＰ：コンクリートプランのミキサ容量(m
３
) 

     ｎＣＰ：コンクリートプラントのミキサ台数(台) 

     ｎＣ ：１日当たりのコンクリートプラント洗浄回数(回/日) 

    Ｑｒ ：掘削作業時の流出水(m
３
/日) 

     Ｃ ：流出係数(掘削時の降雨による排水が地盤への浸透等によ

り全量流出しないことを考慮した係数) 

     Ａ ：掘削時の工程上の最大の面積(m2) 

     ｑｒ ：掘削作業の行われる最大の日降雨量(mm/日) 

１ 

１日サイクル数 

滞留時間(分) 

60 
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４－２ 処理フロー 

(1) 必要な沈殿池が取れない場合を想定し、骨材プラント濁水処理設備と同様に図６－

10－５のフロー例を示す。 

(2) ダムサイト濁水には多量のセメント粒子が混合されてアルカリ性となるので、中和

処理が必要である。 

(3) 中和方式として炭酸ガス法と酸性液法が用いられてきたが、最近では殆ど炭酸ガス

法が用いられている。 

(4) リターン管等を設け、基準値を超過した処理水は、再処理できるよう考慮する。 

図６－10－５ 

４－３ 濁水の物質収支 

(1) 原  水 

原水のＳＳ濃度 ａ ｐｐｍより 

土砂量  Ｗ＝原水量(Ｑｄ)×ａ×10
－ ６  

(t/h) 

土砂の比重γより 

土砂量  Ｖ＝Ｗ/γ   (m
３
/h) 

水 量  ＝Ｑｄ－Ｖ   (m
３
/h) 

(2) ＣＯ２

① 原水 pH を 11 とした場合の中和に使用し、濁水 1ｍ
３
当りに必要なＣＯ２量（反応

理論値） 

   ［ＯＨ
－
］kmol/ｍ

３
×44 ㎏/kmol＝10

－ ３
×44＝0.044 ㎏/ｍ

３

ＳＳ分や反応効率を考慮し、２倍を必要量とすれば、反応必要量は 

   Ｑ＝2×0.044×Ｑｄ (㎏/h) 

ただし、最大 pH12 の場合は、10
－ ２

×44＝0.44 ㎏/ｍ
３
となり、 

反応必要量は Ｑ＝(1.5～2)×0.44×Ｑｄ (㎏/h)となる。 
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(3) 凝集沈殿処理 

① 無機系凝集剤（ＰＡＣ） 

注入量＝原水量(Ｑｄ)×Ｃ１×10
－ ３

/γ１ ( /h) 

ここに、Ｃ１＝ＰＡＣ入量(mg/l)(ＰＡＣ＝AL２ 0３ 濃度 10％として) 

    γ１＝比重＝1.2 

② 高分子凝集剤 

注入量＝原水量×Ｃ２×10
－ ３

/γ２

ここに、Ｃ２＝高分子注入量＝３～５mg/ (濃度 0.1％) 

＝(３～５)×100/0.1 

    γ２＝比重＝1.0 

③ 濃縮汚泥 

（引抜量） 

土 砂：土砂量 

 水 ：土砂量×ａ１/(1－ａ１) 

 計  濃縮汚泥量  （m
３
/h） 

ここに、ａ１：引抜汚泥の含水率＝70％（60～80％） 

（上澄水） 

上澄水量＝シックナ流入水量－排水量 (ｍ
３
/h) 

④ 脱水処理 

（処理ケーキ量） 

土 砂：処理後土砂量 

 水 ：処理後土砂量× ──── 

 計  脱水ケーキ量 （m
３
/h） 

ここに、ａ２：脱水ケーキ含水率＝30％（30～35％） 

⑤ 脱水濾液 

処理濾液量＝濃縮汚泥量－脱水ケーキ量 

４－４ 主要設備の能力 

(1) 中和原水槽 

 原水槽の有効容量Ｖは次式による。 

 Ｖ ＝     （m
３
） 

ここに、Ｑｄ：原水量（m
３
/h） 

ｔ ：滞留時間(通常５～10min とする) 

(2) 中和反応装置 

 Ｖ ＝      （m
３
） 

ここに、ｔ１：反応槽の滞留時間(通常 1 分程度が多い) 

ａ ：余裕率(1.2 程度) 

(3) 気化装置 

  気化能力：pH12 の最大の場合を考慮する。(㎏/h) 

  気化方式：電気温水加熱式 

ａ２

1－ａ２

Ｑｄ･t 

60 

Ｑｄ･t１･ａ 

60 
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(4) 炭酸ガス容器 

 有効容量Ｖは次式による。(h/日) 

 Ｖ＝反応必要量(㎏/h)×プラント稼働時間(h/日)×貯留日数 

ここに、貯留日数：４週間分程度を目安とし、タンクローリ容量に合わす 

          (3、6、10、20ｍ
３
) 

(5) 混 合 槽 

 原水との混合時間を混合槽の部分で 30 秒以上とすると、有効容量Ｖは次式による｡ 

 Ｖ ≧ Ｑｄ ×    （m
３
） 

(6) 沈 殿 槽 

 造粒部での沈降速度を 750mm/min(＝45m/h)以下とすると、有効所要面積Ａは次式に

よる。 

 Ａ ≧ Ｑｄ／45(m２) 

(7) ＰＡＣ貯留槽 

(a) ＰＡＣの貯留槽は、耐酸性の材料、ポリエチレン製またはＦＲＰ製を使用する｡ 

(b) ＰＡＣ貯留槽の有効容量Ｖは次式による。 

 Ｖ＝必要注入量( /h)×プラント稼働時間(h/日)×貯留日数(日)×10
－ ３

(m
３
) 

① 貯留注入量は通常 100mg/ 程度である。 

② 貯留日数は一般に 20 日以上としている。 

(8) 高分子凝集剤溶解槽 

(a) 溶解槽の有効容量Ｖは次式による。 

 Ｖ＝必要注入量( /h)×貯留時間(h)×10
－ ３

(m
３
) 

① 必要注入量は通常２mg/ 程度である。 

② 貯留時間は通常１回に半日～１日であるが、自動定量供給連続溶解方式を採用

し、３時間以上を考える。 

(b) 交互使用を考え、２槽必要である。 

(c) 自動溶解機 

 溶解操作１回当りの給粉時間を 15 分とし、必要量の２倍程度の能力を有するもの

とする。 

 所要高分子溶解能力は、 

 Ｖ (㎏) ×    ×２＝８･Ｖ（㎏/h） 

(d) ホッパー 

ホッパー容量は、１基当り高分子最大注入量の１日分程度とする。 

所要容量Ｗ(㎏)は、 

Ｗ＝土砂汚泥量(㎏/h)×プラント稼働時間×１日(㎏) 

高分子凝集剤粉末の見掛け比重を 0.6(㎏/ )とすると、容量Ｖは 

Ｖ＝Ｗ／0.6( ) 

(9) 処理水計量増 

 上澄水量の滞留時間を１分程度とする容量。 

(10) 脱 水 機 

(a) 発生ケーキ量＝脱水ケーキ量（m
３
/h）×プラント稼働時間（h/日） 

(b) 脱水機運転時間 

 設備の１日最大作業時間(例 10～12 時間)と、脱水サイクル時間により、１日のサ

イクル回転を決め、運転時間を決定する。 

30 

3600 

60 

15 
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(c) １サイクル処理量＝発生ケーキ量÷１日のサイクル数(m
３
/サイクル) 

(d) 必要濾室数＝１サイクル処理量÷濾板寸法×余裕(1.10) 

                （濾板寸法例 1000□×30＝0.03 ㎡/室） 

(e) 以上より脱水機を選定する。 

(11) スラリ槽 

(a) 脱水機の停止時間以上の容量を考慮する。（一般に 1～2 時間） 

(b) スラリ槽は脱水機１台に対し、１槽とする。 

(c) 必要貯留槽（Ｖ）は次式による。 

Ｖ＝濃縮汚泥量×(プラント稼働時間－脱水機運転時間＋余裕時間)（m
３
） 

(12) ケーキヤード 

(a) 発生ケーキ量は、10 項の脱水機の項を参照のこと。   

(b) 貯留時間を１日程度とすると、 

４－５ 設備の設計 

濁水処理設備の設計は、「ダム施工機械設備設計指針（案）」の 294 頁を参照のこ

と。 
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第 11 節 コンクリート冷却および加熱設備 

１．計画一般 

１－１ ダムの設計・施工条件によってコンクリートの温度規制を行う必要がある。 

１－２ コンクリート冷却には、パイプクーリングとプレクーリングとがある。 

１－３ パイプクーリングは、堤体コンクリートをブロック工法で打設する場合のコンク

リート冷却に採用されている。パイプクーリングには、施工時期により１次冷却と２次

冷却があり、１次冷却は、コンクリート打ち込み直後の水和熱を取り去るため施工され、

２次冷却は、堤体を最終安定温度にするためにコンクリート打設が相当進んだ後に施工

されている。 

１－４ ＲＣＤ工法や拡張レヤー工法で施工されている現場では、コンクリート打設に重

機類が使用されるためパイプクーリングが困難となりプレクーリングが施工されてい

る。 

１－５ パイプクーリング法のみでは十分な温度制御が困難な場合は、プレクーリング式

の計画が必要となる。 

２．冷却の方法と選定 

２－１ パイプクーリングの機械設備は図６－11－１に示すように、冷却塔、冷却機、送

水ポンプおよび配管等からなる。 

図６－11－１ 冷水製造設備系統図 

２－２ プレクーリングの方法は表６－11－１に示すとおりである。なお、基本的には他

の冷却方法と組合わせる場合も、混練水冷却法の冷水使用法をまず第一に計画すべきで

ある。 
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表６－11－１ プレクーリングの分類 

プレクーリング     

 また、各方式の特徴は設計指針（案）参照のこと。 

３．加熱方法 

３－１ 加熱の方法としては、混練水加熱法と温風注入法が一般である。 

３－２ 混練水の加熱には水槽内に蒸気を吹き込むか、投込み電気ヒータあるいは温水 

ボイラを用いる等の方法がある。 

混合水の加熱温度は、これまでの実績から 60℃を計画値とする。 

３－３ 温風送入法は温風を循環させずに、全量排気で計画する必要がある。 

４．設備容量 

４－１ 主要機器とコンクリート打込み量との関係を表６－11－２に目安として示す。 

冷水使用法 

氷置換法 

冷水浸潤法 

冷風冷却法 

真空冷却法 

散水冷却法 

冷水間接冷却法 

液体窒素冷却法 

気化冷却法 

混練水冷却法 

骨材冷却法 

セメント冷却法 



6－97 

表６－11－２ コンクリートまたは材料の冷却および加熱設備機器組合せ表（参考） 

コンクリート打込み量(m３/h)    機 器 

用 途 

機器名称 

60 120 240 

摘  要 

冷風玉砂利用 
スクリュ式 

冷凍機 

55JRT×75kW 

×1 台 

90JRT×110kW 

×1 台 

90JRT×110kW 

×2 台 

〃 大 〃 〃 40×45×1 65×75×1 65×75×2  

〃 中小〃 〃 75×90×1 125×132×1 125×132×2  

冷風玉砂利用 空 気 冷 却 機
150,000kcal/h 

×1 台 

300,000kcal/h 

×1 台 

300,000kcal/h 

×2 台 

〃 大 〃 〃 105,000×1 210,000×1 210,000×2  

〃 中小〃 〃 205,000×1 410,000×1 410,000×2  

温風玉砂利用 空 気 加 熱 機
150,000kcal/h 

×1 台 

300,000kcal/h 

×1 台 

300,000kcal/h 

×2 台 

〃 大 〃 〃 108,000×1 215,000×1 215,000×2  

〃 中小〃 〃 145,000×1 290,000×1 290,000×2  

  m３/min ㎜ Aq kW m３/min ㎜ Aq kW m３/min ㎜ Aq kW

冷温風玉 

砂利用 
送 風 機

1000×250×100

×1 台 

2000×250×175

×1 台 

2000×250×175

×2 台 

〃 大 〃 〃 700×250×55×1 1350×250×125×1 1350×250×125×2

〃 中小〃 〃 900×350×90×1 1800×350×175×1 1800×350×175×2

 玉砂利用 クーリングタワー 80RT×1 基 150RT×1 基 150RT×2 基  

   大 〃 〃 100×1 200×1 200×2  

   中小〃 〃 80×1 150×1 150×2  

混練水、冷却用
スクリュ式 

冷凍機 
40JRT×45kW×1 台 40JRT×45kW×1 台 90JRT×90kW×1 台 出口温度 5℃

混練水、温水用 蒸 気 ボ イ ラ 1500 ㎏/h×1 台 3000 ㎏/h×1 台 3000 ㎏/h×2 台 温水 60℃ 

 〃   〃 貯 油 タ ン ク 3k ×1 基 5k ×1 基 10k ×1 基 

製 氷 用 製 氷 機 20t/d 40t/d 80t/d 
フレーク 

アイス 

      〃 
スクリュ式 

冷凍機 

50JRT×132kW 

×1 台 

50JRT×132kW 

×2 台 

50JRT×132kW 

×4 台 

      〃 クーリングタワー 1000RT×1 基 2000RT×1 台 2000RT×2 台  

※註 (1) コンクリート練上がり温度 ＪＲＴ＝3320kcal/h ＲＴ＝3900kcal/h 

    ＲＴはクーリングタワーの冷却水入口温度 37℃、出口温度 32℃、入口 湿球温度 27℃、 

    循環水量 13 /min として除去熱量 3900cal/h の能力を示す。 
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５．パイプクーリング冷却設備計画 

５－１ 計画一般 

 パイプクーリングは、堤体コンクリートの温度応力解析の結果から、河川水を用いた

クーリングで十分対応できる場合には冷凍機を設置する必要はないが、対応できない場

合には、冷凍機の設置を計画する必要がある。 

５－２ 冷凍機容量 

(1) 冷凍機にはターボ冷凍機、スクリュ冷凍機および往復（レシプロ）冷凍機などがあ

る。最近は、ユニット化されたスクリュー冷凍機が多く採用されている。 

(2) 河川水を用いたクーリングをまず第一に考え、冷凍機を必要とする場合は、次式に

より冷凍機容量を決定する。 

① Ｒｅ＝                       

ここに、Ｒｅ ：所要冷凍能力（ＪＲＴ）（各月ごと） 

   Ｔｉ ：冷凍機入口の水温（℃） 

   Ｔ０ ：冷凍機出口の水温（℃） 

   Ｗ ：クーリングコイル１本当たり通水量( /min) 

   ｎ ：クーリングコイル本数 

       注）１ＪＲＴ＝3320kcal/h 

② Ｐ ＝        

ここに、η ：ポンプ効率 

(3) フロー例 

 冷凍機まわりの系統図を図６－11－２に示す。 

図６－11－２ 冷凍機まわりの系統図 

５－３ 冷 却 塔 

(1) 冷却塔の形式は２つに分けられる。 

① 向流形……………送風方向と冷却水の流れる方向が平行 

② 直交流形…………送風方向と冷却水の流れる方向が直行する 

(Ｔｉ－Ｔ０)60･Ｗ･ｎ 

3320 

Ｒｅ

η 
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         ① 向 流 形            ② 道向流形 

図６－11－３ 冷却塔の例 

(2) 機種選定は、冷凍機の仕様に示された冷却水の出入口温度、流量および外気湿球温

度から決定する。冷却能力と形状の参考値を図６－11－４に示す。 

図６－11－４ クーリングタワーの冷却能力と外径の関係 

(3) 冷却塔の材質は、耐食性の強いＦＲＰを用いる例が多い。 

５－４ 配  管 

(1) パイプクーリング用の標準的配管仕様は次のとおりである。 

① 冷却水の通水量  13～16 ㎝２/min･コイル 

② クーリングパイプの径  25.4mm 

③ クーリングパイプの長さ  250ｍ（１コイル） 

④ クーリングパイプ管内流速  0.5～0.6ｍ/s 

(2) 管路には、流量を遮断および流量制御の可能な弁類を設けておく必要がある。 
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６．プレクーリング冷却設備計画 

６－１ 冷却設備の選定 

 ＲＣＤ及び拡張レヤー工法により平面的に施工されるダムにおいては、コンクリート

打設面上を重機械が走行するため、パイプクーリングが採用できないので、夏期のコン

クリートの打ち込み温度規制値 25℃未満をクリヤーするため、練り上がり温度を約 23℃

程度になるようコンクリートのプレクーリングを実施する必要がある。 

 コンクリートのプレクーリング方式には、従来から広く実施されている冷凍機を利用

した冷水および冷気による方式、アイスフレークをミキサに混入する方式、骨材を真空

槽に投入する真空冷却方式、液体窒素をミキサに吹き込むＬＮ２方式、ＬＮ２を砂に吹き

込むサンドプレクール方式等があるが、当該ダムの規模、現場条件、気象条件とその施

工性、経済性を比較検討のうえ、採用する冷却方式を選定する必要がある。 

６－２ 冷却設備の適応性 

表６－11－３ 

冷 却 方 式 冷

却

対

象

冷

水

冷

風

冷

凍

機

製

氷

機

真
空
冷
却

液
体
窒
素

冷 却 方 法 
評

価

混 練 り 水 ○  ○

冷凍機で混練り水を 4℃程度に冷却してミキサに投

入し、コンクリートを冷却するが、混練り水量が少

ないため、これ単独だけでの冷却効果は余り期待で

きないので併用する場合が多い。 

 ○ ○
粗骨材ビンに冷風を吹き込むので、冷却効率が悪く

冷凍機容量および設備が大きい。 
粗 骨 材 

  ○  ○
粗骨材を真空冷却槽に入れて、真空ポンプで中の空

気を引き抜いて冷却させるが設備が大きい。 

  ○  ○
細骨材を真空冷却槽に入れて、真空ポンプで中の空

気を引き抜いて冷却させる設備が大きい。 
細 骨 材 

     ○
ボルテックスミキサに砂を入れて撹拌しながらＬＮ

２を吹き込み砂を凍結させる。 

     ○
ＬＮ２をコンクリートミキサに直接吹き込み、コン

クリートを冷却するので、設備がコンパクト。 
コンクリート

   ○
コンクリートミキサにフレークアイスを投入して冷

却するので冷却効果は良いが設備が大きい。 

６－３ 各種冷却設備の概要 

 ダムコンクリートのプレクーリングは、冷水の使用から始まり、冷風、フレークアイ

ス、真空冷却、液体窒素と進んで来ている。冷水、冷風、フレークアイスを使用してプ

レクーリングを実施する場合は、必ず冷凍機が必要となり夏期の７月初旬～９月中旬ま

での 2.5 ヶ月間しか使用されず、後は休止状態となるため不経済である。 

 在来の柱状工法では、年間を通じてパイプクーリングが施工されていたので、夏期の

コンクリートの打ち込み温度をさげるため、冷風によるプレクーリングを実施しても冷

凍機はパイプクーリングと併用して使用できたので経済性は良好であった。 
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① 冷  水 

 夏期コンクリートの混練り水に冷水を使用する方法は古くから行われているが、そ

の冷却容量が限られているため、他の冷却方法と併用されるケースが多い。 

② 冷  風 

冷風によるプレクーリングは、冷凍機により作られた冷水を熱交換機に通し、送風

機により空気を送って得られた冷風を断熱ダクトを通して粗骨材ビンに導き冷却す

るものであり、ビンを通過した冷気はそのまま大気中に排出されるが、設備費は大

きい。 

③ フレークアイス 

フレークアイスは、混練り水の代わりに製氷機で作られるフレークアイスをミキサ

に投入して、氷の溶解熱（80kcal/㎏）を利用してコンクリートを冷却するので効果

は良好であるが、設備費が大きくなる。 

④ 真空冷却 

 真空冷却によるプレクーリングは、骨材をバッチャープラントに設置した真空冷却

槽に投入し、密閉のうえ真空ポンプで減圧することにより、骨材表面水の蒸発による

気化熱（582kcal/㎏）を利用して骨材を冷却するものである。 

 真空冷却槽から蒸発した水蒸気は、冷凍機で作られた冷水を通水するコールドトラ

ップで冷却されて水となり排出される。水蒸気を取り除かれた空気は、真空ポンプで

引かれて大気中に排気される。 

 真空冷却は、冷風による冷却に比べて、内部まで均一に冷却されるのが特徴であり、

送風機によるメカニカルヒートや送風ダクトによる熱の漏洩による損失がないので

効果的であるが、真空冷却槽、真空ポンプ、コールドトラップなどの設備費が大きく

なる。 

⑤ 液体窒素 

 液体窒素を使ったプレクーリングには、ボルテックスミキサに砂を入れて撹拌しながらＬ

Ｎ２を吹き込み、窒素の気化熱（50kcal/㎏）を利用して砂を凍結させて、温度を下げるサン

ドプレクール方式と液体窒素を直接ミキサに噴入してコンクリートを冷却する液体窒素直噴

方式があるが、冷風及び真空冷却に比べると設備費は極めて少ない。 

⑥ 気化冷却法によるプレクーリング 

(1) 気化冷却法は、骨材表面に水を散布した後、低温低湿度の冷気を吹き付けて骨材

表面に付着する水分の気化潜熱（580Ｋcal/kg）を利用して骨材温度を低下させる工

法である。 

粗骨材冷却については、従来から施工されている冷風冷却法と同じであるが冷却

槽に骨材を投入する際、積極的に適量の水分を散布するところが相違点であり装置

の構成は殆ど変わらない。 

(2) 細骨材冷却 

細骨材冷却については、冷却槽に砂を充満させて下から冷風を吹き込んでも砂粒

子間の間隙が狭いため冷風の吹き抜けが阻害されて効率的な冷却効果が期待出来

ないので冷却槽に特殊な砂の分散装置を内蔵させて上部より分散落下させた砂に

対して下部より吹き込んだ冷気と効率良く接触させることにより砂の表面水を蒸

発させて気化潜熱により砂の温度を低下させるものである。 
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図６－11－５ 大滝ダム骨材冷却設備 

「建設の機械化」№637 号（2003 年 3 月号）37 項 

表６－11－４ 熱 量 計 算 表 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

材 料 名 配合量 

㎏/m
３

比熱 

ｋＪ/㎏･

Ｋ 

①×② 

単位 

熱容量 

ｋＪ/m
３
･

Ｋ 

材料温度 

Ｋ－

273.15 

③×④ 

総熱量 

ｋＪ/m
３

⑤/③ 

コンク 

リート 

大砂利 150－80       

中砂利  80－30       

小砂利  30－ 5       

砂 5－  0.075       

表面水量 5％       

セメント       

フライアッシュ       

 水       

メカニカルヒート       

液体窒素ＬＮ２

合  計       

練り上がり温度       
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第 12 節 給気設備 

１．計画一般 

(1) ダムを建設するための施工機械の動力源として使用される。一般に、堤体基礎掘削時

点から必要となる。 

(2) 設備の計画は、必要な空気量・圧力で供給できる規模とし、設備費・運転経費・年間

稼働率なども総合的に検討して台数等を決定する。 

(3) 配管計画について 

① 配管材料は、口径が 100 ㎜以上の場合には、軽量で施工性のよいつる巻鋼管を採用

する。口径 100 ㎜未満では、配管用炭素鋼鋼管（ＳＧＰ）20Ａ～65Ａの使用が多い。 

② 接合材料は、可撓継手を用いる例が多い。 

③ 給気配管には冬期の凍結を考慮し、水抜きを設ける。 

２．機種の選定等 

２－１ 空気圧縮機 

(1) 分類は次のとおりである。 

② 用途別による （定置式、可搬式） 

③ 冷却方式による（水冷、空冷、油冷） 

④ 圧縮段数による（１段、２段圧縮） 

なお、各機種の特徴および仕様概要は、設計指針（案）を参照のこと。 

(2) 従来のダム工事の実績では定置式が多いが、近年では可搬式に移行する傾向にある。 

 また、可搬式は機動性に富むため、最盛期に定置式の不足分を補う方法としても用

いられる。 

２－２ 給 気 量 

(1) 給気を動力源にする機械等には次のようなものがある。 

① せん孔機械 

② 骨材引出し用ゲート 

③ コンクリートプラント 

④ ウォータジェット 

                      往復型（レシプロ） 

               容積型           スクリュ 

① 圧縮機構による分類           回転型 

                             ロータリ 

               ターボ型 
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(2) 主要機械の所要空気量は、表６－12－１に参考として示す。 

表６－12－１ 主要空気使用機械の空気使用量（参考値） 

機 械 名 規 格 等 空気消費量(m３/min) 

ク ロ ー ラ ド リ ル 7.5PS×２～19PS×２ 10～20 

ド リ フ タ 31～266 ㎏  4～15 

レ ッ グ ハ ン マ 重量 13～40 ㎏    2～ 3.5 

ず り 積 込 み 機 バケット山積容量 0.15～0.66  5～20 

コンクリート吹付け機 作業能力 ４～９m３/h  8～15 

バ イ ブ レ ー タ φ３～φ５”  1.5～ 2.8  

エ ア モ ー タ 0.5～ 25PS  0.4～17.0 

 (3) 空気圧縮機の標準的な主要諸元は表６－12－５に示すとおりである。 

表６－12－５ 空気圧縮機の主要諸元（概略） 

本体寸法(㎜) 
本体 

質量 種 類 形 式 
冷却

方式

吐出圧力 

(Pa) 

吐出量、ピス 

トン押除量 

(m３/min) 

出力 

全長 全幅 全高 (kg) 

Ｗ 形 水 6.9×10５      11.5  55kW 1700 1230 1380  1000

半星形 水 6.9×10５      15.0  75kW 1700 1200 1400  1200
定置式 

たて形 
Ｖ 形 水 6.9×10５      31.0 150kW 2200 1700 1600  4100

バランス形 水 6.9×10５      34.5 150kW 2800 1000 2200  3400定置式 

横 形 バランス形 水 6.9×10５      70.0 300kW 2800 1400 2500  6800

ロータリ形 油 6.9×10５      10.5  75kW 3600 2100 1600  2300

スクリュ形 油 6.9×10５       5.5  37kW 2400 1100 1800   950

〃 油 6.9×10５      15.0 110kW 3500 1700 1800  2900

〃 油 6.9×10５      27.5 150kW 3100 2000 2000  5000

定置式 

回転形 

〃 油 6.9×10５      40.0 220kW 3900 2200 2000  7000

ロータリ形 油 6.9×10５      10.5 110PS 4300 1700 2000  2800

〃 油 6.9×10５      17.0 170PS 5600 1900 2500  4500

〃 油 6.9×10５      21.0 250PS 4500 2000 2300  4400

スクリュ形 油 6.9×10５       5.0  40PS 2800 1250 1600   900

〃 油 6.9×10５       7.5  70PS 4200 1700 2000  1800

〃 油 6.9×10５      10.5 110PS 5300 1700 2200  3000

〃 油 6.9×10５      17.0 183PS 5900 1900 2500  4700

可搬式 

〃 油 6.9×10５      25.5 235PS 4500 2100 2700  5100

３．主要設備の設計 

給気設備の設計は、「ダム施工機械設備設計指針（案）」の 319 項を参照のこと。 
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第 13 節 給水設備 

１．計画一般 

(1) 設備容量は次式による。 

所要給水量＝Σ(                                )×(１＋余裕率) (m
３
/min) 

(2) 主な水の使用場所および標準的な使用水量を表 6－13－１および図 6－13－１に示す。 

表６－13－１ 標準的な使用水量 

施工場所 使用場所 標準的な使用水量 

コンクリート製造設備 コンクリート製造能力 １m
３
/h 当り２ /min 

冷却設備\(冷凍プラント) 冷凍能力 1RT 当たり 12～18 /min 

パイプクーリング通水量 １コイル当たり  13～16 /min 

コンクリート養生清掃水 養  生  水：0.5～1.5m
３
/min 

レイタンス除去：60

岩 盤 清 掃 散水単位時間当たり 0.8～2.0m
３
/min 

ボ ー リ ン グ ボーリング１台当たり 30～60 /min 

グ ラ ウ ト ポンプ１台当たり  約 70 /min 

ダ ム 本 体 

そ の 他 
レッグハンマ１台当たり 1.5～2.0 /min 

冷凍プラント補給水は冷却水量の２％程度 

骨 材 製 造 設 備 全 体 骨材製造能力 1t/h 当たり 30～40 /min 

ふるい分け設備洗浄水 骨材処理能力 1t/h 当たり ８～17 /min 

骨材製造設備 

製 砂 設 備 製砂処理能力 1t/h 当たり 約 30 /min 

原 石 山 給 気 設 備 コンプレッサ出力 1kW 当たり約１～1.5 /min 

図６－13－１ 月最大打込み量（Ｖ）と使用水量（ ）との関係 

２．機種の選定 

(1) 給水設備のポンプ形式は、うず巻ポンプ、タービンポンプおよび水中ポンプが一般的

である。 

(2) うず巻ポンプの形式と選定は次のとおりである。 

(1) 片吸込ポンプ……口径 260mm 以下 

(2) 両吸込ポンプ……口径 180mm 以上 

(3) 水中ポンプは一般に揚程 30ｍ以下とする。 

各設備ごとの必要水量(m
３
/min) 

１－ロス率 
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(3) 表６－13－２ うず巻ポンプの吸込み口径と吐出し量の関係（60Hz の場合） 

ａ）小型うず巻ポンプ（ＪＩＳ Ｂ 8313 による） 

吸込み口径

(mm)
40 50 65 80 100 125 150 

 吐 出 し 量 

(m3/min) 

0.22 

   以下

0.18～  

   0.36

0.28～  

   0.56

0.45～  

   0.90

0.71～  

   1.40

1.12～  

   2.24

1.80～  

   3.55

ｂ）両吸込みうず巻ポンプ（ＪＩＳ Ｂ 8322 による） 

吸込み口径(mm) 200 250 300 350 

吐 出 し 量 

(m3/min) 

2.8～ 

    2.6 

4.5～ 

    9.0 

7.1～ 

   14.0 

9.0～ 

   18.0 

ｃ）高揚程ポンプの標準口径と吐出し量 

吸込み口径 65 80 100 125 150 200 250 300 350 

吐 出 し 量 

(m3/min) 

0.35

～

0.50 

0.50

～  

 0.80 

0.80

～  

 1.25 

1.25

～  

 2.00 

2.00

～  

 3.50 

3.50

～

5.00

 5～

8 

 8～  

   12 

12～  

   18 

(4) 水  槽 

(1) 水槽の容量は送水量の 10～20min 程度とする。 

(2) ポンプ設備系列に１基設ける場合が多い。 

(3) 水槽の材料は、鋼板またはコルゲートパイプ製とする。なお、コルゲート水槽の標

準的形状寸法は、設計指針（案）を参照のこと。 

３．主要設備の設計 

給水設備の設計は、「ダム施工機械設備設計指針（案）」の 325 項を参照のこと。 

第 14 節 電力設備 

１．計画一般 

１－１ 施工設備に使用する電源は、電力会社から供給を受けるのが一般的である。 

 その場合は、受電容量の大小により低圧・高圧・特別高圧など、受電の方式が異なる。

需給の詳細は電力会社が定めている電力供給規定によることになり、受電電圧・送電径

路および工事負担金等について早い時期に電力会社と打合せておかなければならない。 

１－２ 次のような場合は、エンジン付発電機を使用する。 

(1) 短期間の場合 

(2) 電力会社からの供給が困難な場合 

(3) 期間電力の容量が不足する場合等 

１－３ 電力使用計画は工事進捗状況を勘案して、工事用機械使用計画に基づいて月別、

使用目的別（電力・溶接機・電灯）の使用電力（負荷設備）の総容量を計算し計画書を

作成する。 

１－４ 工事用電力は、仮排水路トンネルおよび仮設備工事着工前に、受電開始できるこ

とが望ましい。 
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第 15 節 塗  装 

１．塗装は「機械工事塗装要領（案）・同解説」による。 

２．工場塗装はエアレススプレー塗、現場塗装はハケ塗りを原則とする。 

３．ダム施工機械設備の標準的な塗装仕様を表６－15－１に示す。 
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使用参考例を下記に示す。 

(1) コンクリート打設設備（参考） 

工 場 塗 装 

塗 装 箇 所 下地処理 工  程 
塗 装 名 

回

数

標準 

膜厚 

μm／回

固 定 塔 一次プライマ エ ッ チ ン グ プ ラ イ マ 1 15 

移 動 塔 下 塗 塗 装 鉛 系 さ び 止 め 塗 料 ２ 種 1 35 

中 塗 塗 装 長油性フタル酸樹脂塗料 1 30 
テ ー ク ア ッ プ 装 置 

１種ケレン

上 塗 塗 装 長油性フタル酸樹脂塗料 1 25 

下 塗 塗 装 鉛 系 さ び 止 め 塗 料 ２ 種 1 35 

中 塗 塗 装 長油性フタル酸樹脂塗料 1 30 

走 行 装 置 

走行軌条(ｴ ﾝ ﾄ ﾞ ﾊ ﾞ ｯ ﾌ ｧ ) 

運 転 室 架 台 

機 械 室 

配 管 ･ 配 線 取 付 架 台

３種ケレン

上 塗 塗 装 長油性フタル酸樹脂塗料 1 25 

(2) コンクリート製造設備（参考） 

工 場 塗 装 

塗 装 箇 所 下地処理 工  程 
塗 装 名 

回

数

標準膜厚

μm／回 

一次プライマ エ ッ チ ン グ プ ラ イ マ 1 15 

下 塗 塗 装 鉛 系 さ び 止 め 塗 料 ２ 種 1 35 

中 塗 塗 装 長 油 性 フ タ ル 酸 樹 脂 塗 料 1 30 

本 体 建 屋

貯  蔵   槽（外面） 

計   量  槽 （ 外 面 ） 

ホ ッ パ （ 外 面 ） 

シ ュ ー ト （ 外 面 ） 

階 段 等

振動フィーダ､ミキサドラム

１種ケレン

上 塗 塗 装 長 油 性 フ タ ル 酸 樹 脂 塗 料 1 25 

一次プライマ エ ッ チ ン グ プ ラ イ マ 1 15 

下 塗 塗 装 タールエポキシ樹脂塗料１種 1 80 

水貯  蔵  槽（内側） 

水 計 量 槽（内側） 

１種ケレン

上 塗 塗 装 タールエポキシ樹脂塗料１種 1 80 

各 種 構 造 物 内 面 ４種ケレン 下 塗 塗 装 鉛 系 さ び 止 め 塗 料 ２ 種 1 35 

下 塗 塗 装 鉛 系 さ び 止 め 塗 料 ２ 種 1 35 

中 塗 塗 装 長 油 性 フ タ ル 酸 樹 脂 塗 料 1 30 各 種 構 造 物 外 面 ３種ケレン

上 塗 塗 装 長 油 性 フ タ ル 酸 樹 脂 塗 料 1 25 
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(3) 濁水処理設備（参考） 

工 場 塗 装 

塗 装 箇 所 下地処理 工  程 
塗 装 名 

回

数

標準膜厚

μm／回 

一次プライマ エ ッ チ ン グ プ ラ イ マ 1 15 

下 塗 塗 装 鉛 系 さ び 止 め 塗 料 ２ 種 1 35 

中 塗 塗 装 長 油 性 フ タ ル 酸 樹 脂 塗 料 1 30 
各 製 作 品 

１ 種 

ケ レ ン 

上 塗 塗 装 長 油 性 フ タ ル 酸 樹 脂 塗 料 1 25 

一次プライマ ジ ン ク リ ッ チ プ ラ イ マ 1 15 

下 塗 塗 装 タールエポキシ樹脂塗料１種 1 80 接 水 部 
１ 種 

ケ レ ン 

上 塗 塗 装 タールエポキシ樹脂塗料１種 1 80 

一次プライマ エ ッ チ ン グ プ ラ イ マ 1 15 
槽 接 地 部 

１ 種 

ケ レ ン 
下 塗 塗 装 鉛 系 さ び 止 め 塗 料 ２ 種 1 35 

配  管（大気露出部） 
４ 種 

ケ レ ン 
上 塗 塗 装 タールエポキシ樹脂塗料１種 1 25 

下 塗 塗 装 タールエポキシ樹脂塗料１種 1 80 
配  管（地中埋設部） 

４ 種 

ケ レ ン 
上 塗 塗 装 タールエポキシ樹脂塗料１種 1 80 
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第７章 共同溝付帯設備 

第１節 一般事項 

１．適用範囲（標準） 

〔解 説〕 

１．新技術は、設備の互換性が損なわれず、維持管理が適切に行える等に留意し、積極

的に導入するものとする。 

２．付帯設備等の設計に当たっては、共同溝本体構造、収容物件の敷設計画及びそれら

を取り巻く沿道環境、地形等の地域状況等を勘案して、設計するものとする。 

３．付帯設備等の設計は、将来の占用計画を把握し技術的及び経済的条件、耐久性、美

観等の要素を考慮して操作及び保守が容易に、事故及び公害発生の恐れがないように

設計する。 

４．関連法規等 

示方書等の名称 

示方書・指針等 発刊年月 発刊者 

共同溝設計指針 昭和 61 年 3 月 （社）日本道路協会 

道路管理施設等設計指針（案） 平成 15 年 7 月 （社）日本建設機械化協会 

道路管理施設等設計要領（案） 平成 15 年 7 月 （社）日本建設機械化協会 

JIS ハンドブック 加除式 （財）日本規格協会 

電気規格調査会標準規格 JEC 加除式 （社）電気学会 

日本電機工業会標準規格 JEM 加除式 （社）日本電気工業界 

内線規定 平成 17 年 9 月 （社）日本電気協会 

道路機械設備遠隔操作監視技術

マニュアル（案） 平成 15 年 6 月 
国土交通省 

その他関係規格、規定   

５．照明設備、連絡通信設備、非常用設備については、別途「設計便覧 第４編 電気通

信編」によるものとする。 

この設計便覧の適用範囲は、共同溝付帯設備のうち排水設備、換気設備、遮水設備と

する。本設計便覧によることが適当でない場合は、便覧に示される技術的水準を損なわ

ない範囲において、これによらないことができる。 
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第２節 計  画 

１．計画の基本 

〔解 説〕 

１．計画及び設計にあたっては、下記の事項を考慮し、各段階を進めていくものとする。 

１－１ 景観設計 

地域特性を調査・検討し、景観に十分配慮した設計を行っていくものとする。 

１－２ コスト・メンテナンス性 

１）新技術などの導入を検討し、総合的なコスト縮減を考慮する。 

２）各機器の設計においては、それぞれのライフサイクルを考慮すること。 

３）メンテナンス性の向上・維持管理費の縮減を考慮すること。 

１－３ 排水設備 

(1) 排水設備の計画に当たっては、共同溝本体構造、放流場所等の周辺地域状況等を

勘案して計画するものとする。 

(2) 排水配管の放流場所は、都市下水管又は道路の排水側溝とするが、その選択は地

域の状況を考慮して十分検討する必要がある。 

(3) 放流場所に都市下水管を選択した場合は、下水道管理者と事前に協議する必要が

ある。 

１－４ 換気設備 

(1) 換気設備の計画にあたっては、共同溝及び占用物件の規模、排気口における騒音

や吹き出し風速の影響等の諸条件に応じ効率的で経済的な機器の仕様及び配置を検

討しなければならない。また本体構造についても設備機能が十分発揮される構造に

する必要がある。 

(2) 共同溝は通常道路面下に設置されるため、換気には自動車排気ガスの影響を受け

ることから、吸・排気口の設置位置、構造等についてはこれらの影響が少なくなる

ような配慮が必要である。 

共同溝付帯設備のうち機械設備は、次の各号の条件に基づいて計画するものとする。

１．排水設備（標準） 

１）共同溝本体よりの漏水及び立抗部分より浸入する雨水等を考慮した能力であ

ること。 

２．換気設備（標準） 

１）共同構内で発生する有毒ガスの排除及び湿潤を防止する能力があること。 

２）電力ケーブルからの放熱等による温度上昇を防止する能力であること。 

３．給水設備（参考） 

１）共同溝内の清掃、洗浄等の給水をするほか、植樹散水や防災上の消火等にも

供する場合もある。 

４．電源設備及び操作盤設備（標準） 

１）共同溝の電源設備は、排水ポンプ、換気ファン等に供給するものとする。 

２）受電容量及び設備容量が適切であること。 

３）各々の目的に合った自動運転及び手動運転が出来るものとし、必要な場所で

「起動－停止」が行えるものとする。 

５．遮水設備（参考） 

１）河川水が共同溝を介して堤内に流出する事を防止する能力があること。 
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(3) 二洞道又は三洞道の換気を１台の換気ファンで行う場合は、各洞道の静圧が同一

になるよう静圧調整板を設ける等の考慮をして、静圧の小さい洞道だけを換気する

ことのないようにする。 

(4) 換気により共同溝内の収容物に結露することがあるので、換気時期、時間、頻度

等換気運転管理に十分留意する必要がある。 

１－５ 給水設備（参考） 

(1) 給水設備は換気出入口から雨水と共に流入する土砂や強制換気により洞道内に引

き込まれる粉塵等の清掃作業用に設けられるものである。 

(2) 給水設備の水源には、上水道による給水を行うが、周辺地域の事情により給水が

受けられない場合があるので十分検討する必要がある。 

(3) 給水設備用の設置については、関連する設備への供用を考慮する。 

(4) 共同溝の電力洞道内には、給水設備は設置しない。 

(5) 電気室等の電気的漏電の恐れのある箇所には、原則として給水設備は設置しない。 

(6) 排水の利用方法として植樹散水に用いる場合がある。 

１－６ 遮水設備（参考） 

(1) 河川工作物設置許可基準（案）より「河川水がトンネルを介して堤内へ流入する

おそれがあるものについては両岸の堤内地側に制水ゲートを設置するものとするこ

と」（第三十六条共通事項③項）に準拠して設置計画を行う。 

(2) 水設備は遮水扉、固定金物、制水扉、開閉装置及び操作設備で構成される。 

(3) 作用する加重に対して十分な強度、耐久性、水密性があり、確実に開閉できる構

造とする。 

(4) 開閉装置が没水する場合は防水構造とする。 

(5) 河川水が共同溝を介して堤内に流出するのを防止するため、共同溝の堤内地側に

設置する。 

(6) 設置事例として、シールド両端部や立坑内がある。配置に当たっては河川水の流

入位置、河川最高水位と坑口位置の関係、収容物の設置計画等を考慮して検討しな

ければならない。 

１－７ 基本設計上の留意点 

共同溝付帯設備の基本設計に当たっては、本便覧の各設備の関連条項、解説を

参考にして計画する。 

(1) 排水設備 

排水量、ポンプ容量を検討し下記項目について計画する。 

① 排水ピットの配置、寸法 

②排水場所 

③排水配管設置スペース 

④排水設備制御盤設置スペース 

(2) 換気設備 

換気風量、換気ファン容量、台数を検討し下記項目について計画する。 

①換気室寸法 

②換気口場所、換気口面積 

③換気制御盤設置スペース 

(3) 給水設備 

給水設備を設置する場合は下記項目について計画する。 

①給水場所 

②給水方法 
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(4) 遮水設備 

共同溝が河川底部を横断する場合に設置を要し下記項目について計画する。 

①設置場所 

②躯体への固定方法 

③遮水設備制御盤設置スペース 

④油圧ユニット設置スペース（開閉方式が油圧式の場合） 

２．計画、設計フロー（標準） 

２－１ 基本計画、設計フロー 

遮水設備の検討 

共同溝基本計画スタート 

同溝の基本設計､構造の決定 

排水設備の検討 換気設備の検討 給水設備の検討 

概略排水量の決定 概略換気量の決定 概略給水量の決定 

排水ポンプピット 

の決定

換気ルート、 

方式の決定

給水箇所の決定 

排水管の放流位置決

定 

換気室の決定 配管ルート、 

管径の決定

配管ルート、管径 

の決定 

周辺環境の確認 給水栓の決定 

排水ポンプ概略 

仕様の決定

換気ファン 

概略仕様の決定

受電容量の検討 受電容量の検討 

遮水扉、制水扉、固

定金物の構造、部材

決定 

開閉方式の決定 

操作方式の決定 

共同溝付帯設備基本画完了 

*1 

記事） *1 受電容量は、照明設備等を含む付帯設備全体を検討する必要がある。 

基

本

設

計
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２－２ 詳細設計フロー 

１）排水設備の詳細設計フロー 

（修繕工事で設備、機器類の更新に当たり、収容物の条件、全体配置、配列、設置環境等を

検討の結果、設計検討を要する場合は本フローに従い実施する。） 

詳

細

設

計

共同溝付帯設備詳細設計スタート 

排 水 設 備 詳 細 設 計 ス タ ー ト 

排 水 ポ ン プ の 仕 様 決 定 

操 作 制 御 設 備 設 計 

電 源 設 備 設 計 

配 管 ， 配 線 設 計 

搬 入 ， 据 付 計 画 

全 体 配 置 ， 配 列 ， 系 統 図 作 成 

主 ポ ン プ ， 機 器 の 仕 様 

使 用 機 器 ， 機 材 リ ス ト 作 成 

保 守 管 理 計 画 

設 備 詳 細 設 計 完 了 

適切か 

適切か 

YES 

NO 

NO 

YES 

共 同 溝 本 体 の 詳 細 設 計 ス タ ー ト 

共同溝電気設備の詳細設計スタート 

新技術導入の検討（排水方法､機器<小型化､長寿命化>） 

収容物（下水道・電気・通信・ガス）の条件 

流入面積、流入量、集水、排水方法、立地条件 

集水ピット寸法、操作要領 

台数、口径、Ｈ～Ｑ特性、寸法、重量の検討 

全揚程の設定（損失水頭計算） 

計画全揚程、吐出量は十分か、雨水の浸入による排水量

は検討したか、保守点検は容易か 

排水制御盤、排水操作盤 

換気設備と併せて電気設備設計へフィードバック 

機器配置、土木・電気設備との整合チェック 

詳細系統図、全体配置図、配管図、電気配線配管図、

操作制御設備操作フロー図 

ポンプ設備、操作制御設備、 

電気配置配線、排水配管の詳細仕様 

点検整備修理スペース、緊急時対応性 

機器、機材の材質、数量表 

概略系統図、収容物との配置、土木との整合性チェック 

水位条件、インターロック、 

操作方法、操作制御設備の配置場所 
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２）換気設備の詳細設計フロー 

（修繕工事で設備、機器類の更新に当たり、収容物の条件、全体配置、配列、設置環境等を検討の結果、

設計検討を要する場合は本フローに従い実施する。） 

新技術導入の検討（換気形式、換気方法、調整方法）

収容物（下水道・電気・通信・ガス）の条件 

洞道種類､洞道断面積､洞道長さ､換気量､換気口面積､換

気室寸法､換気時間､操作要領､環境（騒音､湿度等）換気

口場所 

台数、口径、ファン特性、寸法、重量の検討 

換気量・静圧は十分か、保守点検は容易か 

静圧の設定 

収容物の条件、インターロック 

遠方(換気)制御盤、機側(換気)操作盤 

排水設備と併せて電気設備設計へフィードバック 

機器配置、土木・電気との整合チェック 

詳細系統図、全体配置図、配管図、電気配線配管図、

操作制御設備操作フロー図 

ファン､原動機､ダクト､仕切板､消音機器（消音ﾎﾞｯｸ

ｽ）､操作盤､センサー 

電気配線配管の詳細仕様 

点検整備修理スペース、緊急時対応性 

機器、機材の材質、数量表 

YES 

NO 

共同溝付帯設備詳細設計スタート 

換 気 設 備 詳 細 設 計 ス タ ー ト 

換 気 フ ァ ン の 仕 様 決 定 

操 作 制 御 設 備 設 計 

電 源 設 備 設 計 

配 管 ， 配 線 設 計 

搬 入 ， 据 付 計 画 

全 体 配 置 ， 配 列 ， 系 統 図 作 成 

換 気 フ ァ ン 、 機 器 の 仕 様 

使 用 機 器 ， 機 材 リ ス ト 作 成 

保 守 管 理 計 画 

排 水 設 備 詳 細 設 計 完 了 

適切か 

適切か 
NO 

YES 

共 同 溝 本 体 の 詳 細 設 計 ス タ ー ト 

共同溝電気設備の詳細設計スタート 

詳

細

設

計
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３）給水設備の詳細設計フロー 

詳

細

設

計

収容物（下水道・電気・通信・ガス）の条件 

給水の取入れ口、洞道長さ、給水位置 

給水量、給水栓の位置、口径寸法、重量の検討 

全体配置図、配管図 

機器、機材の材質、数量表 

YES 

NO 

共同溝付帯設備詳細設計スタート 

給 水 設 備 詳 細 設 計 ス タ ー ト 

給 水 設 備 の 仕 様 決 定 

配 管 ル ー ト 図 作 成 

給 水 栓 位 置 図 作 成 

使 用 機 器 ， 機 材 リ ス ト 作 成 

給 水 設 備 詳 細 設 計 完 了 

適切か 

共 同 溝 本 体 の 詳 細 設 計 ス タ ー ト 

共同溝電気設備の詳細設計スタート 
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４）遮水設備の詳細フロー（参考） 

共同溝付帯設備詳細設計スタート 

遮 水 設 備 設 置 検 討 

遮 水 設 備 詳 細 設 計 ス タ ー ト 

遮水扉、制水扉、開閉装置の 

仕様決定 

遮水扉、制水扉、固定金物の

構造・形状、水密形状決定

開 閉 装 置 形 状 決 定 

全体配置、配列、系統図、

構造図作成

使 用 機 器 ， 機 材 リ ス ト 作 成 

遮 水 設 備 詳 細 設 計 完 了 

適切か 

NO 

YES 

共 同 溝 本 体 の 詳 細 設 計 ス タ ー ト 

共同溝電気設備の詳細設計スタート 

設置場所、遮水設備設置寸法 

設計荷重 

遮水扉、制水扉形状、水密形式開閉装置形式 

詳細系統図、全体配置図、構造図、配管図、構造図、

配管図、操作制御設備操作フロー図 

機器、機材の材質、数量表 

機器配置、土木、電気との整合チェック 

水位条件、インターロック、 

操作方法、操作制御設備の配置場所 

詳

細

設

計
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第３節 設  計 

１．排水設備（標準） 

１－１ ポンプ容量の決定 

〔解 説〕 

１．排水量は、共同溝の構造及び排水ポンプの設置間隔、地下水位等によって異なるが

コンクリート壁からの浸透水、施工継目からの漏水、マンホールや換気口の開口部か

らの雨水の浸水を考慮して決定するものとする。 

２．その他の水量として換気口からの雨水、複数ピットを集水して排出する場合の集水

元の水量を考慮する。 

１）漏水量の算定は次式によるものとする。 

Ｑ＝Ａ×Ｒ×Ｌ×ＦＳ

ここに、  Ａ ： 透水係数（通常 0.03 を使用） 

Ｑ ： 排水量  

     Ｒ ： 共同溝外周長（共同溝本体が周囲土壌に接する長さ） 

     Ｌ ： 集水距離（排水対象の共同溝延長距離） 

     ＦＳ： 安全率は通常２とする。 

２）換気口からの雨水等の浸水や他の排水ピットの中継ピットになっている場合、

は別途加算するものとする。 

３）透水係数Ａは、道路管理施設等設計要領(案)第 8 条計画排水量(p100)によるも

のとするが、シールド工法に拠る場合などは別途考慮することができる。 

３．ポンプの全揚程の計算は、道路管理施設等設計要領(案)第 10 条ポンプ揚程(p100)

に基づいて算出するものとする。 

４．ポンプの動力は、道路管理施設等設計要領(案)第 13 条電動機出力(p103)及びメー

カカタログに基づいて算出するものとする。 

１－２ ポンプ形式 

〔解 説〕 

１．ポンプ形式は汚水用水中ポンプとし、設置形式は着脱式を原則として採用する。 

２．漏水に海水か腐食性の高い液が混入する恐れのある場合は、ポンプの材質を検討す

る必要がある。 

３．ガス洞道内に設置されるポンプ等は、防爆構造とする。 

４．防爆構造はガス占用事業者との協議により防爆の種別を決定する。 

５．防爆機器類や防爆配線方式の選定は「内線規定」により検討する。 

 ポンプの排水量は、漏水、浸水、その他の水量を考慮して決定するものとする。 

 ポンプの形式は、着脱式水中汚水ポンプを標準とする。 
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６．漏水に海水か腐食性の高い液が混入する恐れのある場合は、ポンプの材質を検討す

る必要がある。 

１－３ ポンプ台数 

〔解 説〕 

１．排水ポンプは予備機を含め２台を標準とする。 

２．大規模設備やポンプピットが深くできない等により、全容量の予備を持つことが不

都合な場合は、全容量を複数台＋予備１台のポンプ台数でまかなうものとする。 

１－４ 排水ピット 

〔解 説〕 

１．排水ピットの設計は「道路管理施設等設計要領（案）第１６条 （ｐ105）」による。 

２．複数ピットを集水する場合は集水元の水量も考慮して計画する。 

３．排水ピットに設置される水中ポンプの付属品には水中ポンプ着脱装置、排水管、水

位計、弁類とそれらの支持金物がある。ただし、大口径ポンプの場合には維持管理を

考慮して吊上フック、吊上用チェーンまたはクレーンの設置も検討する。 

排水ピットは原則として共同溝内縦断線形の凹部に設けるものとし、排水量に見合っ

た大きさとゴミや土砂等を沈澱分離ができ、かつ保守点検の容易な構造とする。 

図７－３－１ ポンプ(着脱式)設置例 

配管材料は設置環境、経済性などを考慮して決定する。 
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１－５ 配  管 

〔解 説〕 

１．配管摩擦損失係数は、本編第５章 道路排水設備によるものとし、設備費及び電力

費等を考慮し管径を決めるが、管内平均流速の標準は 1.5～3.0ｍ/sec とし極力ポン

プ口径に合わせる。 

２．配管材料は、経済性、露出或いは埋設、湿度等の設置環境と保守性を考慮して、材

質を決定するものとする。埋設部およびコンクリート埋込部等の取替が困難な場所に

ついては腐食に対して配慮した配管材料を用いる。 

事例として水道用亜鉛めっき鋼管（ＳＧＰＷ）が使用され、埋設部や腐食に対し考

慮する場合には配管用ステンレス鋼鋼管（ＳＵＳ３０４）が使用される場合がある。 

名　　　称 規　格 備　考

水道用亜鉛めっき鋼管 JIS G 3442

配管用炭素鋼鋼管 JIS G3452 白管

配管用ステンレス鋼鋼管 JIS G3459

樹脂ライニング管 JIS

３．配管には適当な位置に支持台及び支持金具を設けるが、水平管の支持は満水した場

合管のたわみを少なくするために適当な間隔で支持し、斜面に沿った配管では管軸方

向の分力が生じるので単なる支持だけではなく管軸方向に対する滑り止めも考慮す

る必要がある。長い垂直管が振動や曲げを受けないよう中間の適当な位置に振れ止め

が必要である。また、曲管部、弁の前後及び管端部に対しても配慮する必要がある。

配管の支持間隔については、道路管理施設等設計要領(案)第 15 条配管(p104)を参照

すること。 

４．配管支持を鋼製金具にする場合は溶融亜鉛メッキ又はステンレス鋼とする。 

５．管継手には、ねじ込み式、フランジ式、溶接式がある。ねじ込み式は、現地におけ

る施工性を考慮して、原則として 50A 以下に用いるものとし、65A 以上の配管にたい

しては、フランジ式を用いるものとする。 

溶接式は、設置後分解不要な部分に採用するものとする。 

６．配管の要所には配管作業や分解作業を容易にするためユニオン継手またはフランジ

継手を用いるのが望ましい。中大配管にはフランジ継手を用いる。 

７．可撓伸縮継手は、温度変化、地震振動、不等沈下、据付誤差等を吸収し、配管に無

理な負荷をかけないために設けるものであり、土木設計における沈下量を参考にして

許容伸縮量や許容偏心量を決定したうえで選定する。 

配管材料は設置環境、経済性などを考慮して決定する。 

配管は排水ピットから洞道外の排水溝までの最短距離を通るようにし、占有物件に支

障のないようまた、維持管理が容易なように考慮しなければならない。 
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１－６ ポンプの運転操作方式 

〔解 説〕 

１．ポンプの自動運転に使用する水位計にはフロートリードスイッチ式、電極式、フロ

ート式等がある。 

これらの方式の中、フロート式の事例が多い。 

（水位計の特徴等の詳細は、本編第５章 道路排水設備を参照） 

２．ガス洞道内に設置する機器や配線には、防爆構造を採用する。選定は「内線規定」

により検討する。 

（１－２ポンプ形式 解説４，５を参照） 

３．手動運転は、ポンプ機側操作盤又はポンプ操作盤における「始動－停止」を行うも

のとし、操作場所は機側優先とする。 

４． ポンプの自動運転に使用する水位計にはフロートリードスイッチ式、電極式、フ

ロート式等がある。（水位計の特徴等の詳細は、本編第５章 道路排水設備を参照 

５．検出させる水位は次のとおりとする。 

異 常 低 水 位  ：  ポンプの空転防止水位 

異 常 高 水 位  ：  ポンプ槽満水位 

ポンプ運転水位  ：  自動運転における起動水位 

ポンプ停止水位  ：  自動運転における停止水位 

２．換気設備（標準） 

２－１ 換気方式 

〔解 説〕 

１．換気方式の種類 

１）換気方式の種類は、洞道における空気の流れから一般的に次のとおり大別できる。 

次の方式の中で縦流式換気口式排気式を標準とする。 

各換気方式の詳細については「道路管理施設等設計要領（案）第１９条(P109)」

参照 

２）換気は、ガス洞道から電気洞道へ流れないよう機密性を持つ射体構造や換気方

法を考慮する。 

３）共同溝における換気方式は共同溝に収容される共益物件との対応性、施工性、

維持管理性を考慮して、縦流式換気口ファン方式排気式を標準とする。 

４）大深度形共同溝における換気設備では、比較的換気距離が長い場合が多いので、

換気のむらが生じないように、空気の流れを良くし、抵抗損失を小さくする検討

が必要である。 

ポンプの運転操作は、自動運転を行うと共に必要に応じて単独運転が行えるものとす

る 

換気方式はその特徴を十分生かし、洞道の形状、延長及び環境条件等に応じ最も有効

かつ経済的な方式を選定するものとする。 

排 気 式
換気口ファン方式

送 気 式
縦 流 式 洞道ファン方式

機 械 換 気 サッカルド方式
排 気 式

半 横 流 式 半横流換気方式
送 気 式

横 流 式 横流換気方式
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２－２ 換気方式の形態 

〔解 説〕 

１．「道路管理施設等設計要領（案）第１９条換気方式（ｐ109）」を参照のこと。 

２－３ 換気風量 

〔解 説〕 

１．設計条件 

１）換気設備の換気風量は「道路管理施設等設計要領（案）第２０条（ｐ111）」を

原則とするが、特殊な条件（シールド区間）では２）項の項目をも考慮するも

のとする。 

２）シールド等河川底部や地下水位が高い地層に設置される洞道においては最も要

求される項目（換気所要時間、洞道内風速、換気口出入口の風速、洞道内最高

温度）に着目して設計する。 

(1) 換気所要時間   ３０分以内 

(2) 洞道内最高温度  ４０°Ｃ 

(3) 電力洞道の出入口温度差  ８℃以内 

(4) 土壌基底温度 

一般に 25℃で良いが、河川底部や地下水位が高く基底温度が低くなる場合は、

別途考慮する。 

(5) ダクト風速 

ダクト系統の風速は、道路管理施設等設計要領(案)ダクト系統の風速(p115)を

参照すること。 

２．洞道内の風速  

(1) 洞道内風速（換気所要時間より算出する場合） 

Ｖ＝ 

ここに  Ｖ ： 洞道内の風速    ( ｍ/sec )  

        Ｔ ： 換気所要時間    (  sec   )  

        Ｌ ： 換気の洞道長    (   ｍ   )  

(2) 電力用洞道内風速  

ケーブルの発熱量（Ｗ／ｃｍ）は電力事業者に確認し、有するデータを参考に

する。 

Ｖ＝                    

換気方式の形態は､その特徴を十分生かし､洞道の形状､延長及び環境条件等に応じ最

も有効かつ経済的な方式を選定するものとするが、保守管理が容易で洞道断面に影響の

少ない換気口ファン方式を標準とする。 

換気風量は、洞道内部の環境、占用物件の保全、換気所要時間、洞道内の風速等を考

慮して決定するものとする。 

Ｌ 

Ｔ 

Ｌ 

ｑ・Ａ・Ｒｅ・ｌｏｇｅ １ 

⊿ｔ 

Ｗ・Ｒｅ ＋ Ｔｏ－Ｔｆ

１－ 
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Ｒｅ ＝   × ｌｏｇｅ    ＋      －１          

ここに   Ｖ  ： 洞道内の風速     （ｍ/sec ) 

     ｑ  ： 空気の定圧比熱       （Ｗ・sec/cm
３
℃）＝ 1.1×10

－３ 

     Ａ  ： 洞道の有効断面積     （ cm
２
 ） ＝ 実断面積× 0.8 

     Ｒｅ ： 土壌の熱抵抗     （℃ cm/Ｗ） 

⊿ｔ： 出入口の空気温度差   （ ℃ ）＝ ８℃以内   

     Ｗ  ： ケーブルの発熱量     （Ｗ/cm） 電力会社の算力による 

     Ｌ  ： 換気洞道長      （ ｍ ） 

Ｔｏ ： 土壌の基底温度        25℃ 

Ｔｆ ： 吸気側入口温度        32℃ 

     ｇ  ： 土壌の固有熱抵抗     （℃ cm/Ｗ） 表７－３－１ 

  ： 洞道の平均深さ       （ ｍ ） 

     Ｄ  ： 洞道の等価円径       （ ｍ ） 

表７－３－１ 土壌の固有熱抵抗 

土  壌  の  種  類 土 壌 の 固 有 熱 抵 抗 

湿   地   帯（河川）  40℃ cm/Ｗ 

普   通   帯（普通） 80    〃 

乾燥帯（地下鉄等の構造上） 120    〃 

２－４ 換気風圧 

〔解 説〕 

１．「道路管理施設等設計要領（案）第２１条換気風圧（ｐ113）」を参照のこと。 

２－５ 送風機の形式及び仕様 

〔解 説〕 

１．送風機の形式 

(1) 送風機形式の決定に当たっては、風量、全風圧、形態、効率、騒音、経済性等

を検討の上決定する。 

(2) 軸流送風機は遠心送風機に比較して設置場所が小さく取り扱いが容易である

が、大きな圧力は得られない。設置スペースを考慮し口径４００ｍｍを越える

場合でも遠心式と軸流式の比較を行うものとする。 

ｇ 

２π 

２

Ｄ 

２

Ｄ 

２ 

送風機の形式及び仕様の決定にあたっては、使用上の諸条件に合致した設計を行うも

のとする。 

洞道換気における所要全風圧は、吸気口から吸込んだ空気が洞道を経て排出される間

の種々の圧力損失の総和であり、送風機全風圧は計算値に必要な余裕を見て決定するも

のとする。 
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２．送風機の選定 

(1) 送風機仕様の決定にあたっては、使用上の諸条件にあったものとする。 

(2) 一般的には比速度Ｎs、流量係数φ、圧力係数ψがその送風機に適合したも

のを選定しなければならない。 

(3) 送風機の形番の決定にあたっては、サージング運転にならないように選定す

る必要がある。 

(4) 風機は、風量－風圧特性曲線の右上がり曲線部分で作動させるとサージング

運転となり騒音及び振動が増大するため、送風機の寿命を短くするばかりで

なく思わぬ事故の原因となる。 

(5) ガス洞道用に使用する送風機の仕様については、駆動電動機は耐圧防爆形を

使用し、駆動ベルトは静電防止形を使用するのを標準とする。機器や配線等

防爆仕様はガス事業者との協議を行い「内線規定」」により規模を決定する。 

(6) 軸流送風機は口径が４００ｍｍを超えるものに適用するが、設置スペースを

考慮し遠心送風機も比較検討する。 

（２－５送風機の形式及び仕様 解説１．（２）参照） 

２－６ 風量の調節 

〔解 説〕 

(1)「道路管理施設等設計指針（案）第２３条 （ｐ２３）」を参照のこと 

２－７ 送風機の運転操作 

〔解 説〕 

１．自動運転 

送風機の自動運転は、タイマーによる定時刻運転、電力洞道内の温度による運転等

が一般的に行われている。 

２．単独運転 

単独運転は入溝、送風機の保守点検整備、その他必要に応じて行うもので、遠方及

び機側において運転操作が可能なものとする。 

なお、保守点検整備時の安全を図るため、「遠方－機側」の切換は機側において行

うことを原則とする。 

３．その他 

送風機の運転操作に関する詳細事項は、「道路管理施設施設等設計要領(案)第 24

条送風機の運転操作(p118)」を参照すること。 

２－８ 換 気 室 

 風量調節は、洞道内各所の換気の均衡を図るために行うものである。 

 送風機の運転は、自動運転のほか必要に応じて単独運転も行えるものとする。 

換気室は換気に必要な送風機、操作盤、その他の補助機器等を整理良く収納し、また

効率よい換気が行えるような、吸・排気口を備えた構造とする。換気室への出入口及び

開口部は地表面より高くして、冠水しないように配慮する必要がある。また、内部は収

納する機器等の保守点検が容易に行える構造とする。 
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〔解 説〕 

１．気室は機器等の監視、補修、点検等が支障なく行われる広さとし、送風機の搬入、

搬出が容易に行えるよう配置する必要がある。 

２．収容物件が異なる洞道の換気室において、洞道間の連絡用の扉は気密性も考慮する。 

３．換気室と換気口の間にある鋼製仕切板は維持管理を考慮して分割組立構造とし、

その材質は外気や洞道内の湿度等環境条件に見合ったものとし、溶融亜鉛メッキま

たはステンレス鋼とする。取付ボルトはステンレス鋼を標準とする。 

２－９ 吸・排気口 

〔解 説〕 

１．自然・強制換気口は屈折、断面変化等が極力少ない形状とし、空気抵抗が少なくな

るような構造とする。 

２．強制換気口には消音装置、スクリーン等が加わり、複雑な構造となる場合があるが、

点検が容易な構造とするものとする。 

３．強制換気口は地上の風による風圧を受け難い構造とする必要がある。 

２－10 騒音対策 

〔解 説〕 

強制換気のための排出口の設置場所は送風機による騒音等を考慮して選定することは

勿論、環境保全を図るための十分な配慮が必要である。 

その対策として次のものがあげられる。 

(1) 騒音値は原則として官民境界に予想される値であり、各都道府県が定めた規制

値を下まわらなければならない。 

(2) 騒音対策計算例としては「道路管理施設等設計要領（案）参考資料１－１３騒

音対策計算例（ｐ200）」を参照のこと。 

(3) 運転騒音の小さな送風機を選定する。 

(4) 排出口に消音器を設ける。 

３．給水設備（参考） 

洞道内に新鮮な空気を取入れる吸気口（自然換気口）及び送風機によって空気を排出

する排気口（強制換気口）は空気抵抗が少なくなるような構造とする。 

吸排気口での送風機の運転騒音等が環境を害する恐れのある場合は、必要に応じて騒

音対策を講じるものとする。吸排気口での送風機の運転騒音等が環境を害する恐れのあ

る場合は、必要に応じて騒音対策を講じるものとする。 

給水計画は次の条件に基づいて行うものとする。 

１．給水配管系統は給水地点で分岐給水するものとする。 

２．受水地点は原則として管理用出入口付近とする。 

３．給水栓は、排水ポンプ設置個所及びその中間位置の各洞道並びに自然換気口付近

とする。 
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〔解 説〕 

１．「道路管理施設設計要領（案）第２８条給水設備（ｐ120）」を参照のこと。 

２．配管類の材質は「１．排水設備 1-5 配管」及び管轄下の水道事業者の仕様も参考に

して決定する。 

３．給水設備は、清掃に必要な給水量や給水圧力等を十分満足するものとする。  

４．給 水 管  

(1) 給水管の管径は水栓の大きさと個数（或いは岐管の太さと数）から決定され

るが３ヶ所或いは全給水栓の１／２が同時に開栓したものとし、これに相当

する水量を供給できる給水管径とする。 

(2) 給水管の最小口径は 25Ａとする。 

(3) 量水器の口径は原則として配管管径とする。 

(4) 凍結の恐れのある個所の給水管は、凍結を防止するための対策を講ずるもの

とする。 

(5)  各洞道への給水分岐管は操作の容易な個所に仕切弁を設けるものとする。  

(6) 給水配管に使用する弁は、管内静水圧が 0.69 ＭＰa（７㎏ f/cm
２
）未満の

時は５Ｋ弁を、0.69 ＭＰa（７㎏ f/cm
２
）以上の時は 10Ｋ弁を用いその区分

を明示するものとする。 

（バルブの規格は、青銅弁 ＪＩＳＢ2011 による）   

５．給水管の材料  

配管は、経済性と保守性を考慮し水道用亜鉛メッキ鋼管（ＳＧＰＷ）を標準とするが、

埋設部及びコンクリート埋込み部等の取換が困難な箇所については腐食に対して配

慮した配管材料（ステンレス鋼管等）を用いる必要がある。 

(1) 配管には適当な位置に支持台及び支持金具を設けるとともに、水平管の支持は満

水した場合でも管のたわみを少なくするために適当な間隔で支持し、斜面に沿った

配管では管軸方向の分力が生じるので単なる支持だけではなく管軸方向に対する

滑り止めも考慮する必要がある。長い垂直管が振動や曲げを受けないよう中間の適

当な位置に振れ止めが必要である。 

また、曲管部、弁の前後及び管端部に対しても配慮する必要がある。   

(2) 配管支持を鋼製金具にする場合は溶融亜鉛メッキしたものを使用する。 

(3) 管継手には、ねじ継手、溶接継手等があり、ねじ継手は鋼管配管では 50Ａ以下

に使用される。これ以上の配管になると現場でのねじ切り作業が困難であるため管

径が 65Ａ以上の配管はフランジ継手を標準とする。 

(4) 配管の要所には配管作業や分解作業を容易にするためユニオン継手またはフラ

ンジ継手を用いるのが望ましい。中大配管にはフランジ継手が用いられる。 

(5) 可撓伸縮継手は、温度変化、地震振動、不等沈下、据付誤差等を吸収し、配管に

無理な負荷をかけないために設けるものであり、許容伸縮量や許容偏心量を決定し

たうえで選定する。 

４．操 作 盤（標準） 

〔解 説〕 

１．操作盤は、排水ポンプ及び送風機運転制御が行えるものを標準とする。 

２．遮水設備を設置する場合は、制御盤及び油圧装置が必要となりスペースが占有され

るので全体計画で設置検討を行う。 

操作盤は、設備の規模、設置目的、用途に応じたものでなければならない。 
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３．操作盤形式は、その設置場所における環境条件（高湿度等）を考慮して決定するも

のであり屋外仕様を原則とする。 

４．ガス洞道に設置する盤は排水操作盤、換気操作盤、プルボックス等最小限にとどめ

防爆構造とする。仕様は各事業者との協議により[内線規定]により決定する。 

５．排水制御盤 

(1) 設置場所 

排水制御盤の設置場所は、換気口又は各洞道の出入口付近に設置するものとし、

照明設備等の受電盤の近くに設置する。 

(2) 表示項目  

排水制御盤の表示項目は、異常低水位、異常高水位、ポンプ故障、ポンプ運転

－停止、運転時間計、運転度数計、運転場所選択等各ポンプごとに表示し、引込

盤には一括表示を行うものとする。 

また、操作盤には電流計、電圧計を各ポンプ毎に設ける。 

６．排水操作盤 

(1) 設置場所 

機側排水操作盤の設置場所は、排水ピットの近くに設置する。 

(2) 排水ポンプとポンプ操作盤が離れた位置に設置される場合は、ポンプの機側にお

いて「運転－停止」が出来るよう機側排水操作盤を設けるものとし、形式は壁掛

形を標準とする。 

(3) 機側排水操作盤には、操作スイッチ、操作場所切替スイッチ、運転停止及び異常

表示ラン具備するものとする。 

また、ポンプ修理中等に間違って遠方（ポンプ操作盤）よりポンプを運転するこ

とがないように、機側操作盤には配線用遮断器（ノントリップタイプ）を内蔵し、

機側で手動にて配線の開閉することが出来るものとする。 

(4) ガス洞道に設置する機側排水操作盤は防爆構造とする。 

(5) 壁掛形操作盤の取付ブラケット及び取り付けボルトの材質はステンレス製

(SUS304)を標準とする。 

７．換気制御盤 

(1) 設置場所 

換気制御盤の設置場所は、強制換気口の受電盤の近くに設置する。 

(2) 表示項目  

換気制御盤の表示項目は、洞道内異常高温度、送風機故障、送風機運転－停止、

自動単独、運転時間計、運転度数計、遠方－機側等とする。また、操作盤には電流

計、電圧計を各送風機毎に設ける。 

８．遠方換気操作盤 

(1) 設置場所 

遠方換気操作盤の設置場所は、自然換気口入り口及び各洞道の出入り口に設け、

換気制御盤の設置場所まで行かなくても遠方換気操作盤において送風機の「運転

－停止」が行えるものとし、形式は壁掛形を標準とする。 

(2) 遠方換気操作盤には、操作スイッチ、運転停止及び故障表示ランプ（送風機毎）

を具備するものとする。 

(3) ガス洞道内に設置する遠方換気操作盤は防爆構造とする。 

(4) 壁掛形操作盤の取付ブラケット及び取り付けボルトの材質はステンレス製

(SUS304)を標準とする。 
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９．換気操作盤 

(1) 設置場所 

機側換気操作盤の設置場所は、送風機の近くに設置する。 

(2) 送風機と遠方換気制御盤が離れた位置に設置される場合は、送風機修理中等に間

違って遠方（送風機操作盤）より送風機を運転することがないように、機側換気

操作盤には配線用開閉器又は遮断器配線用遮断器（ノントリップタイプ）を納め

たものとする。 

(3) 機側換気操作盤は、手動にて配線の開閉することが出来るものとする。 

(4) ガス洞道に設置する機側換気操作盤は防爆構造とする。 

(5) 壁掛形操作盤の取付ブラケット及び取付けボルトの材質はステンレス製(SUS304)

を標準とする。 

10．遠方監視操作設備 

遠方監視制御操作設備が必要な場合は、第２章ポンプ設備を参考に検討を行うこと。 

５．遠隔化システムの導入（標準） 

５－１ 遠隔化導入の目的 

〔解 説〕 

(1) 遠隔化することにより、施設の計画運用、情報管理の効率化および運転操作の省

力化、異常時の後方支援を図ることを目的とする。 

(2) 遠隔化にあたっては、信頼性・安全性が高く、運用・維持管理の容易なシステム

とする。   

(3) 建設ＣＡＬＳを考慮したシステムとする。 

共同溝付帯設備の遠隔化により、施設情報の集中化を図り、合理的な運用および維持

管理を行うことを目的とする。 
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５－２ 遠隔化システムの基本計画 

〔解 説〕 

(1) 遠隔化システムの計画・設計にあたっては、運用体制を考慮し、信頼性、安全性

が高いこと、操作性、耐久性、経済性に優れていること。緊急時の対応や維持管理

が容易であることを基本的な要件とする。 

(2) 遠隔化システムの全体構成、設備仕様を設計する際には、以下に示す基本的な項

目を検討するものとする。 

６．遮水設備（参考） 

６－１ 遮水設備寸法、形式の選定 

〔解 説〕 

１．遮水扉寸法は洞道或いは立坑開口部寸法と固定金物との取り合いを考慮して決定す

る。 

２．遮水扉は固定金物に固定し水圧荷重を躯体に伝達すると共に水密性を確保する。遮

水扉を収容物が貫通する場合、貫通部は水密性を確保できる構造とする。 

３．制水扉寸法は管理時の通路、非常時の作業性、遮水扉桁配置、収容物配置、洞道内

許容風速等を総合的に考慮して決定する。又制水扉の数、位置は維持管理上の必要性

から決定するが設置数は極力少なくなるように検討する。 

４．制水扉形式は共同溝本体構造、設計荷重、設置部の取付けスペース、収容物との取

り合い、制水扉運用方法等を総合的に判断して決定する。 

５．制水扉水密部は設計水圧に対し充分な水密性を持つ構造とする。 

６．遮水扉間の通常時洞道内漏水の排水用配管、バルブが遮水扉を経由して設置される

場合は、出水時に排水バルブは確実に全閉出来る構造とする。 

現状調査と問題点の抽出 

運用管理体制の検討 

システムの必要機能の検討 

システムの基本設計 

実施計画の作成 

遮水設備寸法、形式は洞道或いは立坑開口部を確実に遮水できる様に決定する。 

遠隔化システムの基本計画は、システムの規模や運用管理体制に応じて構築する。 

管理運用面、設備機能面での現状調査と課題

の抽出 

監視・操作体制、設備管理体制の検討 

運用管理体制をふまえた必要機能の検討 

導入の目的、設備の使用状況及び特性、関連

システムとの関係、安全性を考慮した検討 

導入計画の策定 
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６－２ 開閉装置 

〔解 説〕 

１．制水扉の開閉方式（手動、無動力、電動）は制水扉の運用方法により決定する。 

２．無動力式或いは電動式開閉装置は開閉荷重、開閉装置の設置場所、運用方法等を考

慮し構造、機構を決定する。 

３．電動式開閉装置が没水する場合は、油圧式等防水性のある機構、方式を検討する。 

６－３ 設計荷重、開閉荷重 

〔解 説〕 

１．制水扉の開閉方式（手動、無動力、電動）は制水扉の運用方法により決定する。 

２．無動力式或いは電動式開閉装置は開閉荷重、開閉装置の設置場所、運用方法等を考

慮し構造、機構を決定する。 

３．電動式開閉装置が没水する場合は、油圧式等防水性のある機構、方式を検討する。 

６－４ 使用材料 

〔解 説〕 

１．遮水扉、制水扉、固定金物は洞道内の狭隘部に設置され維持管理が困難なため耐食

性に優れたステンレス鋼を使用する。 

２．開閉装置の使用材料の選定に当たっては「ダム・堰施設技術基準（案）5-0-6 使用

材料」に準拠する。 

６－５ 構造、機構の設計 

〔解 説〕 

１．材料の許容応力度は「ダム・堰施設技術基準（案）3-1-8 材料の許容応力度」並びに

「水門・樋門ゲート設計要領（案）2-7-1 材料の許容応力度」に準拠する。又許容応力

度の補正係数は 1.0 とする。たわみは「ダム・堰施設技術基準（案）3-2-1 たわみ度の

許容値 例示仕様」より径間の 1/800 以下とする。 

２．遮水扉、制水扉、固定金物の設計は「ダム・堰技術基準（案）第２節部材の設計、

第３節扉体、戸当り・固定部の設計」並びに「水門・樋門ゲート（案）3-1 扉体・戸当

りの設計 一般事項」に準拠する。 

３．開閉装置の設計は「ダム・堰技術基準（案）第５章開閉装置の設計」並びに「水門・

樋門ゲート設計要領（案）4-2 機械式開閉装置の設計、4-3 油圧式開閉装置の設計」に

準拠する。 

開閉装置は制水扉を確実に開閉できるものとする。 

遮水扉、制水扉の設計荷重は、自重、静水圧、浮力、開閉力を考慮する。 

開閉荷重は制水扉の自重、支承部の摩擦力を考慮して決定する。 

使用材料は使用目的に適合したものとする。 

遮水扉、制水扉、固定金物は設計荷重に対して十分な強度と剛性を有し安全な構造と

する。又十分な水密性と耐久性を有する構造とする。 
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６－６ 制水扉の操作等 

〔解 説〕 

１．制水扉は、出水時において流入する水を検知した後、確実に閉操作ができるものと

する。 

２．シールド等の洞道に入溝する際に、入溝の有無がわかえる表示を操作盤等へ設定す

るものとする。 

３．出水時でも入溝者がいる場合、入溝者自らが操作し脱出できる操作盤を制水扉近傍

に設置するものとする。出水時には音や光で入溝者に確認できる装置を設置する。 

制水扉の操作が確実に行われるものとする。 
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６－７ 遮水設備の配置（参考） 

遮水設備の配置事例を図７－３－２に示す。 
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第４節 修繕工事への対応（参考） 

４－１ 共同溝付帯設備修繕(更新)計画 

設備の修繕には、部品の交換等で設備システムへの影響の無い小規模な修繕と主要構成

機器の更新等で設備システムに影響を与える大規模な修繕がある。 

いずれの修繕方法を取るかは、緊急性、予算面を踏まえ、以下に示すような要求事項を

整理することで修繕の位置づけ、どの準拠基準を適用するべきかが明確になる。 

また、土木関連構造物へ影響が懸念される修繕の場合、どこまでを対象設計業務の範囲

とするかを明確にしておく必要がある。 

(1) 修繕の目的 

    老朽化等による機能低下（過去の故障・修繕履歴）、要求機能アップ等 

(2) 修繕の目標 

    今後の供用期間、他要因での改修計画を踏まえた修繕目標 

(3) 既設施設の経過年数、土木関連構造物も含めた施設全体の健全度評価 

(4) 施設目的に適合した信頼性の確保（施設の種別、規模、地域性） 

(5) 手戻りの無い修繕計画 

(6) 費用対効果（経済性） 

（次頁に、共同溝付帯設備修繕(更新)計画検討フロー図を示す） 
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修繕（更新）の 

目的・目標 

共同溝付帯設備修繕（更新）時計画検討フロー図（参考）

共同溝付帯設備の修繕（更新）時の業務手順フロー例を示す。 

・修繕の目的：老朽化等による機能低下（過去の故障、

修繕履歴）、要求機能アップ等 

・修繕の目標：今後の供用期間、他要因での改修計画 

踏まえた修繕目標 

設計条件（基準）の照査 ・新旧技術基準の照査 

・換気風量、風圧条件 

・水中ポンプ稼働、排水条件 

既設付帯設備の稼働、管理

状況の把握 

・現状把握 

・問題点・不具合点等情報収集 

現 況 調 査 

（目視確認調査及び必要

に応じて測定・測量調査

等） 

・付帯設備の現況調査 

・収容物の条件調査 

・設置環境等の調査 

・土木構造物の現況調査 

・既設設備の資料収集、整理 

・

現況調査 結果と課 ・完成図書と現況設備の照合 

・土木構造物の現況調査（強度調査） 

・修繕（更新）方針の整理 

・管理運用上の課題整理 

検 討・協 議 ・現地調査結果と課題を踏まえ修繕（更新）基本方針の

確認 

・他設備、土木構造物への影響と対応方針の検討・確認

施工範囲の確認・決定 

（対象修繕機器） 

（対象構造物等） 

・修繕（更新）対象機器の決定 

（経済性、信頼性等総合判断） 

・修繕範囲の明確化 

詳細修繕設計 ・設計は修繕計画の位置づけに基づいて設計便覧、 

関連設計 

技術基準に準拠して実施 

・修繕（更新）設計計算 

修繕仕様書作成 

・施工計画書、特記仕様書の作成（修繕工事特性を考慮

して作成） 



第８章 植樹散水設備     
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第８章 植樹散水設備 

第１節 一般事項 

１．適用範囲（標準） 

〔解 説〕 

１．本便覧では、植樹の維持管理に必要な灌水を合理的に行い、道路緑化の目的の維持・

達成を図ることを目的として設計するものとする。 

２．関連諸法規等は以下のとおりである。 

示方書等の名称 

示方書・指針等 発刊年月 発刊者 

道路構造令の解説と運用 平成 16 年 2 月 国土交通省 

道路管理施設等設計指針（案） 

道路施設等設計要領（案） 平成 15 年 7 月 （社）日本建設機械化協会 

労働安全衛生規則 平成 24 年 1 月 厚生労働省 

日本工業規格（ＪＩＳ） 加除式 （財）日本規格協会 

 電気規格調査会標準規格（ＪＥＣ） 加除式 （社）電気学会 

日本電機工業会規格（ＪＥＭ） 加除式 （社）日本電気工業界 

電気設備に関する技術基準を 

定める省令 平成 23 年 3 月 経済産業省 

内線規定 平成 17 年 9 月 日本電気協会 

日本水道協会規格 加除式 ＪＷＷＡ 

日本水道鋼管協会規格 平成 23 年 10 月 ＷＳＰ 

 河川法、条例その他関係法例 

及び規則等 平成 23 年 12 月 

道路構造令（国土交通省） 平成 23 年 12 月  

３．用語の定義 

 この便覧において掲げる用語は、次の各号に定めるとおりとする。 

(1) 植樹散水装置：道路緑化を目的とした植樹帯、環境施設帯及び街路樹の維持管理

のための灌水を行う設備のうち、固定設備として設置したものを

いう。 

(2) 散 水 強 度      ：１時間当りの散水量（L/h）を散水面積（㎡）で除した値。 

単位は㎜／h。 

(3) 間 断 日 数：１回の散水翌日から次の散水開始日までの日数。 

            （１回の灌水から次の灌水を行う間の日数） 

(4) 散 水 装 置      ：植樹散水装置のうち、取水装置を除いた送水管以降の装置をいう。 

(5) 取 水 装 置      ：植樹散水装置のうち、水源から送水ポンプまでの設備をいう。 

(6) 受 水 槽：取水装置のうち、公共用水道、取水用揚水ポンプ等から受水する目

的で設けた貯水槽をいう。 

(7) 集 水 槽：取水装置のうち、路面排水、河川水等から受水する目的で設けた貯

水槽をいう。 

(8) 送 水 ポ ン プ：散水装置への送水を目的としたポンプをいう。 

(9) 揚 水 ポ ン プ：水源から受水槽までの揚水を目的としたポンプをいう。 

この設計便覧の適用範囲は、道路植樹散水設備のうち固定植樹散水設備に適用する

ものとする。 
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第２節 計  画 

１．計画、設計フロー（標準） 

設計スタート 

散 水 計 画

散 水 設 備

取 水 設 備

ポ ン プ 設 備

制 御 操 作 設 備

及 び 電 源 設 備

散水量 

散水強度 

全容易有効水分量 

計画散水量 

計画間断日数 

許容散水強度 

（取水井戸） 

散水方式 

散水水量、時間 

配 管 

使用水源 

受水（集水）槽 

ポンプ形式 

ポンプ諸元 

計 画 間 断 日 数

計画散水量 
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２．計画の基本（標準） 

〔解 説〕 

１．計画及び設計にあたっては、下記の事項を考慮し、各段階を進めていくものとする。 

１－１ 景観設計 

 地域特性を調査・検討し、景観に十分配慮した設計を行っていくものとする。 

１－２ コスト・メンテナンス性 

 １）新技術などの導入を検討し、総合的なコスト縮減を考慮する。 

 ２）各機器の設計においては、それぞれのライフサイクルを考慮すること。 

 ３）メンテナンス性の向上・維持管理費の縮減を考慮すること。 

１－３ 設備計画 

 植樹散水設備は、当初の目的を十分達成できるものであることはもちろんの

こと、一般交通や沿道地域等に対する配慮について十分な検討が行われたもの

でなければならない。 

 そのためには、事前調査を行ない、対象地域の条件に合った計画を行う必要

がある。 

 設備に影響を及ぼす主な要因としては、次のものが考えられる。 

 (1) 樹木の種類と植栽密度 

 (2) 散水を行う範囲 

 (3) 土 質 

 (4) 気 象 

 (5) 道路及び植樹帯の構造 

 (6) 沿道状況 

 (7) 使用水源 

植樹散水設備の計画にあたり、以下の条件に基づいて行うものとする。 

  ① 散水量及び散水強度が適正であること。 

  ② 交通、道路及び付帯構造物、沿道地域の居住環境に影響を及ぼさないこと。 

    また、地域特性を調査・検討し、景観に充分考慮した設計をするものとする。

  ③ 使用水量が十分確保できること。 

  ④ 耐久性及び経済性に優れていること。 

  ⑤ 安全・確実な運転が行えるとともに、操作・取扱いが容易であること。 

    また、新技術などの導入を検討し、総合的なコスト縮減を考慮すること。 

  ⑥ 維持管理のための点検整備が容易であること。 
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第３節 植樹散水設備の検討（標準） 

１．散水方法の選定 

〔解 説〕 

道路に関連した植栽地は、インターチェンジ等の幅・長さがある程度備わったものと、

道路両側・中央分離帯の植樹帯のように狭小な幅で長大な長さを備えるものとがある。 

１．スプリンクラー散水方式は、散水直径が大きく広い芝生などに適するが、狭小幅の

植樹帯などでは車両・歩行者や沿道の居住環境に悪影響を及ぼす可能性がある。 

マイクロエミッター散水方式は散水直径の小さい散水器を使用して低木の樹上ある

いは高木の樹下に散水するもので、かなり広範囲の植栽地に適する。 

最近はスプレーポップアップ式が使用されている。 

２．ドリップエミッター、ドリップチューブ方式は、高・低木の根元に点滴散水し灌水

するもので、水滴が飛散しないため狭小幅の植樹帯に適する。 

３．ドリップ方式は、地面下に給水し毛管作用により根群域を湿潤にし、灌水効果をあ

げる地下灌水暗渠方式にも用いられるものがある。 

散水方式は、以上のような特性を有するので、当該植栽地の状況を考慮して選定を行う

ものとする。 

下表に主な灌水方法の適用等を示すので参考とする。 

灌水方法の代表的な適用（参考） 

灌水方法 説    明 代表的な適用 

スプリンクラー 散水直径が大きく広い芝生などに適す。 芝 生 地 

マイクロエミッター 
散水直径の小さい散水器を使用し広範囲に

適す。 

低 木 の 樹 上 

高 木 の 樹 下 

ドリップエッター 
根元に点滴散水するもので水滴が飛散しな

いため狭小幅の所に適す。 
高・低木の根元 

ドリップチューブ 同 上 高・低木の根元 

散水は、次のいずれかの方式を標準とし、植栽地の幅及び長さ・気象条件・道路及び

周辺の居住環境を考慮して選定する。 

１．地上潅水：スプリンクラー、マイクロエミッター散水方式等 

２．地表潅水：スプリンクラー（ポップアップ式）、ドリップ方式、多孔管方式 
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主要灌水方法の得失（参考） 

地 上 灌 水 

手 動 機 械 

手まき灌水

(ﾎｰｽ等) 

スプリン 

ク ラ ー 

地 表 

灌 水 

傾  斜 

風 

水    量 

均 一 性 

管    理 

大 面 積 

小 面 積 

芝 

低    木 

高中低木 

高  木 

適 

不  適 

小 

〃 

大 

不 適 

適 

〃 

〃 

中 

不 適 

適 

不  適 

中 

適 

小 

適 

不 適 

適 

〃 

中 

〃 

適 

〃 

中 

適 

小 

適 

〃 

不 適 

適 

中 

不 適 

２．散水量の決定

〔解 説〕 

１．計画灌水量（TRAM）は、理論的に算出されたもので、純灌水量とも呼ばれるが、実

際の散水においては風向、地形、植生などによって空中・落下直後に蒸発したり、葉・

枝などに付着してそのまま蒸発したりして有効土層に吸収されない水量損失が発生す

る。これを見込んだ量を散水量とする（散水量はまた、純灌水量に対する呼び方とし

て粗灌水量ともいう）。 

Ｗｃ=TRAM/ηｉ 

ここに、Ｗｃ  ：散水量（粗灌水量）㎜ 

TRAM   ：計画灌水量（純灌水量）㎜ 

ηｉ  ：かんがい効率 

一般に、ηｉはスプリンクラーで散水したとき 0.75～0.85 を示す。 

散水量は散水場所、植物等によって異なるが、5ｍｍ／day とする例が多い。 

  【備考】TRAM の値は、次項の式で求める。 

２．全容易有効水分量（TRAM）は下式で算出する。 

TRAM＝(fc－ML) 

ここに、fc：24 時間容水量（体積％） 

ML：生長阻害水分点（体積％） 

D：制限土層の厚さ（㎜） 

Cp：制限土層の SMEP の値（％） 

     【備考】・ML：生長阻害水分点（植物の正常な生育に支障の現れる土壌の水分量） 

         ・SMEP：土壌水分消費型（soil moisture extraction pattern） 

         ・TRAM：全容易有効水分量(total readily available moisture) 

・１回の計画灌水量は TRAM の値とする。 

３．散水量、散水強度、間断日数の決定方法の詳細は、道路管理施設等要領（案）参考

資料 P221～による。 

散水量は、計画潅水量に散水に伴う各種の損失水量を適正に見込んで決定する。 

D 
Cp 
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３．散水強度の決定 

〔解 説〕 

１． 土壌は、その特性から浸入速度が定まり、これを超過すると土壌中に水が浸透して

行かず表流水となって地表を流れる。このため、土質別の許容散水強度があり、計画

時はこれを超過しないようにする。 

但し、散水強度が小さすぎると散水時間が大となるので注意を要する。 

２．散水強度のおよその目安を求める参考値を下表に示す。 

この表は許容散水強度であるから、この値以下として計画されたい。 

土 質  
許容散水強度 

（㎜/h） 

砂   質   土 

壌        土 

粘   質   土 

18 

12 

5 

 平地の許容散水強度表（参考） 

傾斜度（％） 砂土 塩土 植土 クロボク

０～５ 

６～８ 

９～12 

13～20 

20 以上 

100 

90 

86 

82 

75 

100 

87 

80 

83 

60 

100 

77 

64 

55 

39 

100 

61 

70 

62 

47 

注：平地における許容散水強度を 100 とする。 

 傾斜による散水強度の補正値表（参考） 

４．間断日数の決定 

〔解 説〕 

１．間断日数は、１回の散水後、24 時間容水量から生長阻害水分点までの土壌の水分量

を日最大消費水量で除した値（少数以下切り捨て）として求められる。これを小さく

すると、土壌水分が湿潤状態となり、いわゆる根腐れの原因となり、逆に大きくする

と植栽のしおれなど悪影響を与える恐れがある（従来、「散水間隔」と称していたこ

ともあるが、散水器の間隔と紛らわしいので間断日数と称する）。したがって、適切

な間断日数を選定すべきで、場合に応じ土壌水分計を設置して土壌の水分量を随時計

測することが望ましい。 

２．間断日数の決定には,夏季に計画日消費水量が大きくなるこの夏季の値を用い,夏季

以外の時期は間断日数を変更せず,散水時間によって調節する。夏季における TRAM・

間断日数は,日消費水量 en＝5mm とすれば, 

壌質砂土の場合    ：TRAM＝40 ㎜ 間断日数 約７日 

壌土・軽植土の場合  ：TRAM＝30 ㎜ 間断日数 約５日     

程度となる。砂の含有量が多い場合は TRAM、間断日数を大、粘土の含有量が多い場合

は TRAM を小、間断日数を小とした方が良い。 

散水強度は、植栽地の土質と傾斜度により定め、表流水となり表土を流出させてはな

らない。 

間断日数は、土質と消費水分量から決定する。 
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５．設備能力の決定 

〔解 説〕 

１．既に求めたＷｃ：散水量（㎜）と、１個の散水器の支配面積（m２）から、１個の散

水器の散水量（L/min）が求められる。これに、当該植樹帯に配置する散水器の個数を

乗じて全体の必要水量（L/min）が得られる。設備能力は、この全体必要水量を基とし

て計画を進める。 

２．計画設計例の詳細が道路管理等施設設計要領（案）参考資料 P231～にあるので参考

とすること。 

６．使用水源の選定 

〔解 説〕 

散水設備に利用可能な水源としては、公共用水道、地下水、河川水、路面排水、

その他が考えられる。 

水源は、植栽帯が歩道横にあり、歩行者への水の飛散もあることから、水道水を

使用している場合が多い。 

選定にあたっては下記の留意事項について、十分な比較検討を行ったうえで選定

するものとする。 

１．公共用水道水の利用 

 公共用水道には上水道と工業用水道があり、水の単価面では工業用水道が有利で

あるが、上水道に比べて供給区域が限定され、使用不可能な地域が多い。 

 水道は、水量の確保や維持管理上からも最も優れた水源であるが、特に上水道に

ついては地域の水事情より大きな影響を受けるので、条例や地元の申し合せ事項

等を十分認識した上、計画する必要がある。 

２．地下水の利用 

 地下水を利用する場合は、揚水設備の設置及びその維持管理にかなりの経費を要

するが、水量の確保の面では一般的に水道についで安定度が高い。 

  しかし、地下水のくみ上げは地盤沈下や既設井戸の水枯れ、濁りなどの原因と

なることがあるので、公共用水道の場合と同様に地域の事情をよく認識のうえ計

画する必要がある。 

３．その他、河川水、路面排水、処理水があるが、植栽に影響しないよう水質調査を

行う必要がある。  

植樹散水設備の能力は、散水量・散水強度・散水面積・間断日数から必要かつ十分な

容量のものとする。 

使用水源の選定にあたっては、事前に現場条件等について十分な調査を行い、必要水

量に対して余裕のある水量が安定して確保できるよう計画するものとする。 
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第４節 散水装置の設計（標準） 

１．設計一般 

 散水装置は、送水、散水部分及び調整装置等からなり、土質条件、植栽形式、植栽の規

模、道路構造及び沿道状況等に応じて、植樹の灌水が効果的に行われるよう設計するも

のとする。 

  なお、散水装置として扱う範囲は次図のとおりとする。 

〔解 説〕 

ここで扱う散水装置とは、取水後地表面近くまで送水された水を樹木帯に散水するま

での施設をいう。 

取水後は多くの場合バルブにより制水されており、このバルブ以降と考えてよい。 

１．散水装置を設計するうえで最も重要なことは、所定の範囲内に均等で効果的な散水

ができ、かつ、一般交通及び沿道地域に対して適切な配慮が行われていることである。 

２．均等で効果的な散水を行うには、ノズルの選定及び取付間隔を適正に行うほか、各

ノズルの噴水量が均一になるように配管方法を検討する必要があり、一般交通や沿道

地域への配慮としては、風向き・風速に注意するとともに余剰水の排水等についても

十分考慮しておくものとする。 

また、地下灌水方式を採用する場合は、散水状況の確認や維持管理面に対する配慮も

必要である。 

３．送水管は、散水装置のうち散水管が分岐する調整弁までの送水本管をいう。 

４．散水管は、送水管より分岐した調節弁以降の配管をいう。 

２．散水方式の選定 

〔解 説〕 

１．この指針で規定する散水設備は、高速道路下の緑地帯・中央分離帯に設けた植込あ

るいは緑地帯・街路樹・歩車道の境界あるいは官民境界に設けた緑地帯などの散水を

対象としているので、おおむね散水範囲は幅が狭小、長さが長大である場合が多いの

で、通行車両や通行者などへの水の飛散を配慮する必要がある。また、冬季に散水を

行う場合は飛散した水が路面凍結を起こさないようにも配慮する必要がある。 

散水方式は、散水面積・植物の種類と高さ・気象条件・周囲の状況を考慮して選定する。
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散水方式と散水器による分類を下図に示す。 

              散水方式・散水器の分類図 

２．散水器の構造・特徴は、道路管理施設等設計要領（案）P135～によること。 

３．散水器の選定 

〔解 説〕 

１．スプリンクラー、マイクロエミッター、ドリップエミッターは、口径・圧力によっ

て散水直径と散水量が定まる。一般には、同一植栽地には同じ散水器を使用し、各種

散水器を混在させず圧力は散水支管の調節弁によって均一に散水されるよう調節す

る。また、点滴散水の場合はホースが大量生産の市販品であるため、ホース長、圧力

は規定値以内とし、ホースの本数により所定の散水面積を灌水するようにする。 

２．散水器の構造・特徴は、道路管理施設等設計要領（案）P135～及び参考資料 P242～

によること。 

３．スプリンクラーについてスプレーノズルの種類、散水方式、散水パターンを下図に

示すので参考とする。 

スプリンクラー 
スプリンクラー
散水方式 

取付形
エミッター マイクロエミッター マイクロジェット

マイクロエミッ
ター散水方式 

マイクロスプレヤー

マイクロ
スプリンクラー 

ドリップエミッター

一体形
エミッター ドリップチューブ 

点滴散水方式 

多孔管 
硬質多孔管 

多孔ホース 
多孔管散水方式

散水器は、選定した散水方法により適切な散水直径の器具を選定し、必要な散水面積

を潅水するものとする。 

（半円流調）（全円流調） 

ホップアップスプレーノズル スプレーノズル

（半 円） 

スプレーノズル

（全円、流調型）

ｼﾞｪｯﾄｲﾘｹﾞｰﾀシュラブノズル

（流量調節型）

スプレーノズル 

 散布半径・ 

噴射角調節型 

ホップアップスプレー

ノズル（地表埋設型） 

 スプレーノズルの種類（参考）
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シュラブ型スプレーノズル散水方式（参考） 

スプレーノズルの散水パターン図（参考） 

４．滴下形散水管（トリクル法）について 

 滴下散水法は、地表灌水及び地下灌水用として用いられるが、その方法には、散水管

に孔をあけてただけの単純なものから、圧力・流量等の調整機能を含めた特殊タイプの

ものまである。 

 使用水圧は一般に 50kＰa(0.5 ㎏ f/cm
３
)以下のものが多く、硬質のものからフレキシ

ブルなものまであり、高木の根回り等部分灌水にも適している。 

      （例１） 

      （例２） 

滴下形散水管の方式例（参考）
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４．配管の設計 

〔解 説〕 

１．送水管は、地形と植栽地周囲の状況から敷設方法が定まるが、一般的には埋設配管

となる。そのため、送水管外面の腐蝕に対しては十分な注意が必要である。また、中

央分離帯などでは道路の横断を必要とするので、強度的な検討を行わなければならな

い。 

２．ポンプ設備から各散水支管へ水を供給する配管を「送水管」、送水管から分岐して

散水器に至る配管を「散水支管」という。  

送水管、散水支管の設計施工に当たって考慮する事項として、 

（１）ウォータハンマー、エアハンマーによる過渡的な圧力変動に十分注意し、必

要個所には空気弁、コンクリート配管支台等を備えるものとする。 

送水管、散水支管の特殊性として、散水している時間より休止している時間が

圧倒的に多いため、ポンプが始動するとき送水管中に空気溜まりが存在する可

能性が極めて大きい。このため、ウォータハンマー、エアハンマーによる事故

が発生しやすいので留意する必要がある。 

（２）フィルターは、原則としてポンプ設備直後の送水管と、散水支管へ分岐する

分岐点直後に設ける。 

３．管種は使用条件に適した材質とする。 

送水管は一般に鋼管、散水支管は硬質塩化ビニル管が多く使用される。 

公共用水道水の場合、硬質塩化ビニル管（ＶP、HIＶP）が埋設部等に多く使用され

ている。 

鋼管を使用する場合は、発錆による目詰まりを防止するため、水道用硬質塩化ビニ

ルライニング鋼管（ＪＷＷＡK116）または水道用ポリエチレン粉体ライニング鋼管（Ｊ

ＷＷＡK132）等の樹脂ライニング鋼管を使用することが望ましい。 

５．付属機器の設計 

 〔解 説〕 

付属機器は、散水支管、元弁、フィルター、調節弁、散水器取付け支柱（ライザー）、

土壌水分測定器等からなる。 

このうち、元弁は散水時に解放、常時は閉鎖しておく弁で、自動散水の場合は電磁

弁が使用される。 

元弁、ストレーナ、調節弁は市販の量水器ボックスなどに収納し、地下式あるいは

半地下式とすると操作及び管理上便利である。 

配管は、敷設方法・送水量・水圧・管内流速等の条件から耐久性及び経済性を考慮し

て管種を決定する。 

付属機器の設計は、水質、散水器の型式、流量、水圧等の条件に基づき仕様を決定す

るものとする。 



8－12 

第５節 取水装置の設計（標準） 

１．設計一般 

 〔解 説〕 

 取水装置の構造は、使用水量及び散水装置の必要水圧により、一般的には次のよう

に分類できる。 

      通 常 の 場 合 ： 水道管 → 調圧弁 → 送水管 

      加圧を要する場合等 ： 水道管 → 受水槽 → 送水ポンプ → 送水管 

      直接取水する場合           ： （取水）→ 受水槽→ 送水ポンプ → 送水管 

      伏流水を取水する場合 ： 伏流水井戸→ 揚水（送水）ポンプ → 送水管 

      地下水を取水する場合 ： 取水井戸→ 揚水（送水）ポンプ → 送水管 

したがって、これらの設計にあたっては、貯水能力と使用水量、必要水圧等を十分検

討し、維持管理及び経済性を考慮のうえ行うことが必要である。 

２．受水（集水）槽の設計 

〔解 説〕 

受水（集水）槽の容量決定は、使用水量（ポンプ送水量）と流入水量によって決まる。 

水槽の容量は、本編第４章 消融雪設備によるものとする。 

３．取水井戸の設計 

〔解 説〕 

井戸の設計は散水規模に応じた必要水量が安定して得られることが必要である。井戸

水源、地下地質等の調査が必要である。 

取水井戸の設計は、本編第４章 消融雪設備によるものとする。 

公共用水道使用の場合 

河 川 水 使 用 の 場 合

地 下 水 使 用 の 場 合

取水装置の構造は、使用水源及び散水装置により異なるが、所要の水量及び水圧が確

保できるよう設計するものとする。 

受水（集水）槽は、流入量を考慮のうえ使用水量に対して十分な容量を確保できると

ともに、塵芥等の処理や河川・道路等の構造物との関連について十分考慮した設計にす

るものとする。 

取水井戸の構造は、水源地点必要取水量、取水帯水層の深さ、地下地質等を十分勘案

して決定するものとする 
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第６節 ポンプ設備（標準） 

１．ポンプ形式 

〔解 説〕 

１．植樹散水設備に用いる取水及び送水ポンプの形式は、吐出量（散水量）、水質、運

転操作方式及び維持管理の方法などを勘案して選択するが、景観への影響が少なく、

据付面積の小規模、取扱の容易さから水中モータポンプを原則として使用する。 

２．取水には深井戸用水中モータポンプ及び取水、送水には設備排水用水中モータポン

プなどを用いるが、それぞれの水源や現場条件、要求仕様への合致及び保守点検・整

備の容易化を考慮の上、選択する必要がある。 

３．送水に受水槽付ポンプユニットの採用はユニットの地上設置となり、特に景観など

への直接影響がないかを考慮して選択する必要がある。 

４．散水の水源は、植樹環境、維持管理及び経済性などの比較検討の上、河川水、雨水

貯留水や下水処理水及び工業用水、水道水、井戸水などから選択する必要がある。 

５．ポンプ形式の詳細は、道路管理施設等設計要領（案）によること。 

２．ポンプ諸元 

〔解 説〕 

１．ポンプの諸元は、ポンプ１台当たりの計画吐出量と計画全揚程から定まり、ポンプ

の形式及び口径などを選択する上での基本条件となる。 

２．植樹散水は間断日数を置いて実施されるため、同時散水する散水器グループの最大

散水量をポンプの計画吐出量とする。 

３．計画全揚程は、取水槽や受水槽のポンプ停止水位（LWL）と送水先水位もしくは散水

器までの実差（実揚程 m）に、散水器の散水圧及び送水管、弁などから派生する各損失

水頭を加えて求まる合計の揚程とする。 

４．ポンプ台数は、運転目的より災害時の運転がないことから原則として１台とする。

（予備機は設けない） 

５．ポンプ諸元の設計計算は、道路管理施設等設計要領（案）P152～によること。 

散水設備に用いる取水及び送水のポンプ形式は、水中モータポンプまたは送水に受水

槽付ポンプユニット等を原則とする。 

ポンプの諸元は、次の各号の条件に基づいて計画するものとする。 

１．ポンプの計画吐出量は、同時散水する散水器グループの最大散水量とする。 

２．計画全揚程は、実揚程と散水器などの必要圧力及び配管、弁などの損失水頭を加

えて求めた値とする。 

３．ポンプ台数は、原則として１台とする。 
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第７節 電源操作設備（標準）

１．操作制御設備及び電源設備 

〔解 説〕 

受電設備の設計に当っては、受電容量及び設備容量が適切であり、さらに耐久性及

び経済性に優れ、各設備を安全、確実に操作が行える信頼性の高いものとし、維持

管理における点検整備も容易に行えるものとする。 

１．操作制御及び電源設備の機器選定、配置などは次の各項を考慮して定めるものとす

る。 

（１）安全性、信頼性、防湿性、耐久性及び経済性に優れかつ保守点検、管理の容易

なものとする。 

（２）無人化とポンプの自動運転に適した機器とし、効率運用が可能なものとする。 

（３）操作制御及び電源盤は、水没しない場所と植樹環境を考慮した位置に設置する

ものとする。 

（４）操作制御及び電源盤内の機器は不燃性、難燃性とし、安全度の高いものとする。 

（５）水道などを水源とする場合で、電源をとりにくい場所でバルブ操作のみの場合

は乾電池式またはソーラー電池式も用いられる。 

２．植樹散水設備の運転操作に必要な電力は、商用低圧電源を標準とするが、ポンプ運

転を必要としない水道水などを水源とする場合で電源が取りにくい場所では乾電池

式、ソーラー電池式方式もある。 

３．操作制御及び電源盤は、電源と操作の機能を共有する盤とし、盤面数は１面を原則

とする。 

盤の形態は、植樹環境を考慮した外観形状と塗装色の屋外自立形を原則とする。 

４．操作制御及び電源盤の盤面には操作スイッチ、盤内に電源及び制御機器などを収納

したものとする。 

５．電源操作盤は、JIS、JEC、JEM などの関係規格及び省令で定める技術基準を満足する

ものでなければならない。 

（１）操作制御及び電源盤の構造及び配線などは、JEM 1265 などの該当する規格を適

用する。 

（２）各種保護装置は保護協調及び絶縁協調を行い、機器の保護を行うものとする。 

（３）ポンプ及び操作制御及び電源盤などは所定の接地を確実に行い、絶縁抵抗、絶

縁耐力を有するものとする。 

２．運転操作方式 

〔解 説〕 

運転操作は、散水の水源・環境、植樹の種類及び経済性、維持管理等を考慮して自動

運転を行い、必要に応じて手動運転を行えるものとする。 

操作制御設備及び電源設備は、植樹散水設備の規模、維持管理体制及び経済性を考慮

して設備全体の信頼性を向上させたシステムを構築するものとする。 

１．受電は低圧受電とし、設備に対しては必要なる保護装置を設けるものとする。 

２．各設備が安全、確実に運転操作を行え、取扱容易で耐久性、経済性に優れている。

ポンプの運転操作は、自動運転を原則とし、関係する各設備の維持管理などの便を

考慮し、手動運転も行えるものとする。 

電源操作盤には、ポンプの運転と故障表示を行い、植樹景観を考慮した外観と位置

に設置しなければならない。 
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１．ポンプの運転操作方式は一般的に次の方式が採用されている。 

２．自動運転にあってもポンプ設備及び操作制御設備及び電源設備などの維持管理を考

慮し、手動運転が行えるように計画しなければならない。 

３．ポンプ及び操作電源設備の各機器は、機械的異常と電気的異常の検出が行える各種

保護装置を設け、故障の拡大を防ぐ処置を講じることが必要である。 

３．操作盤及び電源盤 

〔解 説〕 

１．盤は鋼板製屋外形を標準とする。 

２．盤の塗装色は周辺の環境を考慮したものを検討するものとする。 

４．遠方監視装置（参考） 

〔解 説〕 

１．植樹散水設備は、広い範囲に分散して設置されることが多いため、維持管理の省力

化のために必要に応じて遠方監視装置を検討するものとする。 

２．遠方監視制御盤等への信号の伝送を光ファイバーケーブルで行う場合は、接続機器

等について「設計便覧 第４編 電気通信編」を参考に整合をはかること。 

自動運転 時間設定方式 間断方式 

年間間断方式 

曜日方式 

土壌水分センサー 

降雨センサー 

センサー方式 

前記の併合方式 

手動運転

盤の外観は植樹環境の景観に即した形状と塗装色とし、違和感を与えないように考慮

して決定する。  

遠方監視装置は配電盤に組込むものとし、監視項目、伝送方式等を検討して決定する。
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第８節 土壌の保水対策（参考） 

１．土壌の保水容量 

水分の吸収はほとんど根から行われるので、土壌中の水量、水の状態が重要になって

くる。 

土壌水分を用水管理の面から分類すると、浸透水（余剰水）、有効水、無効水がある。 

浸透水（余剰水）は、降雨後、砂質土では数時間、粘質土では数日で地下に移動してし

まう。この時に土壌中に残った水分が圃場容水量であり、圃場容水量の状態から土壌水

分の減少が進むと植物がしおれ始める（初期萎凋点）。さらに減少が進むとしおれが回復

しなくなる。この時が永久萎凋で、その水分を表すのが萎凋係数であり有効水と無効水

の境界である。土壌水分の分類を図で示すと図８－８－１のようになり、植物が利用可

能な水は有効の範囲内である。 

なお、図中のＰＦとは、土壌水分の土壌粒子との結合力を表すもので結合力を水柱圧

の対数を表したものである。 

図８－８－１ 土壌水分の種類とＰＦ 

 したがって、灌水はこの有効水の範囲内で行うよう計画するものとする。 

 表８－８－１に参考として土質別、根帯深さ別の純用水量の概略値を示す。 

表８－８－１ 純用水量（有効水分量Ｖ）（土壌が必要とする純用水量） 

根 帯 深 
圃  場 

容 水 量 

萎 凋 点 

保 水 量 

利用可能 

水  分 

(有効水分)

かんがい時利用 

可能水分保有率別 

施用純用水量(mm) 土    質 

Cm mm ﾊﾟｰｾﾝﾄ mm mm 67％ 33％ 

砂 質 土 

0.3 

0.5 

0.6 

0.8 

0.9 

1.2 

31.8 

47.8 

63.5 

79.5 

95.3 

127.0 

20% 6.4 

9.7 

12.7 

16.0 

19.1 

25.4 

25.4 

38.1 

50.8 

63.5 

76.2 

101.6 

8.4 

12.7 

16.8 

21.1 

33.5 

33.5 

17.0 

25.4 

33.8 

42.4 

50.8 

67.6 

壌    土 

0.3 

0.5 

0.6 

0.8 

0.9 

1.2 

57.2 

85.9 

114.3 

142.7 

171.5 

228.6 

25% 14.2 

21.6 

28.4 

35.5 

42.9 

57.2 

42.6 

64.9 

85.3 

106.9 

128.5 

171.5 

14.5 

21.3 

28.2 

35.3 

42.4 

56.6 

28.7 

43.2 

57.4 

71.6 

85.9 

114.8 

粘 質 土 

0.3 

0.5 

0.6 

0.8 

0.9 

1.2 

93.2 

139.7 

186.4 

232.9 

279.4 

372.9 

35% 32.5 

48.8 

65.0 

81.3 

97.5 

130.0 

60.7 

90.9 

121.4 

151.6 

182.1 

242.8 

20.1 

30.0 

40.1 

50.0 

59.9 

80.0 

40.4 

60.5 

82.6 

100.8 

121.2 

161.8 

（注）上表中のかんがい時利用可能水分保有率は、概ね浅根性で好湿性樹木の場合 67％、

深根性で乾燥に強い樹木の場合 33％を採用するものとする。 

重力水 毛管水 吸湿水

0 1 2 3 4 5 6 7 ＰＦ

(1.7) (2.7) (4.2) (4.5)

最 圃 水 生 初 萎 吸
大 場 分 長 期 凋 湿
容 容 当 停 萎 係 係
水 水 量 止 凋 数 数
量 量 点 点

浸透水 有効水 無効水
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２．土壌の保水性改善 

保水性を改善する目的で木炭粉を容積単位で 5～10％混合する研究報告がある。今後、

木炭粉の商品開発等、今後の課題である。炭は、微細な孔を多く持っており、保水性、

吸着性を増すばかりでなく、養分の持続と微生物の活性化、土壌の通気、透水性を高め

る効果がある 

尚、10％以上の混入は逆にアルカリ度が強くなり、枯れることがあるので混入量には

注意を要す。 

３．散水間隔決定上の留意事項 

最大散水間隔は前項により定まるが、その範囲内において実際の散水間隔をどのよう

に決定するかは、根帯深、土質、散水方法等を考慮のうえ決定するものとする。 

特に表面散水では、１回当りの散水量を少くして散水間隔を短くすると、所要の深度

まで浸透できないこともある。 

 図８－８－２は、灌水量と灌水効果の及ぶ深さについて調査した一例である。 

             図８－８－２ 灌水量と灌水効果の及ぶ深さ（参考） 

また、樹木等の種類、散水可能な時間帯に注意して散水間隔を決定する必要がある。 

すなわち、夏季の日射の強い時間帯、冬季の凍結の恐れがある夕方から早朝の時

間帯の散水は避ける等注意をする必要がある。 
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